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【第8章 】

第8章 第二者に対する責任

第1節 受託者の責任

第261条 受託者の責任一般

第262条 受託者の契約上の責任

第263条 受託者が責任を負わない旨の合意

第捌 条 不法行為に対する受託者の責任

第265条 所有権者としての受託者の責任

第2節 債権者の信託財産に対する執行権

第266条 普通法上の訴訟による信託財産の執行

第267条 衡平法上の訴訟による信託財産の執行

第268条 受託者が信託財産から求償を受くべき権利を有する場合の信託財産の執行

第269条 信託財産が利益を得た場合の信託財産の執行

第270条 信託条項が財産の責任について規定している場合

第271条 契約によって信託財産を拘束する場合

第271条の2信 託財産からの弁済を許すことが公平と認められる、その他の事由

第272条 第三者に対する義務の特定履行(specificenforce■ent)

第273条 信託財産に対する第三者の権利の保護

第3節 受益者の貴任

第274条 受益者の貴任一般

第275条 受益者の契約上の責任

第276条 不法行為に対する受益者の貴任

第277条 権利主休としての受益者の責任

第278条 受託者が受益者から個人的に免責を認められている場合

第279条 受益者が信託財産の交付を受けた場合

第1節 受託者の責任

第261条 受託者の責任一般

受託者は、信託事務処理に関して負担した義務にっいては、第三者に対して、受託者が信託とは、無関係に財

産を所有した場合に負担すぺき義務と同一の範囲において個人的責任(p6rsonalliabi日ty)を 負 う。

注:

.旦..個人 魁責任」ヒ代理ム とし工頭 怪豊童味

訴訟が個人に対して提起 され、その判決の満足のために個人財産に執行がなされるときは、その者は個人的責
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【第8章 】

任を負う。

ある者が、代理人 として責任を負う場合は、代理人として所持する財産に執行がなされる。受託者という代理

人に対する訴訟については、第267条 ～第271条 の2参 照。

h,.量 悪者辺砦削袖償

受託者が信託事務処理に関し、第三者に対し個人的に責任を負う場合でも、その責任が正当に負担したもので

ある限り、受託者は、信託財産から費用補償を受ける権利を有する。受託者の費用補償については、 第244条 ～

第249条 参 照。本条のルールは通常受託者が費用補償をみとめられるか否かを問わず適用される。

C.本 条 の適用

木条は、信託事務の処理上、受託者が補償した契約に関する責任(第262条 参照)、 不法行為に対する責任(第

264条 参 照)、 および信託財産の権利主体たることによって負担する責任(第265条 参照)に 適用される。さらに信

託財産の管理によって生じる他の責任についても適用される。

d.前 繊

受託者が信託財産から費用補償を受けることのできる要件については、第244条 、第245条 参照。

受託者が、受益者から個人的に費用補償を受けることのできる要件については、第249条 参照。

第262条 受託者の契約上の責任

第263条 の場合を除いて、受託者は、信託事務の処理に関し締結 した契約にっいて個人的責任を負う。

注:

a.受 託者が契約の締結に際し、受託者として義務を適切に履行 しているが否かを問わず、信託の存在や受益者

の名が相手に知 られているか、受託者が信託事務執行上、契約を締結したかに見えるか否かを問わず、信託事務

の処理に関し受託者が締結 した契約について、受託者は個人的責任を負う。但し個人的責任を負わないと約 した

場合はこの限 りではない。

例:

1.Aは 甲地の受託者である。Aは 、甲地 を売却するために不動産仲介業者Bを 雇った。Aは 、売却

の委任についてBに 対し個人的責任を負う。

2.Aは アパー トの受託者である。Aは 、管理人としてBを 雇った。Aは 、管理人としてのBの 報酬

につき、Bに 対して個人的責任を負う。

3.Aは 食 料雑貨販売業の受託者である。Aは 卸売商のBか ら、 「受託者A」 と署名した契約により

食料雑貨品を購入した。Aは 契約にもとづき、Bに 対し個人的責任を負う。

L.∫ 苛酷1昔遊 が翼託越 蜘ll輔 償1を与 えるのに一止:量⊇ 」撮直

その責任が、正当に負担 したものであれば、信託財産から補償を受ける権利を有する。第246条 参照。受託者は、

信託財産から費用補償を受ける権利を有するか否かを問わず、また信託財産が受託者に費用補償を与えるに十分
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であるか否かを問わず、受託者は、契約につき個人的責任を負う。但し、契約に別段の定めがある場合には、 こ

の限 りでない。

.皇」_弛緩一堂牌

受託者が信託財産から費用補償を受ける権利を付する要件については、第246条 参照。

受託者が受益者から個人的に補償を受ける権利の要件については、第249条 参照。

第263条 受託者が責任を負わない旨の合意

(1)契 約によって受託者が個人的責任を負わない旨が定められている場合、受託者は、信託事務の処理に関し

てなされた契約にっいて、個人的責任を負わない。

(2)受 託 者が信託財産に責任を負わせる契約を締結する権限を有する旨を表示 し、実際にその契約を締結 した

場合に、受託者がそのような権限を有していなかったときは、受託者は、保証違反(br6achofmrr加ty)に つ

いて個人的責任を負う。

(3)受 託 者が信託財産に負担を負わせる契約を締結 し、かっ、受託者によってなされた信託違反のために信託

財産がその契約を履行するために不十分となった場合、受託者は不足額について個人的責任を負う。

(1)項 の注:

a.,契 約{薬餌

受託者とその契約の相手方は、受託者が個人的責任を負わない旨を合意することができる。そのような合意が

立証されれば、受託者は個人的責任を負わない。しかし、相手方が、彼が受託者であること、および信託の事務

処理上、契約を締結していることを知っているという事実だけでは、受託者からその個人的責任を免除すること

にはならない。受託者が契約書の署名に続けて、 「受託者」、 「受託者として」、指定された受益者のための

「受託者として」、あるいは、一定の遺言ないし信託証書にもとつ く 「受託者」と記載しても、受託者が個人的

責任を負うことがある。

例:

1.Aは 、Bを 受益者とする家屋の受託者である。受託者としての義務の履行上、家の修繕のために

Cと 契約を締結した。彼は、契約書に、rBの ための受託者として、個人としてではない、A」 と署名

した。Aは 、この契約につき、個人的責任を負わない。

2.AはBの 受託者である。信託財産に関する訴訟が、Cに よって、Aを 相手どって提起された。A

は、弁護士Dと 契約 し、Dが その訴訟に応訴し、報酬は、信託財産だけをあてることを定めた。Aは 、

Dに 対して個人的責任を負わない。

3.AはBの ための受託者である。受託者 として正当に義務を履行している過程で、AはCと 契約 を

締結した。その契約は、以下の記述が文書の型 としてはっきりなされている。rBの 財産。すべての契

約は、受託者 としてなされるのであり、A個 人としてではない。」Aは 、その契約に、 「Bの 財産の受
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託者としてのAと サインした。Aは その契約について、個人的に責任を負うことはない。

⌒

信託証書中の条項に、受託者は、信託の事務処理上、締結した契約にもとづき、個人的責任を負わない旨を定

めていたとしても、そのことだけから受託者の個人的責任が免除されるものではない。契約の相手方が、そのよ

うな条項を知るべき根拠がないときには、その条項は、契約の相手方が、その契約にもとつく受託者の個人的責

任を追及するのを妨げるものではない。たとえ、その条項が相手方に知られていたとしても、必ずしも契約が受

託者の個人責任なしに、締結されたと解するとは限 らない。ゆえに、その条項が必ず受託者の個人的責任を免ず

ることはない。当該条項は、受託者が個人的に責任は免れないと、当事者が解する状況にあったかという事実を

みて解釈される。

例:

4.1930年1月1日 付の信託証書にもとづき、Aは 、製パ ン業の受託者である。信託証書には、信託

の事務処理上、受託者が負った債務については、信託財産がその責任を負い、受託者が個人的に責任を

負 うものではない、と規定されている。Aは 、Bか ら小麦粉を買 う契約書に、 「受託者 として、A」 と

サインした。Bは 、その信託条項を知 らず、知るべき根拠もなかった。Aは 、その契約につき、個人的

責任を負う。

5.事 実は例4と 同じだが、Aが 、 「1930年1月1日 付の信託宣言にもとつく受託者としてのA」 と

契約書にサインしたことが異なる。Aは 、その契約につき個人的責任を負わない。

(2)項 の注:

皇－L.盟華煎保;正

信託の事務処理上、受託者が締結 した契約条項によって、受託者がその契約 に関し個人的責任を負わないと定

められている場合、たとえ、彼がその契約につき個人的責任を負うことはないにしても、信託財産を拘束する権

限 を有するという黙示の保証にもとつく責任を負うことがある。

契約上、受託者は個人的責任を負わないが、第三者は信託財産を引当てにできることが定められている場合、

その契約が、信託の事務処理上、受託者によって適切になされたものであることを前提として、第三者は、信託

財産に対し執行することができる(第271条 参照)。 もし、受託者が個人的に責任を負わないと契約 したならば、

通常第三者は信託財産に執行できる。その時は通常は受託者は、信託財産に責任を負わせる権限を有する。

その契約が、信託の事務処理上、受託者によって適切になされたものでなく、第三者が信託財産に執行するこ

とができない場合、通常、受託者は黙示的保証につき責任を負う。

例:

6.Aは 、Bの ための受託者である。Aは 信託違反をして、信託財産の一部をCに 売却する契約をし

た。Cは 、これが信託違反であることを知らない。その契約書には、 「個人ではなく、受託者としての

A」 とサインした。Aは 、契約にもとつくのではなく、売却の権限に関する黙示の保証にもとついて、

Cに 対して個人的責任を負 う。

一454一

1



r

【第8章 】

7.AはBの ための受託者である。Aは 、信託財産のために金銭を借りる権限を与えられてはいない。

Aは 、その権限がないことを知 らないCか ら金銭を借 り、その返済契約書には 「Bの ための受託者とし

て、A」 とサインした。Aは 、契約にもとつくのではな く、借金をする権限に関する黙示の保証にもと

ついて、Cに 対 し個人的責任を負う。

旦,黙 示的保証が存在 しない場合

受託者が、信託財産を拘束する権限を有することを相手方に表示 していない事実が十分明確である場合には、

受託者は、黙示的保証について責任を負わない。

例:

8.Aは 、信託証書にもとつくBの ための受託者である。Aは 、信託条項にもとづき、信託財産を売

却する権限があるのかどうか疑問をもっていた。Aは 、信託財産の一部をCに 売る契約に際 し、信託証

書を示し、彼の疑問 も伝えた。その契約書には、 「個人 としてではなく、受託者としてのA」 とサイン

した。その後、裁判所によって、Aに は信託財産を売却する権限がなかったと決定された。Aは 、契約

上からも、売却の権限についての黙示の保証からも、Cに 対して個人的責任を負うことはない。

旦.昂澗 証券廿{一一1旦暗oU曲1是 』 嵐 山■剛 岨

統一流通証券法第20条 は、以下のように規定している。 「本人のために、または、本人の代理人 として署名す

る旨を示す文字が、証券に示されているか、または付加されている場合、彼は、証券について責任 を負わない。

しかし、本人 を明らかにせず、代理人である旨を記載した文字が付加されるだけでは、個人的責任を免れること

はない。1

また、同法第44条 は、 「何人かが代理人として裏書する義務を負 っている場合、彼はその個人的責任を否認す

るものとして裏書することができる」と規定している。本条は、受託者が流通証券に個人としてではなく、受託

者としての意見を明確に表示してサインした場合に もあてはまる。

(3)項の注:

.L-fa託 財産を浪費する こと』塾1宣 る葦 託者の萱圧

信託の事務処理⊥、受託者が締結 した契約の条項に、受託者はその契約に関して個人的責任を負わない、ただ

し、相手方は信託財産のみを引当てにすることができる旨が定められているときに、受託者が信託違反をし、そ

のために信託財産が契約の相手方の債権を満足させるのに十分でな くなった場合、受託者は、不足分の額につい

て、相手方に対し個人的責任を負う。 このようなケースでは、信託財産に損失を与える受託者は、受益者に対し

てだけでなく、契約の相手方に対して も違法行為をなす ものであ り、受益者が受託者の責任を免除することを望

んでいても、契約の相手方は、受託者の個人的責任を追及することができる。受託者はしかしなが ら、信託違反

について、二重の弁済を強いられることはない。彼が第三者に自己の財産をもって弁済した範囲で、委託者に対

しての信託違反責任を問われない、契約が信託業務執行の際に正当に締結 されていた場合がこれに該当する。

例1

9.Aは 、銀行に担保に入れてある証券の受託者である。銀行がその証券を売却するのを防 ぐために、
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Aは 、Bか ら5,㎜ ドル借 り、その金額 の手形をBに 与え、それに 「個人としてではなく、受託者として

のA」 とサインした。Aは 、その借 りた金銭を銀行に支払い、その証券を取戻した。その後、Aは 信託

違反をして、その証券による投機取引をし、全部を失ってしまった。Aは 、Bに 対して、5,㎜ ドルにつ

き個人的責任を負う。

第264条 不法行為に対する受託者の責任

受託者は・信託事務処理に関して第三者に対 してなした不法行為については、信託 とは無関係に財産を保有す

る場合と同一の範囲において、個人的コ任を第三者に対して負う。

注:

一

本条は、受託者の故意または過失により、あるいは無過失で不法行為をなしたかどうかを問わず適用される
。

また、受託者の行為が作為か不作為かを問わず、 さらに受託者が作為または不作為によって受託者 としての義務

に違反していたかどうかを問わない。

例:

1.Aは 、家屋の受託者である。Aの 過失で、その家の階段に氷が積まれたままになっていた
。商用

でその家を訪れたBは 、階段ですべって、けがをした。Aは 、Bに 対し個人的責任を負う。

2.Aは 土地の受託者である。信託条項によって、Aは 、その土地の上にアパー トを建てるよう指示

されていた。アパー トの基礎をつ くるために土地を掘 り下げていたところ、それが原因で隣接のBの 空

地の地盤が沈下 した。Aは 、Bに 対し個人的責任を負う。'

h.代 理 人一ま一た、1ヰ雇△㊨ 為.

上級者責任(respondeatsuperior)の 原則にもととづき、信託の事務処理上、受託者の代理人または雇人によ

ってなされた不法行為については、彼が受託者でなかった場合に負 うべき責任と同程度の責任を負 う
。代理の リ

ステイメント第2巻 第212条 ～第267条 参照。

例:

3.Aは 、 アパー トの受託者である。Aは 一一室をBに 貸 した。Aの 雇った管理人の過失で
、階段に石

炭バケツを置き放しておいたために、Bが それにひっかかってころび、足の骨を折った。AはBに 対し、

個人的責任を負う。

4.Aは 、材木を切 り出す土地の受託者である。材木を切るためにAは 数人のきこりを雇い
、彼 らの

過失により、Bが 倒れた木で傷害を受けた。Aは 、Bに 対し個人的責任を負う。

.駆 信託財産皇こ・一塁.鎚音に費用補償圭二与え_る、の』こ十分呈.な巳擢桂≧

受託者の過失なしに責任を負担 した場合、受託者は、信託財産から費用補償を受ける権利を有する
。第247条 参

照。本条は、受託者が信託財産から費用補償を受ける権利を有するか否かを問わず、信託財産が受託者に費用補
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償を与えるのに十分であるか否かを問わず、適用 される。

例1

5.事 実 は例4と 同じである。その信託の唯一の目的財産である山林の価値は10,000ド ルである。B

は、Aに 対し、20,㎜ ドルの損害‖音償の決定 を得た。Bは 、Aに 対し、20,㎜ ドルを個人的iこ支払うよ

う請求できる権利を有する。

⌒

信託の事務処理上なされた不法行為について、受託者が個人的責任 を負わないとする信託条項の規定は、受託

者から責任を免除する効力を有するものではない。

旦⊥.前後参盟

受託者が信託財産か ら費用補償を受ける権限については、第247条 参照。

受託者が、受益者から個人的に費用補償を受ける権限については、第249条 参照。

第265条 所有権者としての受託者の責任

契約や不法行為の結果としてではなく、財産の権利主体として第三者に責任を負 う場合、信託財産に対する権

利主体としての受託者は、信託財産をもって補償を受ける限度1こおいてのみ、個人的責任を負 う。

注:

旦 。_空幕の範囲

信託条項に別段の定めのない限り、受託者は、信託の事務処理上、受託老が正当に負担 した費用について、信

託財産から費用補償を受ける権利を有する。第244条 参照。本条の規定は、受託者が信託財産の権利主体であるこ

とによって負担する責任に適用される。第248条 参照。しかしながら、受託者が信託財産の権利主体であることに

よってのみ責任を負う場合で、かつ、受託者側に過失なくして信託財産が受託者に費用補償を与えるのに十分で

ないときは、受託者は、信託財産が費用補償を与える限度においてのみ、責任を負 う。信託財産の権利者として

の受託者は、従来の法解釈では信託財産でなく保有する場合と同じ範囲の個人的責任を負っていた。普通法では

普通法上の所有者に付随する忠実義務を負っていた。その所有が他人のためであったとしても、ユース付封譲受

人は譲渡にっいての責任を負 う。

近時の法解釈傾向は、信託財産の権利者は、その財産から補償を受ける限度で、第三者に対 して責任 を負うも

のである。

⊇

本条の規定は、財産の所得者が、財産税について個人的責任を負うかどうかに関係なく適用 される。受託者が

受託者としての名義で土地を保有する場合、信託財産から十分に償還を受けられる限度で、受託者は、税につい

て責任を負う。

旦.株 主生の』‡壷払込弛塞」」願紐聾豊登畦訂.
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法令により、記名株式の所有者に株金払込義務がある場合、その株式が受託者としての名義で登録してあると

きは、信託財産から償還を受けられる限度で、受託者は責任を負う。銀行の株式のように、制定法で責任を定め

る場合、通常受託者は受託者としてのみ責任を負い、個人的責任を負わない。制定法は、受託者がその事実を開

示することなしに、個人名で登録されている場合、個人責任を免れないように解釈されている。

」1二」廣注脚 交る」直接的莚擦剤

信託財産 を所有することから責任が生ずる場合、第三者は、受託者の有する償還権を通 して信託財産に執行で

きるだけでなく、受託者に対して提起された訴訟において、直接、信託財産 を執行することができる。受託者が

信託違反をおこして、信託財産に負担を生じさせた場合で、かつ求償できない場合も第三者は信託財産に執行で

きる。この場合第三者は、信託財産ばかりでなく信託違反についての責任を、受託者に問えるのである。

第2節 債権者の信託財産に対する執行権

第266条 普通法上の訴訟による信託財産の執行

受託者に対 し債権を有するに至った債権者は、その債権が適法な信託事務処理により生じた場合でも、受託者

に対する普通法上の訴訟によって信託財産にっき執行することはできない。

注:

且.本 条の苗晒

受託者が信託の事務処理上、違法に責任を負担したかどうかを問わず、債権者は、個人ないし代理人たる受託

者に対する普通法上の訴訟により、債権の満足のために、信託財産につき執行することはできない。

例:

1.Aは ピルの受託者である。Aは 、ピルの修理をさせるためにBを 雇った。Bは 、Aに 対する個人

的な契約に関し、普通法上の訴訟を提起し、判決を得た。Bは 、そのピルを差し押 えることはできない。

2.Aは 農場の受託者である。Aは 、農場にある畑 を耕すためにBを 雇った。Bは 、Aを 相手どり、

Aの 個人的な契約にもとづき、普通法上の訴訟を提起 し、農場を差 し押えた。Aは その差押えの取消し

を求める申立てをした。その差押えは取消される。

3.Aは 土地の受託者である。信託条項によって、Aは 、その土地にアパー トを建てるよう指示され

ていた。アパー トの基礎をつ くるために土地を掘 り下げていたところ、そろが原因で、隣接のB地 の地

盤が沈下した。BはA個 人を相手どり、普通法上の訴訟を提起し、判決を得た。Bは その土地を差し押

えることはできない。

b.前 参 .

信託事務処理 とは関係なく受託者が負担した責任に対する受託者の債権者の権限については、第308条 参照。

第267条 衡平法上の訴訟による信託財産の執行
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受託者が信託事務処理に関して債務を負担 した場合に、その債権者は、第268楽 ないし第271条 の2に 定め られ

ているところに従い、その債権の弁済を受けるために、衡平法上の訴訟により信託財産にっき執行することがで

きる。

注:

旦,.f醐 壌 艮コ.き執鉦重皇女」越 智茎型{上Ω盤薩友慧

既述のように、受託者が、信託事務処理に関して、第三者に対し債務を負担 した場合、その第三者には、受託

者個人に対する訴訟による救済方法が与えられ、それによって、受託者の個人財産が債務の弁済にあて られる。

第261条 ～第265条 参照。受託者が支払能力を有している場合、 この救済方法は第三者の利益を保護するに十分で

ある。一般的な見方は第三者は、代理人としての受託者に訴訟 し、信託財産に執行 し、自己の権利を満足するこ

とは認めないことである。救済は受託者個人に求めるのみである。

しかし、第三者が信託財産にっき執行し、それを債権の弁済に充てることができる場合が少な くとも四つある。

1.第 三者が、受託者の個人財産からは債権の弁済を受けられない場合、第三者は、衡平法上の訴訟により信

託財産につき執行し、受託者が信託財産から求償を受けられる限度まで、第三者は、信託財産を債権の弁済にあ

てることができる。第268条 。

2.第 三者が、受託者の個人財産からは債権の弁済を受けられない場合で、その債権者が信託財産に対 し利益

を与えたときは、当該事情のもとで、救済方法を与えることが、衡平の観念に反 しない限り、第三者は、衡平法

上の訴訟により信託財産につき執行し、信託財産が得た利益の限度で、信託財産を債権の弁済にあてることがで

きる。第269条 参照。

3.信 託条項にもとついて、衡平法上の訴訟により信託財産につき執行できる旨が定められている場合、第三

者は、衡平法上の訴訟により信託財産につき執行し、それを債権の弁済にあてることができる。第270条 参照。

4.受 託者が契約に関 して個人的責任を負わず、第三者は信託財産についてのみ責任を問うべき旨が、第三者

と受託者の間で合意された場合、その契約が、信託の事務処理上、受託者により適切に締結されたものであるこ

とを前提として、第三者は、衡平法上の訴訟により信託財産につき執行し、それを契約に関する彼の債権の弁済

にあてることができる。第271条 参照。

上述の4つ の場合に限らず、現在の傾向は、受託者が信託事務処理上、第三者に対し債務を負う他の場合にも、

第三者の信託財産に対する執行を認めようとしている。上記の場合は、代理人としての受託者に対しての衡平法

上の訴訟の維持をみとめ、信託財産からの満足を図らせている。この手続は責任を負担するべき受託者が承継的

な受託者についても維持 される。この判決は、受託者個人にっいては執行できない。いくつかのケースでは、代

理人としての受託者への請求と個人としての受託者への請求が併合されうる。

第268条 受託者が信託財産から求償を受 くぺき権利を有する場合の信託財

産の執行
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【第8章 】

受託者が信託事務の処理により個人的に負担 した責任について・その債権者が受託者の個人財産から債権の弁

済を受けられない場合には、債権者は、衡平法上の訴訟により・信託財産につき執行し・受託者が信託財産から

求償を受けられる限度において、債権の満足を得ることができる。

注:

旦」.倒権者.の救晴山1」{の性質

従来の法律では、受託者が信託の事務処理上負担した責任について、債権者が信託財産につき執行するという

救済方法を認められるかどうか疑問があった。債権者は、受託者個人に対する判決を得て受託者の個人財産から

弁済を受けられ、受託者の方はその債務が受託者により正当に負担 されたものであり、受託者が信託違反によっ

て信託財産に対する責任を生 じさせたのでない限 り、受託者は、信託財産からその額の償還を受けることができ、

通常、この救済方法で十分であった。しかし、受託者が支払不能であるときに、困難な問題が生じ、 このような

場合には、受託者は、信託財産を債務の弁済にあてる権限を持っているところから、債権者は衡平法上の訴訟に

より、受託者の衡平法上の権利にっき執行できると考えられるようになった。つまり、受託者は単に債権者への

弁済後の求償権を持つのではなく、求償権そのものをもち、信託財産から直接、権利を満足さそ、債権者はこの

権利を強制できるのである。

受託者が、信託財産を用いて求償を受ける権限を有し、その限度においてのみ、債権者は、本条の救済方法を

とることができる。第244条 ～第248条 参照。

本条の規定は、契約違反{第262条 参照)、 不法行為(第264条 参照)、 または信託財産の権利主体(第265条 参

照)と して受託者が負担した責任について適用される。

その後、第269条 、第270条 、第261条 、 第271条 の2に おいて規定されているように、債権者が、信託財産につ

き執行できる他の救済方法 もとれると考えられるようになった。

b.受 託者の支払不能

もし債権者が受託者の個人財産から弁済を受け られる場合ならば、債権者は本条にもとついて、信託財産につ

き執行し、それを債権の弁済にあてることはできない。

ただし、受託者が支払不能である場合には、債権者は、衡平法上の訴訟を提起することができる。

c.受 託者の不在

本条は、受託者が支払可能な場合で も、裁判所の管轄に服しえない場合な らば、やは り適用される。たとえば、

受託者が州を離れ、出廷しえないときは、債権者は、信託財産につき執行し、それを債権の弁済にあてるため、

衡平法上の訴訟を提起することができる。

d.正 当に負担されたのではない場合の責任受託者が、信託事務の処理に関 し正当に責任を負担 したのではない

場合、その責任を負担するに際し善意でない限り、また、信託財産が利益を受けたのでない限り、受託者は、求

償の権利を有しない。第245条(2)項 参照。このような場合、本条の規定にもとづき、受託者が求償を受ける限度

で、信託財産につき執行することができる。

例1
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【第8章 】

1.Aは 甲地の受託者である。Aは 、甲地を売却する権限が与えられていないにもかかわらず、売却

の権限が与えられているものと同じ、甲地売却のため、不動産仲介業者のBを 雇った。Bは 甲地売却の

相手をみつけ、Aは 手数料 として100ド ル をBに 支払 う債務を負担した。Aは 求償できないだけでなく、

Bは 信託財産につき執行できない。

2.Aは 家屋の受託者である。Aに は、家屋を増築する権限が与えられていないにもかかわらず、増

築の権限があるものと信じ、増築費用として、1,000ド ル を大工Bに 支払うことを契約 した。Bが 増築

した後、Aは 家屋を売却した。増築の結果、Aは 、増築なしで受取れる額よりも750ド ル多く受領した。

Aは1,000ド ル についてBに 対し責任を負うが、Aは 、750ド ル までしか免責 されないので、Bは 、750

ドルの限度においてのみ信託財産につき執行できる。

cエ{穀 量者の債務壬履行

本条の下では、受託者が、信託違反をおかしたため、彼が負担 した責任の総額に等 しい額、またはそれを超え

る額を信託財産に返還する個人的義務を負う場合、債権者は信託財産にっき執行することができない。受託者が

信託財産に返還する個人的義務を負う額が、受託者が正当に負担 した責任の額よりも小さい場合、債権者は差額

の限度まで、信託財産につき執行することができる。第244条e参 照。

例:

3.Aは アパー トの受託者である。Aは 管理人としてBを 雇い、Bに5㏄1ド ル支払うことに合意した。

その後、Aは 信託財産から11000ド ルを横領した。Aは 、信託財産から求償する権限を与えられない。

したがって、Aが 支払不能であっても、Bは 、本条のもとでは、その債権をもって信託財産に対し強制

することができない。

4.Aが250ド ルを横領した点を除いて、事実は例3と 同じである。Aは 信託財産から250ド ル の範囲

で求償する権限を有し、したがって、Aが 支払不能の場合であれば、Bは 、本条にもとづき、250ド ル

を限度に、その債権をもって信託財産に対し強制することができる。

旦L複 数の受託者

2人 の共同受託者の1人 が信託違反をなし、他の受託者はこれに関与せず、受益者に対しいかなる責任 も負わ

ない場合(第224条 参照)、 受託者の双方が信託の事務処理上、第三者に対 し、正当に責任を負うときは、債務不

履行をしていない受託者は、第三者に対する責任について、信託財産から求償を受ける権限を有する(第244条 注

f参 照)。 そこで、債権者は、本条に基づき、信託財産につき執行し、それを債権の弁済にあてることができる。

一人の受託者が第三者に不法行為責任を負い他の受託者が責任を負わず、前者が信託財産からの求償を否定され、

後者が肯定されることになる(244条 注h参 照)。 債権者は信託財産に執行が可能で、 この条文のルールに従って

自己の債権を満足することができる。

.臨_∫訂龍蚤抵による豊山補償坦囎

信託条項によって、受託者が信託財産の一部分だけから求償を受ける権限があるとされている場合、本条にも

とづき、債権者は、信託財産のその部分についてのみ執行できる。第244条 注i参 照。
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もし、信託条項により、求償が事業用信託財産の一部に限られているならば、その部分のみ債権者は執行でき

よう。

例:

5.Aは 、全財産を信託としてBに 遺贈した。その財産の中には事業が含まれており、遺言条項によ

わて、Bが 、その事業を継続すべきことが定められていた。その事業経営の過程で、Bは 、Cか ら商品

を買入れた。その事業は不振で、同事業に用いられる財産だけでは、Cの 請求額を支払うには十分でな

い。Bは 、破産したが、信託違反はおかしていない。Cは 、受託者としてのBを 相手 どり、事業に使わ

れる財産から商品の代金を支払 うよう請求する衡平法上の訴訟を提起することはできるが、信託設定者

の別段の意思表示を示す証拠がない限 り、Cは 、信託財産の他の部分から、Cに 支払 うようBに 強制す

ることはできない。

6.遺 言書に、Bに 信託としと遺贈 した財産の他の部分を事業に使用して良い旨が規定されているこ

とを除き、事実は例5と 同じである。Cは 、事業に使われた財産からだけでなく、信託財産の今の部分

からも、商品代金を支払うよう請求する衡平法上の訴訟を、受託者 としてのBに 対 し提起することがで

きる。

第269条 信託財産が利益を得た場合の信託財産の執行

債権者が信託財産に対し利益を与え、しかも受託者の個人財産をもってはその債権の満足を得ることができな

いときは、債権者は衡平法上の訴訟により、信託財産にっき執行 し、信託財産が利益を受けた限度において、そ

の債権の満足をはかることができる。ただし、債権者に、このような救済方法を与えることが衡平の観念上、許

すべきでない事情の存するときは、この限りでない。

注:

旦L契 麹

受託者の要求にもとづき、第三者が信託財産の利益となるような労力、金銭、材料を提供する場合、第三者は、

衡平法上の訴訟により信託財産につき執行し、信託財産が利益を受けた額を取り戻す ことができる。本条に述べ

られている規定にもとづき、信託財産につき執行する債権者の権限は、信託財産に与えられた利益によるもので

あ り、その利益の限度において執行することができる。受託者の債務不履行のために受託者が求償権限を有しな

い場合でも、債権者は、信託財産につき執行することができる(第244条 注e参 照)。 しかし、利得が信託財産に

残った金額以上には、債権者は契約金額全額もしくは債務不履行による賠償金全額を請求できない。

例:

1.Aは 、信託として、甲地をBI艶 賭 した。Bは 、地代の1.㎜ ドル搬 領 した。Bは その信託のた

めに金銭を借り入れる権限を与えられてはいない。Bは 、甲地の税金を支払うために、Cか ら500ド ル借

り、その金は税金に支払われた。Bが 支払不能となった。Cは 、受託者としてのBを 相手どり、信託財
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産から500ド ルの返還を受けるために、衡平法上の訴訟を提起した。Cは 、返還を受ける権利がある。

2.Aは 、信託として、甲地をBに 遺贈 した。Eは 、地代の1,㎜ ドルを横領した。Bは 甲地上1詠 久

的轍 蛙 加える権限が与えられていないにもかかわ らず、甲地上に建娠 建てるために、5,㎜ ドルを

Cに 支払うことを契約した。Cは 、建物を建て、その後、Bは 、建物がなかった場合よりも5,㎜ ドル高

く甲地を売却した。Bが 支払不能となった。Cは 、受託者としてのBを 相手どり、信託財産から5,㎜ ド

ルの返還を受けるために衡平法上の訴訟を提起 した。Cは 、返還を受ける権利を有する。

互_第268条 に もとづき、債権者は、受託者が求償しうる限度で、信託財産につき執行することができる。

c.'桁 為

受託者が第三者の財産を横領して信託財産の負担の支払い、または信託の利益のためにそれを使う場合、第三

者は、その利益の範囲で信託財産から弁済を受けることができる。信託財産からの求償ができない信託違反を行

っていて、受託者が債務不履行状態にあるか否かは重要ではない。

例:

3.Aは 、信託として、甲地をBに 遺贈した。Bは 、地代の2,㎜ ドルを横領した。その後、BはC

の1.㎜ ドルを不法に取得 し、その金 を甲地の改良に使った。Cは 、受託者 としてのBを 相手 どり、信

託財産に加えられた改良費の1,㎜ ドル分について、返還を請求する衡平法上の訴訟を提起することが

できる。

4.BがCの 金を甲地の税金の支払いと甲地上の担保権の利息の支払いに使用した点を除いて、例3

と同じである。Cは 受託者としてのBを 相手どり、支払われた税金と利息の金額の返還を請求する衡平

法上の訴訟を提起することができる。

ユ 契釣上の責任およ」魎 」哩 直」[E

本条は、受託者が第三者 と契約 していない場合、または不法行為 をしていない場合にも適用される。受託者が、

信託と関わ りなく信託財産 を保有する場合、受託者に対する準契約上の、または衡平法上の救済方法が第三者に

認められる事情があるときに、第三者が、信託財産に対し利益を与えた場合には、第三者は、利益の限度で信託

財産から返還を受けることができる。錯誤などによる利益の回復がみとめられる状況の記述は、 リステイ トメン

トの本章の範囲ではない。それは原状回復法 リステイ トメントで扱われる。

第270条 信託条項が信託財産上の責任にっいて規定している場合

信託事務の処理に際して、受託者が第三者に対し義務を負担した場合には、第三者は、その権利の満足を受け

るため、衡平法上の訴訟により信託財産に執行できる旨の約款が信託条項1こ定められているときは、第三者は信

託財産につき執行し、これによって債権の満足を受けることができる。

注:

⌒
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信託条項によって、信託事務の処理上負担した責任につき、信託財産から支払われることが定められている場

合、第三者は、衡平法上の訴訟により、信託財産につき執行し、それによって債権の満足をはかることができる。

この条文は、受託者が、正当な業務執行によらないで責任を負担 した り、債務を不履行した りして、 第268条 に

よれば、求償権がなく、信託財産に執行できない場合に適用できる。また本条の救済は利得が信託財産上に現存

しなくて 第269条 に よれば、債権者が信託財産に執行できない場合にも適用される。本条は契約責任、不法行為

責任の双方に適用できる。

例:

1.Aは 、信託として、新聞業をBに 遺贈した。遺言書には、信託財産の管理上生 じた負担はすべて、

信託財産から受託者が支払うものと定められていた。Bは 、その事務上、Cを 雇い、Bの 過失で安全装

置の設置を怠ったために、Cが 負傷をした。Bが 死亡し、Dが 、次の受託者 として指定されていた。C

は、受託者としてのDを 相手どり、衡平法上の訴訟を提起でき、信託財産から、Cの 債権の満足をはか

ることができる。

」L」 言託諭1i∫『の解置

受託者が、信託の事務処理について、第三者に対し責任を負担した場合、信託財産につき執行する権限を与え

る旨を、委託者が表示したかどうか、あるいは、どの程度まで、その意思を表示したかどうかは、解釈の問題で

ある。

受託者が、信託の事務処理上、負担 した費用を支払 うべきものとする信託証書の規定は、必ずしも、債権者に

信託財産につき執行できる旨を表示したものとはいえない。

他方、受託者は、信託の事務処理上、負担 した費用につき、個人的責任を負わないものとする旨が、信託証書

に規定されている場合は、通常、債権者が、信託財産につき執行できるという意思が表示されているものと解釈

される。信託が事業を経営するものである場合、委託者の意図は経営上生じた債務の弁済に、事業用信託資産を

引きあてるものと解 される。委託者は事業用資産ばかりではなく、信託財産全部を引当とすることを意図するこ

ともある。244条 注i、268条 注g参 照。

c.受 託者が、信託の事務処理上、第三者に対して負担した責任について、信託条項 に第三者の信託財産の執行

の権限が規定されている場合、受託者が、正当に負担した責任にのみ適用されるのか、それ とも、不当に負担し

た責任にも拡張されるのかは、解釈の問題である。そこで、受託者が無過失の不法行為責任を負担する時にも適

用されるし、有過失の不法行為責任を負担する時にも適用される。

第271条 特約が信託財産を拘束する場合

受託者が正当な信託事務処理として第三者と契約を締結し、その契約において、受託者は契約上の業務にっき

個人的責任を負わず、第三者は単に信託財産についてのみ責任を追及する旨約定している場合は、第三者は、そ

の契約上の権利にっき、衡平法上の訴によって、信託財産に対し執行することができる。
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注l

a. 一本条理範囲

本条にもとつく救済は、受託者の信託処理上なされた契約に、受託者が個人的責任を負わず、契約の他方の当

事者は、信託財産のみを追及できるものとするという規定を入れることを要求する旨、またはその権限を与える

旨の規定が信託条項に存在するかどうかにかかわらず、適用される。

例1

1.Aは 受 託者である。Aは 、信託財産に関して生じた訴訟で弁護して もらうために弁護士Bと 契約

し、AはBへ の支払いに対 し個人的責任を負わず、Bは 信託財産から支払いをうけるものとした。Bは 、

受託者としてのAに 対 して、彼の報酬につき信託財産か ら支払をうける訴訟を提起することができる。

2.Aは ピルの受託者である。Aは ピルの修理 をさせるためBを 雇い、その費用は信託財産か らBに

支払うという契約 をした。Bは 受託者 としてのAを 相手どって、彼の報酬の支払いを信託財産か らうけ

る訴訟を提起できる。

h_本 条 の救済は、その契約が、適法な信託事務処理上なされた場合にのみ有効である。

旦」_受託者が、信託違反により信託財産に対し債務不履行の責任を負 うため、信託財産からの求償をうける権利

がなくなり、その結果、債権者は、 第268条 に述べられている原則にもとづき、信託財産に対し執行することが

できなくなった場合でも、本条にもとつく救済は適用される。信託財産に何らの利益ももたらさないため、債権

者が 第269条 に述べ られている原則にもとづき、信託財産に対し執行することができない場合にも、本条にもと

つ く救済は可能である。

旦L翌 鞄 の解撤

契約の当事者は、当事者の一方が、信託財産についてのみ責任を追及できる旨の意思表示をなした場合、契約

書にそれが特別な文言で認められているか否かに拘 らず、本条の救済を受けることができる。受託者が個人的責

任を負わない旨の合意をしているかどうかは、解釈の問題である。 第263条 参照。上記の合意のある場合、契約

は契約の他の当事者は信託財産に補償を求めることができる。

圭⊥ 本条の掲〔則遊Lウ聞鮎 ⊥保の権限がなくとh適 坦已]二旦墨金

受託者が、その責任を生じさせるにあたって適法な行為をなした場合にかぎり、受託者が、信託財産上に、売

渡担保、質権、先取特権などを設定する権限を有しなくても(第191条 参照)、 本条の救済は与えられる。契約の

効果として、第三者が信託財産に執行しうると定められていても、衡平法上信託財産に執行できても、先取特権

を取得しない。一一人の債権者は他の債権者に優先しない。

第271条 の2信 託財産からの弁済を許すことが公平と認められる、その他

の事由

信託の事務処理上、受託者がある者に対し責任を負った時は、その者の請求が、第268条 か ら第271条 に述べら

L
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れている原則に入らないとしても、信託財産からの弁済を許すことが衡平である場合には、信託財産から弁済を

して、彼の請求を満足させることが認められる。

注:

一

その状況が、第268条 か ら第271条 の一つに該当しな くとも、受託者が、信託の事務処理上、ある者に対 して責

任を負った場合、その者の請求の満足をはかるために信託財産に対し執行できるという考え方が、次第に確立 し

て来ている。代理人が一般的にその権限の範囲内で行為した時、本人に責任が発生することが認められてきてい

る。そこで、権限の範囲内で行為した受託者は、信託財産に責任を負担させることができる。受益者がたとえ、

個人的には責任 を負わないとしても、い くつかの州では制定法で受託者の行為は、信託財産の包括的な代理人で、

その権限の範囲内であれば、代理人の行為が本人に責任を負わせるのと同じく、信託財産に責任を負わせる。

この法理のもとで、債権者は代理人資格としての受託者に対して効力がある信託財産に対する直接の訴を行う

ことができる。信託財産に責任を負わせた場合、受託者が信託違反をしているかいないかは、重要でない。

」L契 麹

受託者が、信託の事務処理上、第三者と契約を締結 したときは、たとえその契約の前または後に、受託者が信

託財産か ら免責を受けられない信託違反をしたために、受託者に免責の権利がない場合でも受託者がその権限内

で契約を締結 した場合に限り、第三者は、信託財産に対し執行をすることが認められる。このようなケースでは、

第三者は、受託者としての能力の範囲内で、受託者に対し訴訟を提起できるし、その契約が個人的責任を排除し

ていないときは、受託者個人に対し訴訟を提起することができる。第262条 参照。

統一信託法12条 は以下のように規定している。受託者が受託者の権限内で契約を結ぶ時や前任の受託者がその

ような契約を結んでいた時で、訴訟が提起された場合、訴訟の相手方は受託者を代理人として、訴を提起でき、

原告勝訴の場合は信託財産から回収できる。その訴訟では原告は、受託者が原告に弁済 した場合、信託財産から

償還を受けることを保証されていることを証明する必要はない。

法は判決前に受益者に告知することを定めている。 さらに契約が受託者の個人責任を除外する定めをしていな

ければ、原告は個人責任を負 う契約をした受託者に執行できるとも定めている。

…

受託者が、信託の管理上、第三者に対し不法行為にもとつく責任を負わなければな らない場合、受託者が、そ

の責任を負う前または後に、信託財産から免責をうけることができない信託違反 をしたために、受託者が免責を

うける権利を有していなくとも、第三者は、信託財産に対 し執行をすることが認められる。このことは、たとえ

ば、受託者が信託の管理上、雇った者の不法行為のように、受託者個人の過失でなくとも、妥当する。統一信託

法14条 は以下 のように規定している。

「1.受 託者またはその前任者が、信託の管理の際に個人としての不法行為責任を発生 させた場合、代理人た

る受託者が訴えられ、信託財産から回収される。裁判所がその訴訟で、臼)受 託者やその前任者が正当に信託財

産を運営するための ビジネス活動に通常付随する事件から発生した不法行為である。(2)た とえ不法行為が通常
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活動にもとつくものでないとしても、受託者や前任者またはその雇用者が個人責任 を負わない。(3)不 法 行為が

(1)、(2)の 範囲になくても、信託財産の価値を増加させたと決定 した場合。不法行為が臼)、(2)な らば回収は証

明された損害額の全額となり、不法行為が(3)の 場 合、回収は財産増加額の範囲に限られる。

2.代 理人たる受託者がこの条文で訴えられる場合は、原告は受託者が支払った時に信託財産から償還を受

けることを証明しな くてもよい。

判決前の受益者の告知の規定がされている。さらに受託者やその雇用者が償還権をもつ個人の不法行為責任を

負うことも定めている。

第272条 第 三 者 に対 す る義 務 の 特 定履 行(specificenforcement)

(1)受 託者が、正当な権限内の行為として信託財産を売却、賃貸、売渡担保等、その他の処分をなすぺき契約

を締結したときは、その契約の相手方は、もし、その信託財産が信託とは無関係に保有されていれば、受託者に

対し特定履行を求められる契約である場合には、その契約の特定履行を求めることができる。

(2)受 託者が、第三者に対し不法行為を構成するような方法で信託財産を使用し、または使用するおそれがあ

るときは、第三者は、もしその信託財産が、信託とは無関係に受託者に保有されていれば、その差止命令

(enjoin)を 求めることができる場合には、衡平法上の手続によって、その不法行為の差止命令を求めることが

できる。

(1)項 の注:

a.信 託財産の売却、売渡担保、賃貸等に関する受託者の権限については、第189条 か ら第191条 参照。

旦 魎

受託者が、信託として保有していた土地を売却することを第三者と契約 した場合に、信託条項によって、受託

者にその土地の売却の権限があたえられ、かつ、その契約が適法なものであるときは、第三者は、契約の特定履

行を求める訴訟を提起することができる。

例:

1.Aは 、 信託としてBに 甲地を遺贈した。信託条項によって、受託者には、甲地売却の権限が与え

られていた。Bは 、甲地をCに 、10.000ド ルで売る契約をした。契約の当時、甲地は10,㎜ ドルの価値

であった。その後す ぐに、甲地の価額が15,000ド ルに上がった。CはBを 相手に、契約の特定履行を求

める訴訟を提起することができる。

C.売 却生る三 とが信託連星1{三な亘場丑

受託者による売却が信託違反になる場合、第三者は、契約の特定履行を求める訴訟を提起することができない。

また、受託者に売却の権限が与えられている場合でも、その売却価額が不当なものであったり、その契約が、

信託違反になるような条項の もとになされたものである場合には、第三者は、契約の特定履行を求める訴訟を提

起することができない。第三者が、受託者にその契約をなす権限がないことを知っていたかどうか、また、その
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信託の存在 を知っていたかどうかは、重要ではない。

例:

2,Aは 信託 としてBに 甲地を遺贈した。信託条項によって、受託者が甲地を売却することが禁じら

れていた。Bは 甲地をCに 売却する契約を締結した。CはBに 対し契約の特定履行を求める訴訟を提起

することはできない。

3.Aは 信託としてBに 甲地を遺贈した。信託条項によって、甲地売却の権限が、Eに 与えられてい

た。Bは 、甲地をCに10,㎜ ドルで売却する契約をした。契約当時、甲地は20,000ド ルの価値があり、

Bは 、そのことを知っていたか、または知 りうべき状態にあった。Cは 、Bに 対し、契約の特定履行を

求める訴訟を提起することができない。

d.裁 判所は、受託者に信託違反を強制することができないという原則については、第310条 参照。

凸.斑 撰 約

受託者が、信託として保有している土地を第三者に賃貸する契約 を結んだ場合、第三者は、受託者が、正当に

賃貸契約 をなした場合に限り、受託者に対し、契約の特定履行を求める訴訟を提起することができる。

例:

4.Aは 信託としてBに 甲地を遺贈し、C生 存中はCに 土地か らの収益を支払い、C死 亡後は、Dに

甲地 を引渡すよう指示した。BはEと 、甲地につき、5年 間の賃貸契約を締結したが、その賃貸行為は

受託者として適法な行為であった。Eは 、Bに 対 し、契約の特定履行を求める訴訟を提起することがで

きる。

5,Aは 信託としてBに 甲地を遺贈 し、C生 存中はCに 土地からの収益を支払い、C死 亡後は、Dに

甲地を引渡すよう指示した。BはEと 甲地につき、99年 間の賃貸契約 を結んだが、 このような賃貸契約

は、受託者として信託違反になるものである。EはBに 対し、契約の特定履行を求める訴訟を提起する

ことはできない。

上⊥」麺 者の個.ム的責任

受託者が信託財産の売却、賃貸、売渡担保その他の処分をなした場合、契約違反による損害賠償請求に対 し、

受託者は個人的責任を負う。第262条 参照。

』L_受.詮煮.璽鰹 履]丘

本条に述べられている原則は、受託者によってなされた信託違反の結果として、信託財産に対する債務不履行

が生 じている場合で も、その契約が受託者の権限の範囲でなされたものである場合適用される。たとえば、受託

者が信託 として保有している土地を、第三者に売却する契約をなした場合、たとえ、受託者が信託財産を横領し

ていたときでも、第三者は、契約の特定履行を求める訴訟を提起することができる。

」L._杢作為Φ義筋 を負担す]5合 意

(1)項で述べ られている原則は、信託財産に関し、特定の行為をなさないという消極的捺印契約(negative

covenants)等 に も適用される。
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(2)項 の注l

i」.一抱 瑠1拍 」塾差止黄金

受託者が、第三者に対し、不法行為を構成するような方法で、信託財産を使用するおそれのあるときは、第三

者は、もし、その信託財産が信託とは無関係に受託者に保有されていれば、その差止命令を求められる場合には、

第三者は、衡平法上の手続によって、その不法行為の差止を求めることができる。

例:

6.Aは 農場の受託者である。Aは 堰を作ろうとしており、それができると、Bが 流木を川に流す こ

とができなくなる。Bは 、衡平法上の手続によって、Aを 相手に、堰の建設の差止を求めることができ

る。

第273条 信託財産に対する第三者の権利の保護

第三者が信託財産に対 してある権利を有するときは、この権利は、その財産が信託財産として保有されていな

い場合と同一範囲において保護される。

注:

旦二_第 三者塾 」註説違ば1三上皇王権刮 を取田上⊇ 宣

本条に述べ られている原則は、その権利が信託の設定前に生 じたものでも、設定後に生じたものでも適用され

る。たとえば、売渡担保に入っている土地の所有者が、その土地に信託を設定 した場合、抵当権者は、競売によ

って彼の権利を保全することができる。同様に、受託者が抵当権設定の権限(191条 参照)を 行使した場合、抵当

権者は、競売によって彼の権利を保全することができる。

上.L麹L這 託遠国によっ醐 哩 甚型一し」麟 蹟

本条で述べ られている原則は、受託者が、信託財産上の権利を第三者に与えた場合、それが信託違反になって

も、第三者が善意有償取得者である限 り、適用される。第284条 参照。たとえば、受託者が信託として保有してい

る土地に売渡担保を設定 した場合、受託者にそのような権限がないとしても、抵当権者がその対価を支払い、受

託者にそのような権限がないことを知 らなかったときには、抵当権者は、競売によって彼の権利を保全すること

ができる。第284条 注g参 照。

C.権 利 の性質

本条で述べられている原則は、担保権のみに限らず、賃借権、地役権というような信託財産上の権利にも適用

される。

d.本 条 で述べられている原則は、当事者間の合意にもとついて設定 された権利にも、また当事者の合意なしに

法律によって設定された権利にも、適用 される。たとえば、税金が、その財産上に先取特権を具有 している場合、

税務当局は、信託としと保有されている財産上に、税金のための先取特権を実行することができる。

呈」_本条に述べられている規定は、受託者により個人的責任を生じている場合に も、またそうでない場合にも、
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適用される。たとえば、税務当局は、誰 もその税金につき個人的責任を負わない場合でも、信託財産に対する先

取特権を実行することができる。同様に、禁酒法違反などの法令違反によって財産が没収 される場合、その財産

がたとえ信託として保有されていても、没収 されうる。

第3節 受益者の責任

第274条 受益者の責任一般

受益者は、受益者としての地位においては、信託事務処理に関して生じた義務にっき、第三者に対 し個人的責

任を負うことはない。

注:

.a.本 条の範囲

本条で述べ られている規則は、信託事務処理上、受託者によってなされた契約上の責任(第275条 参 照)、 受託

者のなした不法行為に対する責任(第276条)、 または信託財産の所有者として課せ られる責任(第277条)に 、適

用される。本条で述べられている規則は、信託事務処理上の準契約(quasi-eontractuaDま たはその他の責任

にも適用される。

上」埋託音力、叉 益者の代理人を雑ねる揚音

受託者が受益者の代理人を兼ねることもある。受託者が、受益者のために行為をし、受益者の指示に従うこと

を約した場合、受託者は受益者の代理人である。第8条 参照。受益者の代理人を兼ねる受託者は、信託事務処理

上、生じた責任を代理人の能力の範囲内で、受益者に負わせることができる。

第275条 受益者の契約上の責任

受益者は、受益者としての地位においては、受託者が信託事務の処理に際して締結 した契約にっき、個人的責

任を負 うことはない。

注1

旦.受 益者の無道堤

受託者は、受益者の代理人でなく(第8条 参照)、 したがって受益者に契約にもとつく個人的責任を負わせるこ

とはできない。

b.受 託 者が信託事務処理上、契約を行ったことが契約時に明らかだったとしても、受益者は責任を負わない。

信託の存在および受益者の氏名が、契約の相手方に知られているかどうかは、重要なことではない。

一⊆_受 託者が、受託者としての義務を正当に履行 して契約を締結したかどうかにかかわりなく、受益者は、契約

上の責任を負 うことはない。

遣._受 益者は、たとえ契約において受託者が契約上個人的責任を負わない旨の合意をしていても、責任を負うこ

とはない。
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.e-.舜 旺煮逆ぱ理ム圭諫 担る掛合

受益者の代理人を兼ねている受託者は、その代理権限の範囲内において、その締結 した契約にもとづき受益者

に個人的責任を生ぜしめることができる.

f.ビ ジネス ・トラ丞上

ビジネス ・トラス トの受益者が負 うべき個人的責任に関する問題は、この リステイ トメントの範囲外である。

第1条 注bを 参照。

.呂..一弛緩鍵皿牡

受託者が受益者から個人的に責任免除を認められている場合に、受益者に対し個人的責任を追及できる債権者

の権利については、第278条 参 照。

債権者が信託財産を差押 える権限を有 している場合に、受託者が信託財産を受益者に譲渡した場合、債権者が

受益者の責任を追及する権限については、第279条 参照。

第276条 不法行為に対する受益者の責任

受益者は、信託の管理上、受託者のおかした不法行為にっき、第三者に個人的責任を負うことはない。

注:

旦,_曇益者.の無電「E

受託者は受益者の代理人ではなく(第8条 参照)、 したがって、その不法行為により、受益者に個人的責任を生

ぜしめる権限はない。

上」_受益者は、受託者に責任を生ずる不法行為が信託違反 となるか否かにかかわりなく、受託者の犯した不法行

為につき、責任を負うことはない。

例:

1.Aは 、アパー トにっきBの ための受託者である。保持者はCに 一室を貸 した。Aに 雇われた管理

人が階段に石炭入れを放置し、Cが それにつまついて、その脚を折った。BはCに 対し責任 を負うこと

はない。

旦._童 託者力t代亘』人萱_雌担旦搬

受益者の代理人を兼ねている受託者は、その代理権限の範囲内において、そのおかした不法行為に対する個人

的責任を受益者に生ぜしめることができる。

⊇ 益麩f逃 一曄替 禄壬了勘煮で重 重場査

受託者の不法行為を、受益者が扇動 した り、その不法行為に加担 した場合、受益者は、その不法行為上の責任

を負 う。

旦、Lピ芝ネスニート乏ス上

ビジネス ・トラス トの受益者が負うぺき個人的責任に関する問題は、 このリステイ トメ ントの範囲外である。
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第1条 注b参 照。

i-..前後夢胆

受託者が受益者か ら個人的に責任免除を認められている場合、受益者に個人的責任を追及できる債権者の権限

については、第278条 参照。

債権者が信託財産を差押える権限を有 し、受託者が、信託財産を受益者に交付している場合、受益者に個人的

責任を追及できる債権者の権限については第279条 参照。

第277条 権利主体としての受益者の責任

財産権の信託の受益者は、受益者としての地位においては、その財産権の保持者たる地位にもとついて負担す

ぺき責任にっき、第三者に対し責任を負うことはない。

注:

旦 二塁益者□無 責任

信託財産に対する主体となっているのは、受託者であって、受益者ではない。法律上、財産権の主体者に課せ

られる負担は、その財産の信託受益者ではなく、受託者に課せられるものである。第265条 参照。

b.税

法 令に別段の定めがない限り、受益者は、財産権の主体者に課せ られる税負担の義務を負うことはない。

c.排 」三に対する株金払込▲胤求

株券の受益者は、法令に別段の定めがない限 り、株金払込請求 ・株主総会の招集通知 ・その他について、個人

的責任を負うことはない。'

遣口 量晶者が代理人を基担養蝸一食

受託者が受益者の代理人 も兼ねている場合、受益者は、信託財産の主体者として第三者に対し義務を負うこと

がある。

たとえば、株式の受託者が、株式を受託者の名義で保有し、受益者の指示に従って株式を譲渡することが義務

である場合、受益者は、株金払込請求 ・株主総会の招集通知 ・その他について責任を負うことがある。

例:

1.AはX会 社の株をBに 譲渡した。AとBと の間で、Bが 株を保有し、Aの 指示に従って株主権の

行使をし、Aの 要請があれば株式をAに 再譲渡または第三者に譲渡することに合意していた。その株式

は、株主名簿に、 「Aの 受託者B」 の名で登録してあった。Aは 、その株式の株金払込請求に対して個

人的責任を負う。

貞.前 後毒1風

受託者が受益者から免責を認められている場合、受益者に個人的責任を追及できる債権者の権限については、

第278条 参照。
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債権者が信託財産差押えの権限を有し、受託者が、受益者に信託財産を引渡している場合、受益者に個人的な

責任を追及できる債権者の権限については、第279条 参 照。

第278条 受託者が受益者から個人的に免責を認められている場合

受託者が信託事務の処理に関し第三者に対し個人的責任を負うに至った場合、その第三者が受託者の固有財産

からその債権の満足を受けることができず、かっ受託者が、その債務にっき、受益者から補償を受ける権利を有

するときは、第三者は、衡平法上の手続により受託者の受益者に対するこの補償を受ける権利を執行し、債権の

満足をはかることができる。

注:

皇土」受益者が曇晶:」判こ』i茸債主立 すことを鱈一し一土場登

第249条 で述べられているように、受託者と受益者の間に、受益者が受託者に補償するという合意がない限 り、

受託者は、信託事務処理により負担 した責任につき、受益者から個人的に補償を受ける権利を有するものではな

い。

第279条 受益者が信託財産の交付を受けた場合

受託者の債権者が、その債権の満足をうけるため衡平法上の手続により、直接信託財産に対 し執行できる権利

を有する場合、受託者が、その債権者に対する弁済をなさずに受益者に信託財産を譲渡したときは、債権者は、

衡平法上の手続により、受益者に対し、譲渡を受けた信託財産の価格の限度において債権の弁済を求めることが

できる。但 し、受益者が善意の場合、または受益者にこのような責任を負わせることが衡平の観念に反するよう

な事情の変更が生じたときは、この限りではない。

注:

旦.」1町1}6財産由壁 益者に童トL赴{性丸損古

債権者が、第269条 、270条 、271条 、271条 の2に 述べられている規則に もとづき、信託財産に対し執行し、そ

れによって債権の満足をうけられる場合で、かっ、債権者に弁済がなされる前に受託者が信託財産を受益者に交

付したときは、受益者に対 し、譲渡を受けた信託財産の価額の限度において、個人的責任を負わせることができ

る。信託財産が受益者に譲渡されなかったならば、受託者が受益者から補償 をうける権原を有さない場合であっ

ても同様である。

例:

1.Aは 、Cの ための信託として甲地をBに 遺贈した。Bは 、賃料の2,㎜ ドルを横領した。その後、

Bは 、Dの1,㎜ ドルを違法 に取得し、その金銭を甲地の手入れに費消してしまった。Bは 、甲地を、

これらの事実を全部知っているCに 譲渡した。Dは 、衡平法上の手続により、甲地の手入れに使われた

1,㎜ ドルと法定利息分にっいてC{こ 返還を求めることができる。但し、Cに 譲渡 され舗 託財産の価
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額をこえることはできない。第269条 の例2と 比較せよ。

2.AはCの ための信託として、Bに 新聞社の事業を遺贈 した。遺言書には、信託財産の管理上生じ

た債務はすべて受託者によって信託財産から支払われるものとすると規定されていた。Bは 、事務執行

上、Dを 雇い、Dは 、他の雇人の過失でけがをした。Bは 、 この事実を知っているCに 信託財産を譲渡

した。Dは 、衡平法上の手続によって、Cに 譲渡された信託財産の価格の限度で、Cに 対し損害賠償の

請求をすることができる。第270条 例1と 比較せよ。

3.AはBの 受託者である。Aは 、信託財産に関して生 じた訴訟を遂行するために弁護士のCを 雇い、

AとCと の間で、Cへ の支払いは信託財産からなされるのであって、AがCへ の支払いにつき個人的責

任を負わない旨、合意がなされていた。Aは 信託財産をBに 譲渡した。Cは 、衡平法上の手続によ り、

Bに 譲渡された信託財産の価格の限度において、Cの 請求金額をBに 求めることができる。 第271条 例

1と 比較せよ。

上」_受益{置が苔庭取得の買ll三である掃吾

受益者が信託財産の譲渡を受けたとき、善意取得者である場合には、債権者は、受益者から個人的に債権の弁

済を受けることはできない。例えば、受託者が信託財産に属する金銭を横領し、その同額の第三者の金銭を違法

に取得して、 自己の受託者としての口座に預金してから、その金銭を受益者に支払った。受益者が、 このときそ

の金銭を受託者が違法に取得したことにっき善意であ り、受領した金銭を自己が受託者に対して有する債権を満

足させるために用いた場合、受益者は善意取得者であるから第三者に対して何 ら責任を負わない。第304条 参照。

C.一 事情の変更

受益者が信託財産の交付を受けた後、受益者にこのような責任を負わせるごとが、衡平の観念に反するような

事情の変更が受益者側に生じたときは、受益者は債権者に対する責任を負わない。第292条 と比較せよ。
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第9章 第三者の責任
第1節 受託者に対して不利益な行為をなした第三者

第280条 受託者による訴の提起

第281条 受益者による普通法上の訴の提起

第282条 受益者による衡平法上の訴の提起

第2節 信託財産の譲受人

第1款 総則

第283条 譲渡が信託違反でない場合

第284条 善意有償取得者

第285条 衡平法上の権利の譲渡

第286条 信託財産に衡平法上の権利を設定 した場合

第287条 善意有償取得者でない譲受人か ら善意有償取得者への譲渡

第288条 悪意取得者

第289条 無償取得者(donee)

第290条 違法行為による譲受人

第291条 悪意取得者の責任の範囲

第292条 無 償取得者の責任の範囲

第293条 違法行為による譲受人の責任の範囲

第294条 訴提起をなしうる者

第295条 受託者および譲受人に対する訴提起の選択

第2款 認識(notice)

第296条 信託の存在に対する認識

第297条 信託違反に対する認識の意義

第3款 対価(value)

第298条 現存する対価

第299条 譲渡前における対価の支払

第300条 譲渡後における対価の支払

第301条 信託違反を認識した後における対価の支払

第302条 対価としての約束

第303条 一部支払い

第304条 対価 としての既存債務の弁済

第305条 対価 としての既存債務に対する担保供与
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第306条 債権者のための譲受人

第307条 破産管財人

第308条 受託者の債権者

第309条 競落人

第4款 信託財産に対する権利の移転

第310条 信託財産譲渡の債権契約

第311条 信託の事実を知った後の譲渡

第312条 譲渡前で受託者が信託違反行為を完了した後の信託の認識

第5款 受益者に対する禁反言(estoppe1)

第313条 受益者が禁反言を受ける場合の債権者の権利

第314条 受益者が禁反言を受ける場合の衡平法上の権利者の権利

第315条 受益者が譲渡に同意した場合の譲受人の権利

第6款 善意有償取得者からの譲渡

第316条 善意有償取得者からの譲受人

第317条 有償による受託者への再譲渡

第318条 善意有償取得者から悪意取得者への再譲渡

第319条 善意有償取得者から無償取得者への再譲渡

第320条 善意有償取得者からの新たな信託としての再譲渡

第3節 信託財産の譲渡を受ける以外の方法による信託違反への関与'

第321条 受託者に対して支払われたものが不当に使用された場合

第322条 受託者による第三者に対する権利の放棄

第323条 第三者の受託者に対する権利の相殺(setoff)

第324条 信託資金の受寄者

第325条 受託者が保有する有価証券の移転の登録

第326条 受託者とのその他の取引

第4節 出訴期限法{StatuteofLi書itation)お よび消滅時効(1aches)の 効果

第327条 受託者が出訴期限法および消滅時効により権利行使を禁じられた場合の受益者の権利

第5節 受益者による義務免除および受益者に対する相殺

第328条 第三者に対する権利の受益者による義務免除

第329条 第三者の受益者に対する債権の相殺

第1節 受託者に対し不利益な行為をなした第三者
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序論;

本節では、受託者が、信託財産を、信託 とは関係なく保有していたとするならば、その訴訟が提起できるよう

な場合、つまり、第三者に対する訴訟について扱 う。その訴訟が信託財産に関する不法行為によるか、または信

託として保有 されている契約にもとつくもの、それとも信託財産に対する権原 を保有していることから生じる他

の請求権を強制するためのものかどうかを問わない。もしその財産が、信託として保有されていなければ責任を

負わないような第三者たとえば、信託違反によって信託財産が譲渡を受けた者、または、信託違反に参加した者

に対する訴訟の問題は、第2節 と第3節 で扱 う。

第280条 受託者による訴の提起

受託者は、もし信託財産を信託とは無関係に保有した場合に、第三者に対 し提起しうぺき各種の訴にっいて、

普通法上の訴たると衡平法上の訴たると、その他の訴訟手続たるとを問わず、すぺて提起することができる。

注:

旦‥ 王法fL為`己辻す鑓 皿謹上1壁班」口提起

第三者が信託財産に関して不法行為をなした場合、受託者は、 もし信託とは無関係に財産を保有していれば、

所有権にもとづき提起できる普通法上の訴訟を提起することができる。たとえば、土地または動産の受託者が、

その土地または動産に関して不法行為を行なった第三者を相手に、土地または動産の原状回復、または、不法行

為にもとつく損害の賠償を求める普通法上の訴訟を提起することができる。

例1

1.Aは 甲地の受託者である。Bは 、不法に甲地に侵入 し、 これを占有した。Aは 、もしAが 甲地 を

信託と関係な く保有していれば提起できるような不法侵害(trespass)訴 訟 または不動産回復訴訟(ej

ec抽ent)、 あ るいはその他の普通法上の訴訟を提起することができる。

2.Aは 公社債の受託者である。Bは 不法にその公社債を取得した。Aは 、 もし、それを信託とは無

関係に保有していれば提起できる動産侵害訴訟(trover)、 動産占有回復訴訟(replevin)ま たはその他

の普通法上の訴訟を提起することができる。

⊃._契 約 にもとづく普通法上の訴訟の提起

契約上の権利が信託として保有されている場合、受託者は、その権利が信託とは無関係に保有されていれば提

起できる普通法上の訴訟を諾約者に対して提起することができる。この規則は、信託設定時に、信託財産の一部

についてなされた契約上の権利にも、また信託設定後に受託者によって取得された契約上の権利にも適用され、

この中には、信託の事務処理上、受託者が締結した契約から生じたものも含まれている。

例:

3.Aは 、Cの ための信託として全財産をBに 遺贈した。その財産には、Dに よって作成された手形

(note)が 含まれていた。Bは 、Dを 相手に、その手形に関する訴訟を提起できる。
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4.Aは 、Bに1,㎜ ドル支払うことを約し、BがCの ための信託 として、その請求権を保有すぺきも

のとすると規定 された捺印証書に押印し、Bに 交付した。Bは 、もしその約束がBの 利益のためになさ

れたとすれば提起できるような訴訟を、その証書にもとづき、Aを 相手 どって提起することができる。

5.Aは 、Cの ための信託としてBに10,㎜ ドルを遺贈した。Bは 、その錨 の一部を公社債 と担保

に投資 した。Bは 、公社債と担保を強制するための訴を提起できる。

6.Aは 、食料雑貨業の受託者である。Aは 食料雑貨品をBに 売 り、Bは その支払いを怠った。Aは

Bに 対し訴を提起できる。

仁_杢 淑'偽 ¢)勘1二または重池 ため己衛jlE法上の藏

第三者が信託財産に関し不法行為をした り、またはする恐れがある場合には、受託者は、もし信託とは無関係

にその財産を保有していれば、所有権者として提起できるような衡平法上の訴を、第三者に対して提起できる。

たとえば、土地または動産の受託者は、その財産に関し不法行為をおかしたり、またはおかすおそれのある第三

者に対し、もし受託者が、その財産を信託とは無関係に保有していれば提起できるような場合に限り、衡平法上

の訴訟を提起することができる。不法行為がおかされるか、またはそのおそれのある財産が信託として保有され

ているという事実が、おのずと、受託者に、不法行為の差止や救済を求める衡平法上の訴訟を提起する権原を与

えるものではない。たとえば、第三者が信託として保有 されている動産を横領した場合、受託者は受託者である

という理由だけで、第三者に対し衡平法上の訴訟を提起できるものではない。その動産が、特定物でない時は、

通常、受託者の救済は、衡平法上の訴ではなく、普通法上の訴による。しかしながら、その動産が特定物である

場合には、普通法上の救済方法では不適当であり、受託者は、もしそれを信託とは無関係に保有していれば提起

できるような、特別な損害の回復を求める衡平法上の訴訟を提起することができる。

」L」籔 」を強制ヨ[二る衛・じ法二1二豊凶

受託者は、信託の事務処理上、締結した契約につき、もし、受託者が信託 とは無関係にその契約をなしたとし

たら、訴訟提起ができるような場合に限 って、契約の特定履行を強制するための衡平法上の訴訟を提起すること

ができる。

例:

7.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。Aは 、適法に、Cに 甲地を売却する契約をなし、Cは 、

甲地を買うことに同意した。Cは その契約の履行を拒否 した。土地の売買契約は特定履行が可能である

以上、Aは 、Cを 相手に、契約の特定履行を求める訴訟を提起することができる。

8.Aは 、Cの ための信託としてBに 全財産を遺贈 した。その財産には、Dの 振出した手形(note)

も含 まれていた。Bが 手形の受託者であるという事実は、手形の履行を強制するためDを 相手に衡平法

上の訴を提起できるという権限を与えるものではない。

一壁⊥」工1E命_令{頂for■aL1旦吐_亀 た」互取消命令{rescis3ion幽 重劉 法_酬 」摺

受託者は、信託財産の譲渡の訂正または取消、あるいは信託違反のなされていない信託財産譲渡契約の訂正ま

たは取消を求める衡平法上の訴訟を、受託者が信託 とは無関係にその財産を保有するか、またはその契約をなし
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たときに訴訟提起ができる場合に限って提起することができる。訂正命令及び解除命令に関する法は当りステイ

トメントの範囲外である。

」,,.他力 」廿衣桁

信託財産に対する権原を保有 していることから、不法行為または契約によるもの以外の権利が、第三者に対し

て生 じた場合、それは、受託者によって行使できる。たとえば、信託として保有している財産が、政府の土地収

用でとられてしまった場合、受託者は、補償を求める訴を提起することができる。同様に、第三者が信託財産の

犠牲によって利得した場合、第三者の準契約上の責任を強制するための訴訟を受託者は提起できる。

.圧⊥」{h坦1再訟F齪

本条で述べられている原則は、普通法上の訴や衡平法上の訴だけでなく、他の訴訟手続にも適用される。たと

えば、信託 として契約上の権利を保有していたところ、諾約者が破産した場合には、受託者は、破産の訴訟手続

において、契約にもとつく請求権を主張することができる。

1LL受 託 者の訴の方法

木条に述べ られている原則にしたがい、受託者が提起する訴訟で、受託者が訴答書面または他の手続で、受託

者であることを示すことは必ずしも必要でない。受託者は、あたかも自己が実現しようとしている請求権の所有

者のように、訴訟を遂行することができる。もし、受託者が受託者であることを示しても、それは、争点の判断

に不必要な事実の主張として扱われる。ただし、その訴訟でいかにして金銭や財産が、受託者により取戻された

としても、彼は、信託に従ってそれを保有するものである。

ユ.鷲 益一者一む`再悲毒如

受託者が第三者を相手に提起した普通法上の訴訟で、受益者は、必要な当事者ではない。

受託者による第三者に対する衡平法上の訴訟では、通常、受益者は適法な当事者にはなるが、必要な当事者で

はない。受益者が当事者でないと、争点の決定ができない場合に限 り、受益者は必要な当事者となる。例えば、

訴訟が受託者、受益者間の争いであったり、受益者同士の争いである場合がそうである。

多くの州では、特に手続に関する法典を採択している州では制定法により、利害関係のある真の当事者の名で

全ての訴訟は遂行されな くてはならないとされているが、明示信託の受託者は、受益者を参加 させなくても訴訟

を遂行することができるとされている。 このような制定法の下では、受益者は当事者として参加することはでき

るが、受益者なくしては完全な紛争解決ができないのでない限 り、受益者の参加は必要ない。

j二_承 継奨1}E者

受託者が受託者の任務を終了し、次の受託者が指名 された場合、承継受託者は、最初の受託者が提起できた訴

と同じ訴を提起することができる。

k.三 の 九

受託者が、もし彼がその信託財産を信託とは無関係に保有していれば提起できるような訴訟を第三者を相手に

提起することができるのであるが、第三者は、その訴訟に対し、 もし受託者がその財産を信託とは無関係に保有

していれば、あ りえなかったであろうような抗弁を提出することができる。たとえば、売却の権限のない土地の
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受託者が、土地の売却について第三者と契約をした場合、受託者は、その第三者を相手に土地の取得 と代金支払

を拒絶する普通法上の訴訟、または衡平法上の訴訟を提起することができない。第272条 注cと 比較せよ。また、

第三者に対する請求権が信託として保有 されている場合、受益者による免責は、第三者の債務を消滅させること

になる。第328条 参 照。同様に、第三者に対する請求権が信託として保有 されている場合、その第三者は、一定の

事由によって、自己の有する受益者に対する債権と、受託者の保有 している第三者に対する債権とを相殺するこ

とができる。第329条 参照。

1.前 後 参照

受託者が信託として保有している請求権を、受益者のために強制する受託者の義務については、第177条 参照。

第281条 受益者による普通法上の訴の提起

(1)受 託者が、信託財産を信託とは無関係に保有 していれば、第三者に対 し、普通法上または衡平法上の訴あ

るいはその他の訴訟手続を提起できる場合には、本条第2項 の場合を除き、受益者は、第三者に対し普通法上の

訴を提起することができない。

(2)受 益者が信託の目的物を占有する場合には、受益者は、第三者に対しその財産の占有者が提起しうぺき訴

と同一の訴を提起することができる。

(1)項 の注1

旦」_受益者の権利は、衡平法上の権利であり、通常、普通法上の訴というより、衡平法上の訴によって保護 され

る。 これは、受託者に対する受益者の救済方法だけでなく(第197条 参照)、 第三者に対する受益者の救済方法に

も妥当する。受益者の第三者に対する衡平法上の訴に関しては、第282条 参照。

hゴ_.不法行為 に対する請求権

第三者が、信託財産に関し不法行為をおかした場合、その財産を占有していない受益者は、第三者に対し、普

通法上の訴訟を提起することはできない。たとえば、土地が信託として保有されている場合、第三者が違法に土

地に入 り、または損害を与えたときは、土地を占有 していない受益者は、その第三者に対し普通法上の訴訟を提

起することはできない。あるいは、たとえば動産が信託として保有されている場合、第三者がその動産を違法に

持ち去 り、またはその助産に損害を与えたときは、動産を占有していない受益者はその第三者に対し普通法上の

訴訟を提起することはできない。

例:

1.Aは 、甲地を信託としてBに 引渡し、C生 存中はその土地の賃料および収益をCに 支払い、C死

亡後は、甲地を売却して、その売却代金をDに 支払うよう指示した。Eは 、不法に甲地に入 り、甲地の

占有を取得 した。CとDも 、Eに 対し、不法侵害訴訟、不動産回復訴訟、または、その他の普通法上の

訴訟を提起することができない。

2.Aは 、信託としてBに 全財産を遺贈し、そこからの収益をCに 支払 うよう指示 した。Dが 、信託
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財産の一部である公社債をBか ら違法に取得した。Cは 、Dに 対し、動産侵害訴訟(trover)ま たは、

動産占有回復訴訟(replevin)、 あるいはその他の普通法上の訴訟を提起することはできない。

受託者が信託違反により、第三者に信託財産を譲渡した場合については、第294条 参照。

上 裂麹LピーQ置越権

契約上の権利が、信託として保有 されている場合、その諾約者に対し、受益者は、普通法上の訴訟を提起する

ことができない。

例:

3.Aは 、全財産を信託 としてBに 遺贈 し、そこからの収益をCに 支払 うよう指示した。その財産に

は、Dの 作成 した手形(note)が 含 まれていた。Cは 、Dに 対し、その手形に関し、普通法上の訴訟を

提起することができない。

4.Aは 、信託として10,㎜ ドルをBに 遺贈 し、その収益をCに 支払うよう指示した。Bは 、その金

銭の一・部を公社債の購入に投資 した。Cは 、その社債上の権利主張につき普通法上の訴訟を提起するこ

とができない。

∫1..他の請求権

信託財産に対する権原を保有することから、不法行為または契約以外の権利が、第三者に対 して生じた場合、

受益者は、通常、その権利を強制するために普通法上の訴訟を提起できない。たとえば、信託 として保有されて

いた財産が、政府の収用権によって収用 された場合、受益者はその補償を求める普通法上の訴訟を提起できない。

同様に、第三者が信託財産の犠牲よって利得した場合、第三者の準契約上の責任を強制するための普通法上の訴

訟を提起できない。しかし、この場合、受託者は訴を提起できる。第280章 注f参 照。

(2)項 の注

旦_」1鍾1堕 描、利がある舜益者の」1i有.肺{2

土地 または動産が信託として保有され受益者がそれを占有してお り、第三者がその土地または動産を侵害し、

損害を与えた場合には、受益者は第三者に対し普通法上の訴訟を提起できる。

例:

5.甲 地の賃料および利益をCに 支払うか、あるいはCの 生存中はCに その占有を許可し、C死 亡後

は甲地を売却 して、その売却代金をDに 支払うものとして、AはBに 甲地を信託として譲渡する。Cは

甲地を占有する。Eは 違法に甲地に侵入し、占有した。CはEに 対して、占有の権利がある者が求償で

きる損害訴訟やその他の普通法の訴訟を提起できる。

第282条 受益者による衡平法上の提起

(1)受 益者が信託財産を、信託とは無関係に保有すれば、受託者が第三者に対 し、普通法上または衡平法上の

訴もしくはその他の訴訟手続を提起できる場合は、受益者は、本条(2)項 および(3)項 の場合を除いては、第三者

481

L



【第9章 】

に対 し衡平法上の訴を提起することができない。

(2)受 託者が第三者に対し訴を提起することを不当に拒絶し、または怠ったときは、受益者は、受託者および

第三者に対 し衡平法上の訴を提起することができる。

(3)受 託者が普通法裁判所に裁判を求めることができない場合、または受託者が存在 しない場合には、受益者

は、受益者の権利を保全するに必要な限り、第三者に対 し衡平法上の訴を提起することができる。

(1)項 注:

a,通 常、受益者の権利は、受益者による訴訟手続ではなく、受託者による訴訟手続により、受託者に不利益を

与える第三者を相手とする訴訟を通して保全される。受託者が、そのような第三者を相手として、適法 な訴訟を

提起する限 り、受益者は、そのような第三者を相手とする衡平法上の訴訟を提起できない。

b.弔 法行為にもとつく蘭蓮権

第三者が信託財産に関し不法行為をおかした場合、(2)項 と(3)項 に述べ られている場合を除き、受益者は、そ

の者に対して衡平法一ヒの訴訟を提起することができない。たとえば、土地が信託として保有されているときに、

第三者が不法にその土地に侵入 して損害を与えた場合、あるいは動産が信託として保有されているときに、第三

者が不法にその動産 を持ち去 り、又は股損した場合、受益者は、第三者に対し衡平法上の訴訟を提起できない。

例:

1.Aは 信託としてBに 甲地を譲渡し、C生 存中はCに 、その賃料および収益を支払い、C死 亡後は、

甲地をDに 引渡すよう指示 した。Eが 不法に甲地に侵入 し占有してしまった。CもDも 、Eを 相手に訴

訟を提起できない。

受託者の信託違反により、信託財産を第三者に譲渡した場合の状況については、第294条 参 照。

旦_契 麹⊥ の請求権

契約上の権利が信託として保有されている場合、その契約が、受託者の衡平法上の訴訟で強制できる性質のも

のであろうとなかろうと、通常、受益者は、契約者に対し、衡平法上の訴訟を提起できない。

例:

2.Aは 、全財産をCの ための信託として、Bに 遺贈した。その財産にはDに よって発行された手形

が含まれていた。Cは 、Dに 対してその手形にっき、衡平法上の訴訟を提起できない。

3.AはBの ための甲地の受託者である。Aは 、適法に甲地をCに 売却する契約をし、Cは 甲地を買

うことに同意した。Bは 、Cに 対し、契約の特定履行を求める訴訟を提起できない。

止,他 の継 権

信託財産の権限を保有することから、不法行為または契約以外から権利が、第三者に対して生じた場合、受益

者は、通常、その権利を強制するために衡平法上の訴訟を提起できない。たとえば、信託として保有されていた

財産が土地使用によってとられてしまった場合、受益者は、その補償を求める衡平法上の訴訟を提起できない。

同様に、第三者が信託財産の犠牲によって利得した場合、第三者の準契約上の責任を強制するための衡平法上の

訴訟 を受益者は提起できない。しかし、 この場合、受託者は訴を提起できる。第280条 注f参 照。
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(2)項 の注:

皇 一通 三者萱 屋訟提起を怠コた齢

受託者が第三者に対し、普通法上の訴訟、または衡平法上の訴訟もしくはその他の訴訟を提起する義務を怠っ

た場合(第177条 参照)、 受益者は、受託者に対し、その義務の履行を強制するため衡平法上の訴訟を提起するこ

とができる。一つの訴訟で争訟を解決し、訴訟の重複を避けるために、受益者は、受託者と受益者を共同被告人

とすることができ、事件は一つの訴訟で処理される。

受託者が第三者に対する訴訟提起をしないことが信託違反とな らない場合、たとえば、その状況のもとでは、

訴訟を提起しないことが妥当と考えられる場合(第192条 参照)に は、受益者は、その受託者や第三者を相手に訴

訟を提起することができない。

(3)項 の注:

」エ 受託一片力[・裁判.血 盟⌒ 」ない場合

受託者が、裁判所の関与を求めることができず、しかも、受益者の権利を守るために訴訟提起が必要な場合、

受益者は、受託者を参加させることとなく第三者に対して衡平法上の訴訟を提起できる。なぜなら、受託者が裁

判上の行為をとり得ないという偶然の事情により他人の権利を侵害した者が、責任を免れることを衡平法裁判所

は認めないからである。たとえば、受託者が失踪 して見付からない場合、受益者は、信託財産に関して不法行為

をおかした第三者に対して、あるいは、信託上結ばれた契約にもとつく義務を履行すべき第三者に対し、衡平法

上の訴訟を提起できる。受益者は自己の権利を守るために必要な場合のみ、第三者に対して訴訟を提起できるの

で、受託者を見つけることが可能でかつ受託者は違法に第三者に対する提訴を拒絶または怠 っている訳ではなく
、

受託者が提訴する前に受益者が提訴する緊急性がない場合は、受託者が裁判上の行為をとり得ないという事実の

みで、受益者が第三者に対 して訴訟を提起する権限を有することはない。

止L受 託渚魎 ∠な上場査

受託者が、死亡 ・辞任または解任によって受託者でな くなり、かつ後任者が指定 されていない場合、受益者は、

受益権を保全するのに必要な限 り、第三者を相手に衡平法上の訴訟を提起することができる。そのようなケース

では、受益者が新受託者を選任する訴訟を別個を提起することは必ずしも必要ではない。

(2)項 お よび(3}項 の注:

上..」堕民」しLた,収益の処分

その信託の性質上、受託者が第三者に対して訴訟を提起すれば、その収益が直ちに受益者に引渡されるべき場

合には、受益者は、(2)項 および(3)項 に述べられている規則にもとづき、第三者から取戻した収益の如何を問わ

ず、保持する収益を有する。しかしなが ら、直ちに引渡 しを受ける権原がないときには、裁判所は、第三者に対

し受託者に引渡すよう指示するか、新受託者を選任し、その受託者に引渡すよう指示する。

」一.複数一受益者

受益者が複数いる場合、一人でも複数で も本条(2)項 お よび(3)3項 に述べられている規則 にもとつく訴訟を提

起することができる。この場合、その訴訟に利害関係ある他の受益者を当事者として参加 させること、またはそ
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のような受益者のための代表訴訟を提起することができる。

第2節 信託財産の譲受人

第1款 総則

第283条 譲渡が信託違反でない場合

受託者が、信託財産を第三者に譲渡し、または、第三者に対 し、信託財産にっき普通法上ない しは衡平法上の

権利を設定した場合には、この譲渡ないし権利の設定が信託の本旨に反しない限り、第三者は、その譲渡ない し

設定された権利を、信託とは関係なく保有し、従って受益者に対し何らの責任を負 うことはない。

注:

a.本 条 の範囲

受託者が、賃貸の権限(第189条 参照)、 売却の権限(第190条 参照)、 信託財産への抵当の設定(第191条 参照)

または他の権限を適法に行使し、第三老に対し権利 を設定した場合、たとえ第三者が信託の行使であることを知

っていても、第三者に対する権利の設定が信託違反にならない限 り、受益者は、その契約を取消すことはできな

い。

h.受 益者の同意

譲受人が、信託に従って財産を保有 しないような、信託の本旨に反する譲渡に受益者が同意した場合の効果に

ついては、第315条 参照。

第284条 善意有償取得者

(1)受 託者が信託違反信託財産を譲渡し、または信託財産にっき普通法上の権利を設定 した場合において、そ

の譲渡ないし権利の設定を受けた第三者が、対価を供 し、かっ信託違反であることを知らないとき、またはその

行為が違法であることを認識しないときは、第三者は、譲渡ないし設定を受けた権利を信託とは関係なく保有 し、

従って受益者に対 し、何らの責任を負うことはない。

(2)本 リステイ トメン トにおいて、この譲受人を 「善意有償取得者(b㎝afidopurcha3gr)」 と称する。

注:

a ..対 価 となるものについては、第298条 ～ 第309条 参照。

信託違反に対する認識(notice)に ついては、第297条 参照。

違法行為による譲渡の効果については、第290条 参照。

旦L」1托 財産の輔類

本条で述べられている規則は、信託の対象が土地または動産でも、普通法上の債権である場合でも、適用され

る。契約法 リステイ トメント 第174条 参照。また、本条で述べ られている規則は、債権が流通可能なものであろ

うとなかろうと、捺印証書(specialty)に よって表革 されていようとなかろうと、 さらに、書面によって証明さ
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れるものであろうとなかろううと、適用される。

例:

1.Aは 流通性ある債券(negotiablebond)、 非流通手形(nonnegotiablenote)、 株券、銀行預金、

および契約による売却商品の返還を求める債権の受託者である。信託の本 旨に反し、Aは 、これ らすべ

てを善意有償取得著たるBに 譲渡した。Bは 、これらを信託とは関係なく取得する。

旦」 勤≡ 権利

本条で述べ られている規則は、信託として保有されている普通法上の権利と同様に、衡平法上の権利の譲渡に

も適用される。衡平法上の権利に関しては、別に述べる。第285条 参照。

⊥ 　遡 渡または越定され主権魎 囲

本条で述べ られている規則は、受託者による信託財産全部の譲渡の場合ばか りでなく、その一部の権利の譲渡

にも適用される。

例1

2.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。Aは 、信託に違反して、甲地の半分を分筆しないまま善

意有償取得者であるCに 譲渡 した。Cは 甲地の半分に対する共有権を信託とは関係なく取得する。

e.本 条で述べ られている規則は、受託者によって信託財産に対する普通法上の権利が設定 された場合に適用さ

れる。

例1

3.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。Aは 、信託に違反して、10年 の期限を定めて、甲地上に

善意有償取得者であるCに 対 し、貸借権を設定した。Cは 信託とは関係なく、10年 間 甲地上に賃借権を

取得する。

⊥L本 条で述べ られている規則は、それが信託財産として保有されていない場合 も、信託財産上に受託者によっ

て設定された普通法上の権利に適用 される。

例1

4.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。Aは 、信託に違反して、隣地の所有者で善意有償取得者

であるCに 、甲地上の通行権を許可した。Cは 信託とは関係なく、通行権を取得する。

遇」_本条で述べ られている規則は、受託者が信託財産上に普通法上の譲渡抵当、質権または留置権を設定する場

合に適用される。

例1

5.、 凡は、甲地の受託者である。Aは 、信託に違反して、甲地上に、善意有償取得者であるBの ため

に、ゴ こ対するBの5,㎜ ドル貸付金を担保する目的で、抵当を設定した。Bは 、信託とは関係な く、

抵当を取得する。

6.Aは 、公社債の受瀦 である。Aは 、信託に違反 して、Aに 対するBの1,㎜ ドル飾 金の担保

を目的 として、善意有償取得著たるBの ために、その公社債上に質権を設定 した。Bは 、信託とは関係
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なく、質権 を取得する。

L本 条で述べられている規則は、当事者の合意がない場合に、制定法またはその他によって生ずる法定の担保

権に適用される。

例:

7.Aは 、 自動車の受託者である。Aは 、信託に違反 し、その自動車の改良をBに 依頼 した。制定法

によって、そのような改良費に対する留置権が、改良をした者に与えられている。Bは 、信託違反につ

いては知らずに修理をなした。Bは 、信託とは関係なく、修理費につき、その自動車上に留置権を取得

する。

⊥L.本 条で述べられている規則は、受託者が信託財産を譲渡したり、信託財産上に普通法上の権利を設定するの

ではなく、信託財産につき衡平法上の権利を設定することを意図した場合には、適用されない。第286条 参照。

j..一.遺言による譲渡または無遺言相続(intcstaqy1

本条 で述べられている規則は、生前行為による譲渡だけでなく、遺言による譲渡または無遺言相続の場合にも

適用される。例えば、受遺者が遺言者に対価を支払って遺贈をうけ、信託につき善意有償であった場合、その受

遺者は善意有償取得者であ り、遺贈された財産を信託として保有する。同様に、一定の財産を無遺言相続する合

意に対して、相続人または近権者が対価を支払い、被相続人が無遺言で死亡し、相続人または近親者が信託につ

き善意有償で財産を受領 した場合、その者は善意有償取得者であり、信託とは関係なくその財産を保有できる。

また、同様に受遺者または相続人が対価を支払っていない場合、その者は信託に従って財産を保有する。第28

9条 注b・c参 照。

第285条 衡平法上の権利の譲渡

第284条 に述べられた善意有償取得者保護の規則は、信託財産が衡平法上の権利であっても、その信託財産が譲

渡された場合に適用される。

注:

旦」L本条が適」llさ遮 国情

前述(第83条 参照)し た通 り、衡平法上の権利 も、信託として保有できる。そのような権利の受託者が、信託

違反をして、それを善意有償取得者に譲渡した場合、第284条 で述べられている規則が適用され、その取得者は、

その権利を信託とは関係なく保有し、受益者に対 し、何 ら責任 も負うことはない。土地 ・動産及び債権の善意有

償取得者を保護する政策は、信託財産が衡平法上の権利である場合にも適用される。

例1

1.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。Bは 、 自から自己の有する衡平法上の権利につきCの 受

託者となることを宣言した。その後、Bは 、その衡平法上の権利をDに 譲渡し、Dは 対価を支払ったが、

Cの ための信託については全 く知らなかった。Aは 、甲地をDの ための信託として保有し、Cの 権利は
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消滅する。

2.X州 にある甲地上に、Aは 、Bの1,000ド ルの貸付を担保するために、抵当を設定 した。X州 の法

律によって、抵当設定者は、抵当財産上に、衡平法上の権利のみを有するとされている。Aは 、Cを 受

益者 として、甲地上の自己の権利につき、受託者となる信託宣言をした。その後、自己の権利をDに 譲

渡した。Dは 、対価を支払い、Cの ための信託については全 く知 らなかった。Dは 、信託とは関係なく、

抵当の目的となっている甲地に対する権原 を取得する。

3公 社債の所有者Aが 、Bの ための受託者となる信託宣言をした。Bは 、その公社債上の自己の権

利につき、Cの ための受託者となる信託宣言をした。Bは 、自己の権利をDに 譲渡し、Dは 対価を支払

い、Cの ための信託については知 らなかった。Aは 、Dの ための信託 として、その公社債を保有 し、C

の権利は消滅する。

b.非 条 の適且 さ幽左上墜 置

本条で述べられている規則は、衡平法同士が衝突する場合には先に取得した者が優先するという一般原則の制

限である。衡平法上の権利同士が等しい場合でなければ、先に取得した者が優先することはないので、 この原則

は広すぎる。衡平法上の権利が信託として保有 されているときに、それが善意有償取得者に譲渡された場合、善

意有償取得者の側の衡平法は、信託受益者のそれに優先する。本条の範囲に入る事情は、衡平法 自体に平等だが

しかも先に取得 した者が優先するという三つの場合の事情 とは異っている。

これら三つの事情は、以下の通 りである。

1.普 通法上または衡平法上の権利の受託者が、その信託財産を譲渡するのではな く、単にその信託財産上に、

第三者のために衡平法上の権利を設定しようとする場合。 このような場合では、後者の衡平法 上の権利者が対価

を支払い、信託の存在を知 らなかったとしても、信託の受益者が保護される。第286条 参照。

2.強 制 できない債権をもつ者が、それを第三者に譲渡する場合。このような場合では譲受人が対価を支払い、

その権利が強制できないものであることを知 らなかったとしても、譲受人がその権利を強制することはできない。

ただし、その権利が流通証券のかたちをとっているときは、 この限りでない。たとえば、土地を購入する契約が

買主の詐欺によってなされ、その買主が、自己の権利を詐欺については知 らない第三者に譲渡した場合、後者は、

その契約を強制することはできない。 これは 「流通性ない債権の譲受人は、諾約者の衡平法上の抗弁の対抗を受

ける」という原則の適用になる。第167条 参 照。

3.衡 平法上の権利の所有者が、その権利を、二重に譲渡した場合。このような場合では、後順位の譲受人が

対価を支払い先順位の譲渡があったことを知らなくても、先順位の譲受人が保護 される。第163条 参照。

衡平法そのものは等しいが、先に取得 した者が優先する場合があるという、これら三つの事情は、本条に述べ

られている原則が適用される事情とは区別されるべきである。

第286条 信託財産にっき衡平法上の権利を設定した場合
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受託者が、信託違反をして、信託財産上に、第三者に対して衡平法上の権利を設定 しようとした場合、第三者

に、その衡平法上の権利の実行を許容すると受託者の信託違反を成就させることになると割 こは、第三者はその

衡平法上の権利を実行することができない。ただし、第314条 の場合は、この限りでない。

注:

旦._こ の原則の理 由

受託者が信託財産を譲渡した相手方が 第284条 に いう善意有償取得者であっても、しかもその譲渡された信託

財産が衡平法上の権利であっても{第285条 参照)、 また、受託者が信託の目的物に普通法上の権利を設定した相

手方が、第284条 に いう善意有償取得者であっても、受託者が信託違反をして単に信託財産につき衡平法上の権利

のみを設定しようとする場合の相手方は、善意有償取得者とは認められない。たとえ、その相手方が対価を支払

い信託違反を知 らなかったとしても、そうである。したがって、受益者が禁反言の制限を受けない限 り、その相

手方は、その衡平法上の権利を行使することはできない。第314条 参照。

これらの違いの根拠となる原則は 「大法官裁判所は、信託違反につき善意かつ有償で、取得された権利を剥奪

することはない」というものである。しかし大法官裁判所は、善意有償取得者を保護することで、受託者に信託

違反を強制することになるならば、善意有償取得者といえども保護 しない。信託財産が普通法上の権利であると

き、受託者が信託違反の譲渡であることにつき善意の者に有償で信託財産を譲渡した場合、その者は普通法上の

権利を取得しており、大法官裁判所はその権利を剥奪することはできない。信託財産が普通法上の権利であると

き、受託者が、信託違反であることにつき善意の者に有償で信託財産上に普通法上の権利を設定した場合、その

者は普通法上の権利を取得しており、大法官裁判所はその権利を剥奪することはできない。信託財産が衡平法上

の権利であるとき、受託者が、信託違反につき善意の取得者に譲渡した場合、'その者は権利を取得し、大法官裁

判所はその権利を剥奪することはできない。この場合、信託として保有されていたのは衡平法上の権利であるか

ら、譲受人の取得した権利は衡平法上の権利である。しかし、受託者は譲渡を完了してお り、受託者が信託違反

を完了するためになすべきことは何 も残っていないからである。

他方、受託者が第三者に対 して信託財産に衡平法上の権利を設定しようとした場合、信託財産自体が普通法上

の権利であろうと衡平法上の権利であろうと、第三者が善意有償で取得しようと保護されない。この場合、第三

者は権利を取得できない。なぜなら、受託者は信託財産を保持してお り、信託違反は完了していないからである。

大法官裁判所は、受託者に信託違反を完了するよう強制することはできない。

bL価 田財産 を塾コ}寸Lる魍

本条で述べられている原則は、受託者が、信託違反をして、信託財産を第三者に売却し、あるいは信託財産に

抵当を設定するなどの契約をなした場合に、たとえ、その第三者が対価を支払い、かつ契約締結時に信託違反で

あることを知らなくても、適用される。第310条 参照。

c. .肺 冊`講

本条で述べられている原則は、受託者が信託違反をして第三者のための受託者となる信託宣言をなした場合、

第三者が対価を支払い、かつ信託宣言が行われた時に信託の存在を知 らなくとも、適用される。
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例:

1.Aは 、Bの ための財産権の受託者である。Aは 、信託違反をして、その財産権につきCの ための

受託者となる信託宣言をなし、Cは 対価を支払い、かつ信託違反について知 らなかうた。その後、Cは 、

信託違反であることを知った。Cは 、Aに よってCの ために宣言 された信託を強制できず、AはBの た

めの信託としてその財産権を保有する。

d,榔i1[}」{Lの 抵当

本条で述べられている原則は、受託者が信託違反をして、信託財産上に衡平法上の抵当を設定する場合にも、

適用される。

例:

2.Aは 、土地の受託者である。信託の本 旨に反し、Aは 、信託の存在を知 らないBか ら金銭を借 り

受け、その土地を貸付金の担保とすることに同意した。その後、Bは 信託違反であることを知った。B

は、衡平法上の抵当を強制できない。

e. _制縦的王卿商的撒(丁 田旦icLi塑COV研an口_

本条で述べられている原則は、土地の受託者が、信託違反をして、信託として保有 している土地の使用を制限

することを第三者と契約 した場合にも、適用される。

例:

3.Aは 、土地の受託者である。Aは 、信託違反をして、隣接の土地所有者Bと 、信託として保有 し

ている土地に二つ以上の建物を建てないことを契約した。その後、Bは 信託違反であることを知った。

Bは 、契約 を強制することはできない。

f.信 託財産に与えた利益の回復

受託者が、第三者のために、信託違反をして設定 した衡平法上の権利に対し、その第三者が対価を支払っても、

その支払った対価分につき信託財産上に先取特権を取得するものではない。しかし、信託財産がその支払で利益

を得た範囲までは、その第三者は信託財産から取戻す権利を有する。第291集 注oと 比較せよ。

第287条 善意有償取得者でない譲受人から善意有償取得者への譲渡

受託者が、信託違反をして、信託財産を善意有償取得者でない第三者に譲渡 し、その譲受人がさらにその信託

財産を善意有償取得者たる他の第三者に譲渡したときは、他の第三者は、その財産を信託とは関係なく取得する。

注:

旦.縫 垣通ll⊥範囲

受託者が、信託の本項に反 して、信託財産を信託違反の事実を知っている第三者に譲渡 し、したがって、その

者はその財産を信託 とは関係なく保有 しえない場合(第288条 参照)、 または、対価を支払わない者に譲渡し、し

たがって、その者はその財産を信託とは関係なく保有しえない場合(第289条 参照)で 、しかも、その譲受人が、
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さらにその財産を善意有償取得者に、直接または仲介の譲受人を通 して、譲渡したときは、その善意有償取得者

は、信託とは関係なく財産 を取得する。

b.」 薗撰妻肇照

悪意の買主、または善意有償取得者か らの受贈者の権利に関しては、第316条 参照。

第288条 悪意取得者

受託者が、信託違反をして信託財産を第三者に譲渡 し、その第三者が信託違反であることを知っている場合は、

その第三者が譲渡に対し対価を支払ったとしても、譲受けた財産を、信託 と関係なく保有することはできない。

注:

a.本 条の適用範1刑

信託財産上の受益者は、受託者が、信託違反をして第三者に譲渡した場合、その第三者が譲渡時に信託違反で

あることを知 っていれば、たとえ、その譲渡に対し対価を支払っても、譲渡によって切断されることはない。受

益者は、その第三者に対し、その財産を信託のもとに返還するよう強制する衡平法上の権利を有する。

第三者は譲受けた受益権を受益者のための擬制信託として保有する。

本条の規則は、受託者の信託違反が故意、過失または信託証書の誤った解釈のいずれによる場合にも適用 され

る。

L前 後}劃照

信託違反について悪意である譲受人の責任の範囲については、第291条 参照。

信託違反について悪意とはどういう場合かについては、第297条 参照。

第289条 無 償 取 得 者(donee)

受託者が信託違反をして信託財産 を第三者に譲渡 し、その譲渡に対 し何等の対価も支払われない場合において

は、その第三者が信託財産であることを知らな くとも、その第三者は譲受けた財産を信託とは関係なく保有する

ことはできない。

注:

a.本 条の範囲

信託財産上の受益権は、受託者の信託違反によって対価を支払わない第三者に譲渡 されることがあっても、切

断されることはない。受益者は、その第三者に対し、その財産を信託のもとに返還するよう強制できる衡平法上

の権利を有する。その第三者が財産権譲受が信託違反であることを知ったときに財産権を処分していないか、ま

たは立場が変化していない場合、第三者はその財産権を信託受益者のための擬制信託として保有する。

上.一生前行為 または遺「『によ_」5」猟書

本条で述べられている原則は、受託者が信託財産を生前行為で贈与 した場合にも、また遺言によって贈与 した
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場合にも、適用 される。

CL」 墾道亘墨 継些三よ互趨糞

受託者が無遺言で死亡した場合、受託者の相続人 ・遺言執行者 ・近親者または生存配偶者に無償で引渡された

権利は全て、信託に従って保有される。第104条 参照。しかしながら、多 くの州では、制定法その他により、受託

者が死亡すると、信託財産に対する普通法上の権原は、受託者の相続人 ・人格代表者には移転せず、承継受託者

または裁判所に帰属する。

直.」ll後事 照

信託財産の無償取得者の責任の範囲については、第292条 参 照。

対価の意義については、第298条 ないし第309条 参照。

第290条 違法行為による譲受人

受託者が、信託の本旨に反き、かっ違法な法律行為として信託財産を第三者に譲渡 した場合、第三者がその法

律行為が違法である事情を知っている限りは、たとえ信託の存在を知 らなくても、第三者はその財産を信託とは

関係なく保有することはできない。

注:

寛.毒 蚤一の鯉別立「適.囲一 直

本条で述べられている規則は、賭博行為に適用される。たとえば、受託者が賭博行為の勝者である第三者に信

託金を支払った場合、たとえ第三者が信託の存在を知らなくとも、支払われた金額につき、その第三者が受益者

に対し責任を負う。

受託者が、自分との違法な同棲の報酬として信託金を女性に支払った場合、たとえその女性が信託の存在を知

らなくとも、受益者は、その女性に支払われた金額を取戻すことができる。

受託者との契約にもとづき、外科医が違法な手術に対して信託金を受領した場合、その外科医が信託の存在を

知らなくとも、受益者は、その外科医からその金額を取戻すことができる。

酒類の所有者が受託者に対して違法に販売して、信託金を受領した場合、受益者は、たとえ酒類の所有者が信

託にっいて知 らなかったとしても、支払われた金額を取戻すことができる。

h._法f1吻 蛸 避ま.たは宙裏口封}鋸

本条で述べられている原則は、譲受人がその行為が違法 となる事情を知っていた場合には、たとえ彼が法律問

題としてそれが違法となることを知らなくとも適用される。しかし、譲受人がその行為を違法ならしめる事情を

知 らない場合には、この規則は適用されない。

旦.前 後声聞

違法行為に加担した ことを知っている信託財産の譲受人の責任の範囲については、第293条 参照。
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第291条 悪意取得者の責任の範囲

(1)受 託者が、信託に違反して、信託財産を第三者に譲渡し・その第三者が信託の本旨に反することを知って

いる場合には、その第三者は、以下のような責任を負う。

(a)第 三者が、その信託財産を処分していない場合は・その財産より受けた収益とともにその財産を返還す

る。または、

(b)第 三者がその信託財産を処分した場合には、処分により得た対価を、その財産より得た収益またはその

対価より得た収益とともに支払い、または、処分により得た対価を、その対価に対する利息および処分

前に得た信託財産からの収益とともに支払い、または、判決当時における信託財産の価格を、信託財産

から受けた収益とともに支払 う。または、

(c)第 三者が信託財産の譲渡を受けた当時、信託に違反することを知っている場合には、譲渡を受けた当時

の信託財産の価格に利息を付 して支払い、また、もし第三者が信託財産の返還の請求 を受け、 これを拒

絶した時に信託に違反することを知った場合には拒絶当時の信託財産の価格に利息を付 して支払い、ま

た、もし第三者が信託財産 を処分する時に信託違反であることを知った場合には、処分当時の信託財産

の価格に利息を付して支払 うべきものである。

(2)前 項(b)お よび(c)の 場 合において、受益者は、その権利主張につき、当該信託財産またはその代償物の上

に、衡平法上の先取特権(e叩itablelien)を 有する。

(3)(1)項 の各場合においては、第三者は信託財産のため支出した費用につき、信託財産の利益を受けた限度

において補償を受け、また、信託財産の負担を免除するために支出した費用につき補償を受ける権利を有する。

さらに、もし第三者が信託違反であることを知らなかった場合、第三者は、信託財産の修繕または改良のため支

出した費用につき、信託財産がそれにより価額を増加または保存し得た限度において補償を受ける権利を有する。

(1)項 の注:

旦.」lt鎚財産の原状回復

受託者が、信託違反をして、信託財産を、信託違反であることを知っている者に譲渡した場合、その譲受人は、

その財産を信託に関係なく保有することはできない。第288条 参照。譲受人がその財産をまだ処分せずに保持 して

いる場合、受益者は、その譲受人に対 し、その財産につき擬制信託の受託者としての責任を負わせることができ、

かつ、その財産から受けた収益とともに、あるいは譲受人がその財産を保有している問の財産の使用の対価 とと

もに、その財産を返還するよう強制することができる。

⌒

信託違反をして、受託者が信託金を使用して、信託違反であることを知っている第三者の財産に改良を加えた

場合、受益者は、その第三者に対し、財産についての擬制信託の受託者としての責任を負わせる権原はなく、そ

の財産を信託に引渡すよう強制する権原 もない。受益者は、その財産が利益を受けた限度で、その財産上に先取

特権を取得する。第202条 注fと 比較せよ。
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旦.負 担の免除

受託者が、信託に違反 して、信託金を、信託違反であることを知っている第三者の財産上の負担を免除するた

めに使用した場合、受益者は、その財産につき、第三者に擬制信託の受託者の責任を負わせた り、その財産を信

僅のために引渡すよう強制する権原はない。しかし、その財産が利益を受けた限度で、その財産上に先取特権を

取得し、負担(encu■brance)請 求権につき代位する権利を有す。第202条 注gと 比較せよ。

d..一一蘭耗ト財産の処分によ.r⊇一て盟主対価の1興復

受託者が、信託違反をして、第三者に信託財産を譲渡 し、その第三者が信託違反であることを知っている場合

で、かつ、その第三者がその財産を売却した場合、信託の受益者は、その者に対し、売却代金につき擬制信託の

受託者としての責任を負わせ、受益者に、その売却代金 とともに売却前にその財産から受けた収益と、売却後そ

の代金から得た収益を支払うよう強制することができる。第202条 と比較せよ。

例:

1.Aは 、 ある社債の受託者である。信託違反をして、Aは 、その社債をBに 売却した。Bは 、信託

違反であることを知っていた。Aは 、その代金を横領した。Bは 、その社債 を、10.㎜ ドルで善意有償

取儲 であるCに 売却した。信託の受益者は、Bが 受領した10,㎜ ドル}こっき、Bに 瀧 受託者として

の責任を負わせ ることができ、かつ、売却前にその社債から受けた収益と、10,㎜ ドルからB授 けた

収益を受益者に支払うよう強制することができる。

信託違反の売買代金に関する受託者の責任については、第208条(1)項(a)参 照。

旦.一処分によ.って得た対価を回復ヱきない場合

受託者が、信託違反をして、信託財産を、信託違反であることを知っている第三者に譲渡し、その第三者がそ

の財産を売却した場合で、かつその売買金を処分し、または、その対価が差押えできないものであるときは、信

託の受益者は、第三者に対し、その財産が利益を受けた限度の金額とともに、売却前にその財産から受けた収益

を付して売得金を支払 うよう強制することができる。

L_信 託財産の対価型 回復

受益者が、譲受人に対し、その者がその財産を譲受けた時、または返還請求を拒絶 した時、 もしくはそれを処

分した時の信託財産の対価につき責任を負わせる場合には、受益者は、譲受人が信託違反を知るべきであったこ

とばか りでなく、現実に知っていたはずであることを明らかにしなければならない。第三者が信託違反を知るべ

きであった場合は、知 っていた場合と同様に悪意者 とされる。第297条 参照。どちらのケースでも、(1)項(a)、

(b)に述べている責任を譲受人は負う。しかし、譲受人が信託違反を知 りうべき状態にあったとしても、現実に信

託違反であることを知 らない場合には、譲受人は、臼)項(c)に 述べ られている責任を負うことはない。受託者が、

信託に違反 して信託違反であることを現実には知 らないが、知 り得べかし者に譲渡した場合、その譲受人が信託

違反につき現実に知 った後も信託財産を返還せず、保持しているならば、その者の唯一の義務は、信託財産を収

益と共に返還することであって、信託財産の価額についての責任は問われない。

例:
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2.土 地についての受託者であるその土地を売却する権限が与えられていなかった。Aは 、信託条項を誤

解してAに 土地の売却権限があるものと信じているBに 対 し、その土地を売却した。Bが その譲渡が信

託違反になることを知った後、Bは 、その土地をその信託のために返還する準備をし、かつ返還の意思

があった。Bは 、その土地の返還を強制 されうるとしてもその対価を支払うよう強制されることはない。

且_受 託者が、信託違反をし、信託違反につき知り得べき第三者に信託財産 を譲渡し・その第三者がその財産 を

処分 した場合、その者は、その財産を取得した時点から判決までにその財産から得た収益とともに、判決時にお

ける信託財産の価額を支払う責任を負 う。譲受人は、財産を処分してしまってそれを信託のもとに返還すること

はできないので、もし信託違反がなければ信託として保有 しえた財産と同等の価額を、信託のもとに支払 うよう

強制されうる。たとえ信託違反につき現実に知 らなかったとしても、信託財産の取得時及び処分時に信託違反に

つき知 りうべかりし譲受人は信託財産と同等の価額につき責任を負 う。

譲受人が、信託違反であることを知らずに、かつ信義に反することなく、その財産を処分した場合、その者が

その財産を取得 した時の対価、またはその財産を処分した時の対価につき、たとえ、これらの時点での対価が判

決時の対価よりも高額であったとしても、責任を負うことはできない。譲受人がその財産を処分した時に受領し

た代金に関する責任については、注d、e参 照。

例:

3.Aは 、株式の受託者である。Aは 、信託違反をして、株式をBに 売却した。Bは 、信託違反につ

き知りうべき立場にあったが具体的に知 らなかった。Aは 、その売却代金を横領した。Bは 、信託違反

であることを現実に知る前に、その株式を善意有償取得者Cに 売却した。Bは 、株式から受領 した収益

とともに、判決当時の株式の価額について責任を負う。Bは 、株式を受領 した時の株券の価額または、

それを売却した時の価額について責任を負うことはない。株式の売却から受領した代金に関するBの 責

任については、注d、e参 照)。

h.受 託 者が、信託違反をして、信託財産を信託違反であることを知っている第三者に譲渡した場合、その第三

者が、信託違反であることを知 りうべ くしてその財産を受取り、または信託への返還請求を拒絶し、あるいはそ

の財産を処分したときには、その第三者は、受益者の意思で、さらに加重された責任を負うことになる。これら

追加 される責任については、注iか ら注kま でに述べられている。

i.譲 受人が、その財産を、信託違反であることを現実に知 りなが ら受取った場合、その者は、受益者の意思で、

その財産を受取った時の価額に利息を付して支払う責任を負う。

例:

4.Aは 、株式の受託者である。信託違反をして、Aは その株式をBに 売却した。Bは 、信託違反で

あることを現実に知っていた。Aは 、その代金を横領 した。Bは 、その株式を受取った時の価額に利息

を付 して支払う責任を負う。{Bが 、 その株式を処分していない場合に、信託のもとにその株式を返還

するBの 責任については、注a参 照。その株式を処分してしまった場合の代金に関するBの 責任につい

ては、注dお よび注e参 照。Bが その株式を処分した場合、判決時の株式の価額についてのBの 責任に
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関しては、注g参 照。Bが 返還請求を拒絶 した場合、その拒絶の時の株式の価額に対するBの 責任につ

いては、注 」参照。Bが 株式を売却した場合、売却時の株式の価額に関するBの 責任にっいちては、注

k参 照。)

1_譲 受人が、信託違反を知 りながら、その財産を信託のもとへ返還するのを拒絶 した場合、その者は、受益者

の意思で、返還請求を拒絶した当時の価額に利息を付 して支払う責任を負う。

例:

5Aは 、 株券の受託者である。信託の本旨に反し、Aは 、その株券をBに 売却した。Bは 、信託違

反であることについて知 り得べき立場にはあったが、具体的には知 らなかった。Aは 、売却代金を横領

した。Bは 、信託違反であることを具体的に知りながら株券の返還請求を拒絶 した。Bは 、返還請求を

拒絶 した時の株券の価額に利息を付して支払う責任を負う。Bは 、その株券を受取った時の価額につい

ては責任を負わない(Bが その株券を処分 していない場合に、それを信託のもとに返還するBの 責任に

ついては、注a参 照。Bが その株券を処分してしまった場合、その代金に対するBの 責任については、

注bお よび注e参 照。Bが その株券を処分 してしまった場合、判決当時の株券の価額に対するBの 責任

については、注g参 照。Bが その株券を売却した場合、その売却当時の株券の価額に対するBの 責任に

ついては、注k参 照)。

L譲 受人が、信託違反であることを知 りなが ら、その財産を処分した場合、彼は、その財産を処分した当時の

財産の価額に利息を付 して支払う責任を負う。

例:

6.Aは 、 株券の受託者である。信託違反をし、Aは 、Bに その株券を売却した。Bは 、信託違反に

つき知 り得べきであったが、具体的には知 らなかった。Aは 、売却代金を横領した。Bは 、信託違反で

あることを知 りながらその株券を売却した。Bは 、売却当時の株券の価額に利息を付して支払う責任を

負う。Bは 、その株券を受領 した当時の株券の価額については責任を負わない(株 券の売却代金に関す

るBの 責任については、注d、e参 照。判決当時の株券の価額に対するBの 責任については、注g参 照)。

.1」 糞群山法P選 択

信託違反をして、受託者が信託財産を第三者に譲渡し、その第三者が、信託違反であることを知 り得べき場合、

受益者は、無能力者でない限 り、本条で述べられている財産の原状回復か、その財産の価額または代償物の返還

のいずれか適当な救済方法 を求めることができる。同様に受益者が複数いる場合、その全員が能力者であり、救

済方法について合意があるならば、その救済方法を求めることができる。単独受益者または複数受益者のひとり

が無能力者であり、救済方法について合意ができない場合、裁判所は信託の目的を最 も遂行できる救済方法を強

制する。第214条 と比較せよ。

受益者が訴訟により取戻した代金の処分については第294条 注b参 照。

亘L幕 羅劃 三よ壷迫語[醜 退

受託者が、信託違反 をして、信託違反であることにつき知 り得べき第三者に信託財産を譲渡した場合、受益者
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は、無能力でない限 り、その譲渡を追認することができる。同様に、受益者が複数いる場合、その全員が能力者

であ り、全員が合意するならば、その取引を受益者は追認することができる。単独受益者または複数受益者のひ

とりが無能力者で取引を追認するか拒否するかを選択できない場合、または複数受益者間で合意できない場合、

裁判所は信託の目的を最も遂行できる方法を選択する。第214条 お よび第210集 注cと 比較せよ。

(2)項 の 注:

廿.財 産一または代償物上;封土 重出収特権

受益者が、(b)、(c)に 述 べられている原則のもとで、信託財産の価額につき譲受人に責任を負わせる場合、譲

受人がまだその財産を処分 していない時はその財産上に、すでに処分 している時はその代償物の上に、受益者は

衡平法上の先取特権を取得することができる。

(3)項 の注:

旦.飛 翔借金に封ずる離婁権

受託者が、信託違反をして、信託財産を信託違反であることにつき知り得べき第三者に譲渡し、その第三者が

信託財産の対価 を支払った場合で、しか も、受益者がその財産を信託のもとに返還するか、またはその価額 もし

くは代償物を支払うよう強制した場合には、その譲受人は、信託財産が利益を受ける限度まで、信託財産に支払

われた金額につき請求権を有する。しか しながら、売却代金が受託者によって横領 され、そのため信託財産が何

らの利益も得ていない時には、譲受人はこの請求権を有しない。

P.必 要経費に対する・甜1求描

信託違反をして、受託者が、信託財産を、信託違反につき知り得べき第三者に譲渡し、かつ、受益者が、その

財産を信託のもとに返還するようその第三者に強制する場合、その第三者がその費用を支出したときには信託違

反であることを具体的に知らない限 り、第三者は、信託財産の修繕または改良のために支出した費用につき、信

託財産がそれによって価額を増加または保存できた限度において、その費用に対する請求権を有する。譲受人は、

たとえ信託違反であることを具体的に知 ったていたとしても、その財産について支払った税金または他の賦課金

につき、補償をうける権利を有する。

第292条 無償取得者の責任の範囲

(1)受 託者が、信託の本旨に反して信託財産を譲渡し、その譲渡に対し何等の対価も支払われない場合には、

譲受人は、その譲受けた信託財産をまだ処分せず、かっ、それを返還することが衡平の観念に反するような事情

の変更がない限り、その信託財産を返還すぺき義務を負う。

(2)無 償取得者が、信託違反であることを知る以前に、その譲受けた信託財産を処分した場合、その処分に信

託違反であることを知った当時の、信託財産の喪失によって利得をえた限度で返還の義務を負う。

(3)無 償取得者が、信託違反の事実を知った後で、かっ、信託財産を返還することが衡平の観念に反するよう

な事情の変更が生じる前に、信託財産を処分した場合には、その者は、信託違反であることを知って信託財産の
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譲渡を受けたときと同一の範囲の責任を負う。

注:

a.

無償聞 賭 ・の責任の基礎

受託者が、信託の本旨に反して信託財産を、信託違反であることを知らない第三者に譲渡し、かつ、その第三

者が,そ の譲渡に対し何らの対価も支払わない場合、譲受人たる第三者は、その財産を信託と関係なく保有する

ことはできない。第289条参照。その無償取得者が、信託財産をまだ処分せずに保持している場合、受益者は、そ

の者に、その財産についての擬制信託の受託者としての責任を負わせることができ、かつ、その財産の返還を求

めることができる。ただし、譲受人が信託違反の事実を知る前に、その財産を返還することが衝平の観念に反す

るような事情の変更があった場合には、この限りでない。

⌒

信託の本旨に反して、受託者が信託財産を、第三者の財産の改良行為に使用し、その第三者はそれに対し何ら

の対価も支払わない場合、受益者は、その財産につき、第三者に擬制信託の受託者としての責任を負わせたり、

その信託のもとに財産を引き渡すよう強制することはできない。しかし、その財産が利益を受けた限度で、その

財産上に先取特権(1ien)を 有する。

旦,不 動産に対する血相亘≧消滅

信託の本旨に反し、受託者が、第三者の財産上についている負担を消滅させるために信託財産を使用し、かつ、

第三者がそれに対し何らの対価も支払わない場合、受益者は、第三者に対し、その財産につき、擬制信託の受託

者としての責任を負わせたり、その財産を信託のもとに返還するよう強制することはできない。しかし利益の生

じた限度において、その財産上に先取特権を取得する。

4ゴf樋 違厚であ.ることを割る」刮臼玉、.無償地租煮坦な⊥己左鑑9鞠 』

信託違反であることを知る前に、無償取得者が、その財産に改良を加えるため費用を支出した場合には、たと

えその財産が費用に相当するだけの利益を生じていなくとも、その費用につき補償が受けられるときにのみ、そ

の財産の引渡しを強制されうる。

白一,.lli酷財産1の価値の増幽

信託財産の無償取得者が、まだその財産を処分せず、その財産を信託のもとに復旧することが衡平の観念に反

するような事情の変更もない場合、たとえ、無償取得者に譲渡された後に、価値が上昇しても、その者は、その

財産の返還を強制される。同様に、その財産から受領した収益も、信託に帰属するよう支払わなければならない。

上 舵償取欝者に譲渡丈量旦1三ヨ三⊆起利益

信託違反をして、受託者が、信託資金を用いて財産を買入れたところ、その財産の価値が上がり、その後に、

受託者が、この財産を無償取得者である第三者に譲渡した場合、たとえ、その価額が、その財産を買うために用

いた信託資金の価額よりも上まわっていても、無償取得者は、受領した財産を信託のもとに返還しなければなら

ない。たとえば、受託者が、信託金を横領して、土地または有価証券を購入し、後にそれを無償で第三者に譲渡
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1

した場合、その第三者は、たとえそれらの価額が上がった後に譲渡を受けたとしても、その土地または有価証券

を、信託のもとに返還するよう強制される。

同様に、受託者が信託違反をして、信託金を用いて、対価を払わない第三者の名義で財産権を購入した場合、

第三者は、擬制信託の受託者としてその財産権を保有するよう要求されかつ信託へ返還するよう強制される。例

えば、受託者が信託違反をして目的の生命保険契約の全保険料の支払に、信託基金を用い、その保険金受取人が

対価を支払っていない場合、受託者の死亡により保険金受取人は、生命保険契約または保険金につき信託に対し

て責任を負い、その責任額は保険料の支払に使われた信託基金の総額にとどまらない。

呂⊥.無償収聾者によって先妻二出.猷1左別品

信託違反をして受託者が信託金を第三者たる無償取得者に交付し、信託違反であることを知らない無償取得者

が、その金銭を投資した場合、それによって生じた利益については、受益者に対し責任を負うことはない。その

者は、受領した信託金とその利息のみについて責任を負う。

血..{目語違反で青る三とを知堕基辿1こ無償取田躍が売却L端.査

無償取得者が、信託違反であることを知る以前に、その財産を売却した場合、その者は、売却時のその財産の

価額を支払うか、または売却代金を返還するか、どちらかの責任を負う。その者の責任の基礎は、信託財産の喪

失による不当利得を防止することにある。

たとえば、無償取得者に譲渡された信託財産の有する価値よりも低い価格で無償取得者が売却した場合、その

無償取得者は、売却金についてのみ責任を負う。無償取得者が信託財産の価値よりも高い価格で売却した場合無

償取得者は売却当時の信託財産の価格についてのみ責任を負う。しかし信託財産の価格の支払を受けるまで受益

者は売却金につき衡平法上の先取特権を有する。

-L-1訂」鎚 』国玉晶晶二上凶.卸1蚤以並当 腫償取組煮幽 与し魎 直

無償取得者が、信託違反であることを知る以前に、その財産を贈与してしまった場合、その者は、信託違反に

よって何らの利益も受けていないので、さらに責任を負うことはない。しかしながら、その財産の贈与を受けた

者は、もちろんその財産を信託のもとに復旧する責任を負う。

1、 鯖鮨違反τあ互ことを知る以前に、血膿堰柑煮坦枯山 豊潤豊庭Lま コ遮星合

受託者が、信託違反をして信託金を無償取得者に交付し、その者が、信託違反の事実を知る以前に、通常の生

活費にその金銭を消費した場合、一般的には、その者が受領した信託金額について、責任を免れるほどの事情変

更があるとはいえない。これに対して、もしその者がその金銭を受領しなかったら使わなかったであろうような

特別な使途にその金銭を消費した場合には、その金銭につきその者に責任を負わせることが衡平に反するといえ

るような事情変更があることになろう。金銭が間違って支払われた場合に生ずる事情とも共通性がある。

k.一償延違反の也裏¢慢却熱一起麓1三至聖聾擁 童個品逸玉±に'旧 すること萱蓮池山 止蝸査

無償取得者が、信託違反の事実を知った後で、かつ、その財産を処分する前、あるいは、その返還を強制する

ことが衡平の観念に反するような事情の変更が生ずる前に、その財産を信託のもとに復旧することを拒絶した場

合、無償取得者は、その拒絶時の財産の価額に利息を付した金額につき責任を負う。第291条注iと 比較せよ。

一498

一



【第9章 】

(3)項 の注:

.L描 £雌 ∫D卓央左知⊇ 燈鮒 駐胴u者 里離

無償取得者が、信託違反の事実を知った後で、かつ、その財産を信託のもとに復 旧させることが衡平の観念に

反するような事情の変更が生ずる前に、その財産を売却 してしまった場合、無償取得者は、信託受託者の選択に

より、判決時の財産の価額または売却代金のどちらかの価額について責任を負 う。もし、信託違反であることを

知 りなが らその財産を売却してしまった場合は、売却時の価額 について責任を負う。第291条 注d、e、g、k参 照。

旦　譲受人が信託違反であることを知った後で、かつ、その財産を信託のもとに復 旧させることが、衡平の観念

に反するような事情の変更が生じる前に、それを贈与してしまった場合、その者は、信託受益者の選択により、

判決時の財産の価額か、あるいは信託違反であることを知りながら財産を贈与 した場合にはその贈与時の価額に

ついて責任を負 う。第291条 注g、kと 比較せよ。

第293条 違法行為による譲受人の責任の範囲

受託者が、信託違反をして、かっ、違法な法律行為 として信託財産を第三者に譲渡した場合 において、第三者

が、その法律行為が違法であることは知っていても、信託違反であることは知 らなかったときは、その第三者は、

第四2条 と同一の範囲においてのみ責任を負 う。

注:

a.一閲[哨 正論

受託者が、賭博の勝者である第三者に、信託資金をもって支払った場合、第三者は、たとえ信託違反であるこ

とを知 らなくても、その金銭をまだ保持 しているか、あるいは、支払いを強制することが衡平の観念に反するよ

うな事情の変更がない場合には、受益者に対し、支払われた金額について責任を負う。第290条 参照。しかしなが

ら、その第三者が、その金銭を消費 し、しかも信託違反であることを知らなかった時は、その者に支払いを強制

することは衡平の観念に反するので、その者は責任を負うことはない。ただし、その者が信託違反の事実を知っ

た時点で不当に利得していた範囲においてのみ、責任を負う。

たとえば、受託者が、選挙で第三者と賭けをして、第三者がその賭けに勝ち、受託者がその者に信託金をもっ

て支払ったが、第三者は信託違反であることを知らずに、その金銭を公益のため寄付した場合、その者は、受益

者に対し、責任を負うことはない。

同様に、信託金が、賭博行為で胴元に支払われ、胴元の信託違反であることを知らずに、勝者にその金銭 を支

払った場合、その者は、受益者に対し責任を負うことはない。

同様に、受託者が信託金を穀物の先物に関する賭博に使う目的でブローカーに支払い、ブローカーが受託者に

その金銭 を払い戻した場合、ブローカーが信託にっいて知 らないならば、受託者は賭博に勝ったのであり、ブロ

ーカーは受益者に対して責任 を負わない。

L受 託者が、賭博行為の勝者 としての第三者に信託金をもって支払い、その第三者が信託違反であることを知
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らずゐ、その金銭を投資し利益を得た場合、その者は、その利益分について、受益者に対し責任を負うことはな

い。

皇_違 法な回」、`1

受託者が、信託金を、その者と違法な同居をしている女性にその報酬として支払った場合、たとえその女性が

信託違反の事実を知らなくとも、その金銭 をまだ保持しているか、またはその女性にその金銭の払戻しを強制す

ることが衡平の観念に反するような事情の変更がない場合にほ、その女性は、受領した金額につき、受益者に対

し責任を負 う。第290条 参照。しかしながら、その女性が、信託違反の事実を知らずにその金銭を使ってしまった

ため、その女性に払戻しを強制することが衡平の観念に反するような場合には、その女性は責任 を負わない。た

だし、その女性が信託違反の事実を知った時に、不当に利得した範囲においてのみ責任を負う。その女性が、信

託違反の事実を知る以前に、その金銭をチャリテ ィに寄与した場合には、受益者に対し責任を負わない。

d.受 託者が、違法な同居をしている女性に報酬として信託金を払い、その女性が信託違反であることを知らず

に、その金銭を投資し利益を得た場合、その女性は、受益者に対し、その利益分について責任を負うことはない。

第294条 訴提起をなしうる者

受託者が、信託違反をしてて、信託財産を善意取得者でない第三者に譲渡 したときは、その第三者に対する訴

は受益者または受託者のどちらでも提起することができる。

注:

亘.受 益者によ蚤鵬挺

すでに述べたように、信託財産に関して第三者が不法行為をおかした場合;受 益者ではなく受託者が、通常、

第三者に対する訴提起の当事者となる。第280条 ないし第282条 参照。

信託違反をして、受託者が信託財産を善意有償取得者でない第三者に譲渡した場合には、事情が異なる。この

場合、第三者は、受託者の訴の相手方ではない。つまり、受託者が、その財産を信託 とは関係なく保有 していた

場合であれば、何ら違法はなく、何 らの責任は生じない。彼のおかした違法行為は、信託違反の事実を知った後

にその財産を取得または保有するについての受益者に対する違法性であり、それによって、彼には、受益者に対

する責任が生じる。受益者は、その譲受人に対し、衡平法上の訴訟を提起することができる。受託者は、裁判所

の管轄権に従うことができれば、すべての争いを一つの訴訟で決定 させるために、当事者の一方として参加すべ

きである。

通常、受託者が信託違反をして信託財産を譲渡した第三者に対する受益者の救済は、衡平法上の訴訟である。

しかしなが ら、受益者は譲渡された財産が金銭または動産であって、受益者が受託者から即時かつ無条件に支払

いを受け、または引渡 しを受ける権限を有している限り、第三者に対する普通法上の訴訟を提起することができ

る。第281条 と比較せよ。
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∪.,_再選 を甜蛙 些畳彗豊財産酬 珪

受益者が、受託者から即時に財産の引渡しを受ける権限を有する場合、彼は、第三者に対す る訴訟によって回

復できるものは何でも受領 し、保有することができる。 しかしながら、受益者に、財産の即時引渡しをうける権

限がない場合には、裁判所は、第三者による支払いを受託者に対してなすよう指示するか、新受託者を指名して、

第三者が新受託者に対 して支払うよう指示することになろう。第282条 注h参 照。

」亘._葦≡腫煮jこ.よる蔽1抵

善意有償取得者でない信託財産の譲受人に対する訴訟は、受益者だけでなく、受託者自身も提起することがで

きる。受託者が、信託とは関係なくその財産を保有していた場合、受託者には、譲受人に対する訴訟を提起する

訴訟原因がないけれども、信託財産の利益のために訴訟を提起することが認められている。

止 」庄旺暇 話書起よ.る訴 罎

共同受託者の一人が、信託違反をして、信託財産を善意取得者でない第三者に譲渡した場合には、他の受託者

は、第三者に対する衡平法上の訴訟を提起することができる。

宇=..」緋 覧製 罐 些よ蚤逝 塾

受託者が、信託違反 をして、信託財産を善意有償取得者でなく第三者に譲渡し、その後に、受託者が解任 され、

または辞任し、後任者が指名された場合には、その承継受託者が、第三者に対する衡平法上の訴を提起すること

ができる.

f. ..前緒壁照

譲受人に対する受託者または受益者による訴訟提起を妨げる出訴期限法または 塀怠責任(1aches)の 効果に

ついては、第327条 参 照。

第295条 受託者および譲受人に対する訴提起の選択

受託者が信託違反をして信託財産を善意取得者でない第三者に譲渡したときは、受益者は、信託違反に関し、

受託者および第三者の両者に対し救済方法を有するが、両者のいずれか一方の請求の満足を受けるにとどまるも

のとする。

注:

旦...宜伍を鳳亘煮

受託者が信託違反をして信託財産を善意取得者でない第三者に譲渡した場合には、受益者は、一つの訴訟の共

同被告として、受託者と譲受人とを参加させることもできるし、受託者だけを相手方に訴訟を提起することもで

きる。また、受託者が裁判所の管轄に属さないときには、譲受人だけを相手方として訴訟を提起することができ

る。

一

受益者が受託者だけを相手に訴訟を提起し、彼に対する判決を得たとしても、もし、その判決が満足のいくも
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のでなければ、受益者は、それによって、譲受人に対する訴訟を提起することができなくなるだけではない。

逆に、受益者が譲受人だけを相手に訴訟を提起 し、彼に対する判決を得ても、 もし、その判決が満足のいくも

のでなければ、受益者は、それによって、信託違反をした受託者を相手方として訴訟提起ができないわけではな

いo

.仁 債権満足の効果

受託者に対する受益者の債権が、全部または一部満足を受けた場合でも、受益者は、譲受人に対する請求額の

残高について、譲受人を相手方に訴訟を提起することを妨げられることはない。

譲受人に対する受益者の請求額が、受託者に対する請求額をこえており、受託者に対する請求額は十分満足し

ている場合、受益者は、譲受人に対する請求額で受託者に対する請求額を上まわった分だけ、譲受人から回復す

ることができる。たとえば、信託違反をして、受託者が信託財産を売却し、その買主が、その後に利益を得てそ

の財産を売却した。そこで、受益者が、受託者がその財産を売即した時点での財産の価額を受託者から回復した

場合には、受益者は、その後に、信託財産の買主から、彼が売却して利益を得た分、つまり受益者が既に受託者

から回復 した額との差額分を回復することができる。

譲受人に対する受益者の請求額が、受託者に対する請求額をこえていない場合、受託者に対する請求が十分満

足 しているときには、受益者は、譲受人からさらに回復することはできない。

譲受人に対する受益者の請求が全部または一部満足しても、受益者は、受託者に対する請求額の残高分につき

受託者に対し請求する訴を提起することができる。

受託者に対する受益者の請求額が譲受人に対する請求額よりも多い場合には、譲受人に対する請求額が満足さ

れているときでも、受益者は、譲受人に対する請求額 をこえる分を受託者から回復することができる。

」L.』週3量」『睦1ま 左は旗継1艶1竜骨1こよ晶訴訟

複数受託者の一人が、信託違反をして、信託財産を善意有償取得者でない第三者に譲渡 した場合、信託違反を

おかした受託者に対し、他の受託者は、衡平法上の訴訟を提起することができる(第200集 注e参 照)。 また、他

の受託者は譲受人に対しても、衡平法上の訴訟を提起することができる(第294条 注d参 照)。

受託者が、信託違反をして、信託財産を善意有償取得者でない第三者に譲渡した場合、信託違反をおかした受

託者に対し(第2㏄ 喋 注f参 照)、 また譲受人に対して(第294条 注e参 照)、 承継受託者による衡平法上の訴訟の

提起が可能である。

第2款 認識(notice)

第296条 信託の存在 に対す る認識

受託者が、信託違反をして、信託財産を第三者に対価を得て譲渡し、第三者がその譲渡を受ける当時に信託違

反であることを知らなかったときは、たとえ信託の存在を知っていても、その譲受人たる第三者は、信託とは関

係なく、その財産を取得する。
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注:

旦._本 条の範棚

受託者が信託違反をして、信託財産を譲渡した場合、その譲受人が信託違反の事実を知ったときは、その財産

を信託と関係な く保有することはできない。第288条 参照。譲受人は、もし信託違反の事実を知らなければ、信託

の存在を知っているというだけでは、信託に服さなければならないということにはならない。もし譲受人が信託

の存在そのものを知 らなければ、もちろん信託違反の事実も知らないであろう。他方、譲受人は、信託の存在を

知っていても、信託違反の事実を知らないということはありうる。

譲受人が信託の存在を知っていたが、その譲渡が信託違反でない場合には、譲受人は、信託と関係なくその財

産を取得する。第283条 参照。

瓦_前 後参胆

信託の存在の認識とは何かについては、第297条 注d参 照。

第297条 信託違反に対する認識の意義

人が信託違反を知っているというのは、次の場合を指すものとする。

(a)現 実 に信託違反を知っているか、または知るべきであった場合

くb)現 実 に信託違反を知らず、または知るべき理由がなくとも、制定法その他により、信託違反を現実に知 り、

または知るべきであった場合と同一の1任 を負わされる場合

注l

a.認 識.(notice)と は何 か

第三者は、現実に違反を知っている時ばかりでなく、知るべきであった場合に も、信託違反を認識 しているこ

とになる。すなわち通常の思慮分別ある人ならば、受託者が実際に受託者であるか、そして信託違反を犯してい

るか、調査するような事情にある事実を知ってお り、通常の思慮分別においてなされた調査により受託者が信託

違反を犯していることを具体的に知り、または知 りうべき場合を含む。

実際に受託者である者と取引する第三者が、その者が受託者かどうか、彼が信託違反をおかしているかどうか

を知 りうぺき状態にあるか、否かはそして知りうるとしたら調査の範囲は、 どの程度なされるぺきかは事情によ

る。重要な事情 とは、次のようなものである。

(1)自 分が取引している者が実際に受託者であることを知っているかどうか、(2)自 分が取引している者が受

託者であると信ずべき理由の範囲、たとえば、第三者が、実際にはその者が受託者であることを知 らなくとも、

自分が取引している者の楠原証書中の名称が 「受託者」とか、または受託者であることを示す用語になっている

かどうか。(3)取 引する財産の種類、たとえば、不動産あるいは動産、または債権か流通性があるか否か。(4)

その取引が、受託者の通常の事務処理過程をとっているものかどうか。(5)受 託 者が、その財産の現実の価額よ

りも非常に少ない価格で処分しているかどうか。(6)第 三 者が、受託者がその財産を自己の利益のために処分す
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ることを知っているか、知 りうべき状態にあるかどうか。(7)第 三者が、その財産を購入しようとしているか、

又は他の取引たとえば、受託者に支払いまたは引渡しをしている場合(第321条 参照)、 信託財産の受託者 として

行動している場合(第324条 参照)、 有価証券の名義登録を会社が している場合(第325条 参 照)、 または、その他

の取引で受託者と取引関係に入っている場合(第326条 参然)に 、受託者と契約しているかどうか。

信託財産の譲受人以外で、受託者 と取引きする者が、信託の存在について、または受託者が信託違反 をしてい

るかどうかについて調査すべきか否か、さらにその調査すべき範囲は、様々な事情のもとにあり、これらの事情

を扱っている条文で考慮されている。第321条 ～第326条 参 照。

h.,_登{適に阻立直制定」虫による提鞄

信託の存在および信託違反の存在を知るとは何かの問題は、登録に関する制定法に影響をうける。ある証書が

適法に登録されると、第三者は、たとえ、実際にその証書の存在や条項内容 を知らなかったとか、知る理 由がな

かったとしても、制定法による規定の範囲では、証書の条項を知っていることになる場合がある。例えば、登録

された信託証書が登録事務を取 り扱う者の不注意その他の事故によって適法な索引が付せ られてないということ

が生じる。その場合に制定法が登録の結果を認めると規定 しているならば、たとえ実際には信託について知らず、

正当な調査によっても信託が開示されてない場合でも、第三者は、信託の存在を知っていると取り扱われる。そ

のような場合、立法者は、どのようなときに信託の存在を知っているというべきかについて、政策上の理由から

厳格な規則を定めるのである。通常、証書が登録されたならば、第三者は、その存在や条項を知り又は知りうべ

きものであって、制定法は具体的な場合に、第三者が証書の存在や条項を知 らず又は知 りうぺかりしものでない

場合が生じてもそれを問題としてないのである。制定法の目的は登録可能な証書に基づいて権利 を主張する者に

対 して、その証書を登録するにあたり適当な注意を払いさえすれば、登録に関する制定法の存在 しない場合より

も大きな保護を与えることにある。

他方、登録に関する制定法は、登録可能な証書に基づいて権利主張する者に対して、その者が登録を怠 った場

合には、その者が登録に関する制定法の存しない場合にうける保護よりも少ない保護 しか与えないことがある。

例えば信託の受益者が、信託を設定 した証書の登録を怠った場合、受託者の債権者はいくつかの制定法に基づい

て、制定法がなければできない信託財産にかかっていき、それを自己の債権の満足に充当することができる。第

308条 参 照。

登録に関する制定法の効果に対する検討は本 リステイメントの範囲外である。

輪」瓠理人が、仙托違反]趨1?里 巳書ことによ口貝任空錠 顯宣

信託財産の譲受人は、臼)も しその者が信託の事実を知っていたり、知 りうべき事情にあった場合、(2)信 託

条項 を知 り、または知 りうべきであった場合、(3)受 託者が不当に信託条項から逸脱していることを知り、また

は知 りうべきであった場合には、信託違反を知っていたことの責任を負う。

u.」 遡 存イ1≡{亘偲韻

財産の譲渡を権原づける証書にあらわれた譲渡人の名称が 「受託者」または、受託者であること、ないしは受

託者であ りそうなことを示す他の文言で示されている場合、譲受人はその譲渡人が実際に受託者であるかどうか
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を調査すべきである。そのような文言が、単に当該証書における権原保持者を示すために用いられており、何等

信託が存在しない場合に使用 されていても、譲受人は何 らの調査 もせずにそのような意味に使用されていると考

えることは正当化されない。

適当な調査をすれば、信託の存在について知ることができるか、または知る理由が与えられるような場合には、

譲受人は、信託の存在を知っているものとして責任を負わなければならない。譲受人がなすべに調査の性質や範

囲は、それぞれの情況による。少なくとも、譲受人は譲渡人について調査 しなければならない。その譲渡人が、

譲受人に、信託が存在しないことを告げ、譲渡人の言うことが正 しいと信じるに相当な理由があり、他に何ら役

に立つ情報がない場合には、譲受人は、信託の存在を知っているものとして責任を負うことはない。しかしなが

ら、他に役に立つと思われる情報があれば、譲受人はとっと調査 しなければならない。例えば通常、譲受人は、

その財産 を譲渡人に引き渡した者を調べ、あるいは、証書の条項または他のものによって情報が得 られると思わ

れる他の人を調査すべきである。

信託条項に関する譲受人の調査義務については、注fか ら」まで参照。受託者が信託条項を逸脱 したかどうか

の調査義務については、注kか らnま で参照。

いくつかの州においては制定法により 「1+ustee(受 託者)」 という文言が土地の譲渡証書における譲受人の名

に付せ られるだけで受益者が指名されておらず、信託の目的が証書に示されていず、信託の設定を示す何 らの証

書 も登録 されていない場合には、土地の購入者は何等信託の対抗をうけるものでない旨が規定されている。

旦」 麺 存在 を示す情遡

その者が受託者であることを示すようなものが証書に何もあらわれていなくとも、信託の存在の調査を購入時

に必要とさせるような情況がある場合がある。たとえば、他の人が、その土地 を占有しているということは、そ

の者がその土地の信託の受益者か、さもなければ、その土地に関し権利を有 している者かどうか、購入者に調査

を必要とさせるに十分なものであろう。

f,一品 睡魚田の1魍勘

受託者が信託財産を第三者に譲渡する場合で、その第三者が、譲渡人がその財産を信託として保有しているこ

とを知 り、または知 りうべきときには、通常、譲受人は、その受託者に譲渡の権限が与えられているかどうか、

また、どういう場合に譲渡の権限が与えられているのかを明確にするために、信託条項 を調べるべきである。

呂－L.証書塑登録亙 れている糧鯉1継

信託が、遺言または登録 された証書によって設定 された場合、譲受人が情報をうるために、その証書の条項を

見なければ、正当な努力を払ったとはいえない。

例:

1.Aは 、 ある一定の株券を、Cの ための受託者Bに 遺贈した。遺言書には、その株券を売却してはな

らないとされていた。その株券は、 「Aの 遺言にもとつく受託者B」 名義になっている。Bは 、 これを

Dに 売却し、株券をDに 引渡した。Dは 信託に服する。

旦L延 監 担騰蹴き虹て1虫 翌鰻登酬 査
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信託が、登録 されてはいないが、成文の証書によって設定された場合、譲受人が情報をうるために、証書の条

項 を発見し調査するための相当な試みをしない限 り、正当な努力をしたとはいえない。

例:

2.捺 印証書によって、Aは 、ある財産をCの ための受託者Bに 譲渡した。その証書の条項によって、

その財産を売却できないとされている。Bは 、その財産をDに 売却 し、Dは 、その信託が成文の証書に

よって設定されていることを知っていたが、その証書を見る努力をしなかった。Dは 、信託に服する。

3.事 実は、例2と 同じであるが、Dが 、その信託が成文の証書によって設定 されたことを知 らず、

または知りうべき理由がないのでBに 売却の権限があると信ずるに相当な理由がある点だけ異なる。D

は、信託とは関係なく、その財産を取得する。

⊥..信 託条項が・成文の証書迩こ」よらLな⊥・場合の調査

譲受人が、信託の存在を知っていたが、信託条項が書かれている証書の存在を知 らず、また、知 らないことに

相当な理 由がある場合、あるいは、実際に、そのような証書がない場合、譲受人が調査すべき範囲は、情況によ

る。譲受人は、少なくとも、譲渡人について調査をなすべきである。譲渡人が譲受人に、信託条項は成文の書面

で明らかにされていないと言った場合、譲受人は、その情況のもとで可能な調査をさらにすべきである。注dと

比較せよ。

L_f口 鵠 条項ρ法的効果の認識

譲受人は、信託条項 を知り、または知 りうべき状態にあった場合、これらの条項の法的効果の認識につき責任

を負う。たとえば、信託条項にもとづき、受託者に信託財産売却の権限が与えられていない場合には、たとえ受

託者に売却の権限を与えているかのように譲受人が信託証書を理解することが相当であっても、さらに、資格の

ある弁護士のア ドバイスの結果とし譲受人がそう解釈 した場合でも、譲受人は、受託者に権限がないと知ってい

ることに責任を負う。第201条 注aと 比較せよ。

k.信 託条項 を逸脱してもΣることの認識

譲受人が信託の存在と信託条項の存在を知っている場合で、もし相当な努力をすれば譲渡人が信託違反をおか

していることが確かめられるときには、譲受人は、その信託に服する。たとえば、信託条項によって、受益者が

同意を与えたときにのみ受託者に信託財産売却の権限が与えられる場合、その信託条項を知っている買主は、受

益者が同意を与えたかどうかを調べなければならない。受益者が同意を与えたかどうか確認するために買主が相

当な努力をした後に、受益者が同意を与えていると信ずべき相当な理由がなければ、買主は、その信託に服する。

もし信託条項を逸脱することが適法で、受託者がそれに対して責任を負わない場合には(第165条 ～第167条 参

照)、 譲受人は、何 ら責任を負うことなく、信託とは関係なしにその財産を取得する。

上 一譲受人が、信託と信託条項の存在を知り、その譲渡が信託違反になるのかどうかを確認するために相当な努

力をした後、その譲渡が信託違反でないと信ずべき相当な理由がある場合には、善意有償取得者の他の要件がそ

なわっていれば、譲受人は、信託とは関係なく、その財産を取得する。もし信託条項によって、受託者の裁量で、

それが賢明であると判断したときには、信託財産を売却する権限が受託者に与えられている場合、買主は受託者
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の裁量が適当であるかどうかを調べる必要はない。しかしながら、買主が、受託者が裁量権を濫用し、 したがっ

て信託財産の売却が信託違反になることを知 り、または知 りうべきときは、買主はその信託に服する。

例:

4.Aは 、信託としてBに 甲地を譲渡し、その信託の内容は、Bが 、甲地を売却することがCの 扶養

のための金銭に必要 と判断したときは甲地を売却する、 というものであった。Bは 、信託および信託条

項の存在を知っており、実際は、甲地の売却は必要でなかったが、Cの 扶養のために甲地の売却が必要

と信ずるに相当な事情のあるDに 、甲地を売却 した。Dは 、信託と関係なく、甲地を取得する。

m.そ の財産に対する権原を示す証書に、譲渡人の名称が、受託者または受託者であるか、ないしは受託者であ

りそうなことを示す他の文言で書かれてお り、かつ、その財産が譲受人に対する譲受人の個人的責務の支払いの

ため、または譲渡人個人の利益のためであると譲受人が知っている取引において譲渡された場合、譲受人は、そ

の譲渡が信託違反であることを知っている者 としての責任を負 う。

旦_信 託の冊理上に'L並 左債務

受託者が、信託の管理上、不当に第三者に対する債務を生じさせ債務を弁済するために信託財産を使用 した場

合、その債権者が、受託者が生じさせた債務が適法なものでないこと、および信託財産はその債務の支払いに適

法に使えないことを知っているときには、債権者は、支払われた金額につき責任を負う。第268条 参照。

しかしながら、信託の管理上、その債務が適法に生じた場合、信託財産から支払われた金額を受領する際に、

債権者は、受託者が信託財産に対し僻怠にあたるかどうかを確認するために、受託者の経理報告を調査する義務

はない。

o.流 通証券一(negotjab力eL血stm■ent)

もし流通為替手形または約束手形が、受託者という文言または、受託者であるか、ないしは受託者でありそう

なことを示す名前の者に支払われるようになっているか、あるいは裏書された場合には、譲受人は、その手形の

所持者が実際に受託者かどうか、どのような情況のもとでその証券を譲渡する権限が与えられるのかどうかを調

査すべきである。

統一受認者法第4条 によれば、流通証券の譲受人は、たとえ信託の存在を知 り、譲渡が信託違反かどうか確か

めようとしなくとも、自己の証券譲受行為が悪意でなされたという認識がなく、又は受託者の自己に対する個人

的債務の支払い又は担保 として証券を譲 り受ける、又は受託者の個人的利益のためになされた取引であることを

譲受人が知っていて譲り受けない限 りは、正当な所持人である。

旦二_講堂ムの代理人の轟識

信託財産の譲受人が、その財産を代理人を通して買入れた場合には、譲受人は、代理に関するリステイ トメン

ト第2版 築274条 に述べられているように代理人が信託違反の事実を知っているか否かにより影響される。信託財

産が、代理人を通じて取得され、代理人が当該譲渡が信託違反であることを知らないが、本人がこれを知ってい

る場合については、代理に関するリステイ トメント第2版 第256条 参 照。

旦.」豊孟遊者義塾購ム
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もし受託者が信託違反をして信託財産を売却し、買主が、自己のための受託者 としての他人の名で、その財産

に対する権原を取得 した場合にはその買主ならびにその者の受託者の両者が信託違反の事実を知 らなければ、受

益権は消滅する。

例:

5.Aは 、Bの ための財産の受託者である。信託違反をしてAは 、その財産を、対価を支払ったCに

売却 した。Cの 指示で、Aは 、その財産 をCの 受託者たるDに 引き渡 した。CもDも 信託違反であるこ

とを知 らなかった。Dは その財産をCの ための信託として保有し、Bの 権利は消滅する。

.r」 買主がみずから買受行為をして、自己のための受託者の名で権原を取得 した場合、その買受けがなされた時

にその財産の譲渡が信託違反であることを、その者の受託者は知 らなくとも、買主が知っていたときは、買主は、

信託に服する。しかしなが ら買受が第2の 信託の受託者によりなされ、当該譲渡が信託違反であることを知 らな

い場合には、第2の 信託の受益者が信託違反であることを知 らず、買受以前に信託違反であることを第2の 信託

の受託者に告知することを怠 らない限り、第1の 信託は権利が消滅する。代理に関するリステイ トメント第2版

築256条 と比較せよ。

例:

6.AはBの ための財産の受託者である。信託違反をして、Aは その財産をCに 売却 し、Cは 対価を

支払った。AはCの 指示に従って、その財産をCの ための信託として、Dに 引渡した。Cは 信託違反で

あることを知っていたが、Dは 知らなかった。Dは 、その財産をBの ための信託に従って保有する。

7.AはBの ための財産の受託者である。Cは 、Dが 受託者である他の信託の受益者である。DがC

のための信託として保有していた金銭で、Bの ための信託としてAが 保有していた財産を買受けたが、

AのDへ の譲渡は信託違反であった。DはAの 譲渡が信託違反であることを知 らなかった。Cは 、Aに

はBの ための信託 として保有している財産を売却する権限がないことを知っていたが、その財産を買受

けるDの 意図を知 ることはなかった。Dは 、Cの ための信託としてその財産を保有 し、その財産上のB

の権利は消滅する。

s.買 主が自分自身で買受行為をして、自己のための受託者の名で権原を取得する場合、買受けの時に、その譲

渡が信託違反であることを知らないときには、自己の受託者が信託違反であることを知っていても、買主は、信

託とは関係なくその財産に対する権原を取得する。しかしながら、もし買受が第2の 信託の受託者によってなさ

れ、その譲渡が信託違反であることを知っていたならば、第2の 信託の受益者がそのことを知らな くても最初の

信託の権利は消滅しない。

例:

8.Aは 、Eの ための財産の受託者である。Aは 信託違反をして、その財産をCに 売却し、Cは その

対価 を支払った。Cの 指示により、Aは その財産をCの ための信託として、受託者Dに 引き渡した。D

は信託違反の事実を知っていたが、Cは 知らなかった。Dは 、その財産を、Cの ための信託として保有

し、その財産上のBの 権利は消滅する。
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9.Aは 、Bの ための財産の受託者である。Cは 、Dが 受託者である他の信託の受益者である。Dは 、

Cの ための信託として保有 している金銭で、AがBの ための信託として保有している財産を買入れた。

AのDへ の譲渡は、信託違反である。Dは 、AのDへ の譲渡が信託違反であることを知っていたが、C

は知らなかった。Dは 、その財産を、Bの ための信託に従 って保有する。

t..側 与と旦 第.三者(彊 』旺}』 才1で1授1ナ る場合

受託者が、信託違反をして信託財産を売却し、その買主が、贈与の方法として他人の名でその財産に対する権

原を取得する場合、その買主が信託違反の事実を知 らずに対価を支払ったときは、受益権は消滅する。その財産

を譲渡された者が信託違反の事実を知っているかどうかは重要ではない。というのも、その買主が、最初に自己

の名で買受けて、後に無償でそれを譲渡 した場合と同じ効果を有するからである。第316条 参照。

第3款 対 価(vaIue)

序 論:

本款では譲渡が信託違反である場合に、信託財産の譲受人がその財産を信託と関係なく保有できるようにする

目的での対価を構成するものが何であるかという問題 を取り扱 う。例えば譲渡が債権者について詐欺にならない

ようにという目的又は実行可能な約束をなす目的といった他の目的に関する対価 とは何かという問題は、本 リス

テイ トメントの範囲外である。

第298条 現存する対価

金銭の支払い、その他の財産の譲渡または労務の提供が、信託財産譲渡の約因としてなされたときは、その信

託財産の譲渡は、対価を有するものである。

注:

a.金 織壁支払

信託財産の譲受人が、そのために金銭を支払った場合は、その譲渡は対価を有する。

上 一.腿 の交換

信託財産の譲受人が、交換に他の財産を引き渡した場合、その譲渡は対価を有する。

例:

1.Aは 、 ある社債の受託者である。Aは 信託違反をして、その社債を、信託違反であることを知 ら

ないBに 譲渡し、Bは 、それに対し、交換に甲地を引き渡 した。Bは 、善意有償取得者である。

」≡」_i責縫 一馳ssign■entofaclai■1

信託財産の譲受人が、第三者に対する債権を、譲渡可能であろうとなかろうと、書面によるか口頭によるかに

かかわらず、信託財産と交換に譲渡した場合、その譲渡は対価を有する。
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例:

2.Aは 、 甲地の受託者である。Aは 、信託違反をして、甲地をBに 譲渡 し、Bは 、信託違反の事実

を知らず、交換にCに 対する債権を譲渡した。Bは 善意有償取得者である。

繊

本条で述べられている規則は、信託財産が、その譲渡時になされたロー ンのための担保として譲渡された場合

にも適用 される。第284条 注g参 照。

皇..労 務 の提供 皇endition _ofsexyiCCS)

信託財産の譲受人が、その支払いのために労務を提供した場合、その譲渡は、対価を有する。

例1

3.Aは 、ある社債の受託者である。Aは 信託違反をして、Aの ための弁護士としてなされたBの 労

務提供の対価として、信託違反の事実を知 らないBに 、その社債を譲渡した。Bは 善意有償取得者であ

る。

.L第 三 者によって支払われた対価

譲受人以外の者が支払いをなしたとしても、その譲渡は対価を有するものとされる。 このことは権原が自己の

利益のために譲受人の名で取得される場合にも、取得の対価を支払 った者の受託者として取得する場合にもあて

はまる。

例:

4.Aは 、Bの ための有価証券の受託者である。Cは 、その有価証券の対価1,㎜ ドルをAに 支払い、

Cの 指示で、Aは それをDに 譲渡したが、Cは 、その有価証券をDに 贈与する意思であった。Aに よる

有価証券の譲渡は信託違反であったが、Aに よる有価証券の譲渡は信託違反であったが、CもDも その

ことを知 らなかった。Dは 、信託と関係な くその有価証券を保有できる。

5.Aは 、Bの ための有価証券の受託者である。Clま 、 この有価証券の対価1.㎜ ドルをAlこ 支払い、

Cの 指示で、Aは それをDに 譲渡したが、Cの 意図は、DがCの ために信託として、その有価証券を保

有する点にあった。Aに よる譲渡は信託違反であったが、CもDも そのことを知らなかった。Dは 、そ

の有価証券を、Cの ための信託として保有し、その有価証券上のBの 権利は消滅する。

ある者が自己に対する贈与として第三者の名で信託財産を購入 した場合の認識の効果については第297条 注t参

照。

ある者が自己の受託者として他の者の名で信託財産を購入した場合の認識の効果については第297条 注q～s参

照。

』⊥.節 三;壼に土払われた約因

約因が、受託者でなく、受託者の指示で第三者に支払われても、その譲渡は対価を有するものである。

例:

6.Aは 、有価証券の受託者である。信託違反をしててAは 、それをBに 譲渡し、Aの 指示で、Bは
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その約因1,㎜ ドルをCに 支払った。Bは 信託違反の事実を知らなかった。Bは 善意有償取得者である。

h.エ スクロウによる寄託

約因がエスクロウによる寄託であって も、その譲渡は対価を有する。エスクロウで交付 された財産に対する権

原が預金者によって特定された出来事の発生まで認められないにもかかわらず、預金者はそれによって、 自己の

それに対する監督を放棄し、預金を撤回する権限を有しない。しかしながら預金者が撤回の権限を留保したり、

特定の出来事が、単なる預金者の将来の精神的な欲求や意図である場合には、エスクロウによる寄託ではない。

第詔条注d参 照。

」。割田が.卜分かどう血

約因が信託財産の価額よ りも少なくても、その譲渡は対価を有する。しかしながら対価の額は譲受人が譲渡人

は譲渡をなすにあたって信託違反を犯していたということを知っていたという証拠 となりうる。

対価は信託財産の価格 と比較して重要ではないという事実は、その取引が売買ではなく、贈与であることの証

拠となる。

⊥。_一返還(r鱈tilutionLのL可 能 .性

受託者が、その代金をまだ保持していて、譲渡人に返すこともでき、あるいは受益者がその金額 を譲渡人に支

払うことが可能であっても、代金が支払われていれば、その譲渡は対価を有する。購入者は、財産を保有する権

原がある。そして、その者が支払ったことにつき、財産上に先取特権 を付けることを制限 されない。購入者は単

に自己が支払ったものの損失について保護されるだけでなく、購入の利益を享受できる。

例:

7.Aは 、Bの ための甲地の受託者である。信託違反をして、Aは 甲地を10,㎜ ドルでCに 売却 した。

Aは 甲地をCに 引渡し、Cは 、信託違反の事実を知らずに、その代金を支払った。Bは10,㎜ ドルをC

に提供 して、甲地の返還を要求 した。Cは 甲地の返還 を強制されることはない。

第299条 譲渡前における対価の支払

信託財産の譲渡は、その譲渡の以前に対価が支払われた場合でも、対価をともなう譲渡と言える。

注:

旦.本 規則の範一囲

譲渡以前に対価が支払われても、譲渡と対価支払の双方が、譲受人が信託違反の事実を知る前になされていれ

ば、その譲渡について対価を支払った譲受人は、善意有償取得者である。

例:

1.Aは 、甲地の受託者である。Aは 、信託違反をして、19雛1月1日 に、甲地をBに10.㎜ ドルで

売ることを約束した。1932年2月1日 、BはAに 代金 を支払った。同年3月1日 に、Aは 甲地をBに 引

渡した。同年3月2日 、Bは 信託違反であることを知った。Bは 善意有償取得者である。
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b.本 条で述べ られている規則は、対価が支払われた時に信託財産が確認されていなくても、あるいは、その時

に受託者が保有 していなくても、適用される。

例:

2.Aは 、農場の受託者である。Aは 、信託違反をして、次の収穫か ら1.㎜ ブ ッシェルの小麦をB

に売却することを約束し、Bは 、その合意の時に代金を支払った。その後、小麦ができ、刈 りとられB

に引渡 されたが、Bは 信託違反の事実を知 らなかった。Eは 善意有償取得者である。

c.本 条 によってカバーされる情況と、信託財産に対し対価が支払われたのではなく、受託者が第三者に対 し債

務を負っており、その後にその債務の弁済のために信託財産が譲渡された場合に生じる情況とは、区別 される。

第304条 参 照。

d.債 務 を負った時に、その後に財産が譲渡されるのに従って担保供与するという合意があった場合、既存債務

に対する担保供与のための信託財産の譲渡に関 しては、第305条 参照。

e,対 価 の支払われた後であるが、譲渡がなされる以前に、譲受人が信託違反の事実を知った場合に関しては、

第311条 参照。

第300条 譲渡後における対価の支払

信託財産の譲渡は、その譲渡後に対価が支払われても、対価をともなう譲渡と言える。

注:

a.譲 渡がなされた後に対価が支払われても、譲渡と対価の支払いの双方が、譲受人が信託違反の事実を知る前

になされていれば、その譲渡に対し対価を支払った譲受人は、善意有償取得者である。

例:

1.Aは 、甲地の受託者である。信託違反をしてて、Aは 、1932年1月1日 に、甲地を10,㎜ ドルで

Bに 売却することを約束した。同年2月1日,Aは 甲地をBに 引渡し、同年3月1日 に、Bは その代金

を支払った。同年3月2日 、Bは 信託違反の事実を知った。Bは 善意有償取得者である。

b.本 条 で述べられている規則は、担保の手段として譲渡する場合にも適用される。

例:

2.Aは 、非流通社債券(non-negotiablebonの の受託者である。信託違反をして、Aは 、将来の当

座貸越の担保としてB銀 行に、その社債券を預け入れた。その後、AはB銀 行に、その社債券を預け入

れた。その後、AはB銀 行で当座貸越となったが、B銀 行は、信託が存在するという事実を知 らなかっ

た。B銀 行は、貸越金額についての担保として、その社債券を保有することができる。

c.譲 渡後ではあるが、対価の支払がなされる以前に、譲受人が信託違反であることを知った場合の効果につい

ては、第301条 参照。

512一

一



【第9章 】

第301条 信託違反を認識 した後における対価の支払

信託財産の譲受人は、対価支払以前に、その譲渡が信託違反であることを知ったときは、その認識前に信託財

産の引渡を受けた場合でも、その信託に服する。

注:

皐t査 鳳』叩己一範則

信託財産の譲渡が信託違反であることを知る以前に、その引渡しがなされても、対価の支払がなされていなけ

れば、譲受人は、対価の支払がなされていなければ、譲受人は、その信託に従って、その財産を保有する。第28

9条参 照。 譲受人が信託違反であることを知った後は、対価を支払うことによって、自己の立場を良くすること

はできない。

第302条 対価としての約束

(1)本 条(2)項 および(3)項 の場合を除き、将来、対価を支払うという旨の約束を約因として信託財産の譲渡が

なされたときは、その譲渡は対価を有 しないものである。

(2》信託財産の譲渡が、譲受人が信託財産の譲渡を受けられない場合でも、対価を支払うぺき旨の約束を約因

としてなされたときは、対価をともなう譲渡と言 うことができる。

(3)信 託財産の譲渡が、将来において対価を支払 うぺき旨の約束を約因としてなされた場合においても、もし、

譲受人がその約束を履行すぺき責任を免除されても、その者の譲受けた信託財産を返還させることが衡平の観念

上許されないような事情の変更が生じたときは、その譲渡は対価をともなう譲渡と言うことができる。

注:

a、 本来の範囲

本条で述べ られている規則は、信託財産を譲渡する約因としての約束が、金銭を支払う約束であろうと、他の

財産を譲渡する約束であろうと、労務 を提供する約束であろうと、いずれの場合にも適用 される。

(1)項 の注:

b,脚 †「なき約束

(2)項 お よび(3)項 で述べられている場合を除き、信託財産の譲受人が、その対価として支払をなす約束をした

が、買受代金の支払いを完了する前に、その譲渡が信託違反であることを認識した場合、たとえ、その財産が、

信託違反を認識する前に譲受人に引渡 されていたとしても、譲受人は善意有償取得者とはならない。対価となる

ということは、約束することではな く、履行をなすことである。譲受人が信託財産の引き渡しを強制された場合、

譲受人は約因の減失の抗弁を有するので、もちろん買受代金支払いの責任から解き放たれる。

例:

1.Aは 、非流通社債券の受託者である。Aは 、信託違反をして、その社債券を代金後払いでBに 売

却した。Aは その社債券をBに 引渡したが、Bが 代金を支払う前に、信託違反であることをBは 認識し
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た。Bは 、その社債券を信託のために保有することになる。

旦L信 託違反を認識す⊇前口支払.い

譲受人が、信託違反を認識する前に買受代金を支払った場合、その支払いが信託財産の引渡のあとになされた

としても、譲受人は、対価を有する買主である。第300条 参照。

嚇 遊星 口認識揃1三おけるエエクロウによる寄託

譲受人が信託違反を認識する前に、買受代金をエスクロウにより寄託する場合、たとえ信託違反であることを

譲受人が認識する前に買受代金が受託者に支払われていなくとも、譲受人は善意有償取得者である。第298条 注h

参照。

c.認 識後の支払い

信託財産の譲受人が、買受代金の一部を支払う前に、その譲渡が信託違反であることを認識した場合、その後

に買受代金を全額支払っても、信託財産の譲受人は、その信託に服する。第301条 参照。

1.流 通証券 垣egoti延 山eLinstru■ent)

本条 で述べられている規則は、他の財産と同様に流通証券にも適用される。統一流通証券法(unifor■mego-

tiableinstru田entslaめ25条 では、価格は単純契約を維持するのに十分な対価であると規定されるにもかかわ

らず、54条 で は約束した金額の全部を支払う前に譲受人が証券又はそれを流通する者の権原に眉庇があることを

認識した場合には、譲受人は自己が支払った金額の範囲においてのみ正当な所持人と考えられると規定されてい

る。

例1

2.Aは 、流通社債券の受託者である。信託違反をして、AはBに その社債券を売却した。Aは その

社債券をBに 交付した。Bは 、その代金の一部を支払う前に、その売買契約が信託違反であることを知

った。Bは 、その社債券の取得につき信託に服することになる。

9.銀 行行田金

本条で述べられている規則は、受託者が信託違反をして、信用のためであろうと、取立てのためであろうとコ

マーシャル ・ペーパーであろうと信託として保有する金銭であろうと、銀行に預金し、それにより銀行が受託者

を信用する場合にも適用される。

例:

3.Aは 、10,㎜ ドルの約束手形の受託者である。Aは 信託違反をして、自己の個人口座の信用のた

めに、E銀 行にその手形を預けた。Aは 銀行に負債はない。B銀 行が、その手形を保有してお り、Aに

おいて何ら引き出しがなされる前に、その手形の預け入れが信託違反であることを知った。Bは 、その

手形を信託の制約つきで保有することになる。

互.一信託違反の受託者が、銀行に商業手形や信託金を預け入れていて、銀行が信託違反であることを知 る前に、

その受託者が預け入れた全額 を引き出した場合、銀行には、それ以上の責任はない。第324条 注g参 照。

例:
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4.Aは 、10.㎜ ドルの約束手形の受託者である。Aは 、信託違反をして、その約束手形を、Aの 個

人口座の担保のためにB銀 行に預けた。B銀 行が、その約束手形の預け入れが信託違反であることを認

識する前に、Aは 預金 していた全金額を引き出した。Bに は、それ以上の責任はない。

預金の全部を消費してはいない受託者による預金の引き出しの効果については、第303条 注d、e参 照。

(2)項 の注:

⊥_⊇f拭 ゴ巳 ならない擬古

通常、対価を支払う旨の信託譲受人による約束は、対価ではない。何故な らば、譲受人が信託財産を戻さなけ

ればなくなった時には、対価支払いの義務はなくなるからであり、その約束について訴えが提起されたときには、

約因の失効を抗弁とすることができる。約束について訴えが提起 された場合、約因の失効が譲受人の抗弁となら

ないときは、常にその約束は対価を有するものとなる。

⊥L麹 ⌒ 斑 形

信託違反を侵 して、受託者が信託財産を譲渡 し、譲受人が信託違反の事実を知 らず、買受代金のかわりに約束

手形を与え、その手形が正当所持人に譲渡 されたときは、譲受人が手形を決済する前に信託違反を知った場合で

も、譲受人は善意有償取得者である。

信託違反をして受託者が信託財産を譲受 し、譲受人が信託違反の事実と知らず、買受代金のかわりに約束手形

を与え、その手形が正当所持人に譲渡されなかったときは、譲受人は手形の譲渡又は取『削こつき、信託財産の引

き渡しを強制されうる。信託の受益者は受託者に手形を譲受人に引き渡す、又は手形 を取消すことを強制できる

し、譲受人に信託財産を引き渡すよう強制できる。

L譲 受人が信託財産の引き渡しを強制されるときに、約因の失効の抗弁は、その約束につき訴えが提起された

場合に、譲受人に適用 されないという他の事例において、譲受人の約束は対価を有する。譲受人による第三者へ

の約束、たとえば、受託者が信託財産を譲渡する約因として、譲受人が受託者の第三者に対する債務を支払う旨

の約束を取引の一部 として第三者が受託者に対する債権を放棄 した場合で、第三者が信託違反の事実を知らない

ときは、第三者が譲受人の約束を強制できる時から対価を有することになる。

(3)項 の 注:

1.韻 異 人ρ事情変更(ch坦 匹eρtPO画tionユ

譲受人が、将来、そのための支払いをするという約束の約因として、受託者が信託財産を譲渡した場合、譲受

人の約束が免責されたとしても、信託財産を引渡すのが衡平の観念に反するような事情の変更があるときには、

信託財産の引渡を強制されることはない。たとえば譲渡の約因として、譲受人がその当時、第三者により所有さ

れていた他の財産を買受けて、受託者に譲渡すことを約束し、譲受人が第三者 とこの財産を買受けて契約をなし

た場合、譲受人は信託財産を引き渡すことを強制されえない。

第303条 一部支払 い
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前条(2)、(3)項 の場合を除き、信託財産の譲受人が、譲受後、その対価として支払う旨の約束をした額の一部

を支払ったが、まだ全部の支払いを完了する前に、その譲渡が信託違反であることを知った場合は、譲受人は、

その財産を信託 とは関係な く保有することはできない。ただし、譲受人は、信託違反であることを知る前に支払

った部分の返還を確保するために、譲受けた信託財産にっき衡平法上の先取特権を取得する。

注:

轟..本条 の範襲

第302条(2)、(3)項 で述べられている場合を除き、信託財産の譲受人が、その約因として支払うことを約束 した

代金の一部 を、信託違反であることを知る前に支払った場合、譲受人は、買受代金の残額を支払う権原はなく、

信託と関係なくその財産を保有する権原もない。

財産が譲渡され、譲渡が信託違反であるということを知る前に譲受人が買受け代金の一部を支払った場合、譲

受人は支払った買受代金の部分を返還されなくて、返還されるまでは財産の引き渡しを強制されえない。

b,本 条で述べ られている規則は、信託財産の譲渡を受ける約因としての約束が、金銭で支払われる場合だけで

なく、他の財産を引渡す場合、労務を提供する場合にも適用される。たとえば、第302条(2)、(3)項 で述べられて

いる場合を除き、信託財産の譲受人が、その対価として他の財産を譲渡する約束をし、信託財産の譲渡が信託違

反であることを知る前に、その財産の一部を引渡した場合、その者は財産の残 りの部分を引渡す権原はなく、ま

た信託とは関係なく譲受けた財産を保有する権原はない。ただし、譲受人が引渡した財産が自己のもとに戻る又

は、その財産の価格の返還をうけるまでは、信託財産を引渡す必要はない。同様に、信託財産の譲受人が支払い

につき労務の提供を約 し、一部分を提供 したが全部を履行する前に信託財産の譲渡が、信託違反であることを知

った場合には、譲受人は第302条(2)、(3)項 で述べられている場合を除き、約束した労務の残りを提供する権原 も

なければ信託財産を信託とは関係なく所有する権原 もない。ただし、譲受人が提供した労務の対価を返還される

まで、信託財産を引き渡す必要はない。

⌒

本条に述べられている規則は、他の財産と同様に流通証券にも適用される。統一流通証券法54条 では約束した

金額の全部をするよう前に譲受人が証券又はそれを流通する者の権原に暇疵があることを認識した場合には、譲

受人は自己が支払った金額の範囲においてのみ正常な所持人と考えられると規定されている。

例:

1.Aは 、10,㎜ ドルの約束手形の受託者である。信託違反をして、Aは 、9,㎜ ドル支払 うことに同

意したBに 、その手形を売却した。Aは 、Bに その約束手形を裏書譲渡し、Bは 、現金で5,㎜ ドル支払

い、1カ 月後に残金を支払う旨を約束した。残金を支払う前に、Bは 信託違反であることを知・った。B

は、すでに支払っ甑 ㎜ ドルが返済されると同時に手形を引渡さなければならない。

旦.鰻 掴 金

本条で述べられている規則は、信用のためであろうと取立てのためであろうと、信託として保有 している商業

手形であろうと、現金であろうと、受託者が信託違反をして銀行に預金し、その後にそれを引き出した場合に適
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用される。

例:

2.Aは 、1,㎜ ドルの約束手形の受託者である。信託違反を反し、Aは 、その手形をAの 個人口座の信用のた

めに、B銀 行に預け入れた。Bは 、信託違反であることを知らない。Aが300ド ル引き出した。手形をまだ保有 し

ているB銀 行が、信託違反の事実を知った。B銀 行は、信託の制約のついた手形を保有するが、その手形の上に

300ド ル分の先取特権を取得する。

旦　受託者が、信託違反をして、信託財産や個人資金を銀行の自己の個人口座に預金 し、その後、銀行が信託の

事実 を知る前に、受託者が口座から、金銭を引き出した場合、銀行は、受託者の個人資金をこえる額を受託者が

引き出したとしても、受益者に対し責任 を負うことはない。

例:

3.Aは 、B銀 行の個人口座に1.000ド ルの個人預金がある。信託違反をして、Aは 同口座に信託2,0

00ド ルを預金する。その後、Bが 信託違反を知る前に、Aは1.500ド ルを引き出した。Bは 、残り1,500

ドルについて受益者に対 し責任を負うことになる。

4.Aは 、B銀 行の個人口座に1,㎜ ドルを預金している。信託違反をして、Aは 同口座に信託財産2,

㎜ ドルを預金 した。その後、Aは 、1仰 ドルを引き出し、 さらに2,㎜ ドルの自己蛙 を預金した。そ

の後、1,000ド ルを引き出した。B銀 行は、預金額が信託資金に等しい時、またはそれを越えている時は

いっでも、受益者に対 し、2,㎜ ドルにっ韻 任を負 うわけである。

f亨一曲ff援婁≒1目

信託財産の受託所の責任一般については、第324条 参照。

譲渡前に、信託違反の事実を譲受人が知った場合の効果については、第311条 参照。

第304条 対価としての既存債務の弁済

(1)本 条(2)、(3)項の場合を除き、受託者が既存の金銭またはその他の債務の消滅の約因として信託財産を譲

渡する場合、その譲渡は対価を有しないものである。

(2)受 託者が既存の金銭債務あるいはその他の債務の全部または一部の弁済を約因として信託財産を譲渡した

場合でも、以下の場合においては、その譲渡は対価を有するものである。

(a)譲 渡された信託財産が流通証券または金銭であるとき

(b)譲 受人が金銭債務あるいはその他の債務にっき担保権を有しており、譲渡の際に、この担保権を放棄し

たとき

(C)反 対給付に供された金銭債務あるいはその他の債務が、再び譲受人において行使可能な事態になったと

しても、事情の変更によリ、譲受けた信託財産を返還させることが衡平の観念上許されないような状況

のとき。
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(3)受 託 者が、既存の金銭あるいは他の債務の弁済とともに、金銭の支払い、その他の財産の譲渡または労務

の提供の約因として信託財産を譲渡する場合、その譲渡は対価を有するものである。

(1)項 の注:

白.本 条の規且1声範OH

受託者が、譲受人に対して負っている金銭債務やその他の債務の弁済として、信託違反 をして信託財産を譲渡

した場合、(2)、(3)項 で述べられている場合を除き、譲受人は、信託に服する財産を取得したことになる。金銭

債務やその他の債務が弁済 されたにもかかわらず譲受人が信託財産の引き渡しを強制される場合、金銭債務又は

その他の債務が再び行使可能になり、譲受人は譲渡前と同様の地位に実質上いることになる。

(2)項(旬 の注:

b.流 玉酔 日韓 た植金銭

既存の金銭債務や他の債務の弁済 として流通証券や金銭を受けとる者は、対価を有する譲受人である。統一流

通証券法弟25条 には既存債務は対価を有する。つま り要求に基づいてであろうと将来支払われる場合であろうと、

証券が支払い可能かどうかで対価を有すると考えられると規定 されている。

例:

1.Aは 、Aの 指示で支払い可能となる1.㎜ ドルの流通手形の受託者である。Aは 、信託違反をし

て、AがBに 対して負っている900ド ルの債務の支払いとして、Bに その手形を裏書譲渡した。Bは 、

対価を有する取得者である。

2.Aは 、1.㎜ ドルの受託者である。信託違反をして、Aは 、Bに 対して負っているL㎜ ドルの個

人債務の支払いとして、Bに その金銭を支払った。Bは 、対価を有する取得者である。

(2)項(b)の 注:

c,担 保の放棄

金銭または流通証券、あるいは他の財産であろうと、受託者が、既存の金銭債務や他の債務の弁済として信託

財産を譲渡し、譲渡に際し譲受人が信託違反であることを知 らずに、その既存の金銭債務やその他の債務につき

有していた担保権を放棄 した場合、譲受人は善意有償取得者である。

(2)項(C)の 注:

jL劃 置の変裏

受託者が既存の債務の弁済の約因として信託財産を譲渡し、事情の変更によって、譲受人において債務が復活

したが、自己の地位を前に戻せないような場合、譲受人は、財産 を信託に返還することを強制されることはない。

例えば受託者が破産に際し、弁済をうけ、又は債務が出訴期限法により生じない、又は債務支払いの保証が弁済

され、又は債務が元来、取立可能であるが受託者の債務超過により取立不可能になった場合、譲受人は財産 を信

託に返還することを強制 されない。

皇」_競売において財産を買受けた判決債権者が、対価を有する取得者かどうかという問題については、第309条 参

照。
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(3)項 の注:

上.債 務の舟暗と対価

信託財産の譲渡の約因の一部が、受託者が譲受人に対して負っている既存の債務の弁済であり、約因の残高が

金銭の支払いや他の財産の譲渡、あるいは労務の提供によってなされた場合、その譲渡は対価を有することにな

る。

例:

3.Aは 、 甲地の受託者である。Aは 信託違反をして、AがBに 対して負っている10,㎜ ドルの債務

の弁済の約因としてBに 甲地を譲渡し、BはAに 現金で5.㎜ ドル支払った。この瓢 は対価鮪 する。

且Lそ の譲渡が信託違反であることを知 らずに対価を支払う信託財産の譲受人は、たとえその支払いがなされた

後に信託財産が譲渡されても、善意有償取得者である。第299条 参照。

i
ll

第305条 対価としての既存債務に対する担保供与

(1)本 条(2)、(3)項の場合を除き、受託者が既存の金銭債務またはその他の債務の履行確保のための担保とし

て信託財産を譲渡した場合、その譲渡は対価を有しない。

(2)受 託者が既存の金銭債務またはその他の債務の履行確保のための担保として信託財産を譲渡した場合でも、

以下の場合においては、その譲渡は対価を有するものとする。

(a)譲 渡された信託財産が流通証券または金銭であるとき

(b)譲 受人が金銭債務またはその他の債務に対して担保を有しており、譲渡に際し、その担保を放棄したと

き

(6)譲 受人に対し信託財産を返還させることが衡平の観念に反するような事情の変更があったとき

(3)受 託者が金銭債務またはその他の債務の履行確保のための担保として信託財産を譲渡した場合でも、この

債務の発生当時において、信託財産をもって同債務の担保とすぺき旨の約束がなされており、この約束にもとつ

いて信託財産の譲渡がなされる時は、その譲渡は対価を有する。

(1)項の注:

旦.本 条璽範囲

本条(2)、(3)項で述べられている場合を除き、受託者が、信託違反をして、譲受人に対して負っている金銭債

務またはその他の債務の担保として信託財産を譲渡する場合、譲受人は、信託の制約つきの財産を譲受けること

になる。

h.新 い ・{1枯帝o典n}上 底在蝦{欝

受託者が既存債務および譲渡の時になされた借入金の担保として信託財産を譲渡し、譲受人が信託違反の事実

を知らないときは、譲受人は、新しい借入金の担保として、信託財産を保有することができるが、既存債務の担

保としては保有できない。
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例1

1.Aは 、非流通証券の受託者である。AはBに 対 して6㏄)ド ルの負債がある。さらにBか らAが400ド ル借入

れる対価として、かつ1,㎜ ドルの債務全額についてその履行を確保するための担保として、Aは 、その証券をB

に供与した。Bは 信託の存在を知 らなかった。Bは 、400ド ル の貸金を担保するために、その証券を保有しうるが、

600ド ルの既存債務については、保有できない。

(2)項(a)の 注:

己.流 辿証券ま左 は金銭

既存債務または他の債務の担保として流通証券または金銭を受けとる者は、担保権の範囲までは対価を有する

譲受人である。統一流通証券法第25条 には、既存債務は対価を有する。つま り要求に基づいてであろうと将来払

われる場合であろうと、証券が支払可能かどうかで対価を有すると考 えられると規定されている。

例:

2.Aは 、Aの 指示で支払いが可能となる1.㎜ ドノレの約束手形の受辞 である。Aは 信託違反をし

て、AがBに 対して負っている900ド ルの既存債務の担保として、その手形を裏書譲渡した。900ド ル の

範囲までは、Bは 対価を有する取得者である。

3.Aは 、1,㎜ ドルの金銭の受託者である。AはBに 対 して負っている㎜ ドルの既存債務の担保と

して、Bに その金銭を支払った。900ド ルの範囲までは、Bは 対価を有する取得者である。

止 鮒 服 金

(a)で述べ られている規則は、信託 として保有されている金銭および流通証券で銀行に預金されているものに

適用され、銀行は、その担保権の範囲までは権原を取得する。'

例:

4.Aは 、1,㎜ ドルの金銭の受託者である。AはB銀 行から500ド ル借入れ、その額の手形をBに 交

付 した。Aは 、B銀 行の個人口座に信託金を預金した。B銀 行が信託の事実を知らない場合は、Aの 預

金は手形債権と相殺しても差支 えない。

(2)項(b)の 注:

.虹.f麺 包1.保権の放棄

受託者が、既存の金銭債務や他の債務の担保 として信託財産を譲渡する場合、譲受人が既存の金銭債務や他の

債務につき他の担保権を有していて、信託財産の譲渡 を受ける際にこの担保権を放棄したときは、放棄 された担

保権が担保された他の債務の金額よりも低 くなければ譲受人は、担保権の範囲まで、対価を有する取得者である。

例:

5.Aは 、 甲地の受託者である。Aは 、1,㎜ ドルの負債をBに 対して負っている。 この債務の履行確

保のため、BはAか ら担保 をとっているが、これは1,㎜ ドルの価値がないものである。Aの 要求により、

Bは その担保権を放棄 し、そのかわりに、Aは 信託違反をし、甲地に譲渡抵当権を設定 した。Bは 信託

違反の事実 を知らない。Bは 、放棄した担保権の範囲まで、自己の債権の担保として甲地を保有するこ
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とができる。

(2)項(C)の 注:

上 一.斑肺の変里

もし受託者が、既存の債務の担保 として信託財産を譲渡し、その後、事情の変更により譲受人が原状に戻すこ

とができな くなった場合には、譲受人は、債務の担保 としてその信託財産 を保有することが認められる。たとえ

ば、債務の支払いの保証人が免責されたり、債務が取 り立て可能だったが受託者の債務超過のために取り立て ら

れなくなった場合、信託財産の譲受人は、同債務の担保 としてその財産を保有することができる。

(3)項 の注:

且.担 保虫 供 与土追こ土型li‖息

第三者が貸付けを行なうにあたって、貸付けの担保 として特別な財産を譲渡することに同意した受託者に金銭

を貸付け、その後、その担保として財産を譲渡した場合、その譲渡は対価 を有するといえる。そして、そのよう

な譲渡された財産が信託財産であっても、譲渡の時に譲受人が信託違反の事実を知 らなかった場合ならば、同債

務の担保として、その財産を保有する権原を有する。

例:

6.Aは 非流通社債券の受託者である。Aは 借金をする時に、その貸付け金の担保としてBに 社債券

を渡すことに同意し、Bか ら10,㎜ ドノレを働 た。数日後、AはBに 社債券を譲渡し、Bは 、儲 違反

であることを知らずにそれを受取った。Bは 貸付けの担保として、この社債券を保有しうる。

h.(3)項 で述べられている規則は、受託者が貸付けの担保として供与することに同意した財産が、同意の時に

特定的に明示 されていなかった場合でも適用される。

例:

7.Aは 、非流通社債券の受託者である。AはBか らの借 り入れの時に、借入金に十分な担保を与え

る旨の隠 をして、10,㎜ ドル借 りた。数日後、Aは 、その社債券をBlこ 譲渡したが、Bは 信託のこと

は知 らずにそれを受領した。Bは 、その社債券を貸付の担保として保有できる。

第306条 債権者のための譲受人

受託者が自己の債権者の利益のために信託財産を譲渡したときは、譲受人は、信託財産の善意有償取得者では

ない。

注:

旦L本 幕o範 囲

本条で述べられている規則は、既存の金銭債務の担保として受託者によってなされた有償譲渡とされる任意に

譲渡された金銭、流通証券などすぺての財産権に適用される。第305条(2)項(a)参 照 。

上」L信託財産上にある普通法上の権原が、譲受人に引渡されたかどうかは、その証書がその権原を譲渡したもの
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と解 されるのか、それとも受託者によって保有されている財産の受益権だけが譲渡されたものと解されるのか、

による。たとえ受託者として自己が所有する財産を含むものと解 されるとしても、そのような財産は特定されて

証書別紙に含まれているので、譲受人は、信託に服することになる。たとえ財産が流通証券又は金銭であっても

同じである。

第307条 破産管財人

合衆国破産法(thgnatio舶1恒nkruptcyact)に もとづき、受託者が破産 した場合の破産管財人は信託財産の

善意有償取得者とはならない。

注:

旦L本 条の範爬

合衆国破産法の規定によれば、破産管財人は、破産申立以前に破産者が何らかの方法で譲渡をなしえた財産、

または、破産者に対する訴訟のもとに強制執行された り競売されたような財産に対する権原を付与されている。

破産管財人は、債権者が十分な弁済を受けていないかどうかを判定する権限も与えられている。合衆国破産法第

70条a、 第47条a参 照。これらの規定によれば、受託者が破産した場合の破産管財人は、信託財産の善意有償取

得者とはならない。

第308条 受託者の債権者

受託者が個人的に負担する債務の債権者が、信託財産を差押え、または自己に対する判決を得て登録 し、もし

くは信託財産に対して強制執行をなした場合、信託の存在を知らなくとも、善意有償取得者にならない。

注:

a.差 担 え、ま左は強制執行をなす債権者

本条で述べ られている規則は、他の財産権と同様、流通証券や金銭にも適用される。すでに述べたように(第

305条(2)項(a)参 照)、 受託者が既存の金銭債務や他の債務の担保として、流通証券や金銭を譲渡する場合、その

譲渡が信託違反であることを知 らないときは、譲受人の担保権は保護される。しかしながら、債権者が、訴訟手

続の形で、単に自己の債権の担保として、その財産を差し押さえ、何らかの判決によって自己の権利を得た場合

には、事情は異なる。流通証券や金銭という動産の取引安全を保護する考 えは、受託者の任意による譲渡でない

場合には適用 されない。

∪,登 録に関重る制定法

いくつかの州では、制定法によって、土地の信託が登録された場合、信託財産につき差押 え、または執行 をす

る受託者の債権者は、信託財産上の法律上の利益さえ、取得しえないものとされている。

また、州によっては、制定法により、登録されるべき土地の信託が登録 されない時は、信託財産につき差押え、

または執行をする受託者の債権者は、被担保債権の範囲まで、対価を有する取得者と規定されている。
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幽 憤権者」judg■entcreditor)

制定法その他により判決を得る債権者は、判決債務者の土地がその他の財産上に、先取特権を有するが、善意

有償取得者となるものではない。さらに、判決債権者は、判決債務者が信託として保有している財産上に、先取

特権を執行することはできない。

d.本 条 で述べられている規則は、判決だけでなく、承認に基づく判決(加dg■entbyconfession)の 場合にも

適用される。

上 州によっては、制定法に基づき土地の信託が登録 された場合、信託受託者の判決債権者は、信託財産上の判

決による先取特権を取得できない。

また、州によっては、制定法により、登録されるべき土地の信託が登録 されない時は、受託者の判決債権者は、

被担保債権の範囲までは対価を有する取得者であると規定されている。

∫一1前鑑拳願

表見的な信託財産の所有権を信頼 した受託者の債権者の権利については、第313条 参照。

信託の事務処理上、受託者の負った債務の債権者が信託財産を差押えるための権限については、第266条 ～272

条参照。

第309条 競落人

受託者の負担する債務のために、信託財産が競売される場合、競落人が、信託の存在を知らないで競売代金の

支払いをなしたときは、善意有償取得者である。

注:

.塾L,_箪三者によ.る工:呈

判決債務者が、自己に対する判決の結果、競売 された財産に対して権原がない場合には、競落人は、その財産

に対する権原を取得することはない。しかしながら、判決債務者が、その財産を第三者のために信託として保有

していても、その財産に対する権原を有している場合は、法律に別段定めがない限 り、競落人は、その財産に対

する権原を取得し、したがって、競落人が信託の存在を知らずに対価を支払ってその権原を取得 した場合には、

競落人は信託とはかかわりなくその財産を取得することになる。

旦,_別 法斑 棉匙 よる坦彊旦

その財産が判決債権者 自身によって競落され、競落価格が判決額よりも低い場合、競売代金は、通常、判決に

よる弁済義務の履行または一部履行 という形で支払われる。通常、既存の金銭債務の弁済の対価として財産が譲

渡される場合、その譲渡は対価を有するものではない。第304条(1)項 参照。しかしながら、その債務が判決債務

である場合、判決の債務の履行によって判決債権者の債権が消滅したときは、たとえ、その債権が後に復活して

も債権者は判決による弁済の前にいた地位につ くことはできないので判決の弁済義務の履行は対価を有すること

になる。第304条(2)項(c)参 照。
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C、 圭」P弛め離離法上の売却

本条で述べられている規則は、競売だけでなく、破産管財人による売却、財産保全管理人(receiver)に よる

売却、遺言執行者又は遺産管理者による裁判所の命令に基づく売却、換価処分(taxsale)、 共有物分割による

売却(partitionsale)の 場合にも適用される。

第4款 信 託 財 産 に 対 す る 権 利 の 移 転

序:

譲渡契約 と区別されるべき信託財産に対する権利移転とはどういうものかという問題は、本 リステイ トメント

の範囲外である。土地に関する権利にっいては、通常不動産物権法(thelalofconveyancing)で 扱われ、動産

および無形財産については、売買契約法{thel餌ofsales)で 扱 われる。権利の譲渡契約 と、将来その権利を

譲渡する契約 との区別は、契約法 リステイトメント第166条 参照。

第310条 信託財産譲渡の債権契約

第314条 の場合を除き、受託者が信託の本旨に反して信託財産の売却、信託財産に対する抵当の設定、その他信

託財産を第三者に対 して処分すぺき旨の債権契約を締結したときは、第三者は、契約締結時に信託の存在を知ら

ず、かっ、これを知る前に対価を支払 った場合でも、この債権契約の特定履行(8pecificpθrfor■8ncθ)を 求める

二とはできない。

注:

a二 内 規」ll↓の輔凪

信託の本旨に反して信託財産の譲渡を受けた者が、対価を支払ってお り、かつ譲渡の当時に信託違反の事実を

知らなかった場合は(第284条 参照)、信託とは関係なくその財産を取得するが、衡平法裁判所は、その譲渡が信託

違反であるとすれば、信託財産を引渡すよう受託者に強制することはしない。但し、同信託の受益者がその言語

または行為によって禁反言の効力を受ける場合は別である(第314条 参 照)。 衡平法裁判所は、受託者に対 して信

託違反を強制させることはできないのである。第272条 注c参 照。

本条で述べられている規則は、第286条 で述べられている規則にも適用がある。

例:

1.Aは 、財産権の受託者である。Aは 信託の本旨に反して、その財産権をBに 譲渡することに合意

し、Bは 、信託違反であることを知らずに買受代金を支払った。Bは 、Aに 対し、その財産権の引渡し

を強制することはできない。

第311条 信託の事実を知った後の譲渡

第312条 および第314条 の場合を除いて、信託財産の譲受人が、その譲渡前に、信託違反であることを知った場
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合は、たとえ信託違反の事実を知る前に対価を支払ったとしても、信託に服するものである。

注:

貝.一基規則の範囲

受託者が信託の本旨に反 して信託財産を譲渡した場合、譲受人が信託違反であることを知る前に、対価が支払

われ、かつ、財産権の引渡しがなされない限 り、譲受人は善意取得者としての保護を受けることはない。但し、

第312条 または第314条 の場合は除く。つまり、信託違反であることを知らず信託財産を譲り受けた者が、違反を

知った後に対価を支払っても、保護されないし、同じく信託違反であることを知 らず対価を支払った者が、違反

を知った後に譲渡行為を受けても保護 されない。 もしその者が違反を知った後に譲渡を受けても衡平法裁判所は

財産権の取得を助けることはできない。なぜならばそうすることは受託者に信託違反行為を完了させることにな

るからである(第310条 参照)。 譲受人は信託に服する財産権 を保有することになる。

例:

1.Aは 、財産権の受託者である。1932年1月1日 に、Aは 信託の本 旨に反して、その財産権をBに

譲渡することに合意し、Bは 、代金を支払った。同年1月2日 に、Bは 信託違反であることを知る。そ

の後、Aが その財産権をBに 引渡した。Bは 、信託の制約のついた財産権 を取得する。

b」.信 託を知る前の支払占・

譲受人が、譲渡を受けた後まで、信託違反の事実を知 らなかった場合は、たとえ譲渡前に買受代金が支払われ

ていても、譲受人は信託とはかかわりな くその財産を取得する。

第312条 譲渡前ではあるが、受託者が信託違反行為を完了した後の信託の

認識

譲受人が信託の存在を知らずに信託財産譲受の対価を支払い、かっ、信託財産の譲渡が受託者の側において譲

渡行為を完成させるためになすべき行為としては、もはや何らの行為も必要ない程度に実現されたときは、譲受

人は、譲渡行為完了前に信託の存在を知った場合でも、信託とは関係なくその財産権を取得する。

注:

旦.本規則の範囲

衡平法裁判所は、受託者に対して信託違反を行うことや違反行為を完了することを強制するという形で援助を

与えることはないし{第310条 参照)、譲受人が信託違反の事実を知る前に信託財産の対価を支払い、かつ、信託

財産の譲渡が受託者の側において譲渡行為を完成させるためにもはや何らの行為も必要ない程度に実現されたと

きは、譲受人は善意取得者とされるものである。例えば、信託違反をした受託者が、違反を知らない者に信託財

産を譲渡し、その者が対価を支払った時、買主はエスクロウとして捺印証書を保管している者に捺印証書を引渡

すように強制できる。たとえ、捺印証書の引渡前に信託違反の事実を知ったとしても同様である。第298条注h。

同様に、受託者が善意有償取得者に捺印証書を引渡したが、捺印証書の公証人の署名が忘れられていて、取得
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者が違反を知った後に署名が加えられた場合、取得者は信託に服さない財産権を保持できる。

同様に、条件付売買の買主が信託財産であることを知らないで対価を支払い、公証人が売買の認証を与えた後

ではあるが、しかし捺印証書が引渡される前に信託違反の事実を知った時、買主は公証人に捺印証書の交付を強

制でき、信託に服さない財産権を保持できる。

第5款 受益者 に対 する禁 反言(estoppel)

第313条 受益者が禁 反言 を受ける場合 の債権者の権利

第三者が受託者の有する信託財産にっいての表見上の所有権を信頼して貸付をなした場合、受託者がその表見

上の所有権を担保として貸付を受けようとする事実を、受益者において知∪、または知りうべかりしときは、第

三者は信託財産に対し、その債権の満足を得るため執行することができる。

注1

旦.L楚 展Irの 訓{蝋docLri11臼of臼t叩P皇11

本条で述べられている規則は、禁反言の法理にもとつ くものである。信託の受益者が、その言語または行動に

よって、第三者をして受託者によって保有されている財産上に受益権がないことを信じさせ、第三者が受託者の

表見的有権を信頼して信用貸することを、受益者において知 りまたは知 りうべかりしときは、受益者は、第三者

に対し、受益権の主張を禁止される。

b.黄 益者が禁瓦+「を受ける場合

土地の所有者が、ある者に無条件捺印証書(absolutedeed)1こ よって土地を譲渡したが、両当事者の間で、口頭

または書面によって、譲受人は譲渡人または第三者のための信託としてその土地を保有することを登録しない旨

の合意をし、受益者は、その受託者が土地の表見上の所有権によって信用貸を受けることを知 り、または知 りう

べき状態にあった場合には、受託者の土地についての表見上の所有権を信頼 して貸付をした者は、その土地に対

し、自己の債権を満足するために裁判所による手続きによって執行することができる。

c.受 益 者が禁反言を受ザない場合

受益者が信託財産についての表見上の所有権によって信用貸 を受けることを受益者が知らず、あるいは知るこ

とをえない時には、受益者は禁反言の法理の適用をうけることはない。信託財産に対する受託者の普通法上の権

原が備わっている表示があるという事実だけで、そして受益者がその事実を知っているというだけで、善意有償

取得者以外の者について、受益者が衡平法上の権利を履行 させることを妨げない。

』L要 性

受益者が、受託者に信用貸をした第三者に対し、受益権を主張することが、禁反言によって認められない事情

としてあげられる重要な要件は、以下の通 りである。(1)委 託者が受益者であるかどうか、(2)受 託者が、所有

権原ありとよそおっている信託財産の性質および評価、(3)受 託者が、所有権原あ りとよそおっている期間、

(4)受託者が信用貸をうけ られるように、受益者が、受託者の表見上の所有権を取得することを許していたかどう
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か、(5)受 託者が、以前にも、表見上の所有権を用いて信用貸を受けていたことを、受益者が知っていたか、あ

るいは、知 りうべき状態にあったかどうか、(6)受 益者が無能力者かどうか。

旦L複 数受益者

受益者が複数いる場合で、そのうちの一人が、信託財産上に彼の権利がないことを示すことによって、第三者

をして、受託者に貸付を受けさせるようにした場合、その信託財産上の権利がないことを示した受益者だけが、

第三者に対する自己の権利行使につき禁反言の法理の適用を受ける。

f.登 鐘 法

本条で述べられている規則は、登録に関する法規がない場合でも適用される。いくつかの州で施行されている

登録法のもとでは、・登録されるべき証書が、登録 されていない場合は、それによって創設される権利は、債権者

ならびにその後の善意の取得者に対し効力を有 しない、と定められている。信託受益者の権利についての登録法

の効果は本 リステイトメントの範囲外である。

第314条 受益者が禁反言を受ける場合の衡平法上の権利者の権利

受託者が、信託の本旨に反して信託財産上に、第三者に対し衡平法上の権利を晃生させるに至り、第三者が信

託違反であることを知らずに対価を支払った場合、受益者が言語または行動により受託者のその法律行為が信託

違反でないことを第三者に表示し、第三者がその表示を信頼して対価を支払ったときには、第三者は、信託違反

の事実を知る前に信託財産に対し普通法上の権利を取得していなくとも、この衡平法上の権利を実行することが

で{事5直

往1

エ 禁反言堕法理

すでに述べたように(第286条 参照)、通常、受託者が信託の本旨に反して、信託財産上に第三者のために衡平

法上の権利を設定する場合、第三者は、その衡平法上の権利の実行を強制することはできない。本条で述べられ

ている規則は、禁反言の法理にもとつくものである。受益者が言語や行動により第三者に信託違反の行為でない

ことを信じさせ、その信頼に従って第三者が地位を変更した場合、受益者は自己の表示が偽りであったとは主張

できない。

b、 一譲渡荊」型 虻田者剛

受託者が、信託の本旨に反して信託財産を第三者に譲渡することに合意し、第三者が信託違反であることを知

らずに対価を支払った場合に、信託者が言語または行動によってその契約が信託違反でないことを表示し、その

表示を信じて第三者が対価を支払ったときには、第三者は、その契約の特定履行を強制することができる。第三

者が信託財産の引渡前に、信託違反の事実を知ることは、重要ではない。たとえば、受益者が、第三者に対し、

信託財産上には自己の権利はないことを表示し、その表示を信じて、第三者が受託者からその財産を買受けた場

合、その売却が信託違反であっても、第三者は、信託とは関係なく、その財産を取得する。
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例:

1,Aは 、Bの ための財産権の受託者である。Aは 、信託の本 旨に反して、その財産権をCに 譲渡す

ることに合意した。Cは 、Bの ための信託について知っていたが、BがCに 、その信託はBが 請求権 を

放棄したために終了 したと告げた。これを信じて、Cは 買受代金 を支払った。Aが その財産権をCに 引

渡す前に、Cは 、Bが まだ請求権を放棄していないことを知った。Cは 、その財産権をCに 引渡すよう

強制することができ、かつ、その財産権を信託とは関係なく取得する。

2.Aは 、書面で、Aの ための信託として甲地を保有することに合意しているBに 、その土地を譲渡

した。不動産譲渡証書は登録されたが、信託の合意については登録されていなかった。Bは 、Cに 甲地

を売却する契約をした。AがCに 、Aは その土地に対 し何らの権利ももたないことを告げ、それを信じ

たCは 、買受代金を支払った。その後、Cは 信託の存在を知った。Cは 、Bに 対 し特定履行を請求する

訴を提起することができ、甲地を信託とは関係なく取得する。

o.譲 渡後の取lu.者の蜥刮

受託者が信託の本 旨に反して、信託財産を第三者に譲渡することに合意し、受益者が言語または行動によbて

その契約が信託違反でないことを表示 し、それを信じて第三者が対価を支払い、かつ、第三者が信託違反の事実

を知った後に、受託者が第三者にその財産を譲渡した場合は、かかる第三者は、その財産を信託とは関係なく保

有することができる。しかしながら、第311条 で述べたように受益者の外観表示がなかった場合は第三者は譲渡の

前に信託違反を知った時は、信託に服する財産 を取得する。

旦L複 挺受益者

受益者が複数いて、そのうちの一人が、信託財産上に自己が権利を有 して∫・ないことを表示し、それを信じて

第三者が受託者からその財産を買受けた場合は、自己に権利のないことを表示した受益者だけが、第三者に対す

る自己の権利の主張につき、禁反言の法理の適用を受ける。

第315条 受益者が譲渡に同意した場合の譲受人の権利

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を第三者に譲渡 し、受益者がその譲渡に対 し同意を与えたため、受託

者に信託違反の責任を問えない場合には、第三者は、信託 とは関係な くその財産を取得する。

注l

a.受 益者が同意を与えたことによって、受託者の信託違反の責任を問えない場合の状況については、第216条 、

第342条 参 照。

b.本 条 の原則は、第三者が善意取得者でなくとも、適用される。第三者が善意取得者であれば、受益者が同意

を与えなくとも、その財産を信託とは関係なく取得する。第284条 参照。

第6款 善意有償取得者からの譲渡
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第316条 善意有償取得者からの譲受人

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を善意取得者に譲渡し、善意有償取得者が、さらにこれを第三者に譲

渡したときは、第三者は、その財産権を信託と関係なく取得する。

注:

旦=一一杢規則の範 囲

信託財産が善意有償取得者に譲渡され、その財産がさらに第三者に譲渡された場合、二番目の譲受人は、最初

の譲渡が信託違反であることを知っていても、または対価を支払っていなくとも保護される。善意有償取得者は、

対価を支払ってその財産権を取得し、信託違反であることを知らないのであるから、その財産を売却したり、そ

の他の処分をなす権限を有する。

例1

1.Aは 、財産権の受託者である。Aは 、信託の本旨に反して、その財産を有償であるBに 譲渡した。

Bは これをCに 譲渡し、Cは 対価を支払わず、かつ、Aが 信託違反をしたことを知っていた。Cは 、そ

の財産を信託とは関係なく取得することになる。

第317条 有償による受託者への再譲渡

第320条 の場合を除き、受託者が信託の本旨に反して、信託財産を有償で譲渡し、その後、この財産が受託者に

再議渡された場合には、受託者はその財産を信託財産として保有する。

注:

a.杢 量 見1」□蒐」田

受託者が信託の本 旨に反して信託財産を売却 した場合には、相当と認められる条件のもとに損害を賠償するの

が、受託者の義務である。第208条 参照。その財産権が善意有償取得者に売却された場合、受託者は、その者に対

し、その財産を受託者のもとに再譲渡するよう強制することはできない。しかしながら、善意有償取得者がその

財産を受託者に再譲渡した場合には、信託違反に対して特定の賠償を強制することができ、その結果、その財産

権を信託財産 として保有するものである。

例:

1.Aは 、財産権の受託者である。Aは 、信託の本旨に反してその財産権を、善意有償取得者である

Bに 譲渡した。Aは 、Bか らその財産権を買戻した。Aは 、その財産権を信託財産として保有する。

2.Aは 、財産権の受託者である。Aは 、信託の本旨に反して、善意有償取得者であるBに 譲渡 した。

Bは その財産権をCに 譲渡した。Aは 、Cか らその財産権を買い、CはAに その財産権を引渡した。A

は、その財産権を信託財産として保有する。

L」 軽罰経費の」打球権

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を善意有償取得者に譲渡し、その後、その財産が受託者に再議渡され、
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かつ受益者が、受託者にその財産を信託財産のもとに戻すことを強制 した場合、受託者は、第291条 注p(必 要経

費に対する請求権)に 述べられているように、受託者の支出した経費に対する請求権を有する。受益者はまた、信

託財産がそれによって価額を増加し、または保存できた限度で、善意取得者またはその後の譲受人の支出した経

費に対する請求権をも有する。

第318条 善意有償取得者から悪意取得者への再譲渡

第320条 の場合を除き、受託者が信託の本 旨に反して信託財産を悪意取得者に譲渡し、その後、この財産権が善

意有償取得者に譲渡され、さらにその善意取得者より最初の悪意取得者に譲渡されたときは、最初の悪意取得者

は、その財産を信託の制約っきで保有する。

注:

旦一.土壇∬1ゆ範囲

受託者が信託の本旨に反 して、信託財産を悪意の取得者に譲渡 した場合、相当と認められる事情のもとでは、

受託者と同様、その悪意取得者に有償賠償義務がある。その財産権が、その後、善意有償取得者に売却 された場

合、善意有償取得者は、それを再譲渡することを強制されることはない。しかし、善意有償取得者が、信託違反

の事実を知っていた前の取得者にその財産を再譲渡した場合、その前取得者は、信託違反について特定の賠償義

務があり、そのため、その財産を信託の制約つきで保有することになる。

例:

1.Aは 、 財産権の受託者である。Aは 、信託の本 旨に反して、その財産権を信託違反の事実を知っ

ているBに 譲渡した。さらにBは 、善意有償取得者であるCに その財産権を譲渡した。Bは 、その財産

権をCか ら買戻し、Cは その財産権をBに 返還 した。Bは 、信託の制約のついたものとしてその財産権

を保有する。

互、_一必要経費史.蘭塔権

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を信託違反の事実を知っている者に譲渡し、その財産が、さらに善意

有償取得者に譲渡された後、最初の悪意の譲受人に再譲渡された場合で、受益者がその者に対し、信託財産とし

て保有するよう強制 したときは、悪意の譲受人は、第291条 注pに 述べられているような必要経費についての請求

権を有する。

第319条 善意有償取得者から無償取得者への再譲渡

受託者が信託の本旨に反して信託財産を無償取得者に譲渡し、その無償取得者がこの財産権を処分するまで信

託違反の事実を知らなかったときに、この財産権がその後、善意有償取得者に譲渡され、さらに最初の無償取得

者に譲渡された場合、この無償取得者は、信託とは関係なくその財産権を保有することができる。

注:
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塾一、.藁撰」ll」辺鶴間

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を無償取得者に譲渡し、その者は信託違反の事実を知 らないまま、そ

の財産権がその後善意有償取得者に譲渡され、さらに最初の無償取得者に譲渡 されたときは、この無償取得者は

責任を負うことはない。無償取得者が信託違反の事実を知る前に、その財産を処分した場合、信託違反であるこ

とを知った当時の信託財産の喪失によって利得を得た限度でのみ責任を負う。第292条 第2項 参照。善意有償取得

者に譲渡した後、その者がその財産 を再取得した場合、その財産を信託財産として保有する義務はない。

第32條 善意有償取得者からの新たな信託としての再譲渡

第317条 または第318条 の場合において、信託財産が善意有償取得者から新たに他人のための信託として再譲渡

されたときは、最初の信託の受益者の権利は、新たに設定された信託の受益権の制約をうける。

注:

旦,._野E者.の 義務

受託者が信託の本旨に反して、信託財産を善意有償取得者に譲渡 し、その後、信託財産が、新たな信託にもと

ついて受託者に再譲渡された場合、その受託者は、新たな信託にもとついて、その財産権を保有する。本条で述

べ られている規則は財産が譲受人によって明示信託として再議渡 された場合ばかりでなく、受託者が擬制信託

(constructivetrust)、 復帰信託(resultingtrust)、 公益信託ないし衡平法上の先取特権を負担する状況で再

譲渡 された場合でも適用される。

例:

1.Aは 、Bの ための財産権の受託者である。Aは 、信託の本旨に反 して、その財産権を善意有償取

得者Cに 譲渡した。Cは 、Dの ための信託として、その財産権をAに 再譲渡した。Aは 、その財産権 を、

Bで はなくDの ための信託として保有する。

2.Aは 、Bの ための財産権の受託者である。Aは 、信託の本旨に反 して、その財産権を善意有償取

得者Cに 譲渡した。Aは 、Cを 欺して、その財産権をAに 戻させた。Aは 、Bで はな くCの ための擬制

信託にもとついて、その財産権を保有する。

b,ll「 託」勤⑫ 事実を却コている』1聖人の責任

受託者が信託の本 旨に反して、信託財産を信託違反の事実を知っている者に譲渡 し、その後、その財産は善意

有償取得者に譲渡され、さらに新たな信託または第三者のための擬制信託、もしくは復帰信託として、最初の悪

意の譲受人に譲渡された場合、その者は、新たな信託または第三者のための擬制信託にもとづき、その財産を保

有する。

例:

3.Aは 、Bの ための財産権の受託者である。信託の本旨に反して、Aは 、信託違反の事実を知って

いるCに その財産権を譲渡した。Cは その財産権 を善意有償取得者であるDに 譲渡した。Dは 、Eの た
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めの信託として、その財産権をCに 再譲渡した。Cは 、Bで はな くEの ための信託として、その財産権

を保有する。

第3節 信託財産の譲受以外の方法による信託違反への関与

第321条 受託者に対して支払われたものが不当に使用された場合

受託者が受領の権限を有する金銭その他の財産権を第三者が受託者に交付 し、その受託者が、交付を受けたも

のを不当に使用 した場合、第三者は、その交付の時点で、受託者が不当に使用 し、または使用しようとすること

を知り、もしくは知りうべきであった時は、信託違反関与の責任を負う。

注1

旦」_」li、是連星を虫1】らずに金銭を支払2」塑 宣

債権を信託として保有 していて、そのことを債務者が知っている場合に、その債務者が、受託者がその金銭を

受けとることが信託違反 となることを知 らずに、あるいは、受託者がその金銭 を不正に使用しようとしているこ

とを知 らずに、受託者に債務の支払いをなしたときは、受託者がその金銭を不当に使用したとしても、債務者は

責任を負うことはない。

b.受 託者が適法な売却権限の行使によって信託財産を売却した場合、その買主が、受託者がその代金を不正に

使用しようとしていることを知 らずに、その代金を受託者に支払った時は、たとえ受託者がその代金を不正に使

用 したとしても、買主は責任を負うことはない。

c.信 託 の本旨に反して受託者が信託財産を売却 した場合に、その財産権の買主は信託の存在は知っていたが、

その売却が信託違反になることを知らずに、また、その代金を受託者が不正に使用しようとしていることを知 ら

ないで代金を受託者に支払ったときは、たとえ、受託者がその代金を不正に使用したととても、信託財産の買主

は責任を負うことはない。

玉L」 †語違恒」こな.ることを知{U垣rら 支払いをな し左場合

信託として債権が保有されている場合、 もしその債務者が、受託者がその支払いを受けることが信託違反にな

るのを知 りなが ら、または、受託者が支払われた金銭を不当に使用しようとしていることを知 りながら、金銭を

支払ったときは、債務者は受益者に対して責任を負 う。

e.受 託者に信託財産売却の権限がある場合に、その財産権の買主が、受託者が受領する金銭を不当に使用しよ

うとしていることを知 りながら、代金を支払い、受託者が実際にその金銭を不当に使用したときは、買主は、そ

の代金額について、受益者に対し責任を負う。

f.前 後 書冊

信託違反の受託者によってなされた第三者に対する権利放棄の効果については、第322条 参照。

第三者の受託者に対する個人的な権利の相殺については、第323条 参照。

銀行 もしくは受寄者の信託金に対する預入れや引出しの承認についての責任については、第324条 参照。
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第322条 受託者による第三者に対する権利の放棄

第三者に対する権利が信託財産として保有され、受託者が信託の本旨に反してこの権利を放棄 したときは、第

三者は、この放棄にっき信託違反であることを知らずに対価を支払ったときに限り、その権利消滅の利益を受け

る。

注:

且.無 償の権利放鷹

契約によるか、不法行為またはその他の場合による債権であるかを問わず、信託 として債権が保有されている

ときに、信託の本旨に反してなされた受託者の無償の権利放棄は、債務者が信託の事実を知らな くても、債務者

に対 し、債務免除の効果を生じさせない。

h.権 利.、佐.棄が償疏遠屋とな重三とを缶1'・ていた場査

債権が信託として保有 されている場合に、債務者が、信託違反になることを知りながら、債務者のための受託

者による権利放棄を受け入れたときは、債務者は責任を負う。第324条 注h参 照。

C-.和 解 をする.こと坦f遮 亀区」ヒな」五ことを知って」亡友顯.金

債権が信託として保有 されている場合、信託の本旨に反 して、受託者が債務者 と和解 した時は(第192条 参照)、

債務者は、信託違反であることを知っている場合には責任を負う。

d上 橋 阻放.棄{三対し対価.を宜払土止}._±口も1[琶 竃違瞑{;な 竜三≧」迦 丘良主コー左概査

第三者に対する権利が信託財産として保有され、受託者が信託の本旨に反して、 この権利を放棄した場合、債

務者は、 この放棄につき信託違反であることを知 らずに対価を支払ったときは、その権利消滅の利益を受ける。

第323条 第三者の受託者 に対す る債権の相殺(setoff)

(1)本 条(2)項の場合を除き、第三者に対する債権が信託財産として保有され、その第三者が受託者個人に対す

る債権を有するときは、第三者は、もし第三者に対する債権が信託として保有されていなければ両者の債権が互

いに相殺でき、かっ、第三者が両者の債権の発生当時、自己に対する債権が信託財産として保有されていること

を知らなかった場合に限り、相殺をなすことができる。

(2)第 三者の受託者に対する債権が無償で取得され、かっ、受託者の有する第三者に対する債権の発生後に発

生したときは、第三者は、受託者の第三者に対する債権が信託として保有されていることを知らない場合でも、

受託者に対する債権と相殺をすることができない。

注:

旦⊥翼左の債禰が、.償髄O鍵 識前長撫三hしてしL重」税金

受託者個人に対する第三者の債権と、第三者の受託者に対する債権が、双方とも、第三者が自己の受託者に対

する債権が信託として保有されていることを知る前に発生しており、かつ、受託者に対する債権が無償で取得さ

れたのではない場合は、第三者に対する受託者の債権が受託者に対する第三者の債権よりも先に設定されたとき
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でも、後に設定されたときでも、相殺することができる。

h」_受錘{着豊慣権が畑 三段定良れ轟 場違

第三者に対する受託者の債権が先に設定 され、その債権が信託 として保有されているのを知 らない第三者が、

その後に受託者個人に貸付 をなした場合、その第三者は、それによって相殺できる債権を取得できると信じて対

価を支払っているのであるから、善意有償取得者の立場にある。その者の立場は、信託の存在を知らずに信託財

産を担保に受託者に金銭を貸付けたのと類似する。第284条 注g参 照。

仁_節 三者の債権が先ピ設定±塾起魁合

受託者個人に対する債権が先に設定され、その後に、第三者が信託金だとは知 らずに信託金の貸付を受けたと

き、その者は、相殺できる債権があることを頼 りに債務を負ったのであるから、善意有償取得者の立場にある。

例:

1.Aは 、 金銭の受瀦 である。Aは 、信託金の1.㎜ ドルをBに 貸付け、Bは その金銭が信託とし

て保有されているのを知らなかった。Bが 、信託の存在を知る前に、Aに 個人的に500ド ル貸 した。A

によるBを 相手方とする1,㎜ ドルの返還請求訴訟において、BはAに 対する500ド ルの債権で相殺する

ことができる。

2.Aは 、金銭の受託者である。Bは 、A個 人に貸 し、Bは 、その金銭が信託として保有 されている

のを知らなかった。Aの 提起 したBを 相手とする1,㎜ ドルの返還訴訟で、Bは 、Aに 対する500ド ルの

債権をもって相殺することができる。

銀行預金に対する本規則の適用については、第324条 注i参 照。

d.堂11E者 に対する権利が無償で取栂 された場合

受託者個人に対する第三者の債権が先に取得された場合、たとえそれが無償で取得されたものであっても、受

託者の第三者に対する債権が後から取得され、第三者がその権利が信託として保有されているのを知らないとき

には、その第三者は、受託者個人に対する債権と、第三者に対する受託者の債権を相殺することができる。

例:

3.Aは 、金銭の受託者である。Aは 、捺印証書によりBに 無償で500ド ルを支払うことを約束 した。

Aは 、Bに 信託金の1,㎜ ドルを貸付けたが、Bは、その金銭が信託として保有されていることを知らな

かった。Aの 提起 したBを 相手とする1,㎜ ドル返還訴訟において、BはAに 対する500ド ルの債権で相

殺することができる。

e.第 三者に対する受託者の債権が先に取得された場合、受託者に対する債権が無償で取得されたときには、た

とえ第三者に対する債権が信託として保有 されていることを知 らなくとも、第三者は、受託者個人に対する債権

と相殺することはできない。

例:

4.Aは 、金銭の受託者である。Aは 信託金の1.000ド ル をBに 貸付け、Bは 、その金銭が信託財産

であることを知 らなかった。Bが 信託の存在を知る前に、AはBに 対 し、捺印証書により500ド ル を無
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償で支払う約束をした。Aの 提起したBを 相手方とする1,㎜ ドルの返還訴訟で、Bは 、Alこ 対する500

ドルの債権により相殺することはできない。

上 認識鋤 基

第三者に対する債権が信託として保有されている場合、第三者が、自己に対する債権が取得 されたときに信託

として保:有されたことを知った場合には、たとえ受託者に対する債権が取得 されたときにはその信託の存在を知

らなかった場合でも、第三者は、受託者個人に対する債権と相殺することができない。

例:

5.Aは 、繊 の受緒 である。Bは 、A個 人に珈 ドルを鮒 けた。Aは 、信託金の1,㎜ ドルをB

に貸付け、Bは 、その金鋤 嘱 託腱 であることを知ってし・た。Aの 提起するBを 相手方とする1,㎜

ドルの返還請求訴訟において、BはAに 対する500ド ルの債権で相殺することはできない。

且_第 三者に対する権利が信託として保有されている場合、受託者に対する第三者の債権が取得された時点で信

託の事実を知ったときには、たとえ第三者に対する債権が取得 された時点では信託の存在を知 らなくとも、第三

者は、受託者に対する債権と相殺することはできない。

例:

6.Aは 、金銭の受託者である。Aは 、信託金の1.㎜ ドルをBに 鮒}ナ 、Bは 、その金鋤{信 託とし

て保有されていることをその時は知らなかった。Bが 信託の存在を知った後、Bは 、A個 人に500ド ル

貸した。Aの 提起したBを 相手方とする1,㎜ ドルの返還訴訟において、Bは 、Aに 対する500ド ルの債

権で相殺することはできない。

第324条 信託資金の受寄者

受託者が信託資金を銀行に預金 した場合、銀行は、受託者が信託の本旨に反して預金を し、または預金の引出

しをなすことを知りながらこれを許容 したときには、その信託違反に関与 したことの責任を負 う。

注:

a.本 条 の適用範囲

受託者が、信託の本旨に反 して信託資金を銀行に預け入れた場合、銀行は、預金された資金を信託とは無関係

に保有するものではない。但 し、信託違反の事実 を知らずに対価を与えた場合はこの限 りでない。単なる支払い

の約束は対価ではないので(第302条 参照)、 預金額についてまで貸付けることは銀行を有償取得者とはしない

(第302条 注g参 照)。 そして預金者が、銀行に債務 を負っていないで、預金を引き出していない場合は、銀行は

善意有償取得者ではなく、信託に服する資金を保持することになる。これは、たとえ銀行が預金が信託違反であ

ることを知 らな くても同様である。

もし、信託資金が預けられた銀行が信託違反を知 りながら預金を受入れたり、引出を承認 した場合それが有償

であろうが無償であろうが、銀行は信託違反の責任を負う。何が認識で、その効果は何であるかは次の注で考慮
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する。

h.,1到 童力ヨri鎚連痕になることを知コ.て砥金を曇制一ム」旦立射査

受託者が信託の本旨に反 して信託資金を銀行に預け入れ、銀行が、その資金を受け入れたときに、信託違反の

事実を知っていた場合は、 この信託違反行為に対する関与の責任を負い、その資金につき法定受託者としての責

任を負う。このように、 もし銀行が、信託資金であることを知 り、信託条項により銀行預金が禁 じられているこ

とを知っていた場合、銀行は信託違反に関与した責を負い、預金資金について擬制信託が発生する。

o.ll{託 勘定口の預金

銀行が、預け入れられた資金が信託資金であることを知ってお り、その預金が受託者の名でなされていても、

銀行は、受託者に預け入れの権限がないことを示す状況がない限 り、受託者にその権限があるかどうか調査する

必要はない。

たとえば、受託者が、受託者としての自分に支払 うよう手形に裏書きをして、受託者としての債務保証のため

にその手形を銀行に預け入れた場合、その銀行は、手形の預け入れが信託違反になるかどうか調査をする義務は

ない。また、信託条項に、銀行への寄託が禁止されていても、その信託条項を知 らなかったり、受託者が信託違

反をおかしていることを示すような事情がない場合には、銀行は、信託違反関与の責任を負うことはない。

d ..個 人ll壇 穿 の脚 ナム並

預け入れた資金が信託資金であることを銀行が知っていて、かつ、その預け入れが受託者個人の名でなされて

いても、銀行は、その受託者が信託違反として預金をしたかどうかを調べる義務はない。また、預金が信託違反

であっても、受託者が信託違反をおかしたことを示すような事情がなければ、銀行は、信託違反行為関与の責任

を負うことはない。例えば、受託者が、受託者としての自分に支払 うように、.手形裏書をして個人口座の保証の

ためにそれを預け入れた場合、銀行は預金の際に信託違反をおかしているか否かを調査する義務はない。たとえ

受託者が信託違反をおかしたとしても銀行はそれを知っている状況がない限 り、信託違反の責任を負わない。

同様に、受託者が個人口座の保証のために受託者としての自分によって引出せる小切手を当該銀行もしくは他

の銀行に預け入れ、しかもその小切手は受託者個人と預金銀行に支払われる場合、銀行に調査義務はない。たと

え、受託者が事実は信託違反をおかしていたとしても、銀行がそれを知っている状況がない限 り、信託違反の責

任を負わない。

£」_受託者たる銀行は、受託者 としての口座の担保とせよという指示に違反 して、受託者の個人口座に信託金を

入れてしまったときは、責任を負 う。

f.引 き出しの許可

信託資金の受寄者たる銀行が、受託者が引き出した資金を悪用しようとしていることを知 りなが ら、小切手の

支払いに応ずることにより受託者に引き出しの許可を与えた場合、銀行は、信託違反行為関与の責任を負う。

五」_受寄者たる銀行が、受託者が信託違反 をおかして、その資金を引き出し、または引き出した資金を悪用しよ

うとしていることを知 らずに、受託者の小切手につき支払いをした場合、銀行は、信託違反行為関与の責任を負

うことはない。例えば、受託者が、受託者 としての自分に預金口座 を設け、第三者へ支払える小切手を示した時、
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銀行は資金引出の際に調査義務はない。受託者が真実は信託違反を犯 していたとしても、銀行がそれを知ってい

る状況を示さない限 り、信託違反の責任を負わない。

同様に、受託者が、受託者 として引出可能な小切手を引出した場合も、銀行に小切手が受託者個人もしくは、

第三者、他行に支払われるのか調査をする義務はない。口座が受託者個人で開設されていて も同様である。

同様に、受託者が自分の口座の保証のために受託者としての自分によって引出された小切手や、受託者として

の自分に支払われるべき裏書された小切手が預け入れ られ、後にそれが引出されたり、第三者に支払われた場合、

銀行が違反を知っている事情がない限 り調査義務はない。

h. ,.銀行}主剤す墨堤晶者麗人亜飽 支払

信託資金の受寄者たる銀行が、受託者個人の銀行に対する債務の支払いのために、信託資金から支払われる小

切手を受け取った場合、その銀行は、信託資金がそのように使われることを知っていたときに限 り、信託違反行

為関与の責任を負う。第322条 参照。

例えば、受託者個人の債務の支払のために信託義務違反によって引出された小切手を受取った場合、銀行は信

託違反の責任を負う。

但し、銀行が小切手を受取ったということだけで、銀行が信託違反に悪意であることにはならない。さらに引

出が信託違反としても引出したということだけで信託違反にならない。

⊥エ魍哲1こ対する受認置の個ム債務の相殺

信託資金の受寄者たる銀行が、その資金が信託資金であることを知っている場合、受託者が個人的に負ってい

る債務と相殺することはできない。第323条 参照。

⊥_銀 行への預金がなされた時に、受託者の債務 も発生した場合で、預金 された資金が信託資金であることを知

らないときには、受託者の個人的債務 と相殺することができる。第323条 参 照。

例:

1.Aは 、金銭の受託者である。Aは 、信託資金の1.000ド ル をB銀 行に預け入れ、B銀 行は、預金

された金銭が信託として保有されているものであることを知 らなかった。B銀 行がその事実を知る前に、

A個 人1こ500ド ル を貸 した。AのB銀 行を相手 とする1.㎜ ドル返還請求訴訟では、B銀 行は、Aに 対す

る500ド ルの債権で相殺することができる。

2.Aは 、金銭の受託者である。B銀 行は、A個 人に500ド ル貸 した。Aは 、信託資金のL㎜ ドルを

B銀 行に預金し、B銀 行は、預け入れられた金銭が信託 として保有 されているものであることを知らな

かった。Aに よるB銀 行を相手方とする1,㎜ ⇔ レ返還請求訴訟1こおいて、B銀 行は、Alこ 対する㎜ ド

ルの債権で相殺することができる。

第325条 受託者の保有する有価証券の移転の登録

受託者が、自己の名義となっている信託財産たる株式、社債、その他の会社の証券を、信託の本旨に反して譲
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渡し、会社がこの譲渡の登録をしたときは、会社は、登録した当時に信託違反の事実を知ったり、もしくは知 り

うべき場合に限り、この信託違反に対する関与の責任を負う。

注:

旦.借 」托坦坦存在を知 らμい掃立

株式が、受託者の個人名義で登録 され、受託者がその株式を信託の本旨に反して譲渡した場合、会社は、信託

の存在を知らないときには、譲渡の登録につき責任を負うことはない。

h,.信 託違反の認識し丈⊥、蚤場A∫1坦画引ρdge)

株 式が受託者の個人名義または受託者としての名義で登録され、受託者が、信託の本旨に反 してその株式 を譲

渡した場合、会社がその株式の譲渡が信託違反になることを認識しているときには、株式の譲渡の登録につき、

責任を負う。

c.口 語違反(nnUcU)を 知 り.うぺ妻場白

株式が、その者が受託者であることを示す文言により推定される受託者名で登録 されている場合、会社は、そ

の受託者に譲渡の権限があるかどうかを調べなければならず、そのような調査をしていれば受託者に譲渡の権限

がなかったことが明らかになる場合に限 り、会社は、信託違反関与の責任を負う。

d.輌 奨 託古法{Ullif町■fiduoiari帖 畦D

統 一受託者法第3条 により、会社の株主名簿に登録されている受託者がその株式を譲渡する場合、会社は、受

託者がその譲渡をすることが信託違反になるかどうかを調べる義務はなく、信託違反であることを現実に認識 し

ている(actual㎞ouledge)か 、譲渡の登録行為が悪意(badfaith)に 相 当することを認識していた場合に限 り、譲

渡の登録につき責任を負う、と規定 されている。'

一 ■inec卿 咀

信託条項または法令によって、受託者には、自己の指名する第三者の名義で信託財産を保有する権限が与えら

れることがある。このような場合、信託として証券が保有 されている時には、会社は、受託者の指示により、指

名された名義で株式の登録をすることができ、受託者にその権限があるのか、あるいはその後に名義人がその株

式を譲渡できるのかを調査する義務はない。

〔訳注 〕

本条で述べられている規則は、経験則上、良 くない規則であるとされている。合衆国では一般に適用されてい

るが、英国では、廃止されている。信託違反を予防する方法としては、あまりにも効果がない。名義人の使用に

よって、信託の存在を会社に登録させておこうとする効果を失わせてしまう。この規則は、法令によって廃止 さ

れるのが妥当であろう。Unifor■Co■ 陀rcia】Code第8条 ～第403条 、Unifor■ActforSi叩1ificationof

FiduciarySecurityTransfere参 照 。

第326条 受託者とのその他の取引
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受託者が信託違反をおかすことを知りながら、信託違反行為に関与した第三者は、信託財産の譲受人でなくと

も、信託違反により生じた損害に対し責任を負う。

注:

旦⊥一重睡蓮亙 を認識していた 合

第三者が、受託者が信託違反をおかすことを認識しながら、受託者の信託違反行為に関与した場合は、受益者

に対し、信託違反関与の責任を負う。

たとえば、受託者が代理人に信託財産を売却するよう指示し、代理人が受託者に信託財産を売却する権限のな

いことを知っていながら、しかもその売却をなしたときには、代理人は、信託違反行為に関与した責任を負う。

」L」菖雌」堕厘を知旦i空 き櫛窺

顧客が、受託者としての名で、投機的な取引の証拠金ために、証券を株式仲買人に預けた場合、仲買人は、顧

客が受託者であり、しかも信託違反行為をおかしていることを知りうべき時には、責任を負う。しかし、仲買人

に対する勘定が、受託者としての顧客の名義で開かれているだけで仲買人に信託の存在の調査義務を課さない。

仲買人が信託違反の事実について知らなければ、仲買人には責任はない。

顧客が仲買人に受託者としての名義で、証券の売却と投資のために証券を預けた場合、仲買人は、売却や投資

の権限調査の義務はない。たとえ受託者に売却の権限がなく、投資によって利益を得ることが信託条項によって

正当な信託権限の行使でないとしても仲買人に責任はない。

第4節 出訴期限法(Sta加teofLi面tations)と 消 滅時効(laches)の 効果

第327条 受託者が出訴期限法および消滅 時効により権利行使を禁 じられた

場合の受益者の権利

(1)本 条(2)項 の場合を除き、受託者が出訴期限法および消滅時効により、信託財産に関し第三者に対して訴を

提起することを禁じられたときは、受益者もまた第三者に対し訴を提起することができない。

(2)第 三者が故意に(kn㎝inoly)信 託違反に関与 したときは、受益者は、この違反にっき、第三者に対 し訴を提

起することができる。但 し、以下の場合はこの限りでない。

(8)受 益者自身において消滅時効(18che3)を 負 うとき

(b)信 託違反に関与 しない共同受益者、または第三者に対する違反責任を問う権利のあることを知っている

承継受託者が、第三者に対し訴を提起すぺきことを怠り、そのために出訴期限法または消滅時効により

訴訟提起が禁 じられることになったとき。

注:

旦.鷺 托者」⊇1レ 不 一 をなした者

信託財産に関する不法行為につき、受託者による第三者を相手方 とする訴訟提起が出訴期限法によって禁じら

れるに至った場合、受益者は、第三者を相手に救済請求ができない。
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b.受 託者を相手とする訴訟では、もし受託者が信託とは無関係にその財産を保有していれば、出訴期限法によ

り楽しられたであろうという場合に限り、受託者の訴の提起は出訴期限法によって禁止されることになる。

c.受 託者および受益者は、法定期間の経過の後には訴の提起が禁止される。たとえ受益者または複数受益者の

1人 が未成年であるとか、みずから権利をもっていたとすれば、同じく制限を受けるであろうような行為能力制

限を受けていてもそうである。

d.ま た、受益者の1人 または数人が将来にのみ享有できる権利を有 しているとか、受益者の1人 または数人が

確定されていないということは重要ではない。

例:

1.Aは 、 甲地 を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後はCに 甲地を引き

渡すよう指示した。Cが1才 の時、Eが 甲地を占有し、不法に20年 間 占有 し続けた。法令によって、土

地の所有者は他人が20年 間不法に占有した後での土地の回復請求を禁じられている。B、Cま たはDは

Eに 対して何らの普通法上または衡平法上の訴訟を提起することはできない。

2.Aは 全財産を信託としてBに 遺贈し、その財産からの収益をC生 存中はCに 支払、C死 亡後はそ

の財産をDに 引渡すよう指示 した。信託財産の中にはEの 振出した約束手形が含まれていた。受託者は

出訴期限法による約束手形の有効期間の10年 間、手形の行使をしなかった。その期間Cは 未成年であっ

た。Eに 対してB、Cあ るいはDは 何らの普通法または衡平法上の訴訟を提起することはできない。

e.他 方、受託者が無能力者であった場合、たとえ受益者が能力者であったとしても、出訴期限法による制限を

受けることはない。たとえば、受託者が、訴訟原因が生じた時に心身喪失の状態であり、出訴期限法の制限を受

けないときには、たとえ受益者が無能力者でないとしても、訴提起の権利は制限されない。

f.受 託者が信託違反をして、違反行為者(1rongdoer)ま たは契約者を相手方とする訴の権利が出訴期限法の制限

にかかるのを許容した場合には、受益者は信託違反につき受託者を相手方とする訴訟を提起することができる

(第177条 参照)。 但し、受益者の権利不行使による消滅時効によって、訴提起が制限される場合はこの限りでな

い(第219条 参照)。

且」_本条で述べられている原則は、信託財産に対する侵害による損害の回復請求のみならず、信託財産そのもの

の回復請求にも適用される。

h.信 託違反につき、違法行為者または契約者のために、受託者が権利放棄をした場合の効果については第321条

参 照。

i.fli託 財 産の」壌受人

受託者が、信託に違反して善意有償取得者ではないが信託違反に関与していることを知 らない第三者に信託財

産を譲渡し、かつ、受託者が出訴期限法または消滅時効によって、譲受人に対する訴訟を制限された場合、たと

え受益者が無能力者であっても、あるいは受益者の権利が将来発生するものであっても、 さらに受益者が信託違

反の事実を知 らなくとも、受益者もまた譲受人を相手方 とする訴につき出訴期限法の制限を受ける。

たとえば、受託者が信託財産処分の権限があると誤信して財産を譲 り受けた場合、受託者が出訴期限法または、
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消滅自己により譲受人に対する訴訟が許されない時、譲受人は信託の制限を受けない財産を保持する。

⊥_受 託者が第三者を相手方 とする訴の権利が出訴期限法によって制限されるのを許容したときには、受益者は

信託違反につき受託者を相手方とする訴訟を提起することができる{第177条 参照)。 ただし、受益者が消滅事項

によって制限される場合はこの限りではない(第219条 参照)。

(2)項 の注

k.{郡 随 垣に故意に閲』rL左 譲受人に対する受託者¢卯i訟±捌 阻妻」」工る揚音

第三者が故意に信託違反に関与した場合、受託者が訴訟を禁止 される事由のあるときに限 り、受益者は、第三

者を相手方 とする訴を提起することができる。受益者は、消滅時効の効果をうける場合に限 り、訴の提起 を制限

される。

例:

3.Aは 、5才 のBを 受舗 とする1,㎜ ドルの信託の受託者である。Aは 、信託の本旨1こ反 して、

自己の債権者Cに その金銭を支払 ってしまった。Cは 、信託違反の事実を知っていた。その直後、Bは 、

適齢に達してすぐCに 対して訴訟を提起した。Bの 訴権は禁止 されない。

⊥」 蓑継受菖王者のr僻訟坦劃 璽旦鎚 金

受託者が、解雇 ・辞任 ・死亡によって新しい受託者が指名された場合に、 この新しい受託者が信託違反の事実

を知 りなが ら、出訴期限法または塀怠責任により制限されるに至るまで訴の提起 をしなかったために、訴の提起

が禁止されたときには、受益者 もまた訴の提起が禁止 される。

m,」U哩 受託者が蒔の提起剛PI眼 を堂ける場合

同様に、共同受託者の1人 が、信託の本 旨に反して、善意取得者でない第三者に信託財産 を譲渡した場合に、

他の受託者は、その信託違反に関与はしなかったが、後に、その事実を知 りながら、出訴期限法または塀怠責任

によって禁止 されるに至るまで訴の提起をしなかったときは、受益者 もまた訴の提起をすることができない。

第5節 受益者による義務免除および受益者に対する相殺

第328条 第三者に対する権利の受益者による義務免除

第三者に対する権利が信託として保有されているときに、受益者が第三者に対 し、この義務を免除した場合は、

第三者が依然として責任を負担することが、訴訟の循環(circoity)を 惹起させる結果となる限りにおいて、第三

者は義務を免れる。

注:

a.拠 循 勉 阻止

本条で述べ られている法準則は、訴訟の循環の阻止が根底にある。第三者に対する権利が信託として保有され

ている場合、受託者に支払 うことが債務者の義務である。受託者に支払いをなせぱ、債務者は、その請求権に対

する抗弁権をもつことにな り、受託者がその支払われた金銭を不正に使用するという信託違反行為をおかすのを
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知 らない限り、債務者はそれ以上の義務を負わない。受益者に支払いをすることは、債務者にとって適法な抗弁

とはならない。しかしながら、債務者が受託者に支払 うよう強制され、かつ、すでに支払いを受けた受益者が債

務者に支払うよう強制 されるような場合には、債務者を相手方とする受託者による訴訟につき、債務者は、衡平

法上の抗弁をなしうる。第15条 注d参 照。

b..受 益者が坦睦 む支払些」を至当垂揃撰」を≡ 場合

第三者に対する権利が信託として保有され、受託者がその債権を取 り立てて直ちにそれを受益者に支払う義務

を負 っているときに、債務者が受益者に支払ってしまった場合、その債務者は、受益者が無能力でない限り、ま

たその権利が譲渡できないものでない限 り、その債券につき衡平法上の抗弁権を取得する。債務者に抗弁権を認

めることは、訴訟循環の阻止が目的である。なぜなら債務者が受託者に支払う義務があり、受託者が受益者に支

払う義務がある場合、債務者に返還する義務が発生するからである。第15条 注d参 照。その結果は受益者が債務

者に免責を与えた場合と同じである。

例:

1.Aは 、Cが 成年に達した時に保険金をCに 支払うという内容の信託として、受託者Bに 支払われ

る生命保険証券を受け取った。生命保険会社は、Cが 成年に達 した後、Cに 保険金を支払った。Bは 、

保険会社を相手に、保険証券に関する訴訟を提起 した。保険会社は、その訴訟に対 し、抗弁権を有する。

C。 本条で述べられている法準則は、元本と同様、収益についても適用される。

例:

2.Aは 、全財産 を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益 を支払い、C死 亡後は元本をDに 引

渡すよう指示した。その信託財産の中には、Eの 負っている債務 も含まれていた。Eは 、自己の債務から

生じる果実をCに 支払った。Cは 、無能力者ではない。BがEを 相手方としてその果実につき訴訟を提起

した。Eは 、その訴訟につき、抗弁権を有する。

」L.還 益者にs即 時1も支払L㌦を長け是権附坦星巳場合

信託条項によって、一定の期間満了後にのみ、信託財産を受益者に引渡すよう指示されている場合で、かつ、

その信託財産の中に、第三者に対する権利が含まれているときに、一・定期間満了前に、受益者が第三者から支払

いを受け、あるいは、彼に対し債務免除をした場合は、受益者が無能力者でなく、受益権が譲渡できないもので

ない限り、債務者は、その権利につき抗弁権を有する。

例:

3.Aは 、 全財産 を信託としてBに 遺贈し、Cが40才 になるまではCに 収益を支払い、Cが40才 にな

った時には元本をCに 引渡すよう指示した。信託財産上に受益権を有する者はC以 外にはいない。その

信託財産にはDに 対する権利が含まれていた。Cが30才 になったときに、Dは その債権額をCに 支払っ

た。BはDを 訴えた。Dは 、その請求に対し、抗弁権を有する。

⊇ 幽

第三者に対する権利が信託財産の一部として保有され、その受益者の権利が譲渡できないものであり(第152条 、
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153条 参照)、 かつ、債務者が受益者に支払いをなし、あるいは受益者が債務免除をなしたときは、その債務者は、

その請求に対 して、抗弁権を有 しない。そのような場合、債務者は受益者個人に対して支払われた額まで請求で

きるが、信託上の権利に対してその請求権を実行できない。

:f,一粟益者が無援力者τ毒炎墨金

第三者に対する権利が信託として保有されている場合に、受益者が無能力者であり、かつ、債務者がその受益

者に支払いをなすか、あるいは、受益者がその債務免除をなしたときには、債務者は、その請求につき抗弁権を

有しない。但し、受益者の無能力者でなくなった時点で利益が残っていた額の限度 もしくは、必要費を免れた限

度ではこの限 りではない。

乱_奨 益者1三」よ_重債権蔵渡.{旦鎚 喧喧拙L)

第三者に対する権利が信託として保有され、受益者がその権利を他の人に譲渡 し、かつ、債務者がその後に旧

受益者に支払いをなすか、あるいは、その者から債務免除をうけた場合、たとえ債務者がその譲渡を知らなくと

も、債務者は、その請求につき抗弁権を有しない。債務者に受託者への支払いを強制することは、訴訟の循環を

ひきおこさない。なぜなら受託者は譲受人に利益を支払 う義務があ り、旧受益者に支払う義務はない。債務者は

しかし1日受益者から償還できるというのは支払は過失に基づくものだったか らである。

結果は、受益者の権利が債権譲渡によって終了したのと同じである。

第329条 第三者の受益者に対する債権の相殺

第三者に対する債権が信託 として保有され、かっ、第三者が受益者に対し債権を有するときは、この両者の債

権の相殺を禁ずることが訴訟の循環を惹起させる結果となる限りにおいて、第三者は相殺をすることができる。

注:

旦。受益者が、坦!叫に理趣 塑1」 ±壷権限堂イ工丈る場合

第三者に対する債権が信託として保有され、その債権を取 り立て直ちにそれを受益者に支払 うことが受託者の

義務である場合、受託者によって、その債務者に対する債権につ き普通法上の訴訟が提起された時、債務者は、

受益者に対する自己の債権を、普通法上の抗弁として出す ことはできない。しかし、普通法上の訴訟において衡

平法上の抗弁を出すことを認めている州では、衡平法上の抗弁として出すことが可能であ り、または受託者の権

利行使を禁止するよう衡平法上の訴を提起することができる。

b⊥ 受益者」二 即時に支払いを受亘る権限坦な込掲金

信託条項によって、信託財産が一定の期間満了時にのみ受益者に引渡されるものと規定され、かつ、信託財産

中に第三者に対する債権が含まれている場合、その債権につき、受託者が訴を提起したとき、債務者は、受益者

に対する債務者の債権を抗弁 として持ち出すことはできない。

£,一撞豊書肺托

第三者に対する債権が信託 として保有され、かつ、受益権が譲渡 しえないものとされている場合(第152条 、
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第153条参照)、第三者に対する債権につき受託者が訴を提起したときは、その債務者は、受益者に対する自己の

債権を抗弁として持ち出すことはできない。

旦　 受益者妃無能力者であ互損金

第三者に対する債権が信託として保有され、かつ、受益者が無能力者である場合、第三者に対する債権につき

受託者が訴を提起したときは、その債務者は、受益者に対する債権を抗弁として持ち出すことはできない。
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第10章 信託の終了および変更

第330条 委託者による信託の撤回

第331条 委託者による信託の変更

第332条 撤回または変更の権限の錯誤による遺脱

第333条 取消および訂正

第334条 信託期間の満了

第335条 信託目的遂行が不能または不法となる場合

第336条 緊急の事情による終了

第337条 受益者の同意

第338条 受益者および委託者の同意

第339条 委託者が唯一の受益者である場合

第340条 受益者の内のある者が同意しない場合

第341条 混同

第312条 受託者が信託財産を受益者に譲渡、または受益者の指図に従って譲渡する場合

第343条 受益者が受益権を受託者に譲渡する場合

第趾 条 信託終了の場合における受託者の権限および義務

第345条 受託者が信託終了に際して信託財産に対する権利または占有を移転する義務

第346条 信託財産の変形への指示

第347条 数人の受益者がある場合の信託財産の分配方法

第330条 委託者による信託の撤回

(1)委 託者は、信託条項において信託の撤回の権限を留保 した場合およびその範囲において、信託の撤回をな

すことができる。

(2)第332条 および第333条 の場合を除いては、委託者は、信託条項において信託撤回の権限を留保 しない限り、

信託の撤回をなすことはできない。

注:

旦..」 信託麺 ⊥

「信託条項」という用語は、信託に関する委託者の意思の表示 を意味し、訴訟手続においてその証明を許され

たものを言う。第4条 参照。信託条項を決定する委託者の意思は、信託設定時の意思であって、その後の意思で

はない。意思表示が証拠能力ある証拠によって証明されるならば、書面、口頭または行為で表現 されたものであ

ろうと、その意思表示は信託条項である。

上⊥」部璃≒項が書川になっている場合
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信託が設定され、その信託に関する委託者の意思表示が書面になって、その書面に委託者の意思が完全に表示

され、かつ、信託証書に、委託者が、その信託を撤回する権限あ りと規定されていない場合、委託者がその信託

設定につきなんらの対価 も得ていなくとも、その信託は、委託者によって撤回されることはない。しかしながら、

委託者が、撤回の権限を留保しようと思っていたが、錯誤によって、その規定を入れなかった場合、委託者は、

信託証書を変更(第332条 参照)す ることができ、また、委託者がその信託を、詐欺 ・強迫 ・不当威圧または錯誤

によって設定 した場合は、その信託を取消すことができる(第333条 参照)。

信託証書の意味が不明確で委託者が撤回権限を留保しているのか否か不明確である場合、信託設定時の状況証

拠が信託証書の解釈のために認められる。第38条 参照

信託の設定は、記載証書によりあきらかであるが、その証書では、信託条項が完全に書かれていないことが示

されているときには、委託者が信託を撤回する権限を留保したという意思表示を示す外部証拠(extrinsicev1-

dence)を 許容することができる。たとえば、信託設定以前に、財産権の所有者がその財産権を受託者 としての他

人に移転すること、及びその所有者は随時信託を撤回する権限を有することにつき合意をし、その後この口頭の

合意に従ってその財産権を保有することを受託者に指示する信託証書により財産権を移転 した場合、委託者は撤

回権限を有する。契約のリステイ トメント第226～244条 と比較せよ。

旦』一間語条項がチ}|Ilil三書かれていない場喧

信託の設定が、証書によって明らかにされていない場合、たとえ委託者がその信託の設定にっき何らの対価も

得ていなくとも、その信託は、取消 しできないものと推論 される。たとえば、ある証券の所有者が、それを他の

人に譲渡し、口頭で、その証券を信託として保有し、委託者が生存中に収益を委託者に支払い、死亡後は委託者

の子供たちにその証券を引渡すように指示した場合、委託者は、信託の撤回の権限を留保 しなかったものと推論

される。

一方、委託者が、その権限を留保する特別な言葉を使っていなくとも、信託撤回の権限を留保する意思である

ことを示すような事情がある場合がある。委託者がその信託を撤回する権限を留保する意思を表示したかどうか

の問題で、重要な要素は以下のものである。(1)撤 回の権限を留保しないで信託を設定したことが、委託者の不

注意によるものであろうと思われる事実、(2)委 託者と受益者の関係、(3)委 託 者がその信託を設定しようとし

た理由、(4)委 託者がその信託の設定を受益者に知らせたかどうか、(5)信 託財産の性質、(6)委 託者が撤回の権

限を留保 した場合、委託者の責任、所得税及び相続税の財産に対する効果。

信託条項が書面になっていない場合、信託条項 を決定する際にこれ らの要素が重要な問題となる可能性があり、

もし、これらの要素により委託者が信託を撤回する権限を留保する意思を有 していたことが明らかになるならば、

委託者による信託を撤回する権限の留保は信託条項のひとつとなる。他方、信託条項が完全に示されている書面

により信託が設定された場合、同様の要素が重要な問題となる可能性があるが、信託条項を変更するためにでは

なく、撤回権限を留保されなかったことが錯誤によることを示し、条項の変更をする根拠をなすものとして問題

となる。第332条 注a参 照。信託が口頭又は書面による信託宣言により設定 された場合、結論は同様であるが、結

論に至る過程が異る。

546

叫

一



【第10章 】

d..」苗睡宣王『および情随 とし工{蝿 菰

本条で述べられている規則は、信託が、信託宣言で設定 された場合も、受託者への信託財産譲渡で設定された

場合も、適用される。信託譲渡がなされた場合と同様、信託宣言がなされた場合も信託は撤回不能であると推論

される。しかし、財産権の所有者が信託譲渡した場合 と同様、信託宣言をした場合も、財産権の所有者が信託撤

回権限を留保する意思を有することが状況から明らかになる可能性が有る。たとえば、預金者が自己の名義で他

人のための信託の受託者 として貯蓄銀行に預金している場合、預金者は撤回権限を留保 しているものと推論され

る。撤回不能信託を設定する意思が他の状況から推論 される場合、たとえば預金通帳が受益者に交付されていた

場合、この推論は覆される。他方、撤回可能な信託さえ設定する意思のなかったことが状況から明 らかになるこ

とがある。第36条 注b、 第58条 注a参 照。

白.、不窮余に縮 毛が1世定一主虹土場金

本条で述べられている規則は、信託の設定が完了された場合に限 り、適用される。委託者が信託の設定に必要

な行為の全部はまだしていない場合(第17条 か ら第73条(第2章)参 照)は 、撤回の問題は何ら出てこない。たと

えば、財産権の所有者が、生前行為で、第三者を受益者 とする信託を設定するために受託者にその財産権を譲渡

した場合で、信託の目的物の引渡がなかったり、譲渡証書の交付がなかったり(第32条 参 照)、 それが遺言による

処分であったり(第53条 か ら第28条 参照)し たために、財産譲渡の効果が生 じないときは、信託は設定されたこと

にならないし、その財産権は、信託とは関係なく所有者のものである。このような場合には、信託は設定されて

いないのであるから、委託者の撤回の権限の留保は問題にならない。

普通法上の権原の譲渡は有効であるが受益権が処分されていない場合、たとえば、受益者の指定なく単に信託

として譲受人に対 して譲渡が行われた場合、委託者はその処分を撤回してその財産を自己へ再譲渡するよう譲受

人に強制することができる。そのような撤回後、委託者はその財産権を信託とは関係なく保有できる。

同様に、委託者が将来行う生前行為によって受益権が処分される場合、たとえば、委託者が将来捺印証書に定

める者に対しその捺印証書で定める割合で信託として譲受人に譲渡を行った場合、委託者はその信託を撤回でき

る。なぜなら、受益権が委託者以外の者に対する関係では有効に成立 していないからである。委託者は譲受人に

対してその財産権を自己に再譲渡するよう強制することができ、再譲渡後、委託者はその財産権を信託とは関係

なく保有できる。

また、譲受人への財産譲渡が、委託者が遺言で指示する人のための信託としてなされ、しか も遺言で指示され

る割合で行なわれるというように、受益権が、委託者の遺言行為によって処分できるようになっている場合には、

委託者は、信託を撤回することができる。委託者は、その財産を自己に再譲渡するよう譲受人を強制することが

できるし、その再譲渡後は、委託者はその財産を信託と関係な く保有することになる。

例:

1.Aは 、生前行為でBに 財産を信託として譲渡し、その信託の受益者は、Aの 最終の遺言で指定す

るものとした。その後Aは 、BにCの ための信託として、その財産を保有せよと指示をした遺言を作成

した。Aは 、Bに 、その財産をAの もとに戻すよう強制できる。
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一方、財産権の所有者が、証書によって、最終の遺言で設定するのと同じ信託にもとついて保有するよう生前

行為でその財産権の譲渡をした場合で、かつ、その遺言には特定の受益者のための信託が指示されていた場合に

は、遺言その ものは撤回可能でも、生前行為でなされた信託は、撤回できないものである。遺言の条項を遺言と

してではな く単に証書の文 言として、組み込む意思を表示し、信託証書に撤回権限を留保 していないならば、財

産権の所有者は撤回権限を留保していない。

例:

2.証 書によって、Aは 、遺 言に書かれている信託にもとついて財産を保有させる趣旨で、生前行為

によりBに 財産譲渡をした。Aは 、遺言書を作成し、そのコピーを信託証書に付加した。信託証書では、

Aは 撤回の権限を留保していなかった。遺言書に、Aは 、 自己の全財産を一定の信託として保有するこ

とを指定していた。その後、Aは その遺言の撤回をした。Aは 、信託としてBに 譲渡 した財産を、Aの

もとに返すようBを 強制することはできない。

f.撤 回の権限を留保し二ζも、一信託」ま無効.で.なし±。_

委託者が、信託の撤回の権限を留保して も、信託そのものの効力を失わせてしまうわけではない(第37条 参照)。

また、撤回権限を留保 しても、信託の設定行為を遺言法の要件を満たさなければ無効 となる遺言行為としてしま

うわけでもない(第57条 参照)。

菖,総 債権者のため_坦講撞(堅 塁g鳴 丘醇}

債務者が、総債権者のために、自己の財産を譲渡した場合、総債権者のための信託が設定 されたと推論され、

たとえその譲渡に総債権者が同意を与えていなくとも、債務者は、撤回しえない信託を設定 したと推論される。

そのような譲渡をなくす ことにより債務者は財産権に対する支配権を放棄 し、'ただその財産権を債権者への支払

に用いるよう譲受人を強制する権利を保持し、債権者が債権の満足を得た後、剰余があれば払戻 しを受ける意思

であると推論 される。

虹 乗鵡者の帖定の債権者のため唖窟托

債務者が、債権者の代理人でない第三者に金銭または他の財産権を交付し、それらを債権者への支払いのため

に使うよう指示した場合、その第三者は、債務者または債権者の受託者とな りうる。第三者が債務者のための受

託者か債権者のための受託者かは、債務者の意思表示による。

債権者との合意にもとづき債務者が第三者に対して財産権を譲渡した場合、その合意により第三者が債権者の

ための受託者であるのかが決定される。財産権が第三者に譲渡されたら債務者に対する債権を放棄する旨、債権

者が合意 している場合、その第三者が債権者のための受託者となることは明らかである。債権者が債権を放棄し

なかったとしても、あるいは、債権を強制しないことに合意しなかったとしても、債権者 との合意により、譲渡

がなされた場合は、通常、その第三者は債権者のための受託者である。

債権者との合意にもとつかずに財産権の譲渡がなされた場合、信託は債権者のためでなく債務者のためであり、

債務者は債権者の同意を得ずに随意に信託を撤回できることが推論される。このような場合、譲渡は債務者の便

宜上行われただけであ り、撤回不能な権利を債権者に与える意思のなかったことが推論される。しかしながら、
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このような場合であっても、債権者のための信託を設定 して、その処分を撤回することにより債権者から剥奪す

ることができない権利をその財産権につき債権者に与える意思を表示することはできる。

債務者が金銭その他の財産権を第三者に交付し、その金銭その他の財産権を債権者への支払に用いるよう指示

する場合、その第三者は単に債務者の代理人である可能性がある。第三者が代理人であるか受託者であるかは、

財産権の権原が第三者に移転しているか又は占有だけが移転しているかによる。第8条 参照。第三者が単なる代

理人である場合、債務者は随意代理関係を終了して、その財産権を返還するよう第三者に強制することができる。

債務者が金銭その他の財産権を第三者に交付して、その金銭その他の財産権を無制限に使用してよい旨の意思

表示をし、かつ第三者がその約因として自己の財産権を債権者に支払うことに合意した場合、第三者は代理人又

は受託者としてその財産権を取得したのではなく、債権者のための契約が行われたのである。第14集 注f参 照。債

務者と第三者の合意により、第三者の債権者に対する責任を終了 させる権限については、契約のリステイ トメン

ト第143条 参照。

債務者は第三者に金銭を交付 して、その者に金銭の無制限の使用を認める旨及び、債務者がその者に対する債

権を自己の債権者のための信託として保有する旨の意思表示をすることはできる。第12条 注■参照。債務者がその

第三者に対する債権を自己の債権者のための信託として保有しているのか否かは、債務者の意思表示が債権者に

対して自己が第三・者に対 して有する債権を債権者に与える趣旨であったか否かによる。

⊥L撤 回の方法が麹ら特定亘 れていない場合

委託者が信託の撤回の権限を留保したが、撤回の方法を何ら特定していない場合、その権限は、信託 を撤回す

る委託者の意思表示が十分に表示されるならばどのような方法でも行使できる。

どのような方法であっても委託者が信託を撤回する意思を明確に表示するならば十分である。通常は委託者が

撤回の意思を受託者に通知することによって行う。しかしなが ら、 この通知を受託者が受領しなくてはならない

訳ではない。たとえば、撤回権限を有する委託者が信託を撤回する旨の手紙を書き、その手紙を受託者が受領す

る前に委託者が死亡して も、撤回は有効であり、その信託財産に対する受益権は消滅する。

委託者が、撤回を決めたことを受託者に通知しようとしなくとも、撤回は効力を有する。撤回の意思が受益者

または第三者に通知される場合 も認められる。しかしなが ら通常、委託者が受託者に撤回の意思を通知 しないと

すれば、撤回の意思表示が明確に行われたことにならず、単に将来のある時点で信託を撤回する意思を有するの

みであると考えられる。そしてこのような場合、さらに他の手段で委託者が信託撤回の意思を明確にするまで、

信託は撤回されない。

委託者が撤回の権限を留保 したが、撤回の方法を何ら特定しない場合、その権限が、最初に設定 された信託と

は異なる信託を示した新しい信託証書の作成 ・交付によって行使 されることがある。撤回の権限を有する委託者

が、異なる信託の設定をしようとする場合には、必ずしも、信託を撤回する必要はなく、新しい信託を設定する

前に、信託財産を委託者のもとに戻すようにさせる必要もない。委託者は、単一の行為で古い信託 を撤回し、新

しい信託を設定することができる。第331条 注gと 比較せよ。

たとえ委託者が信託を撤回したとしても、撤回の通知を受領する前に受託者が信託条項に従って行った行為に
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つき受託者は責任を負うことはない。しかしながら、信託撤回後に信託財産を受益者が受領した場合は、財産受

領時に信託撤回の通知を受益者も受託者 も受けていなかったという理由のみでは、受益者は信託財産を保持でき

ない。

j.撤IIIIの ノ」}」」由ゴ]≒書舗三』≡れてL、≡≡1」髄

委託者が、特定の方法または特別な状況のもとでのみ信託を撤回する権限を留保 した場合は、委託者は、その

方法またはそういう状況のもとでだけしか信託を撤回することはできない。

委託者が信託の撤回権限を留保する場合、委託者が遺言および生前行為で撤回する権限を留保する意思を表示

したか否かの問題は、使われた文言と全ての状況を鑑みて決定される解釈の問題である。

委託者が、たとえば、受託者に通知するというような生前行為で信託を撤回する権限を留保した場合、委託者

は、遺言によって信託を撤回することはできない。

また、委託者が、遺言によってのみ信託を撤回するという権限を留保した場合には、委託者は、生前行為によ

って信託を撤回することはできない。

委託者が遺言による撤回権限を留保した場合、委託者の遺言により権限が行使されたかが解釈の問題となる。

委託者の全残余財産または委託者が指名権を有する全財産を処分する残余遺産遺贈文言(residuaryclause)に よ

って、撤回権限を通常は行使しないからである。

委託者が書面による通知を委託者に対してすることによってのみ信託を撤回する権限を留保した場合には、そ

のような通知を受託者に対して行うことによってのみ、信託を撤回できる。しかしながら、通知が受託者に郵送

されたが、委託者が死亡するまで受託者が受領しなかったとしても、交付として十分である。

委託者が自己の生活維持に必要な範囲でのみ信託を撤回する権限を留保した場合、その目的と範囲以外では信

託を撤回することはない。

k.受 益者の同意をfl}て撤回する権齪を間借してい査掲合

委託者が、受益者の同意を得た場合だけ撤回する権限を留保したときは、受益者の同意がなければ、信託を撤

回することはできない。委託者の撤回の権限留保の場合でない、受益者全員と委託者の同意による信託の終了に

ついては、第338条 参 照。

1.受 託者の同意を得て撤回する権限を留保し左場合

委託者が、受託者の同意を得たときだけ撤回する権限を留保した場合、受託者の同意がなければ、撤回できな

い。受託者が、適法に信託の撤回に同意を与えることができるかどうか、また、その撤回に同意する義務がある

かどうかは、信託条項によって受託者に与えられた権限の範囲による。裁量権を濫用しない限 り、受託者は与え

られた裁量権の範囲では権限の行使につき裁判所の支配に服さない。第187条 参照。

受託者の判断の合理性を餅酌する基準がある場合、信託条項に別段の規定がない限り、受託者が合理的な判断

を逸する行為をしたときは、裁判所は受託者による権限行使につき規制監督をする。たとえば受託者が委託者は

困窮していると判断するときに信託の撤回に合意する権限を受託者が与えられている場合、委託者が明らかに困

窮していないならば、受託者は信託の撤回につき適法に合意することはできない。同様に受託者が受益者は困窮
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していないと判断するときは、信託の撤回に合意する権限を与えられている場合、受益者が明らかに困窮してい

るならば受託者は信託の撤回につき適用に合意することはできない。

受託者の判断の合理性を勘酌する基準が信託条項には特定の文言で示されていなくともそして、その基準が不

明確であったとしても、存在しうる。たとえば、委託者は受託者の合意を得て信託を撤回できる旨、単に規定さ

れていたとする。このような規定は、受託者は合意を与えるのが適切だと考えられる状態下でのみ、信託の撤回

につき適法に合意を与えることができる、という趣 旨であると解釈 されるだろう。このような場合、信託の撤回

を認めることが明らかに不適切だと考えられる状況下では、裁判所は受託者の合意権限の行使につき受託者を規

制監督する。たとえば、受益者が生活維持のために完全に信託に依存 している場合に、委託者が信託財産を浪費

する目的で信託の終了を望んでいる事情がこれに該当する。同様に信託の撤回を認めないことが明らかに不適切

である状況下では、裁判所は信託の全部または一部につき信託の撤回を認めるよう受託者に強制することができ

る。たとえば、委託者生存中はその収益を委託者に支払い、委託者死亡後は第三者に元本を支払 うために信託が

設定され、信託条項により受託者の判断で元本の全部または一部を委託者に支払うことが認められていた場合に、

事情が変わって、委託者の生活維持にはその収益は不充分である上、委託者は他に収入源を持たないのに対し残

余権者は莫大な収入源を得ている事情がこれに該当する。

他方、信託の撤回につき合意権限が受託者に与えられ、その権限の行使につき特段の制限が加 えられない場合

もありうる。 このような場合受託者が誠実に行動し、独断的にまたは不当な動機で行動しない限 り、受託者の判

断の合理性を樹酌する基準は存在せず、裁判所は受託者による権限の行使につき受託者を規制監督することはな

いであろう。第187条 注f、h参 照。この場合の受託者の撤回権限は、複数受益者に関する指名権と類似する。

信託の撤回に合意するまたは合意しない権限が、 どの範囲まで受託者に与えられることが意図されたのかを決

定する際、委託者がその条項を加えた意図が重視 されるだろう。たとえば委託者と合意して信託を撤回する権限

を委託者が留保 した場合、受託者の合意を委託者が要件とした意図は明らかであって、自己が酩酊しまたは浪費

者となった場合など、信託を撤回するには不適当な状況で自己が信託を撤回することを防止することである。他

方、受託者の合意を要件とした目的が、受託者に付与する信託撤回に合意するまたは合意しない権限が無制限で

ある場合にのみ、委託者または委託者の遺産が、所得税、相続税(inheritancetax)ま たは遺産税{estatetax)

か ら免れうると信じたことにあれば、いかなる合理性の基準とは無関係に受託者は信託の撤回につき合意しまた

は合意しない自由を有する。

靱..第 三者の「1町意を斑 て撤{壁重る権限が冊保されている場査

委託者が、第三者の同意を得た時だけ信託を撤回するという権限を留保 した場合、第三者の同意がなければ、

委託者は信託の撤回をすることができない。第三者が適法に信託の撤回に同意できるかどうか、 さらに、撤回に

同意をする義務があるかどうかは、信託条項によって第三者に与えられた権限の範囲による。受託者の判断の合

理性を掛酌する基準がある場合、信託条項に別段の規定がない限り、第三者が合理的な判断を逸脱する行為をし

たときは裁判所は第三者による権限の行使につき規制監督する。第三者の判断の合理性を勘酌する基準がない場

合、第三者が誠実に行動 し独断や不当な動機で行動しない限り、裁判所は第三者による権限行使につき規制監督
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をすることはないであろう。第三者の判断の合理性をはかる基準があるか否かは、信託の撤回につき合意する権

限が受託者に与えられた場合と同様に、信託条項による。注1参 照。しかしながら信託の撤回に合意する権限が第

三者に与えられた場合、同様の権限が受託者に与 えられた場合に比べてその権限が無制限であると推論され易い。

なぜなら、受託者は明らかに受認者の立場にあるからである。第185条 と比較せよ。

ロ.L_坦1の 撤回

信託条項によって、委託者が、信託財産の一部に関し、その信託を撤回する権限を留保することがある。信託

を撤回する権限を留保するという規定が、信託財産の一部を信託から回収して撤回する権限までも含むのかどう

かは、解釈の問題である。通常は、信託の撤回の権限は、信託財産の一部を信託か ら回収してその信託の一部を

撤回する権限を含むと解 されている。 しかしなが ら、信託条項によって、委託者は、その信託全部を撤回するも

のと規定されている場合には、一部の撤回は認められない。

信託を撤回する権限が、信託の変更の権限を含んでいるかどうか、また、信託を変更する権限が、信託の撤回

の権限を含んでいるかどうかの問題については、第331条 注gお よびh参照。

口.擬 託萱垣{雌囲の椎田をイ1旦]凶 勘合の黄並豊凶 権者の桶鰹

法令に別段の定めがなければ、委託者によって留保された撤回の権限は、委託者の債権者によって差押えられ

ることはない。委託者が信託を撤回して、信託財産を取戻した場合、その債権者は信託財産を差押えることはで

きる。しかし、債権者は自分達の利益のために信託を撤回するよう強制することはできない。

連邦破産法第70条 の2(3)項 に よれば、破産者が自己の利益のために行使し得た全ての権限は破産の際の受託

者は差押えることができる。この規定により、破産の際の受託者は破産者が設定した権限を差押さえることがで

きる。,

留保される権限と委託者またはその遺産が所得税、相続税または遺産税 を免れうる範囲との関係については、

本 リステイ トメントの範囲外である。

」P」」魎 前になし左翼」国者の五識豊 幼鼻}

委 託者による撤回の権限行使は、それ以前になした受託者の行為の効力に影響を及ぼさない。

.CL_前 後参照

受益者の同意を得て信託を終了させる委託者の権限については、第338条 参照。

委託者が唯一の受益者である場合の委託者の信託を終了させる権限にっいては、第339条 参照。

受益者全部が同意をしない場合の、委託者の信託を終了させる権限については、第340条 注f参 照。

委託者が、撤回の権限を留保している場合に、信託違反に同意を与えたことの効果については、第216条 注i

参 照。

第331条 委託者による信託の変更

(1)委 託者は、信託条項において、信託の変更をする権限を留保した場合およびその範囲において、信託の変
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更をすることができる。

(2)第332条 および第333条 の場合を除いては、委託者は、信託条項において信託変更の権限を留保 しない限り、

信託の変更をすることができない。

注:

且.本 鼻聾1}の連星範囲.

委託者は、信託条項によって、信託変更の権限を留保しない場合には、信託設定後に、受益者の同意なしに受

益権を減少または消減したり、受託者の義務や権限を変更 したり、その他信託の変更をすることができない。

信託条項という用語の意味および信託条項の内容を決定するために許容される証拠については第330条 注a～

c参 照。

L這 ⌒ 全に直接.さ.起左舅合

本条で述べ られている原則は、信託の設定が完了された場合にだけ適用される。委託者が、信託の設定に必要

な全過程をふんでいない場合(第17条 から第73条(第2章)参 照)、 委託者は、何時でも、意図された信託の条項を

変更することができる。第330条 注eと 比較。

.q」_変更の方法が何ら曵 定旦血 エいない場合

委託者が、信託変更の権限を留保したけれども、変更の方法につき何ら特定していなかった場合、委託者の信

託変更の意思を表示するのに十分なものであれば、どんな方法によっても変更の権限を行使することができる。

第330条 注iと 比較せよ。

亘⊥ 変更の方法が特定」≧れている垣 合

委託者が、特定の方法または特定の状況のもとでのみ、信託を変更する権限を留保 した場合、委託者は、その

方法以外、あるいは、そのような状況の もとでなければ、信託を変更することはできない。第330条 注jと 比較せ

よ。

旦」_弛の人の同意を得て変更す 墨描胆曼組 歌し.た場合

委託者が、受益者、受託者または第三者の一人または数人の同意を得た場合にのみ、信託の変更をする権限を

留保したときには、その同意がなければ、信託を変更することはできない。第330条 注k、m参 照。

」」II並 立 書お止口甫」正E」≧L⊇ 譲渡

本条で述べられている規則は、委託者による信託宣言の場合でも、財産を他人に信託譲渡 した場合と同様に適

用される。

-9..撤 回の描堕塾f、変里ρ権置圭ゴ麺 でいるかどうか

信託の撤回の権限が、信託の変更の権限を含んでいるかどうかは、使用されている文言や諸般の事情から決定

される解釈の問題である。通常、信託を撤回する権限は、信託財産の一部を回収することによって信託の一部を

撤回できるだけでなく(第330条 注n参 照)、 信託条項を変更する権限も含んでいると解されるであろうし、委託者

は、必ずしも、まず信託を撤回して、それから新しい信託を設定するという必要はない。しかしながら、信託の

変更が受託者の義務を追加 したり、変更したりする効果をもたらすならば、受託者としての地位を辞任できるこ
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とを許容することになる。第106条 参照。委託者が、新しい信託を設定しようとして信託を撤回する場合でも信託

を 「全面的に」撤回するという権限を留保した場合には、その信託を変更することはできない。

-h.曇 り日の撫限が・撤回の権輿1壼食んで一いるかど麺

委託者が、信託変更の権限を留保した場合、制限的に解するのか、どの範囲までその権限を制限して解するの

かは、使用されている文言や諸般の事情から決定される解釈の問題である。

⊥_信 託条項 によって・委託者が、受益者全員 を排除することにより信託を変更し、自己が唯一の受益者 となる

よう変更する権限を留保し、実際にそうした場合、委託者は、第339条 に述べ られている規則にもとづき、唯一の

受益者として、信託を終了させる権限をもつ ことになる。信託条項により、委託者は信託の撤回権限を有さない

旨規定されていたとしても同様である。

⊥L変 更の権限が留保されていても、信託は無効ではない。

委託者が信託の変更権限を留保したとしても、信託は無効または不成立ではない(第37条 参 照)、 また、遺言法

の要件を満たさない限り無効となる遺言処分にもならない(第57条 参照)。

k,前 後 鴇」爾

信託財産の一部を回収 して信託の一部を撤回する委託者の権限については、第330条 注n参 照。

第332条 撤回または変更の権限の錯誤による遺脱

(1)信 託が書面によって設定され、その際、委託者が信託撤回の権限を留保する意思を有していたが、錯誤に

よって、この権限に関する条項を書面に記載するのを遺脱したときは、委託者は書面を訂正し、且つ信託の撤回

をなすことができる。

(2)信 託が書面によって設定され、その際、委託者が信託変更の権限を留保する意思を有していたが、錯誤に

より、この権限に関する条項を書面に記載することを遺脱したときは、委託者は書面を訂正 し、且つ信託の変更

をなすことができる。

(1)項 の注:

凸・鵠 即こよ立て・1櫛 ・1の権酬 馴 するのを週鳩.L± 巣登

委託者が、その信託撤回の権限を留保する意思を有していて、且つ錯誤によって、この権限に関する条項を書

面に記載するのを遺脱したという事実は、委託者が信託条項の起案者にそのような条項を入れるよう指示したと

か、信託設定の際、委託者にその権限があることを述べたとか、信託条項の起案者または受託者、 もしくは受益

者の一人または第三者が、委託者に、信託を撤回する権限があることを述べたことなどから証明できる。

委託者が、その信託を撤回する権限を留保する意思 を有しながら、錯誤によって、その権限を留保することを

信託条項に入れなかったかどうかという問題につき重要な他の要因には、次のものがあげられる。(1)撤 回の権

限を留保しない信託の設定が委託者の不用意な行為とみられるような事実、(2)信 託 を設定する時、委託者が法

律上のア ドバイスを受けなかったという事実、(3)委 託 者と受益者との関係、(4)委 託者が、その信託を設定し
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ようとした理 由、(5)撤 回権限の留保が、委託者の責任または所得税及び相続税の財産に対する影響。

.b.鵠 摺があ重」!三推定主繊 螺 豊

信託条項に信託を撤回する権限を留保する条項がないことが、ただちに、錯誤によってその条項を遺脱 したこ

とを推論させるものではない。錯誤によって遺脱したと推測できるのは、委託者が信託を撤回する権限があると

思っていたことを示す肯定的な証拠によってであろう。委託者が撤回権の問題を考慮に入れなかったというだけ

では、十分な証拠とはいえない。

委託者が、信託設定に対して対価を受領していないという事実は、撤回の権限留保をしなかったことが錯誤に

よるものであることを示す証拠としては十分なものではない。

また、信託証書を作成する前に、法律上のア ドバイスを受けなかったというだけでは、錯誤によって撤回の権

限留保をしなかったという証拠としては十分なものではない。

蔓」二信託設定 後に、委託者が述べたこと

信託設定後に、委託者が、信託設定 した当時その信託を撤回する権限があると思っていたと述べたり、証言し

たりすることは、信託条項の変更や、信託を撤回するのを認めるためには十分な根拠とはならない。しかしなが

ら、委託者の陳述や証言は、他の証拠によって確証されるならば十分なものとな りうる。

d.一 託一力S－信託条項に撤旦坦腿 を入れ蚤よ」担案者に担丞 レー左墨金

委託者が、信託条項の起案者に、信託撤回の権限を留保する条項 を入れるよう指示したが、起案者の錯誤で、

その条項が脱落し、委託者がそのことを知 らなかったことが明らかになった場合、信託の撤回権限を委託者に認

めるよう信託条項を変更するのを正当化する錯誤の証拠 として十分な ものである。

些.{瀞 罐 定時に、」麺 者が述べたこと

信託設定時に、委託者が、その信託を撤回する権限があると思っていると述べたことが明 らかになった場合、

これは、委託者に撤回権があるというように信託条項 を変更するのを正当化する錯誤の十分な証拠となりうる。

委託者の錯誤が事実に関するものではなく、信託条項中の文言の法的効果に関するものであったとしても、条項

を変更し信託を撤回することはできる。

⊥,_信 託設定時に、委託者迄述べたこと

信託設定時または信託設定前に、信託条項の起案者、受託者、受益者、または第三者が、委託者に対して、そ

の信託を撤回する権限があることを述べ、それによって、委託者が自分にその権限があるものと思っていたこと

が明らかな場合は、信託の撤回権限を委託者に認めるよう信託条項 を適法に変更するのを正当化する錯誤の証拠

として十分なものである。

且,口置茜煮卯狼批

信託設定時の状況たとえば、委託者の財政、健康、年齢や性質などの状況、 さらに、委託者と受託者との関係

などは、委託者がその信託を撤回できないものとは考えていなかったと推測できる事情とみられることがある。

たとえば、撤回しえない信託の設定が委託者側の不用意な行動であることが明らかな場合には、撤回権限の遺脱

が錯誤によるものであるという十分な証拠 となろう。
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h.fJ托 裁定の理ll1

信託条項に信託の撤回権限が留保されていな くとも、信託設定の理由から、委託者が撤回の権限を留保する意

思であったことが推測されることもある。たとえば、その信託設定の理由が緊急の必要性に応ずるためであった

ことが明らかな場合には、委託者その信託を撤回しえないものとは考えていなかったことの証拠となるであろう。

他方、信託を設定 した理由か ら、委託者が撤回権限を留保する意思はなかったと考えられる場合 もある。たと

えば、信託の設定が差押えを免れるためにするとか、子供の養育のためにするという場合には、 このような事情

は、委託者が撤回権限を留保しようとするものではないことが推測される。

委託者が、撤回権限の留保を意図しなかった場合、信託を設定した理由が後になって消滅したとしても、委託

者が撤回権限を取得することはない。信託設定の目的がいずれ消滅することを委託者が知っていたということは、

撤回権限を留保する意思であったことの証拠とはならない。たとえば、委託者が自己の飲食癖または浪費者であ

ることを理由に、生涯権を自己に残余権を他人に与えるために信託を設定 した場合、飲酒癖がなくなりまたは浪

費者でなくなったことは、委託者が信託を撤回する十分な根拠とはならない。委託者が単独受益者である場合に

信託を終了 させる権限については、第339条 参照。

i.信 託設定の一つの理由が、所得税、相続税または資産税逃れである場合には、委託者は撤回の権限を留保す

る意図はなかったとみなされる。

⌒

委託者が錯誤によって撤回の権限を留保する項 目を信託条項に入れなかった場合には、裁判所は、変更の予備

的判決をすることなしに、受託者が信託財産を委託者に戻すという判決をすることによって、信託譲渡に変更と

同様の効果を与えることができる。'

(2)項の 注:

」【.._錯劃 こ三よユてさ.変更極限を遺 脱上違 場合

錯誤によって撤回の権限を留保しなかった場合に適用される原則は、錯誤によって信託の変更をなす権限を留

保しなかった場合にも適用される。委託者が変更権限を錯誤によって留保 しなかった ことを示す事情は、撤回権

限を錯誤によって留保しなかったことを示す事情と同様である。

第333条 取消および訂正

信託は、信託譲渡に非ざる財産権の譲渡が取消または訂正できる理由と同一の理由によって、取消または訂正

をなすことができる。

注:

旦._取 消塾 」麺 正の理由

信託の設定が約因の支払いなしになされた場合は、詐欺 ・強迫 ・不当威圧というような理由にもとついて取消

または訂正がなされることになろう。生前行為 による譲渡の取消または訂正に適用される法律は信託宣言および
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生前行為である信託譲渡に適用される。遺言処分にっいての詐欺 ・強迫 ・不当威圧および錯誤に関する法律 は、

遺言信託に適用される。 これらの事項に関する法律は、本 リステイ トメントの範囲外である。

上,洞 甚、'〔且}こ」走る燭台」とL伍 甚 として 一渡する腿吾

本条で述べ られている法準則は、信託宣言によって信託が設定 される場合にも、信託として財産が譲渡される

場合にも適用される。

一

委託者が不当威圧によって信託を設定したかどうかについては、以下の要素が重要となろう。

(1)信 託 設定時の、約因と信託を設定 させた者 との間に、信認関係または信頼関係があるのか、またどの程度

の信認関係または信頼関係なのか、(2)信 託設定を説得したのは、受託者か、受益者か、あるいは第三者か、(3)

信 託設定が、委託者の不用意な行動 といえるか、(4)委 託者が信託を設定するに際 し、法的なア ドバイスを受け

たかどうか、(5)委 託者の年齢、健康状態、職業能力および教養の程度など、(6)他 人 による不当威圧がなかっ

た時には、委託者としてその信託を設定するのが当然なことであったかどうか。

止_摘 重_璽,世塵力違撫 こな.、妻一抱た担金

信託の設定に約囚が支払われない場合、委託者が、受益者または受託者だけでなく、第三者の詐欺、強迫また

は不当威圧によって信託の設定をなしたときでも、委託者はその信託を取消すことができる。なぜなら、無償の

譲渡の場合、譲受人が知 り得ない第三者の不法な行為を理由に、譲受人がその譲渡を取消し得るからである。他

方、財産権の所有者が、信託として財産権を譲渡するにっき約因を受領した場合は、有償契約に適用される原則

に従う。たとえば、ある人が土地を所有者から買い、その所有者にその土地を信託として他の人に引渡すように

指示した場合、その土地の所有者が第三者の詐欺によって土地の売却をさせ られたとしても、詐欺の事実を知ら

ずに買主が代金を支払ったときには、その売却 を取消すことはできない。しかしながら、約因を支払った人が詐

欺 をして、土地の所有者にその土地を信託として譲渡するようにさせた場合には、受託者や受益者が詐欺の事実

を知らなくとも、土地の所有者はその契約 を取消すことができる。なぜなら、受贈者は第三者の不正な行為を利

用して他人から利益を得ることは善意悪意にかかわらず認められないからである。契約のリステイトメント第44

7条、496条 。受益者が知 らない事情により信託の取消を認めると受益者の立場が著 しく変わってしまう場合は、

委託者に信託の取消を認めることは不公平であろう。第292条 と比較せよ。

幽

委託者は、要素の錯誤(■aterial■istake)に もとついて設定 された信託を取消すことができる。約因の支払

いがなされずに信託が設定された場合は、たとえ受託者にも受益者にも錯誤の事実がなくとも、あるいは、錯誤

の事実を知 らなくとも、委託者が錯誤によって信託を設定したということで取消の証拠としては十分である。た

とえば、譲受人が譲渡人を錯誤に陥れたり、または双方錯誤であったり、譲渡人の錯誤について知り得なかった

としても同様である。他方、財産権の所有者が、その財産権を信託 として譲渡するにつき約因を受領 した場合は、

有償譲渡および有償契約の原則が適用され、したがってその財産権の所有者が錯誤にもとついてその譲渡 をなし

たという事実は、その錯誤を取消す理由としては必ずしも十分なものではない。契約のリステイ トメント第503条

557



【第10章 】

参照。受益者が錯誤の事実を知らず、もし委託者に取消を認めると不公平になる場合は、委託者はその信託を取

消すことができない。第292条 と比較せよ。

旦,一黄重鎖'の 無能ノ」

信託設定当時、譲渡人が未成年者であるとか、心神喪失の状態であるというような無能力者であるという理由

にもとついて、その譲渡が取消せるという原則は、信託宣言または信託としての譲渡の場合にも適用される。第

18条 ～第23条 参照。

且.約 囚_の滅公

信託の設定につき約因が支払われた場合、もし信託設定でない財産権譲渡が約因の滅失により取消せるのと同

じ事情であれば、約因の滅失により取消すことができる。

第334条 信託期間の満了

信託条項により、信託が一定の期間の満了まで、または一定の事実の発生まで存続すぺき旨が定められている

ときは、信託は、その期間の満了または事実の発生と同時に終了する。

注:

皇土」 『11E条項 によゴて.閣 問が挟められている 合

信託条項によって、信託の期間が特別の用語で決められていることがある。たとえば、信託が、一定の期間ま

たは生存中、未成年の間、妻である間、あるいは特定の事実の発生まで、 というように期間が定められて設定さ

れることがある。この信託は、信託条項で定められた同期間の満了 と同時に終了する。

信託条項によって、信託が一定の期間の満了によって終了するものとされて、・る場合、もし期間満了時に信託

目的がまだ達成されてお らず、かつ委託者がこの信託の目的達成まで存続するものであるとの意思表示をしてい

た場合には、 この信託は、期間満了時でも終了しない。このようなケースでは、信託が一定の期間の満了によっ

て終了するという条項は、単なる例示と解される。たとえば、信託財産の売却とその収益の分配を目的とする信

託が設定され、その信託は1年 で終了するものと規定 されている場合に、受託者が1年 以内にその財産を売却で

きないときは、その信託は、必ずしも、1年 の経過によって終了するわけではなく、受託者は、1年 経過後であ

っても、その財産を売却する権限がある。信託設定時に支払不能である受益者が支払可能になるまで収益を支払

い、支払可能になった時に元本を受益者に支払う旨、信託条項で定められることがある。このような場合受益者

が支払可能となった時に信託は終了する。信託終了前にこのような信託の受益権を差押える。受益者の債権者の

権限については、第159条 参照。

上⊥一信託終了時につき信託条項に特別な用語で記載されていなくとも、信託終了に関する委託者の意思は、信託

条項に書かれている信託目的から判断できることがある。たとえば、委託者が財産権を信託 として譲渡し、ある

受益者の生存中、その者に収益を支払い、その後、他の受益者に元本を支払うという指示をした場合、特定の用

語で示されてはいないけれども、委託者の意図は、生存受益者が死亡した時はその信託を終了させるものと推測

558

一



【第10章 】

することができる。

c. _二.部」の軽エ

信託条項によって、一定の期間の満了あるいは一定の事実の発生により信託の一部は終了するが、残余の財産

につき、信託が継続するものと規定されることがある。たとえば、受益者の各人が一定の年齢に達 した時に、信

託財産の元本から、ある部分を受領するものと規定 されることがある。

口、.岬1聞1巨描]塾 せ畳斑晶者の裁量権

信託条件によって、受託者に、信託の全部または一部を終了させる裁量権が与えられていることがある。この

ような場合、受託者の裁量権の濫用を防止する以外は、裁量権の行使は、裁判所の監督に服さない。第187条 参 照。

受託者が、信託の終了に適法に同意を与えることができるかどうか、その信託の終了に同意を与えることが義

務づけられているかどうかは、信託条項によって受託者に与えられた裁量権の範囲による。

受託者の判断の合理性を勘酌する基準がある場合、信託条項に別段の規定がない限り、受託者が合理的な判断

を逸脱する行為をしたときは、裁判所は受託者による権限行使につき規制監督する。

受託者が裁量権を濫用 して信託を終了させない場合、裁判所は信託の終了を指示するであろう。たとえば受益

者が財産管理能力を有すると判断したときに、受託者は信託を終了して信託財産を受益者に交付するよう指示 さ

れた場合、受益者は自己が財産管理能力を有すること、および自己に信託財産を交付しないことは裁量権の濫用

であることを立証して、受託者に対し信託財産を交付するよう強制することができる。

同様に、受託者が信託終了に関する裁量権を濫用する場合、裁判所は規制監督権限を行使して、その譲渡を取

消すか、または受託者に対して信託違反の責任を追及する。たとえば、受益者が財産管理能力を有すると判断し

たときに信託財産を受益者に交付する権限が受託者に与えられている場合、受益者に財産管理能力がないことを

知っていながら受託者が受益者に財産権を交付した場合、他の受益者はその譲渡を取消すか、または受託者に対

して受託違反の責任を追及することができる。

同様に、受益者が困窮 している場合には受益者に対して信託財産を交付する権限が受託者に与えられている場

合、受益者が明らかに困窮 していないときに受託者が受益者に信託財産を交付 した場合、他の受益者はその譲渡

を取消すかまたは受託者に対して信託違反の責任を追及することができる。

部分的に信託を終了させる権限が信託条項により受託者に付与されることがある。このような場合、信託を終

了させないことが裁量権の濫用である場合には、受託者は信託を終了 させることを強制され うる。たとえば、信

託条項により、受託者はある受益者にその生存中収益を支払うこと、および元本をその生涯受益者に最 もふさわ

しいと思われる方法で用いることが指示されていた場合に、受益者が病気にな り困窮しているのに受託者が全く

元本を交付しないならば、裁判所は生涯受益者に必要な額の元本を交付するよう受託者に強制することができる。

信託条項により、受託者はある受益者にその生存中収益を支払 うことが、指示されてお り、かつ、その生涯受

益者の扶養に必要な額の元本を用いる権限が付与されている場合、収益が受益者の扶養に不充分で、かつ、受益

者の死亡前に元本も費消し全 く受益者を扶養できない可能性があるならば、受託者は元本の全部または一部を使

って受益者のために年金に加入することを適法になしうる。なぜなら受益者を生涯扶養する確実で唯一の現実的
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な方法がこれだからである。第168条 と比較せよ。

受託者の判断の合理性を判断する基準が全くない場合、受託者が誠実に行動 し、独断的にまたは不当な動機で

行動しない限 り裁判所は、受託者による権限の行使につき受託者を規制監督することはないであろう。

信託の撤回について合意する受託者の権限については第330条 注1参 照。

e.fll托 を終 ∫さ廿 る受益者の撰撰

信託条項によって、受益者または受益者のうちの何人かに、受託者の同意を得て、または同意なしに、信託を

終了させる権限が与えられていることがある。たとえば、信託が生存中の受益者のために設定 され、残余権は他

の者が取得するという内容である場合、信託条項によって、その生存中の受益者は、受託者に信託を終了すると

いう通知をすることにより信託を終了させることができ、それによって、受託者は信託財産を信託とは関係なし

に生涯受益者のもとに引渡す、と規定されていることがある。また数人の受益者のために信託が設定された場合、

信託条項によって受益者の大多数は、何時でも信託を終了させ、信託者は信託財産を複数受益者に分配する、と

規定 されていることもある。

上L信 託.を終一「一させ る第三者の権限

信託条項によって、信託終了の権限が第三者に与えられることもある。

呂,受 益者が無劃 者で壼る掃立 輪_ま」母.1基i晶甦終f」こ醒L藍を互えない 合

本条で述べ られている規則は、受益者の一人または複数の者が無能力者である場合、あるいは信託の終了に同

意を与えない場合の問題にも適用される。

第335条 信託目的遂行が不能または不法となる場合

信託設定の目的遂行が不能となり、または不法になった場合には、信託は終了する。

注:

⊇

信託設定の目的の達成が不能となった場合には、裁判所は、信託条項によって定められた期間が満了していな

くとも、信託の終了を指示し、あるいは信託の終了に許可を与えることができる。

目的のある部分が達成不能となった場合には、裁判所は、通常、信託終了を命じた り、その許可を与えた りす

るのではなく、受託者に信託条項から逸脱 して信託を遂行するよう命じたり、その許可を与えたりすることにな

ろう。第165条 、第167条 参照。しかしながら、信託の目的全部が達成不能となった場合には、 この信託は終了す

ることになる。たとえば、遺言者が、小額の金銭 を残して信託を設定 し、その唯一の目的をある家の修理のため

にその収益を使うこととしたが、その家が火災で滅失してしまったり、あるいは財産収用でとられてしまった場

合、その金銭の信託は終了することになろう。

信託財産の一・部に関する信託の目的が完全に達成不能となった場合、その部分に関する信託は終了する。

⊇ 者の死亡
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通常、受託者が死亡しても、新しい受託者が指名されるので、信託は終了 しない。しかしなが ら、受託者の権

限が、その受託者のみによって行使できるものとされ、その受託者の死亡によって信託の目的が達せられなくな

る場合には、受託者の死亡により、信託は終了する。

曼、flt舐財 産の融苦

信託の目的が達成される前に、受託者の過失でなく、また第三者の責任でもなしに信託財産の全部が滅失して

しまった場合、もはや信託として保有できる財産は何もないので、その信託は終了する。このことは、信託の目

的物が偶発的に滅失した場合にも、信託として保有されている権利の期間が満了 した場合にもあてはまる。たと

えば、信託目的が完全に達成 されていなかったとしても、生涯不動産権または定期不動産権が信託 として保有さ

れている場合、信託として保有されている権利の期間の満了により、信託は終了する。

しかしながら、受託者に過失があ り、そのために信託財産の回復をする責任がある場合には、信託は終了しな

い{第205条 参照)。 この場合、裁判所は受託者に対して信託財産の価格を信託として保有するよう強制するか、

または承継受託者にその価額 を支払うよう強制するであろう。

信託財産が第三者の不法行為によって滅失した場合、受託者は、その第三者に対 し損害賠償請求権を有するの

で、信託は終了しない。

同様に、信託財産の滅失の結果、第三者が不当に利得するならば、その第三者は不当な利得を信託へ返還する

よう強制 されるので信託は終了しない。たとえば、定期不動産権の受託者が死亡 し、残余権者が定期権の残余を

取得する場合、定期権は残余権に吸収されるが、残余権者は定期権の範囲でその財産権を信託として保有するか、

または定期権を承継受託者に譲渡することを強制されるであろう。

貝..違 法性

信託目的を遂行することが違法となる場合、裁判所は、信託期間が満了していなくとも、信託の終了を命じ、

または許可することになろう。

信託目的のいくつかが違法である場合、通常、裁判所は、信託の終了を命じたり、許可 した りするのではなく、

受託者に、信託条項から逸脱 して信託を遂行するよう命 じたり、許可することになろう。第166条 、第167条 参照。

しかしながら、信託の目的全部が違法 となるために、委託者が信託の継続を意図しないであろうという状況があ

る場合には、信託は終了する。たとえば、遺言者がピ・一ル工場を遺贈してピール醸造業を営むことを指示したが、

ピール醸造業が違法となった場合、信託の唯一の目的が醸造業を営むことであって、その工場の売却益を信託と

して保有することではないならば、その信託は終了する。

信託財産の一部に関する信託の目的が違法となる場合、その部分に関する信託は終了す るであろう。

覧 受益者力当無能力者で一 たは、這豆㎜ 」隆了に同意 しエ主⊥ない場合

本条で述べられている規則は、単独受益者または複数受益者が無能力であるかどうか、あるいは信託の終了に

同意しているかどうかにかかわりなく適用される。

f.前 参

信託設定を妨げる違法行為の効果については、第60条 ～65条 参 照。
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信託が終了 しないかぎり信託条項に従 うことが不可能な場合の受託者の義務については、第165条 参照。

信託が終了しない場合、信託条項の違法性に関する受託者の義務については、第166条 参照。

信託の失効で生じる復帰信託については、第411条 参 照。

第336条 緊急の事情による終了

委託者の知 らない事情または予期 しない事情により、信託の継続が信託の目的達成を妨げ、または重大な障害

を与えるおそれがあるときは、裁判所は、信託の終了を命 じ、または許可することができる。

注:

旦.奥 袈の範囲

本条で述べられている規則は、第167条 に述べ られている一般原則の適用である。それによれば、委託者の知ら

ない事情または予期せぬ事情により、信託の目的遂行が妨げられたり、または重大な障害を与えるおそれがある

ときは、裁判所は、受託者に信託条項からはなれることを命じ、またはその許可を与えるものである。

-b⊥ 眉唾財産減少のおそれ

信託条項によって、一定の期間信託が継続するものとされていたが、委託者の知らない事情または予期できな

い事情によって、信託を継続すると信託財産を滅失させることになる場合、裁判所は、信託の終了を命じるであ

ろう。たとえば、遺言者が、農場を経営するための信託として農場を遺贈 したが、事情の変更により、終局的に

は農場を失ってしまう結果となり、 しかも農場を経営すること以外には遺言者の信託継続の目的がない場合には、

裁判所は信託の終了を命じることになろう。しかしながら、農場の経営が信託の唯一の目的ではない場合で、た

とえ農場が売却 されても信託を継続するというのが遺言者の意思であるときには、裁判所は、農場を売却 し、そ

の代金について信託の継続を命ずることができる。第167条 参照。

同様に、遺言者が事業をその支配人に信託として遺贈し、10年 間 その事業を経営してその収益を遺言者の娘に

支払い、10年 間経過後にその事業を売却 してその代金を遺言者の娘に支払うこととした。ところが事情の変更に

より、事業経営から損失が生 じることとなった。 この場合、裁判所は10年 間経過前その事業を売却する権限を与

えまたは売却を指示する。事業経営以外の目的で信託を継続する意思を遺言者が有していたか明らかでない場合、

裁判所は売却代金を直ちに分配する権限を与えまたは分配を指示する。

L受 益者が無能力者であコた.り、」互たは口任の軽∫圖 壁童L幽 趣

本条で述べられている規則は、受益者の一人または複数が無能力であるかどうか、信託の終了に同意していな

いかどうかにかかわらず適用される。

止 」11援参照

信託条項によって、受益者がその財産を享受できるものとされている時期より前に、その受益者の扶養のため

に信託財産を使うことを命じたり許可する裁判所の権限については、第168条 参照。
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第337条 受益者の同意

(1)本 条(2)項 の場合を除いては、信託受益者の全員が同意 し、かっ、受益者全員が無能力者でないときは、

信託 を終了させることができる。

(2)信 託 の継続が信託の目的の重要な部分の実現に必要であるときは、受益者は、信託の終了を強制すること

はできない。

注:

a.一 般 鳳則

信託受益者の全員が同意し、かつ全部の受益者が無能力者でない場合、信託の継続が信託の 目的の重要な部分

の実現に必要でない場合に限 り、たとえ信託条項で決められた期間が満了していなくとも、信託受益者は、信託

の終了を強制することができる。他方、受益者全員が同意 していても、信託の継続が信託の目的の重要な部分の

実現に必要なときは、信託の終了を強制することはできない。

b -.口芝葺看者の権利

受益者全員が信託の終了を望んでいる時、受託者が、 もっと多くの補償金を受けとれるということだけでは、

信託は継続 しえない。受託者はその信託の受益者ではないからである。第126条 注c参 照。しかしながら、受託

者が受益者の一人である場合には(第99条 、第115条 参 照)、受託者の信託終了の同意が、本条に従って必要である。

c.同 意 の撤回

ある信託受益者が、信託終了の同意をしたが、信託終了前にその同意を撤回した場合、他の受益者は、信託終

了を強制することはできない。但し、その受益者が他の受益者と信託終了につき同意する契約を結んだ場合は、

この限りでない。

d. .違 法 に同意さLせ互_れた場合

信託終了に対する受益者の同意が、詐欺または違法な手段によってなされた場合、信託は終了しない。

旦.佃 誌ll的 に関する証拠一

信託設定の目的が、信託設定の証書によって示されている場合、異なる目的が外部証拠(extrinsicevidence)

に よって示 されることはない。しかしなが ら、目的が証書によって示されていないときは、証書の作成に役立っ

た諸々の状況に関する外部証拠が、信託の目的を決定するために認容される。

1.._辿 駄{剖C(陛 鉦題}奨 櫨者一.目的が遠戚 されている場合

委託者が連続受益者のために信託を設定 したという事実だけでは、信託の存続期間、受益者に信託財産の管理

権を与えないことが信託の主目的であることを示すことにはならない。信託が連続受益者のために設定され、他

にそれ以外の目的があることを示す事情がない場合、信託の唯一の目的は、一定の期間、一・人の受益者に信託財

産上の受益権を与え、元本は他の受益者のために保持しておくということであろう。そして、受益者の各々が無

能力者でなく、双方が信託の終了に同意していれば、 この信託は終了する。同様に、収益に対し権原を有する受

益者が残余権を取得する場合、または残余権者が収益に対する受益権 を取得する場合、あるいは、収益に対して
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権限を有する受益者が残余権取得を早める趣旨で収益権を放棄する場合、さらに、第三者が双方の権利を取得す

る場合、そのようにして単独受益者となった者は、信託の終了 を強制することができる。

例:

雌 受益者.と鋤葦余{帝t者L曲[1寸意,

1.Aは 、信託としてBに 財産権を遺贈し、その財産権の収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後

は元本をDに 引渡すよう指示した。CとDは 、信託終了を強制することができる。

2.Aは 、信託として、財産権をBに 遺贈 し、Cお よびDが 双方とも生存中は平等の割合で収益を支

払い、 どち らかが死亡した時は生残者に元本を支払うよう指示した。CとDは 、信託終了を強制する。

3.Aは 、信託として、財産権をBに 遺贈 し、C生 存中はCに 収益を支払い、Cが 死亡した場合は、

生存しているDの 子供連に元本を支払い、Dの 子供連が離れ も生存 していなければ、Eに 元本を支払 う

よう指示した。CとDの 子供全員およびEが 同意すれば、その信託を終了させることができる。

【生涯奨 益者が、蛸帝権 も取興 し主星宣ユ

4.Aは 、信託として、財産権をBに 譲渡し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、元本をD

に引渡すよう指示した。Dは 、Dの 権利をCに 譲渡した。Cは 、Bに 対し、信託財産をCに 引渡すよう

強制することができる。

5.Aは 、信託として、財産権をBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後にはDに 元本

を引渡すよう指示した。Dは 遺言をのこさずに死亡し、相続人は最近親者のCだ けであった。Cは 、B

に対し、信託財産をCに 引渡すよう強制することができる。

6.Aは 、全財産を信託としてBに 遺贈 し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後にはDに 元本を

引渡すよう指示した。DはAよ り先に死亡し、Dに 対する処分は意味がなくなつた。CはAの 唯一人の

相続人かつ最近親者である。Cは 、Bに 対し、信託財産をCに 引渡すよう強制することができる。

7.Aは 、全財産 を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに その収益を支払い、残余権は遠い親族に

は無効のものとした。Cは 、Aの 唯一の相続人かつ最近親者である。Cは 、Bに 対し、信託財産をCに

引渡すよう強制することができる。

戯 余権者が生涯受益権 を取榔Lた 勘ω

8.Aは 、信託として財産権をBに 遺贈し、C生 存中はCに その収益を支払い、C死 亡後は、Dに 元

本を引渡すよう指示した。Cは 、受益権をDに 譲渡 した。Dは 、Bに 対 し、信託財産 をDに 引渡すよう

強制することができる。

〔{L涯堂益者による旗勘

9.Aは 、 信託として、財産権をBに 譲渡 し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、元

本をDに 引渡すよう指示した。Cが 受益権を放棄した。Dの 権利がCの 受益権放棄により早め られ、D

は、Bに 対し、信託財産をDに 引渡すよう強制することができる。

{躯_三者坦生涯受益描ヒ璃金権を取相 し止羽合」
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10.Aは 、信託として財産権をBに 遺贈し、C生 存中はCに 財産権の収益を支払い、C死 亡後は、元

本をDに 引渡すよう指示した。CもDも 、信託にもとつ く権利をEに 譲渡した。Eは 、Bに 対 し、信託

財産をEに 引渡すよう強制することができる。

足.辿 輔受益者のため哩 血i担=⊥[(助坦連底 きれ∠C㊤な塾己撹食

信託が連続受益者のために設定され、一定の期間、一人の受益者に信託財産上の受益権を与え、かつ他の受益

者のために元本を保持してお くことが信託の唯一の目的でなく、他の信託 目的があ り、その目的がまだ達成 され

ていない場合、その信託は、単に受益者双方が信託の終了を望んだだけの理由、または、受益者の一方が他方の

権利 を取得しただけの理由では終了しない。

たとえば、信託の目的のひとつが、収益受益者が収益を受ける榴限を有する期間、その者に信託財産の管理 を

させないことにある場合、無能力者でない受益者が信託の終了を望んだとしても、その期間信託を終了させるこ

とはできない。同様に受益者が困窮 しているときは、収益または元本から支払を受益者に対 してするべき旨信託

条項に規定されている場合、無能力者でない全受益者が、信託の終了を望んだとしても、信託を終了させること

はできない。

例:

11.は 、全財産を信託としてBに 遺贈し、Aの 未亡人 となるCに 、その生存中、その収益を支払い、

C死 亡後は、Aの 子供のDお よびEに 元本を引渡すよう指示した。Aの 遺言には、信託設定の目的の一

つは、有能な受託者の管理のもとに共同でAの 財産を保持してもらうことであるとも書かれている。C、

Dお よびEはBに 対し、信託財産を自分たちに引渡すよう強制することはできない。

12。Aは 、信託として財産権をBに 遺贈 し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、Dに

元本を引渡すよう指示した。Aの 遺言には、信託設定の目的の一・つは、財産権の管理と受益権とを分け

ることにある一なぜならば、AはCに は財産管理能力がないと考えていたから一と書かれていた。Cと

Dは 、信託の終了を強制することはできない。

13.Aは 、 全財産を、3人 の子供B、C、Dに 平等の割合で遺贈 した。遺言には、Dほ とんど経済能

力がないので、Dに 対する持分は、D生 存中、その収益をDに 支払うための信託として保有され、D死

亡後は、元本をEに 支払うものと規定されていた。DとEが 信託の終了を望んでも、またはDが 受益権

をEに 譲渡しても、さらにEが その権利をDに 譲渡しても、信託は終了 しない。

14.Aは 、信託としてBに 財産権を遺贈 し、その財産権の収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後

は、元本をDに 引渡すよう指示した。Aの 遺言には、さらに、C死 亡の前にEが 貧乏になった場合はい

つでも、Eの 生活に必要な費用をその収益からBがEに 支払うものとするとも書かれていた。C・D・

Eは 、信託の終了を強制することはできない。

h,.拙 能山煮工壼_る量益酬 魎 」.{」割 当L旦 ±」カf、モの 一が ふでなくなっ端.金

信託の目的が、もっぱら受益者の身体的または精神的無能力のために、受益権の享受とその財産の管理とを分

けることにある場合に、その能力が回復した時は、信託の継続は、必ずしも信託の主要目的の遂行ではなくなる。
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このようなケースでは、受益者がひとりしかおらず、かつ信託の終了を望む場合、あるいは信託受益者の全員が

信託の終了に同意し、かつ全員が無能力者でない場合、その信託は終了する。

例:

15.Aは 、 全財産を、3人 の子供B・C・Dに 平等の割合で遺贈した。遺言には、Dは 精神的無能力

者であるか ら、Dの 持分は、Dの ための信託として保有されるものとすると書かれていた。A死 亡時に、

Dは 精神的無能力者であったが、その後、能力者 となった。Dは 、信託の終了を強制することができる。

16.Aは 、全財産を3人 の子供B・C・Dに 平等の割合で遺贈した。遺言には、Dが 精神的無能力者

なので、Dの 持分は、その収益をDに 支払うための信託として保有されるか、またはD生 存中はDの た

めに使用し、D死 亡後はその元木をB・Cに 引渡すための信託として保有されるものと規定 されていた。

A死 亡の時、Dは 精神的無能力者であったが、その後、能力が回復した。B・C・Dは 、信託の終了を

望んだ。この信託は終了する。

⊥L要 垣地位にあ灸女性 をf封虹するための.11的である場合

信託の唯一・の目的が、既婚の女性で現在の夫と結婚 している受益者の保護である場合に、夫が死亡したり、ま

たは離婚したときには、信託の継続は、必ずしも信託の主要目的の遂行とはいえない。このようなケースでは、

その女性が唯一人の受益者であり、信託の終了を望むならば、あるいは受益者全員が信託の終了に同意し、受益

者全員が能力者であるならば、 この信託は終了する。

j..単 独受益者の受益権享受斑斑型 されている場合

信託条項によって、ある一定の期間の経過、または、ある出来事の発生までは、信託は終了しないと規定 され

ている場合、通常、裁判所は、たとえ単独受益者が能力者であ り、信託の終了を望んでいても、期間の満了、あ

るいは出来事の発生まで、信託の終了を宣言しない。委託者の目的がまだ達成 されていない限りで、かつ達成 さ

れる可能性のある限 り、その信託の唯一の受益者が信託の終了を望んだとしても、裁判所は信託の終了を宣言し

ない。

たとえば、信託条項によって、受益者が一定の年齢になるまでは収益が支払われ、その年齢になった時にはじ

めて元本が受益者に引渡されるものと規定 されている場合、たとえ受益者がひとりであり、かつ能力者であって

も、その年齢になる前には、受益者のもとに元本を引渡すよう強制することはできない。

例:

17.Aは 、証券を信託としてBに 遺贈し、Cが40歳 になるまで、Cに その収益を支払い、Cが40歳 に

なった時に元本をCに 引渡すよう指示した。この信託財産につき、他に受益権を有する者はいない。C

は、30歳 である。Cは 、Bに 対 し証券をCへ 引渡すよう強制することはできない。

享受が特定時まで延期されているだけなのか、または贈与が特定時まで受贈者が生存することを条件としてい

るのか、 という問題については財産権のリステイ トメント第257条 ～259条 参 照、第128条 注i参 照。

k.奨 益権が織 田され尭.と妻」こ童益澗 享受が延期さ醒LL墨 描 企

本条で述べられている原則は、受益権が譲渡不可能な場合だけでなく(注1参 照)、 受益者が自己の権利を譲渡
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できる場合の信託にも適用される。受益権の享受が、延期されていても、その規定は、受益者の権利譲渡を妨げ

るものではない。受益者が自己の権利を譲渡した場合、受益権享受が延期 されている規定は、譲受人に対して効

力を有する。受益者が自己の権利を譲渡してしまうと、受益者の保護という信託の目的はもはや達成されないが、

信託条項で定められた終期の到来前に譲受人に信託を終了させることを認めるとすれば、受益者が受益権を譲渡

することによって、信託の目的達成 を不可能にしてしまう可能性がある。すなわち受益権の譲受人が信託を終了

させ、信託財産の支払をうけることができるかもしれないからである。このような事務を避けるために、信託の

終了を延期する規定は、当初受益者に対する関係のみならず、受益権譲受人に対 しても効力を有すると解される。

例:

18.Aは 、信託として証券をBに 遺贈 し、その収益を、10年 間Cに 支払い、10年 経 ったら元本をCに

引渡すよう指示した。この信託にもとつく受益権を有する者は他にいない。Cは 、受益権を譲渡できる

年齢となり、Dに 受益権を譲渡した。Dは 、10年 間、収益を受け、10年 間経過 した ら、元本を受取る権

限を有するが、10年 間経過するまでは、Bに 対して元本をDに 引渡すよう強制できない。但し、期間満

了前にCが 死亡した時は、この限 りでない。

19.Aは 、信託として証券をBに 遺贈 し、Cが40歳 に なるまで、その収益をCに 支払い、Cが40歳 に

なった ら、元本を引渡すよう指示 した。この信託にもとつ く受益者は、他にいない。Cは 、受益権を譲

渡できる年齢になり、その権利をDに 譲渡した。Dは 、Cが40歳 になるまで、または40歳 以下で死亡す

るまで、その証券の収益を受けとり、Cが40歳 になった時、または、40歳 以下で死亡 した時に、元本を

受取る権原がある。 しかしながら、Cが40歳 になるまで、または40歳 以下で死亡するまでは、Bに 対し、

その証券を引渡すよう強制することはできない。

元本享受延期の期間が余 りに長期に及ぶため、享受の延期に関する規定が無効となる事情については、第62条

注o参 照。

⊥_浪 費者這壼

信託条項または法令によって、受益者の一人または数人の権利が譲渡できないものであるときは(第152条 、第

153条 参照)、 たとえ受益者全員が信託の終了を望んでいても、または一人の受益者が他の受益者の権利を取得し、

その者が信託の終了を望んでいても、譲渡できない権利が存在する限り、信託は終了 しない。

例:

20.Aは 、信託として、財産権をBに 遺贈 し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、D

に元本を支払うよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は、Cが 譲渡できないものとされている。

CとDは 、信託の終了を強制することができない。

21.Aは 、信託として、財産権をBに 遺贈し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、D

に元本を支払うよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は、Cが 譲渡できないものとされている。

Dが 無遺言で死亡し、Cが 唯一の相続人であ り、かつ最近親者であった。Cは 、Bに 対し、信託財産を

Cへ 引渡すよう強制することはできない。浪費者信託の受益者が、いったん受益権を享受 した以上放棄
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することはできないが、現実に利益を享受していないならば受益権を放棄できる。第36条 注c参 照。

m.受 益者の扶養のた_めの信託

信託が、ある受益者の扶養のために設定された場合、たとえ受益権が譲渡できるものであっても、受益者達の

同意によって信託を終了 させることはできない。信託を終了させることは、委託者の意思に反することになるか

らである。

且.叔 樹lij眠di部 曲tlonarxtru3t]

信 託条項によって、信託を終了させるかどうかの裁量権が受託者に与えられている場合、受益者は、終了を強

制することができない。なぜな ら、それは委託者の意思に反するからである。

o,妥 協的古意1已印pr胆晶旦賠胆旦■旦11u

遺 言によって信託が設定され、受益者の一・人また数人の権利が譲渡できないものと規定されている場合、また

は法令によって受益者の一人または数人の権利が譲渡できないものとされている場合で、かつ、 この遺言が争わ

れているような場合、妥協としての合意は、譲渡不可能という受益権が関係 している限り、とくに裁判所が受益

権にとって最善であるとして認めるのでなければ、信託の終了をもたらす ことはない。

P,缶 樋 の ・部轄r-Il的 遠戚の早緒

信託の受益者全員が、信託の一一部の終了 を望み、かつ受益者全員が能力者である場合には、信託財産全部につ

いて信託を継続 して行くことが信託の主要目的でない限 り、受益者は信託財産の一・部について、信託の終了を強

制することができる。

例:

22.は 、 信託として、財産権をBに 遺贈し、その収益の半分を、C生 存中はCに 支払い、残 り半分は、

D生 存中はDに 支払い、どちらか一方が死亡した場合は、その死亡 した人の持分をEに 支払い、他の者

も死んでしまった場合は、元本をEに 引渡すよう指示した。Cが 、Cの 権利をEに 譲渡した。Dが 同意

すれば、Eは 、Bに 対 し、信託財産の半分をEの もとに引渡すよう強制することができる。

23.Aは 、信託として、土地をBに 遺贈し、その土地を売却して、その代金をC・D・Eに 分けるよ

う指示した。土地が売却 される前に、C・D・Eは 、土地の一部をCに 引渡すことに合意した。3人 は、

土地の一部引渡しを受託者に強制することができる。

q.信 託の一'部終了一目的が達成されていない場合

受益者全員が、信託の一部終了を望み、かつ受益者にだれも無能力者がいない場合でも、信託の一部終了が、

信託の目的遂行を妨げる場合には、信託の一部終了はしない。

例1

24.Aは 、信託として、財産権 をBに 遺贈し、その収益の半分は、C生 存中はCに 支払い、残 り半分

は、D生 存中はDに 支払い、どちらか一方が死亡した場合は、その者の持分をEに 支払い、 もう一人も

死亡したときには、元本をEに 引渡すよう指示した。信託条項によって、Dの 権利は譲渡できないもの

とされている。Cは 、Cの 権利をEに 譲渡した。Dが 同意 しても、Eは 、Bに 対し、信託財産の半分を
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Eの もとに引渡すよう強制することはできない。

」LL酋 鑑 間 服

受益者全員が同意 しない場合の信託の一部終了については、第340集 注g参 照。

信託終了に対する委託者の同意の効果については、第338条 、第339条 参 照。

受益者のうちの何人かが無能力者である場合に、受益者全員の同意が失効することについては、第340条 参照。

永久権禁止則の期間をこえて信託が継続する場合、期間に関する制限の有効性については、第62条 注o参 照。

第338条 受益者および委託者の同意

(1)委 託者および全部の受益者が同意 し、かっ、全員が無能力者でないときは、信託の目的がまだ達成されて

なくとも、信託の終了または変更をなすことができる。

(2)受 益者の一人または数人が、信託の終了または変更に同意せず、または無能力者であるときでも、その受

益者の権利が害されない限り、他の受益者全員は、委託者の同意を得て、信託の一部の終了または変更をなすこ

とができる。

注:

旦.且奥規∫llLの範{哨

本条で述べ られている規則は、委託者と受益者が、信託財産を委託者のもとに戻すことに合意する場合、また、

信託財産を受益者または第三者に引渡すことに合意する場合にも、適用される。委託者が受益者の一人である場

合でも、そうでない場合にも、適用される。委託者が単独受益者である場合の信託の終了に関しては、第339条 参

照。

本条で述べ られている規則は、たとえ委託者が撤回の権限を留保していな くとも、適用される。

委託者が死亡した場合、委託者の相続人は、本条にもとづき、信託を終了させることはできない。この原則は、

遺 言による信託、あるいは生前行為で信託が設定されたが委託者が死亡した場合には、適用されない。

b.辿 鏑白此C曼詰iv白]受益者のための苗打

信託が連続受益者のために設定され、かつ受益者全員および委託者が無能力者でない場合に、その著たちが信

託の終了に同意したときは、その信託は終了する。たとえ信託の 目的のひとつが、収益に対 して受益者が権原を

有する間には信託財産の管理をさせないことにあり、かつ委託者の同意がなければ受益者は信託の終了を強制す

ることができない場合であったとしても同様である。第337条2項 および注g以 下参照。

例:

1.Aは 、信託として、財産権をBに 譲渡し、その収益を、A生 存中はAに 支払い、A死 亡前に何 も

おこらなければ、A死 亡後は元本をCに 支払うよう指示 した。AもCも 無能力者ではない。AとCが 同

意すれば、その信託を終了させることができ、Bに 対して、信託財産をAま たはC、 あるいは第三者に

引渡すよう強制することができる。

l
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2.Aは 、 信託として、財産権 をBに 譲渡し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、元

本をDに 引渡すよう指示した。信託証書には、 「Aの 信託設定の目的の一つが、有能な受託者に信託財

産の管理をしてもらうことにある。」と書かれている。AもCもDも 無能力者ではない。A・C・Dが

同意すれば、信託を終了させることができ、受託者に対し、信託財産をAま たはC、 またはD、 あるい

は第三者に引渡すよう強制することができる。

旦_単 独更益者の受益権の一1♪1斑斑延期されている場合

信託条項によって、その信託は、ある時期が来るまで、あるいは、ある出来事がおこるまで終了 しないものと

されている場合で、かつ単独受益者が無能力者でないとき、あるいは、複数の受益者がいる場合でも、その全員

が無能力者でない場合に、受益者が信託の終了を望んだときは、たとえ特定の期間が経過 していなくとも、また、

特定された出来事が発生 していなくとも、信託は終了するが、委託者の同意がないと、信託の終了を強制するこ

とはできない。第337条 第(2)項 および同条注i以 下参照。

例:

3.Aは 、信託としては、財産権をBに 譲渡し、その収益を、Cが30歳 になるまではCに 支払い、30

歳になったら元本をCに 引渡すよう指示した。この信託財産に関し、他には受益者はいない。Cは25歳

で ある。AとCが 同意すれば、信託を終了させることができ、Bに 対し、その信託財産を、Aま たはC、

または第三者に引渡すよう強制することができる。

旦L浪 費者信託

信託条項または法令によって、受益者の権利が譲渡できないものとされている場合に、受益者の全員と委託者

が、無能力者でなく、かつ信託の終了に同意したときは、信託は終了する。信託委託者の同意がなければ、受益

者だけでは信託の終了を強制できない。第337条(2)項 お よび同条注1以 下参照。

例:

4.Aは 、信託 として、財産権をBに 譲渡し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、元

本をDに 引渡すよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は譲渡できないものとされている。AもC

もDも 無能力者ではない。A・C・Dが 同意すれば、信託を終了させることができ、受託者に対し、そ

の財産を、Aま たはC、 またはD、 あるいは第三者に引渡すよう強制することができる。

5.Aは 、信託として、財産権をBに 譲渡 し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、元

本をDに 引渡すよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は譲渡できないものとされている。Dが 無

遺言で死亡し、Cが 唯一の相続人かつ最近親であった。Aが 同意すれば、Cは 、Bに 対して、信託財産

をCの もとに引渡すよう強制することができる。

6.Aは 、信託として、財産権をBに 譲渡し、その収益を、C生 存中はCに 支払い、C死 亡後は、そ

の財産権をAに 戻すよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は譲渡できないものとされている。C

が無能力者でなく、信託の終了に同意すれば、Aは 、Bに 対し、信託財産をAの もとに返すよう強制す

ることができる。
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ll

旦._違 法拠」'i控H克 己せられ端 金

委託者または受益者の同意が、詐欺または違法な手段で惹起させ られた場合は、信託は終了 しない。

⊥エ.呈櫨抵聖句ム赴が同意LなL・ 損食

受益者が確定せず、または無能力であったり、あるいは信託の終了に同意しなかった場合(第340条 参照)、 信託

は、単に委託者が同意しただけでは終了しない。

且._眉 韮 璽.ゴ昂騰 工

委託者 と受益者全員が同意 し、かつ委託者全員が無能力者でない時は、信託の目的が達成 していなくとも、信

託の一部終了を強制することができる。第337条(2)項 および同条注q以 下参照。

例:

7.Aは 、信託として、財産権をBに 譲渡し、収益の半分を、C生 存中はCに 支払い、残 り半分を、

D生 存中はDに 支払い、どち らか一・方が死亡したときには、その者の収益に対する持分をEに 支払い、

残りの一人 も死亡したときは、元本をEに 引渡すよう指示した。Cは 、Cの 権利をEに 譲渡した。Aと

Dが 同意すれば、Eは 、Bに 対して、信託財産の半分をEに 引渡すよう強制することができる。

lh._信 託の変更

委託者 と受益者の全員が同意し、かっ、その著たち全員が無能力者でなければ、信託の変更をすることができ

る。

たとえ一部の受益者が信託の変更に同意しないか、または無能力であったとしても、委託者および同意をしな

い受益者が無能力でないならば、その者達は信託の変更を強制できる。同意せずまたは無能力である受益者の権

利が害されない限り、同意した受益者にっいて信託 目的が達成 されないことになったとして も同様である。たと

えば、信託条項または制定法により受益者の1人 または数人の権利が譲渡不可能であったとしても、受益者が無

能力者でなく、かつ委託者が同意する場合は、受益権は譲渡可能となる。なぜなら他の受益者は同意しなかった

としても、譲渡が行われたことによって権利を害されることはないからである。受益者による受益権譲渡に関す

る制限は受益者 と委託者の合意により解除できる。

ll

第339条 委託者が唯一の受益者である場合

委託者が、その信託の唯一の受益者であり、かつ、無能力者でないは場合には、信託の目的が達成されていな

くとも信託を終了させることができる。

注:

旦.塞 規』ゆ 連刷 む囲

本条で述べられている規則は、たとえ委託者が取消権を留保していないものとの記載がなされていても、適用

される。しかも、信託設定の目的が、その財産の管理 を誤 らないようにするためだとしても、適用 される。さら

に、信託条項によって、受益権が譲渡できないもの、あるいは債権者の差押えを受けないものと定められていて
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も、受益者と委託者が同一の場合は受益権の譲渡の制限は無効であるから、やはり本条の適用がある。 第156条

参照。

信託を設定した時には委託者が能力者であったが、その後に無能力者となった場合、委託者は、それ以後、信

託を終了させることはできない。たとえば、委託者が心神耗弱し、または、法的浪費者として宣言を受けた場合、

信託を終了することはできない。しかしながら、単に単独受益者である委託者が上手に財産 を管理処分できない

という事実があるだけでは、委託者は信託を終了することもできるし、信託財産を自己へ再譲渡するよう強制す

ることもできる。この際、信託設定の目的が、委託者が財産管理の失敗を恐れ自己の無能力、浪費癖または暴飲

癖(iwte■perance)か ら自己を守るために、自己の財産管理を他人に任ねることであったことは重要でない。この

委託者は同時に単独受益者であるので、無能力者でない限 り信託を終了することができる。

b.委 託者が唯一の受益者であ重場合

委託者が、受益権を誰か他の人に与える意思を表示していなければ、委託者が唯一の受益者である。しかしな

が ら、委託者が、たとえば、自己の子供とか相続人になる者に対 して、確定的(vested)ま たは不確定的な権利

(cowtingentiηterest)を 設定する意思を表示 した場合は、その委託者は唯一の受益者とはならない。但し、シェ

リー事件の法則または他の法則にもとついて、その意図された権利が無効となった場合は、この限りでない。委

託者が唯一・の受益者となる場合、または唯一の受益者とならない場合についての問題は、第127条 で扱 っている。

例:

1.Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡し、その収益を10年 間Aに 支払い、その後は、その財産権を

Aに 引渡すよう指示した。信託条項によって、この信託は、10年 間、撤回できないものとされている。

Aは 、10年 の期間が満了する前でも、Bに 対 し、Aの もとにその財産権を戻すよう強制することができ

る。

2Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡 し、A生 存中はAに 収益を支払い、Aが 死亡した場合には、

Aが 捺印証書または遺言で指定 した者に、また、指定がない場合には、Aの 最近親者に元本を引渡すよ

う指示した。Aは 、取消権を留保 していなかった。Aは 、Bに 対し、その財産権をAの もとに戻すよう

強制することができる。

q」 委託者が唯こ の受益者となった場合

委託者が、当初は、単独受益者でなかったが、後に他の受益者の権利を取得 し、そのために唯一の受益者とな

った場合、Aは 、その受託を終了させることができる。

例:

3.Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡し、A生 存中はその収益をAに 支払い、A死 亡後は、元本を

Cに 引渡すよう指示した。Aは 取消権を留保していない。Cが 、その信託上の権利をAに 譲渡した。A

は、Bに 対 し、その財産権をAに 戻すよう強制することができる。
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第340条 受益者のある者が同意しない場合

(1)本 条(2)項 、第335条 および第336条 の場合を除いて、受益者の内の一人または数人が信託の終了に同意

せず、または無能力者であるときは、他の受益者は、信託条項によらなければ、信託を終了させることができな

い。

(2)受 益者の内の一人または数人が信託の終了に同意せず、または無能力者であっても、同意 しない、また

は無能力者であるそれらの受益者の権利が害されず、かっ信託を継続することが信託の重要な目的を遂行するの

に必要でない場合は、裁判所は、信託の一部分の終了を命ずることができる。

(1)項 の注:

a,窒 益 一豊全員坦1司意趣な」く鮎_IJ舐 を終 工さ世亘≡ ム 直ゴ 童直概査

信託設定の 目的の遂行が不可能となったり、違法なものになった場合は、たとえ受益者の一人または数人が無

能力者であって も、また、信託の終了に同意していなくとも、その信託を終了させることができる。第335集 注e

参照。委託者の知 らない事情または予期 しない事情によって、信託の継続が、信託の 目的達成 を妨げ、または重

大な障害を与えるおそれがあるときは、たとえ受益者の一人または数人が無能力者であったり、信託の終了に同

意 していなくとも、裁判所は、信託の終了を命じ、または許可することができる。第336条 注C参 照。

見..畏 益者のあ る者が、」ii鎚終了」こ回遠 しなL違]合

本条(1)項 で述べ られている法準則は、受益者全員が確定していて、かつ無能力者でな く、 しかも、その一人

または数人が信託終了に同意しない場合に、適用される。

例:

1.Aが 、財産権をBに 信託として遺贈 し、その収益を、C生 存中はCに 支払 い、C死 亡後は、元本

をDに 引渡すよう指示 した。CもDも 、他方の同意がなければ、信託を終了 させることはできない。

2.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈 し、CとD双 方が生存中は、CとD各 々に等 しく収益を支払

い、どちらか一方が死亡した場合は、残った者に元本を引渡すよう指示した。CもDも 、他方の同意が

なければ、信託を終了させることができない。

c,奨 黄 老の何ノ已かが瓢能山者である場合

(1)項 で述べ られている法準則は、受益者の一人または数人が無能力者である場合に適用される。

例:

3.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈 し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後はDに 元本を引

渡すよう指示した。Dは 未成年者である。CとDは 、この信託を終了させることはできない。

d. 一堂益者の立ち_の何人かが樟定レ± いな旦塑 登

(1)項 に述べ られている規則は、他の受益者全員が能力者で、信託の終了に同意しているけれども、受益者の一

人または数人が確定 していないという場合に、適用 される。

例:
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4.Aは 、 甲地 を、Cを 受益者 として信託としてBに 譲渡し、Cが 子を残して死亡した場合、残余権

はその子に、Bに 子供がいない場合には、残余権はDの ものとした。Cお よびDは 、その信託の全部ま

たは一部を終了 させることはできない。

旦エ 束吐付〔阻止ing鋤 Ω権璽1」璽杢琉邨が1望1ら直ヨ⊇な端[金

条件付の受益権が存在 していても、その受益権の不成就が明らかになった場合には、信託を終了させる妨げと

はならない。例えば、収益がある者にその生存中支払われ、その者の死亡後は、元本がもし生きていれば他の者

に、その者が生きていなかった場合は、子供連に、子供を残さずに死んだ場合は、第三の者に支払われるという

信託が設定され、第二の者が第一の者の生存中に子供を残さず死んだ場合、信託は第一の者と第二の者の同意に

より終了させることができる。

まだ確定されない受益者が、指定 された女性の子供である場合に、その女性が科学的に懐胎できない年齢にな

ったか、または肉体的に子供が産めなくなった場合には、裁判所は信託を終了させることができる。

例:

5.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、Cの 子供達

にその財産権を引渡し、Cに 子供がいない場合はDに その財産権を引渡すよう指示 した。Cに は子供が

おらず、明らかに懐胎できない年齢となっている。CとDは 、信託を終了させることができる。

たとえ、子供が生まれることが、全 く不可能であるわけではなくとも、子供が生まれる可能性が殆 どない場合

は、裁判所は少なくとも、そのような生まれる可能性のある子供 を守るための証書を少なくとも提出させて、信

託を終了させることができる。

1.轟JE者 のII腿['

(1)項 で述べられている規則は、委託者が信託終了に同意 している場合にも適用 される。

例:

6.Aは 、 財産権を信託としてBに 譲渡 し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後はCの 子供連に

元本 を引渡すよう指示した。Cは 未婚である。AとCの 要請で、Bは その財産権をAに 譲渡した。その

後Cが 結婚 し、子供が生まれ、 さらにCが 死亡した。Cの 子供達は、Aに 対し、その財産権を自分達の

もとに引渡すよう強制することができる。

7.Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡し、A生 存中はAに 収益 を支払い、A死 亡後は、Aの 子供に

その財産を引渡すようにした。Aに まだ子供が生まれていなくとも、信託を終了させることはできない。

(2}項 の注:

菖.fi甜七の ・田遊.「ぬ11纏められなL1卦」日宇

信託の一人または数人の受益者が信託の終了に同意しなかったり、まだ確定していなかったり、あるいは無能

力者である場合には、他の者は、同意していない受益者の権利が信託の一部終了によって害されることになる時

には、信託の一部終了を強制することができない。

例:
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8.Aは 、信託としてBに 土地を譲渡し、C生 存中は、その資料および収益をCに 支払い、C死 亡後

は、その土地をDに 引渡すよう指示した。Dの 同意がなかったり、Dが 無能力者である場合には、Cは 、

Bに 対 し、普通法上の生涯権(所 有権)を 引渡すよう強制することはできない。

9.Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡し、10年 間、その財産権の収益をCとDに 支払い、10年 後 は、

元本をC、D平 等に分けて引渡すよう指示した。Dの 同意がなかった り、Dが 無能力者である場合には、

Cは 、その財産権の半分を引渡すようBに 強制することができない。

10.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、C・D双 方が生存中は、C・D平 等の割合で収益を支払

い、どちらか一方が死亡した場合には、生残者に元本を引渡すよう指示した。CもDも 、他方の同意し

ない限 り、元本の半分を自分に引渡すよう受託者を強制することはできない。

hエ.f`樋 の二部軽 ∫把縛められる掛金

信託の終了に同意 していない受益者の権利が、信託を終了させることにより害されるおそれがない場合には、

信託の継続が必ずしも信託の重要目的の遂行といえない時に限 り、信託の一部終了が命じられることがある。そ

のような場合には、裁判所は財産権が引渡された受益者に同意しなかった受益者の権利を確保するための債権を

留保するよう要求できる。

例:

11.Aは 、200,㎜ ドルの証券を信託としてBlこ 譲渡し、複数の者にそれ らの者の生存中は年金妓

払い、死亡後は、Cに その証券を引渡すよう指示した。500ド ルの年金を受取る権原を有するDを 除き、

すべての年金受領者が死亡した。裁判所は、BがDへ の年金支払いのために十分な証券を保有していれ

ば、証券の一部をCに 引渡せと命ずることができる。

注:

i.前 撰制 目

信託が永久権禁止則の期間を越えて存続する場合、終了に関する制限の効力については、第62条 注o参 照。

第341条 混 同

(1)本 条(2)項 の場合を除き、信託財産に対する普通法上の権原と全受益権とが同一人に帰し、且つその者が

無能力者でない場合は、信託は終了する。

(2)浪 費者信託の受益者が信託財産に対する受益権の全部を有し、その受益者が自己の意思によらず、その信

託の唯一の受託者となった場合、その受益者は、新受託者の選任を得て再び信託を存続することができる。

注1

凸一.一受託者1こ一よる受益描の取組

普通法の効果によって、受益権の全部が受託者に承継 された場合、その信託は終了し、受託者はその財産権を

信託とは関わ りなく保有する。たとえば、受益者が無遺言で死亡し、受益権が、その者の相続人又は最近親者で
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ある受託者に相続された場合、その信託は終了する。

例:

1.Aは 、信託として財産権をBに 遺贈し、B生 存中はBが 収益 を使用し、Bが 死亡した場合は残余

権をCに 引渡すよう指示した。Cが 無遺言で死亡し、BがCの 相続人かつ最近親者であった。この信託

は終了する。

受益者が受益権を受託者に譲渡した場合の効果については、第343条 参照。

虹 」受益握力 普通法上の権原を典 た場合

普通法上の効果により、信託財産に対する普通法上の権原が、全部の受益権を有している受益者に承継された

場合、その信託は終了 し、受益者はその財産権を信託とはかかわりなく保有する。たとえば、単独受益者が、二

人の受託者のうち一人で、他の受託者が死亡した場合、あるいは、単独受益者が単独受託者に指定 された場合、

その信託は終了する。

例:

2.Aは 、信託として財産権をBとCに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は元本をD

に支払うよう指示した。Dは 、自己の受益権をCに 譲渡 した。Bが 死亡Cは 、その財産権に対し普通法

上の権原と完全な受益権を取得するので、その信託は終了する。

3.Aは 、土地を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCを 受益者とし、C死 亡に際しては、Cが 遺言

によって受益者を指定するものとした。Cは 無遺言で死亡 し、その財産の処分にっき何 らの定めもなく、

かつ、Aは 自己の財産の残余権の処分について何らの定めも設けていなかった。CとDはAの 相続人で

ある。Dは 、Aの 相続人としての権利をCに 譲渡した。Bは 、受託者を辞任し、Cが 裁判所によって単

独受託者に指名された。その結果、Cは その土地に対する普通法上の権原と完全な受益権とを有するこ

とにな り、信託は終了する。

受託者による譲渡又は受益者の指示による譲渡の効果については第342条 参 照。

.C.襲 費貴僧晶{P鷲 益 者力∫L酋通日{上の橘歴幽 」し幽 査

信託財産に対する完全な受益権を有する浪費者信託の受益者が、自己の意思によらず単独受託者となった場合、

もしその者が選択すれば、その財産権を信託とは関わ りなく保有できる。あるいは、自分のための浪費者信託に

もとづき、合理的な迅速さで行動すれば、その財産権を保有するよう新受託者を指名することもできる。このよ

うな場合には、受益者が信託財産に対する普通法上の施原と完全な受益権とを有するので、離れもその者にその

信託を存続 させるよう強制する者は存在 していない。一方、その者は自己の意思によらず浪費者信託によって与

えられた保護の利益が失われることになるので、そのような保護を受けるための信託を存続することが認められ

る。信託が存続する場合、それはその者によって設定 された新 しい信託とは扱われないのであり、自己の権利の

譲渡に関する規定は無効である(第156条(1)項 参 照)が 、自己の利益のために設定 された、 もとの浪費者信託が続

いているものと扱われる。

単独受託者となった浪費者信託の受益者が、自己の権利を譲渡した場合、新 しい受託者が指定 されたからとい
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って、その受益者はその譲渡を取消す ことはできない。なぜならば、その財産権を譲渡することにより、その者

はその財産権を自分のものとして処分する選択権を行使 したことになるからである。同様に、 もしその者が遅滞

なく新しい受託者を指名する手続をとらなければ、その者の債権者は財産権にかかっていき、それを自己の請求

権の満足に充当することができる。しかしながらその者が遅滞なく新しい受託者の指名をする手続をとれば、そ

の者の債権者は、たとえ新しい受託者が指名される前、またはそのような指名の適用がなされる前に財産権を差

押えたとして も、請求権を満足させるために財産権を充当することはできない。

例:

4.Aは 、信託として財産権をBとCに 遺贈し、C生 存中はCを 受益者としてCに 収益を支払い、C

死亡後は、その財産権をDに 引渡すよう指示 した。信託条項によって、Cの 権利は、Cが 譲渡できず、

債権者の差押えの対象にもならないとされていた。Dが 自己の権利をCに 譲渡 した。Bが 死亡、そこで、

Cは 、信託財産に対する普通法上の権原と完全な受益権を取得することになり、その財産権を信託とは

関わ りなく保有できる。Cは 、自己の選択により、遅滞なく手続をとれば、その信託にもとつく権利を

譲渡できず、またはその権利が債権者の差押えをうけないものとなるように、裁判所に新受託者を指名

してもらうことも可能である。

5.事 実 は、例4で 述べられているのと同様である。Bの 死後、Cが その財産権をEに 譲渡した。E

は、その財産権を信託 とは関わりなく保有する。

6.事 実 は、例4で 述べられているのと同様である。Bの 死後、Cは 、数年間、受託者の指定をして

もらうような行動をとらなかった。Cの 債権者Eは 、Cに 対する債務名義を得て、その財産の差押えを

行った。Eは その財産を競売し、その代金を債権に充当することができる。

7.事 実 は、例4で 述べられているのと同様である。Bの 死亡後すぐに、Cの 判決確定債権者がその

財産を差押えた。Cが 遅滞なく裁判所に対し新受託者の指名を求めた場合には、Eは その財産を競売し

て、代金を債権に充当させることはできない。

浪費者信託が設定 され、信託条項により受託者が信託財産を受益者に譲渡する権限が与 えられており、受託者

がその権限を行使した場合、信託は終了するので、受益権はもはや浪費者信託の信託証書の規定によっては保護

されない。そして受益者は新しい自益信託の設定によ り、その財産を自己の債権者にかからせないようにするこ

とはできない。

受託者による譲渡、または浪費者信託の受益者の指示による譲渡の効果については、第342条 注f参 照。

∫1、11t独琵一益省が単独受託者と一な宣ない特白

信託は、複数受益者の一人が複数受託者の一人または単独受託者になったというだけでは終了しないし、ある

いは、単独受益者が複数受託者の一・人になったとか、複数受益者が受託者になっただけでは、信託は終了しない。

注e～h参 照。

e」 驚塾聖}{境 」担'」㌧が扱融砦;芒者ρ ・人を鼎立1蚤崩{≧

複数受益者のうちの一人が複数受託者の一人になった場合、または、複数受託者の一人が複数受益者の一人に
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なった場合には、信託は終了しない。第99条(1)項 お よび第115条(1)項 参照。

例:

8.Aは 、財産権を信託としてBとCに 遺贈し、D生 存中はDを 受益者として収益を支払い、D死 亡

後は、その財産権をEに 引渡すよう指示した。信託条項によって、受託者のどちらかが死亡した時に、

残存受託者が新受託者を指名するよう規定されていた。Bが 死亡し、Cは 、共同受託者としてDを 指名

した。この信託は終了しない。

9.事 実 は、例8と 同様だが、Cが 共同受託者としてEを 指名した点が異なる。この信託は終了しな

いo

lO.Aは 、財産権を信託としてBとCに 譲渡し、その財産権を売却 し代金をDとEに 分配するよう指

示した。信託条項によって、受託者のどちらかが財産権 を売却する前に死亡したときは、Aが 新受託者

を選任するものと規定されている。財産権が売却される前にBが 死亡した。Aは 、Cの 共同受託者とし

てDを 指名した。この信託は終了 しない。

11.Aは 、財産権を信託としてBとCに 譲渡し、その財産権を売却 して代金をDとEに 分配するよう

指示 した。Dは 自己の権利をBに 譲渡 した。この信託は終了しない。

[_凹 独坐話者が量益者の ・・∧になコた鼻 音

複数受益者の一人が、その信託の単独受託者になっても、また、単独受託者が複数受益者の一人になっても、

信託は終了 しない。第99条(2)項 、第115条 項(3)項 参照。

例:

12.Aは 、財産権を信託としてBとCに 遺贈し、D生 存中はDに 収益を支払い、D死 亡後は、Cに 財

産権を引渡すよう指示した。Bが 死亡 し、Cが 単独受託者 となった。信託は終了しない。

13.Aは 、財産権を信託としてBとCに 遺贈 し、C生 存中はCに 収益 を支払い、C死 亡後は、Dに 財

産権を引渡すよう指示した。Bが 死亡し、Cが 単独受託者となった。信託は終了しない。

14.Aは 、財産権を信託としてBに 譲渡 し、その財産権 を売却し代金 をCとDに 分配するよう指示し

た。信託条項によって、Aは いつでも受託者の辞任を要求 して新受託者を選任できるものと規定されて

いる。信託条項の規定にもとづき、AはBの 辞任を要求 し、新受託者 としてCを 選択した。信託は終了

しない。

15.Aは 、財産権 を信託としてBに 譲渡 し、その財産権 を売却して代金をCとDに 分配するよう指示

した。Cは その権利 をBに 譲渡した。信託は終了しない。

且。_塑独坐益者が複数聞 岳者¢)一・人になった雛直

信託の単独受益者が、複数受託者の一人になっても、または複数受託者の一人が単独受益者になっても、信託

は終了しない。第99条 項(3)項 、第ユ15条(2)項 参照。

例:

16.Aは 、財産権を信託としてBとCに 遺贈 し、その収益をDが30歳 になるまではDに 支払い、Dが
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30歳 になった時に元本をDに 引渡すよう指示 した。信託条項によって、受託者のどちらかが死亡した場

合、残った受託者が新受託者を指定できるものと規定されている。Bが 死亡し、Cは 新しい共同受託者

としてDを 指定 した。Dは25歳 である。信託は終了しない。

17.Aは 、財産権を信託としてBとCに 譲渡 し、その財産権を売却して代金をDに 支払うよう指示し

た。Dが 自己の権利をBに 譲渡した。信託は終了しない。

h.製 数 粟托者が複数甦益者仁なユ立場査

複数受益者が、信託の複数受託者になっても、または複数受託者が複数受益者になって も、信託は終了しない。

第99条(4)項 お よび第115条(4)項 参照。

例:

18.Aは 、財産権を信託としてB、C、Dに 譲渡し、その財産権を売却して代金をCとDに 分けるよ

う指示 した。Bが 死亡。信託は終了しない。

19.Aは 、財産権を信託としてBとCに 譲渡 し、その財産権を売却して代金をDとEに 分けるよう指

示した。Dが 自己の受益権をBに 、Eが 自己の受益権をCに 譲渡した。信託は終了せず、BもCも 、他

方の同意がなければ、その財産権の売却を阻止することはできない。Bが 死亡した場合、Cは 、その財

産権を信託と関わ りな く保有するのではな く、Bの 遺産およびCの ための信託として保有する。

i. 一「}{「後 夢ll(1

受託者が信託財産 を受益者に対しまたは受益者の指示に従って譲渡する場合の効果については、第342条 参照。

受益者が受益権を受託者に譲渡する場合の効果については、第343条 参照。

第342条 受託者が信託財産を受益者に譲渡、または受益者の指図に従って

譲渡する場合

受託者が、無能力者でない単独受益者に対し、またはその受益者の指図に従って信託財産を譲渡し、あるいは、

受益者が複数いて、その全員が無能力者でない時に、その複数受益者に対 し、またはそれ らの者の指図に従って

信託財産を譲渡 した場合は、信託の目的が完全に達成されていな くとも、信託は終了する。

注:

旦..典 正壼蝶 益担 こ醐L左 封立

受託者が、無能力者でない単独受益者に信託財産を譲渡した場合、その受益者は完全な受益権とならんで信託

財産に対する普通法上の権原を取得したのであるから、信託は終了する。このことは、信託の目的が完全に達成

されて受益者が信託の終了を強制(第337条(1)項 参照)す る場合だけでなく、信託の目的が完全には達成 されてい

ないために、受益者が信託の終了を強制(第337条(2)項 参照)で きない場合にもあてはまる。

受託者は通常、受益者に対して譲渡をなすにつき責任を有さない。なぜなら受益者が同意すれば、受益者は信

託違反としての受託者の行為や不作為の責任を受託者に負わすことができないからである。第216条 参照。
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もし、受託者が信託財産を受益者に譲渡する前に信託違反の責任を負うならば、譲渡が当該財産の信託を終了

させるにもかかわらず、受託者の信託違反に対する責任を免除するわけではない。放棄または契約による受託者

の信託違反責任の免除については第217条 参 照。

b.受 益者の【吐意を1{」て第.三者1こ趨鎮守:聖目丘

受託者が、無能力者でない受益者の同意を得て、信託財産を第三者に譲渡 した場合、信託は終了し、受託者は

譲渡をなしたことにつき何らの責任 も負わない。

旦_酷 益者が複数曲 直

受益者が複数いて、無能力者でないときに、受託者が、その信託財産を、各受益者それぞれの受益権にもとつ

いて、もしくはそれらの者の同意する額を譲渡し、またはそれらの者の指図によ り第三者に譲渡した場合、信託

は終了し、受託者は譲渡をなしたことにつき、何 らの責任も負わない。

旦.連 続受益者

信託が連続受益者のために設定され、受託者が、全員の同意を得て、それ らの者に信託財産を譲渡し、または

その指図に従って譲渡をし、誰も無能力者でない場合、信託は終了し、受託者は譲渡をなしたことにつき、何ら

の責任も負わない。

このことは、信託の唯一の目的が信託財産の受益権を一定期間ある受益者に与え、元本は、他の受益者に残し

ておいたのに、両者が受託者に信託財産を自分達に譲渡するよう強制する場合(第337条 注f参 照)だ けでなく、

信託目的の1つ が収益について権原のある受益者からその権原のある期間中、信託財産を管理 させないことによ

り、受益者が受託者に信託財産 を自分達に譲渡するよう強制することができない場合(第337条 注g参 照)に もあ

てはまる。

例:

1.Aは 、財産権 を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに その収益を支払い、C死 亡に際 しては、

元本をDに 支払うよう指示した。CもDも 無能力者ではない。CとDの 同意を得て、Bが 信託財産をCも

しくはD、 または第三者へ譲渡した。信託は終了 し、Bは 、その譲渡につき、何 らの責任も負わない。

2,Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡に際しては、元本

をDに 支払うよう指示 した。遺言には、信託設定の目的の一つが、Cに は財産管理能力がないと思われ

るので、財産権の受益権能 と管理を分離することであると書かれていた。CもDも 無能力者ではない。

CとDの 同意を得て、Bは 、その財産権を、Cま たはDの いずれかに譲渡し、あるいは双方の合意を得

た比率でCお よびDに 譲渡 し、または第三者に譲渡することができる。その場合、信託は終了し、Bは 、

その譲渡に対し何 らの責任 も負わない。

旦L受 益権の享受が延期されている場合

信託条項によって、受益者が一・定の年齢になるまで、収益が受益者に支払われ、その年齢になった時に元本を

受益者に引渡すと規定され、かつ、その信託財産に対し、その者以外には離れも権利を有しておらず、また、そ

の受益者が無能力者でない場合、その受益者が一一定の年齢になる前に、信託終了を強制することはできないにし
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ても(第337条 注j参 照)、もし受託者がその信託財産を受益者が一定の年齢になる前に受益者に譲渡したときは、

信託は終了し、受託者は、その譲渡につき何らの責任も負わない。

例:

3.Aは 、財産権 を信託としてBに 遺贈し、Cが40歳 になるまで、Cに その収益を支払い、Cが40歳

になった時、その元本をCに 引渡すよう指示した。その信託財産に対 して権利を有する者は、現在にお

いても、将来においても、C以 外には存在しない。Cは 、21歳 である。Bが 信託財産をCに 譲渡 した。

信託は終了する。Cは その財産を取得 し、Bは 、その譲渡につき、信託違反の責任を負わない。

f.i躍 増 佃晶

信託条項または制定法によって、複数受益者の一人の権利が、その者によって譲渡できないものとされていて

も(第152条 、 第153条 参照)、 また、信託 目的が完全に達成される前は、受託者が、信託財産を受益者に譲渡 し、

あるいは受益者の指示に従って譲渡したとしても、受益者は、受託者に対し信託違反の責任を問うことはできな

いし、受託者に信託の原状回復を強制することもできない。

例1

4.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈 し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は元本をDに 引

渡すよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は譲渡できないものとされている。無能力者でないC

とDの 合意によって、Bは 、その信託財産をCま たはDへ 、あるいはCとD双 方に平等の割合で、ある

いは第三者に譲渡した。受託者は、Cま たはDに 対し何 らの責任も負わない。

ここで述べた法準則が拒絶し、同意した受益者が受託者に対して、信託の原状回復を強制することを許容する

州では、受益者は自己に譲渡された、又は、自己の同意により譲渡された財産の価格につき受託者に対し、個人

的に責任を負 う。そして、もし受託者が信託の原状回復 をなすために自己の財産を出損することを強制されるな

らば、受託者は受益者の財産から信託財産における受益権以上の金額を取 り戻す ことができる。

たとえ浪費者信託の受益者であっても、自己が同意 した受託者の行為につき、受託者に責任を負わせることは

できないという一般原則については第216条 注e参 照。

受託者による浪費者信託の受益者に対する信託資金の前払または貸付の効果については第255条 注f参 照。

且.{`II±か四叉 益者が「軋砥L立 哨 血

複数の受益者がいる場合に、受託者が、他の受益者の同意を得ずに、一人の受益者に信託財産を譲渡した り、

その者の指図により譲渡したとき、または、受益者の中にまだ確定していない者が入っている場合、あるいは無

能力である者がいる場合に、受託者が一人の受益者に信託財産を譲渡した り、その者の指図により譲渡したとき

は、その受託者は、他の受益者に対し、信託違反の責任を負う。信託の期間が満了していないときには、その譲

渡に同意しなかった受益者、または無能力者である受益者は、受託者に対し、信託の原状回復 を強制することが

できる。第216条 注g参 照。譲渡を受けた受益者の責任については、第254条 参照。

例:

5.Aは 、 財産権を信託としてBに 遣憎し、Cが40歳 になるまではCに その収益 を支払い、Cが40歳
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になった時には元本をCに 引渡し、もしCが40歳 になるまでに死亡したときは、Dに 元本を引渡すよう

指示した。Cは21歳 である。Bが 、信託財産をCに 譲渡した。Cは 、Bに 対し、信託違反の責任を問 う

ことはできないが、Cが40歳 になる前に死亡した場合、Dは 、Bに 対し信託違反の責任を追及すること

ができる。Cが40歳 になる前に、Dは 、受託者に対し、信託財産またはそれと同等の価格のものを、信

託として保有するよう強制することができる。

6.Aは 、財産権を信託 としてBに 譲渡し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、元本をCの

相続人に、Cが 相続人なしに死亡した場合はDに 引渡すよう指示した。Cの 同意を得て、Bは 信託財産

をDに 譲渡した。Cが 子供達を残 して死亡した場合、Cの 子供連は、Bの 信託違反の責任を追及するこ

とができる。

h.受 益者が離能力者である弱音

受託者が、信託の木 曽に違反して、信託財産を、無能力者である受益者に、またはその者の指示に従って譲渡

した場合(第133条 参 照)、 受益者は、受託者に対 し、信託違反の責任を追及することができる。もしその受益者

が、譲渡された財産、またはその代金を保有していれば、受託者は、受益者に対 し、それを再譲渡するよう強制

することができる。

例:

7.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、Cが 成年になるまではその収益をCに 支払い、Cが 成年

に達したときには、元本をCに 引渡すよう指示した。C以 外には、現在も将来も受益者は存在しない。

Cは18歳 である。Bが その財産権をCに 譲渡した。その財産を浪費 したCは 成年になった。Cは 、Bに

対して、信託違反の責任を追及することができる。

i.撰 渡に対す迅受益者の同意が、違法な ものであ□た封合

受託者が、受益者の同意を得て信託財産を第三者に譲渡したが、その受益者の同意が詐欺またはその他の違法

な手段によってなされたものであるときには、その信託は終了しない。同様に、受託者がもう一人の同意を得て、

二人の受益者のうちの一人に信託財産を譲渡し、その受益者の同意が もう一人の受益者の詐欺によってなされた

ものであるときには、信託は終了せず、信託財産の譲渡をうけた受益者は、それを信託に戻すよう強制される。

」.侃,田 関係の鼎1ユ

受託者は、受益者との間に信認的法律関係(第2条 注b参 照)に あり、受益者との間で、 自分自身の計算で取引

を行 う場合には、受益者に対 して公正でなければならず、受託者として知 りまたは知 りうべき、取引に関する重

要事項をすべて受益者に伝える義務がある。第170条 参照。

第343条 受益者が受益権を受託者に譲渡する場合

単独受益者が、その受益権を受託者に譲渡し、また、複数の受益者のいる信託において、その受益者全員がそ

の受益権を受託者に譲渡したときは、信託の目的がまだ完全に達成されてな くとも、信託は終了する。
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注:

a ..受 益者による受益権の受託者告酔`壌渡

受益権が譲渡可能な ものである時に、受益者がその権利を受託者に譲渡 した場合、受託者は、信託財産に対す

る普通法上の権原と完全な受益権とを取得することになるので、信託は終了する。このことは、信託目的が完全

に達成 され、受益者が信託の終了(第337条(1)項 参照)を 強制しうる場合だけでなく、信託目的が完全には達成さ

れていず、したがって受益者が信託の終了を強制しえない場合にもあてはまる。第337条(2)項 参照。

受益者が無能力者である(注g参 照)か 、有効な制限が受益権の譲渡につき課 されている(注h参 照)た め、受益

権が譲渡可能なものではない場合は、受益者による受託者に対する受益権の譲渡は無効である。

受益権が譲渡可能であっても詐欺防止法(注j参 照)あ るいは遺言の有効性に関する制定法(注1【参照)の遵守 を

怠ったのであるなら、受益者による受託者に対する受益権の譲渡は無効である。

受益権が譲渡可能であっても、不適法になされたものであるならば、受益者による受託者に対する受益権の譲

渡は取り消される。

旦,受 益者一による権利の故里

単独受益者が受益権を放棄する場合、その放棄が受託者のためであることもあるし、委託者のための復帰信託

を生ずる効果があることもある。どちらの効果をもたらすのかは、放棄をした受益者の意思表示による。放棄が、

受託者のために行なわれたとすると、その結果は、受益者が受託者に受益権を譲渡した場合と同じになり、すで

に信託財産に対する権原を有している受託者が完全な受益権を得ることになるので、信託は終了する。第341条 参

照。

信託に複数の受益者があり、その複数受益者の一人が、受益権を放棄した場合には、その放棄が、受託者のた

めになされることも、他の受益者のためになされることも、委託者への復帰信託の効果をもたらすこともある。

第412条 注c参 照。それらのどれになるのかは、放棄をした受益者の意思表示による。いずれにせよ、受託者が単

独受益者になるわけではないので、信託は終了しない。注d参 照。

仁 豪語講の責任iこ閲す垂牌浪の効皐

信託財産上の受益権を受益者が受託者に譲渡する前に、受託者が信託違反の責任を負っている場合、受益者の

受託者への受益権の譲渡によって、その財産についての信託は終了するが、必ずしも受託者の信託違反に対する

責任を免除するわけではない。放棄または契約による受託者の信託違反責任の免除に関しては、第217条 参 照。

止_受 益呈鎚彗幽 幽

信託に受益者が複数いて、その全員が受益権を受託者に譲渡した場合、信託は終了する。

受益者の一人または数人が受益権を譲渡しない場合は、譲渡をなした受益者は、 もはや信託上の受益権を有し

ていず、信託を強制することができないにもかかわ らず、信託は終了しない。受託者が受益者の一人になったと

いう事実は、信託の終了を引き起こさない。第341条 注f参 照。

巳.連 綿受益者

信託が連続受益者のために設定され、受益者の各人がその受益権を受託者に譲渡 した場合は、信託は終了する。
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このことは、唯一の信託目的が一定期間、ある受益者に信託財産の受益権を与え、他の受益者のために元本をと

っておく場合(第337集 注f参 照}だ けでなく、信託目的の一つが収益にっいて権原のある受益者から、その権原

のある期間中、信託財産 を管理 させないことである場合にもあてはまる。第337条 注g参 照。

例:

1.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈 し、C生 存中はCに その収益を支払い、C死 亡後は、元本を

Dに 引渡すよう指示した。Cの 権利について譲渡制限はなされていない。CとDは 、 自己の受益権をB

に譲渡した。信託は終了し、Bは 、その財産権を自己のものとして保有する。

2.Aは 、全財産を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、元本をDに

引渡すよう指示した。Aの 遺言には、 この信託設定目的の一つは、Cに は財産管理能力がないと思うか

ら、その財産に対する受益権能と管理をわけることである、と示されている。Cの 権利の譲渡について

は何ら制限はない。CとDが 、自己の権利をBに 譲渡した。信託は終了し、Bは 、その財産を自己のも

のとして保有する。

f.受 益権の享受が延期 されてゼる場合

信託条項によって、受益者が一定の年齢になるまで、その財産の収益を受益者に支払い、一定の年齢になった

ときに元本を引渡すと規定され、かつ、信託財産に対し、他に離れも権利を有する者がいない場合、受益者は一

定の年齢になる前には、信託の終了を強制することができないが(第337条 注 」参照)、 一定の年齢になる前に受

益権を受託者に譲渡したときは、信託は終了し、受託者は、その財産を信託とは関係なく保有する。

例:

3.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、Cが40歳 になるまでCに 収益を支払い、Cが40歳 になっ

たときに、元本をCに 引渡すよう指示 した。Cの 他にこの信託上の受益者はいない。Cは30歳 である。

Cは 受益権を受益者に譲渡した。Bは 財産を保有でき、信託は終了する。

雌 益者が無能」崩 である」頻.金

受益者による第三者への受益権譲渡が、受益者の無能力のため(第133条 参照)無 効となる場合には、受益者に

よる受託者への譲渡は、無効である。例えば、受益者が未成年ないし心身喪失者である場合、受託者への受益権

の譲渡は無効である。

h.浪 費者信託

信託条項または制定法によって、受益者による受益権の譲渡に対し、有効な制限が課せられている場合(第152

条、153条 参照}に は受益者による受託者への受益権譲渡は、効力を有しない。

例:

4.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払 い、C死 亡後はその財産権を

信託とは関係なく保有するよう指示した。信託条項によって、Cの 権利は譲渡できないものとされてい

る。Cは 、信託にもとつく受益権をBの ために放棄するという内容の捺印証書を作成した。この放棄は

無効である。
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_jL亘ム 的L【目[託(P璽somaltrust)

受益者による第三者への受益権の譲渡が、単に一身専属的性格(第160条 参 照)を 有しているというだけで効力

を有 しない場合には、受益者による受託者への受益権の譲渡は、受託者が、その受益者のための信託にのみ属す

る信託財産上の受益権を取得した時は、有効となる。

例1

5.Aは 、信託としてBに 家屋を遺贈 し、Cを その家屋に住まわせC死 亡後は、Bが その家屋を受け

取るよう指示した。Cは 、自己の権利をBの ために放棄した。この放棄は有効である。

6.Aは 、信託として甲地をBに 遺贈 し、Cに 甲地上で家畜を放牧 させC死 亡後は、Bが 甲地を受け

取るよう指示した。Cは 、自己の権利をBの ために放棄した。この放棄は有効である。

」⊥ 詐欺防1L刑$皿ut日ofFra臓)

受益者による第三者への受益権譲渡が、詐欺防止法の要件(第139条 参照)を 充足 しないために効力を有しない

時には、受益者による受託者への譲渡 も同様に効力を有しない。例えば、制定法により土地信託の全部贈与や譲

渡は、書面に譲与ないし譲渡する当事者の署名をなすものと規定している場合は、受益者による受益権の受託者

に対する口頭の譲渡は無効である。

k-.遺 書による処分

受益者による第三者への受益権譲渡が、遺言による処分であり、遺言の有効性に関する法令の要件(第140条 参

照)を 充足しないために無効となる範囲で、受益者による受託者への譲渡は同様に無効となる。例えば、信託条

項により受益者の生存中は無効である受益者による受益権の受託者に対する譲渡は、遺言による処分であり、 も

し遺言の有効性に関する法令の要件が充足 されないならば無効である。

」.違 法iこなされた譲渡

受益者による第三者への受益権の譲渡が、詐欺 ・強迫 ・不当威圧 ・錯誤などによってなされたために取消しう

るもの(第141条 参照)と される範囲で、受益者による受託者への譲渡 も取消すことができる。

m,筒 璃的法律関係の1劇 」

受託者は、受益者に対し、信認的法律関係にあり(第2条 注b参 照)、 受益者 と受託者個人のために取引をする

場合は、受託者は、受益者と公正な取引行為をする義務を負い、その取引行為に関して受託者が知 り、または知

りうべき主要な事項を、すべて受益者に伝える義務を負う。 第170条 参照。受益者による受益権の第三者への譲

渡が取り消し得ないにもかかわらず、譲渡をうけた受託者が受認者としての自己の義務に違反する場合は、受益

者による受託者への譲渡は取 り消す ことができる。例えば、受益者が自己の権利ないし重要な事実を知 らなかっ

たり、譲渡が受託者の不適法な行為によりなされた り、受託者が受益権を購入し、当該売買が公正で合理的なも

のではない場合、譲渡は取 り消 されうる。第216条 と比較せよ。受益者による受益権の受託者に対する譲渡は単に

無償だというだけでは取 り消すことができない。
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、

第344条 信託終了の場合における受託者の権限および義務

信託が終了したときは、受託者は、信託の清算(windinoop)を なすに必要な権限および義務を有する。

注:

旦.」言託終 了の時期

「信託終了の時期」とは、受託者が信託の清算をなす義務を負う時期を意味する。通常、 この時期は、信託が

設定された時期の満了時である。 第334条 参照。しかしながら、信託条項に規定された信託時期の満了前に、信

託が終了することもある。第335条 ～ 第339条 参照。信託条項に従って、信託の終了時が到来しても、それによっ

て受託者が必然的に受託者であることをやめるわけではなく、信託が完全に清算されるまで、信託の受託者であ

る。信託を清算する時期は、信託の終了時が到来した後で、信託が信託財産の分配によって終了する前の時期で

ある。この時期は状況によって相当長くもな り、短 くもなる。遺産が大きかった り、容易には売れない財産を売

却しなければならなかったり、分配をうける権原を有する受益者や権原のある額の確定が困難な場合には、その

ような状況がない場合よりも信託の清算期間は相当長 くなる。

信託を清算する際の受託者の権限および義務は、信託の管理をする場合の受託者の権限および義務(第164条 ～

第196条 参照)に 似ているが、信託終了の過程ということで修正 されている。これらの修正の範囲に関しては、注

d～h参 照。

b.情 語の清算に必要又はi菌ll{壮楢隈

信託の終了の時期が到来すると、受託者は、信託を清算するために必要又は適正な権限を行使することができ

る。たとえば、信託条項によって、信託終了時に受託者が信託財産 を受益者に引渡すよう指示 されている場合、

終了時に、受託者は譲渡 をする権限を有する。また、信託条項によって、信託終了時に信託財産 を売却して、そ

の代金を受益者に支払 うよう指示されている場合、受託者は、信託が終了した時に信託財産を売却する権限を有

する。受託者をして自己に信託財産を現物で譲渡するよう要求する受益者の選択の効果については第346条 参照。

旦旦_信託の精算llllこお日直fii荘財産日保聴

信託終了の時が来ても、受託者は、清算が完了するまで、信託財産の保管のために必要な、あるいは適当な権

限を行使することができる。受託者は、当然その財産に保険をつけたり、修理したりすることができる。同時に、

信託財産の一部が転換社債であり、信託が清算される前に転換期間が終了する場合、転換をしないと信託財産に

損失が生 じるのであれば、受託者は当然、社債を転換することができる。また信託の清算過程にかなりの時間を

要する場合に、受託者は、信託財産 を生産的なものにしておくことができる。例えば、ある状況のもとで受託者

は賃貸(注e参 照)な いし投資をする権限を有する。注f参 照。

4,売 却 の権限

信託条項によって、受託者に信託財産の売却の権限を与えられている場合、信託の終了時期が到来した後で、

売却の権限を行使できるのかどうかは、解釈の問題である。受託者に、信託財産の売却代金を投資する目的のた

めにのみ信託財産の売却の権限が与えられている場合は、信託の修了時期が到来した後で信託財産を売却する権
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限が与えられているということにはならない。

受託者が、信託終了時に複数受益者間に分配をなす目的で信託財産を売却する権限ないし義務を有するかとい

う問題については第349条 参照。

旦,蹴 Ω撫胆

信託の終了時期が到来した時には、たとえ受託者が信託財産に対する権原をなお保有していたとしても、通常

は、その財産を賃貸する権限はなくなっている。しかしながら、信託の清算過程が長いものであるときには、信

託財産を生産的なものにしておくために、短期の賃貸借をすることが妥当である場合 もあろう。たとえば、信託

財産の中にアパ・一トが含まれていて、受託者がそれを売却 しその代金を分配する義務を負っている場合に、その

アパー トが適正価格で売却されるまでには、なお時間がかかると思われるような時には、受託者は、信託期間満

了後に、そのアパー トの賃貸借契約を更新 したり、または新たに賃貸借契約を締結することが適当なこともある。

さもなければ財産が非生産的なものになったり、有利に売却するのが不可能になる可能性があるからである。信

託期間満了前に信託期間をこえる賃貸借契約を締結する受託者の権限については、第189条 注c参 照。

⊥_投 資醜 蝿

信託終了時には、通常、受託者が投資をする権限はない。しかしなが ら、信託の清算過程がす ぐには完了せず、

信託財産を生産的な状態にしておくために、受託者が、短期間の投資をすることが、妥当な場合もある。

たとえ信託終了時が到来していなくとも受託者は投資をなすにつき、信託が継続する期間の長さを考慮すべき

である。 第227条 注o参 照。例 えば、信託条項により、信託は将来の目的や受益者がある年齢に達した時という

ような特定な時に終了するとするならば、受託者は信託終了時のすぐ前に、信託終了後のある時までには、容易

に実現できない投資をなすべきではない。

』.一双月]喜払豊描削

信託の管理上で適法に受託者が債務を負った場合は(第188条 参照)、 信託期間が終了 していても、その債務の

支払に信託財産を適法にあてることができる。第244条 参照。

包_受 託者の義務

信託の清算過程においては、受託者は、信託財産の分配をなすことによって信託を終了させ、かつ、信託財産

の分配がなされるまで、信託財産の管理については善良な管理者の注意をもって行う義務を負 う。

信託財産の分配に関する受託者の義務については、第345条 参 照。

第345条 受託者が信託の終了に際して信託財産に対する権原または占有を

移転する義務

信託の終了に際して、受託者は、信託財産に関し受益者となっている人に財産を移転すぺき義務を負う。また、

もし受益者には信託財産に対する権原がなく占有のみを有する場合には、その占有を移転すべき義務を負う。

注:
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皐.受 託者に」よ一封1泣産し旦 損原由f]」ケ・される場合

信託終了に際 し、受託者の信託財産に対する権原が終了する場合は、その財産に対し権原 を有する者へ、あら

ためて受託者が権原を付与するために譲渡する必要はない。これは、受託者が信託の存続中だけ限定的に財産を

保有し(第88条 参照)、 ユース条例の適用によって、信託終了時に信託財産に対する権原が受益者に与えられる場

合(第69条 注d参 照)で あり、かつ、信託条項によって、信託期間満了後は信託財産は受益者に与えられるものと

すると規定されているケースである。

いくつかの州では、明示信託の設定 された目的が消滅した時に受託者の財産も消滅すると制定法により規定さ

れている。そのような制定法が物的財産にのみ適用されるのか、また人的財産にも適用されるのかは解釈の問題

である。

信託財産に関する権原が信託の終了に際して受益者に付与されるにもかかわらず、裁判所は受益者に売買に適

する権原を与えるために、受託者に対し、受益者に譲渡をなすよう指示できる。

b.躍 祖口三推定される場合

信託目的の達成後、長期間経過した場合には、受託者による受益者への譲渡がなされたものと推定することが

できる。

幽 嚇

信託終了の際、受託者の信託財産に対する権原は消滅しているが、占有が残っているときには、その財産に対

する権原を有する者へ占有を移転するのが受託者の義務である。

d.現 物 での財直1`の引 離し

信託終了に際し、信託財産に対する権原を有する受益者が一人しかいない場合は、信託条項に別段の定めがな

い限 り、その財産を売却 した代金をその者に支払うより、財産そのものを受益者に引渡すのが、受託者の義務で

ある。しかしながら、信託条項によって受託者は信託財産を売却 し、代金 を支払う権限を授けられ、または指示

されうる。信託条項によって受託者は、信託財産を売却し、その代金を受益者に支払うよう権限を授けられ、ま

たは指示されているにもかかわらず受託者に対し、信託財産を現物で譲渡するよう要求する受益者の権限に関し

ては、第346条 参照。

信託の終了に際し、信託財産が分配 される受益者が複数いる場合の、信託の終了に際しての分配の方法に関し

ては、第347条 参照。

迫.引 渡上 の遅滞

信託終了の時期が来ていても、信託財産に対する権原を有する受益者に信託財産をただちに引渡さないという

理由だけでは、受託者は、信託違反の責任 を負 うことはない。受託者の義務は、諸般の事情から信託の清算に必

要な期間内に、清算を終了させることである。財産が大きかった り、容易には売ることができない財産を売却 し

なければならなかった り、分配される権原のある受益者を特定するのが困難だったり、その額を確定するのが困

難な場合、信託を清算する期間は、それ らの状況がない場合よりも通常長 くなるだろう。第344条 注a参 照。

たとえば、受益者が一定の年齢に達した時とか、一定の期間満了後に信託が終了するというように、信託が一
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定の時期に終了する場合は、通常、受託者は信託終了時の前から信託の終了の準備をなすべきであり、そのよう

なケースでは、たとえば受益者の死亡時に信託が終了するというように、信託の終了の時期が固定的でない場合

よりも、一般に信託の清算に必要な時間が長 くなることはないであろう。

信託の終了時期が到来した場合、迅速に信託を清算 し、財産を分配するのが、受託者の義務である。受託者は

受益者の権利 と受託者自身の権利を保護するのに必要と合理的に考えられる時間を伴い、段階を踏む権原を有 し

ている。

受託者は、計算を分配を認可する裁判所の決定を得るまでに全財産の分配を終了 していなければならないとい

う義務はない。しかし、最終的な計算書は速かに作成 しなければならない。

しかしながら受託者が最終的な計算書を作成するまで、全信託財産を分配しないでおくことは、必ずしも正当

化されない。受益者または受託者について危険なく財産の一部が分配されるうる範囲で受託者は、そのような分

配をなすべきである。例 えば、ある受益者が信託財産のある一部分を受け取る権原 を有していることが明白なら

ば受託者は、受益者が受け取る総額が確定されていないからといって、その部分につき分配をなさないことは正

当化されない。通常、元本として受益者に支払われるべき額を完全には確定しているからといって、信託の清算

期間中、受託者によって受け取 られた収益をそれにつき明らかに権原を有する受益者に受託者が支払わないのは

正当化されない。同様に、ある土地を受益者に譲渡するのが、受託者の義務である場合、信託財産にまだ分配す

ることができない他の財産が含まれているというだけでは、受託者が譲渡を遅滞することにつき正当化の理由と

はならない。

L-一財産坦坦却または分配坦翼端巨対す畳貝任

受託者が信託財産 を現物で受益者に引渡す義務を負っている時に、その引渡がなされる前に、その財産価値が

低下 してしまった場合には、受託者の引渡が相当な理由なしに遅滞後にそれが生 じたときに限 り、受託者は、低

下した額に対して責任を負う。同様に受託者が受益者に支払う義務を負っている信託資金を銀行に預け入れてお

り、その資金がまだ預けられている間に銀行が破産した場合、受益者に支払うにあた り、相当な理由なしに遅滞

したときは、受託者は損失につき責任を負 う。たとえ銀行が倒産しな くても、受託者は、そのような理由のない

遅滞をした期間の利益につき責任を負う。

受託者が、信託終了時に財産を売却 して、その代金を受益者に分配するという義務を負っている時に、その売

却がなされる前に財産価値が低下してしまった場合、受託者の売却行為が、相当な理由なしに遅滞した後に財産

価値が低下 した場合に限り、受託者は、低下した額について責任を負う。

五.報 酬に対す る受託者の先取特撰刮ien}

受託者は、受託者として労務を提供 した報酬額が支払われるか保障を受けるまで、受益者への財産の移転を強

制 されることはない。第242条 注e参 照。

受託者報酬の権利放棄に関しては第242条 注j参 照。

」L.一」舘償(血 θ聾1旦tエ){三置ナ立 破 超越 先取特権

受託者は、信託の管理上、適法に生 じた費用の額が支払われるか、または保障を受けるまで、受益者への財産
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の移転を強制されることはない。第242条 注c参 照。受託者は、適法に生じた第三者に対する債務の免責に必要な

範囲まで、信託財産の一部を留保することができる。

自己の損失保障のために信託財産の一部を留保することなく受益者に受託者が信託財産を引き渡した場合、受

益者個人から損失補償をうける受託者の権利については、第249条(2)項 参 照。

」..一塁蓮壷の剖 渡を.な埜 豊岨

通常、信託条項によって、受託者が信託終了時に、信託財産を引渡すべき者が規定 されている。信託終了時に、

信託財産に対する権原を有する受益者が存在しないときは、受託者がまだその財産に対する権原を保有している

ならば、委託者または委託者の遺産のための復帰信託にもとついてそれを保有し(第411条 、430条 参 照)、 その信

託財産を、委託者または委託者の財産を承継した者に引渡すのが、受託者の義務である。しかしながら、一定の

場合には、受託者は州のための復帰信託(第411条 注f、 第430条 注e参 照)に もとづき、その財産を保有し、州に

その財産を引渡すのが、受託者の義務であることもある。

信託条項によって信託終了の際に受託者が信託財産につき、受益者的な権原を付与 されているならば、受託者

はその財産を保有する権原を有しているので、受託者による譲渡は何ら重要ではない。同様に信託条項により、

信託終了の際に、信託財産につき権原を有する受益者の受益権を受託者が得た場合は、受託者による譲渡は何 ら

必要ではない。

j已ll満 財胴 こ対する摘1扁をイL1直上・者への湿襲

受託者が、受益者でもなく、あるいは、受益者または裁判所が支払いもしくは引渡 しを認めた者でもない人に、

信託財産の支払いまたは引渡しをなした場合には、受託者は、受益者に対して責任を負う。第226条 参照。

もし受託者が信託財産にっき権原を有していない者に信託財産を譲渡するな・らば、受託者はたとえその財産を

譲渡した相手が受益者である又は譲渡が受益者によって権限を与えられたもしくは指示されたものであると合理

的に信じたとしても、受益者に対して責任を負う。受託者が譲渡をなす相手方が正しい者か又は受益者が権原を

与えられた持分につき、疑いがある場合は、受託者は指示によって裁判所に照会することができるし、裁判所の

命令により、その収益につき、関係者となったすべての人の請求から保護される。第259条 参 照。

受益者が受益権を譲渡し、その譲渡を知 らないことに過失がない受託者が、信託条項に従って譲渡人である受

益者に譲渡をなすならば、受託者は譲受人に対して責任を負わない。

受益者が受益権を譲渡し、その譲渡を受託者が知っていてるか、又は知るべき理由があり、譲渡人である受益

者に譲渡した場合は、受託者は譲受人に対して責任を負う。第226条 注c参 照。

受益者がある者に受益権を譲渡し、その後に別の者に譲渡し、受託者が前の譲渡を知っていず、又は知らない

ことに過失がない場合は、受託者は第一の譲受人に対して責任を負わない。

受益者がある者に受益権を譲渡し、その後に別の者に譲渡し、受託者が前の譲渡を知っている又は知らないこ

とに過失がない場合、二人の譲受人間で第一の譲受人が受益権につき権原を有 していたならば、受託者は第一の

譲受人につき責任を負う。第226条 注d参 照。

k.L劃 渡 し前になされ上価抵違睡{P蟻1正
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受託者が信託財産の全部を受益者に引渡しても、受託者は、それによって、引渡し前にした信託違反の責任を

免れるものではない。放棄ないし契約、受益者による事後追認、受益者の消滅時効又は裁判所の決定による受託

者の責任の免責については第217条 ～220条 参照。

第346条 信託財産の変形への指示

信託条項により、信託終了に際 し、受託者が信託財産を変形(co附6rt)す ることが認められ、または命 じられ

ている場合でも、無能力者でない受益者は、信託財産を変形せずに、そのまま引渡すぺきことを請求することが

できる。

注:

a.の 旨示

信託条項によって、受託者が信託財産を売却 し、その代金を受益者に支払うことが指示されている場合に、受

益者が無能力者でなければ、信託財産を売却してその代金を支払うかわりに、信託財産そのものを自己に引渡す

よう、受託者を強制することができる。

b.鱒 ⊥ 口}指示

信託条項によって、受託者が信託資金を一定の財産の購入に使用し、その財産 を受益者に引渡すよう指示 され

ている場合に、受益者が無能力者でなければ、財産を購入してそれを引渡すかわりに信託資金を自己に支払 うよ

う、受託者を強制することがで苦る。例えば、受託者が土地の購入にある価額を支出し、それを受益者に譲渡す

るように指示されている場合、受益者は受託者にその額を金銭で支払うよう強制できる。同様に受託者が受益者

のために年金を取得するため、ある価額を支出するよう指示されている場合、受益者は受託者にその額を金銭で

支払 うよう強制できる。また受託者が受益者のために、ある一定額額の年金を取得するために必要な額を支出す

るよう指示されている場合、受益者は、その年金を取得するのに必要な額を金銭で支払うよう受託者に強制でき

る。

c.nl膿 青照

信託財産を転換させ る受益権の性質については、第131条 参 照。

信託の終了に際して、信託条項により受託者が信託財産を売却して、その代金を分配する権限を与えられ、又

は指示されているにもかかわらず信託財産が分配 される受益者が複数いて、それ らの者が受託者に信託財産を現

物で譲渡するよう要求する受益者の権限については第347条 注o参 照。

第347条 数人の受益者がある場合の信託財産の分配方法

信託終了に際し、信託財産の分配を受ける数人の受益者がある場合に、受託者が信託財産を受益者全員の共有

とすべきか、または現物のまま分割して引渡すぺきか、もしくは売却の上、その代金を分配すぺきは、信託条項

により、信託条項がなければ、諸般の事情に従い相当と認められる方法1こよるものとする。
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注:

一

信託終了時に、複数の受益者がいて、信託財産が分配されることになっている場合、その分配方法として可能

なものは、(1)信 託財産を受益者全員の共有として譲渡する場合、(2)信 託財産をいくつかに分割し、複数受益

者の各々に、その分割した部分を譲渡する場合、(3)信 託財産を売却 して、その代金 を複数受益者にわける場合、

の三つである。

力」_{自JC証書 の特封llな屈皇

信託証書に、受託者が上記三つの方法の一つによって分配すぺきことが特別な文言で示されている場合には、

その趣旨どお りにすべきである。ただし受益者が、信託証書に特定されている方法とは別の方法によって、分配

するよう受託者に請求することができる(注o参 照)範 囲、および裁判所が信託財産上の権利にとって、最 も良い

方法であると認める場合には、信託証書に特定 されている方法とは別の方法によって分配することを命 じること

ができる範囲(注n参 照)は 除かれる。

信託条項によって受託者に付与された売却権限が、信託終了時が到来した後でも行使できるかは、解釈の問題

である。第344条 注d参 照。

信託証書の規定によって指示が分配の方法に関して受託者に与えられている場合、受託者は、 どのような方法

によっても適正に信託財産を分配できる。ただし受益者が受託者に受託者が選んだ方法以外の方法で分配をなす

よう要求できる範囲(注o参 照)や 、裁判所が裁量権の乱用を紡 ぐために受託者を監督できる範囲は除かれる。第

187条 参照。

.CL.枯 託証搾に.1亜ら特別亟墨嘉慶ない掲倉

信託証書に、分配方法に関して、何 ら特別な規定がない場合、適当な分配方法は、信託条項か ら読みとるか、

その項 目がない場合は、諸般の事情から相当と思われる方法による。

適当な分配方法を決定する場合に、分配方法が信託証書に特別な文言で規定されていないときに重要な要因と

なるものには、以下のようなものがある。

(1)信 託 証書に使われている文言、(2)信 託 の目的、(3)信 託の対象となる物の性質、土地か、動産か、有

価証券かなど、(4)受 益者の数および各受益者の有する受益権の規模。

旦L価{毛 証ド}の文言

受託者は、信託証書中に、そのような権限を受託者に与えていると思われる文言があれば、特別に明示 されて

いなくとも、信託終了時に、信託財産を分配するために適法に売却することができる。信託証書の規定の意味を

解釈する場合には、証書の全部と、周囲の情況を掛醜しなければならない。複数の物に信託財産を 「分配」する

よう信託証書で受託者に指示があったり、それらの者に信託財産を 「支払 う」ようにという指示がおそらくそう

であるが、必ずしも受託者に信託財産を売却する権限を与えたものとは解 されない。

e」.土地

信託終了に際し、信託財産の分配を受ける受益者が複数いて、その信託財産の全部または一部が土地である場
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合には、通常、受託者は、各受益者の持分に従って、受益者全員の共有として、信託終了時にそれらの者の持分

に従い土地を受益者に引渡す義務を負っている。しかしながら、特別な文言またはその他の方法 によって、委託

者が、その土地を売却して代金を各受益者に分配すべきものとしたり、あるいは、その土地は裁判所によって数

区画に分割 され、分割された部分を各受益者に引渡すべきものとしていることもある。受益者の数が膨大であっ

た り、各人の持分がごく小さいもので、全員の共有 として譲渡 したり、現物を分割 して分配した りすることが、

実行できないような場合には、受託者は、適法にその財産を売却 し、代金を各受益者に分配することができる。

例 えば、信託財産が価格が異なる多くの区画の土地からなっており、それらの土地が異なった場所にあって、特

に受益者が多数な場合、受託者は通常、財産を売却し、受益者間に代金を分配する権限と義務を負っている。

信託条項によって受託者が土地を売却し、複数の受益者間にその代金を分配することを権限 として与えられ、

又は指示されている場合、たとえ他の受益者が同意しなくとも受託者は適正に受益者の一人が 自分の持分を満足

させ、あるいは部分的に満足させるために同意することにより、土地または土地の一部を公正な価格で現物のま

ま、その者に譲渡することができる。受託者は財産を売却することができるので、受託者は適正にそれを受益者

のうちの一人に売却し、又はその者の持分に対して購入価格を相殺することができる。 第190条 注e参 照。受託

者が公正な価格で受益者に財産を譲渡した場合は、実質的に結果は同じである。しかしながら受託者が他の土地

と一体として、その土地を処分 したなら、もっとよい値で売れた場合、他の受益者の同意なくしては当該土地を

その受益者に適正に売却することはできない。

f-.一代控一1可能な」助産

信託終了に際し、信託財産の分配を受ける受益者が数人おり、かつ信託財産の全部または一部が、代替可能な

財産である場合、その財産は、財産の価格を考慮せずに指定された割合で分割でき、その結果、各受益者がその

財産に対する一定の持分を取得できるので、各受益者は、通常、現物のままの財産の適当な持分を取得する権原

を有する。たとえば、信託財産に、同種の株式又は同種の債券が多 く含まれている場合、信託財産の一部分につ

き権原を有する受益者は、信託終了時に、受託者に対し一定の割合に従って株券又は債券を引渡すよう請求でき

る。信託条項により受託者が、信託財産を売却し、その代金を複数の受益者に分配するよう指示 されているにも

かかわらず、受益者は信託財産の一部分である代替可能で財産の自己の割合部分を他の受益者が同意することに

よって、又はそれらの者の受益権がそれによって逆に影響を及ぼされない場合には、同意なしに譲渡するよう受

託者を強制できる。

信託条項によって、信託財産を売却 し、その代金を複数受益者に分配するよう指示されている場合で、かつ、

その財産は一括して売却した方が有利な条件で売却できるものであるときは、たとえその財産が代替可能なもの

であろうとも、一人の受益者が、その持分を現物のままで引渡すよう受託者を強制することはできない。ただし、

他の受益者の同意がある時は、 この限 りでない。

呂,_一ぱ聲元ド1]∫能 な動産

信託財産の全部または一部が、一定の割合に従 って分割できないものである場合、受託者は、信託条項の特別

な文言で、その財産の売却する権限が与えられていなかったり、または売却するよう命じられていなくとも、通
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常、その財産を売却して、その代金を受益者に分配することができる。

信託条項によって、受託者が、信託財産 を売却し、その代金を受益者に分配するよう指示されていても、その

受益者の同意を得て、受益者の一人に現物のまま財産を引渡し、その者の受益権の持分を満足させることができ

る。その際、他の受益者の同意がなくとも可能である。受益者は、その信託財産を売却できるので、それを受益

者の一人に売却 し、その者の持分と代金とを相殺することもできる。 第190集 注1参 照。受託者が公正な価格で

受益者に財産 を譲渡した場合、実質的に効果は同じである。

得られる最 も良い価格で信託財産を売却するのが受託者の義務であるので、受託者は他の者の同意な くして、

その財産の公正な価格よりも低い値で譲渡することはできない。なぜならこのことは他の受益者に対し、受託者

の義務違反となるからである。

同様に受託者が一体 として財産の処分をした方が良い値段を得 られる場合、信託条項に別段の定めがない限 り、

他の受益者の同意なくして、ある受益者にその財産の一部を適法に譲渡することはできない。

h.,現 物哩_ま_ま分割す」}婚合

受託者が信託財産をいくつかの持分に分割し、複数の受益者にその部分を現物で譲渡した場合、分割が公正で

あれば、その分割は取 り消されないし、又、受託者は責任を負わ されない。

信託財産 を現物のまま分割する場合、受託者は、分割時における適正な市場価格に従って分割しなければなら

ない。その分割が公正でない場合、分割に同意 しない受益者およびそれによって損害をうけた受益者は、その分

割を取消す ことができ、あるいは受託者に信託違反の責任を追及することができる。受託者がこのことを避けた

いならば、受託者は裁判所に決定を依頼することができ、裁判所の決定は、その代金の関係者であるならば受益

者を拘束する。'

⊥L⌒ ま壁分割が韮』∫能勉 」5相合

信託財産を分割し、それを現物のままで各受益者に分配することが、受託者の義務であっても、その分割が現

実に不可能である場合には、受託者は、適法にその信託財産を不動産であろうと動産であろうと売却 して、複数

の持分に対応させることができる。

」⊥二㎜ 受益者が、一'定 植仁劃1上権凪iを有す畳樹.査

信託条項によって、信託終了に際し、一人の受益者が一定の金額に対し権原を有するものであることが規定さ

れている場合、受託者は、担保その他の方法で金銭を調達する権限が与えられていない限 り、その者のために、

その指定された額に必要なだけ信託財産を売却する義務を負う。その受益者は現金以外のものを受領するよう強

制されることはないが、その意思で、適正な市場価格にもとづき現物のまま受けとるという場合には、他の受益

者は、それによって不利益を受けるのでないかぎり反対することはできない。

.k.」ri随の_・田鰻 ∫

信託条項によつて、一人の受益者が、一定の時期に、信託財産のある部分につき権原を取得するものとし、残

りは、他の受益者のための信託として保持されるものと規定されている場合、受託者は、信託財産全部 を現金に

換える義務を負っているのではなく、その受益者が分配をうける時点での、信託財産全部の市場価格を決定する
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ことによって、その受益者が受取る権原のある額を供与することができる。受託者は、その受益者の持分に応じ、

現金または信託財産の一部を現物のままその受益者の持分を満足、または部分的に満足 させる受け取りを同意し

た公正な価格で引渡すことができる。

信託財産の全部又は一部が代替可能な財産である場合、通常、受益者はそのような財産の現物につき、自己の

割合で権原を有しており、財産が一体として売却される方が有利である場合を除き、受益者は現物の一定の割合

を受け取ることを強制 されうる。

受益者は受託者に共有 として分割 されていない権利を譲渡するよう強制することはできないし、そのような権

利を受け取ることを強制 されえない。

1.財 産が、いくつ赴壁付韮の左」ぬ－t三登醒起れ互用査

信託条項によって、受託者が、その信託財産を別の信託に分配するよう指示 されている場合、受託者は、その

信託につき、適正な投資であるその財産を信託の各々に充当させることができる。 このことは、いずれの信託で

保有される額が一定の金額であっても、全信託財産のある部分であってもあてはまる。

たとえば、ある信託財産の収益が、受益者の生存中、その者に支払われ、その者が死亡 した場合、その信託財

産は三等分され、それぞれ特定の受益者のための信託 として保有されることとなっているときは、受託者は、三

つの信託のいずれにも、前の信託で適法な信託投資であった有価証券のいずれをも充当して差支えない。同様に

財産が信託として、その収益をある者にその生存中支払 うために与えられ、その者が死亡 した際には、ある特定

の受益者にある種の株券に投資する権限のある信託として、ある金額を保有するために与えられた場合、受託者

は適当な投資として規定された種類の株券を適正に信託に充当することができ、まずそれ らを現金に換えて、そ

の現金を再投資する必要はない。受託者は、しかしながら、その信託にっき適法 な投資ではない財産を信託に適

正に充当することはできない。

皿L萱 配圭_埋」瞳 者力1肥托低 毒重揚音

信託条項によって、受託者が信託財産を売却し、その代金を複数の者に分配するよう指示 され、その分配を受

ける者の一人掛、分配をうけた持分を信託として保有すべきことが、その信託条項によって規定されている場合、

その分配を受け、かつ受託者となる者は、不適法な信託投資に基づく財産を受領することはできないが、適法な

信託投資に基づく財産は受領することができる。信託条項により、受託者が複数の者に、信託財産を現物で分配

する権限を与えられ、その分配を受ける者の一人が、分配をうけた持分を信託 として保有すべきことが、その信

託条項によって規定されている場合、その財産が適法な信託投資でないにもかかわ らず、受託者は分配をうけ、

受託者となる者に、その財産を現物で受け取るよう強制することができる。そして分配をうけ、受託者 となる者

は、そのような財産を適法に受け取ることができるが、それを所有する信託の信託投資によって、それを保有す

る権限が与えられていない場合には、その財産を適当な信託投資に変形することが、分配をうけ受託者 となる者

の義務である。

亘._裁 判所の南限

売却権限が特定の文言その他によって受託者に付与 されていないにもかかわらず、裁判所は信託終了の際に、
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売却が受益者全員にとって最 も良い時に信託財産につき権原を有する者の間で分配をなす目的で売却権限 を与え

ることができる。そのような場合では、受益者の一人又は複数が無能力者であっても、あるいは売却に反対して

いても、裁判所は、信託財産の売却を認めることができる。

裁判所は、信託終了に際し、信託財産の売却が受益者全員にとって最も良い場合には、信託財産に対する権原

を受益者に分配するために、信託財産の充当を認めることができる。そのようなケースでは、受益者の一人また

は複数が無能力者であっても、あるいは売却に反対 していても、裁判所は、信託財産の売却を認めることができ

る。

旦,_堂 益者L.のlr‖意

信託終了に際 し、信託財産の分配を受ける受益者が複数おり、受益者全員が同意し、かっ、それらの者が無能

力者でない場合、たとえ信託条項によって、信託財産を売却 し、その代金を受益者に分配すべきものと規定 され

ていても、信託終了時に、信託財産を現物のままで引渡すよう受託者を強制することができる。第346条 参照。

無能力者でない受益者のうちの誰か一一人は、たとえ信託条項によって、その財産が売却され、その代金を受益

者間で分配するよう規定 されていても、他の受益者がそれらによって不利益をうけるのでない限 り、受託者に対

して信託財産の部分である代替可能な財産の自己の持分相当を現物で譲渡するよう強制できる。

.P∴.受継 魁、一共有の班雀王撒を璽聾す重縫

信託財産が、受託者によって複数の受益者の共有として引渡 され、あるいは、受託者の引渡しによらないで、

信託財産に対する普通法上の権原が複数受益者に付与された場合、それらの者の一人または数人は、その後に、

共有持分権の分割請求訴訟を提起することができこの訴訟で裁判所は、分割請求訴訟の準拠州法に従って、現物

で分割するか、売却するかを決定することができる。共有で所有している土地の共有物分割に関する法は、本 リ

ステイ トメントの範囲外である。

しかしながら、受託者が信託終了の際に信託財産を売却する権限が与えられていた場合、普通法上の権原が受

益者に与えられてお り、それらの者のうちの一・人が共有物分割請求訴訟を提起 したという事実によって受託者が

信託財産を売却するのを妨げられることはない。

玉LL世 理あLる堅剛 産盆配賦[重 責fE

信託終了後、相当期間たっても、なお信託財産の売却または分配をしなかった場合の受託者の責任については、

第345条 注f参 照。
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序:

前章までは、 この法律が第2章 で定義された信託にどう適用 されるかについて述べてきた。本章においては、

公益信託に適用 される法律について述べる。第2章 で定義された信託と、公益信託の差異を強調した方がよい場

合は前者を 「私益信託」と呼ぶ ことにする。第2章 注a参 照。

私益信託に適用される規則は多くの場合公益信託にも当てはまるものであるが、私益信託に適用できても公益

信託には当てはまらない規則 もあれば、公益信託には適用されても私益信託には適用できない規則があることか

ら両者の区別は重要である。

私益信託と公益信託の基本的な差異は、私益信託の財産はその信託の受益者に指定された特定の人に充当され

るのに対 して、公益信託の財産はコミュニティに有益な目的に充当されるという点にある。

もっとも重大な差異は、信託の有効性に係ることである。信託設定時に確定 されているか、永久拘束禁止則の

期限内に確定された受益者が不存在なら私益信託はつ くることができない。 第112条 参照。一方、明確なあるい

は確定されるべき受益者が指定されていなくても公益信託は設定できるし(第364条 参照)、 信託条項に不明確ま

たは限定されない期間継続すると書かれていても公益信託は失効しない(第365条 参照)。

受遺者や相続人が財産を当該 目的に充当する権利を持 っていても、もし漠然とした非公益目的に充当させるた

めにある人に財産が遺贈 された場合には信託はつくることはできない。第123、 第417条 参照。単なる気まぐれで

な く、特定の非公益 目的に充当させるためにある人に財産が遺贈された場合で も、明確なあるいは確定されるべ

き受益者が指定されていなければ信託は設定されず、永久拘束禁止則に違反していない場合に限って、受遺者ま

たは相続人が当該目的にその財産を充当する権利 を持つことになる。第365条 参照。

その上、公益信託はその強制力の面でも私益信託と異なる。私益信託は受益者の一ないしそれ以上の者の訴訟

によって履行が強制される。公益信託は、公務員たいていは司法長官の訴訟によって通常の場合、履行が強制さ

れる。第391条 参照。

公益信託に適用される可及的近似の原則(第399条 参照)は 私益信託には適用されない。信託財産の管理につい

ての不法行為責任を追及する第三者は、たとえ私益信託が保有する財産権にかかることはできても、公益信託が

保有する財産権にはかかっていくことはできない、 としている州 もある。第402条 参照。

多くの規則によって、公益 目的のための譲渡は私益目的の譲渡とは異なった扱いがなされることになっている。

たとえば、公益目的のための譲渡は制定法によって税を免除されることがある。同様に制定法によってその他の

譲渡を受けていない公益目的への譲渡が制限されることもある。第362条 参照。譲渡が制定法の規定範囲内である

か否かは裁判所が制定法の条項 をどう解釈するかによる。コモンローの原則の下では、制定法が公益である譲渡

全てに適用できるわけではないと解釈されることもある。たとえば当該信託が公益として是認されていたとして

も、限定的な階層の人々のための公益信託ならば、信託を含んでいない公益 目的だと解釈 された場合についてだ

け財産課税が免除されるという制定法が効力を有することがあるのである。

L
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第1節 定義

第348条 公益信託の定義

公益信託は、財産権に関する信任的法律関係(fiduciaryr61ation3hip)で あ り、これを設定する意思表示にも

とついて発生し、かっ、その財産権を保有する者は公益目的のためにその財産権を保有すぺき衡平法上の義務に

服するものである。

注:

a、1『肚 曲技建魍係

私益信託の場合、受託者は、特定の受益者に対 し信任的法律関係にある。公益信託では、通常、確定 した受益

者を必要 とせず(第364条 参照)、 受託者は、特定の人に対する信認的法律関係にはない。しかしながら、公益信

託の受託老は、信認を受ける地位にあるものとして、私益信託の受託者と同様な義務に服する。公益信託の受託

者は、私益信託の受託者同様、第三者を受託者としての義務の履行のための代理人とすることはできない。この

規則の範囲内の問題について、受託者は信託財産から利益を得ず、また信託財産と競合関係に入 らないという義

務がある。第2条 注b参 照。公益信託の受託者の義務違反からの救済方法は、通常、司法長官(AttornyGenera】)

の訴訟である。第391条 参照。

h・融 緒 の濃務

公益信託の受託者の義務は、私益信託と同様、衡平法上の義務であり、それは、衡平法裁判所または、それと

同じ権限をもつ裁判所で、強制可能なものである。第2条 注e参 照。

公益信託の受託者の義務については、第379条 参照。

上 値 鎚財産

適法な信託の目的物となる信託財産がない限り、公益信託は設定できない。第363条 参照。

d.意 、Ul表41

公益信託は、委託者の公益信託設定の意思表示だけで設定される。第351条 参照。 「意思表示」という言葉の定

義は第2章 注g参 照。

至」」弛筐参照

公益目的については、第368条 ～第377条 参照。

ム 公益法ム

公益目的に利用される財産権は、個人としての受託者に譲渡 されるだけでなく、公益法人にも譲渡される。そ

の際、その法人を組織するための目的のどれかのために、その財産権を取得するものとされていることもあろう。

その法人の目的のうちのたった1つ のために財産権をその法人が保有するとされていることもあろう。その法人

が、その財産権を永久に保有して、法人の目的遂行のため、あるいはその 目的の1っ の遂行のためにその収益を

あてるとされていることもあろう。たとえば、学校法人に財産権が贈与される場合、元本を投資 し、その収益を

数学の教授の給料の支払いに使うよう指示 されていることがある。
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目的が公益法人のために設けられ、特に寄贈者によって限定 されている場合は、裁判所によって公益信託が設

定 され法人が受託者になることを宣言 されることもある。しかしながら、公益信託は設定 されないと宣言される

こともしばしばある。これは単に用語の問題にすぎない。重要な問題は、公益信託に適用する原則や規則が どの

程度、公益法人に適用できるかどうかである。

公益信託に適用される原則や規定は、通常、公益法人に適用できる。公益法人に、その処分について何 らの制

限 もなく財産権が贈与された場合、その法人は、その財産権を、その法人の組織の公益 目的のどれかに充てる義

務に服する。そして、この義務は司法長官の訴訟で強制可能である。公益法人に財産が贈与され、公益 目的の特

定の目的にその財産を充てるよう指示されているときは、その目的のため財産を充当する義務があり、その義務

は司法長官の訴訟によって強制できる。公益法人に財産が贈与され、原則を維持しっつ、収益を公益 目的あるい

はそのうちの一目的の達成のために充てるよう指示されている時は、公益法人は原則を維持し、収益を目的の達

成に充てる義務があり、その義務は司法長官の訴訟によって強制できる。

可及的近似(cypres)の 原則(第399条 参照)は 、公益目的のための個人としての受託者への贈与と同様、公

益法人への贈与にも適用される。

一方、公益信託に適用される規定のいくつかのうちで、公益法人に適用されないものがある。たとえば、財産

権が公益法人に遺贈され、その収益を、その公益目的の1つ に使うものとされている場合、公益信託に適用され

る検認裁判所(probatecourt)で 会 計承認を受けるとする制定法の規定に服する義務はない。また、公益目的の

遂行過程で、第三者に対し、何 らかの義務が生 じた場合、公益目的がその義務の免除を認めない時の第三者の救

済は、公益信託と公益法人の場合とでは異なる。すなわち公益法人の場合、第三者の訴訟は法人に対してできる

のに対し、公益信託の場合は、受託者に対する訴訟を通し、その財産権に強制執行できる。第402条 、403条 参照。

また、公益法人の設立者は、公益信託に適用されない法人検査権をもつことがある。

第2節 公益信託の設定

第349条 公益信託設定の方法

公益信託は、以下の方法により設定される。

(a)財 産権の所有者が、その財産権を公益目的のために保有する信託宣言をした場合

{b)財 産権の所有者が、生前行為で、その財産権を公益目的のために保有するよう、他人に譲渡した場合

{c)財 産権の所有者か、遺言により、その財産権を公益目的のために保有するよう、他人に譲渡した場合

(d)指 名権(pow6rof8叩oint■ ㎝t)を 有する人が、公益信託にもとづき、指定された財産権を保有するよう、

他人を指名 した場合

(9)あ る人が他人に対し、約束にもとついて生ずる権利を公益信託として保有するよう約束した場合

注1

⊥
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旦=_公 益信託設定の方法は、私益信託設定の方法 と同じである。第17条 参 照。

(a)項 の注l

b.ヨ 宣∋

財産権の所有者が、公益 目的のため、彼自身がその財産権の受託者になることを宣言した場合、公益信託は、

その財産権の譲渡がなくても、設定される。

(b)項 の注:

c,生 前行為による譲渡

財産権の所有者が、公益目的のため、受託者 としての他人に、その財産権を生前行為で譲渡した場合、公益信

託が設定される。

(c)項の注:

d.遺lfに よる譲 薔

財産権の所有者が、公益目的のため、その財産権を受託者としての他人に遺贈した場合、公益信託が設定 され

る。

被相続人から受領する財産を、公益信託にもとついて保有するということを、受遺者、相続人、または、最近

親者が同意した場合の効力については、第359条 参照。

公益目的のための信託 として遺贈する財産権所有者の権限に対する制定法の制限については、第362条 参照。

ω)項の注:

皇」_狙名撞

ある人が財産権について一般指名権を有し、その権利に もとついて、公益目的のための受託者として、他人を

指定した場合、公益信託は設定 される。

(9)項 の注l

f.一 託 としての約束

ある人が公益目的のため、受託者としての他人にお金を支払うとか、財産権の譲渡をなすという強制可能な約

束をした場合、公益信託は設定 される。

将来における公益信託設定の約束は、強制可能な契約の要件が充足 されていない限 り、強制不可能なものであ

る。第351条 注f参 照。

第350条 委託者の能力

公益信託を設定する能力は、私益信託を設定する場合の能力と同 じである。

注:

旦._未 成 年者、精神病者、妻のような無能力者は、私益信託の設定についても、公益信託の設定についても、能

力を有 しない。私益信託設定の能力については、第18条 ～第22条 参照。
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旦._財 産権の所有者が、その財産権につき公益信託を設定する権限についての制定法上の制限に関しては、第36

2条参 照。

第351条 信託設定の意思

公益信託は、委託者の公益信託設定の意思が、適法に表示された場合にのみ、設定される。

注:

旦.本 条の規定は、私益信託に適用される規定と同じである。第23条 参照。

b.意 思表示の方法

公益信託を設定するための意思表示に、特別な文言や行為の形式は、何ら必要とされていない。

私益信託についての第23条(2)項 と比較。設定者が、 「信託」とか 「受託者」というような文言を使わなくても、

公益信託は設定されうる。

旦L懇 願1均.文書 【p商口tor?聞r曲}

公 益信託は、委託者が、強制可能な義務を課す意思表示をしない限 り、設定されない。私益信託についての第

25条 と比較。たとえば、委託者が、財産権の譲受人が、その財産権を公益目的にあてるよう指示 したり、そうす

ることを望むというような表示をしただけで、その譲受人が彼の指示に従うかどうか、あるいは望み通 りにする

かどうかは、譲受人の判断にゆだねられているというような場合、公益信託は設定されず、譲受人は自己のため

に、その財産権を保有できる。委託者が、単なる道義的な義務を課すという意思表示をした場合 も、公益信託は

設定 されない。ただし、設定者が、委任というよ り懇願的な文言を使ったというだけでは、必ずしも公益信託を

設定 しないという意思を示すものとはいえない。

例:

1.AはBに1万 ドル遺贈し、 さらに、Aの 残余財産を公益目的にあてるよう 「望んで」Bに 遺贈し

た。Aの 異なる意思を表示した証拠がない限 り、Bは 、その残余財産を公益信託にもとついて保有する。

2.Aは 自己の全財産を妻のBに 遺贈した。遺言中に、彼は、B死 亡に際しては、彼女がその財産権

を公益 目的のために残すことを望むと書いた。Aの 異なる意思が表示された証拠がなければ、Bは 、そ

の財産権に対する権原を有し、公益信託として保有するのではない。

委託者が、譲受人に普通法上の義務を課す意思を表示したのかどうかを決定する重要な要素に関 しては、第25

条注b参 照。

d.処 分の権殿に制限をコ」幽 墨窒

財産権の処分について何らの制限もなく、ある人に財産権が譲渡された場合、その譲渡人が、公益推進の動機

か ら譲渡したということを、信託証書にあらわしただけでは、公益信託は設定されない。 もし譲受人が選んだ、

いかなる方法でも、いかなる人にでも財産が配分できると譲受人が委任された場合、譲受人は財産を自分の利益

のために得ることができる。 第125条 参照。遺言者がある人に 「人類に貢献するためもっと効果的に専心できる
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ように」と遺贈 したとしても、それが遺言者が受遺者にその遺産の使用を制限させようとするあらゆる情況での

権利を説明するような遺言の文言になっていない限りは、受遺者は受益を得るべくその財産を享受できるし、財

産を公益信託のために保持しなくてもよい。

一方、譲渡人が譲受人にその財産権を公益目的のために使用するよう制限がつけられた場合、譲受人は自分自

身の利益のためその財産を使用することはできない。譲受人に公益 目的のために使用するよう制限がつけれた場

合、公益信託は設定される。 もし譲受人が公益目的のみならず合法的な信託設定ができないような非公益 目的の

ために財産を使用するよう制限づけられた場合、公益信託は設定されないし、第123条 述べられるような事情で、

譲受人はその財産を譲渡人の復帰信託かまたは譲渡人の遺産として保持する。第417条 参照。

玉L重 書

委託者が条件という用語を使っても、公益信託は設定できる。財産権の所有者が、生前行為または遺言で、公

益 目的にあてることを 「条件」にその財産権を譲渡する場合、譲渡人がその目的にあてるのに失敗して収益を奪

われるより、公益目的にあてる義務には譲受人が服す方がよいという譲渡人の意思が表明されていれば、公益信

託が設定される。他に証拠がない場合、公益目的にあてるという 「条件」で財産権が譲渡されるということは、

条件つきの譲渡の意思表示というより公益信託を設定する意思の表示を意味する。私益信託についての第11条 注

cと 比較。

例:

3.Aは 、特定の公益 目的のためにそれを使うことを条件に、Bに 土地を遺贈した。Aの 異なる意思

を示す証拠がない限 り、Bは 、その土地を公益信託にもとついて保有する。

しかしながら、受託者は停止条件や解除条件を条件に公益信託を設定できる。第401条 参 照。

⊥L将 来における公益{[{托」批生む意思

生存行為で将来において公益信託を設定するという意思表示では、その意思表示から後しばらくの間は、公益

信託は設定されない。私益信託にっいて第26条 と比較。したがって、将来、公益信託を設定するという意思表明

あるいは約束では公益信託は設定されない。このような約束は、強制力のある契約のための要請に従っている場

合だけに限 り実施される。私益信託についての第30条 と比較。

数人の間で公益目的に同意して約束が交わされているとき、個々の約束が他の人の約束を勘醜している場合に

は実施されることもある。

第352条 約 因

財産権の所有者は、公益信託を設定するために何らの約因を受けな くとも、その財産権にっいて、公益信託を

設定することができる。

注:

a.本 条で述べられている規定は、財産権の所有者が、その財産権について、自己が公益信託の受託者となる信
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託宣言の場合にも、財産権を他人に譲渡する方法 をとる公益信託にも適用される。

本条で述べ られている規則は、公益信託の目的物が、不動産の場合でも、動産の場合でも適用される。

本条で述べられている規則は、私益信託に適用されるものと同様である。第28条 、第29条 参 照。

b.将 来における公益信託設定の約束は、強制可能な契約の要件を充足した場合にのみ強制可能となる。第351条

注f参 照、私益信託についての第30条 と比較。

第353条 財産権移転の必要

(1)本 条(2)項 の場合をのぞき、財産権の所有者が生前行為で、その財産権を公益信託として保有するよう他人

に譲渡したとき、その譲渡が財産権移転の効力をもたない場合、その財産権にっいての信託は成立 しない。

(2)譲 渡証書中に、受託者を指定 していないとか、あるいは、受託者に指定された者が死亡または他の理由に

よってその財産権についての権原を取得できないとい う理由だけで譲渡行為が効力を生 じないときは、そのため

に公益信託の成立が妨げられることはない。

(3)財 産権の所有者が、その財産権を公益信託 として遺贈した場合、遺言中に受託者が指定されていないとか、

あるいは、受託者に指定された者が死亡または他の理由によって、財産権にっいての権原を取得できなくなって

も、公益信託は成立する。

(1)項 の注:

且.生 前辛「為1こよる干完酷な壌櫨

私益信託の場合と同じように(第32条 参 照)、 財産権の所有者が、公益信託 として、その財産権を譲渡 しようと

したが、その財産権移転が、 目的物の引渡 し、あるいは捺印証書または譲渡についての有効な証書の交付がない

ために不完全であり、そのため財産権についての権原が指定された受託者に移転しない場合、信託は設定 されず、

財産権についての権原は信託とはかかわりなく所有者に存する。

例:

1.あ る社債の所有者Aは 、その社債をある公益目的のために信託としてBに 譲渡すると口頭で述べ

た。Aが その社債を引渡さず、社債についての権原がAに 残っている場合、公益信託は設定されない。

⊇ 璽変化

財産権の所有者が、公益信託 として無償で譲渡行為をし、その譲渡行為が財産権移転の効力をもたない場合で

も、その譲渡行為の結果として財産権の移転を拒否することが、不公平となるような状況の変化がおきていると

きには、贈与者は、衡平法上、意図された公益信託にもとついて財産権を移転するよう強制される。私益信託第

32条 注hと 比較。たとえば、土地の所有者が、病院に新しい病棟を建てるために受託者に土地を譲渡をしたが、

その譲渡行為が土地の権利移転の効力をもたない場合、それが有効な譲渡行為だと信 じて受託者が新しい病棟を

建てたときは、贈与者はその土地を有効に譲渡するよう強制される。

(2)項 の注:
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c.生 前行為にょる譲渡ヵ「、受話者の欠繁により不完全であ口 場合

財産権の所有者が公益信託にもとついて、財産権の譲渡をしようとして目的物または、贈与の捺印証書の引渡

をなしたが、譲渡証書中に受託者を指定しないとか、指定された受託者が死亡その他の事由により、その財産権

を取得できないため、その譲渡行為が不完全であっても、公益信託は成立する。所有者が受託者にならず、彼は、

衡平法上の訴訟により、公益信託としてそれを保有することを指定 された新受託者に、その財産権を譲渡するよ

う強制される。私益信託第32条 注 」と比較。

例:

2.あ る証券の所有者Aが 、ある公益 目的のため、その証券を信託 としてBに 譲渡するという趣旨の

証書を作成した。彼はその証券 と証書をCに 渡しそこから引渡しをなそうとした。Bが 死亡。その証券

についての権限はAに のこっているが、Aは 指定 された公益 目的のためにそれを保有する新受託者に、

それを譲渡するよう強制 される。

3.甲 地 の所有者Aは 、ある公益目的のため、権利能力なき社団に、信託として甲地を譲渡するとい

う趣旨の捺印証書を作成した。彼はその捺印証書をその社団のメンバーに交付したが、甲地の権限はA

の もとに残っていた。Aは 指定された公益目的のためにそれを保有する新受託者に、甲地の権利移転を

するよう強制される。

(3)項の注:

d.遣 道による描渡

財産権の所有者が、公益信託として、その財産権を遺贈する場合、遺言中に受託者が指定されていないとか、

受託者として指定された者が死亡その他の理由により、財産権についての権原を取得できないときでも、公益信

託は成立 しうる。普通法では、相続人または遺言執行者が、意図された公益信託にもとついて保有するよう指定

された新受託者に、その財産権を譲渡する義務があり、財産権についての普通法上の権原は、その者に移転され

る。ただし制定法によって、遺言者か、その相続人または遺言執行者がその信託を管理するよう意思表示した場

合は、この限りではない。とはいえ制定法で、新受託者が指定されなければ、その権原は裁判所にあるか、一時

停止となるとする州 も多い。次の注eに 述べられている場合をのぞき、少なくとも、信託は受託者がいないこと

で失効するのではない。私益信託についての第33条 お よび同条の注aと 比較。

玉..二公益f山}Eが異話者の欠敏の.た』壱に珠鋤す.蚤燭登

財産権の所有者が、公益信託として生前行為または遺言によって譲渡をなし、指定した人が受託者として承諾

しなければ、公益信託は成立しないものと意思表示をするとか、あるいは指定した人が行動しないと公益信託の

目的が遂行されない場合に、受託者として指定した人がその信託を承諾しないと、意図した公益信託は失効する。

第354条 注c、 第397条(2)項 を参照。第33条 注b、 第35条 注i、 第101条 注bと 比較。

」⊥ 量托宣言

財産権の所有者が、公益目的のために、その財産権につき信託宣言をした場合は、その財産権についての権原

の譲渡なしに、公益信託は設定 される。第32条 注mと 比較。
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第354条 受 託者の 了知(notice)と 承 諾

公益信託は、受託者の了知あるいは承諾がなくても設定されうる。

注:

旦⊥ 受託者 によ二る信託拒絶

受託者としてある人に生前行為または遺言によって譲渡がなされて公益信託が設定される場合、受託者が拒絶

することがある。そのような拒絶の結果、受託者は義務を免れるが、信託の成立をさまたげるものではない。私

益信託についての第35条 と比較。

例:

1.甲 地の所有者Aは 、公益目的のため、信託として甲地をBに 引渡す趣旨の捺印証書を作成した。

Aは その捺印証書をCに 渡し、それによりBに 甲地を譲渡しようとした。証書の引渡しの時点で、Bは

その譲渡を了知していなかった。Bに その譲渡の通知がなされた時、Bは 拒絶した。公益信託としてB

に譲渡された甲地についての権原は、拒絶によってAに もどり、Aは 、公益目的のために保有する新受

託者にそれを譲渡するよう強制される。

h.受 領 直』」絶

不動産譲渡の受領が拒絶 されると、権利の移転が妨げられ、その結果、信託は設定されない。

例:

2.甲 地の所有者Aが 、公益信託として、Bに 甲地を譲渡する趣旨の証書に署名し封印した。AはB

にその証書を渡したが、Bは すぐにその譲渡を拒絶した。有効な証書の引渡がなされなかったので、甲

地の権利移転は生じないし、公益信託 も成立しない。

∫L..奨疏 類 火触によ力旦公益fi{龍が失効す畳星合

財産権の所有者が、公益信託として生前行為または遺言によって譲渡をなし、彼の指定した人が受託者として

その信託の承諾をしなければ、その公益信託は成立しないものとすると意思表示をした場合、あるいは、彼の指

定 した人が行動 しないと、公益信託の目的が遂行 されない場合に、設定者の指定 した受託者が拒絶 したときは、

その意図された公益信託は成立しない。第397条(2)項 参照。

例:

3.AはBに 信託として10.㎜ ドルを遺贈し、Bだ けが選択できる、Bと 同じような公益法人に、そ

れを支払 うようにした。Bは 、その信託の受諾しなかった。公益信託は失効する。

第355条 口 頭 証 拠 法 則(parolevidencerule)

口頭証拠に関し、第38条 に述べられている規定は、公益信託にも適用される。
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注:

且,.譲 受－A.の田」益の.左」め一掻撫一難.主L差 脚.合

譲受人の利益のために財産権 を取得するものであると記載されている書面により、財産権の所有者が生前行為

で、その財産権を他の人に譲渡する場合、詐欺、強迫、錯誤、その他変更や取消の理由となるものでない限 り
、

譲受人が公益信託にもとついてその財産権を保有する趣 旨であることを示すために、外部的証拠を用いることは

できない。 第38条(1)項 参 照。土地の譲渡は、譲受人の 「利益のため」の譲渡だというような申し立てをされな

い譲受人のためになされるだけである。第38条 注b参 照。

bL窒 益{r村Cに もとづ旦」墨堂∧己 の」損躯

財産権の所有者が、生前行為で特定の公益信託として、譲受人はその財産権を保有するものであると記載され

ている書面により、財産権を譲渡する場合、詐欺、強迫、錯誤、その他変更や取消の理由となるものがない限 り、

彼がその財産権を異なる信託にもとついて保有するとか、自分自身のために取得するものであることを示すため

に、外部的証拠を用いることはできない。第38条(2)項 参 照。

信託条項に何 も述べられていない 「受託者として」の人に財産権が移転 されたということは、信託設定の予定

がないという外部的証拠の警告があらかじめなされていなかったにすぎない。第38条 注d参 照。

C－.鎮 受人への珈常の調 度

財産権の所有者が、生前行為で、譲受人の利益のために、譲受人が財産権を取得するとか、信託として、その

財産権を保有すべきものであるということが記載されていない書面によって、財産権が他人に譲渡された場合は、

公益信託のために、その財産権 を保有する趣旨だということを示すために、付帯的な証拠を用いることができる。

第38条(3)項 参照。

旦」.」亘証萱葺

財産権の所有者が、特定の公益信託にもとついてその財産権を保有する旨を記載した書面によって信託宣言を

した場合、詐欺、強迫、錯誤、その他変更あるいは取消の理由となることがない限り、その財産権を異なる信託

にもとついて保有するとか、あるいは、信託とは別に、その財産権を保有するものだという趣 旨を示すために
、

他の付帯的な証拠を用いることはできない。第38条(4)項 参照。

第356条 詐欺防止法

(1)法 令に別段の規定がない限り、1面 を作成せずに有効な公益信託を設定することができる。

(2)土 地 に関する信託宣言または信託の設定は、法律上、そのような信託を宣言できる当事者によって署名さ

れた書面、または書面に記載された遺言によって表示され、かっ証明されるものとすると規定した法令は、公益

信託に適用される。

注:

旦、L.詐欺防止法の要件については、私益信託についての第40条 ～第52条 参照。
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第357条 遺言法

公益信託は、遺言の有効性に関する法律の要件に適合 しなければ、遺言による処分によって設定されなL㌔

注:

a,_こ の規定の適用範囲

本条で述べ られている規定は、遺言による処分(第358条 参 照)だ けでなく、委託者の死亡により、はじめて有

効 となる生前行為による処分(第360条 参 照)に も適用 される。無遺言相続により取得する財産権を、公益信託と

して保有することに、受遺者、相続人または最近親者が合意した場合の効力については、第359条 参照。

b.こ こで述べられている規定は、私益信託に適用 されるものと同じである。第53条 参 照。遺言による処分によ

って公益信託を設定する制定法上の規定の効力については第362条 参 照。

第358条 遺言による公益信託の設定

信託設定の意思が以下の方法により確認できなけれ1ま、遺言による公益信託は設定できない。

(a)遺 言状自体から。

(b)遺 言状に引用される結果、適法に遺言状と一体となるすでに存在する1面 から。

(C)遺 言による処分の効力とは関係なく、別個に重要性をもっ事実から。

注:

a.本 条 に述べられている規定は、私益信託に適用されるものと同じである。第54条 参照。

b.弓 用 により一体となるもの

いくつかの州では、遺言の執行時に存在 し、かつ遺言書中で言及されているが、それ自体 としては証拠能力の

ない証書は、引用されることにより遺言と一体 とな り、遺言の一部として検認を受けることができる。このよう

な州では、信託が、遺言には明確に述べ られていな くても、引用することによって遺言に適法に組み入れられる

証書に明確に述べ られていれば、その信託は有効となる。第54条 注c参 照。これは私益信託 も公益信託も同じで

ある。

蔓≡一ー一目的坦さ_独自の重要性を」も2た 事実により確認 される場合

財産権の所有者が、公益 目的のために信託としてその財産権を遺贈する場合、その財産権の遺言による処分の

効果 とは別個の意味をもつ事実によって、その目的が確認されることがある。第54条 注dと 比較。

財産権の所有者が、存在している公益信託の財産権が持つのと同様の目的のため、その公益信託の受託者に財

産権を遺贈する場合、たとえ引用によって一体となるようないかなる証書について、遺言の中で引用文が全くな

くても、また、その公益信託が遺言者によって設定 され、遺言者による撤回ないし変更を目的とする場合であっ

ても、その譲渡は有効である。

例:
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1.Aは 、彼の全財産をX市 の 「コミュニティ ・トラス ト」の受託者B、C、Dに 、公益的な用途お

よび目的のために保有するよう遺贈した。このコミュニテ ィ ・トラス トは、X市 の公益目的のための信

託であり、それにさまざまな贈与者が財産権を寄贈 していた。そして受託者や、最初の贈与者達によっ

て実施された信託の宣言により、目的が明確とされ、それによると、信託財産からの収益や元本を、X

市 のいろいろな公益目的にあてるにつき、受託者に自由裁量の権限が与えられていた。Aの 財産につい

て、公益信託が設定される。

2.Aは 、 信託証書によって、ある公益 目的のために、Bに 信託として有価証券を譲渡していた。A

は、生存中にBに 譲渡 した証券の保有 目的と同じ公益目的のための信託として、Aの 全財産をBに 遺贈

して、死亡した。Aの 財産にっき公益信託が設定される。

3.Aは 、彼の死亡時にメンバーとなっている教会のための信託として、Bに 有価証券を遺贈 した。

Aが 死亡。A死 亡時に、彼は、ある教会のメンバーであった。その教会のための信託は有効である。

d.遺 言信託の宣言が適法主なさ れな上場一合

遺言書自体、または遺言書に引用 され適法に遺言書と一体となった書面、あるいはそれらの処分とは別個の意

味をもっ事実からは、その信託の設定の意図が確認されない場合、遺言による公益信託は設定されない。第馴条

注aと 比較。遺言者の公益信託を設定するという意思が遺言中に明示 されていたが、その信託が失効した場合

く第395条 参照)、 その受遺者または相続人は、遺言者の遺産についての復帰信託にもとついて、その財産権 を保

有するよう強制される。第413条 参 照。たとえ受遺者または相続人がその意図された公益信託を知らされていたと

しても、当然、受遺老は公益信託を設定できない。

例:

4.AはBに 、その遺言によってはじめて存在がわかる手紙の中で明らかにされる目的のための信託

として10,㎜ ドルを遺贈した。A死 亡時に、遺言法による手続きを満たさないその手紙は、Aの 遺言に

よってみつけられ、その手紙の中でBは 一定の公益信託のためその財産を保有することを強いられてい

た。しかし、公益信託は設定 されない。

旦.苗 証峰 項が」:分に述生 られていなL憧L盒

遺言者が、特定の公益目的のために、財産権を遺贈する場合、その目的遂行のために、より特別な計画を明確

にすることになっているが、まだその計画が明示 されていないとか、それが、証拠とならないメモ程度のものと

か、受託者に伝えられていないというような事実は、必ずしも、公益信託を無効とするものではない。 第395条

注b参 照。

-f-.一問後壁照

遺言中に述べられていない公益信託にもとついて、その財産権を保有することに、受遺者または相続人が合意

した場合の効力については、第359条 参照。

遺言贈与によって信託設定が制限される制定法上の効力については、第362条 参照。
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第359条 隠れたる公益信託

(1)遺 言によって財産権の譲渡をうける者が、その財産権を公益信託として保有するという合意をなし、その

合意を信頼 して、遺言者が遺贈する場合、遺贈をうけた者は、その財産権を公益目的のための擬制信託として保

有する。

(2)相 続 人または最近親者が、無遺言相続によって取得する財産権を、公益信託として保有することに合意 し、

その合意を信頼して、遺言をせずに死亡した者の相続人または最近親者は、その財産権を公益目的のための擬制

信託 として保有する。

注:

旦　本条に述べられている規定は、私益信託に適用されるものと同じである。第55条 参照。

(1)項 の注:

b.喪 遣 者力玉_公 益信託として紺 亡するという登庸童一な一し端 金

遺言者は意図している信託について全 く言及せず、ある人に財産権を遺贈したが、遺言者の死亡前に、その受

遺者または相続人が、一・定の公益信託にもとついてその財産権を保有することを遺言者に合意した場合、受遺者

または相続人は、指定された公益目的のための擬制信託として、その財産権を保有するよう強制される。公益信

託を設定する意思は、遺言によって明らかではないが、財産権の保有が認められると不当利得とされてしまった

り、受遺者または相続人に利得 をつかませるような復帰信託になるようなら、遺贈 された財産権を受遺者または

相続人が保有することは認められない。

受遺者または相続人の合意が遺言者の死亡前になされたのであれば、その合意がなされた時期が遺言書作成の

時かあるいは、その前後かは重要ではない。遺言者に遺言を撤回しないようにさせ る合意は、遺言を作成させる

ようにする合意と同様有効である。

受遺者の合意が文書または口頭の明確な言葉でなされていようと、行為で示されていようと重要ではない。遺

言者の公益信託設定の意思が、受遺者に伝わっていて、予定の公益信託の財産権を保有することを受遺者が断 ら

なければ、黙っているだけで普通、予定の公益信託に対し財産権を保有する合意をなしたと十分みなされる。

例:

1.AはBに 、もしAが その全財産をBに 遺贈したら、Bは 一定の公益信託 として保有するかどうか

をたずね、Bは そうすると返事 をした。Aは 、その全財産をBに 遺贈するという遺言書を作成し、死亡

した。Bは 公益 目的のための擬制信託としてその財産権を保有するよう強制 される。

2.AはBに 全財産を遺贈するという遺言を設定した。AはBに 一定の公益信託のためにその財産を

Eに 残したのであると告げた。Bは その公益信託 として保有することを了承した。Aが 死亡。Bは 公益

目的のための擬制信託としてその財産権を保有するよう強制される。

3.Aは その全財産をBに 遺贈 した。彼はその財産をBが 一定の公益信託にもとついて保有するため

に残したのであるという手紙を書いた。BはAの 手紙を受領したが、それに返事をしなかった。Aが 死
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【第11章 】 下
亡。Bは 公益 目的のための擬制信託として、その財産権 を保有するよう強制される。

玉一ト_受遺者書こよる白意力幽 幽

遺言者は意図している信託について全 く言及せず、ある人に財産権を遺贈する場合、たとえ遺言者が、公益信

託にもとついてそれを保有すべきだと意図していたとしても、受遺者が、信託として、その財産権を保有するこ

とを遺言者と合意しなければ、受遺者または相続人は信託とはかかわ りな くその財産権を保有することができる。

遺言者が生存中に、信託を設定する意思をだれかに伝えておかなければ、たとえ遺言者の死亡後、その財産権を

公益信託として受遺者または相続人が保有するようにという指示が書かれているものがみつかっても、信託は設

定されない。

委託者は、受遺者または相続人に意図した公益信託に対する財産権を保有させることを引き受けた第三者に、

受遺者等に対して公益信託に財産権 を保有させるぺしという意思を伝 えたが、その第三者が受遺者等の代理人で

あるか、あるいは別の方法で受遺者等 を代理していない場合は、信託とはかかわ りなく、受遺者等がその財産権

を保有できる。

魎」一旦 通法上里義務 を部立 ない意思

遺言者は全く意図している信託について言及せず、ある人に財産権 を遺贈した場合、受遺者または相続人にそ

の財産権を公益目的にあててほしいことを伝えたが、普通法上の義務 を課す意図がなかった場合、受遺者等は、

信託とはかかわ りなく、その財産権を保有することができる。

白.遺 書1凹こ盈益情話を投幽 馴 があらわれてい畳」iU食

遺言者は、ある人に財産権を遺贈 したが、遺言書中に、受遺者または相続人が合意した公益信託にその財産権

を保有するものとすると述べ られてお り、遺言書作成前に受遺者等が財産権を特定の公益信託に保有することに

合意している場合、受遺者は公益 目的のための擬制信託として、それを保有するよう強制される。このような場

合、遺言の中で受遺者等は財産権を利益 を受けるべく所有してはな らないし、財産権を保有すれば不当利得する

だろうと書かれているかぎり、受遺者等が財産権を保有できないのは明らかである。遺言者の遺産の利益を復帰

信託とさせることが出来るとしても、公益目的の意思のための擬制信託として財産権を保有させられるのは、受

遺者が合意で絶対的であるのと同様の確固たる根拠がある場合である。注b参 照。

受遺者が文面によって絶対的である場合は、受遺者の合意がなされた時期が遺言書作成の時か、あるいはその

前後かは重要ではないし、その受遺者等による同意が明確な言葉でなされようと、文書であろうと口頭であろう

と、行為によって示 されようと重要ではない。

一一方、受遺者等が、信託として財産権を保有することを遺言者が合意しなかった場合、受託者等は擬制信託に

もとついて財産権を保有することを強制 されないし、遺言中には受託者等のために取得することも明示 されてい

ないのだから、その財産権 を取得することも認められない。遺言者の遺産のための復帰信託が課せ られることに

なろう。第411条 注q参 照。意図された信託のことを遺言によって知 らされていたとしても、受遺者等は財産権を

取得することはできない。

遺言書の条項によって、遺言者が受遺者等に何等普通法上の拘束をかける意思なくして、財産権を公益 目的に
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充当すると書かれている場合は、財産権を信託に保有することを受遺者が承諾していても、受遺者等は信託 とは

かかわりなく財産権を保有することができる。

例:

4.Aは その財産権を、 「私がBに 伝えた目的のための信託として」Bに 遺贈するという遺言書を作

成した。その遺言書作成前に、AはBに 一定の公益目的のための信託として遺贈 した財産権を保有して

ほしい旨伝え、Bは 、そうすることに合意した。A死 亡。Bは 公益目的のための擬制信託として財産権

を保有するよう強制される。

一方、遺言者が特定の公益目的のために財産権を遺贈した場合、遺言者はその目的の達成のため、さらなる投

資計画を構 じなければならないということである。そのような投資はいままで行われていなかったか、確証され

ていない覚書に含まれている投資であるか、受託者に伝えてない投資であるが、公益信託は失効 とならない。第

395条 注b参 照。

(2)項 の注:

」_._公益 信垣とLて 操杏里ることに相1齪一人ま匙は最近継 が合意 した1壷

相続人または最近親者が、無遺言相続によって取得する財産権を公益信託 として保有することに合意し、その

合意 を信頼 して遺言をせずに死亡した人の相続人または最近親者は、指定 された公益 目的のための擬制信託とし

て保有するよう強制される。公益信託を設定するという死者の意思は、遺言により明らかにされていないが、相

続人または最近親者がそのまま取得すると不当利得 したことになるので、相続した財産権をそのまま取得するこ

とは認められない。

その合意が明確な文言で相続人あるいは最近親者によってなされるか、文書か口頭あるいは行為で示されるの

かといったことは重要ではない。注bと 比較。

例:

5.男 や もめのAは 、たった一人の子であるBに 、Aが 無遺言で土地を相続させたら、それを一定の

公益目的のために保有することに合意するかどうかをたずね、Bは 合意した。Aが 無遺言で死亡した。

Bは その上地を、公益 目的のための擬制信託として保有するよう強制 される。

且,辿 後壁颯

遺言処分による信託設定の権限を制限する法令の規定の効果については、第362条 注g～i参 照。

第360条 委託者の死亡を停止条件とする場合の生前行為による処分

委託者の死亡が、公益信託の設定のための停止条件である場合、その処分は遺言によるものであ り、遺言法の

要件を充足する場合でなければ、その効力は生 じない。

注1

」1-,」S規」咀の適田植囲

613

L



【第11章 】 下
本条で述べられている規定は、私益信託に適用されるものと同じである。第56条 参照。

委託者が公益信託に財産権の譲渡をしようとする場合、受託者の生前に信託が設定 されたのではなく遺言でな

されたものであるため、また生前に財産権を移転したその財産移転は無効であり、その信託目的のための財産移

転は有効であっても生前に明らかになされたものでないため、意図された信託は失効 となる。

b,置 注」曽璽腫亡の1時、譲渡が為卓不完竜王蚤.査蝸.登

財産権の所有者が、公益 目的のための受託者たる他人に、その財産権を譲渡 しようとしたが、彼の死亡の時に、

その譲渡行為が不完全である場合、遺言法の要件を充足 しない限り、その意図された公益信託は無効である。

c.設 定 麹P死 亡まで、量語財産斑相星亘れな⊥1齢

委託者の生存中に財産権が特定されなければ、公益信託にもとつ く生前行為による財産権の移転は効力を生 じ

ないことがある。たとえば、ある人の死亡の時にその人のものである財産を、公益目的のため受託者としての他

人に譲渡しようとする場合、その意図された公益信託は遺言によるものであり、遺言法の要件を充足しない限り

無効である。第56条 注cと 比較。

例:

1.Aが 、彼の死亡時に自分のものである動産を、一定の公益 目的のための信託受託者としてのBに

譲渡することを内容 とする証書を作成し、Bに 交付した。Aが 遺言をせずに死亡。公益信託は設定 され

ず、Aの 遺産管理人が、その財産権に対する権原を取得する。

d,委 託者死亡1のll串まで、受託者が抱塵室れない嚇廿

委託者の生存中に受託者が確定されなければ、公益信託にもとつ く生前行為による財産権の移転は効力を生じ

ないことがある。たとえば、財産権の所有者が遺言で指定する人に、公益信託にもとづきその財産権を譲渡しよ

うとする場合、意図された信託は遺 言によるものであり、遺言法の要件を充足しない限り、効力を生じない。第

56条 注d参 照。

例:

2.Aは 、 ある有価証券を遺言で指定する受託者に、公益信託に もとついて保有するよう譲渡すると

いう内容の証書を作成した。この証書は遺言法の要件を充足していない。Aは 、遺言書を作成 しなかっ

た。信託は、証書作成時にも、A死 亡時にも成立しない。

3.Aが 、受託者としてBを 指定する遺言書を適法に作成した以外は、例2と 同じ事例である。遺言

が、信託条項を示していなかったり、譲渡証書を引用することによって具体化していなかった場合、信

託は成立しない。

旦._委 魎 死亡時まで目一的が述べられていない損金

公益信託に委託者が財産権を譲渡する場合、彼の生存中の譲渡は有効でも、信託の 目的が過去に宣言されない

ため、意図された信託が失効することがある。たとえば譲渡人が遺言行為によって指名されるような公益信託に

ついて他人に財産権を譲渡する場合、意図された公益信託は遺言でなされるのであり、遺言法の必要条件を満た

さない限 り無効である。第56条 注e参 照。
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例:

4.AがBに 信託として有価証券を譲渡し、A生 存中はAに その収益を支払い、A死 亡に際しては、

A死 亡後にみつけられる手紙に指定 してある公益 目的のための信託として、証券を保有するようにした。

A死 亡後、ある公益信託にもとづき、Bが その財産権を保有するよう指定のある手紙がみつかり、Aの

署名はあったが、その手紙は、遺言法の要件に従って確認されなかった。意図された信託は無効である。

信託証書は、受託者に後 日与えられる指図に従い、財産権は公益信託として保有されるものと指示しているが、

そのような指図がなされずに委託者が死亡した場合でも、もしその委託者がその指図を公益目的の主要な部分と

意図していないことが明らかなときには、その譲渡が効力を失うものではない。第358条 注e、 第395条 参照。

血_藁 蕎書 聖蔀亡ま」畑U顯 三廻塑]互虹蚤場合

委託者の死亡が公益信託設定の停止条件ではない場合、委託者の死亡まで財産権が公益信託の 目的に充当され

なかったからといって、その譲渡は遺言によるものではない。第56条 注1参 照。委託者が信託を設定した後の、

委託者の権限や管理が及ばない贈与は撤回できない。

例:

5.Aは 、A生 存中はその収益をAに 支払うための信託として、A死 亡の際には、公益信託としてそ

れを保有するようBに 財産権を譲渡した。 この処分は遺言によるものではない。

.呂一_遣 直に∫匡一らな史行為か」旦職 でき_る⊥1.「白

財産権の所有者が、遺言行為によらない事実によって決定されるような公益信託について、他人にその財産権

を譲渡する場合、遺言法の要件を充足する必要はない。第56条 注gと 比較。収益の譲渡に明らかに影響を及ぼさ

ないのなら、その譲渡行為は遺言によらないものである。第358条 注c参 照。

例:

6.Aは 、生存中はその収益をAに 支払 い、A死 亡時には、その時Aが 一員となっている教会のため

の信託としてそれを保有するよう、Bに 有価証券を譲渡した。Aが 死亡。Aが 死亡した時、彼はある教

会の一員となっていた。その教会のための信託は有効である。

互工苗鎚霞 亘

木条で述べられている規定は、公益信託として他人に譲渡する場合と同様、公益信託について自己が受託者と'

なる信託宣言にも適用される。第56条 注h参 照。財産の所有権者が公益 目的について信託宣言した場合、意図さ

れた信託は、信託財産が受託者の生前に譲渡されていないため、その目的が生前に明確にされていないため、ま

た、自分の死後までその信託が効力を持つように指示しておかなかったために失効となる。

例:

7.Aは 証拠 として確認されない証書によって、Aの 死亡時に、Aが 所有している財産権について、

公益信託の信託宣言をした。意図された信託は、遺言によるものであり、無効である。

8.Aは 、A生 存中は、その収益をAに 支払い、死亡時には、Aの 死亡後みっけられる手紙に指定 し

た公益 目的のための信託としてそれを保有するため、ある証券について自己が受託者 となる信託宣言を
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した。A死 亡後、ある公益信託にもとついて、その財産権を自己が保有すると宣言する手紙がみつか り、

その手紙には、Aの 署名はあるが、遺言法の要件に照らす と、確証されるものではなかった。その意図

された公益信託は無効である。

第361条 委 託 者 が 、 信 託 の 取 消 、 変 更 ま た は 支 配 の 権 限 を 留 保 し て い る 場

合 の 生 前 行 為 に よ る 処 分

公益信託が、委託者の生存中に宣言される場合、委託者が生涯受益権(bθn6ficiallifgint6ro3t)を 留保 し

ているとか、これに加えて、信託の全部または一部を取消す権限や、信託 を変更する権限および信託の管理につ

いて受託者を支配する権限を留保しているという理由だけから、その処分が造言によるものではなく、造言法の

要件を充足していないため効力を生じないということはない。

注:

旦.素 話者[が取消と変更璽歯置 を冊1阻Lた 墨金

本条に述べられている規定は、私益信託に適用されるものと同じである。第57条 参照。財産権の所有者が、公

益信託として他人に生前行為でその財産権を譲渡する場合、その財産権が彼の死亡後まで公益目的にあてられな

いからといって(第360集 注f参 照)、 さらに彼が公益信託を取消または変更する権限を留保するからといって、

その譲渡は遺言によるものとはならない。そのような場合に、死後まで信託が発生 しない場合に意図された公益

信託が遺言によってなされることがあるとはいえ、信託が委託者の生存中に設定され、彼がそれを取消すことが

できるということだけでは、その譲渡は遺言によるものとはならないのである。第360条 参照。

例:

1.認 証 されない証書によ り、Aは 生前行為によりBに 財産権を譲渡 し、Bが それを保有、管理し、

Bの 自由裁量で投資、再投資するようにし、A生 存中はAに その収益を支払い、あるいは、Aの 指示に

従わせ、A死 亡時には、ある公益目的のための信託としてその財産権を保有するようにした。Aは 、信

託条項の取消または変更の権限を留保した。Aは 、信託の取消や変更をせずに死亡した。Bは 、指定さ

れた目的のため、公益信託にもとついてその財産権を保有する。その公益信託は遺言によるものではな

く、遺言法の要件を充足していなくとも有効である。

旦,_委 超越 虫 配璽権陛 と貿催主直裂脅

財産権の所有者が、公益信託として、その財産権を、生前行為によって他人に譲渡する場合、信託の取消や変

更の権限だけでなく、信託の管理について受託者を支配する権限 も留保するということは、その処分を遺言によ

るものとするのではなく、遺言法の要件を充足していなくとも有効である。

例:

2.信 託の捺印証書によって、A生 存中は株式の配当をAに 支払う信託として、A死 亡に際しては、

指定された公益機関に、株式またはその収益を引渡すための信託として、AはBに 株式を譲渡した。A

616



|

L

【第11章 】

は、その株式の議決権、株式の売買、その収益を再投資する権限を留保 し、さらに、Aは 、その信託の

取消や変更の権限も留保した。 この信託は遺言によるものではな く、遺言法の要件を充足していなくと

も、有効である。

一方、財産権の所有者が、彼の死亡に際 しては、公益のために保有する目的で第三者にその財産権を譲渡する

ことを指示して、彼の代理人にその財産権の占有を移転し、代理権は、本人の死亡の時に終了するものとして、

設定 されている場合、この公益 目的の処分は、遺言によるものであり、遺言法の要件を充足しない限り、無効で

ある。

これと同様の規定は私益信託にも適用される。第57条 注b参 照。。

旦」」諭 宣 言

本条に述べ られている規定は、財産権の所有者が公益 目的のために受託者としての他人に、それを譲渡する場

合だけでなく、公益 目的のため、自己を受託者とする信託宣言の場合にも適用される。この譲渡は遺言によらな

いものであり、また委託者兼受託者が受益者としての生涯権および、その信託の撤回権と変更権を保有している

からといって、遺言法の要件を満たしていないので無効である。

これと類似の規定は私益信託にも規定される。第57条 注h参 照。

公益 目的のための信託宣言の効力は預貯金勘定にも及ぶ。第361条 の2参 照。

第361条 の2預 金の形態の仮の信託

ある人が、公益目的のための信託受託者として、自己の名義で銀行その他の貯蓄機関の貯蓄 口座に預金し、自

己の生存中はいつでもその預金の金額または一部を引出し、引出した金額を自己のために使用するとか、あるい

は、その他の方法によって信託を取消す権限を留保する意思を有する場合、預金者が、信託の取消をなさずに死

亡すれば、預金者の死亡の時に残存する預金について、預金者の死亡を理由に、意図された公益信託は強制可能

である。

注:

8.こ 蜘 』靱の範』胴,

本条に述べられている規則は、私益信託に適用 されるものと同じである。第58条 参照。

例:

1.Aは 銀行に 「B協 会の受託者として」A名 義で1.㎜ ドル預金した。Bは 法人格なき公益団体で

ある。Aは 預金口座からお金を引出さずに死亡した。その公益団体の目的のため、公益信託は設定され

る。

b」」旦螢参照

遺言による処分によって公益信託を設定する権限を制限する法令の規定の効果にっいては、 第362条 、 同条注

1参 照。
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第362条 公益信託の設定に対する制限

法令に別段の規定がある場合を除き、財産権の所有者が公益信託を設定する権限に対しては、私益信託の設定

に対 して適用されない制限は受けない。

注:

民 一普通法」二は制限丞ない

法令に別段の規定がない限り、能力者たる財産権の所有者は、彼の死亡前のいつ作成したものでも、遺言書に

よって公益信託 としてその財産権を遺贈することができる。

玉.一重益旦的のため遺」掲され鋤}三 法至剛1幽!加3」 旦酬

いくつかの州では、公益 目的のために、遺贈できる遺言者の財産の割合を制限する法律がある。その許容限度

割合は州によって異なり、遺 言者の財産の2分 の1の ところも、3分 の1、4分 の1の ところもある。通常、 こ

の譲渡を無効とするのは、遺言者の家族たとえば妻 とか子供達の扶養のためである。これらの規則は通常、指定

の関係者を守るために、財産を処分する遺言者の権限を制約すると解 され、 これら関係者のみがこの制約を利用

することができる。

玉⊥ 皇 莚ll的 の止め財産権 を処罰喧こる週亘の性戚岨 ≡、.」虫一.」 られ理 全

いくつかの州では、遺言書が、遺言者の死亡前の一定の期間内に作成された場合、公益目的のための遺贈が無

効とされる法律がある。その期間については、胸30日 、約90日 、約1年 など、州によって異なる。

旦 公益貼ム」こ適用亘れ互制限

初期イギ リス死手法のもとでは、土地の所有者は法人に不動産権を移転す る権限があって、その法人が土地の

権原は持つことになったとしても、領主に対しては土地の所有権 を有しなかった。この法の目的は、土地が個々

人に保有されていれば、領主としての利益があるのに、法人に土地が集積してしまえぱその利益を君主か ら奪っ

てしまうので、法人に土地を集積させないようにすることにあった。譲渡人あるいはその相続人はその譲渡を拒

絶する権限をもたない。また、領主が、最終的には国王が死手法の免許を与えることによって法人に土地の所有

を許可したすれば、法人はその土地を保有することが出来た。この制限は公益法人ばかりでなく私的法人にも適

用された。

アメリカでは、いくつかの州においては、公益法人によって保有される不動産あるいは助産の額を制限する法

律がある。

生前行為か遺言によって公益法人に許容外の財産権が移転された時、州によってだけ異義申立ができるのか、

あるいは委託者、相続人、最近親者、残余財産の受遺者ないし遣産受取人によっても異議が申し立てられるのか

はこの制定法の解釈の問題である。もし異議が州によってのみ申し立てることができるとするなら、移転の結果

お こることを議会の訴訟によって、また委託者、相続人、最近親者、残余財産の受遺者ないし遺産受取人の承認

もなしで片づけられる。
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イギ リスでは、普通法上、土地の遺贈は認められなかった。土地の遺贈を認めた遺言法(TheStatuteof

Wills,32Hen.U,c.1(1540)、34Hem遁,c.5(1542)に て解釈)で は、明示的に政治団体や法人への遺贈を除

外した。それゆえ、私的団体にせよ、公益法人にせよ、法人への土地遺贈は認められなかったのである。しかし

ながら、公益ユース法(TheStatuteofCharitableUses,43EIiz.1,c.4(1601)){第368条 注a参 照)は 、

少なくとも、衡平法上、公益法人への遺贈を有効とした。この法律の規定は、明示的に公益法人への遺贈を許可

したわけではないが、公益 目的のための処分を推進することを、立法趣旨としてかかげていたので、そのため、

公益利用のための法人への遺贈が認められたのであろう。現在のイギ リスの遺言法(7Wi】1.WandlVict.,c.

26(1837}}は 、法人への遺贈を認めている。

アメリカでは、州によって、法人が、その性質上、あるいは法令により、特別に土地の遺贈をうけることが認

められていなければ、法人は土地の遺贈 をうけることができないと規定された法律がある。また、わずかだが、

州によっては、動産の遺贈についても、同じような規定がある。

旦L現 存丈晶公益f元1鵡に、遣直により.」甘産をつり』追L重 量壷

すでに述べたように(第358条 注c参 照)、 財産権の所有者が現存する公益信託の受託者に、同じ目的のために

保有するよう財産権を遺贈する場合、その公益信託の条項が、遺言中に述べられていないからといって、無効と

はならない。第54条 注e～1と 比較。

公益 目的のための遺言による譲渡についての制定法上の制限は、遺言者が遺言によって現存する公益信託に財

産をつけ加えようとするものについても適用される。たとえば、 もし遺言が遺言者の死亡前の一定の期間内に作

成されたときは、公益目的のための遺贈は効力を生じないという制定法の規定があるなら、遺言が遺言者の死亡

前に作成された場合の現存の公益信託へ財産を加える遺贈は無効である。

f.遺 言補足1書章{Cgdi亡i1}の 饗

遺言書が、遺言者の死亡前の一定期間内に作成されたときは、公益 目的のための遺贈が効力を生 じないという

制定法の規定があっても、遺言者が、その期間外に作成した遺言書によって、公益目的のために、財産権を遺贈

し、しか も、その公益を目的とした譲渡を変更しないという遺言書または遺言補定書を、その期間内に作成 した

ときは、その譲渡は有効である。たとえ、遺言者が古い遺言を取消して、新 しい遺言書を作成しても、公益的譲

渡については、古い遺言と同様に、新しい遣言書にあれば、その公益的譲渡は有効である。公益 目的について古

い遺言書より新しい遺言補足書または遺言書が遺贈を増やしている場合には、古い遺言書で贈与 された譲渡分は

有効であるが、新しい遺言補足書または遺言書で増やされた部分については無効 となる。

一方で
、扶養家族の撤回権の原則が適用されなければ、遺言補足書または新 しい遺言書の中で、古い遺言書に

よって贈与した財産権を他の財産権に変更する場合は、遺言補足書や新しい遺言書のみならず、古い遺言書によ

ってなされた譲渡も無効 となる。また、扶養家族の撤回権の原則が適用されなければ、遺言補足書または新 しい

遺言書の中で、古い遺言書に含まれていた者から異なった公益的譲渡に変更する場合は、遺言補足書や新 しい遺

言書のみな らず古い遺言書によってなされた譲渡 も無効となる。

[訳 注]
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*cosici1-一 遺言者が前になした遺言に追加、説明、一部変更、一部撤回するために作成 される遺言書。全

面的に撤回するのではなく一部修正の意図が認められるものをいう。遺言書の一部をなし、遺言書として必要な

要件を満たしていなければならない。

且L公 益償』劃⊆玉とついて保査することを堂遺.煮皇国塾主 墨描造

注b、cに 述べられている法令は、遺言者が、遺言によって公益信託を設定しようとする場合だけでな く、公

益信託設定の意思を遺言中に述べずに、ある人に財産権を遺贈 し、しかも、その受遺者が、公益信託にもとつい

て、その財産権を保有することを、遺言者の死亡前に合意した場合(第359条 注b参 照)、 あるいは、彼が財産権

を遺贈したのは、受遺者か、公益信託にもとついて保有することに合意したことによると、遺言書中に書かれて

いる場合にも、適用 される。第359集 注e参 照。

このような場合、受遺者または相続人は意図された公益目的のための明示信託ないし擬制信託として財産権の

保有を強制 されないし、また、信託とはかかわりなく財産権を保有することも許されないが、受遺者は遺言者の

財産のための擬制信託として保有することは強制される。

例:

1.Aは 、彼の財産全部をBに 遺贈するという遺言書を作成した。AはBに 、ある公益信託にそれを

保有するために、その財産をBに 残すことを告げ、Bは 、その公益信託にもとついて、それを保有する

ことに合意した。制定法によって、遺言者の財産の3分 の1以 上を公益目的のために遺贈できないと規

定されている。Aが 死亡した。遺言者の財産の3分 の1を 超えているので、 この譲渡は無効である。

2.Aは 、彼の財産全部をBに 遺贈するという遺言書を作成した。AはBに 、ある公益信託に保有す

るために、それをBに 残すことを告げ、Bは 、その公益信託に財産を保有することに合意した。Aは 、

その遺言書を作成 してから1週 間以内に死亡 した。制定法により、遺言者の死亡の少な くとも30日 以 前

に作成された遺言書でなければ、財産権を公益 目的のために遺贈できないと規定されている。この譲渡

は無効である。

3.Aは 「Bが 保有することに合意 した目的のための信託 として」Aの 財産全部をBに 遺贈するとい

う遺言書を作成した。遺言書を作成する前にBは 一定の公益 目的のため、信託としてその財産権を保有

することに合意した。Aは その遺言書作成後1週 間以内に死亡してしまった。制定法により遺言者の死

亡の少なくとも30日 以 前に作成 された遺言書でなければ、財産権を公益目的のために遺贈できないと規

定 されている。この譲渡は無効である。

h.公 益韮i「抵に玉とづ』上±ユ披在するこ、と圭劃 雛人また旦 靱 親煮担食違」山止掲合

性b、cに 述べられている制定法は、無遺言相続によって取得する財産権を、公益信託として保有することに、

相続人または最近親者が合意し、その合意を信頼して、遺言をしないで、ある人が死亡した場合にも適用される。

このような場合、相続人または最近親者は意図された公益信託に明示信託、擬制信託 として財産権を保有するこ

とは強制されないが、信託 とは関わりなく財産権を保有することは許される。

.i_L意 図 された公』目1日田三もと三江竺ξ保イ∫す蚤∫ とに鷲遺煮挺合」蓋し」な玉}一場立
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注b、cに 述べられた制定法は、遺言者が公益信託を設定する意思を遺言書に述べずに、ある人に財産を遺贈

した場合、公益信託に財産権を保有するようにというような認証されない指示が遺言者の死亡後にみつかったと

しても、遺言者死亡前に受遺者が公益信託にそれを保有することに合意していないときは、適用されない。

このような場合、受遺者または相続人は、意図された公益目的のために明示信託あるいは擬制信託として財産

権を保有することを強制されず、遺言者の財産のための擬制信託や復帰信託として財産権を保有することも強制

されないが、信託と関わ りなく財産権を保有することは許される。その受遺者等がその財産の唯一の所有権者な

ら、 もしそう望めば、その財産権を意図された公益目的に充当することもできる。しかし、受遺者等に対する拘

束力はないため、この制定法は適用されない。

例:

4.Aは 、 自己の財産全部をBに 遺贈するという遺言書を作成した。Aは その1週 間後に死亡し、そ

の財産権を、ある公益信託にもとついて保有するようにという指示のある、Aの 署名入りの手紙がみつ

かった。しかし、その手紙は、遺言法の要件を充足していなかった。Bは 、その手紙がみつかるまで、

Aの 意思を全く知 らなかった。意図された公益信託は無効であり、Bは 、信託とはかかわりなく、その

財産権を保有できる。ただしBが 選ぶなら、たとえ制定法により遺言者の財産の3分 の1以 上を公益 目

的のため遺贈することも、遺言者の死亡の少なくとも30日 よ り前に作成された遺言書によらなければ、

公益 目的のための遺贈は認められないと規定 されていても、彼は、その財産権を意図された公益目的に

あてることができる。

」－L懇願的処 分」p陀 ¢a岨yd-1spo3iLion旦L

遺 言者が、財産権を公益目的に使ってほしいという希塑を、遺言書中に明示していても、無条件で、それがある

人に遺贈される場合には、注b、cに 述べ られている制定法は適用されない。 このような場合、受遺者または相

続人は一定の公益目的のために明示信託や擬制信託 として財産権を保有することを強制されないないし、遺言者

の財産のための擬制信託や復帰信託として財産権を保有することも強制されないが、、信託とは関わりなく財産

権を保有することは許される。受遺者等がその財産の唯一の所有権者なら、そう望めば、その財産権を意図され

た公益目的に充当することもできる。しかし、受遺者等に対する拘束力はないため、この制定法は適用 されない。

例:

5.Aは 、財産全部をBに 遺贈するという遺言書を作成し、その際、Bに その財産権を、ある公益目

的のためにあててほしいという希望は明らかにしたが、公益 目的に使用するについて何ら普通法上の義

務を課するものではないことを示した。Aは 、1週 間後に死亡。Bは 、その財産権を、信託とはかかわ

りなく保有できる。ただし、もし、Bが 選ぶのなら、たとえ法令により、遺言者の財産の半分以上を公

益目的のために遺贈できず、しかも、遺言者の死亡の少なくとも30日 よ り前に作成 した遺言書によらな

ければ、公益目的のために遺贈できないと規定されていても、Bは その財産権を意図された公益目的に

あてることができる。

遺言者が命令的というより懇願的なことばを使って遺言者が公益信託を設定する意思をあらわしたとしても、
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この制定法は適用される。第351条 注c参 照。

上_歪 謳者が、取消また且 一 保壁勘

注b、cに 述べ られている法令は、財産権の所有者が、生前行為によって、その財産権を公益信託として譲渡す

る場合、たとえ、彼が生涯受益権や、その信託の全部または一部を取消したり変更した りする権限を留保してい

ても、遺言による処分でないため、適用されない。第361条 参 照。この場合、譲受人はこの公益信託に財産権を保

有することを強制される。第57条 注c参 照。しかしながら死亡予期によってなされた完全な公益的贈与でも効力

はないし、同様の情況下で設定された公益信託も効力を持たない。

例:

6.Aは 生 前行為で、Bの 裁量で保有、管理、投資、再投資し、A生 存中はその収益をAに 、A死 亡

後は一定の公益 目的のための信託としてBに 財産権を移転した。Aは 信託条項の撤回 ・変更権を残して

いた。Aは その信託を撤回 ・変更することなしに1週 間後に死亡した。遺言者の死亡の少なくとも30日

以 前に作成された遺言書がなければ、遺言者の財産の1/2を 超 える公益 目的への遺贈も、財産を公益

目的に遺贈することもできないと制定法によって規定 されている。この公益信託は有効である。

-1.一領金信託(savingS〔 極qsit⊥r題ts).

制定法によって、財産権の所有者が、一定の額を超えて公益 目的のための追贈ができないとか、死亡の一定期

間以上前に作成された遺言書によらないと、公益 目的のための遺贈ができないと規定 されている場合、公益 目的

のための預金形態の信託が、 この制定法の影響をうけるかどうの権能については明確にされていない。

第363条 信託財産'

公益信託は、信託の目的とするにふさわしい性質をもっ財産権がなければ、設定できない。

注:

L第74条 ～第88条 に述べ られているような私益信託として保有 される財産権に適用 される規定は、公益信託に

も適用される。

h⊥ 」特定財産の要件

委託者が、公益信託として保有する財産が明示されなかったり、財産を確認する手段が明示 されない場合、そ

の意図された信託は失効する。けれども意図された目的の達成のために必要な額は明示することができる。そう

でなければ受託者の裁量に全額を残すこともできる。たとえば、遺言者の死亡時に生存している遺言者の甥達に、

受託者が適当と認める財産権の一定額を支払い、その差額を公益 目的にあてる信託として遺贈され、甥達の死亡

後は、元本を公益目的にあてるとした場合、有効な私益信託と公益信託が設定される。

皇.._薗毯鍵鳳

受託者が公益とその他の有効な対象に信託財産を分配する権利を持っているが、その権利行使が適切でなかっ

た場合については、第397条 注i参 照。
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受託者が公益とその他の無効な対象に信託財産を分配する権利を持っていた場合については第398条参照。

第364条 受益者不特定

公益信託は、確定した受益者あるいは、確定できる受益者か指定されなくても、設定できる。

注l

aこ の規定の範1田

私益信託は、信託設定時に確定した受益者がいないとか、永久権禁止則の期間内に確定できる受益者がいない

限 り、現存しえない。第112条 参照。公益信託の場合は、その信託から利益を受ける者が特定される必要はない。

受益の権利は、個々の受益者に与えられるのではな く、その財産権は、コ ミュニテ ィの利益のために使われる。

これらの目的は、その信託を実施するよう主張することができ、そこから特別の利益を得る受益者が存在しよう

と、通常、その信託の利益を受ける人による訴訟ではなく、コミュニテ ィの代表者たる司法長官(第391条 参照)

の和書によって強制が可能である。第391条 注c参 照。

第365条 公益信託の期間

公益信託は、信託条項で、信託が不確定な期間、または無制限な期間継続するものとされても、無効ではない。

注:

旦と この規定の範囲

私益信託は、無制限な期間、継続するものとして設定することはできない。永久拘束禁止則の期間内に受益者

が確定されなければ私益信託は設定できない。第112条 参照。私益信託の場合、受益者の利益は永久拘束禁止則の

期間内は権利を帰属させていなければならないが、受益者全員がその信託の終了を望み、受託者が無能力でない

のにその信託を終了させることが出来ないという規定は無効である。第62条 注o参 照。しかしながら私益信託が

永久拘束禁止則の期間を超えて存続したからというだけで無効 となることはない。第62条 注n参 照。もし、ある

特定の非公益目的のため、意図された信託として財産権を移転する場合、明確なまたは明確に確定されるべき受

益者が指名されていない場合は信託は設定されないし、永久拘束禁止則の期間内にその権利行使を限定すれば財

産権をその指定 された目的に充当する権利を譲受人が持つとしても、永久拘束禁止則を超えて行使されれば、そ

の権利は無効となる。第124条 参照。しかし財産権が墓の永代管理のために収益を使 うよう指示 して、ある人に遺

贈された場合、その規定は無効であり、受遺者は遺言者の財産のための復帰信託としてその財産権を保有するこ

とになる。

他方、公益目的のための信託として財産権が譲渡される場合、たとえ、その信託が、永久権禁止則の期間を超

えて継続するものであっても有効である。たとえば、その収益を教会の修理に充当するものとして、信託の設定

時に生きている人の死後21年 以上の期間、収益を充当する信託は有効である。このような公益信託は相次存続で

も100年 間でも永久であっても有効である。
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しかし公益目的のための信託は、永久拘束禁止則を超えた期間続かなくても公益信託であることに違いない。

たとえば貧困者に直ちに元本を分配する信託も公益信託である。第375条 注i参 照。

1つ の公益目的からその他の公益 目的へ、または公益目的から非公益 目的へ、非公益目的から公益目的への先

行贈与不動産権消滅後の不動産権の設定に永久拘束禁止則を適用する問題については第401条 参照。

本条で述べる規則については財産権のリステイ トメント398条参照。

第366条 取 消 及 び 訂 正(reformation)

公 益信託は、私益信託が取消及び訂正できると同じ理由で、取消及び訂正できる。

注:

旦」_私益信託の取消及び訂正の理由については、第333条 参照。 これらには、詐欺、強迫、不当威圧、錯誤も含ま

れる。

第367条 撤 回及 び 変更(modification)

公益信託が有効に設定された後は、委託者は、信託条項に、撤回または変更の権限を留保しない限り、これを

撤回 したり、変更することはできない。

注:

旦_私 益信託の撤回および変更に関する同様の規定については、第330条 、第331条 参 照。

b, .錯誤 に、よ旦権 限を右 更しなかった墨金

公益信託が、記載証書によって設定され、委託者が、撤回または変更の権限を留保する意思があったが、錯誤

によって、そのような権限を留保する規定を証書に入れなかった場合、彼はその証書を訂正することができ、そ

の信託を撤回または変更することができる。私益信託についての第332条 参照。

c.iR翼 で一な`三制限蜷

信託条項によって、委託者が、その信託の範囲について、受託者に軽い制限をつけた場合、あとから、その信

託の管理につき、受託者に妨げにならないよう、委託者は、その制限を除去することに同意ができる。委託者は

信託条項以外にはどんな方法でもその信託の管理を受託者に強いることはできない。たとえば学校を創立し、維

持するための信託として委託者は財産権を移転し、その学校の学生に研究させる講座を詳細に規定していたが、

教科課程としてのその制約が学校のなすべきつとめの妨げになっていることがわかれば、委託者は強制はできな

いにしても、受託者がその教科課程の変更へ導 くのを許可することはできる。

d」 蓬1撰青照

信託条項から逸脱することを指示したり、許可 したりする裁判所の権限については、第381条 参 照。

可及的近似の原則の適用については、第399条 参照。
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第3節 公益目的の性質

第368条 公益目的とは何か

公益目的とは以下のものを含む

(a)貧 困の救済

(b)教 育の振興

(c)宗 教の発達

(d)健 康の増進

(θ)行 政あるいは自治目的

(f)そ の他社会福祉を増進する目的

注:

a.公 .益二≡1二一.ろ濯ξ(Stat1吐oofCharitableUses)

公益 目的の一般的なものは、公益ユース法(43Eliz」.c.4(1601))の 前文に示されてお り、そこには、公益

的譲渡として次のようなものがあげられている 「老人 ・無能力者 ・貧民の救済、病気および不具になった兵士 ・

船員の扶助、学校施設 ・無料学校 ・大学の研究者の扶助、橋梁 ・港湾 ・道路 ・教会 ・堤防 ・ハイウェイの修理、

孤児の教育 ・就職、感化院の援助 ・維持、貧困女性の結婚、若年労働者、技術の落ちた手工業職人、高齢労働者

の救済と援助、囚人 ・捕虜の救済、釈放、貧民の租税負担、出征費その他の税負担の援助」。

この法律の前文に書かれている譲渡が、絶対的なものではなく、 この他にも公益 目的となるものはある。公益

目的全部に共通な要素は、それが社会の福祉をめざしているというところにある。同様の総体的な特質をもつそ

の他の目的も同じく公益的なのである。すべての公益目的の共通要素 とはコ ミュニテ ィに利益をもたらす目的の

達成 を志すものである。

イギリスにおいては公益ユース法の立法以前は大法官裁判所が公益信託を実施させた。アメリカにおける公益

信託の効力は特定の州がユース法を採択 していることに起因するのではない。ユース法は濫用を調査し、濫用を

是正するための議会の大法官を任命することで公益信託の実施を規定するものであ り、大法官による部分的変更

がなされるまではその指示は有効である。だから、ユース法は衡平法上の訴訟や略式起訴による現行の救済方法

に加えて、公益信託の実施のための救済方法を規定するものである。 この新たな救済方法はイギ リスでは使われ

なくなったし、アメリカでは採択されなかった。ユース法の重要性はさほど効力をもたなかったが、まれには裁

判所がユース法から導 く公益的譲渡が好ましいとして、公益 目的の記述とか一覧が、制定法の前文や国会の一般

的意思にみうけられることもある。ユース法を法令の一一部 として受け取っていない州でも、それが当該州におけ

る公益信託の有効性に影響を与えることはない。

上上.公益H的 の特質

財産権を永久的な目的に充当するのが妥当だと認めるにっいて、その目的の達成がコミュニテ ィの社会的利益

に貢献するなら、目的は公益的である。
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その目的が、コミュニテ ィの社会的利益だと決定するための確定的な基準はない。なぜなら、コミュニティの

社会的利益になるということは、時代および場所によって異なるからである。イギ リスとアメリカの普通法上は、

貧困の救済、教育や宗教の発達、健康の増進、行政あるいは自治 目的の達成は、公益という概念に入り、コ ミュ

ニテ ィの社会的利益 となることが認められている。その他の公益目的については、明確な規定はない。様々な目

的については以下の条文にて扱うこととする。

c公 益目血 趨 数旦 墨金

本条で述べ られている目的が複数ある公益信託 も設定できる。たとえば、貧 しい男の子へ奨学金を与えるため

の信託は、貧困の救済と教育の振興のためのものである。また貧困者の医療援助をするための信託は貧困救済と

健康増進のための信託である。

直.歪 拙者の動機は重要ではな旦

その目的が信託条項によって信託財産を公益 目的に充当するものである場合、その信託を設定する委託者の動

機は重要ではない。たとえば、遺言者が、教育施設を建てるための信託として財産権を遺贈する場合、たとえ、

信託条項によって、その施設に遺言者の名をつけることになっていても、また、その信託を設定する彼の動機が、

教育の促進というよりも、彼自身の名声のためだとしても、その信託は公益信託である。

全一_並後参照

貧困の救済については第369条 、教育の振興については第370条 、宗教の発達については第371条 、健康の増進に

ついては第372条 、行政あるいは自治 目的については第373条 、公共の福祉のための信託については第374条 参照。

第369条 貧困の救済

貧困の救済を目的とする信託は公益信託である。

注:

旦_貧 陸 送幽す銚 窒

貧困者を扶助するための信託は、その方法が、信託条項により彼 らに金銭または物資を与えるとか、安い費用

で土地を貸す とか、貸付けをするとか、職を確保 して援助するとか、ホームや、他の施設をつ くるなどによって

も、すべて公益信託である。

』上_貧困者のための ・離の償莚

貧困者のための信託は、特に方法を限 らなくとも、 「貧困者のため」あるいは、 「貧困者の利益のため」とい

うようなものでも、公益信託として有効である。

威 力且 麹を晴扉寸'るR墓

信託条項に、受益者が貧困でなければならないという特別な条項を述べていなくとも、その信託が貧困の救済

のための信託として有効な場合がある。たとえば、 「未亡人や孤児」 のための信託というのは、通常、 「貧 しい

未亡人や孤児」のための信託の意味に解釈される。同様にある場所の 「相当数の住人の最年長者」のための信託
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はそういう人を含んでいれば貧困のためと解釈される。

d,極 貧 であることは必要な上

援助を必要としている人のための信託はその人が全くの生活困窮者でなくとも公益信託である。たとえば多少

の収入はあっても、その援助がなければ生活必需品をまかなうに も事欠 く人のための信託は公益信託である。ま

たそういう人にホームを設置する信託も公益である。

c..費 用 の支払

私的な利益のためになされたのではない、貧困者のための施設の建設または維持のための信託は、たとえその

居住者が入居費を払うものと規定されていても、公益信託である。第376条 注c参 照。

上L_貧 困者以外の人旦」立髄 しユヨ華1垂目 も.たらされ型封.倉

貧困者を援助するための信託がその援助の結果、税金が減 らされるなど、金持や何不足ない人達を助けること

になったとしても、公益信託である。

貧困者のための信託はその結果、法的義務を援助することでその貧困者の関係者を助けることになったとして

も公益信託である。

且竃特定の場1麹あ⊇ いは階甜に奨益二斉一が限定される場合

貧困者のための僧託は、貧しい人全部に拡大されようと、特定の場所に住む人、または特定の階層の人(こ の

場合、 この階層の救済が、社会の利益にならないような狭 いものでないことを条件としている)に 限定されよう

とも、公益信託である。

貧困の救済のための信託は、国 ・州 ・市 ・町 ・救貧区など特定の場所の住人に限定していても公益である。貧

困の救済のための信託は、たとえ、その受益者を、特に男性に限るとか、女性に限るとか、また年令や宗教を限

定 したり、職業や政治団体を特定したりしても公益信託である。たとえば女性限定 ・男性限定の、またはある年

齢以上 ・以下の者に対して、特定の宗教会派の一員であるとか、雇用しているまたはかつて雇用 していた者、か

つて雇用していたものの未亡人や孤児に対して、またたとえば作家 ・俳優 ・印刷工 ・教師 ・針子 ・銀行員 という

ような特定の職業 ・業種、特定の政治団体に属す貧困者やその未亡人や孤児の貧困を救済するためにも公益信託

は設定される。

貧困のための信託が特定の教会、フリーメーソン、その他友愛組織やそれらの組織の特定の支部、鉱山業者協

会、俳優協会、労働組合、特定の鉄道やその他労働者の従業員組合といった特定の組織の一員やその家族、その

特定の組織に以前所属していた者の未亡人や孤児に受益者が限定 されていても公益である。

.h..階 卿 が狭すぎる場.A

貧困の救済を目的とする信託は、その階層の救済が、社会の利益にならないような狭いものに限られる場合は、

公益信託ではない。たとえば、名前を指定した人の貧困を救済するための信託は、たとえ、指定された人が貧し

くとも、公益信託ではない。受益する人の階層が潜在的に大きくても、その階層の貧困の者の利益のため公益信

託 として信託を設定する十分条件にはならない。また、委託者の直系一卑属で貧困な者を救済するための信託は公

益信託ではないが、一般の貧困者を救済するための信託は、たとえ、委託者の直系卑属に優先権が与えられてい
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ても、公益信託である。その信託を設定しようとした時に生存していても、あるいは設定後まもなく死亡しても

その直系卑属については同様のことが当てはまる。問題はその程度であって、指名 された直系尊属が死亡 してか

ら永い時間が経過しており、数多くの直系卑属が残 されている場合は、このような直系卑属の貧困者を救済する

ための信託は公益である。第375条 参照。

第37礫 教育の振興

教育の振興を目的とする信託は、公益信託である。

注:

.起_教 育振興の方法

教育の促進 を目的とする信託には、学校、大学その他の教育機関の設置あるいは維持、教授職の設置、教授の

給料の支払いまたは値上げ、教授への年金の供給、教育を受ける際に、生徒を援助する奨学金あるいは、その他

の方法を講じること、公立図書館の設置あるいは維持、調査によって学問の発展をはかること、本や出版物や講

演によって、学問の普及をはかることなどが含まれる。

上L_故 πを.促進す」5丸.疫Q－二離間な肚鎚

特に方法を決めず、一般に教育を促進するための信託も有効である。たとえば 「教育振興のために」 「教育目

的のために」という信託は公益である。

皇」.費用の支払い

教育施設を設置したり、維持するための信託は、たとえ生徒が学費を支払 うものとされていたり、その施設の

維持費を払うものとされていても公益信託である。第376条 注c参 照。

もしその施設が個人所有の施設で、その経営からあがる収益がその施設の維持や修繕やその他の公益目的以外

のものにより多く充当されるなら、その信託は公益信託ではない。第376条 注a参 照。

旦,一笑金堅利息」璽支払L堕 ¶躍せ_白藍一畳星合

教育を受ける生徒を援助するためにお金を貸す基金をっくることを目的とする信託は、借主に、借 りた金銭に

対 して利子を払うことが義務づけられているとき、その利子が、同じ目的、または他の公益 目的に使われること

が条件になっている場合には、公益信託である。

旦L体 」」」㊧訓練

学校でのスポーツを促進するための信託は、公益信託である。たとえば、学校スポーツのために運動場を供給

するという信託は公益信託である。また、公営ゴルフ ・コース、テニス ・コー ト等をつくって大人のための身体

鍛錬を促進させるための信託も公益である。しかしこのような信託は教育 目的というより健康増進のため(第37

2条参照)、 社会的目的(第374条 参照)を 援助するものである。

⊥⊥_工抵 とL主 動柳樽

少年少女の共同社会性や性格、 リ・一ダーシップを鍛えるための信託は公益である。たとえば、ボーイ ・スカウ
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トやガール ・スカウ トというような組織の目的を促進するための信託は公益である。また、移民等に共同社会性

における義務や責任を教授するための信託は公益である。

且L:』R塑 斑のL.な 主三童甚や鮪 趣空聾胞

その意見や教義が、大多数の見解に合致しなくとも、それらを普及する信託は、それでもなお公益信託である。

たとえば、国家歳入をふやす唯一の方法 として、土地に税金をかけることを指示する本やパンフレットを出版す

るための信託も、公益信託である。第374条 注1参 照。

旦L鑓 理良量見主教鍛

不合理な意見や教義の普及を目的 とする信託は、たとえその普及が違法でな くとも、公益信託 として効力を生

じない。第374条m参 照。たとえば地球が平らであると証明する講座のための信託は、有効な公益信託ではない。

1.違 法旦普及

その意見や教義や情報を普及することが違法である場合、それ らを普及する信託は、有効な公益信託ではない。

たとえば政府転覆を擁護する書物を公表 し配布するための信託は有効な公益信託ではない。また制定法に違反 し

て産児制限の知識を与える書物を配布 した り講義するための信託 も有効な公益信託ではない。第377条 参照。

-i」」 崖瑚揖巣噺壼重」し}越欝1目色受.縫 一を醒嵩酬

学校あるいはその他教育機関の設置または維持を目的とする信託は、たとえ受益者を特定の地域に住む人に限

定した り、ある特定の階層に属する人(そ の目的が社会の利益にならないような狭い階層でないことを条件にし

て)に 限定したとしても、公益信託である。たとえ受益者が国 ・州 ・市 ・町 ・貧民区という特定の場所の住人に

限定 されていたとしても、学校の維持と修繕のための信託は公益である。また、その学生を男女の別をつけたり、

特定の宗教、特定の職業や商人の子供に限定していたとしても、学校の維持と修繕のための信託は公益である。

また、その奨学金が同様に限定的であっても束縛のない奨学金を設定する信託は公益である。たとえば特定され

た変わった姓の人々に役立てる奨学金は公益である。第375条 参照。

上」脚目.由髄 史 書憂掛金

その階層の救済が、社会の利益にならないほど狭い階層の人達に、受益者が限定 される場合は、教育を促進す

るための信託、公益信託ではない。たとえば名前を指定 した人の教育のための信託は公益ではない。受益する人

々の階層が潜在的に広いということは、教育のための公益信託 として設立する十分条件にならない。たとえば委

託者の直系卑属に優先権を与えていたとしても、委託者の直系卑属に限定していなければ、その奨学金を設置す

る信託は公益である。第375条 参 照。

.L_曇 真友よ典 型[蹴

独占的なものでないかぎり、公立の教育施設を目的とするものでも、私立の教育施設でも、その信託は、公益

信託である。

第371条 宗教の発達
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宗教の発達を目的とする信託は、公益信託である。

注:

旦.穿 鞍を亮達させるた垣の方法

宗教の発達を目的とする信託には、教会堂の建設または維持、記念碑や記念の飾 り窓、その他の教会の付属物

の建立や維持、教会に関係のある墓地の維持、教会のための音楽、牧師の給料の支払い、宗教上の教義の布教、

国内および国外の伝道、バイブルやその他の宗教文書の配布などが含まれる。

互_室 数のた」め4と二股韮蜷

特定の宗派に限らなくても総体的な一一般的な宗教促進のための信託は公益である。たとえば受託者が選択しよ

うと思う宗教のための信託 「神の崇拝のため」の信託、 「福音書の流布のため」の信託、 「地上にキ リス ト王国

を建国するため」の信託は公益である。

c. .宗績ll曲 を暗示するi千葉

信託条項に、その目的が宗教であると明示されてな くても、宗教の発達を目的とする信託として有効な場合が

ある。たとえば、受遺者が宗教団体や礼拝所を所有する者である場合、たとえ信託条項で限定 されていなくても、

その事実は、それが宗教 目的でなされた信託であると推定 される。問題は、あらゆる情況を考慮 して、その信託

証書の文言か らその解釈を導けるかどうかである。

4.L雌 畦 道

特定の宗派の宗教上の教義 を促進する信託は公益である。また、特定の宗教の教義を振興させるための信託は

たとえ、その教義がほんの一握 りの者によって唱道 されているにすぎなくても、公益である。

e. 一違法な目的'

宗 教団体や教義を促進するための信託は、それが公序良俗に反 したり刑法上の罪になる場合は無効である。た

とえば一夫多妻信仰がその宗派の教義の一つであった場合、一夫多妻を奨めるための信託は違法である。第377

条参 照。

f.階 層 が狭すぎる場合

その目的が、コミュニテ ィの利益にならないほど狭い階層の人達の宗教上の利益をめざしている信託は、公益

信託ではない。たとえば名前を指定した人々や指名された人の子供のため、委託者の直系卑属のためのに宗教上

の利益をはかるための信託は公益信託ではない。

五」 ミサ

委託者または他の人の霊魂のためにミサを行 うことを目的とする信託は、公益信託である。 というのは、ロー

マ ・カソリック教会の教義により、そのようなミサ を行う宗教上の利益は、特定の霊魂に限るのではなく、その

教会の一員や世間一一般にも広がるからである。

一方、その ミサをとりおこなう聖職者への遺贈は、 ミサをお こなっている奉仕に対するものであることを考慮

して、聖職者に贈与できるものとする。
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第372条 健康の増進

健康の増進を目的とする信託は、公益信託である。

注:

旦Lこ の規定の範囲

病気の予防または治療、あるいは健康の増進を目的とする信託は、公益信託である。たとえば病院の設置や維

持、病院のペットや病棟の維持、沼地の排水や下水処理、ペス ト治療院の設立、その他の病気の拡散を防ぐよう

な病気の原因追及や治療、処置を研究するための信託などがそれである。

精神的な健康の増進を目的とする信託も公益信託である。たとえば過労やその他精神休養が必要な人びとが休

息する憩いの場 をつくるための信託は公益である。

子供たちへの虐待を防止するための信託も公益信託である。

b.費 用の支払い

患者が費用を支払 うものとされていても、病院の設置または維持を目的とする信託は、公益信託である。第

376条 注c参 照。

しかし、その施設が独 占的な もので、そこからの収益が、その施設の維持や改善のためというより他の目的の

ためにあてられる場合、その信託は公益信託ではない。第376条 注a参 照。

C.受 益者が特定の」田所ある皇は階層に限定旦むる掃合

健康の増進を目的 とする信託は、すべての人にひろげられようとも、特定の地域に住んでいる人や、その救済

がそのコミュニティの利益にな らないような狭い階層でないことを条件に特定の階層に限定されようとも、公益

信託である。たとえば、特定の鉄道会社の人のための病院の設置や維持を目的とする信託も、公益信託である。

また、会社員とか教師のような中間所得層の医療援助をするための信託 も公益である。第375条 参照。

d.公 立 塾主び私、'Eの』配世

病院は公立であろうと私立であろうと、それが個人所有の施設でない限 り、それを目的とする信託は、公益信

託である。

第373条 行政または自治目的

公共建物、橋梁、街路、ハイウェイ、公園の建設または維持、あるいは公共事業、その他の行i攻もしくは自治

を目的とする信託は、公益信託である。

注:

a.通 常、公費でつ くられる設備

通常、納税者の費用で供給 される設備を、共同体に供給することを目的とする信託は、公益信託である。この

ような信託には、公会堂のような公共建物の建設または維持を目的とする信託、橋や道路やハイウェイの建設や

維持を目的とするもの、公園の設置や維持、街路樹の植えつけ、市民への水の供給、火災から市民を守ること、

l

L
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奉仕を記念する記念碑の建立などを目的とするものが含まれる。

b.公 立学校と公 立の病院

公立学校や市営の病院の設置や維持を目的とする信託は、教育の促進、健康の増進を目的 とする信託というだ

けでなく、その信託が、通常、公費でつくられる設備をコ ミュニテ ィに供給するという理由からも、公益信託で

ある。

旦,一一・離の一註疎およ{杢」ll胤1・1的

行政あるいは自治 目的のための信託は、その目的が、特別の設備 を社会に供給するものでなくとも、公益信託

である。たとえば、町や市や州などの一・般費を支払 うことを目的とした信託や、公の債務 を支払うことを目的と

した信託などは、公益信託である。また町、市、群、州、国の一般支出の負担を援助するための信託や、公的債

務の支払のための信託や、公的負債の支払に対して寄付する信託は公益である。

第374条 その他の社会福祉の増進

それが社会福祉のために十分であり、その目的遂行のために永久に財産権をあてることがふさわ しいような性

質をもっ目的増進のための信託は、公益信託である。

注:

a-,± 」条の範1岨

第369条 ～第373条 に述べ られている目的は、社会の福祉の増進をはかる特別なものである。それら特別な目的

は、公益性ありと認められ、それらを増進するための信託は、公益信託とされている。本条で扱うものは、コ ミ

ュニティへの貢献と公益目的の範晴に含まれる前条とは別に、より多数の層の目的を扱 うものである。どのよう

な試みでも本条の範晴に含まれる公益目的に適合せずには設定できないし成功もしないだろう。第388条 注b参 照。

前条までの範囲に含まれないような特別の 目的を本条に含むことができるのかどうかは、その問題が発生する時

と場所によることが多い。各々の事例の問題は、いつその問題が起こったのか、その問題が起 こった州において
、

その目的がコ ミュニテ ィに社会貢献すると妥当に支持されているかどうかによる。

以下の注では、公益目的として認められたもののいくつかを述べてみる。

b.禁 酒 的促進

アルコール類の禁止を促進するための信託は公益信託である。そのような信託は酒類の製造 ・販売が法的に禁

じられているいないによらず有効である。そのような信託は、節度なく酒を飲ませているのは悪魔であるという

教育を通じて禁酒をめざす目的でも、絶対禁酒と節度ある飲酒の両方を含む目的でも有効である。

.c.動 物 の.救沸

動物に危害を加えるのを阻止するための信託は、公益信託である。たとえば動物の虐待を防ぐ信託、動物のた

めの施設をっ くるための信託、動物の治療 ・病気やけがの手当のための信託も公益である。

菜食主義を促進するための信託は、人間の健康の増進を目的とするだけでなく(第372条 参 照)、 食料として使
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われる動物の救済のための信託 も公益である。

旦.._[耳塞寮4迎 挺進

国家の安全を促進するための信託は、公益信託である。その手段が、武装解除によって平和を促進させようと

も、戦争に対し、軍備を充実させようとも、そのような信託は、公益信託である。たとえば、市民にライフル銃

やその他兵器の使い方を訓練する目的であっても公益である。軍隊の効率を上げることにつながる信託でも、兵

士の運動力を向上させるための信託でも公益である。

旦._種 竺の愛国目的

愛国心を教えこむための信託や、その他愛国目的のための信託は、公益信託である、たとえば、歴史上、重要

な出来事を適当な儀式によって記念するための信託は、公益信託である。たとえば戦没将兵記念 日とか独立記念

日の儀式のための信託は公益である。

f.社 会 目的

コミュニティの一員の幸福や福祉を推進する信託は、公益信託である。たとえば、市の美化、自然保護、コ ミ

ュニテ ィにアスレテ ィックができる場を増やしたりするための信託は公益である。また、公共のコンサー トを開

いたりコミュニテ ィで歌をうたった りするための信託も公益である。そして、町の住人のたもの釣 り場をつ くる

の も公益信託である。水泳やその他のスポーツのための公営施設をつ くる信託も公益信託である。これ らの信託

のうちのいくつかは健康増進のため(第370条 参 照)、 教育の一形態を含む(第370条 参照)こ とを背景にして支持

されるだろう。しかし、 これらの信託がコ ミュニティ全体の幸福をつ くっているということだけでも十分なので

ある。

一方、コミュニテ ィの全ての人の利益のための信託は公益信託である必要は必ずしもない。たとえばもしその

市の貧しかろうが金持ちであろうが、ある特定の人に毎年の収入として信託で大金が与えられるような場合、そ

の各住人は利益を受けることになっても、コミュニティの社会的貢献がその結果、果たされていないようなら、

その信託は公益ではない。

呂L機 会且三賊建され工LL直 ムのた]幽 蘭語

貧困にみまわれているのではないが、 リフレーションや娯楽の機会がほとんどない人達の幸福あるいは福祉を

促進するための信託は、公益信託である。たとえば、勤労女子に新鮮な空気をもたらす休暇や ピクニックのため

の設備を供給するための信託は公益である。また、通常のコス トによっての勤労女子のために宿泊所を建設した

り維持するための信託は公益である。利益が貧困者に限られていな くても、その他には利益を確保できないよう

な人々のために、快適かつ適切な環境をつくるためにお金 をっかって生活改善のための機会を与えているなら、

その信託は一般大衆の不特定の者の利益のためのものである。

若い男女が生活していくのを援助するための信託、たとえば、職につこうとしている若い人達や、専門家にな

ろうとする若い人達に低利手で金を貸すための信託は、公益信託である。

若い男女の道徳意識、知識、身体の水準を向上させる制度をつくったり維持するための信託は公益である。た

とえばYMCAあ あ るいはYWCAを 維持したり、読書、体操、社会的集会、正当な料金で食事や下宿をまかな
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うための信託は公益である。

』ユ 堪の蛆1口}三維持

財産権が、墓や記念碑の建立や維持にあてるよう指示がなされて贈与された場合、通常、公益信託の設定とは

ならない。しかし、それが教会の構造の一部であったり、名士の記念のためならば、その財産権からの収益がそ

の維持のために永久に使われるとしても、有効に公益信託は設定される。また、墓の維持のための規定では公益

信託は設定できない。 しかし、公営墓地とか協会敷地の維持のための信託は公益である。

公益信託として設定できない墓をつくったり維持したりするための規定は、それを執行できる受託者がいなけ

れば私益信託として も設定できない。普通法によ り譲渡がなされた時から生存期間及び死後21年 間 であるところ

の永久拘束禁止則の期間中は、財産権を与えられた者がその財産権を指定された目的に充当する権限をもつ。第

124条 参照。

多 くの州の制定法では墓地や墓、記念碑などの永久管理に財産権を譲渡することを認めている。

ユェ 州の外での公益1'1附

そ の州や合衆国に属していないコミュニテ ィの一員の利益のために信託が設定されるということだけでは、公

益信託となることをさまたげない。たとえば他州の貧困者の利益のため、または他国の病院の設立のための信託

は公益である。どの州の法がその信託を決定するかの問題は、抵触法の問題とリステイ トメン ト本条の範囲内で

あるか否かということである。

L駈 怯に粟田を加.え幽

信託の目的遂行が現行法の変更を含む場合でもその信託が公益となることがある。不法な方法で、たとえば革

命 ・贈賄 ・不法陳情 ・立法府の一員に不当な圧力をかかるといった方法で法を変更することがその信託の目的で

あるなら、その目的は違法である。第377条 参照。有権者を啓蒙して間接的に法改正の気運を高めた り、立法者に

効き目のあるような正当な影響力を通 じて、その法改正を運ぶことが目的だということは、その目的が法に則っ

ていたり、公益的であるということの妨げとはならない。

行政府の構成や方法を改良するための信託は公益である。たとえば国民発案や国民投票を通じて有権者が立法

を直接操作するというものがそれである。また、代議制の政府をつくるための信託は公益である。

k.政 治 目的

ある特定の政治団体の成功を促進するための信託は公益ではない。たとえばその団体の者らの選挙でその団体

を援助するとか、その他その団体の利益を図るために収益を永久にその団体の長の裁量によって使うことができ

るような多額の信託は公益ではない。ある政治団体の費用負担をするのはコミュニティの社会貢献とはいえない

のである。しかし、 もし特別な運動の振興が公益である場合には、ある政治団体がその運動を擁護していても、

その運動の振興を非公益的だということはできない。たとえば、ある政治団体がそのような禁酒運動を擁護 した

り反対を唱えた りしていたとしても、制定法の禁酒法や地域での住民投票か酒類販売の公的な規制を通じて、禁

酒を奨めるための信託は公益である。また、望ましい自由貿易や肥後主義的な関税などの経済原則をつ くるため

の信託は、政治団体がこれ らの問題に異なった立場 をとろうとも公益である。

634

可



【第11章 】

1.玉 評 な理由

信託か設定 される一般的な目的が社会の福祉を促進するものと考えられるものであれば、大多数の人や、裁判

所の人達が、その委託者の特定な目的が、賢明でないとか、一般の目的遂行には採用されないものだと考えても、

その事実だけでは、公益信託とすることを阻止できない。たとえば、ある宗教上の教義を推進するための信託は、

たとえ、その教義を支持する人がほとんどいなくても、公益信託となる。また、支持者がほとんどいなかろうと、

谷津税制を提唱する書物やパ ンフレッ トを刊行するためとか講演 をするための信託は公益である。公益信託の大

きな利点のひとつは一般的には受け入れがたい考え方でも経験的に試すことを許すところにある。

コミュニテ ィの社会的貢献を目指す2つ の矛盾する意見が、たとえお互いに対立していたとしても、裁判所は

一方に味方したり判決した りはしない
。たとえば軍縮による平和のための信託は、軍備による平和のための信託

と同様に公益である。注d参 照。

m.杢 合理または無益な目的

不合理な目的のための信託は公益ではない。もし裁判所が、その目的がコ ミュニティの社会的福祉につながら

ないと考えるだけではな く、理性ある者はそうはしなし、そうは思わないだろうという意見を持った場合、その

信託は公益信託とはならない。何が愚かしく何が不合理であるかという判断は難 しい。程度と限界の差異が異な

る時と場所において違ってくるのだろう。

また、無益な目的のための信託は強制できない。たとえば、遺言者が芸術だとみなしても、実際は全 く芸術的

価値がないような美術品を陳列するための美術館を開設するための信託は強制されないだろう。また、遺言者の

執筆 した物がもし無価値ならば、それを公刊 ・配布するための信託は強制力を持たない。可及的近似の原則が適

用できるような、遺言者が教育を促進 させるのにさらに総体的な公益的な意向が明示されていない限り、前述の

ような信託は失効する。

旦 スポーツの振興

スポーツの促進というためだけの信託は公益信託ではない。しかし、子供連の間にスポーツを推進するための

信託は、それが子供達の教育の一部として、精神ならびに身体の改善をはかるという理由で認められる。また、

ライフル射撃を上達させるための信託は、国家防御 を促進するのに役立っという背景をもっていることからも公

益である。

第375条 特定の受益者

信託により利益をうける者の数が少数であったり、不特定の階層の人達でないため、その信託を実行しても、

そのコミュニティの利益になるとはいえないような場合、その信託は公益信託ではない。

注:

旦、この規定の範囲

信託の受益者が特定の階層に限られる場合、その信託の実施がコミュニテ ィの利益になり、その信託を公益信
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託 とするに、その階層が十分な広がりをもっているかどうか、また、逆にコミュニテ ィの利益にならないような

狭いものであるかどうかは、程度の問題である。

その信託が貧困者を救済するための信託(第369条 参照)、 宗教のための信託(第371条 参 照)、 健康増進のため

の信託(第372条 参 照)の うちのどれかである場合、その信託が公益信託であるからといって、その信託行為によ

って直接利益を享受する人の階層は、その信託がその階層のまさに総体的な利益のためというより小さいもので

あってもかまわない。

h.限 定 され丸受益者

信託が指定された受益者のためだけに設定されるときは、たとえ、その信託の目的が貧困の救済や教育 を与え

るもの、あるいは、宗教上の幸福の促進や健康を増進するものであっても、公益信託ではない。

c.一階胴が限定される場告

貧困の救済を目的とする信託は、たとえその受益者が特定の都市の住人 とか、特定の教会の一員に限定される

場合でも、公益信託である。

旦L－親題

委託者の」血縁の中から、受託者が選んだ人のために即時分配するという信託は有効である。第121条 参照。しか

し、たとえ、その受託者が貧しい血縁者だけを選んだとしても公益信託にはならない。その信託が即時分配をし

ておらず、信託条項によって永久拘束禁止則の期間を超えて続いた場合、その信託は無効 となる。たとえば、委

託者のひどく貧乏な直系卑属の救済のための信託とか、委託者の直系卑属の教育のための信託は公益信託ではな

いし、永久拘束禁止則を超えれば無効となる。一方、受益者が、委託者の直系卑属に限定 されない場合、貧困の

救済、または教育の振興を日的とする信託は、たとえ、信託条項によって、委託者の直系卑属に優先権が与えら

れていても、公益信託である。

e.友 愛組合(fratロ1・,1alqrganizatjon)

公益団体でない友愛組合の一般的な目的のための信託は、公益信託ではない。その組合の構成員のうち貧困者

を救済を目的とする信託、あるいはその家族の一員のうち貧しい者を救済するための信託は、公益信託である。

たとえばフリーメイソ ンであるとか、ある教団の特定の支部の構成員のひどく貧 しい未亡人や孤児のための信託

は公益であり、また、その組織のひどく貧 しい構成員の家をつくったり維持したりするための信託も公益である。

f.社 交 クラブ

社交クラブや、それと同じような組織のための信託は、そのクラブの利益がその構成員に限 られるため、公益

信託ではない。たとえば、ゴルフ ・クラブや大学の同好会のための信託は公益ではない。一方、クラブが社会的

な性格をもっていれば、 もしそのクラブの目的が公益促進であるなら、公益組織となる妨げにはならない

且 裡刷1措

特定の企業に雇われている人のうち、貧しい人を救済するための信託は、公益信託である。また、特定の鉄道

とか産業の被雇用者に限定されているとしても、貧困者の救済のための信託は公益である。一方、その信託が永

久拘束禁止則の制御下にない制定法によって規定されているにしても、被雇用者の年金信託は公益ではない。
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互..階 層 がせま一く.s.継続期間迦ヨミ蝿 確な場合

ある階層のメンバーの利益のために信託が設定される場合、その信託が永久に続くものとされると、その階層

に入る資格をもつ人が限定されないということだけで、その信託に公益性を与えるものではなく、もし、その階

層が非常に狭い場合は、その信託の実施がコミュニティの利益にならないということで、公益信託ではなくなる。

たとえば、信託開始時の委託者の直系卑屈の利益のための信託とか、その直系卑属がひどく貧しくなった時のた

めの信託は公益ではない。注c参 照。また、貧困という条件をつけたとしても非公益組織の長に、ある額の金銭

を支払うような信託は公益ではない。

一方、信託が同じように限定された階層の構成員に限っていても、もし間接的にコ ミュニテ ィの利益をもたら

し、受取人にはむしろ利益を与えなかった場合は公益である。たとえば、ある公益的な教育機関の特定の教授職

に当時在職する者の利益のために、その信託の基金から収益を充当するような信託は、給与ないし年金のどち ら

の形式をとっても、その結果が教育の振興につながると考えられるなら公益である。また、特定の教会の当時の

聖職者の利益のための信託は、それが宗教の発展につながるならば公益である。同様にある特定の教会の現在な

いし将来の聖職者が残す未亡人や孤児のための信託は、その者らが貧困でなくても公益である。

i.即 時の分配

信託条項によって、信託財産の元本が、すぐに分配されるものとなっていても、その信託が、十分に広い層の

受益者のためのものであれば、公益信託である。無制限な期間継続する公益信託も有効であるし(第365条 参照)、

ほんの限られた期間継続するもの、あるいは、その信託財産が、即時に分配 されるものとなっている公益信託 も

有効である。たとえば、貧困者に信託基金の元本を分配する信託は公益である。

火災、地震、難破、かんぱっというような大災害に見舞われた人達を救済するための信託 も、公益信託である。

被災者達にすぐに分配されることや、彼 らが貧困者でないかもしれないという事実は、その信託を公益信託 とす

るのに妨げとなるものではない。なぜなら、そのような大災害があった場合には、金持であろうとなかろうと、

被災者には、即時の援助が必要とされるからである。

j－_受 取△亘Lへ数逆」壁 され五星査

信託から利益を享受する人の数が少なくても、その人が十分大きい階層から選ばれたのなら信託は公益信託 と

なる。たとえば、貧 しい少数の者の利益のために元本をあてる信託、ひとりの貧しい少年の教育にかかる費用を

支払うための信託、委託者の死後5年 間に制作されたもっともすばらしい芸術作品を賞するために元本を充当す

る信託は公益信託である。各々の場合、利益を受ける人数は限られているものの、選ばれるもととなっている人

々の階層は、公益信託を設定するに十分な くらい広いといえる。

第376条 個人的な利益

信託財産、または、それからの収益を個人的に利用することを目的とする信託は、公益信託ではない。

注:
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旦に.一低ム所{∫の描 世

教育施設、病院、貧困者のためのホームなどの建設や維持を目的とする信託は、そこからの収益 を特定の受益

者に支払うとか、非公益目的にあてられるという時には、公益信託ではない。たとえば、遺言者が金銭 を学校の

設置のために遺贈し、その学校からあがる収益は、彼の相続人または、彼の指定した受益者に支払われるとか、

非公益団体に支払われるものとした場合には、その信託は公益信託ではない。また、受託者が選択 した施設に遺

贈 される場合は、もし受託者が施設を個人的な利益のために経営するような選択権を与えられているなら、公益

信託ではない。しかしながら通常、受託者が選択するような教育施設の遺贈は、個人的な利益のため経営されて

いる教育施設を含まないとされ、また公益的な遺贈であると解されている。

著名人の家を永久に保存するために収益を充当する信託は公益信託ではないし、個人所有 ものなら無効である。

従 って基本的な利益は公共というより所有権者のものとなる。

』L,1:」随 的な金銭 ヒ酬 益

公益を目的としていない者が公益的な施設の維持から偶発的な利益をうけても、その施設が公益的な存在であ

る妨げとはならない。たとえば、公益目的を促進するための施設は、たとえその管理人や職員や被雇用人などに

給料が支払われても公益信託である。しかし、もしその給与の確保することが、全 くその施設の利益を確保する

ための方策 として考えれているのであって、仕事の対価 として与えられる報酬でないのなら、その施設は公益的

な施設ではない。

C.費 用 の支払い

教育施設、病院、貧 しい人達のためのホームの設置や維持を目的とする信託は、たとえ生徒や患者や居住者が

費用を支払 うものとされていても、その収益が、それらの施設の維持だけに使われ、あるいは、他の公益目的に

使われる場合には、公益信託である。

d⊥ 一利益の皇ヒ事業

その利益が、公益 目的にのみにあてられるものであれば、その経営の結果 として利益があがっても、それだか

らといって公益信託でなくなるわけではない。利益を個人的な目的に充当できるのは、信託が公益として終了す

る場合のみである。その収益が利益を生む事業のためとか、その他の公益目的のために使われたとしても、その

信託は公益である。利益自体が公益的ではない事業から得たものであるというだけでは、その利益を公益目的に

使用するなら、その信託が公益であることの妨げとはならない。たとえば利益が国内の科学教育のための施設の

設立と維持のために与えられていて、その施設が食堂を経営 し、その食堂からの利益をその施設の目的のために

使用しているような場合は、その信託は公益である。同様に人々に寄付するようにと懇願したり、人々から買い

入れた中古品を扱う店を経営する信託は、店の経営からあがる収益を貧困者を救済するために使用するなら公益

である。

第377条 不 法の 目的
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【第11章 】

公益信託は、不法の目的のために設定することはできない。

注:

日.坦 坦を一目的上する」迎

信託条項で、犯罪の目的のために、信託財産を充当するという規定がなされている場合、その信託は無効であ

る。たとえば、信託財産を革命の推進や、法律でその印刷、配布が禁止されている書籍やパンフレットを印刷、

配布する費用にあてるという内容の信託は、無効である。また、重婚とかその他の性的犯罪を推進するための信

託は無効である。

上⊥一犯罪蔭膳田上なるもの

刑事法上の違反の誘因となる傾向を有する信託は、無効である。たとえば、狩猟法、交通法、飲酒法違反の行

為など刑事法上の犯罪で有罪判決を受けた者の罰金の支払いに、信託財産を充当するというような信託は、無効

である。

c.公 序 に反するH的

法律によって禁止されているのではないが、公序に反するような行為の遂行 を目的とする信託は無効である。

たとえば、その治療論理が危険であると認められたような内容の講座を医学校に開設するための信託は無効であ

る。

d.一 法 の一二段

公益信託の設定目的が適法 であれば、その目的遂行が、不法の手段でなしうるという事実だけで、その公益信

託は無効となることはない。たとえば節酒 を推進するための信託は、それが法改正を含んでいても(第374条 注j

参 照)、 その変更が革命とか立法府への贈賄、その他違法な手段によって実現すると想像されたとしても、違法

ではない。

委託者が違法なやり方で目的を達成 しようとしたその方法を指示 しただけでは、公益信託が無効となることは

ない。たとえ委託者が、不法の手段を指示しているとしても、その信託の本質的な目的が、不法ではない他の手

段によって遂行しうるものであれば、その公益信託は無効ではない。第381条 注c参 照。しかし、委託者の指示し

た手段が、委託者の目的の不可欠部分であって、しかも、その手段が不法であれば、その公益信託は、無効とな

る。上記の場合、適法な信託条項と不法な信託条項とを分離することができないからである。

e.前 後郷

財産権が、特定の公益目的に充当されるように贈与されたが、その目的を実行することが不法または不法 とな

るに至った場合の、可及的近似の原則の適用については、第399条 を参照。

不法の条{'1・については、第401条 注h、m参 照。

私益信託の不法性に関しては、第60～65条 を参照。

第4節 公益信託の事務処理
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【第11章 】

第378条 受益者能力

(1}自 然人は、財産権を自己のために取得、保有 し、また自己のために所有する能力を有する範囲で、公益信

託の受託者として、信託財産を取得、保有 し、信託の財産管理をなす能力を有する。

(2)合 衆 国および各州は、公益信託の受託者として信託財産を取得、保有する能力を有する。ただし、制定法

によって別段の規定がなされていない限り、合衆国および各州に対 して、公益信託の履行を強制することはでき

ない。

(3)法 人は、公益信託の目的が、その法人の目的と密接な関係がある範囲で、公益信託の財産管理をなす能力

を有する。

(4)法 人格なき社団は、もし、その社団が、自己の利益のため信託財産を取得し保有する能力をもたないとき

には、公益信託の受託者として、信託財産を取得、保有することはできない。

(1)項 の注:

a.11然 大 輪1UralP白r3叩s}

自然人が、公益信託の受託者として、信託財産を取得し、保有し、また公益信託の財産管理 をなしうる能力の

範囲は、その者が、私益信託の受託者として、信託財産を取得し、保有し、また私益信託の財産管理をなす能力

の範囲と同じである。私益信託については、第89条 を参照せよ。妻、未成年者、精神異常者、外国人および非居

住者の能力については、第90条 ～第94条 を参照。

(2)項 の注:

b.合 寒 国

合衆国は、公益信託に基づいて、信託財産を取得し、保有する能力を有するが、制定法に別段の規定がないか

ぎり、合衆国に対し、その信託の履行を強制することはできない。

公益信託の 目的が明示されているか、あるいは、合衆国憲法によって合衆国に付与されている権限の範囲内で

あると推断しうる場合にのみ、合衆国は、公益信託の財産管理をなしうる。

⊇

各州は、公益信託に基づいて信託財産を取得し保有する能力を有するが、制定法に別段の規定がないかぎり、

州に対し、その信託の履行を強制することはできない。

各州は、憲法、および合衆国または州の法律によって制限されているのでないかぎり、 どのような目的のため

の公益信託でも財産管理をなしうる。

(3)項の注:

[1.」61方公」じ1;11体(■unicip旦1£OIコ魍tjqn}

地方公共団体は、地方公共団体の活動として認められる範囲に含まれると考えられるような目的、たとえば、

教育の推進、貧民の救済、健康の増進、公園、公共用建物 ・施設の建設と維持その他の公益目的(た だし宗教上

の目的は含まれない)の ための信託受託者 としての行為をなしうる。
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【第11章 】

地方公共団体の権限の範囲については、制定法が定めるものとされるのが殆 ど大部分である。

旦L私 法人撫迦 辿旦一斑rPP:且且pn旦1

信託財産を取得し、保有しうる私法人の能力の範囲は、法律で制限 されている場合を除いては、自然人の能力

の範囲と同一である。また、公益信託の財産管理を私法人がなす場合、その能力の範囲は、法律によって、私法

人に与えられている権限の範囲により定まる。信託会社や信託銀行は、私益信託と同様、公益信託の財産管理に

ついても、受託者としての行為をなしうる権限を与えられている。

-f.一画 緩拳螺

法人に対する遺贈をなしうる権限についての制定法上の種々の制限、および信託財産を保有しうる法人の能力

に関しては、第96集 注a～c参 照。また、第362条 注d参 照。

信託財産の管理をなしうる法人の能力に関しては、第96条 注d～h参 照。そこに述べられている規則は、私益

信託だけでなく、公益信託に も適用することができる。

(4)項 の注:

乱 法ム楕なき一社団.【u血」』巳prpq工麟 岨 路圭血c幅tions1

法人格なき社団は、土地に対する普通法上の権原を社団として取得 し、保有することができないのであるから、

信託として土地を取得し保有することもできない。

もし法人格なき公益団体に財産権が遺贈されても、その団体が財産権に対する権原を取得する能力をもたない

からといって、その信託が失効するわけではない。第397条 注f参 照。

注:

h.受 注者力1、無能ノ1である堪食唖幼妻

財産権が生前行為または遺言で公益信託に譲渡された場合、受託者として指定された者がその財産権に対する

権原を取得する能力をもたなくても、委託者が公益信託は自分が指名した者が受託者としての行為をしない限 り

開始 されないとか、受託者としての行為をおこなわない限りその信託が実施されないという意思を明示してない

ないならば、意図された信託は効力を失わない。第397条 参照。

第379条 受託者の義務

公益信託の受託者の義務は、私益信託の受託者の義務と同一である。

注:

玉㌔葦蓮音部借ムで」⌒

受託者の、公益信託の財産管理に関する義務は、私益信託の受託者の義務と同一であるが、通常の場合、個人

の受益者が公益信託の受託者に義務を負わせたり、強制したりすることはできず、法務長官の提起する訴訟によ

ってのみ強制することができるという点が異なっている。第391条参照。

公益信託の受託者は、私益信託の受託者と同様に、以下の義務を負う。信託事務の処理をなすぺき義務(第
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169条参 照)、 信託の財産管理に際しては、専ら公益目的の遂行のために利益となるように、はからうべき義務

(第170条 参照)、 受託者が自ら履行することが相当であるとされている行為を、他人に、自己の代 りになさしめ

てはならない義務(第171条 参照)、 信託事務の処理に関する明確な計算書を記入し、これを提出する義務(第

172条 参照)、 信託財産の性質、額についてのあらゆる正確な報告書を備えておく義務(第173条 参照)。受託者が

信託の財産管理をなすについては、通常の思慮分別 を有する者が、自己の財産権の処理について用いると同程度

の注意義務(第174条 参 照)、 信託の財産管理をなすについては、相当な手段をとるべき義務(第175条 参照)、

相当な注意を以て、信託財産の保全にあたる義務(第176条 参照)、 信託財産に属する権利を実行するに相当な

手段 をとるべき義務(第177条 参照)、 信託財産に損失を与える虞れのあるような訴訟に対し、応訴をなすぺき義

務、ただし応訴しないことにっいて相当な理由の存する場合は別である(第178条 参照)。 信託財産 を受託者の固

有財産から分離すべき義務(第179条 参照)信 託財産たる基金を銀行に預金することが相当と認められる場合には、

銀行に預金すべき義務(第180条 参照)。 相当な注意を以て、信託財産の収益をはかるべき義務(第181条 参照)

瓦_公 益諌人(己haritabl岳 斑 叩o臼tion)

公益法人の場合、理事会の構成員は、それが理事、受託者いずれの名称であっても、多少類似した性質の義務

を負う。その義務の範囲は、公益目的のため信託財産を保有する受託者が個人である場合の義務の範囲と必ずし

も同一ではない。たとえばその法人の基本財産の運用を扱 う者を指名する理事会や、その理事会の行為を全般的

に監視するための理事会は妥当である。

公益業務を営むためには個人受託者と公益法人の双方が管理 しているのが大多数である。

第380条 受託者 の権限の範囲'

第調1条 に述べ られている場合を除き、公益信託の受託者は、以下のような権限にかぎり、これを適法に行使す

ることができる。

(a)信 託条項中、特定の文言を以て受託者に附与されている権限

(b)信 託の目的を遂行するのに必要または適法な権限で、信託条項で禁止されてはいないもの

注l

a.本 条に述べ られている規則は、私益信託に適用される規則と同じである。

h、 費用立川の権限

公益信託の受託者は、信託の目的の遂行に必要あるいは適当な費用で、信託条項で禁止 されていないもの、お

よびその他の費用で、信託条項で権限を与えられているようなものの支出をなす権限を有する。私益信託っいて

の第188条 と比較。

巴,質 社史権限

信託条項に別段の規定がないかぎり、公益信託の受託者は、相当なる期間、相当なる条件で、信託財産を賃貸

する権限を有する。私益信託についての第189条 と比較。
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d .,●巳EPの柚樺]

信 託条項中売却の権限がはっきり明示されている場合、あるいは売却が受託者の信託目的遂行に必要かつ適当

な場合、公益信託の受託者は、信託財産を適法に売却することができる。ただし、信託条項で、上記の売却を禁

ずる旨、特定の文言を以て明示されている場合、あるいは信託財産を現物のままで保有すべきことが、信託条項

の趣旨から明白である場合にはこの限 りではない。私益信託についての 第190条 と比較。信託財産の売却 を許可

する裁判所の権限については、第381条 お よび第399条 参照。

已.」譲斑担曲}描、fi禰 設定の権限 ・金銭イ幽 権限

第381条 に述べられる場合を除いて、公益信託の受託者は信託条項によって、その権限を与えられていないかぎ

り、信託財産について譲渡担保権または質権を適法に設定することはできない。また、信託財産を引き当てにし

て金銭を借入れたり、信託財産に担保権 を設定した りすることはできない。私益信託にっいての 第191条 参照。

㊨L」 皇基壬続、L権利放棄の椎1翼

公益信託の受託者は、相当な思慮分別 を以てなすかぎり、信託財産に影響を及ぼすような和解や仲裁手続や権

利放棄を適法になす権限を有する。私益信託についての第192条 と比較。

⊇k武 並則 す壷権限

信託条項で別段の定めがないかぎり、株式その他の有価証券が公益信託として保有されている場合の受託者は、

議決権その他株式や有価証券の保有者としての権限を適法に行使することができる。私益信託についての第193条

と比較。

h,数 人 の受託者

公益信託の受託者が数人いる場合、その者らに付与された権限は、信託条項 に別段の定めがないかぎり、受託

者の過半数によって適法に行使することができる。第388条 参照。

第381条 信託条項の回避

裁判所は、公益信託の条項の遵守が不可能または違法であるか、委託者の知 りえないあるいは予期しない事情

のため、信託条項の遵守が信託目的の達成を妨げ、あるいはそれに重大な障害を与えたりするものであるという

ことが明かにされた場合、公益信託の受託者に対して、信託条項を回避することを命じ、または許可することが

できる。

注:

a本 蜆 貝ljの適1正1範‖互

木条に述べられている規則は、私益信託に適用される規則と同じである。第165条 ～第167条 参照。本条に述べ

られている規則は、信託の財産管理についての公益信託の受託者の権利と義務をどう扱うかということである。

また、信託目的の達成の方法をどう扱 うかを述べているものである。特定の目的を実現するのは現に不可能だと

か違法であるとか先々そうなる場合、委託者に指示 された特定の公益目的以外に信託財産を充当した受託者を許
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可するのか、命令するのかどうかの範囲は可及的近似の原則に含まれるが、それについては第399条 で扱 う。

b,不 ∬∫能ρ;po皐3ib川 虹1

公益信託の受託者は、不可能な行為をなすことを要件とする信託条項については、その要件の充足に応 じた り、

あるいは充足に努めるべき義務は負わない。たとえば、もし受託者が特殊な種類の債券に信託財産を投資するよ

う指示されたが、その債券がまったく無益だった場合には、受託者はその債券に投資する義務はない。私益信託

についての第165条 と比較。

c_ _邉]虫(illegaliLy)

公 益信託の受託者は、違法不法な信託条項の規定 を遵守すべき義務を負わない。たとえばウイスキー蒸留所の

所有者が、公益信託として蒸留所を遺贈し、信託条項で委託者がその事業を経営するように指示していたが、酒

類の製造 ・販売が法によって禁止された場合には、委託者はその事業を経営する義務を負わない。私益信託につ

いての第166条 と比較。

d、一事情変更

委託者の知 りえない事情あるいは予期しない事情のため、信託条項の遵守すれば信託目的の達成を妨げたり、

あるいはそれに重大な障害を与えるような場合、裁判所は、公益信託の受託者に対し信託条項の回避を命じたり、

あるいは許可したりすることがある。また、そのような場合にその信託目的を実現するために必要ならば、裁判

所は信託条項 によって権限を与えられていなかった り、許 されていない行為を受託者が行うことを指示または許

可できるものとする。私益信託について第167条 参照。

已.Ill艦 皐項 で、{:地 の売却が禁止されている場合

遺言者が、ある土地上に建てられている学校その他の公益団体の維持を目的として、その土地を遺贈したが、

事情変更によって、その土地で公益団体を維持することが実行不可能となった場合、裁判所は、たとえ、遣言者

がその土地の売却およびその公益団体の移転を特定の文言を以て禁止する旨明示していたとしても、受託者に対

し、その土地を売却 し、その売得金を、その公益団体の移転およびその維持に充当すべきことを命じた り、ある

いは、充当することを許可したりできる。ただし、遺言者が、遺贈した土地上でその公益団体の維持がなされな

いときには、その公益信託は終了すると規定した場合、あるいは、遺言者の目的の主たる部分は、遺贈された土

地の上でその公益団体を維持するということである場合にはこの限 りではない。第401条 参 照。

また、遺贈 された土地上に建てられた施設の維持そのものが遺言者の目的の必須要件であるなら、裁判所はそ

の他の土地でその施設を維持するよう受託者に命じた り許可できるものとする。第399条 参 照。

f.前 参

指定された目的が不可能、違法または実行不可能 となった場合、信託条項で指定された目的とは別の公益目的

に、信託財産 を充当する許可を与える裁判所の権限については、第399条 参照。

第382条 裁量的権限の制限
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公益信託の受託者が、その権限の行使にっいて自由裁量を与えられているとき、その裁量的権限の行使は、受

託者による濫用を防止する場合を除いては、裁判所によって制限されることはない。

注:

旦,、私益信託の受託者の裁量的権限に対する制限についての、同様の規則については、第187条 を参照せよ。

第383条 受託者が数人ある場合

公益信託の受託者が数人あるときは、信託条項に別段の規定がないかぎり、受託者に付与された権限の行使は

過半数の受託者によって適法になされうるものである。

注:

旦」.L聖者が個ム,の勘合

公益信託の場合の規則は、私益信託の場合の規則とは異なる。私益信託の受託者に付与された権限は、数人の

受託者が全員で行使する場合にのみ適法に行使されうるのであって、信託条項に別段の定めがないかぎり、受託

者の過半数による行使はなしえない。第194条参照。

⊇

公益法人の場合、理事会に付与された権限は、基本定数または普通定款に別段の定めがないかぎり、理事会の

構成員の過半数によって、適法に行使することができる。

第3糾条 残存受託者

2人 以上の者が公益信託の受託者として指定されている場合、そのうちの一人または数人が受託者に就任 しな

かったり、あるいは、死亡、辞任その他の理由で受託者でなくなったならば、受託者に附与された権限は信託条

項に別段の規定がないかぎり、残った受託者によって適法に行使されうる。

注l

a.本 条 に述べられた規則は私益信託に適用される規則と同一である。第195条 参照。

第385条 承継受託者

公益信託の受託者に附与された権限は、信託条項に別段の規定がないかぎり、承継受託者によって適法に行使

される。

注:

旦_権 甦 紐

本条に述べ られた規則は、私益信託に適用しうる規則と同一である。 第196条 参 照。しかし公益信託の場合は、

公益信託は永久に続くとして設定されることがあり、公益信託から利益を享受する者が不特定であるという事実

を踏まえれば、私益信託の場合は、委託者に最初に指名された受託者のみに行使権限を与えようとするならその
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委託者の側の意思を、より明確に信託条項に指示してお く方が好ましい。

h.E型 な植撰 のlj使 がL岨 岐 晶相 このみ許されろ場合

権限の行使が公益信託の存立および継続に不可欠で、しかも信託条項によって、その権限は最初に指名された

受託者のみが行使しうるものとされている場合、その原受託者が死亡その他により受託者でなくなったとき、信

託は終了する。第397条 第(2)項 参照。たとえば委託者が選択した公益目的のために公益信託を設定し、最初に指

名された受託者のみがその選択をすることができるという指示を明示している場合で、原受託者がその選択をす

る以前に受託者の死亡その他の理由によってその者が受託者でなくなったときには、信託は失効する。 第397条

参照。

第386条 受託者の責任

信託違反に対する公益信託の受託者の責任は、私益信託の受託者の責任と同じである。

注:

a.受 託 者が個人である場合

私益信託の受託者の責任については、第202条 ～第213条 参照。しかしながら、公益信託の受託者が負 う責任は

通常個人の受益者によって負荷 させ られたり、強制させ られるものではなく、法務長官の訴訟によって強制され

るものである。

公益信託の受託者が数人ある場合、受託者に附与された権限は、その過半数によって行使することができるも

のであるが(第383条 参 照)、 私益信託の受託者に附与 された権限の方は、受託者全員の同意によってのみ、行使

しうるものであるから(第391条 参照)、 公益信託の受託者は、他の受託者の行為についての信託違反に対して、

私益信託の受託者であれば当然負うべき責任を負うことはない。

b.公 益法△

公益法人の理事会の構成員は、自らの過失以外の責任は負わない。

第387条 受託者の解任

裁1判所は、公益信託の受託者が、受託者としての行為を継続 してい くことは、その信託の目的達成にとって障

害となるおそれがあると認められるときは、その受託者を解任することができる。

注:

a,本 規」ユ1上の適川範囲

公益信託の受託者の解任事由は、私益信託の受託者の解任事由と同じである。第107条 参照。もし受託者の見解

がその信託目的と相反するものであったり、そうなってきたら受託者を解任できる。

第388条 新受託者の選任
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公益信託が設定されたが受託者が指定されていない場合、または数人の受託者のうちの1人 以上の者が、何ら

かの理由で受託者ではなくなった場合、裁判所は、新たに受託者を選任することができる。

注:

旦.私 益信託の新受託者選任と同様の規則のため、第108条 参照。

第389条 投資

公益信託の受託者が、信託資金の投資をなすにっいては、私益信託の受託者の場合の責任と同様の責任を負う。

注l

a.受 託者が個人の場白

信託条項または制定法に別段の規定がないかぎり、公益信託の受託者は、私益信託の受託者と同様に相当な思

慮分別を有する人が、自己の財産を投資するのと同じように投資を行い、信託財産 とその額 を保全し、そこから

規則的に収益をあげることを主たる目的とする義務を負う。第227条 参 照。

b.公 益法人

金銭が総体的な目的のために公益法人に贈与されている場合は、思慮分別のある人がなすような投資を行 うこ

とができる。一定の投資を受託者が行うことを、制定法その他によって禁止している州であっても、その制限は

適用されない。その法人が基本財産 を投資してその収益だけを信託目的のいくつかあるいは、特定の一目的のた

めに使うよう指示されていたとしても、もし贈与の条項によって規定 されていなければ、受託者に適用されるそ

の制限は適用されない。

』L」資金の混同

別個の贈与者から、公益法人に金銭が贈与される場合、その法人は、贈与の条項に別段の定めがないかぎり、

その金銭の使用目的の如何にかかわ らず、それら別々に贈与された金銭を一緒にして、その収益とともに、種 々

の目的に割当てて、適法に投資を行 うことができる。同様の手段が権利能力なき公益団体にも適用されると考 え

られている。

第390条 受託者の報酬

公益信託の受託者は、受託者としての役務に対し、信託財産から報酬を受ける権限を有する。ただし、信託条

項に別段の規定がある場合、または受託者が無報酬であることあるいは報酬を放棄することを合意 した場合は、

この限りではない。ただし、受託者が信託違反をなした場合には、裁判所は、裁量によって報酬の全部を否認 し

たり、一部を減じたり、または全部の報酬を許容 したりすることができる。

注:

』⊥2E擢Ullの 剃 〒」節理

公益信託の受託者の報酬に関する規定は、私益信託の受託者の報酬に関する規定 と同一である。第242条 、第
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、

243条 参照。公益信託の場合、受託者が報酬を受け取らない場合は、その旨信託条項にもっとはっきり指示 してお

く方が好ましい。

第391条 公益信託の履行の強制をなしうる者

公益信託の履行を強制するための訴訟を提起 しうる者は、法務長官その他の公務員、共同受託者または公益信

託の履行の強制に特別の利害関係を有する者である。何 ら利害関係をもたない者、委託者およびその相続人、遺

言執行者、遺言管理人などの人格代表者または最近親者は、その訴訟を提起することができない。

注:

且、翌」務長官

コミュニテ ィは公益信託の履行の強制に利害関係を有するものであるから、公益信託の財産管理が行われてい

る州の法務長官が、公益信託の履行を強制するための訴訟を提起しうる。地方検事または郡検事が上記の訴訟を

提起しうるとする州もある。その訴訟は、訴追代行者の有無にかかわらず提起しうるし、また何人 も訴追代行者

になることができる。法務長官によって第三者の利害関係において訴訟が生じたとき、告発者は州が支払 うべき

以外の費用についての責任を負 う。法務長官は告発人に訴訟を強いられることはないが、その場合は告発人では

なく法務長官が訴訟費用を負担する。

b.共 同受託者

公益信託の履行を強制するための訴訟は、数人の受託者のうちの1人 もしくはそれ以上の者が、残りの受託者

に対して提起することもできる。

c.特 別坦利害摺師をイ∫す る.煮

既に述べられているように、受益者が一定の範囲の人々に限定 されている信託は、公益信託ではない。ある者

が受益権者にな りうるというだけでは、その者が、公益信託の履行 を強制するための訴訟を提起しうるとするに

は不十分である。しかし、信託に基づいて利益を享受する権限を有する特定の人のために公益信託が設定 される

こともある。たとえば、公益信託が特定の教会に在職 している聖職者の利益のために設定されることがある
。第

371条 、第375条 参照。そのような場合に、その教会の聖職者は受託者に対 してその信託の実施を強制する訴訟を

提起することができる。また、貧困者のためとか、教育振興のために公益信託が設定 された場合は、その信託か

ら利益を享受するのに優先権をもつ特定の人を指定することができる。第370条 、第375条 参照。そのような場合

には、該当する者は誰でも受託者に対 してその信託の履行 を強制する訴訟を提起することができる。また特定の

法人が信託に基づく利益を享受する権利を有するという条項によって公益信託が設定 されることがある。受託者

が特定の法人格のある教会に収益を支払う義務を負うという条項によって公益信託が設定されていることもある。

このような場合、その教会団体はその信託に相反する委託者に対しては訴訟を提起することができる。

また法人格のない社団の利益のため公益信託が設定されている場合、その社団の構成員は、自己および他の構

成員のため、その受託者に対し信託の履行を強制する訴訟を提起 しうる。また、その社団の役員が上記の訴訟を
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提起することもできる。

また、少数の階層の者のため公益信託が設定された場合 も、自分自身およびその他の者のため、受託者に対 し

て信託の実施を強制する訴訟を提起することができる。たとえば、ある特定の教会に属す貧 しい信者のために公

益信託が設定された場合には、教会のそのような信者なら誰でも受託者に対 して信託の履行を強制する訴訟を提

起することができる。

公益信託の履行を強制するための訴訟が、法務長官以外の者によって提起 される場合には、法務長官は、通常、

訴訟当事者として参加しなければならない。

d.特 別の」3沖網 係を虹た虻LL者

信託の履行の強制に特別の利害関係をもたない者は、公益信託の履行を強制するための訴訟を提起することは

できない。法務長官がコミュニテ ィのための訴訟をなすことができるのであるから、信託の強制的な履行によっ

て利益を受ける一般大衆に属 しているというだけでは、訴訟権を持っている十分な理由とはならない。

受託者によって信託の財産管理をするために雇われた者は、その信託の履行を強制できるような特別な権利を

もたない。

e. 一委託者およびその担続人

公益信託の履行を強制するための訴訟は、委託者およびその相続人あるいは遺言執行者、遺産管理人などの人

格代表者によって提起されることはない。しかし、それ らの者はその信託に相反請求する訴訟は提起できる。注

f参 照。

∫.借1托 の」助力が襲われた輔趣 力i匪訟

公益信託の設定者およびその相続人、あるいはそれらの人格代表者は、公益信託の失効によって、信託財産に

対 し、復帰信託または復帰権、条件違反 を理由とする立入権(自 力救済権)な どの方法によって権原を有するも

のとして、信託財産を回復するための訴訟を提起することができる。第399条 、第401条 参照。また、その信託が

履行されずに有効な贈与がなされた場合、信託が不履行であったことに基づいて、その贈与を受けた者は、財産

権についての損害賠償を求償する訴訟を提起することができる。それ らの場合、法務長官は必然的に当事者とな

る。

菖._監 督1'[

公益法人の監督官の権限に関する法律は、本 リステイ トメントの範囲外である。

第392条 救済手続の性質

公益信託の受託者の、信託上の義務の履行の倦怠に対する救済手続は、衡平法上のものに限定される。

注:

L空 虚』ゆ 適用範囲

法務長官は、公益信託の受託者に対し受託者としての義務の履行を強制し、また、その信託違反に対する差止
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命令をなし、信託違反についての救済を強制し、信託財産の占有を取得する者の選任をなした り、また、その受

託者の解任をなし、別の受託者の選任をなす衡平法上の訴訟を提起 しうる。第199条 参 照。

上記の訴訟は、数人の受託者(第391条 注b参 照)の うちの1人 によって提起されることもある。また、信託

の履行の強制に特別の利害関係を有する者がある場合(第391集 注C参 照)、 その者は、自己の権利の保全に必要

な救済を得るための訴訟を提起することができる。

第393条 第三者に対する訴

公益信託の受託者に対し不利益な行為をなした第三者に対する訴は、受託者が提起しうる。

注1

轟.本規則の適用範囲

公益信託の受託者に対し不利益な行為をなした第三者に対する訴訟においては、通常、法務長官は必然的当事

者とはならない。たとえば、もし公益信託として保持していた財産権を第三者が転換した場合、受託者はその財

産権あるいはその転換によって生じた差損についての損害賠償を請求するために法的措置に訴えることができる。

また、受託者は贈与された委託者の財産から公益信託に対して損害を賠償させる訴訟を提起できる。たとえば、

もし遺言者が公益信託に遺贈をした場合、受託者は遺産の受遺者に対して遺贈された財産権を回復する訴訟を提

起することができる。

第394条 裁判所に対する指図の要請

公益信託の受託者は、信託の効力、または信託条項の効果にっいて、裁判所が指図を与えるように要請するこ

とができる。

注:

旦.同 様の規則は私益信託にあるため、第259条 参照。

第5節 信 託の効カ ー可及 的近似の原則(thedoctrineofcypres)

第395条 委託者 が公益 目的を表示 しなか った場合

財産権が、単に、一定の目的に充当するための信託 として贈与されるとき、委託者が、特定の目的を具体的に

表示 しているのでな17れ ば、意図された信託の効力は生 じない。

注:

起f,f託 が斑猫する場違

委託者が、財産権を、ある特定の公益 目的にのみ充当されるものとする意思を明示しているだけで、その特定

の目的が、具体的に何であるかについては、明示していない場合、またはその特定の 目的を定めておかなかった
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場合意図された信託は失効する。

たとえば、 もし遺言者が本来なら遺言書や遺言補足書で述べられるべき公益目的のために信託として財産権を

遺贈したところ、遺言者は遺言書や遺言補足書に目的を書き落 としていた場合、意図された信託は失効する。遺

言者が 「将来の公益 目的のために」信託として財産権を遺贈した場合や、目的を述べるつもりであった遺言書の

その部分が空白のままであり、その空白を遺言執行までに埋めなかった場合も信託は失効する。遺言者がその財

産権を特定の公益信託のために保持するようにという意図を明示していても、遺言者の目的が何であるか確定す

るのが困難である場合には、意図された信託を実施するのは不可能である。

もし遺言者が受託者に指名した人に伝えてある公益目的のため、あるいは後に受託者に伝えようとした公益 目

的のために信託として財産権を遺贈したが、実際には遺言者が受託者にその目的を伝 えなかった場合その意図さ

れた公益信託は失効する。第359条 参照。

b..」言託が失効 しない場合,

遺言者が遺贈 した財産権は、遺言者が受託者に命ずることができる指示に従って公益信託として保持するよう

遺言書に意図していたが、実際には何等の指示 もなされなかった場合でも、受託者に指示することが公益 目的の

中の主要な部分にするつもりでなかったのがはっきりしているなら、その譲渡は失効しない。たとえば遺言者が

遺産の残余部分をハ ドソン川沿いのパ リサイ ド岩壁 を開発するための信託として受託者に残したが、遺言書の中

で、死後にみつかる証書にさらに明確な計画を指示 してあると述べ られている場合で、そのような手紙が実際に

はみつけられなくても、もしその手紙に書かれてあるだろう計画が遺言者の信託 目的の主要な部分をなしていな

いことが明らかならば、その公益信託は失効しない。第358条 注c参 照。

公益信託は、遺言者が、その特定の目的について示しておかなかったという理由だけで、失効することはない。

たとえば、遺言者が、特定の 目的の選択を、受託者に一任している場合、その信託は有効に設定 される。 第396

条参 照。また、公益団体への譲渡も、一般に有効である。第397条 参照。

第396条 公益目的が受託者の選択に委ねられている場合

信託条項によって、受託者が選択するどんな公益目的にでも信託財産を充当する権限が与え られている場合に

は、受託者は選択をなすことができるし、また進んで選択 しても公益信託は有効である。

注:

8.本 別川の適用範囲

財産権の所有者が、その財産権を、受託者の選択する公益 目的のための信託として、生前行為または遺言によ

って譲渡し、受託者に指定 された者がその選択をなし、また選択をなす意思を有する場合であれば、その公益信

託は、目的が漠然としているからといって失効することはない。たとえば、その選択が貧困者の救済のため、宗

教の振興のためといったように公益 目的が特定の階層に限定 されていても、あらゆる公益 目的についてというふ

うに広範なものであっても、公益信託は有効である。
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例:

1.AはBが 妥当だと考 える公益目的のための信託としてBにAの 全財産を遺贈した。Bは その信託

を受諾 し、Bは その財産をいつでも公益目的にあてる用意があるし、それをいとわない。Aの 公益信託

は設定される。

2,Aは 収益を宗教の振興にあてるための信託としてBに 財産権を移転した。Bは その信託を受諾 し、

その収益をいつでも宗教的な目的にあてる用意があるし、それをいとわない。Aの 公益信託は設定 され

る。

公益目的の対象を選択する権限が、受託者に付与されているが、その受託者が選択をせず、また選択をなすつ

もりもない場合については、第397条 を参照。

第397条 受託者の欠訣

(1)本 条(2)項 に述べられている場合を除いて、受託者が受託者としての行為をなさず、または受託者を欠く

ということを理由に、公益信託が失効することはない。

(2)委 託 者が、受託者として指名した者が受託者としての行為をなさないときには、意図された公益信託は失

効するという意思を明示 している場合、または、委託者の指定 した受託者が受託者としての行為をなさなければ、

その信託の目的が連行されないようなものである場合、意図された公益信託は、委託者として指名 した者が受託

者としての行為をなさなければ失効する。

注:

aL整 定 の公益月的について述べられている場合

財産権の所有者が、その財産権を生前行為または遺言で、ある特定の公益 目的のための信託として他の者に譲

渡したが、受託者として指定された者が死亡または信託拒絶その他によって受託者ではなくなった場合、(2)項に

述べ られている場合を除いては、その公益信託は失効 しない。受託者に指名された者が死亡その他の理由で、そ

の譲渡の時に財産権 を取得できなかったとしても、その信託は失効しない。第353条 参 照。

例:

1.Aは 貧 しい子供のための孤児院を開設して維持するための信託としてBに 全財産を遺贈した。そ

の意図された公益信託はAよ りBが 先に死亡したからといって、あるいはBが その信託を受諾しなかっ

たからといって失効しない。

b.公 益 目的の対象にっいて、その選択が受託者に一任されてしΣる場合

もし財産の所有者が生前行為または遺言で、受託者が選択した公益 目的のための信託として他の者に財産権を

譲渡したが、受託者として指名 された者が死亡その他の理 由でその信託財産の権原を保持できなくなったり、受

託者としての選択を行 う前に受託者でなくなった場合でも、(2)項で述べられていることを除けば、意図された公

益信託は失効しない。
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例:

2.AはBが 妥当だと考える公益目的にあてるための信託 として全財産をBに 遺贈 した。もしBが 譲

渡をした場合にだけ財産を公益 目的にあてることができるとAが 指示している確証がなければ、意図さ

れた公益信託はAよ りBが 先に死亡したか らといって、あるいはBが その信託を受諾 しなかったからと

いって失効しない。

委託者が指名 した者が受託者 としての行為をおこなわないなら、意図された公益信託は設定 されないし、継続

もされないという委託者の意思が明示 されている場合、 もし受託者に指名された者が受託者 として行為するのが

不可能だったり、そうするつもりがなかったら、その意図された公益信託は失効する。しかし、上記の意思表明

がなければ、委託者が指名した受託者が受託者としての行為することができず、またそのつもりがなくても意図

された公益信託は遂行されるべきだという意思だとされる。委託者の本来の意図は、特定の者が目的を遂行する

ということではなく、信託の目的が遂行されるということにあるのが普通であるか らである。特定の公益目的が

委託者によって述べられている場合はさらに明確にそういえる。委託者が、受託者が選択 した公益目的に財産権

を充当するとしていても、委託者の本来の意図は、特定の者が目的を選択するということより、むしろ、財産権

が公益目的に充当することにあるとするのが普通である。指名 された受託者が行為を成しえずまたそのつもりも

ない場合でも、意図された信託は失効しないが、裁判所は新受託者を指名するか、あるいは財産の運用計画を策

定することになる。注c参 照。

委託者が、受託者が選択した公益 目的に財産権を遺贈した場合、その選択権を委託者が指名した最初の受託者

にのみ限定 しているのかどうか決定するのは、以下を含むものである。(1)意 図 された公益 目的の範囲が信託条

項で示されているか、その範囲はどこまでか。(2)信 託の基本財産たる元本が直接充当されるのか、不確定の期

間、その収益が充当されるのか。(3)そ の受託者は、委託者の要望を特に知っていたために受託者として選任さ

れたのかどうか。(4}受 託者が個人か法人か。(5)委 託者と受託者との関係。(6)信 託条項で承継受託者につい

ての規定がなされているかどうか。

権限の存続については第385条 参 照、また私益信託についての第196条 と比較。

旦⊥逝 受疏者の遣 直およ登選書II3t画聖 作出

受託者が選択した公益目的に委託者が財産権を遺贈した場合、指名された受託者がその選択をなしえなかった

り、そのつもりがなく、自分の指名した者が受託者としての行為をなさなかったときには意図された公益信託は

設定 されないし、継続もしないと明示していなければ、裁判所は、選択をなすべき新受託者を選任するか、その

財産権の運用計画を策定することもできる。委託者が、その選択権は、自己が、はじめに指定 した受託者だけで

はなく、承継受託者も、行使することができるものであるとする意思を明示しているとき、裁判所は、承継受託

者を選任し、選択権を附与する。委託者が、上記のような意思を明示していないときは、特定の公益目的を欠く

場合の:事情に該当して可及的近似の原則が適用 されるので、裁判所は、その財産権の運用計画を策定することに

なる。第399条 注d参 照。

⊥_受 一1合
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財産権の所有者が財産権を公益目的の信託に遺贈した場合、受託者が指名されなくても意図された公益信託が

無効 となることはない。裁判所は、上記の場合、信託条項で受託者の選任方法が定められていない場合と、遺言

者が、遺言執行者を受託者とする意思を明示しなかった場合には裁判所が受託者を選任する。遺言者が特定の公

益目的を明示 していなかったり、財産が一般的な公益目的のために追贈された場合も上記はあてはまる。後者の

場合、裁判所は運用計画の作成を命じ、運用計画に固定 した目的のための信託の財産管理をなす受託者を指定す

ることになる。

例:

3.Aは 「貧困者の信託として」1,㎜ ドルを、 「公益目的のための信託として」その残余財産を遺贈

するという遺言をして死亡した。受託者がその遺言書の中で指名されていないか らといって、意図され

た信託は失効しないし、裁判所は貧困者の利益になるように、またその他の公益目的のために基本財産

を充当するための運用計画を策定する指示をだすことになる。

旦_公 岨t淋 への直接山鳴.匡

財産権の所有者が、その財産権を、公益目的のために遺贈したが、受託者 を欠くだけではなくその財産権を信

託に基づいて保有すべきことを示す言葉を使用 しなかったにもかかわ らず、その信託譲渡は有効である。たとえ

ば、遺言者が一・定額の金銭を 「公益団体」へ遺贈 した場合、公益信託は設定 される。また、同様に、遺言者が、

一定額の金銭を
、苦学生の援助、あるいは、貧民の救済のため使用すべきことを指図して遺贈 した場合にも、公

益信託は設定される。

上記の場合、裁判所は、その目的を遂行する受託者の選任、または目的遂行のための運用計画の認可のいずれ

をなすこともできる。注cと 比較。

,f.法 人枯のない公益団体への直接の脚与

財産権の所有者が、その財産権を、法人格のない公益団体に遺贈する場合、その信託の 目的について、遺言書

に述べられていなくても、公益信託が設定されることがある。その団体がその財産権に対する楠原を取得する能

力をもたないとか、信託の財産管理を行 う能力をもたない場合、その団体の目的のため、その楠原を取得 し、信

託の財産管理をする受託者を選任することになる。その団体が追贈や遺産の受取 を拒否する効力については第

399条 注o参 照。

起 財産権塑」軒∪および保白熊⊥ をも主ない公蓬蓬ム⊇ する」旧里

遺言者が、財産権の保有および取得能力をもたない公益法人に、財産権を遺贈する場合、特定の法人に財産権

を遺贈するというよりは、むしろ公益目的のためにその財産権を使用するという意思を強 く表明しているのであ

れば、その信託譲渡は失効しない。法人が、財産権を遺贈によって取得することはできないとか、法人の保有 し

うる財産権の総額が制限 されているとか、また、法人は、意図された公益目的のための信託の事務処理を行う権

限を与えられていないとか、法人の存在終了を理 由に、法人に対する贈与が効力を失う場合にも、 このことがあ

てはまる。上記の各々の場合、裁判所は、意図された公益目的のための信託として、その財産権を保有する受託

者を選任することになる。その法人が遺贈や遺産の受取を拒否する効力については第399条 注0参 照。
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亙、_特定匁公櫨目的王ヨ量産を配社堂墨権殿

一部をある公益 目的にあて
、残余部分は、受託者の定める指図に従 って分割し、他の公益目的によりあてると

いう内容の信託として、財産権が受託者に贈与されたが、指定された受託者が信託引受を拒絶 した り、あるいは、

その財産権を配分する前に、死亡その他によって受託者としての資格を失った場合、裁判所は、その財産権を2

等 分し、各部分をそれぞれの公益目的に充当するよう命じることができる。同様に遺言者に指定された信託目的

が2っ 以上ある場合には各目的に均等に分割される。

もし、目的のうちのいずれかの達成のために要求される限度額が、均等割より少額であるなら、その目的はそ

の限度額のみを受取 り、その他の目的の間で残りの信託財産を均等に分配にするものとする。

均等割を委託者が多分意図しなかったと思われる情況の時は、均等割の分割はされない。 この場合、裁判所が

財産の分割をする新受託者を選任するか、各 目的に財産を充当する計画を策定する。もし遺言者が分配権を原受

託者だけに限定せず、継承受託者に引き継 ぐ意思を明示していれば、裁判所は分配権を付与した継承受託者を指

名することになる。もし、委託者がそのような意思を明示していない場合には、裁判所が財産を分配する計画を

策定する。

.i、 公益且堕お速旦そ主以外の直勲な目的剛 分

遺言者が列挙されている2つ 以上の目的のため、財産権を信託として受託者に遺贈したが、 これ らの目的のう

ち、公益 目的もあるが、残りは私益信託の目的として適法に設定されるようなものである場合、受託者の決定し

うる場合で、各々の目的に財産権を充当する権限が受託者に与えられているのであるが、その目的に必要な限度

額が確定されておらず、また受託者が財産権を分配 しないうちに、死亡その他により受託者でな くなったとき、

裁判所は、その財産権をそれらの目的の間で均等に分配することを命じることができる。それぞれの目的のうち

のいずれかを遂行するのに必要な限度額が、均等によって取得する割合より少ない場合、その目的に対しては、

その限度額 のみを充当 し、残余額は残 りの目的間で等分 される。

たとえば、受託者が決める割合で信託目的に一部を充当し、その残余財産を遺族の間で分配する信託 として遺

産が遺贈 されが、財産を分配しないうちに受託者が死亡した場合、有効な公益信託に財産権の1/2を 、 残り1

/2を 遺族に分配する。第420条 参照。

もし遺言者がその目的間での分配権を原受託者のみに限定しないで、継承受託者に引き継 ぐ意思を明示 してい

れば、裁判所は分配権を付与した継承受託者を指名することになる。

もし、 目的のうちのいずれかの達成のために要求される限度額が、均等割より少額であるなら、その 目的はそ

の限度額を受取り、その他の目的の間で残 りの信託財産を均等に分配するものとする。

第398条 公益目的と無効な目的

(1)信 託条項によって、受託者は、信託財産を公益目的に限らず非公益目的にも充当すべきであると規定され

ているが、その非公益目的は、それにっいて有効な信託や権限を設定しえないようなものが含まれているとき、
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意図された信託は、(2)項 、(3)項 および(4)項 に述べられている場合のほか、公益信託も含めて全部無効となる。

{2)信 託財産の一部を、有効な信託や権限を設定しえないような非公益目的に充当することが受託者に許され

ていないかぎり、委託者が信託財産の全部を公益 目的に充当すぺきであるとする意思を明示しているときには、

その委託者の主たる目的は、公益信託に財産権を充当することであるから、その他の目的に財産権を充当する権

限は効力を有せず、財産権の全部にっいての公益信託が有効に設定される。

(3)財 産権を公益目的に充当することが委託者の主たる目的ではないが、その非公益目的を達成するのに必要

な限度額が確定しうる場合には、その額にっいての非公益目的のための信託は部分的に無効となり、差引残余韻

についての公益信託は有効に設定される。

(4)受 託者は、委託者が列挙 した数個の目的のため、自己の定める割合で、信託財産を充当するよう指図され

ているが、これらの目的の中には、公益目的もあるが、別に信託や権限を有効に設定しえないような非公益目的

もあるとき、裁判所は、その財産権を、それらの列挙されている目的の数で等分することを命令する。そして、

公益目的に割当てられた部分にっいての信託は効力を有するが、その他の目的に割当てられた部分についての信

託は失効する。ただ し、以下に述べたような場合は、これと異なる。

(a)委 託者の主たる目的が、その財産権を非公益目的に充当することであれば、信託全体が無効 となる((D

項参照)。

(b)委 託者の主たる目的が、その財産権を公益信託に充当するということであるならば、信託財産全体にっ

いての公益信託が有効に設定される((2)項 参照)。

(c)そ の非公益目的を達成するのに要する限度額を確定できるならば、その差引残余額にっいての公益信託

が有効に設定される((3)項 参照)。

(d)等 分 することが委託者の意思に反するものと推定される場合。

注:

a」 本規則が適用される場合の事情

本条に述べ られた規則は、意図された信託の目的が公益目的に限定されているのではなく、別に信託や権限を

有効に設定しえないような非公益目的を含む場合に適用することができる。

財産権が不確定な目的あるいは公益目的に限 らない一般的な目的のため信託として譲渡されるとき、指定され

た受益者が不確定または確定不可能な場合、強制可能な信託は設定されないことになる。しかし、譲受人がその

財産権を上記の目的に充当する権限を与えられているか、あるいは充当するよう命じられている場合には、その

譲受人は、財産権を、上記の目的に充当する権限を有する。ただし、永久権禁止則に定められた期間経過後に充

当すべきものとされる権限が授与されたり、充当すべきことを命ぜられた場合、あるいは、その目的が不確定な

ため、その期間内に充当されるのか否か確定しえない場合には、 この限 りではない。第124条 、第417条 参照。

財産が特定の非公益 目的に譲渡され、指名される受益者が不確定または確定不可能な場合は、強制執行しうる

信託は設定されないが、この適用が永久拘束禁止則の期限を超えた時点で権限を与えられたり指示 されたもので

はなく、あるいはその目的が気まぐれなものでなければ、譲受人が指定された 目的に財産権を充当する権利をも
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つことになる。第124条 、第418条 参照。

指名された人の親族以外は不確定である階層のための信託として、財産権の所有者が財産権を譲渡した場合、

強制執行可能な信託は設定されない。しかし、 もし譲受人が自分が選択した階層に財産権を譲渡する権利を与え

れていたり、指示されているな ら、その選択が永久拘束禁止則の期限を超えた時点で権利を与えられたり指示さ

れたものでなく、あるいはどのような者がそこに含まれるか確定できないほどその階層が不特定でないなら、譲

受人が譲渡の権限を持つことになる。第122条 、第416条 参照。

本条に述べられた規則は、意図された信託の目的が公益 目的に限定 されるか否かを、解釈論で決定する場合に

は、適用されない。注b、cお よびd参 照。そのような場合は、強制執行可能な信託が設定される。

本条に述べられた規則は、たとえ強制執行可能な信託が設定 されずに、譲受人が第122条 、第123条 および第

124条 に述べられた規則に基づいて、その財産権 を指定された目的に有効に充当する権限を有する場合には、適用

されない。

h∴ 不確定な 目的一解釈の問題

受遺者または相続人が裁量で、 「慈善的な」目的、 「自由な」目的、 「公的な」目的、 「有用な」目的または

「博愛主義的な」目的に財産権を充当するものとして、遺言者がその財産権を遺贈した場合に、意図された目的

が公益目的に限定されるのかどうかは、解釈の問題である。

また、受遺者または相続人の裁量で 「公益的あるいは慈善的な」 目的、または 「公益その他の」目的のため

財産権を充当するものとして、遺言者がその財産権を遺贈 した場合、意図された目的が公益 目的に限定されるか

どうかは、解釈の問題である。

.皇.一回三解釈に影響を与える文脈}同 類解釈靱.(画U鍵 田enris

信託条項で、受遺者または相続人は、遺贈される財産権 を一定の公益目的または他の目的に充当 しなければな

らないとされる場合、他の目的というのが公益 目的に限定 されるのか否かは、解釈の問題である。 これは遺言者

がその他の 目的というのが、これら列挙された事項に類似する特質をもつという意思を明示 しているかどうかで、

公益目的に限定されるかどうかが左右される。

適正な解釈のによって限定されるものであると判断されると、公益信託が設定される。たとえば、受託者が妥

当でると考えるような 「宗教 ・事前 ・教育その他の目的のため」に充当するよう遺言者が財産権を遺贈した場合、

「その他の目的」という文言が 「その他類似の目的」という意味に解釈することができるので、公益目的に限定

できるものとする。

信託条項に使用されている文脈だけか らは、公益目的よりも広い意味と考えられるような場合でも、他の信託

条項に照 して、公益目的に限定されるものであると解釈されることがある。たとえば遺言者が、財産権を 「公益

的あるいは慈善的」 な目的のために遺贈するという場合、 「慈善的」という文言 自体からみれば、非公益的な目

的を含むものと解釈されうるとしても、 「慈善的」という文言は 「公益的」と同義語と解 されるので、この場合

は、非公益目的は含まないと解 されるのである。

d」 」iヒ精舎的規定お[よ」鐙 艦曲蹴
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財産権が一定の特質を有する目的に充当されるものと信託条項によって定められ、その目的の中に公益的なも

のと非公益的なものが含まれている場合、その財産権は列挙された特質を全て備えた目的にのみ充当することが

できるのかどうかは解釈の問題である。そして、それらの特質が結合的に列挙されているのか、分離的に列挙さ

れているのかは証書の文言の解釈の際に考慮 されるべき要素である。

列挙された特質が結合的に述べ られているのであれば、分離的に述べられている場合よりも、容易に、列挙さ

れた特質を全て具備 した目的にのみ、その財産権を充当しうるのであるという意味に、証書の文言を解釈するこ

とができる。

たとえば、遺言者が、財産権を、 「公益的かつ有用な目的」のために{forcharitable㎝dusefulpourpo-

ses)、 信託として遺贈する場合、これは 「公益的で有用な目的」あるいは 「公益的でしかも有用な目的」と読

むものと解釈 される。 もし、そうであれば、その財産権は有用であってしかも公益的でなければならないような

目的にのみ充当されるということになり、有用であるが、公益的ではない目的に、その財産権を適用に充当する

ことはできない。このような場合、要求されているその他の特質にかかわらず、公益的な目的のためでなければ

ならないので、譲渡がなされた全財産について有効な公益信託が設定される。

ところが、 これと反対に、 「公益的または有用な」目的に(forcharitableorusefulpourposes)、 充当すべ

き指図がなされている場合、これは 「公益的かっ有用的な、あるいは、そのいずれかの目的」と読むことができ

ると解釈されるのが通常である。もしそうであるならば、 この財産権の譲渡が有益でしかも公益的でなければな

らない目的に限定されることはない。だから有益ではあっても公益的でない目的に充当することができる。この

ような場合、信託財産の譲渡は要求 されるその他の特質にかかわ らず、公益的ではない目的のためになされるの

で、指示がなされている財産権のどの部分についても有効な公益信託は設定 ざれない。

{1)項 の注:

婁,配 分唖』童生由fない、_杢融定なll的 の揚音

信託条項によって、受託者は、信託財産を公益目的だけでな く、別に信託や権限を有効に設定 しえないような

非公益 目的を含んだ目的に充当しなければならないものと指図が与えられている場合、裁判所が、公益信託に充

当される信託財産の割合を、何 らかの方法によって具体的に決定することができないかぎり、意図された信託は

全て失効する。有効な部分と無効な部分を分離できないかぎり、意図された信託が一部無効であれば、その信託

は全て失効する。意図された信託が、公益 目的に関する限り少なくとも部分的に認められている場合の事情につ

いては、(2順 、(3)項 お よび(4)項 に述べ られている。

たとえば公益およびその他の有益な目的を選択しようとした時点で、永久拘束禁止則で許されている期限を超

えてそれ等の目的に収益 をあてる信託として財産を遺贈 した場合、目的が公益に限定 されていないときには、意

図された信託は全て失効する。

f._回 二外学されている目的

(1)項の規定は、数個の公益 目的のほかに、それについての信託や権限を有効に設定 しえないような非公益目的

が列挙されている場合で、受託者が信託財産をそれらの目的に充当するように指図を与えられているようなとき
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にも適用することができる。意図された信託は、裁判所が(2)項 、(3)項お よび④ 項に述べられている規定に基づ

いて公益信託に充当すべき財産権の割合を、何らかの方法によって定めることができる場合を除いて全部失効す

る。

たとえば、永久拘束禁止則で許されているより長期間、建物の維持のためには収益をあて、その差額を公益 目

的にあてる信託 として財産を遺贈したが、その建物の維持に必要な額を確実に知ることができないような場合に

は、公益目的が含まれているとしても意図された信託は全て失効する。建物を永久に維持するという遺言者の主

要な目的が明示 されてお り、その遺言者の主要な目的が達成された後に残余財産があった場合にだけ、公益 目的

にあてる事ができるという意図を明示している場合に、その主要な目的が達成不可能なときには公益目的にあて

るべき額 を確定する手段がないのである。遺言者の主要な目的が公益に財産をあてる場合((2)項 参照)、 非公益

目的の達成に必要な限度額が確定できている場合((3)項 参 照)、 公益も非公益 もともに主要な 目的であるとされ、

遺言者が非公益 目的が失効したと気づいたときに、遺言者が望むように、その財産の均等な分配がなされる場合

のそれぞれの効力は異なる。(4)項 参照。

(2)項 の注:

且L⌒1が 主たる」]」的で墨理 合

受託者は、信託財産を公益目的に充当することを信託条項によって命じられている場合は、信託や権限を有効

に設定しえない非公益目的に、その財産権の一部を充当する権限が受託者に授与 されていても、全ての財産権に

ついての公益信託は有効に設定される。その場合、遺言者の主要 目的は、財産権を公益目的に充当することであ

って、しかも、財産権の一部をその他の目的に充当する権限は無効であるから、受託者は、意図された公益目的

に、その財産権の全部を充当すべき義務を負うことになる。

たとえば、遺言者が収益を公益目的に使うための信託として財産を遺贈し、当面は受託者の裁量で遺言者の墓

の永久管理に収益の一部を充当するものとするという但し書きを付け加えてあった場合、制定法で規定 されてい

ないので受託者は墓の管理に収益の一部で もあてることはできないが、全財産について有効な公益信託は設定さ

れる。

(3)項 の注:

.h、 無効虫一目随一に興す互額が推定⊥≡うる場合

受託者が信託財産を、公益目的のほか、有効に信託や権限を設定しえないような非公益目的を含む数個の目的

に充当しなければならないと信託条項で命じられている場合、その非公益 目的を達成するのに要する最高限度額

が確定しうるものであれば、たとえ、遺言者の主要 目的が財産権をその無効な非公益目的に充当することであっ

たとしても、その財産権の差引残余額の範囲で、有効な公益信託が設定される。遺言者の主要 目的が財産権を公

益信託に充当するということであれば、財産権の全部についての信託が有効に設定される((2)項 参 照)。 さらに

また、いずれが主要目的であるのか明らかでないときには、数個の目的の間で、その財産権は等分され、(4)項に

述べ られているような情況下で、公益目的に充当される額について意図された信託が認められる。

たとえば、遺言者は遺言者の墓を管理しつづけるためにある額を、またその差額収益を公益 目的にあてる信託
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として遺贈したが、永久 という点で墓の管理のための意図された信託が無効 となる場合、裁判所が墓の管理をす

るのに十分収益を生むことができる必要額を決定 し、当初の額についての信託は失効するが、差引残余額の公益

信託は設定 される。

(4)項の 注:

⊥L塑}一 さ]n至 場合

遺言者が、列挙されている2、3の 目的のための信託として財産権 を遺贈するが、 これらの目的のなかには、

公益目的もあるが、別に信託や権限を有効に設定しえないような非公益目的も含まれている場合、受託者は、自

己の定める割合で、それらの目的の間で財産権を配分し、それぞれ割当てをなす ことができるのであれば、遺贈

全体が無効となるのではなく、それらの目的の間で配分をなす受託者の権限が無効 となるのである。また、裁判

所は、その財産権を列挙された目的の間で等分し、割当てるよう命令することができる。このようにして、非公

益目的に割当てられた部分については、遺言者の遺産に帰属する。

例:

1.Aは 以下の各号のため収益を永久に充当する信託として全財産を遺贈した。(1)受 託者の選択 し

た公立病院、(2)受 託者が選択した非個人経営の学校、(3)公 益 的、非公益であるのを問わず受託者が

選択 したその他の団体。またAは 受託者が決定した割合で上記3つ の目的に収益を分配するよう指示し

た。裁判所は財産を3等 分に分配するよう命じ、(1)、(2)の 目的には各々1/3ず つ を充当したが、(3)

の 目的のための意図された信託は失効 したので、その財産は遺言者の遺産のための復帰信託として保持

される。

L妻 壁さ.れな±、月}宣'

裁判所は、以下のような事情があるときには、列挙された目的の間で財産権を等分するよう命令することはな

い。すなわち、非公益目的のための条項が無効であることを、 もし委託者が認識 していたとすれば、そのような

等分による配分を意図しなかったと推定されるような場合である。委託者の主たる目的が、非公益目的を達成す

るということであれば、等分を命じることはできない。また、その場合には、意図された信託が全部無効となる

(臼)項 参照}。 ただし、それらの目的を達成するのに必要な限度額が確定しうる場合は、その財産権の差引残余

額が、等分されたものより多いか少ないかにかかわらず、その残余額についての公益信託が有効に設定される

((3)項 参照}。 遺言者の主たる目的が、公益 目的の達成である場合には、等分は命じられず、財産権の全部につ

いての公益信託が有効に設定される((2)項 参 照)。 いずれが主要目的であるともいえない場合であっても、いず

れか一方の目的を達成するのに要する最高限度額が確定しうるが、その額が等分された割合より少ないときには、

等分するよう命じられることはない。委託者が望まないであろう情況下では等分がなされることはない。

遺言者が数個の目的を列挙しているのではなく、公益信託と非公益目的を含む目的を、一般 的な文言で、一緒

にして述べているにすぎないようなときには、等分を命じられることはない。たとえば、遺言者が永久に収益を

公益及びその他の目的にあてる信託として財産を追贈する場合、全ての信託が失効するのであって、裁判所が財

産権を2分 割してその1/2を 意図された信託に保持させ るよう命ずることはない。同様に遺言者が宗教、教育、
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有益な目的のために永久に収益を充当する信託として財産 を遺贈したところ、 「有益な」という文言は非公益 目

的をも含むと解釈された場合、全ての信託が失効するのであって、裁判所が財産権を3等 分し、2/3を 意図 さ

れた信託に保持させるよう命ずることはない((1)参 照)。

第399条 特定の公益目的が無効であっても、委託者が、一般的な公益目的

に供する意思を有する場合。可及的近似の原則

財産権が、ある特定の公益目的に充当されるための信託として贈与されたが、その特定の公益目的の遂行が、

不可能、非実際的または違法なものであったり、そうなることがあった場合に、委託者がその財産権をより総体

的な公益目的に充当する意思を明示 しているときは、その信託は失効せず、裁判所が、その財産権を委託者の、

より組体的な公益目的の意思の範囲内で、何らかの公益目的に充当することを命じる。

注:

軋 一醐 蛆虫近似璽埠鯉 山蝋 型吐血 ロ」ofc足 斑旦1

本条に述べ られた規則は、可及的近似の原則と呼ばれるものある。委託者の意思そのものが履行されない場合、

その意思を、できるだけ 「近似した」ものとして遂行 しうるという考え方を示している。 この原則は、私益信託

には適用されないものであるが、この原則に類似したものはいくっかあり、それ らは、公益信託(第381条 参照)

だけではな く、私益信託(第167条 参照)に も適用できるが、その範囲は、 この可及的近似の原則ほど広いもので

はない。たとえば、信託財産管理に関する事項において、信託条項の遵守が不可能または違法な場合、あるいは、

委託者の知らない事情や、予期しえない事情のため、その遵守が信託 目的の達成を妨げたり、それに重大な障害

を与えることになる場合、信託条項の回避を許容する原則がある。ある階層の人々のうち、誰に、如何なる割合

で受益権を取得すべきかを決定する権限が受託者に与えられている場合、その階層の人々のための私益信託に適

用することのできる類似の原則がある。その場合、受託者がその選択を行わなくても、その信託は失効せず信託

財産は、それ らの範囲の人々の間で等分される。第120条 、第121条 参照。これらの場合、委託者の意思の全てを

実現することはできないが、しかし委託者の主要な意思が達成 されるまでは失効しない。公益信託の受託者が、

2つ 以上の公益 目的から選択する権限を行使できない場合に公益信託に適用される同様の原則と比較せよ。第

397集 注h参 照。受託者が公益とその他有効な 目的から選択する権限を行使できなかった場合(第397条 注i参 照)、

公益とその他無効な目的から選択する権限を行使できなかった場合については第398条 参 照。

可及的近似の原則は、これらの原則より広い範囲でみとめられるものである。この原則は、公益信託および公

益法人に特有の原則であ り、裁判所はこの原則に基づいて、本条に述べられたような事情があれば、委託者が指

定したものとは異なる公益目的に、信託財産を充当することを許容または命令するのである。

』L,_」釦1]!独.るL[遮Hこ 産 を'些 しうるか

可及的近似の原則の適用については、財産権を、贈与の条項に指定された目的にできるだけ近似 したものに充

当しなければならないとされることがある。しかし、必ずしも贈与の条項に規定 されたものにできるだけ近似 し
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ている計画を採用する事が裁判所に求められているわけでもないとして、可能性のある計画から選択する場合、

裁判所はかなり拡大 した範囲を認めている。信託設定後、相当長期間経過してから指定された目的の達成が不可

能または非実際的となった場合には、 この ことが特に当てはまる。裁判所は寄贈者の総体的な公益目的になるべ

く沿った計画を策定する。

止_量;正 条撰◎特別魁建

財産権を、ある特定の公益 目的に充当するため信託として贈与するとき、信託条項によってその目的が失効す

れば信託は終了すると規定 されている場合、信託条項によって総体的な公益的意図が否定 されているため、その

特定の目的が失効しても、その財産権について可及的近似の原則は適用しない。上記の場合、贈与が有効になさ

れているのでなければ、委託者またはその遺産ための復帰信託 となるのである。第431条 参 照。公益信託の期間に

ついての制限(第401条 注c参 照)、 あるいは解除条件(第401条 注d参 照)の 規定がある場合にも、このことはあ

てはまる。

財産権を 「永久に」特定の目的に充当させる、あるいは財産権を 「その他の目的でなく」その目的に充当させ

る、あるいは財産権をその目的に充当するという 「条件で」与えられていると信託条項に規定 されているという

だけでは、委託者に総体的な公益意図がないと指摘する必要はない。財産権を可能な限り実際的、法的に明記さ

れている目的に充当することができる間は、その他の目的に財産権をあてないという委託者の意思が明示されて

いても、もし特定の目的の実現が不可能であったり、非現実的であったり違法であった場合には信託を終了させ

るという意思を必ずしも示す ものではない。

旦　遅出趾削壁口減

本条に述べられているような情況下では、裁判所は、委託者のより総体的な公益 目的という意思の範囲内で、

何らかの公益目的のためにその信託財産を充当するについての運用計画の作成を命じることになる。運用計画を

作成するにあたって、裁判所は、委託者が、信託設定の時、その特定の目的の遂行が不可能であることを了知し

ていたならば、その者が希望 したと推定されるような事項についての証拠 を考慮する。裁判所は信託証書の文言

だけではなく、委託者が望むであろうこと、たとえば公益的な贈与がそれ以前に委託者によってなされたことが

あったり、関心があると表明していた慈善、委託者の宗教、社会的見地、経済的 ・社会的問題意識等々の情況を

考慮することになる。

遺言者はある特定の町のある租の施設の設立と維持のための信託 として金員を遺贈 したが、同様の施設がすで

にその町には存在してお り、2つ の施設を維持するのは実際的ではないということで、その町に施設を建てるの

が不可能になった場合、遺言者が指示 した特定の目的に制限して遺贈するという意思を明示してあるとしても、

このような場合には意図された信託は失効するということを、裁判所は早めに裁定 しなければならない。もし遺

言者が遺贈を制限する意思を明示していなければ、遺言者の総体的な公益の意図をどう定めるかが問題になる。

もし、遺言者の主要な意図がその指定された特質をもつ施設をっ くることにあるのなら、裁判所は受託者に他の

町に同様な施設を設立し、維持することを命ずる。もし遺言者の主要な意図がその町の援助にあるのなら、裁判

所は委託者にその町におけるその他の公益目的のために財産を充当するよう命ずることになる。
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アメリカ合衆国では、その運用計画を作成する権限は裁判所にある。英国では、そのような権限は、慈善事業

委員か、あるいは、教育のための基金であれば文部大臣に附与されていて、両者ともに、裁判所への要請を条件

としている。

州議会が特別法によって可及的近似の原則を指定の公益に適用させる権限をもつことがある。 もし、議会にそ

の権限があれば、委託者に強制することはないが、信託条項からの逸脱を受託者に許可する権限となる。

受託者の選択する公益目的に財産権が遺贈されたが、受託者が何等選択しなかったときの運用計画の策定につ

いては、第397条 注c参 照。

受託者が指名されずに公益 目的に直接財産が遺贈 された場合の運用計画については、第397条 注e参 照。

宇」」與四所の追認

ある特定の公益目的に充当するため、財産権が信託として贈与 されたが、その目的が無効のとき、受託者が、

委託者の総体的公益目的の意思の範囲内の何らかの公益 目的に対 してでも財産権を充当することはできず、裁判

所に申立をして、裁判所がその財産権の使用目的を決定することになる。もし受託者が、裁判所の指図なしに、

上記のような公益目的に財産権を充当してしまった場合には、その受託者は、信託違反の責任 を問われることに

なる。しかし、受託者が行った財産権の充当が、裁判所が命じたものと同じようなものであれば、裁判所は、そ

の充当を追認することができ、その追認は、その財産権の充当がなされる前に裁判所が充当の権限を与えたのと

同様の効果を生じる。第167条 注fと 比較。

∫.一葦随煮の刀t錨

可及的近似の原則は、受託者の承諾がなくても適用することができる。通常、受託者が信託条項に従うことが

不可能であるとか非現実的だとかわかった場合、受託者は裁判所に申し出て財産権の充当のための運用計画の策

定を願うことができる。しかし、裁判所への申請は法務長官またはその信託から利益を享受する他の者によって

なすことができるものとする。裁判所は可及的近似の原則を適用し、受託者が運用計画に同意しなくても運用計

画を策定することができるものとする。勿論、裁判所は、通常は受託者の要望を重んじる。

菖.贈 与者の承甜〒

可及的近似の原則は、贈与者の承諾がなくても適用することができる。一般に、裁判所は、贈与者の要望を重

んじるのであるが、贈与者が信託の変更の権限を留保している場合でなければ、贈与者の要望は、決定的なもの

ではない。第367条 参 照。しかし可及的近似の原則を財産権の処理に適用するのは、生存中で無能力ではない贈与

者の同意なしにはできないと制定法で定めている州もわずかながらある。

虹,_司法 権(」蹟ida1]ま たは困」玉.表構∪四ro且故里已里国≡よユ±ヨ」日及輿近似.唖鴎ll」豊玉」歯田 される場合

英国において普通法上、その違法行為が公益になる場合を除いて違法な目的に財産権が贈与されたとき、ある

いは、ただ直接に財産権が公益に贈与 されたとき、さらに目的の特質が指示されていない、あるいは公益の財産

管理 をする受託者について指示されていないとき、その信託資金を、何らかの公益目的に充当するよう命じるの

は、国王大権の範囲に属するものであるとされていた。財産権がその他公益目的に贈与 されている場合に、可及

的近似の原則を財産権に適用するのは大法官にあり、本条に述べられていることに従って適用される。国王大権
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は、委託者の意思にかかわらず行使されうるものであるが、司法権は委託者の総体的な意思を遂行する目的のた

めだけに行使されてきたのである。国王大権は合衆国には存在しない。議会は、公益 目的に贈与された財産に可

及的近似の原則を適用させるよう、裁判所の法的権利の範囲と行使について総体的な規則を立法化することはで

きても、国王大権のような権限は行使できない。

英国ではそのような場合には国王によって処分が命ぜられるのであるが、合衆国では、財産権が直接に公益団

体に贈与されるという場合は(第397条 注e参 照)、 裁判所がその財産権を、公益 目的のために使用するよう命令

するのである。

旦_特 定の11的 の,増{瞳的鑑熱L麟 継 効

財産権がある特定の公益目的に充当されるための信託として贈与された場合、その特定の目的の遂行は、その

財産権が贈与 された時には、可能で、実際的かつ適法であったが、その後の事情変更によって、その特定の 目的

を遂行することが、不可能、非実際的または違法になったというのであれば、委託者の、より総体的な公益目的

の意思を認めることは、その特定の目的が最初から無効であった場合より、容易である。特定の目的がもはや実

行できな くて、公益信託が失効した り、非常に多数であるとか、あま り縁の深 くないような相続人に分配するく

らいなら、委託者は計画を変更したいと思われる場合、情況が変わっていくにつれ、裁判所は委託者がどう履行

するか妥当に推論することができるようになる。したがって裁判所は特定の目的がはじめから失効した場合より

は、特定の目的が信託設定時からしばらくして失効した場合に可及的近似の原則をより適用 しやすいことになる。

特定の目的が後発的無効となったときには、常に可及的近似の原則 を適用すべきであって、その財産権を、委

託者またはその者の一定財産に復帰させるべきではないということが、公の政策の見地から当然考えられる。公

益信託の設定から特定の目的の失効するまでに長い期間があけば、財産権が委託者の遺産に復帰するのはさらに

望ましくない。永久拘束禁止則 をこの情況では適用せず、永久拘束禁止則の期間後に復帰がなされると主張され

ることもある。もし特定の目的が失効すれば財産権は委託者か委託者の相続人に復帰する(注c参 照)こ とにし

ても、永久拘束禁止則に従って公益信託の条項の中にその旨はっきり規定 してお くべきである。制定法は委託者

とか、その相続人に復帰させない限定期間をたとえば30年 間というふ うに確定 してお くよう奨めている。

.i-●_1]貫主≡n丸1却11項円 一.韓額亘逃

財産権が、ある特定の公益目的のための信託として贈与されたが、その総額が非常に少ないため、その贈与額

ではその目的達成が不可能である場合、贈与は委託者が挙げた特定の目的に限定されるとする意思を明示 したと

きに限って意図された信託は失効する。たとえば、もし遺言者が残余財産を病院を建てるための信託として遺贈

したが、その残余財産の総額はその 目的のためには不十分であることがはうき りしている場合は、裁判所は病院

の設立という目的の中で病棟の贈与とかその他健康の増進のために基本財産を適用するよう命ずることができる。

遺言者がその贈与を病院の設立に限定していて、病人の救済という総体的な意図はないと意思表示しているよう

な情況を考慮できる遺言がなければ、病院の設立の中で病棟の贈与とかその他健康の増進のために基本財産を適

用するよう命ずることができる。

特定の目的に要する総額が、贈与額をそれほど上回っているのではないとき、裁判所はその総額が十分になる
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まで、そこからの収益 を貯蓄するよう命 じることができる。ただし、信託条項で、貯蓄についての指図がなされ

ていなければ、裁判所は、通常、上記のような貯蓄を命じることはない。上記の貯蓄についての指図の効力に関

しては、第401集 注1を 参照。

k.同 一特定の11的 が既に違凪 されている揚音

財産権が、ある特定の公益目的に充当されるための信託として贈与 されたが、その目的が既に達成されている

場合、意図された信託は必ずしも無効とはならず、裁判所は、その財産権を可及的近似の原則に基づいて運用す

ることを命じることができる。

たとえば、合衆国で奴隷制度が廃止 される前に死亡した遺言者が、合衆国における黒人奴隷制度を終焉させる

公的な気運をつ くるべく、受託者の判断で、書物の発行や講演会に金を使う信託として金員を遺贈したが、憲法

改正によって合衆国における奴隷制度は廃止となった。裁判所は以前奴隷だった者の利益のためにその遺贈を適

用するよう命ずることができる。

また、合衆国の18世 紀 憲法改正の採用前に死亡した遺言者が、酒類の醸造 ・販売禁止法 をつ くるためにお金を

使う信託として金員を遺贈したが、改正法を採用 したからといって、信託は失効する必要はなく、改正法が廃止

になるまでは裁判所は遺言者が酒類の醸造 ・販売禁止法 という単一の目的に贈与を限定するという意思を明示し

ていない限 り、他の方法によって禁酒を推進させるため財産権を充当するよう命ずることができる。遺言者が禁

酒法のみによる禁酒 を企図していると明示していたとして も、裁判所は憲法上また制定法上での禁酒法廃止に反

対するのを援助するとか、その援助のおかげで廃止撤回されて再制定 されるような場合には財産を充当するよう

命ずることができる。

また、遺言者が町に病院を建てるための信託として財産を遺贈したが、その町には既に同じような病院があっ

て、2つ の病院があっては有益な目的が達せられないような場合には、たとえばその町の疾病に備えるためとか、

どこかほかの場所に病院を建てるとかいうような、遺言者がもっと総体的な公益の意思を持っていたら、裁判所

は可及的近似の原則によって財産権を充当するよう命ずることができる。もし遺言者がその町に病院を建てるよ

うにという特定の目的に贈与を限定する意思を明示していて、達成されるべき目的が一方の病院があることで十

分に達成されているのなら、その信託は失効し遺言者の財産のための復帰信託が発生する。

信託財産の一部を充当しただけで、その特定の目的が完全に達成 されてしまった場合の残余財産の運用につい

ては、第400条 参照。

L－ 同二承諾の要件の欠敏

財産が、ある特定の公益目的に充当される信託として贈与されたが、その目的は、第三者の承諾がなければ遂

行しえないようなものなのに、第三者が承諾しなかった場合、特定の目的に限定して贈与するという意思を明示

しているときのみ、意図された信託は無効となる。

たとえば遺言者がもしその町が受入と維持に同意するなら公営図書館を建てるための信託として財産を遺贈 し

たが、その町がそれを拒否した場合には、その目的が遺言者の公益的な意思の範疇だけにあるなら、その財産は

可及的近似の原則によってその町の人々に読み物を提供する目的に充当することができる。
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また、もし遺言者が適当な教会の聖職者が受入に同意するなら、教会とか祈祷所とか牧師館に使用するため信

託として建物を譲渡 したが、その教会の聖職者が受入を拒否した場合、もし遺言者が総体的な公益的意思を持っ

ているだけなら、その財産は可及的近似の原則により他の宗教目的に充当することができる。

m...同 二無益な且的

意図された信託の設定 目的が、コミュニテ ィにとって全く無用のものであれば、その信託は強制不可能である。

たとえば、遺言者は自分の文学的または科学的書き物を公刊するためと規定してあったが、その書き物は無価値

であったような場合、意図された信託は通常は失効となる。しかしもし遺言者が教育の振興のためといったもっ

と総体的な公益 目的をもうていたら、可及的近似の原則が適用される。

また信託設定時点ではコミュニティに貢献するようにみなされた目的が時の経過によって、人々に無益なもの

であるとか、むしろ有害だと思われるようになってきたら可及的近似の原則が適用 される。たとえばもし遺言者

は貧困者に収益を分配するために使 う信託として財産を遺贈したが、裁判所は可及的近似の原則を適用して貧困

者の利益を違う方法で図る計画を策定することができる。

n.同 一違法

公益目的のための譲渡が、その目的またはその目的の一部が、違法あるいは違法になるに至ったため、その譲

渡の全部または一部が、はじめから無効であるとか、その後に無効となるということがありうる。このような場

合、委託者が、その財産権を違法あるいは違法になるに至ったような目的にのみ充当すべきものとする意思 を明

示しているのでなければ、可及的近似の原則を適用することができる。

o.法 人 または社団への贈与

遺言者が、財産権 を公益法人または公益団体に遺贈したが、その法人または団体が遺贈を受けることを拒絶 し

た り、あるいはそれを取得し保有する能力をもたない場合、またその法人や団体が現に存在していない場合、遺

言者が、その財産権を公益目的に充当するのであって、単に特定の法人や団体に遺贈するのではないという意思

を明示していれば、その譲渡は失効しない。第397条 注f、 注g参 照。たとえばもし遺言者がある原則を教える優

生学の講座を設置するために特定の大学に金員を遺贈 したが、大学はその遺贈を断った場合、裁判所は譲渡者が

自分が指名した大学に限定 して贈与するという意思を明示していない限り、他の大学の同じような講座の設置に

遺産を充当するのを許可できる。

もし遺言者が財産を指名の公益法人または団体に遺贈したが、指名の公益法人 も団体も存在しなかった場合、

外因的な証拠によって違 う名前の法人や団体に遺贈するという遺言者の意思があると認められる。

もし公益法人または団体に対 し贈与がなされたが、その法人がその後解散してしまった場合、可及的近似の原

則を適用 して、裁判所は、少なくとも贈与の条項に別段の規定がないかぎり、その財産権を、同じような目的を

有する別の法人や団体に贈与することを命じることができる。

もし財産が特定の公益団体の援助にあてるための信託として贈与 されたが、その団体は同様の目的で設立され

ていた団体にその後合併された場合、委託者が自分が指名 した団体に限定 して贈与するという意思を明示してい

ない限り、裁判所は財産を新団体に充当することを許可できる。
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PL」 麿.益団捧の敷地烈 機 務魑 ≧ ・_塞 皇塵曲± 皇直隠藁ユ 鹸 登

委託者が、土地を信託として譲渡 し、その土地の上に公益的な施設を設立し維持することを目的としていたの

であるが、その信託設定時や、あるいはその後の事情変更により、その土地でその施設を維持 していくことが不

適当だったり、またそうなるに至った場合、たとえ委託者が特定の文言により、その土地の売却および施設の移

転の禁止を指図していても、裁判所は受託者に対 し、その土地を売却 しその売得金で別の土地にその施設を建設

し、維持していくよう運用する許可または命令することができる。 このような裁判所の命令は、信託の財産管理

にかかる一般的権限のもとでは可及的近似の原則に訴える必要はなく、信託条項のこの特性か らの逸脱を許可で

きる。第167条 、第381条 参照。その団体がそのニヒ地に維持されている限りはその信託は継続し、その土地から移

転したときはその信託は終了すると委託者が規定 している場合は、裁判所はその団体の移転を許可することはで

きない。注c参 照。

旦」_特定1'1的の 」書成埋 互龍ではない場合

特定の目的を遂行することは可能であっても、その特定の目的の遂行によって、委託者の総体的な公益 目的の

意思を達成できないようなときには、可及的近似の原則 を適用することができる。上記の場合、その特定の目的

の遂行は 「非現実的」ということにな り、本条では、 このような意味でこの文言を使っている。特に、信託設定

後の事情変更があった場合に、このようなことがあ りうる。注i参 照。

たとえば遺言者がある種の団体の設立と維持のための信託として財産を遺贈したが、同種の団体が既に存在 し

ている事実があった り、その後設立されたりして、それによって遺言者が命じた団体の設立や維持が有益な目的

を果たせなくなった場合、裁判所は受託者にその団体の設立や維持 を強いることはない。

また、譲渡人が学校を建て、ある教育課程を含む明確な目的を指示していたが、時間の経過によってその限定

が一般の教育を授けるための妨げとなってしまっているような場合には、裁判所はその教育課程の変更を許可す

ることができる。

また、委託者によって創 られた施設への管理方法や経営に関する委託者の指示は、これ らの指示が真剣にその

施設が無益にならないようにしているのなら、裁判所の手数を省 くことになろう。

英国およびスコットランドにおいて、 この可及的近似の原則は、教育の分野で、制定法によって非常に拡大さ

れた範囲にまで認められている。贈与の条項からの逸脱は寄贈者の特定の指示の実現が、不可能ないしは非現実

的でなくても許される。寄贈者の指示 どおりにすることより、学生 とかコミュニテ ィの幸福を図ることの方が重

要である。教育的なことへの遺贈のための計画の策定にあたっては、寄贈者の指示そのものようり寄贈者の意思

の真意を汲んで考慮がなされる。

工」L散ムー堕{昆随置

ある特定の公益目的に充当する資金を、数人の委託者が分担しているとき、その特定目的の遂行が、不可能、

非現実的または違法であるか、そうなるに至った場合に、可及的近似の原則が適用できないようなときには、そ

れ ら数人の寄付者のための復帰信託が生じる。また、その資金の一部が既に消費されているときには、寄付者は、

その残余額について、各自の寄附の割合に応じて、それぞれの持分に対し権原を有する。それ らの寄付者のうち
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に、確定しえない者があるときには、その者の持分について、その州のための復帰信託が生じる。第413条 参照。

第400条 残余財産の運用

ある財産権が特定の公益目的に充当されるため、信託として贈与されたのであるが、その目的が完全に達成さ

れた後、なお信託財産に余剰があれば、委託者がその信託財産の全部を公益目的に充当するという総体的な公益

目的の意思を明示している場合にかぎり、その残余財産にっいての復帰信託は生 じない。裁判所は、委託者の紹

体的な公益目的の範囲内にある他の公益目的のために、その残余財産を使用することを命 じる。

注:

a、 霞腫者が総体的な塗薬1.1的の、意思を古す一勘 合

本条に述べられている規定に基づいて、その残余財産を種々の方面に使用することができる。たとえば、遺言

者が一定額の金銭を信託とし、その収益を一定数の貧民に一定額ずつ支払うように遺贈したのであるが、その金

銭を投資した結果、その特定の目的を遂行するのに必要な額より多額の償還金を生じたような場合、裁判所は、

一定数以上の貧民に、その金銭を支払 うよう命じることもできるし、また信託設定の時によりも、生活費が上が

っている場合は、定められた額以上の金銭を支払うよう命じることもできる。また、その残余額 を、別の手段で

貧民 を救済するために運用するよう命 じることもできる。

⊇ 媒 体的な公益!」的の意思を七たない墨☆

財産権が、ある特定の公益 目的のために充当されるように、信託として贈与され、その目的を完全に達成した

後に、なお、信託財産に余剰があるが、委託者は、信託財産の全部を公益目的にあてるという総体的な公益目的

の意思を明示 しなかったときには、その残余財産についての復帰信託が生じる。第432条 参照。

たとえば辞書の編纂と出版のために信託として金銭を遺贈したが、その辞書の編纂 と出版だけでは遺贈された

遺産の総額を使い切ることがなかった場合、遺言者が公益目的に金銭を譲渡するというさらに総体的な意思を明

示していなければ、遺言者の残余財産の復帰信託となる。

c.公 益法人または公益団体

財産権が、公益法人の目的の一つに充当するため、その公益法人に贈与されたが、その目的を完全に達成した

後、なお信託財産に余剰があれば、委託者がその贈与を委託者の列挙した特定 目的にのみ限定してなされるもの

とする意思を明示している場合を除いて、裁判所はその法人に対して、その残余財産をその法人の他の 目的に充

当すべき旨命じることになる。財産権が、法人格のない公益団体の目的の一つに充当するため、その団体に贈与

されたが、その目的が完全に達成された後になお、信託財産に余剰がある場合 も、同様に残余財産はその社団の

別の目的に充当されるのが通常である。

d.一数Eの 養r}儲 ・

特定の公益目的に供される資金を、数人の者が分担して寄附した場合、その目的が完全に達成された後、なお、

信託財産に余剰があるが、可及的近似の原則を適用されない場合、その残余財産について、それらの寄附者は、
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各々のなした寄附の割合に応 じて、その残余財産に対する権原を有する。寄附者のうちに確定 しえない者がある

とき、それ らの持分については、その州のための復帰信託となる。第辺 条参照。

第401条 期間の制限または条件

(1)公 益信託が信託条項によって、ある事実の発生まで継続する、またはある事実の発生 とともに終了するも

のと規定されているときは、その規定が無効でないかぎ り、公益信託は、その事実の発生とともに終了する。

(2)公 益信託が、ある一定の事実の晃生までその効力を生 じないものと、信託条項に規定されているときは、

その規定が無効でないかぎ り、公益信託はその事実の発生まで効力を生じない。

注1

旦._晶 托違反1;よ うて{蛆遣宿托が{甦 るので1止ない場合

信託条項に期間の制限または条件についての規定がなく、指定されたその公益 目的が可能で、現実的あるいは

適法であれば、単に受託者が信託財産を本来の目的に使用しなかったことや他の目的に転用したりしたことによ

って、公益信託の遂行を塀怠したという理由だけで、その公益信託が無効となることはない。信託違反に対する

救済は、受託者に信託の履行を強制するか、あるいは、信託違反に対する原状回復をなす ことを目的とした訴訟

によってなされるのであって、委託者の一定財産のための復帰信託が負わされるのではない。信託の遂行が不可

能、非現実的または違法となった場合、委託者がその財産権を公益 目的にあてるというような、より総体的な公

益 目的の意思を明示しなかったときに限って復帰信託が生じる。第399条 参 照。

b.躍!刊:の 有無

条件を付けるという意思が特定の文言を以って明示 されているのでなければ、公益信託に基づいて財産権の譲

渡をなすという証書は、通常、条件を付したものではないと解釈される。ある公益 目的のために、財産権が、信

託として譲渡されるとき、譲渡証書にその財産権はその目的のために永久に使用されるべきものとか、あるいは、

その目的にのみ使用されるべきものであるという指図がなされていたとしても、そのような事実だけで条件が設

定 されているとはいえない。たとえば教会の牧師館をその上で永久に維持するという目的のためだけの信託とし

て土地を譲渡 したが、委託者やその相続人は牧師館として使われていないとか、その他の目的のために使われて

いるというだけでは、土地の返還請求権はない。牧師館として使用するのが実際的であるなら、受託者は強制し

てその目的に向けさせることができる。牧師館として使用するのが実際的でないなら、信託は失効 して、委託者

がもっと総体的な公益信託の意思を明示していない場合に限って復帰信託が発生する。第399条 参照。

財産権が、ある一定の公益目的に、充当 されることを 「条件どして」贈与された場合は、それによって、通常

は公益信託が設定されるし(第351条 注e参 照)、 また指定された目的のためにその財産権を使用しないときには、

その財産権は委託者またはその相続人に復帰するものであると信託証書に規定されているのでなければ、通常、

条件を課したものではないと解釈される。第399条 注c参 照。たとえば、土地が教会の牧師館として使う建物をそ

の上に建てることを 「条件に」譲渡 された場合、その建物が牧師館 として使われなかった り、その他の目的に使
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われているからというだけでは、委託者やその相続人にその土地の返還請求権はない。もし牧師館 として使 うの

が現実的でなければその信託は失効し、委託者がもっと総体的な公益信託の意思 を明示していない場合に限って

復帰信託が発生する。第399条 参照。

c -.-1期目1の1制限

ある一定の事実状態が継続するかぎり、あるいはある一定の事実が発生するときまで、財産権をある公益 目的

に充当するという信託として財産権を贈与する場合、その公益信託は、指定された事実状態が終了 したとき、あ

るいは指定 された事実が発生したときに終了するのである。有効な財産移転文句がないかぎり、受託者は、その

信託財産を、委託者またはその相続人のための復帰信託に基づいて保有する。第413条 、第432条 参照。その事実

が、永久権禁止則に定められた期間、すなわち制定法 によって別段の規定がないかぎり、指定 された者が、信託

設定のとき生存しているのであれば、その者の生存中およびその死後21年 間 であるが、その期間を超えるまで発

生しえないものであるか否かは重要なことではない。たとえば、その上に学校を維持するための信託として土地

を移転し、その土地に学校が維持されている限 り信託は継続すると規定されている場合、学校がもはやその土地

の上からなくなってしまえぱ、その公益信託は終了し、委託者あるいはその相続人が土地の返還請求権を得る。

そのような場合、先行贈与不動産権消滅後の不動産権の設定(giftover)京 があろうとなかろうと、その設定が

有効であろうとなかろうと公益信託は終了する。非公益目的のための二次的な不動産権の設定は、永久権禁止則

の期間内に権利が帰属する場合にのみ効力を有する。注g参 照。公益目的のための二次的な不動産権の設定は、

永久拘束禁止則の期間内に発効しなかった場合でも有効である。注f参 照。この場合、この設定は有効である。

もし、その二次的な不動産権の設定が無効であれば、公益信託は終了し、委託者またはその相続人のための復帰

信託が生 じる。たとえば、その上に学校を維持するためにの信託として土地が譲渡され、その土地の上に学校が

維持されている限りは信託が継続すると規定されていたが、その学校はもはやそこに維持されるべきでなくなっ

た場合には、指定された者と相続人に土地は譲渡 されなければならず、その学校がその土地にもはや維持されて

いないのであれば委託者の財産のための復帰信託が発生する。

*[訳 注]giftover-一 一一先行贈与不助産権焼結後の不動産権(の 設定}と は、遺言書または財産譲渡証書におい

て、特定人への財産譲渡が無効となったとき、その財産を他の特定人に与える旨の第二次的な指定をいう。

d.解 除条∫'t

財産権が、公益目的に充当されるための信託 として贈与され、ある一定の事実が発生したとき、または一定の

事実状態が存在しなくなったとき、その信託は終了するものと規定されている場合には、その公益信託は、指定

された事実が発生したとき、または指定 された事実状態がもはや存在しなくなったときに終了する。ただし、二

次的な不動産権の設定が無効の場合で、 しかもその公益信託はその設定の効力が生じたときにのみ終了するとい

う意思を委託者が明示していた場合はこの限りではない。第413条 注d参 照。二次的不動産権の設定が存在しなけ

れば、受託者は、その財産権を委託者またはその相続人のための復帰信託に基づいて保有する。永久拘束禁止則

の期間内に授権されていなければならないが、非公益 目的のための二次的不動産権の設定がなされていれば、そ

の設定は有効で効力を持つ。その授権が永久権禁止則の期間内であろうとなかろうと、公益目的のための二次的
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不動産権の設定は有効である。注f参 照。もし非公益目的のためであり、また永久拘束禁止則の期間内に効力を

生 じないからというので二次的不動産権の設定が無効となる場合、委託者がその設定が有効な場合にだけ公益信

託が終了するという意思を明示 してない限 り、やは り公益信託は終了 して委託者とその相続人のための復帰信託

が発生する。たとえばその上に学校を維持するための信託として土地が譲渡されたが、その土地の上に学校がも

はや維持されていなければ、結果的に土地は委託者の相続人か指定 された者とその相続人に譲渡 され、委託者の

財産のための復帰信託が発生する。

疎遠性によって無効ではない解除条件は違法であることの効力については注h参 照。

旦L権 利喪鑑に劃する鞭1三捷.L.璽散緒 玉綿

ある一定の出来事の発生のときに公益信託は終了するという規定は厳格に解釈され、裁判所は、指定の出来事

が、既に発生していることが明白である場合でなければ、信託の終了の判決をしないのである。たとえば信託財

産からの収益をある学会に支払うよう規定したが、その学会が解散してしまったり、学会 としての存在が消えて

しまったら信託は終了するが、相互が同意するよう命じて他の学会と合併したからといってこの条件が破られる

ことはない。

たとえ、指定された出来事が発生したとしても、裁判所は、その条件違反が受託者 自らの過失によるものでは

なく、また、権利喪失を強制することは、衡平法に反するものであるときには、信託終了の判決を下すことを拒

否することができる。信託終了すれば財産権を持つ ことができる者が、この条件をやぶることについて責任があ

る場合はなお さらである。たとえば土地が孤児院の設立のための信託として遺贈 されたが、もし遺言者の死後3

年以内に孤児院が設立されなければ財産権は遺言者の相続人に復帰すると規定 してあった場合、遺言老の相続人

が遺言の有効性に異議を唱えて3年 間、訴訟を引き延ばして続けたときには、受託者がその3年 の期間内に孤児

院を設立できなくても土地の返還請求権が相続人に授権されることはない。

上、_公益団体1出血:蜘 杢」=建

指定された出来事が発生したときには、公益 目的のために贈与された財産権は、別の公益目的のため同一の受

託者または他の受託者によって保有されるものとする規定は、その事実が永久権禁止則の期間内に発生しうるも

のではないとしても有効である。それ故、ある公益法人から別の公益法人へなされた二次的不動産権の設定は、

達成不可能を理由に無効とはならない。

二次的不動産権の設定という出来事は最初の公益信託の失効あるいは公益信託の目的のうちのひとつの失効に

よって効力を発生するか、そうでなければ信託の財産管理とは無関係な出来事となる。その二次的不動産権の設

定は条件が違法な場合は無効である。注h参 照。最初の贈与が限定的な形でなされようと、解除条件を条件 とし

ていようと重要ではない。

例:

1.Aは 学校の援助のため収益 をあてる信託として土地を遺贈 し、廃校になればその収益は教会に充

当するよう指示した。その学校は廃校 となった。教会のために有効な信託が設定される。

2.Aは 教会の牧師に一定の場所で布教活動する間は援助を行 う信託として財産を遺贈し、教会がそ
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の場所で活動しなくなったら、財産権を学校を援助するのに充当するよう指示した。教会は他の場所に

移転した。学校のための有効な信託が設定される。

3.Aは 大学に収益を支払 う信託として財産を遺贈 したが、もしその大学が遺言者の墓の修理 ・管理

を拒否すれば財産権はその他の大学に保持 させると指示した。この二次的不動産権の設定は有効である。

乱_宝.益一団_鯵塑 ら非曇柑1卜到体への二」虫「白干動産撞壁越建

指定された出来事が発生したとき、公益目的のために贈与された財産権は、非公益 目的のために使用されるも

のとする規定は、その事実が永久権禁止則の期間内に必ず発生するものであるときにのみ効力を有する。二次的

不動産楠の設定が個人に対する唯一の贈与であっても、財産権が同一のまたはその他の受託者による私益信託に

保持 されることにされていても上記は当てはまる。たとえばその土地の上に学校を維持するための信託 として土

地を受託者に遺贈し、その土地の上で学校を維持することをやめた場合には土地は第三者とその相続人に帰属す

るか、第三者とその相続人のための信託として受託者が保持するか、他の非公益目的のための信託として保持 さ

れると指示されている場合、永久拘束禁止則の期間を超えて効力を発生させようとするなら、その贈与は無効と

なる。

力」_正法な1酵離条件

財産権が公益信託に基づいて贈与され、一定の出来事が発生したとき、その公益信託は終了すると規定されて

いる場合、その条件が不法なものであれば、その条件は無効とされるのであって、その公益信託が無効となるの

ではない。第65条 注e参 照。たとえば遺言者が医学校のために収益を使うよう受託者に金貝 を遺贈し、その学校

がある治療法を擁護する講義をやめれば信託を終了 させると指示していたが、その治療法は生命に危険を及ぼす

ようなものであった場合、その学校がその講義をやめたからといって信託は終了しない。

.L-一』1訟益団旦力三ら黄櫨坦1蜷±辺二剛 力4～動産樋壁1雌

指定された出来事が発生したときには、非公益 目的のために贈与された財産権を公益目的に充当されるものと

する規定は、その出来事が永久権禁止則の期間内に必ず発生するものであれば効力を有する。たとえば遺言者が

その生存中は指定した人に利益を支払、その人の死後は残 された子供に財産権 を譲渡する信託として財産を遺贈

するが、指定した人に子供がいなければ公益目的のための信託としてその財産権を保持するものとしたところ、

指定 した人が子供を残さずに死亡した場合は、意図された公益信託は有効である。

指定された出来事が発生 したときには、非公益目的のために贈与 された財産権を公益目的に充当されるものと

する規定は、その出来事が永久拘束禁止則の期間を超えて発生するものであれば無効である。たとえば遺言者が

その非公益法人が存在する限りは土地の占有を許す信託として土地を遺贈 し、もしその法人がその土地に存在し

なくなったら公益目的のための信託とするよう指示 した場合、その意図された公益信託は無効である。

L_公 益 団.据に封ずる持止条姓{止き」Z頚髄f壁 され垂≡カも_虫聞譲渡が ◆われな史墨金

永久権禁止則の期間内には発生しないかもしれない一定の出来事が発生したときに財産権を公益 目的に充当す

る信託として贈与された場合、中間譲渡が行われなくても、その出来事の発生が停止条件となっているときにの

み、その信託は失効する。
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もし委託者がその出来事が発生するまでは公益信託を成立させないという意思を明示している場合、永久拘束

禁止貝llの期間内にその出来事が発生しなければ、その信託は失効する。たとえば一定の場所の大聖堂の記念の飾

り窓をつくるために充てる信託 として財産権を遺贈したが、その大聖堂はまったく建築されそうもなく、また委

託者が総体的な公益的意思(第399条 参照)を 明示していなければ、その信託は失効する。

これに反して、委託者がたとえ、永久権禁止則の期間内に発生 しえないような一定の事実の発生まで財産権を

公益 目的には充当しないように指図したとしても、公益信託は直ちに発生するという意思を明示 しているのであ

れば、その信託は有効である。 このような場合、その出来事の発生は停止条件ではなく、公益団体に対し履行が

延期 されている贈与が直ちになされたのである。裁判所は、その財産権を保有したままその出来事の発生を待つ

よう受託者に許可するが、その出来事が、相当と思われる期間を経過 した後にも起 りそうもないと裁判所が判断

したときには、その財産権を可及的近似の原則の適用によって、総体的な公益目的の範囲内にある何らかの目的

に直ちに充当するよう裁判所は命じることができるのである。第399条 参 照。

たとえば遺言者が一定の公益 目的の達成のため死後に設立される公益法人に、金銭を遺贈または信託として遺

贈 した場合、たとえその法人が永久拘束禁止則の期間内に設立されなくても、その贈与は有効である。このよう

な公益目的への直接的な贈 与もあるし、また裁判所は妥当な期間内にその法人が設立されるなら、財産権をその

法人に譲渡するよう命ずるか、可及的近似の原則に基づいて指定 された公益目的に財産権を充当するような計画

を策定し、裁判所が指名した受託者に管理させるよう命ずることもできる。第399条 参照。このような場合、その

法人の設立は信託設定の停止条件 とはならないし、通常、可及的近似の原則の適用をあらかじめ除外することは、

遺 言者の主要な意思ではないと解 される。

また他人が病院の敷地内に土地を寄贈するとか、他人が十分な額を寄付 して病院が建築されるようなことがあ

れば、病院の一部を建てるための信託 として金銭を遺贈するとした場合、他人の敷地の寄贈 とか寄付金が公益信

託の停止条件でなければ、また、遺贈者が敷地が寄贈されたり寄付金がなければ信託は起こらないと意思表示し

ていなければ、その信託は有効である。

k.蓄 積 にっいてo規 定

財産権がその収益を一時蓄積 しておくように指図され、公益信託 として贈与される場合2つ の問題が生じる。

第1の 問題は、蓄積についての規定の有効性に関するものであり、第2は 公益信託の有効性の問題である。制定

法で別段の規定がなされていないかぎり、公益信託に基づいて保有 されている財産権の収益を貯蓄するよう指図

することは、それが相当と考えられるものであれば、永久権禁止則の期間を超えるか否かにかかわらず、有効で

ある。公益団体のための蓄積をなすべきことを命ずる規定は、その期間については、裁判所の監督に従って定め

られる。財産権の リステイ トメント第442条 参照。もし裁判所あらゆる情況を鑑みて、蓄積期間が妥当性を欠くほ

ど長期になっている判断すれば、直ちにまたは裁判所が決定した時期に財産権を指定の公益信託に充当するよう

命じて、もし必要なら委託者の総体的な公益の意思を実現するために可及的近似の原則を適用することができる。

第399条 参照。

公益信託は、蓄積についての規定の効力の有無にかかわらず、その規定があるという理由で失効することはな
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い。その条項の規定の無効が、公益信託を無効とするものではない。しかし蓄積することが、その公益信託の停

止条件であり、委託者がもし蓄積がなされないときは、その信託の効力は発生しないとする意思を明示している

場合で、 しかも蓄積期間が永久権禁止則に定められている期間よりも長いときには、永久権禁止則の期間内に発

生 しえない出来事を条件としているために、その公益信託は失効する。

上L王 法な停止条{'ト

ある一定の事実が発生したときにのみ、効力を生じるというような公益信託に基づいて、財産権が譲渡され、

しかもその条件が不法なものであるような場合には、その出来事がたとえ発生したとしても、その公益信託は起

こらないか、またはその条件が失効 し、その出来事がたとえ発生しなくても、公益信託が成立することになる。

委託者が厳格に意図を明示 しているときには、その委託者の意図の明示がその出来事が発生しなくても公益信託

が成立するのか、その出来事が発生 しても公益信託が起 こらないかを決定するものとなる。通常の場合のように、

条件が違法と判断されたときに生ずる事項について、委託者が何ら確定していないときには、その出来事の発生

の有無にかかわ らず、その公益信託は効力を生ずる。ただし、適法に承認された証拠によって、委託者がもしそ

の条件が違法であれば公益信託全体を無効とするという意思を有していたと推定されることが明らかになった場

合は、この限 りではない。第65条 注f参 照。

たとえばもし遺言者が疾病の一定の治療法を擁護する講座をまずはじめに開講するなら、医学校のために収益

を使うよう受託者に金銭を遺贈したところ、その治療法は生命に危険を及ぼすものであることが立証された場合、

委託者がその条項が失効すれば信託を成立させないと明示していなければ、その学校がその講座を開講しなくて

もその信託は発生する。

m,前 後参照 ・

公益信託のための財産権の譲渡(注f～ 注k参 照)に 対し、永久権禁止則を適用することについては、財産権

のリステイ トメント第396条 ～ 第398条 を参照。

公益団体のための貯蓄についての規定(注k参 照)の 効力に関しては、財産権のリステイ トメント第442条 を参

照。

第6節 第三者に対する責任

覚書:

当節は、不法行為であるのか契約であるのか、またその第三者はその信託が与える利益を受ける者なのか、そ

の信託の管理をするために受託者に雇われた者なのか、非当事者なのかという、第三者への信託の財産管理が負

う義務を含んでいる。当節は信託違反に対 して受託者が負っている義務については触れない。たとえば信託目的

以外に信託財産 を流用した り、怠慢や受託者としてのその他の過失によって信託財産に損害を与えたことについ

ては、第386条 参 照。
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第402条 不法行為に対する責任

(1)公 益信託の受託者は、第三者に対 して、信託の財産管理に際 してなされた不法行為にっいて、受託者自ら

過失がある場合に限り、個人としての責任を負 う。

(2)信 託 の事務処理にっき、不法行為を受けた第三者は、信託財産に対 し差押をなして自己の権利の賠償のた

めに、それを充当することができる。

(1)項 の注:

.且,受1駈握1こ1ヨーら過失があるとされる 合

公益信託の財産管理がなされる際、受託者の過失によって不法行為がなされた場合、その受託者は、その不法

行為によって損害を受けた者に対して個人としての責任を負う。 このことは、損害を受けた者が、まったくの第

三者であっても、あるいは信託事務処理について、受託者が雇った者、あるいはまた、信託に基づく利益を受け

る者であってもあてはまる。受託者の過失によって危険な状態で信託が遂行 されていることを許容していること

や、過失によって、不適任な者を雇人に選んだことや、その他の故意過失による違法行為である場合にも、 この

ことはあてはまる。

たとえばもし病院の受託者が安全でない情況で病院のエレベーターの運行を不注意にも許可した場合、受託者

はエレベーターの落下が原因で怪我をした人に対して、その人が患者であろうとなかろうと、有料ないし無償で

治療 をうけている患者であろうと、被雇用者であろうと、非当事者であろうが関係なく、個人 としての責任を負

う。また、病院の受託者はもし受託者がその看護婦が無能であることを知っていたり、知 り得た場合には、受託

者に雇われた無能な看護婦が原因で起 こった損害にも責任がある。また、遊園地の受託者は、 もし受託者が遊園

地との間でそのような危険が起これば、その貴は受託者の怠慢に帰すると契約 を交わしていた場合、隣接する土

地の所有者が起こした損害についても責任を負う。

量」..鷺託者に1`1ら過釆あ旦 と1まいえない場合

公益信託の財産管理について、受託者の過失によらないような不法行為が生じた場合、受託者は、その不法行

為によって損害を受けた者に対 して、個人としての責任を負うものではない。たとえばその損害が信託の財産管

理をしている受託者に雇われた者の怠慢によっておこった場合は、 もし受託者は被雇用者の選択に注意 しなけれ

ばならないとしても、受託者に責任はない。受託者が自己の利益のため業務を行う場合、あるいは私益信託の受

託者として業務を行 う場合{第264条 注b参 照)に 適用される代位責任の原則は、公益信託の受託者には適用され

ない。

c..敵 人{硬 随者が」あL昼 食

公益信託の受託者が数人ある場合、そのうちの1人 が公益信託の事務処理 の際になした不法行為に自ら過失が

ある受託者のみが、その不法行為によって損害を受けた第三者に対 して個人としての責任 を負 うのであって、過

失のないその他の受託者は個人 としての責任を負わない。たとえば信託の財産管理のための受託者に雇われた者

の過失によってその損害が起 こったが、受託者のうちのたった1人 だけが、その者が無能だということを知って
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いるか、知り得た場合には、当該受託者は個人 としての責任を負うが、その他の受託者は個人 としての責任を負

わない。

(2)項 の注:

旦」 酸割目産に対す五差塑

信託の事務処理について自己の受けた損害を填補するため、不法行為上の請求権を有する者が、公益信託のた

めに保有 されている財産権を差押えることが可能か否かにっいては裁判所の見解が大きく対立 している。ほとん

ど大部分の場合、財産権は個人受託者より公益法人によって保有 されている。その公益法人の不法行為責任を免

除する判決がなされている州 もある。また、法人の理事会の側に過失がある場合以外は、責任を免除するという

州、あるいは利益を受ける者に対する責任は免除されるが、その他の損害賠償請求権者に対する責任は免除され

ないとする州もある。

裁判所の見解の傾向としては、公益法人の組織を非公益法人の組織 と同じとみなして、その組織に対し理事会

の過失だけでなく被雇用者の不法行為による責任も負わせ、あるいは、他の非当事者と同様、利益を受ける者に

対する責任をも負わせることで責任の免除を避ける方向にある。本条において、規則はこの裁判所の見解の傾向

に従って述べられている。

第403条 契約上の責任

(1}公 益信託の受託者は、信託事務処理にっいて、自己が締結 した契約に基づいて生じた責任に対しては、私

益信託の受託者が負担するのと同一の範囲内で、個人としての責任を負う。

(2)公 益 信託の事務処理にっいて、受託者の締結 した契約に基づいて、受託者が第三者に対する責任を負う場

合、その第三者は、私定信託の場合と同一の範囲で、信託財産に対 し、衡平法上の訴訟手続によって差押をなし、

自己の権利の満足を受けることができる。

(1)項 の注:

旦」L畳」置者」口宮任

公益信託の受託者は、その信託事務処理について自己の締結した契約に基づいて生じた責任に対し、個人 とし

ての責任を負 う。ただし、契約の条項によって、その者は個人としての責任を負わないと特に定められている場

合は別である。私益信託について第262条 、第263条 と比較。公益信託の受託者が、契約によって、信託財産に負

担 を帰すぺき権限を有するものと表示して、かかる契約を締結した場合に、 もし受託者が上記の権限をもたない

ときには、その受託者は、保証違反(breachoflarranty)に つ いて個人としての責任 を負う。私益信託について

の第263条(2)項 と比較。

b.数 ∧ の斑 晶者

公益信託の受託者が数人ある場合、受託者に付与 された権限は、受託者の過半数によって適法に行使すること

ができる。ただし、信託条項に別段の定めがある場合は、このかぎりではない。第383条 参照。公益信託の事務処
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理に際して、受託者の過半数が契約 を締結し、その他の受託者は、その契約締結に加わらなかった場合、それ ら

の者は、その契約上の個人としての責任を負わない。

(2)項 の注:

旦_瑞 托財一座躍 主権阻

公益信託の財産管理において、第三者との契約が受託者によってなされた場合、または、数人の受託者がいて、

その契約が受託者の過半数によってなされた場合、私益信託の事例 と同じ範囲で、その第三者は衡平法上の訴訟

手続によって信託財産に及んで契約上の請求権の弁済に充当することができる。第266条 ～第271条Aを 参照。

旦.一連 益法人一の宜fE

公益法人が第三者と契約 を締結する場合、その第三者は、その法人に対 し普通法上の訴訟を提起することがで

きる。

⊥
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第12章 復 帰 信 託(resultingtrust)

第1節 一般原則

第404条 復 帰信託の発生する場合

第405条 無 償譲渡

第406条 詐 欺防止法(theStatuteofFrauds)

第407条 受益者による譲渡

第408条 受 託者による譲渡

第409条 消滅時効

第410条 復帰信託の終了

第2節 明示信託が効力を有しない場合

第411条 一般原則

第412条 復帰信託発生が生じない場合

第413条 公益信託が効力を有しない場合

第414条 特定集団の構成員のための信託

第415条 血縁者(relatives)の ための信託

第416条 不特定集団の構成員のための遺言処分

第417条 不確定または一般的目的のための遺言処分

第418条 特定の非公益目的のための遺言処分

第419条 特定の受益者の指定がない生前譲渡行為

第420条 数佃の有効な目的のための信託

第421条 公益 目的と無効な目的

第422条 信託が不法であるために効力が生じない場合

第423条 譲受人が譲渡に対し対価を支払った場合

第424条 第三者が譲渡に対し対価を支払った場合

第425条 信託宣言に対し対価が支払われた場合

第426条 一般的指名権(generalpo曹erofappoint■ent)を 付与 された者のための復帰信託

第427条 特定的指名権{specialpo鴨rofappoint■ent)を 付与された者のための復帰信託

第428条 既存の信託の受益者により新たに設定 された信託が効力を有 しない場合

第429条 口頭による権利消滅行為

第3節 明示信託の信託財産に残余が生じた場合

第430条 一般原則

第431条 復 帰信託が発生しない場合
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第432条 公益信託における残余財産

第433条 譲受人が譲渡に対 し対価 を支払った場合

第434条 第三者が譲渡に対 し対価を支払った場合

第435条 信託宣言に対 し対価が支払われた場合

第436条 一・般的指名権(generalpolerofappoint■ent)を 付 与された者のための復帰信託

第437条 特定的指名権(generalpolerofappoint■ent)を 付 与された者のための復帰信託

第438条 既存の信託の受益者により新たに設定 された信託

第439条 口頭による権利消滅行為

第4節 財産権がある人に対して譲渡され、その購入代金が他の者によって支払われた場合

第440条 一般原則

第441条 復 帰信託が生じない場合

第442条 血縁者(relative)の 名 でする買入

第443条 血縁者に対する贈与の推定が生じない場合

第444条 不法目的

第445条 代金の支払いが譲受人に対する貸付としてなされた場合

第446条 代金の支払いが譲受人に対して負担する債務の弁済 としてなされた場合

第447条 代金の支払いが譲受人に対する贈与としてなされた場合

第448条 譲受人が購入代金を他人に対する貸金として支払った場合

第449条 譲受人が購入代金を他人に対して負担する債務の弁済として支払った場合

第450条 譲受人が購入代金 を他人に対する贈与 として支払 った場合

第451条 購入代金が譲受人以外の者により支払われ、その支払いが第三者に対する貸金としてなされる場合

第452条 譲渡代金が譲受人以外の者により支払われ、その支払いが第三者に対する債務の弁済としてなされた

場合

第453条 購入代金が譲受人以外の者により支払われ、かつその支払いが第三者に対する贈与としてなされた場

合

第454条 代金の一部支払い

第455条 支払いが金銭でなされない場合

第456条 信用購人(purchaseoncredit)

第457条 購入後の支払い

第458条 立証責任

第459条 受益者が禁反言を受ける場合の債権者の権利

第460条 口頭による権利消滅行為
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[訳注]

404条 以下の第12章{ResultingTrust)は 、 語義からすれば、一定の場合に信託財産が設定者またはその遺産

に復帰する結果 となるという構成であるから、本稿では、一応 「復帰信託」との訳語を用いてみた。もとより、

その一定の場合というのは、委託者の意思が推定 されるところに従 うとの趣旨で認められているのだから、この

点か らすれば、むしろ大阪谷教授の訳 されたように 「推定信託」とする方が適切なのかもしれない(昭 和21年 、

司法資料293号 参 照)。 細かいことをいうと、場合により推定信託と復帰信託との両訳語を使い分けた方がよいよ

うにも感じられ、少なからず迷った果てに、結局 「復帰信託」にしておいた。

訳語の選択はともかく、その財産権復帰 という信託の構成は、わが国の法制度にはあまり見当たらない特異な

ものであ り、わが民法上、無効 ・取消の遡及効の理論や、事務管理ないし不当利得などがやや近似するであろう

か。

第1節 一般原則

総説;

復帰信託は、ある者が財産権の処分をしまたは処分をさせた場合で、かつ、随伴する事情からみて、その処分

によって財産 を保持するけれども、受益権を与えているものではないという意思が推測される場合に生ずる。た

だし、その推測がくつがえされ、あるいは受益権が有効に処分 されたと認められるときは、この限 りではない。

復帰信託は、以下の事情にいずれかの場合に発生する。

1.私 益信託または公益信託の全部または一部が、効力を生 じない場合(第411条 ～第429条)。

2.私 益信託または公益信託が完全に履行されたのに、残余財産が生じている場合(第430条 ～439条)。

3.財 産権の売買において、代金を支払った者の指示により、売主がその財産権を他の人に引渡 した場合(第

440条 ～460条)。

これら三つの場合、財産権に対し普通法上の権原 を取得する者に、受益権を与えることを意図していなかった

ことが推測される。どの場合も、これ らの推測は意思の内容よりも、取引の性格から決定される。

これ らのどの場合も、いつか発生する明確な証拠によって普通法上の権原を持つ者が受益権を持つと意図され

ていたり、 もしくは有効に受益権が処分 された場合は復帰信託は発生しない。412条 、431条 、441条 参 照。

最初の二つの復帰信託の類型は相似する。財産が明示信託によって移転されて受託者に受益権のないことが推

測され信託が無効になったり、全部履行 されたりした後、信託財産が残った場合、受託者は自己の利益のため財

産を保持することはできず、復帰信託として信託を設定した者 もしくは財産のために保持する。第三類型では、

財産の物権移転がある者になされて、対価が支払われて、明示信託が設定されない場合、譲受人は受益権がある

とは意図されず、その者は出損者のために財産を保有すると推測 される。

復燈値壼1主 設定の方法で、1到示虹託と区趾旦拠る。明示信託は、委託者が書面または口頭で信託創設の意思

表示をした場合にのみ設定される{第23条 、第24条 参 照。)明 示信託の存在を認めたい者は委託者の設定の意図

1
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を明確に示さなければならない。

これに対 して復帰信託は、必ずしもその設定の意思を委託者が表示する必要はない。復帰信託の発生を望む者

が、財産権の譲渡によって権利を取得 した者に対し、その財産上の受益権 を譲受人に与えないつもりであること

が、事情から示されることによって、復帰信託は生ずる。

ゆえに、譲受人が受益権を持たず、受益権の有効な処分 もない時は譲受人 もしくは財産に復帰信託が生 じる。

復帰信託は処分者が考えたであろう財産処分意図に従った状況を創 り出す目的で発生する。もし明示信託を設

定 したなら受託者が財産上に受益権を有 しているということを委託者は意図していなかったと推測 される。信託

財産全体の消費なしに信託が無効になったり、全部終了するであろうと、委託者が予見したならば、受託者に財

産を再び自分に戻すように望んだであろう。財産を他人名義で購入するならば、その者は譲受人に受益権を与え

るのではなく、譲受人が自己のために財産を保有することを意図した。

もしこれらのケースで所定の形式で財産は信託として保有されると明示的に規定され処分されるならば、復帰

信託でなく明示信託が発生する。たとえば財産所有者が財産を信託譲渡し、信託条項で、信託が無効だった場合、

財産を自分に再移転すべきことを定めた場合、明示信託が発生する。同様に他人名義で財産を取得 し、移転の文

書の中であるいは別文書で(第42条 参照)、 譲受人が信託の形態で購入者のために財産を保有すると定めていた

場合、明示信託が発生する。財産が不動産でなければ口頭の契約で信託が発生する(第39条 参照)。

復帰信託の原理は、財産処分を行った人やその財産に有利な明示信託を設定する意図が明確でない時に重要と

なる。なぜならば第一に処分を行った者に真実その意図があるかの証拠がないからである。第二にそのような意

図は詐欺防止法や遺言法の形式に合致しないので証拠 とならないからである。たとえ信託処分者の自己の利益と

なる意図が証明されなくても、財産の保有者に自己のために財産を保持することもしくは移転することを要求で

きる、保有者が受益者に予定 されていないことが推測できるならば。この推測は処分者の利益となる信託が設定

される意図を積極的に証明することを不要とする。

復刻口語の霞髄者の義務

復帰信託の受託者は、明示の受働信託の受託者のように、通常は、受益者またはその指示にしたがって財産権

を引渡す義務だけを負っている。第69集 注d参 照。

例 えば、財産移転がされ、対価が他人によって支払われた時、出損者が要求した時はいつでも、出捕者に再移

転するのが、譲受人の義務である。また、通常、明示信託が財産全体を消耗することなしに無効となったり終了

した場合、信託を設定したものやその承継人に信託財産を移転するのが、受託者の義務である。しかし、明示信

託が、複数の受益者のために終了しなかった場合は、即時の復帰は受託者の義務ではない。例えば、信託が一人

の生涯受益者のために設定され、残余権が他の受益者に設定されたならば、生涯受益者が権利を放棄し残余権者

の利益が進行 しない時(第412条 注c参 照)、 生涯受益者の生存期間中復帰信託が受託者 もしくはその財産のため

に発生し、収益を支払 うのが受託者の義務 となり、再移転は義務とならない(第411条 注i参 照)。

また、復帰信託の受託者は、明示信託の受託者と同様に、受益者に対し、信認関係にある。 したがって、受益

者 と取引行為をする場合には公正を旨とし、受託者として知りうべき事項を受益者に告げなければならない。第
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170条 と比較せよ。

撚lli子託 は・齢lfli酷.垣 噺u吐i糟tτust)と 型 刮 ‖塾越 南

復帰信託は財産の移転が譲受人に受益権を与えない意図が推測 される状況で行なわれた時に発生する。擬制信

託は、当事者の意思で生ずるものでな くて、その財産権 を保有する者に、その財産権 を保有させておくことが違

法であった り、衡平に反するような場合に、課されるものである。

擬制信託は明示信託や復帰信託と異なりその性格において救済的なのである。原状回復の リステイ トメント第

160条 参 照。

第404条 復帰信託の発生する場合

復帰信託は、ある人が財産権を処分 し、または処分させた場合において、その処分によって権利を取得または

保有する者に、その財産権に対する受益権を享受させない意思を有すると推測できる事情のもとにその処分がな

されたときに、発生する。但 し、その推測が くっがえされ、または受益権が他に有効に処分された場合は、この

限りではない。

注:

旦 一復帰信託は、私益信託または公益信託の全部または一部が効力を有しない時(第411条 ～429条)、 私益信託

または公益信託につき残余財産が生じた場合(第430条 ～439条)、 財産権の購入に際 し代金を支払った者に指図

により売主が他の者にその財産権を引渡した場合(第440条 ～460条)に 生ずる。

第405条 無償譲渡

財産権の所有者が信託設定の意思を表示することなくその財産権を譲渡 した場合には、譲受人は、その譲渡が

無償譲渡の場合でも、復帰信託にもとついてその財産権を保有することはない。

注:

aユ ー スと トラス ト

普通法上は単純所有権を約因なしに移転したものにユースが生じるとしている。しかしこれは現代信託法では

適用されない。

財産権が対価なしに譲渡された場合、通常、譲渡人は譲受人に贈与する意図であることが推測され、譲渡人の

ためにその財産権を保有 してもらう意図をもつものではないと推測される。

b.擬 制信託

詐欺防止法の要件をみたさないために履行ができない信託として財産が移転された場合、譲受人に擬制信託が

発生するか否かについては第44条 、第45条 、第411条 注o、p参 照。

第406条 詐 欺 防 止 法(theStatuteofFrauds)
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法令により、すぺての土地の信託宣言または信託の設定は、当事者の署名のある書面によって表示され、かつ

証明されることを要する旨が規定されていても、復帰信託の発生には、何らの書面 も必要ではない。

注:

a.詐 欺防止法の規定は、明示信託に適用され、復帰信託または擬制信託(constructivetrust)に は適用され

ない。

同法8条 では法の解釈によって生 じる信託は土地についても発生する。それ らは詐欺防止法がなくても同様の

結果 である。イギ リスでもアメリカでも復帰信託、擬制信託は書面によって証明されなくても、発生する。

第407条 受益者による譲渡

(1)復 帰信託の受益者は、その受益権を譲渡する権利を有する。

(2}復 帰信託の受益者が無遺言で死亡 した場合には、その受益権の相続は、その受益権に対応する普通法上の

権利の相続にっき適用される規則と同一の規則に支配される。

{3)復 帰信託の受益者の債権者は、その債権の満足を受けるため、適当な方法で受益権にっき執行することが

できる。

注:

a.明 示信託では、委託者と受益者が同一一人である場合を除いて(第156条 参照)、 信託条項により受益権の譲渡

制限をなすことができる(第152条 、153条 参照)。 この規則は、復帰信託には適用されない。復帰信託は委託者

とその承継人について常に有利に生 じる。その時には信託条項はない。

b.約 因

復帰信託の受益者は明示信託の受益者と同じく自己の利益を贈与できる。第135条 と比較。

一

特段の規定がない限 り、書面は復帰信託の受益者によるその権利の処分に必要ではない。第138条 と比較。もし

法が、イギ リスの詐欺防止法9条(29CharlesLc.3)で 定 めているように、またアメリカの同様の法が定めて

いるように、土地信託の設定 ・移転については譲渡 ・移転当事者の署名のある書面でされよう。土地復帰信託の

受益者はその権利の移転について書面でしない、もしくは一部履行がないと強制履行力がない。明示信託の場合

と同様である。第139条 と比較せよ。これは信託譲渡が無効になったり、財産全体の消費なしに信託が履行された

場合、もしくは出損者と異なる人間に財産が譲渡された復帰信託すべてにあてはまる(第411条 、第430条 、第

440条 参照)。

口頭による復帰信託の消滅行為については第429条 、第439条 、第460条 参照。

吐.遺 書処 分

遺言の形式に適応 している場合にのみ復帰信託の受益者は、明示信託の受益者と同様に遺言でその権利を処分

できる。第140条 と比較。
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下

(2)項 の注:

旦⊥無遺1'洲 「続によ」5」陵転

無遺言相続による復帰信託の受益権の移転については、明示信託の場合と同様の法が適用される。第142条 参 照。

受益権が動産ならば、債務支払と最近親者への分配のために財産管理人に帰属する。受益権が不動産ならば、債

権者からの責任を負いつつ、相続人に移転する。衡平法上の権利変換については第411条 注e参 照。

復帰信託の受益者の死亡の際には、受益者の配偶者は寡婦財産権が、明示信託でみとめられる程度に、みとめ

られる。

(3)項の注:

f,債 権 者

復帰信託の受益者の債権者は、明示信託の受益者の債権者が受益権を譲渡した際に執行できる範囲と同じ範囲

で、信託財産に執行できる。

第408条 受託者による譲渡

復帰信託の受託者が信託の本旨に反して信託財産を善意有償取得者(bonafidgpurcha36r}に 譲渡したときは、

その譲受人は、その財産権を復帰信託とはかかわりな く取得する。但し、譲受人が善意有償取得者でない場合は、

復帰信託に対抗できない。

注:

a.明 示信託に適用される財産権の譲受人の責任に関する規則は、復帰信託についても適用される。第284条 ～

320条 と比較せよ。

第409条 消滅時効

復帰信託の受益者は、復帰信託の履行を強制するにっき、単なる時の経過によって、その行使を妨げられるこ

とはない。 しかし、復帰信託の受託者が信託を否認 し、受益者がこれを知っている場合は、消滅時効により復帰

信託の履行を強制することが妨げられることがある。

注:

a.明 示信託の受益者と同様に、復帰信託の受益者は、信託違反 を犯した受託者に対し、長い間、訴訟を提起せ

ず、かつ、そのような状況のもとでは受託者に信託違反の責任を負わせるのが衡平の観念に反するような場合に

は、受託者に信託違反の責任を問うことはできない。

復帰信託の受益者は、消滅時効によって受託者の信託違反の責任追及を阻止される場合があるが、他方、いか

にその期間が長 くても、単なる時の経過だけで信託財産上の受益権を失うことはない。但 し、受託者が信託を否

認し、しかも受益者が これを知 りなが ら訴訟を提起しないときは、消滅時効により、復帰信託の履行の強制が阻

止されることがある。
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そのような否認は、特別の語句でされる必要はない。信託の存在と矛盾する受託者の行為から形成 される。こ

の法則は明示信託による強制履行の消滅時効による禁止については、明示信託の場合と同じである。第327条 参照。

上山._法」口.遡

本条は財産の所有者が無効となった信託譲渡をした場合、信託が完全に履行された場合、出損者 と異なる者の

名義で財産譲渡があった場合に適用される。

第410条 復帰信託の終了

復帰信託の信託財産に対する普通法上の権原と、全部の受益権とが同一人に帰するときは、復帰信託は終了す

る。

注:

塾,抹 の適地による混画

法により受益権の全部が復帰信託の受託者に帰屈した場合は復帰信託は終了し、受託者は信託でない財産 を保

有する。

たとえば、復帰信託の受益者が無遺言で死亡し、受益権をその者の最近親者である受託者が相続した場合、復

帰信託は、混同によって終了する。第341条 注aと 比較。

また、復帰信託の受託者が無遺言で死亡し、その者の権利を最近親者である受益者が相続 した場合も、復帰信

託は終了する。第341集 注b。

b.受 託者に、よ一り.又は受益者璽n□」≡ユこより受益者に韻泄Lた 場豊

復帰信託の受託者が、信託財産を受益者に譲渡した場合にも、復帰信託は終了する。第342条 と比較。もし復帰

信託の受益者が全部の権利を持っていれば、いつでも受託者に自己のもとに信託財産の引渡を強制でき、復帰信

託は終了する。受益者が全体の権利を持っていない場合について、第411条 注i参 照。

¢.受 益尋†によ_る斑避蛸二生壁譲赦

復帰信託の受益者が受託者に受益権を譲渡 した場合、信託は終了する。 もしその譲渡が受託者によって不正に

誘導されたものであれば、復帰信託の受益権の譲渡は無効となりうる。第343条 注1参 照。というのは復帰信託の

受託者は受益者と信認関係にあり、その忠実義務に受託者が違反して、譲受けた場合に、受益者による受託者の

譲渡は無効になる。例えば、受益者が自己の権利についての重要な事実を知 らないとか、譲渡が受託者の不当な

誘導によったとか、受益者が未成年もしくは意思能力がないとか、受託者が受益権を不当に低い価格で購入した

場合は、譲渡は無効になる。第343集 注mと 比較。

d.約 因

復帰信託の受益者による受託者の譲渡は単に贈与であることの理由で無効とはならない。

.c⊥一詐欺防止法

信託が無効となったり、財産全体の消耗なしに履行が完全に終了 した財産の譲渡がある時に復帰信託が、口頭

L
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の譲渡で終了するか否かの問題については、第460条 参照。

L－ 遺言」こ止る処 分

復帰信託の受益者による権利の譲渡が遺言による処分で、遺言法の形式を順守していないことで無効となりう

るのは、受益者への譲渡が無効となるのと同様である。第343条 注kと 比較。

第2節 明示信託が効力を有しない場合

第411条 一般原則

財産権の所有者が無償で財産権を譲渡し、かっ譲受人がその財産権を信託 として保有すぺきことを相当な方法

をもって表示したが、信託が効力を生 じないときは、譲受人は、その信託財産を譲渡人またはその遺産のための

復帰信託として保有する。但し、譲渡人が復帰信託 を発生させない意思を相当な方法をもって表示したとき、ま

たは信託の失効が信託の不法性に基づ くものであるときは、この限りではない。

注:

a.明 示信託が無効であっても復帰信託は発生 させないという明確な意思があると確定できる状況については、

第412条 参 照。

不法性を原因として明示信託が無効 となる状況については、422条 参 照。

b.生 存者間の譲渡

財産所有者が財産を無償で信託として譲渡して、信託が無効 となった場合、譲受人は復帰信託として、譲渡人

のために保有する。

譲受人 もしくは第三者が譲渡に対価を与えていた場合については、423条 、424条 参照。

-c.一一遺言による移転

不動産が信託として遺贈され、それが無効となり、遺言の中で有効な残余不動産の処分方法が定められなかっ

た場合、受遺者は相続人のために復帰信託として財産を保有する。

動産が信託として遺贈されそれが無効となり、遺言の中で、有効な残余動産の処分方法が定められなかった場

合、受遺者は最近親者のために復帰信託として財産を保有する。

もし不動産や動産が信託として遺贈 され、それが無効となり、遺言の中で有効な財産処分方法が定められてい

たならば、受遺者は残余財産の受遺者のために復帰信託として財産を保有する。

結局、相続人や残余財産の受遺者たちは、遺産に付着する負担を全部負う。

リステイ トメントの本項 目では、遺言者の財産とは、遺 言執行者、遺産管理人、最近親者、次の受遺者、さら

に相続人、受遣老に向けられた動産 ・不動産を意味する。特段に誰に向けられた財産であるかを指摘する必要が

ある時はこの限 りではない。

相続人 と第二受遺者、最近親者と第二受遺者の、遺言者が信託 として財産を贈与した場合の紛争については、

リステイ トメントの木項 目の対象外である。
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d、 受龍者が権利を取替しなか巴」≧星}合

予定受託者に財産を移転する譲渡行為が無効となっても復帰信託は発生 しないで財産の権利はそのまま残るか、

復帰信託が生じていたならば権原を得る者に移転する。たとえば動産が信託として遺贈された後、無効となれば、

財産権は遺言執行者に帰属し、信託が無効となっても、執行者は受託者として指名 された受遺者に財産移転を強

制されることはない、執行者は最近親者や次の受遺者に財産を分配するであろう。

e.衡 平法 上一の形態変換

不動産を遺言者が受託者に遺贈し、その不動産を処分して利益を信託として保持することを指示 した場合で、

意図した信託が無効となった場合、相続人 もしくは第二の受遺者のために復帰信託が生じる。 もし信託が無効 と

ならなかったら、受益者の権利は衡平法上の形態変換の原則(第131条(1)項 参 照)に 従って変換の指示があるの

で、受益権は動産上の権利となる。 しかし信託が無効となれば、あたかも変換の指示がなかった如く、復帰信託

は相続人もしくは第二の受遺者のために復帰信託が存在する。なぜならば財産変換の理由がなくなったからであ

る。

逆に、遺言者が動産を信託として遺贈して、それによって不動産を購入して信託として保持することを指示し、

意図した信託が無効 となった場合、復帰信託が最近親者もしくは第二の受遺者のために発生する。

意図した信託が全部無効でなく一部無効 となれば(注k、i参 照)変 換の指示がない限 り、信託が無効となっ

た限りで、復帰信託はない。

これは無効とならなかった信託 目的の遂行のために、現実に形態変換が必要な場合にもあてはまる。 この場合、

財産を保有する者は復帰を受ける者のために、変換された形で保有するであろう。そして死の際に、その形態で

承継されよう。

例:

1.Aは 、甲地を信託としてBに 遺贈 し、甲地を売却 して、その代金をC、D、Eに 平等の割合で分

配するよう指示した。CはAよ り前}こ死亡し、そのためCへ の遺贈は失効した。Bは 甲地を15,㎜ ドル

で売却した。Bは 、Aの 相続人のための復帰信託として5,㎜ ドルを保有する。そ磯 、Aの 相続人が無

遺言で死亡した場合、Aの 相続人の最近親者が5,㎜ ドルを受領する鰍 を有することになる。

L岨 家への鰯ll{随

財産の所有者が信託として遺贈して信託が無効となり、相続人や最近親者 もなく、次なる処分も指示していな

い時は、受託者は国家のために復帰信託として財産を保有することになる。そして、また生前著聞で財産を譲渡

し、無効となった後、譲渡人が相続人や最近親者がなく、無遺言で死亡 した場合、受託者は国家のために復帰信

託として財産を保有する。勿論、国家の権利は、死亡者の財産に対抗できる他の権利の制約 を受ける。

歴史的経緯:

イギリスの普通法では不動産が信託 として保有されていて無効となり、委託者が相続人なしに死亡し

た場合、受託者は財産を自己のものとできた。その理由は単純所有権者が相続人なしに死亡した時は、

土地は領主に復帰したか らである。しかし、衡平法上の権利は財産保有条件や領主や復帰もない。土地
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の場合に国王が所有者の欠敏を埋める原則はない。所有者なき財産は国王のものというのは動産のみに

あてはまった。そこで領主や国王に衡平法上の権利はないのであるから、受託者は信託から自由な財産

を保有できるのである。この法則はイギリスでは制定法によって変更され、アメ リカには波及 しなかっ

た。

動産の信託が無効 となり委託者が無遺言で死亡し、最近親者もいない時、イギ リスやアメリカでは受

益権は国家に帰属する。

且,本 条黄連11捷 れ翻 苦況

本条は受益者が指定されていなかったり、受益者が存在しないもしくは確定できなかったり、予定受益者が正

確に指名されなかった り、予定受益者が受益不能であった り、権利放棄をしたり、永久権禁止則違反を理由に信

託が無効になったりした場合に適用 される。

例:

2.Aは 、 甲地を信託 としてBに 遺贈 し、受益者は後に遺言で指定することになっていたが、Aは

受益者の指定をしなかった。Bは 、Aの 遺産のための復帰信託として、甲地を保有する。

3.Aは 、受益者をCと する信託のために甲地をBに 生前譲渡 した。Cは 、その譲渡が行なわれた後

に死亡した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

4.Aは 、甲地をCの ための信託としてBに 遺贈した。Cは 、遺言作成時には生存していたが、Aよ

り前に死亡 した。遺贈の失効を阻止するために適用される法令がなければ、Bは 、Aの 遺産のための復

帰信託にもとついて甲地を保有することになる。

5.Aは 、 甲地をBに 信託として遺贈 し、Aの 死亡後、貸金庫に入っている手紙に書かれている者 を

受益者 とすることが決められていた。しかし、そのような手紙はなかった。Bは 、Aの 遺産のための復

帰信託にもとづき、甲地を保有する。たとえ、そのような手紙が発見されても、予定 していた信託は失

効し(第5イ 条注d参 照)、BはAの 遺産のために復帰信託にもとづき、甲地 を保有する。

6.Aは 、敵国人であるCの ための信託として、甲地をBに 遺贈した。法律によって、敵国人は、遺

産によって土地に対する権利を取得できないことになっている。Bは 、Aの 遺産のための復帰信託にも

とついて甲地を保有することになる。

7.Aは 、Cの ための信託として、有価証券をBに 譲渡した。Cは 、その信託のことを聞くと、その

受益を拒否した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて、有価証券を保有することになる。

8.Aは 、信託としてBに10,㎜ ドノレ遺贈し、その収益を鴉鞠 積みたてて、25年 髄 時に、その時

点で生存しているAの 孫達に元本と収益の積立金 を支払うよう指示した。Aは3人 の子供をのこして死

亡した。Bは 、その金銭をAの ための復帰信託にもとついて保有する。

公益信託が無効となる状況については、第413条 参照。確定した受益者がいない場合に財産移転がされ予定され

た信託が無効になる場合については、第416～ 第421条 参照。公序良俗違反によって予定された信託が無効になる

場合については第422条 参照。
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h,一 部無効

信託として財産が譲渡され、それが一・部無効となった場合、復帰信託は無効となった信託にっいてのみ生じる。

但し、譲渡人が反対の意思を明示していた時はこの限 りではない。このことは信託財産の持分もしくは期間につ

いて一部無効が生じた場合にあてはまる。

例:

9.Aは 、信託としてBに10.㎜ ドル遺贈し、その金銭をCとDに 平等に分配するよう指示した。C

はAよ り先に死亡した。遺贈の失効を阻止するために適用される法令がなければ、Bは その金銭の半分

については、Aの 遺産のための復帰信託に もとついて保有する。

10.Aは 、信託として甲地をBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、甲地をDに 引

渡すよう指示した。DがAよ り先に死亡した。遺贈の失効を阻止するために適用される法令がなければ、

Bは 、C生 存中はCの ための明示信託として甲地を保有 し、C死 亡後は、Aの 遺産のための復帰信託に

もとついて甲地を保有する。

11.Aは 、信託として甲地 をBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡に際しては、C死 亡

までは確定できない者に甲地を引渡すよう指示した。Cが 受益を拒否した。Bは 、Cの 生存中、Aの 遺

産のための復帰信託にもとついて甲地を保有することになる。

i.:二 ㎜ 勤[□効果

信託として財産が譲渡され、それが全部無効となった時、受託者の義務は譲渡人 もしくはその承継人に財産を

移転することである。しかし、一部無効の場合、即時の譲渡人もしくはその承継人への譲渡が受益者の利益と矛

盾する時には、受託者は無効でない受益者のために義務を負う。たとえば、遺言者が証券を信託として贈与し、

ある者の生涯中収益を支払いその者の死後は、その死によって確定できる者に収益を支払い、従って受益者が権

利放棄しても、期限の到来はない時に、生涯受益者が権利放棄をした時、受託者はその者の生存中は遺言者の財

産に利益を支払う、復帰信託がその期間生 じているか らである。

」,観 数の贈与者

複数の人物が信託として資金を提供して、資金が費消 される前に、もしくは支出が発生する前に信託が無効 と

なった場合、贈与者は提供した資金を返還する義務を負 う。仮に資金が費消された り、支出が発生してから信託

が無効となった場合は、提供資金の割合によって、持分をもつ。

提供の順序は重要でない。信託のため資金外からの支払は、最初の提供資金から支払われたことにはならない。

最後の資金提供者が全部の持分を補償され、当初の資金提供者が、返還を受けられなかった り少ない持分につい

てしか返還を受けられないことはない。しかし、提供が、信託が無効であることを受託者が知った後に、受けい

れられた場合、提供者は全額の返還を受けることができ、その提供が、前の提供者の返還分の増加にまわされる

ことはない。

提供者のうち数名が確定できない時には、その持分は復帰信託として国家に帰属する。受託者はその持分を自

己のものとできないし、他の目的に利用することもできない。
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代替可能でない財産を複数人が、贈与して、信託が無効となり、財産は依然、特定物のまま残 り、費用 も発生

していない場合、各提供者は特定物の形で返還を受ける権利を有する。もし財産が費消されたり費用が発生した

場合は、費用は出資の割合に従って、分配される。

亙._虫 途 で工員壼画趣 弛

本条の規則は信託が当初から無効だった場合と、中途で無効だった場合に適用される。例えば財産所有者が、

信託として譲渡 し、収益を生涯受益者に与え、死後、元本を第三者に帰属 させ、その元本処分が無効な条件にか

かる時には、復帰信託は生涯受益者死亡の際に生じる。

例:

12.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益 を支払い、C死 亡後は、Cの 子供に

元本を引渡すよう指示した。Cが 死亡した時に子供はいなかった。Aの 遺産のための復帰信託が成立す

る。

1.奨 益楢が4≒部処分さ.虹左墨金

財産所有者が信託 として単独受益者のために財産を譲渡した場合、信託条項により一定年間は収益を支払いそ

の後、元本を受益者またはその財産に返還するように定めていた場合、受益者が一定年間の経過前に相続人なし

に死亡した場合は、受益権は国家に帰属し、復帰信託は委託者またはその財産のために発生 しない。この場合、

受益者は信託財産の全受益権を有しており、死後は国家がその権利に継承するので本条で述べられた規則のもと

では、信託は失効しない。

同様に、財産所有者が生涯受益権をある者に、残余権は他者に帰属する信託として財産を譲渡した。後者は生

涯受益者の権利の制約を受ける。生涯受益者の死亡前に相続人なしに残余権受益者が死亡した場合、その受益権

は国家に帰属し、復帰信託は委託者またはその財産のためには生じない。 しかしながら、もし残余受益権が条件

付で、受益者が相続人なしに死亡した場合は、復帰信託が委託者またはその財産のために生 じる。

旦L壼 公益団娃_のためΦ瑞 量

信託が、非公益団体そのもののために、設定 され、団体の構成員の利益のために設定されていない場合、団体

が解散する際に残余財産につき資金提供者に出資の割合に従って復帰信託が生じる。

例:

13.複 数 の人々が団体を作 り、出資をして、その出資者達を埋葬するための共同墓地を信託として保

有することを目的として土地を購入することとした。その後、公衆衛生規則にもとづき、その土地が墓

地として利用できなくなり、遺体は移転され、団体は解散された。出資額に応して、出資者のために、

その土地につき復帰信託が成立する。

14.製 粉 会社の経営者と従業員が、従業員組合のメンバーの疾病や障害を援助するために資金を拠出

した。その組合は、その後、解散したが、基金の一部は、病気や障害者となったメンバーの援助のため

に残 された。基金の残余部分につき、出資者のための復帰信託が生 じ、出資者は、出資額に応じて、受

益の権限を有する。
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公益団体のための信託が失効した場合については、第413条 参照。

n.信 託 が非公益団体の構成員の利益のために設定 されて、法人自身の利益のためには設定されない場合に、法

人が解散 された時、信託財産分割時の構成員は、分割の権原をもち、復帰信託は資金提供者のためには生 じない。

このようなケースでは構成員が等しい分配の権原があるか否かは、その団体の性格による。構成員が出資 してい

れば、分配は出資の割合によるのが公平である。解散の際に受けるぺき受益がいまだされていない場合、また受

けられない場合 も、構成員は各人の権利を公平に計算 して、出資を分配することができる。

たとえば、会社化 されていない社交クラブやカントリークラブが解散すると、解散時の構成員がクラブ財産の

持分につき権原を有する。それ以前の構成員は当初の料金を支払っていても、通常死亡や脱退による会員資格が

なくなった時は、財産に対する権利をなくす。通常会員たる期間に関係なく構成員は等 しく分配にあずかる。た

とえ、多く支払っていても、長 く利益を享受してもである。

一方、法人の目的や性格により等 しい分割が不公平な場合もある。たとえば、被用者の組織が労務の保証のた

めに保証基金積立のために設定 されている場合、それは被用者個人としての保証金預託に代わるものであるのだ

が、被用者は毎年の賃金から積立てて、退社の時には利子を付して、積立額に応じて払戻を受けると規定してい

る場合、法人が解散する時に、構成員の出資に利子を付 して返還した後に、解散時の構成員がその出資に応じて

剰余の分配を受ける。

旦⊥」註説設定』甦 意図力嘲 確呈.ない巣合

本条の定める規定は信託設定時の意図が明確に明らかにならない時は、また詐欺防止法や遺言に関する法違反

の場合には適用されない。

たとえば、土地が生存者間で明示信託として譲渡されたが、絶対譲渡の文言によって信託設定の意図が文書に

欠けていた場合、たとえ、もともと詐欺防止法により予定した信託が強制実現できないものであるにしても、譲

受人は復帰信託としては財産を譲渡人のためには保持しない。このようなケースでは譲受人は自分の利益のため

に土地を保有する。

但し、擬制信託が譲渡人もしくは第三者のために発生する時はこの限りでない。如何なる状況で擬制信託発生

があるかは第44条 、第45条 参照。

同様に、不動産や動産が明示信託として遺贈 されたが、遺言が絶対的で、信託設定の意図が見えない場合は、

たとえ明示信託が、遺言に関する法によって強制履行力がないにしても、受贈者は財産を復帰信託として保持す

るものでない。この場合、受贈者は自分のために財産を保有する。擬制信託が受益者に発生する場合はこの限 り

でない。いかなる状況で擬制信託が発生するかについては第55条 参照。

』L」電量としての生存者閲の譲葉

土地所有者が第三者のために生存者間で土地を譲渡して、譲渡の書面で信託は明確だが、受益者が書面で指定

されていない場合や、詐欺防止法の適用があり書面に署名が欠けているならば、予定していた受益者は信託を強

制できない。しかし、譲受人が土地の権利を保持 しないことが書面から明らかな時、譲受人は土地を保持できな

いであろう。この場合、譲渡が受益者(第45条(2)項 参照)の 擬制信託を発生させるものでない時で譲受人が土地
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を受益者に譲渡 しなかった時や書面の署名を欠 くために強制履行ができない時(第42条 、第43条 参照)、 譲受人

は復帰信託として譲渡人のために保有する。譲受人が土地を保持することができて、不当利得している場合にの

み、譲渡人は譲受人に再譲渡を強制できる。もし意図された受益者が擬制信託を自分の利益のために保持するこ

とができたり、譲受人が信託を履行するのにやぶ さかでない時、譲渡人のために復帰信託は生じないであろう。

例:

15.Aは 、 甲地をBに 譲渡した。譲渡証書には、その譲渡は信託としてなされたものであると書かれ

ていたが、信託目的が記載 されていなかった。譲渡の時に、Aが 口頭で、Cに 甲地を引渡すための信託

として、Bは 甲地を保有すべしと指示 した。Bが 甲地をCに 引渡した場合、または、BがCに 甲地を引

渡すための信託として甲地を保有するものであると述べた覚書に署名をした場合には、Aは 、Bに 対し、

甲地をAに 返還せよと強制することはできない。Bが 甲地をCに 引渡すことを拒否した場合、あるいは、

そのような覚書に署名をした場合、Aは 、Bに 対し甲地を返還するよう強制することができる。

16.事 実 関係は例15と 同 じであるが、AがBに 甲地を譲渡する時点で、BはAに 対し甲地をCに 引渡

すことを約束したが、 この約束をなした時に、実はそれを履行しないつもりでお り、Bは 甲地 をそのま

ま保有した点が異なる。Bは 、Cの ための擬制信託にもとづき甲地を保有することになり(第45条 第(2)

項参 照)、AはBに 対 し、甲地を返還するよう強制することはできない。

』」.」1「,旺としての1紅贈

遺言者が、財産を遺贈して、遺言で信託として、財産が保持 されると述べていて、受益者が指定されてなくて、

遺贈財産とは別に遺言書の内容から述べられた記述や事実から受益者が誰かわからない場合、信託は強制履行さ

れえない。なぜなら遺言に関する法の要{牛に適合しないからである{第54条 く第358条 参照)。 しかし遺言から受

遺者が、その利益を留保することが予定されていない時、受遺者はそれを保持できない。 この場合、受益者に擬

制信託が発生しないならば(第55条(2)項 参照)、 受益者は復帰信託として遺言者 もしくはその財産のために、復

帰信託として保持することを強制される。受益者に擬制信託が発生する状況で遺贈がされたのでないなら、受遺

者はたとえ望んでも受益者に財産を移転することはできない。第54条 注a、 第358条 注d参 照。

もし、しかし、受遺者が予定受益者のために擬制信託として保持することを強制 されうるならば、遺言者の財

産のためには復帰信託は発生しない。そのような擬制信託は受遺者が予定受益者のために信託 として保持するこ

とを遺言者に合意していた時に強制されうる。第55条(2)項 、第359条 参照。復帰信託は受遺者が財産を保持 しう

る場合にのみ遺言者のために発生する。予定受益者が自己の利益のために、擬制信託を実行 して、受遺者に財産

を自分に引渡すよう強制できる時には、遺言者の財産のための復帰信託は生 じない。

例:

17.Aは 、信託としてBに1,㎜ ドルを遺贈 し、信託受益者については、Aの 遺言書と一緒にある手紙

に指名 されていることになっていた。Aの 死亡に際し、形式上遺言法の要件を充足 していない手紙がA

の遺言と…緒に発見されたが、そこに信託受益者としてCが 指名 されていた。Cは 、意図された明示信

託を強制することはできないし(第54条 注a参 照)、Cの ための擬制信託も強制することができない
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(第55条 注e参 照)。Aの 遺産のために、復帰信託が発生することになる。

18.Aは 、Bが その者のために保有することを同意する者のための信託として、Bに1,㎜ ドルを遺贈

した。Bは 、Cを 受益者とする信託 としてそれを保有することに合意した。Cは 、意図された明示信託

を強制することはできないが(第54条 注a参 照}、Cの ための擬制信託を強制することができる(第55

条注e参 照)。Aの 遺産のための復帰信託は生 じない。

第412条 復帰信託が生じない場合

財産権の所有者がその財産権を信託として譲渡 したが、信託の効力が生 じない場合に、もし譲渡人が、信託の

失効に際しても復帰信託を発生させない意思を相当な方法で表示 しているときは、譲受人は、信託財産を復帰信

託 として保有することはない。

注:

旦　柿托斑効の」鍔音の財産処弛条頸

財産権がそれに基づいて譲渡された信託が失効する際には、ある処分が財産権につきなされるという意思を譲

渡人が適法に表示し、この処分が有効な場合には、信託の失効に際し、復帰信託は生じない。

たとえば、財産権が生前行為または遺言によって信託として譲渡されたが、もしその信託が効力を生じない場

合に、信託条項または遺言に、信託が効力を生じない場合には受託者はその財産権を第三者に引渡すべ しと規定

されていた り、または異なる信託にもとついてその財産権を保有すべしと規定されているような場合には、復帰

信託は生じない。たとえその意図が特定の文言で表現 されていなくても、上記の ことは適用される。

例:

1,Aは 、Cの ための信託として財産権をBに 遺贈 し、 もしその信託が効力を生じない場合は、Dの

ための信託にもとついて、その財産権を保有するよう指示した。Cが 受益を拒否した。Bは 、Dの ため

の信託としてその財産権を保有し、Aの 遺産のための復帰信託は生じない。

2.Aは 、財産権を信託としてBに 遺贈し、その収益をCとDに 平等の割合で支払い、両者が死亡 し

た場合には、元本をEに 引渡すよう指示した。CがAよ りも先に死亡 した。Dが 、生存中は収益の全部

を受領する権限があるかどうか、またEが 直ちに元本の半分について受領する権限があるのかどうか、

それともDの 生存中、収益の半分につき復帰信託が生じるのかどうかは、すぺての事情を考慮 し、遺言

書の文言を解釈して結論が出される。

上L_受 晶.煮¢L食違 口開丞{汀鎚

譲渡の文書や遺言で信託失効の場合に、受託者は財産 を譲渡人に再移転するように定められている場合は復帰

信託よりも、明示信託が発生する。

C.将 米{縮.の発生

財産の所有者が連続的処分により、複数の人に信託処分をしていて、前者の権利が失効しても、将来権が発生
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すると、復帰信託は発生しない。たとえば遺言者が信託として財産を遺贈 し生涯受益者に収益を支払い、その死

後、元本を別の人に支払 うように指示した場合、受益者が権利放棄をした時は、元本は残余権者に通常支払うる

ようになる。しかし残余権者が生涯権者の死後にしか判 らない時は、その死まで元本は支払えない。生涯権者の

生きている問、遺言者の財産のために復帰信託が発生 し、収益を支払う義務がある。但 し遺言者が別段の意思を

表明した時はこの限 りでない。

将来権の発生についてのルールの規則にっいては財産法 リステイ トメント第230条 ～第237条 参 照。

d -,_.堤遮音保持}の息図螂

譲渡人が信託失効の際に譲渡財産 を受託者が信託の制約を受けないで保持することを明示していた時、復帰信

託は発生しない。その意図が表明されたかは解釈の問題である。その際の重要な状況とは、に)文 書中での語句、

(2)譲 渡人と譲受人の関係、(3)受 託者が個人であるか、法人であるか、法人であるならば公益法人かどうかで

ある。

信託が失効 した際に受託者が信託の制約を受けないで財産を保持できる意思表示は、財産が信託を条件として

(subjecttoatrust)与 えられる場合の方が信託として{intrust)与 え られる場合より認め易い。

受託者が委託者から贈与を受けるのに自然な関係にある時は、赤の他人である時より、受託者への財産保持の

意思表示は明確に見出し易い。

受託者が公益法人である時は、営利法人である時より、受託者への財産保持の意思表示は明確に見出し易い。

財産を消耗することなしに信託を終了した場合、その剰余を受託者が受領してもよいときは、信託失効の際に

受託者への財産保持の意思表示は明確に見出し易い。信託の失効はないが財産の消耗なしに信託が終了 した場合

にっき、第431条 参照。

旦.遣1到 こよる一宿鎚の際の1-1頭塑」抵拠

財産が信託の形で遺贈 され無効となった場合、信託失効の際、受託者が財産を保持できる意図を遺言者が もっ

ていたことを認める唯一の証拠は、全ての状況から判断した遺言書のみである。遺言書にない遺言者の意思は復

帰信託の発生を阻止しない。第164条 注dと 比較。

例:

3.Aは 、Cの ための信託として、用地をBに 遺贈した。CはAよ り先に死亡した。Aは 、その信託

が効力を生じない場合、Bが 甲地を保持してほしいと語ったことが、証拠として出された。また、Aが

Bに 書いた手紙で、その信託が効力を生じないときはBが 甲地を保持すべしと書かれたものが、Aの 死

後に発見され、その手紙も証拠 として提出された。遺言による信託設定については、遺言書そのものを、

随伴する事情に照らして解釈するのであり、このような証拠は許容 されないから、Bは 、Aの 遺産のた

めの復帰信託にもとづき甲地 を保有することになる。

f.逆 に財産が信託として遺贈 され失効した場合、遺言をめぐるすべての状況が遺言者は受託者に財産を保持さ

せるものと解釈できるのならば、遺言者の復帰信託を発生させる旨の発言は、復帰信託発生のために採用できな

い。
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例:

4.Aは 、甲地をBに 遺贈し、またAの 相続人は、C生 存中はClこ 、毎年、1.㎜ ドルにっいての収益

を支払 う信託上の義務を負っていた。Cが 受益を拒否した。Aが 、その信託が効力を生じないときは、

甲地は彼の相続人に属するのだと語ったということが、証拠として提出された。 この証拠は許容されず、

したがって、Bは 、信託とはかかわりなく、甲地を保有する。

亙」 生存封書」匿託におけるr」頭毒E拠

財産が信託として書面によって生存者間で譲渡 され、信託が失効した場合、譲渡人の意図についての解釈方法

は周囲の全ての状況から解釈できるその書面のみである。書面に含まれない譲渡人の発言は復帰信託の発生を阻

止する証拠とならない。これは不動産ばか りでなく、動産にもあてはまる。第38条(2)項 のルールにおいて外的な

証拠は書面で財産を移転された人が信託として保持すると書面で書かれている場合、受益者として利益を得ると

意図していると認めるに足りない。なぜならそれは文書の語句を変更することになるからである。第164条 注eと

比較。同様にその前条では、外部証拠は受託者が、信託が失効した場合、受益者 として財産を保持することを認

めるに足 りない。なぜならそのような証拠の効果は、文書の法律効果を変更することになるからである。

しかし、口頭証拠排除の原則は詐欺や不当威圧 ・錯誤などの変更 ・取消の原因の外的証拠の採用を否定するも

のではない。

口頭証拠排除の原則が書面による譲渡の際の復帰信託の発生阻止に働 くとしても、復帰信託を消滅させる次の

取引を認める口頭証拠を排斥するものではない。もし信託が財産が、不動産であれば詐欺防止法上、復帰信託の

消滅に書面が要求される。第429条 、第439条 参照、第460条 と比較。

h. .口頭 の信託

生存者間で信託として財産が譲渡され、詐欺防止法に基 く書面によらず、信託が設定された場合、口頭証拠は

信託失効の際に受託者に財産を保持させる信託設定時の譲渡人の意図を認めるに足るものとなる。第164条 注fと

比較。

第413条 公益信託が効力を有 しない場合

財産権の所有者が、その財産権を、ある公益目的のための信託として無償で譲渡したが、その公益目的が達成

できないものであるときは、譲受人は、その信託財産を譲渡人またはその遺産のための復帰信託として保有する。

但 し、以下の場合は、この限りでない。

(a)可 及 的近似の原則(doctrio60fcyprθ8)の 適用がある場合

(b)譲 渡 人が、復帰信託を生じさせない意思を相当な方法で表示 した場合

注:

』L』 及的近似豊原則

財産権が、特定の公益目的のための信託として贈与されたが、その公益 目的の達成が不可能であったり、実践
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できないものであったり、不法性のため実現できなかったような場合、委託者が、 もっと一般的に公益目的にそ

の財産権をあてたいという意思を明示 しているときは、その信託は無効となることなく、裁判所は、委託者が意

図した範囲内で、できる限り類似の公益 目的のために、その財産権をあてるよう命ずることができる。第399条 参

照。これが、可及的近似の原則である。

他方、委託者が、その贈与を特定の公益 目的に限定する意思 を表示した場合に、その公益目的の達成が不可能

であったり、不法なものであったりしたときには、この信託は効力を有せず、受託者は、委託者またはその遺言

のための復帰信託にもとついて、その財産権を保有することになる。

b.復 帰lii晶のが生じない場合

委託者が公益信託が失効した際、受託者が別の公益信託の形で信託を保持 したり、もしくは私的信託の形で信

託を保持したりする意図を有効に定めていた時は、復帰信託は発生しないで受託者は公益信託もしくは私的信託

の形で財産を保持する。

委託者が公益信託が失効した際、受託者が信託の制約をはなれて、財産を保持できる意図を有効に表明してい

れば、復帰信託は生じない。受託者が公益法人であるという事実は、必ずしもそうとはいえないのだが、委託者

が信託が失効した時には一般的な目的のために財産を利用する権限を与えることを示しているだろう。

c.1剛 証拠の」摺容

公益信託が失効した場合に、復帰信託の発生を阻止する委託者の意図を認容する外的な証拠の基準は、私的信

託の場合と適用を同じくする。第412条 注e～h参 照。

旦、.』』壁 条性

信託として贈与され、ある事態が継続している限 り、 もしくはある事件がおきるまで、公益目的に供 されてい

る場合、その事態が終了 もしくはその事件が発生した時は公益信託は終了する。信託が終了したのであるから、

受託者は復帰信託として委託者もしくはその財産のために、有効な贈与がない限り、財産を保持する無効な贈与

があり、委託者が公益信託はその贈与があった時に終了する意図をもっていた時は公益信託は継続し、復帰信託

は発生しない。第401条 注d参 照。

e.委 託者が公益目的を確定 しなか2克 場合

財産が、信託として贈与され一定の公益 目的に供される場合で、委託者が目的の確定をしなかった場合、明示

の公益信託は失効する。その場合、譲受人は委託者 もしくはその財産のために復帰信託として財産を保持する。

⊥_受 き巡 の欠盗

通常受託者を欠いただけで公益信託の処分は無効とならない。第397条(1)項 参 照。しかし公益目的のため財産

が信託として贈与され、委託者が、受託者を指定しなかった時に意図する公益信託は終了する意思を明示してい

た場合や、委託者の指定なしには信託目的の完遂が不可能な場合は公益信託は無効 となる。第397条(2)項 参照。

そのような場合、財産は受託者もしくはその承継人と指名 された者によって保持 され、遺言者の財産のために復

帰信託として保持される。

8.複 数の贈与煮
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可及的近似の原則があてはまらないならば、複数の人物が公益信託 として保持される基金を設立して、それが

失効 した時は、設立者はその寄与の金額に応じて信託財産上に持分がみとめられる。第411条 注j参 照。

第414条 特定集団の構成員のための信託

財産権が生前行為または遺言によって、ある特定集団の構成員のための信託 として譲渡され、受託者がその構

成員の内の詣れが如何なる割合をもって受益権を取得すぺきかを選ぶ権限を与えられている場合には、受託者が

その選定をしないときでも、信託は失効せず、復帰信託は発生 しない。その集団の構成員は、信託財産に対し平

等の割合をもって権利を取得することができる。但 し、譲渡人が別段の意思を表示 した場合は、この限りでない。

注:

亀.菓 団中で」の畳損者による選定の朱落

特定集団の構成員は信託の受益者にな りうる。第120条 参 照。指名の権限が財産の分配を受ける者もしくは特定

集団の構成員に与えられている場合、 もし権限授与者が被授与者にその行使 を義務づけていたならば、信託は構

成員のために設定されている。第27条 参 照。

構成員資格の帰属が明確である時は、本条では構成員が明確であるとする。永久権禁止則の期間内に構成員が

決定できない時は、信託は失効する。そして復帰信託が委託者もしくはその財産のために発生する。

信託条項で受託者が構成員中、誰がどの割合で財産を取得するか決定できると権限を与えられていて、決定を

した時、決定された人が財産 を取得 し、復帰信託は発生しない。

信託条項で受託者が構成員中、誰がどの割合で財産を取得するか決定できる権限を与えられていて決定をしな

い時、信託は失効しないし、復帰信託も発生しない。決定の期限が過ぎた時に構成員は等しい割合で財産を取得

する。但し譲渡者が有効に別段の定めをしていた時はこの限りでない。決定の権限の行使は裁判所で特定履行で

きない。なぜなら決定は受託者の個人的裁量だからである。裁判所はまた次の受託者を指名して決定させること

もできない。但 し委託者が未来の受託者に決定を専属的にさせる意図のないことを明示した場合はこの限 りでは

ない。信託は受託者が義務履行をしないことによっては失効しない。なぜなら譲渡人は譲受人が権利行使を義務

づける意図はないからである。たとえ委託者の全目的が完了しないとしても、そして委託者が意図した持分を構

成員に分配することが不可能となったとしても、構成員に等しく財産を分配する方が、信託を失効 させて譲渡人

もしくはその財産のために復帰信託として、受託者に保持させるより委託者の意図に近い。

本条の規則は生存者間の移転と遺言による処分双方に適用される。

例1

1.Aは 、信託として、10,000ド ル をBに 遺贈 し、その金銭をC・D・Eに 支払うよう指示し、それ

らの者の割合については、Bが 決定できることになっていた。Bが 、その分配をする前に死亡した。C

・D・Eは 、その金銭につき、各人が平等の割合で受領する権限を有 し、復帰信託は生じない。

2.Aは 、信託として10.000ド ル をBに 遺贈 し、その信託の内容は、Cの 子供のうちからBの 選んだ
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者にその金銭を支払うというものであった。Cが 死亡。Bも 分配をする前に死亡した。Cの 子供達は、

その金銭に対し、平等の割合で受領する権限を有し、復帰信託は生じない。

3.Aは 、信託として10,㎜ ドルをBに 遺贈し、その信託の内容は、C生 存中は、Cに 収益を支払 い、

C死 亡後は、Aの 甥と姪にBの 選んだ割合で元本を引渡すというものであった。Bが 分配をする前に死

亡してしまった。Cの 死亡に際し、Aの 甥と姪は、その金銭につき平等の割合で受領する権限を有し、

復帰信託は生じない。

b.坦 坦 の抱限はある力生i随坦拠 、掲 告

財産や特定の集団の構成員の指定権がある人物に与えられていて、指定されないために贈与ができず指定権 も

行使できない場合、集団の構成員は財産を取得し、復帰信託は生 じない。但し指定権限が行使された場合のみ、

財産が構成員に帰属すると権限授与者が明示していた場合はこの限りでない。第27条 、第120条 参照。

第415条 血 縁 者(relatives)の ため の 信 託

財産権が、生前行為または遺言によって、委託者またはある特定人の血縁者のための信託 として譲渡され、受

託者に、その血縁者のうちの誰れが如何なる割合をもって受益権を取得すぺきかを選定する権限が与えられてい

る場合に、受託者がその選定をしないときは、信託は失効せず、また復帰信託は生ずることなく、委託者または

特定人の相続権ある近親者は、遺産の分配を規定した法の割合に従って、信託財産に対し権利を取得する。但 し、

譲渡人が別段の意思を表示 した場合は、この限りでない。

注:

a.本 現川の範囲

本条は受託者に指定された血縁者の巾で指名する権限が与えられる場合に適用され、子供や甥 ・姪の中での指

定された」血縁老の巾で指名する権限しかあたえらえていない時には適用されない。第414条 参照。指定された血縁

者が特定の集団でないとしても、受託老が指名権と割合指定権を持っているとした ら、信託は無効ではない。第

121条 参照。受託者は最近親者であるか否かを問わず血縁者の中から有効に指名ができる。

受託者が血縁者の中から選択しない場合、信託は失効せず、復帰信託は生じない。指名権行使の期限が来た時、

最近親者の中から分配の渡御に従った割合で信託財産が与えられる。但 し譲渡者が別段の定めをしていた時はこ

の限りでない。指名権限の行使は裁判所によって特定履行されない。 というのは権限行使は受託者の個人的裁量

権の行使だからである。同じ理由で裁判所自らの権限行使 もできないし、次の受託者を指名することもできない。

但し委託者が別段の定めをした時はこの限 りでない。委託者の全 目的が達成されなくて、そして委託者の意図す

る持分が血縁者に分配されることが不可能となって、血縁者間で等分に財産を分割することが非現実的かつ委託

者の意思に合致しないであろう場合は、裁判所は信託が全部無効 となるよりも、最近親者を構成する血縁者の中

で財産の分割を指示することができる。なぜなら、 これが譲渡人の意思を生かす現実的な方法だからである。

例:
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1.Aは 、信託として10.㎜ ドルをBlこ 遺贈 し、その信託の内容は、C生 存中はCに 収益を支払い、

C死 亡後は、元本を、Cの 血縁者に、Bの 決めた割合で分配するというものであった。Cが 死亡し、C

の血縁者に分配する前に、Bも 死亡 した。Cの 最近親者は、その元本に対し権限を有 し、Aの 遺産のた

めの復帰信託が生ずることはない。

本条のルールは生存者間の移転と遺言による処分双方に適用される。

互.縫 辺 端9量はあ趣L∫ 韻助1な 史駐金

委託者のII皿縁 者や特定人物の血縁者に財産を与えることの指名権限が、ある人物に与えられている場合に、指

定の不履行のために財産の贈与がない時、指名の権限が行使されない時、最近親者か特定人物に財産が与えられ、

復帰信託は委託者やその財産のために発生 しない。但し、贈与者が指名 された場合にのみ財産が血縁者に与えら

れる意図を明示している時はこの限 りでない。第27条 参照、第121条 参照。

第416条 不特定集団の構成員のための遺言処分

第415条 の場合を除き、財産権が不特定な集団の構成員のための信託 として遺贈 され、受遺者に、その構成員の

うちの離れが如何なる割合をもって権利を取得すべきかを選定する権限が与えられているときは、復帰信託は生

じない。但し、以下の場合を除 くものとする。

(a)受 遺 者が選定をしない場合

(b)選 定する期間が、永久権禁止則(theruleagainstperpetuities)を こえて認められている場合

(c)そ の集団が非常に不確定なものであって、護れがそのなかに入るのか確定できない場合

a.本 規 則の範囲

血縁者の場合を除き(第415条 参照)、 不特定集団の構成員は私的信託の受益者になれないので有効な信託は発

生しない。第112、 第122条 参照。しかし受遺者は集団の構成員のために分配す る権限がある。その分配をしない

場合は復帰信託が生じる。

例:

1.Aは 、 自分の家具 ・宝石 ・本を全部、信託としてBに 遺贈 し、それ らをBの 選択によってAの 友

人達に分配するよう指示した。Bは 、その財産をAの 友人達に分配することを拒否または怠った場合に

のみ、Aの 遺産のための復帰信託にもとづき、その財産を保有することになる。

不特定集団の構成員の利益のための生存者間の処分の効果については、第419条 注d参 照。

力」_受遺煮1こ咀 勲[あ 鋤 燈

本条に述べる規則は受遺者に贈与する旨が明確な時は適用 されない。第25条 、第125条 参照。この場合、復帰信

託は、受遺者が財産分配を怠った時でも発生しないで、受遺者が財産を保持できる。

例:

2.Aは 、 自分の家具 ・宝石 ・本を全部Bに 遺贈し、 「できれば、友人達にわけてほしい」と希望し
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た。他に証拠がない場合には、Bは 、信託とはかかわ りなくその財産を取得 し、復帰信託は生 じない。

第417条 不確定または一般目的のための遺言処分

財産権が、公益目的に限らず、不確定または一般目的のための信託 として遺贈され、かっ、確定的または確定

可能な受益者の指定がない場合には、復帰信託は生 じない。但 し、以下の場合を除くものとする。

(8)受 遺者が、その財産をその目的のために利用できない場合

(b)そ の分配をする期間が、永久権禁止則の期間を超えて与えられている場合

(c)そ の 目的が非常に不確定なものであるために、その適用範囲が確定できないような場合

注1

且.本 現1!1」の範」阻

本条において明示信託は設定 されない。というのはそれを強制する受益者がいないからである。第112条 、第

123条 参 照。州の司法長官や州当局は公益信託として実行させることはできない。というのは目的が公益に限ら

れていないからである。第123条 、 第398条 参照。しかし、受遺者は一定目的に財産を供する権限がある。復帰信

託は生じない。但し、受遺者が分配 をしない時はこの限 りでない。

例:

1.Aは 、信託として、10,㎜ ドルをBに 遺贈し、 この金銭を、鰭 と施し(liberality)、 公益そ

の他、Bの 裁量によって最も良いと認められる目的のために使ってほしいと指示した。Bが 遺言の条項

に従ってその財産の処分をすることを拒否または怠った場合にのみ、Bは 、その金銭を、Aの 遺産のた

めの復帰信託にもとづき保有することになる。

しかし、目的が全 く不確定で、適用が 目的に適合するか判定できないならば(第123条 注e参 照)、 また永久禁

止則を超える時にしか適用ができないならば(第123条 注f参 照)、 分配の権限は無効となり復帰信託が生じるこ

ともある。

生存者間の不確定または一般 目的のための処分の効果については、第419条 注b参 照。

b,受 遺者の噌与がある齢

本条の規則は遺言者が受遺者に贈与する意図が明確に表明されている場合は適用されない。第25条 、第125条 参

照。この場合受遣老が財産の指定された目的への提供をしなくても復帰信託は発生しないで、受遺者が信託の制

約 を受けないで財産を保持できる。

遺言者の受遺者への贈与の意思は指定 目的が広範囲で、受遺者の財産処分の自由が広く残 されている事実か ら、

表明される。第125条 参照。また目的が受遺者への贈与を示すほど広 くないにしても、遺言者が受遺者に義務を課

していない場合は贈与への意思が表われている。第25条 参 照。

c.公 益 もしくは無効な目的

公益もしくは非公益目的が、強制可能な信託として全体あるいは部分的に有効である場合にっいては、第398条 、
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第421条 参 照。

第418条 特定の非公益目的のための遺言処分

財産権がある特定の非公益目的のための信託として遺贈され、確定的または確定可能な受益者が指定されなか

った場合は、復帰信託は生 じない。但 し、以下の場合を除 くものとする。

(a)受 遺 者が、その財産権を指定された目的のために用いない場合

(b)受 遺者が、遺言の条項によって、その財産権を永久禁止則の期間を超えて利用することを許されている場

合

(c)信 託 目的が気紛れな性質(capricious)の ものである場合

注:

轟.,」随匠義務の不存子1;

本条は信託が受益者がいないために成立しなかった場合である。112条 、124条 参照。公益 目的ではないので司

法長官や公務員によって公益信託として成立させ られることはできない。124条 、398条 参照。

h.揖}i;の 権 限

財産権が、ある特定の非公益目的のために利用されるよう、ある人に遺贈され、受遺者が、適法にその財産権

を指定された目的のために利用できる場合は、その目的が気紛れなものであったり、永久拘束禁止則(第124集 注

b参 照)に 違反 していない限り、遺言者の遺産のために復帰信託が生じることはない。たとえば、遺言者の記念

碑または墓碑を建設するために、ある者に財産権が遺贈された場合、あるいは、永久拘束禁止則の期間に違反せ

ず、記念碑または墓碑の管理をするために財産権が遺贈された場合には、復帰信託は生じない。同様に永久拘束

禁止則に違反 しない期間で動物を飼育するために、ある者に財産権が遺贈された場合、復帰信託は生じない。

受遺者が財産を一定目的に供するのを拒否 したが、財産の保持を許 されていない場合は、遺言者のために、復

帰信託が発生する。たとえ受遺者が財産を一・定 目的に供することを強制されないにしても、受遺者は財産を提供

するか引渡すかをしなければならず、最終的に保持することは許されない。なぜなら自分の利益のために贈与さ

れたのではないからである。

もし明示信託の条項で永久権禁止則の期間を越えて一定 目的のために、受遺者が財産を利用することを許され

ているならば、利用を欲しても、財産をその目的に利用することはできない。第124条 注f参 照。たとえば遺言者

が永久の墓地の維持のために収益を利用するよう遺贈した場合、受遺者は適法に収益を利用することができない

で、遺言者のために復帰信託として財産を保持する。 しかし多くの州では制定法で墓地の永久的な維持のための

信託は許されている。

財産が非公益 目的の明示信託として遺贈されたがその目的が気紛れな性質であり、確定的な受益者が指定でき

ない場合は信託は発生せず、受遺者は財産を一・定 目的のために利用できず、遺言者の財産のために復帰信託とし

て保持する。第124条 注g参 照。たとえば海に金銭を投げ捨てるためにある人物に遺贈 された場合、彼はそうする
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ことを強制 されないばかりでな くそうすることを許されず、遺産のために復帰信託として財産を保持する。同様

に、20年 間 占有されないように指示 して、ある人に家が遺贈されても、その者は20年 間遺産を復帰信託 として保

持する。

生存者間の非公益目的のための譲渡の効果については、第419条 注c参 照。

弘.粟 週者に甲純贈琶斑斑壼る労金

本条の規則は遺言者が信託 を成立させる意思を明示せず、受遺者に何らの義務 も生じさせないで一定 目的のた

め財産を利用させるために贈与した時には適用されない。第25条 参 照。このケースでは、たとえ受遺者が財産を

一定 目的に利用することをしなくても復帰信託は生じない、受遺者は信託の制約を受けないで、財産を保持でき

る。但し、一定 目的への利用がない場合に贈与があった時はこの限 りでない。

第419条 特定の受益者の指定がない生前譲渡行為

{1)財 産権の所有者が、生前行為をもって、無償で、その財産権をある信託 目的のために譲渡し、かっ、確定

的または確定可能な受益者の指定がないために、その信託を強制することができない場合でも、譲受人は、その

財産権を指定された目的のために利用することができ、この利用の権限が譲渡人によって撤回され、または譲渡

人の死亡または無能力のために終了するまでは、これを継続することができる。

(2)譲 渡人が、譲受人の前項の権限を撤回し、または死亡もしくは無能力となり、または信託目的が達成でき

ないときは、譲受人は、その財産権またはその間に指定された目的に利用 しなかった部分の財産権を、譲渡人ま

たは譲渡人の遺産のための復帰信託として保有する。

注:

n. .木理刷 の範一囲

本条の状況は財産が、類似の目的のために遺贈された時に発生する状況 とは異なる。委託者が生存している時、

委託者は財産に受益権をもっ唯一の人物である。財産を譲渡された者は委託者の指示によってのみ適法に財産を

管理することができる。なぜなら委託者以外財産に権利を持っていないからである。一方、委託者が財産に唯一

権利を持つ者であるか ら、何時でも譲受人に譲渡の撤回を請求する権限を持ち、再譲渡を請求できる。譲受人は

単なる譲渡人の代理人ではない。ただし譲受人が普通法上の権原をもつ時はその限りでない。

丸 正特定ないし ・離.ll抽

本条の規則は財産の所有者が公益目的に限らない不特定ないし一般目的のために生存者間で財産を利用しよう

とする場合に適用される。第123条 参照。

例:

1.Aは 、Bに10.㎜ ドルを贈与し、Bの 裁量によって最も良いものと思われるような慈善を施 し、

公益その他の目的のために利用するようナ旨示した。Bは 、5,㎜ ドルをこの裁量の範囲内の目的のため1こ

利用 した。AはBの 権限を撤回し、Bに その金銭を返還せよと要求 した。Bは 、残額について、Aの た
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めの復帰信託にもとづき保有する。

2.事 実 は、AがBの 権限を撤回したのではなくて、死亡した点を除き、例1と 同様である。Bは 、

Aの 遺産のための復帰信託にもとついて残額を保有する。

c⊥ 一特定の』1公益1-1.曲

本条は特定の非公益目的のために利用するよう財産を移転する場合に適用 される。たとえば、動物の所有者が

信託として動物が生きている限 りその世話をするために金銭を支払 う場合である。譲受人や第三者の誰 も動物に

対する受益権や金銭に対する受益権を持たない。譲受人は適法に動物の世話のために金銭を利用することができ

る。 しかし譲渡人は何時でも譲受人の権限を終了させることができるし、動物を取 り戻し、金銭も動物の世話に

よって費消されていない限 り取り戻すことができる。 もし、譲渡人が譲受人の権限を終了 させないで死亡した時

は最近親者や残存受遺者が動物と金銭 を所有する。但 し譲受人が遺言で別段の定めを規定 した時はこの限 りでな

いo

たとえ目的が気紛れであっても、譲渡人が権限を撤回したり、死亡したり、無能力になるまでは、譲受人は適

法 に財産を利用することができる。ある人が金銭を海に捨てるように別の人に贈与したならば、たとえ権限授与

を投棄の前に撤回して、金銭の返還を強要することができるにしても、後者はその指示に従った場合、責任は生

じない。贈与者の死後に金銭を海に投棄した場合は、贈与者の遺産に対して責任を負う。

例:

3.Aは 、信託 として数個の家具をBに 贈与し、Bの 選択によって、Aの 友人達に、その家具を分配

するよう指示した。Bは 、その家具の一部をAの 友人連に分配した。AがBの 権限を撤回し、Bに 家具

の返還を求めた。Bは 、残 りの家具を、Aの ための復帰信託にもとついて保有する。

4.事 実 関係は例3と 同じだが、AがBの 権限を撤回したのではなく、Aが 死亡した点が異なる6B

は、Aの 遺産のための復帰信託に もとづき残りの家具を保有する。

d」 干特定填」団の構成員

本条にもとつく規則は、譲受人もしくは第三者が、不特定集団の中で誰がどの割合で財産を取得するかを指定

する構成員の中で分配される時に適用 される。

一旦 」特定集団口繕⊥此員正しく.は血縁者

財産所有者が信託として生存者間で特定集団の構成員 もしくは血縁者のために財産を移転 し、譲受人に誰がど

の割合で取得するかをしてする権限が与えられていれば、信託は成立し受託者の権限は譲渡人によっては撤回で

きず、譲渡人の死亡によっても終了しない。第414条 、第415条 参 照。

第42礫 数個の有効な目的のための信託

財産権の所有者が、受託者の裁量に従って、その財産権を列挙された数個の信託目的の間に配分する趣旨で、

受託者に信託譲渡し、かっ、その各信託目的が何れも私益または公益信託の目的として適法である場合、受託者
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として指定された者が、その配分をなすことが出来ず、またはしないときは、信託は効力を失 うことなく、また

復帰信託は発生しない。その財産権は推定される委託者の意思に反 しない限り、数個の信託目的の間に平等の割

合をもって配分される。

注:

a公 益および圭口他の目的

本条で述べられている規則は、受託者が信託財産を公益目的及びその他の有効な目的で分配する権限を有する

場合にも適用される。第397条 注i参 照。

たとえば、遺言者が、一定の金銭を信託として遺贈し、一一部を公益目的に、残 りを受託者の決められた割合に

よって、遺言者の血縁者に分配するよう指示したところ、受託者が財産の処分をしないで死亡した場合には、そ

の基金の半分について有効な公益信託が生 じ、残 り半分については、遺言者の近親者に、平等の割合で分配 され

ることになり、復帰信託は生じない。

委託者が、最初に指定した受託者の権限行使のみに限定しないで、承継受託者に権限行使をさせる意思を表示

していることがない限り、裁判所は、分配の権限行使をさせるために、承継受託者を指定することはない。

u個 の非公益目的

木条で述べられている規則は、受託者が適法に設定された信託の数個の非公益目的に対して財産権を分配する

権限 を有する場合に適用される。たとえば、遺言者が一定額の金銭を信託 として遺贈し、受託者が決めた割合に

応 じて法人格なき非公益目的の団体と、受託老が選んだ遺言者の妻の近親者に対して分配することとした場合、

受託者が資金の分配をせずに死亡した場合には、資金の半額についてはその団体のための有効な信託が(第119条

参照)、 他の半額については妻の近親者のための有効な信託が発生し(第121条 参 照)、 復帰信託は発生しない。

且_些1笠 一聖賢剴が行われない椴合

数個の目的のうちのひとつを達成するために必要な金額が、均等の分割が行われた場合の金額よりも少ない場

合、その目的に対しては目的達成に必要な金額のみが分配 され、他の数個の目的に対 して残 りの信託財産が均等

に分割されて、復帰信託は発生 しない。第397条 注iと 比較せよ。

第421条 公益目的と無効な目的

財産権の所有者が、その財産権を公益目的に限定 しないで、非公益目的も含む信託 目的のために信託譲渡した

場合、その非公益目的が信託の設定を無効とさせる性質のものであっても、第398条(2)項 ～(4)項 に従い有効な公

益信託が発生する範囲内においては、復帰信託は生 じない。

注:

a.公 益 目的坦本来Ω1-「段て.鼻毛掲載1引ユ裂賄1肚」自立生しな旦

受託者が信託財産の一部を信託または権限が適法に成立していない非公益 目的のために用いない限 り、信託財

産の全部を公益目的に用いるべき旨の意思表示を委託者が行った場合、委託者の主たる目的が公益 目的に信託財
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産が用いることであるならば、信託財産を他に用いる権限は無効であり、信託財産の全部につき公益信託が適法

に成立し、復帰信託は生じない。第398条(2)項 参照。

互⊥ 無効旦u的 に必要な金額貞元確定ヱきる場[合の復紺i藷 毛

委託者の主たる目的が財産権を公益 目的に用いることではなく、非公益 目的達成のために必要な最大限の金額

が確定できる場合、その金額についてのみ復帰信託が発生する。第398条(3)項 参照。

P.均 等な分割

受託者が数個の目的のために信託財産を利用するよう指示され、その割合については、受託者が決定できる場

合において、公益 目的 と非公益目的とが含まれ、しか も非公益 目的につき無効となった場合、裁判所は、列挙さ

れた数個の目的それぞれについて信託財産を平等の割合で分配することを命ずることができる。その場合、第39

8条(4)項 にのべ られている事情のもとでは、無効となる部分にっき復帰信託が生ずる。

.d..肺1助r辛 て無効麹A

信 託または権限が適法に設定 されていない数個の非公益目的を含む目的に用いるために財産権が信託として譲

渡 されたが、その信託が注a～cで 述べられている規則に合致しないためにその全部または一部が有効に維持で

きない場合、意図された信託は全て無効となり、譲渡人またはその遺産のための復帰信託が発生する。第398条

(1)項 、第417条 参照。

第422条 信託が不法であるために効力を生 じない場合

財産権の所有者が、その財産権を生前行為をもって信託譲渡したが、その信託が不法のために効力を生じない

場合、不法な法律行為を行なった者に救済を与えないとする政策に比べ、より重大と認むぺき事情があるときに

は、復帰信託は生じない。

注:

且.こ の規則璽 艮拠

本条に述べられている規則は、不法性をもつ信託の履行を阻止するだけでなく、不法な法律行為に参加 しなが

ら原状回復の請求をしている者をも許 さない、 という公序良俗原理にもとついている。このような理由から、裁

判所は、不法な目的の現実を拒否するばかりでなく、不法な譲渡の一方当事者に対して、その者がその譲渡によ

って引渡した財産権の回復を、たとえその結果 として譲受人が不正な利得を受けることになっても、拒否するわ

けである。

本条で述べ られている規則は、当事者の利益と公益の重視 ということに基づいている。当事者間に関しては、

譲渡人の損失において譲受人が不当に利得することを防ぐために復帰信託は生じることが正当である。しかしな

がら、公益の見地からすると、譲渡人の損失において譲受人が不当に利得することが許されることがありうる。

裁判所が復帰信託の強制を拒否する結果、譲渡人が罰せられるだけでなく、譲受人が不当に利得をする。この結

果が仮にも認められるとすれば、その根拠は不法な行為を防止することおよび不法な行為に基づ く請求を調整す
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るために一般の人々が損失を負担すべきでないことである。復帰信託が発生するか否かに関し、あらゆる事例に

通じる明確な規則を示すことはできない。なぜなら第2版 第412条;契 約法 リステイ トメ ント第598条 ～第609条 と

比較せよ。判決に関係する諸要因については以下の注で考察されている。

工

不法性により無効 となった信託にもとついて財産権を譲渡した委託者のために、復帰信託を生じさせるかどう

かを決定すべき重大な要因は、次のとお りである。(1)委 託者の行為は背徳的行為 を含んでいるかどうか。(2)

その譲渡行為を不法 とする立法趣旨の評価。(3)復 帰信託によって不法目的の実現 を阻止できるかどうか。(4)

譲受人が譲渡人よりも罪深いかどうか。(5)譲 渡人はその信託を不法とする法律または事実について知 らなかっ

たのかどうか。

c_茶 油 目萢の遠戚を・胆比する趨め些復帰fl苛旺立[生ヒ蚤墨貴

財産権の所有:者が信託としてその財産権を譲渡したが、その信託が不法のため効力を生じなかった場合、その

不法 目的が完全に達成されておちず、かつ達成できる可能性がまだあるな らば、通常は譲渡人は譲受人に対 して

その財産権を自己に返還するよう強制することができる。たとえその 目的が、既に完全に達成されたため、また

達成不能 となったため譲渡人が財産権の返還を譲受人に請求できないような内容であったとしても同様である。

このような場合、譲渡人は後悔の機会を与 えられる。たとえば、財産権の所有者が他人にその財産権を譲渡 して、

譲受人に所有者であるかのような態度をとってもらい、詐欺などによって第三者から貸付を受けようとした場合、

譲受人が貸付けを受けたらす ぐに財産権を返還することに合意していたとしても、譲受人が貸付を受ける前また

は貸付を受けることが不可能になる前にいつでも、譲渡人は財産権の返還を譲受人に対して強制することができ

る。しかし、譲受人が既に貸付を受けた場合または第三者から貸付 を確定的に拒否された場合には、譲渡人は財

産権の返還を譲受人に強制できない。

不法な目的が完全には達成されてお らず、かっまだ達成される可能性があるとしても、その目的が譲渡人にと

って重大な道徳的悪性ある場合には、譲渡人は譲受人に対して財産権の返還を強制することはできない。たとえ

ば、議員に賄賂を贈るための基金や公務員を暗殺するために殺し屋を雇うための基金に金銭を寄付 した者は、そ

の目的が達成 されなかったとしても、その金銭の返還を受けることはできない。

貝一.譲渡ムおよ⊇拙聾ム坦H底 」jn」 塑[り 臥 起㎏1で な旦:踏査

財産権の所有者が生前行為により財産権 を信託として譲渡したが、その信託が不法なため失効した場合、譲渡

人が譲受人と同貴でないならば、通常は譲受人はその財産権を譲渡人のための復帰信託に基づき保:有する。たと

えば、譲受人が詐欺 ・信頼関係の濫用またはその他の不法な手段により譲渡人に信託を設定させた場合、譲受人

は譲渡人のための復帰僧託に基づき保有する。同様に、譲受人が不法性ある取引を事業として行ってお り、譲渡

人をそのような不法性ある取引に関与 させた場合は、たとえ譲渡人がその取引が不法であることを知っていたと

しても、両者は同貴ではない。

たとえ譲渡人よりも譲受人の過失の方が重大であったとしても、その取引により譲渡人の側にも重大に道徳的

悪性を帯びる場合には、譲渡人は財産権の返還を受けることはできない。
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垂..一.譲泓 人一艶 書裏またはfll鵠を イ{法上する法について 知である 合

財産権の所有者が生前行為により財産権を信託として譲渡したが、その信託が不法のため失効した場合、譲渡

人がその譲渡時にその信託を不法とする事実について知らなかったならば、通常、譲受人はその財産権を譲渡人

のための復帰信託に基づき保有する。しかしながら譲渡人が譲渡しようとする財産権が不法な目的のために使わ

れることを知 らなかったが、そのように使われるのではないかと疑っていた場合、その不法性が重大であるなら

ば、譲渡人は復帰信託を強制することを阻止されるであろう。たとえば営業上の利益を保護するために使われる

基金に寄付をした者が、その基金が適法な方法でそのような利益を拡大するために用いられるのではなく、賄賂

や汚職の目的で使われるのではないかと疑っていた場合、その寄付に関し、復帰信託を強制することは阻止でき

るであろう。 ・

譲渡人が知る事実に規則が適用されて、意図した信託が不法になることを譲渡人が知らなかったという事実だ

けでは、譲渡人のために復帰信託を発生させるための十分な根拠にはならない。しかしながら、譲渡人の態度が

非難に値し復帰信託を生 じさせないか否かを決定する際に幾分重視 される要素としては、たとえば顧客が弁護士

から勧められて、その弁護士によれば適法な目的のための信託として、その弁護士に財産権を譲渡したが、実際

は目的が不法であった場合がある。

f.不 法性の証拠を譲渡人一と譲受ム∫Dどちら坦提∬Lしたかは重要で虫L・。

当該取引に関する不法性の証拠を譲渡人 と譲受人のどちらが提出したかは重要でない。意図した信託が不法で

ある無効である場合、譲渡人が財産権を取 り戻せるか否かは、公序良俗との兼ね合いにかかっており、どちらの

当事者が当該取引の不法性に関する立証責任を負うかという問題の影響を受けない。譲渡人が取 り戻せないとす

れば、その理由は譲渡人が当該取引の不法性を証明せずに復帰信託の成立要件 を証明することができなかったに

すぎない。譲受人が、当該取引は不法であ り譲渡人が財産権の返還を認められるとすれば公序良俗に反すること

を証明した場合、譲渡人は財産権の返還を受けることができない。他方、譲渡人が財産権を取 り戻すために、当

該取引の目的が不法であるこを証明しなくてはならないということは、その不法性が公序良俗の観点からすれば

譲渡人が取り戻すことを否定すぺき性質のものでない場合は、譲渡人が財産権を取 り戻す ことを阻止することに

はな らない。

9.譲 尊人が斐難璽三値Lな 旦場合

その信託を強制することが公序良俗に反するからいう理由だけで、譲渡人が返還を受けることが阻止されるこ

とはない。たとえば、財産権が信託として譲渡 されたが、その受益権が永久権禁止則の期間を超えて付与される

ため、その信託が無効になる場合、復帰信託は生じる。同様に、信託が結婚を制限するものであるという理由で

無効 となる場合 も、復帰信託は生じる。 このような場合、譲渡人は 目的を有効にすることができなかったが、そ

の行為は非難に値するものではなく、譲渡人は財産権を取 り戻すことができる。

工_当 初適法であつた信託

財産権の所有者が適法に信託に基づき譲渡をしたが、法律の改正または事情の変更によりその信託が不法にな

った場合、譲渡人が復帰信託を強制することは阻止されない。 この場合、譲渡人の行為は非難に値 しない。
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L委 託者か一ら譲受ム

不法性が理由で無効になった信託に基づき委託者が財産権を譲渡した後、自己の受益権を生前行為により譲渡

した場合、その譲受人は委託者の同様の地位に立つので、委託者が復帰信託を強制できないならば、不法な行為

に参加しておらず、かつ不法性を知 らなかったとしても、譲受人も復帰信託を強制できない。

同様に、委託者が復帰信託を強制できずに死亡した場合、委託者の遺産のために復帰信託が生じることはない。

しかしながら、財産権の所有者が信託 として遺贈したがその信託が不法なため無効になった場合、受遺者はそ

の財産権を遺言者の遺産のための復帰信託に基づき保有する。このような信託が生じるならば、不法に目的の達

成を阻止できるからである。注cと 比較せよ。

」.」甘霞棚力聾.法 な1]頂 壁た剃 ご用いられた堪登

不法な目的に用いるため財産権が生前行為により信託として譲渡され、譲渡人が譲受人に対する通知によって

その財産権 をそのように用いるための自己の権限を撤回(revoke)す る前でかつ譲渡人の生存中に、譲受人が財

産権を不法に目的のために使った場合、譲渡人が譲受人に対して財産権の再譲渡を強制できるとしても、譲受人

は譲渡人に対して全く責任を負わない。

第423条 ～第428条 の秘説

前の主題は、財産権の所有者が無償で生前行為または遺言により信託として譲渡したが、その信託が失効する

場合に関するものであった。このような事情の下では、譲渡人がその信託を設定してお り、委託者である。復帰

信託が生じる場合は譲渡人またはその遺産のために復帰信託が生じる。第423条 ～第428条 は、譲渡が無償でない

場合または譲渡が財産権の所有者によって行われなかった場合に生じる事情に関する。このような事情の下では、

復帰信託が生じるとすれば、実質的な委託者(creator)の ために生じる。譲受人が約因を支払って信託譲渡を受

けたが、その信託が効力を失った場合、譲受人が委託者であり、復帰信託は生じない。第423条 参照。第三者が約

因を支払って信託譲渡が行われたがその信託が効力を消滅した場合、その第三者が委託者である。第424条 参 照。

財産権の所有者による信託宣言の約因を第三者が支払った場合、その第三者が委託者である。第425条 参照。一般

指名権者が権限を行使して設定 した信託が効力を失った場合、指名権者が委託者である。第426条 参 照。しかしな

がら、特定的指名権者が権限を行使して設定した信託が効力を失った場合、指名権委託者が委託者である。第427

条参 照。既に存在する信託の受益者が信託として受託者に信託権を譲渡させたが、その信託が失効 した場合、受

益者が委託者である。第428条 参照。

第423条 譲受人が譲渡に対し対価を支払った場合

財産権の所有者が、その財産権を信託として譲渡したが、信託が効力を有しない場合において、財産権の所有

者がその譲受人から譲渡にっき対価を受領したときは、復帰信託は生じることなく、譲受人は、その財産権を信

託とは無関係に保有することができる。

～708

一
一



△

【第12章 】

注1

旦⊥ 罫描{扉託

財産権の所有者がその財産権を売却し、買主の指図に従ってその財産権を第三者らに譲渡した場合、売 り主で

はなくて買主がその信託の委託者である。それゆえその信託が失効した場合、その財産権が売 り主に返還 される

ことおよび売 り主が売却代金を保持することは不合理である。そのような場合、買い主は適法にその財産権を保

持できる。このような事情は、売 り主が信託とは関係な く財産権を買い主に譲渡し、買い主がその財産権につき

信託宣言をした場合、もし信託が失効すれば買い主が財産権を信託 とは関係なく保有できる事情 と実質的に同じ

である。

例:

1.Aの 要請に従い、Bが 甲地をCの ための信託としてAに 譲渡し、その対価の10,㎜ ドルはAがB

に支払った。その譲渡の時に、Cが 死亡した。Bの ための復帰帰結は発生することなく、Aは 、信託と

は関係なく甲地を保有する。

.1L..公是∫謡

本条で述べられている規則は、財産権が公益信託として譲渡されたが、その信託が失効 した場合にも適用 され

る。

例:

2.Aの 要請に従い、AがBに10,㎜ ドルの対価を支払って、Bl押 地 を公益信託としてAに 譲渡し

た。その公益信託は効力を生 じなかった。Bの ための復帰信託は発生することなく、Aは 、信託とは関

係なく甲地を保有する。

も.譲 葉人が拘囚の 田口Lか支払虹ない墨金

譲渡人が譲受人から当事者の合意によれば財産権の売買代金の一部にしかならない約因を受領 し、その財産権

は信託として譲渡されたが、その信託が失効した場合、各当事者は部分的に委託者になる。 このような場合、裁

判所は、衡平法上の処分と同様に財産権の処分を命じるであろう。譲受人の譲渡人のための復帰信託に基づきそ

の財産権を保有するが、譲渡人に支払った金額の払い戻 しを受けるまでは財産権を保持するよう命じるかもしれ

ない。あるいは譲受人が、失効してしまった信託の成立時の財産権の価格に対する自己の出資の割合に対応する

財産権の一部を保有することを許され、かつ、その財産権の一部を譲渡人に譲渡すべき復帰信託に基づきその財

産権を保有することを命じるかもしれない。

例:

3.Aは 、甲地の所有者である。Aと 兄弟のBは 、甥Cの ための信託を設定する目的で、Aが 甲地 を

Bに 譲渡し、甲地の代金の約半額の5,000ド ルをBがAに 支払 うことに合意した。この合意にもとづき、

AはBに 甲地を引渡 し、BはAに5,㎜ ドル支払った。Cが 、甲地の譲渡の時に死亡した。裁判所は、甲

地の半分の持分について、Aの ための復帰信託を成立させ、甲地の他の半分の持分については、Bが 信

託とは関係なく保有できるものとするか、または、Bは 甲地全部についてAの ための復帰信託にもとづ
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いて保有するが、Aが5.㎜ ドルBに 返還するまでは甲地を保持できるとするか、どちらかの判決をする

ことになろう。

d.支 払われた約因の性質

本条で述べ られている法準則は、譲受人が譲渡の約因として金銭を支払った場合、他の財産権を譲渡した場合

または信用買いをした場合に適用される。第455条 、第456条 と比較せよ。

第424条 第三者が譲渡に対し対価を支払った場合

財産権の所有者が、その財産権を信託 として譲渡 したが、信託効力を有 しない場合において、財産権の所有者

が第三者から譲渡につき対価を受領 している時は、その第三者のために復帰信託が発生する。

注:

旦L,私 一益値壼

財産権の所有者がその財産権を売却し、買い主の指示によりその財産権を信託として他人に譲渡した場合、売

り主ではなく買い主が信託の委託者である。それゆえ、信託が失効した場合、その財産権が売 り主に復帰しては

不合理である。しかし買い主が信託を設定したのであるから、受託者は買い主のための復帰信託に基づき保有す

ぺきであろう。この事情は、売 り主が財産権を買い主に譲渡し、買い主がその財産権を信託として譲渡 したが、

その信託が失効した場合に買い主のために復帰信託が生じる事情と実質的に同じである。

例:

1.Aの 要請に従い、Dの ための信託として、Bが 甲地をCに 引渡 し、その対価10,㎜ ドルはAがB

に支払った。甲地の譲渡の時にDが 死亡した。Cは 、Aの ための復帰信託として甲地を保有することに

なる。

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者によって支払われ、明示信託が設定されていない場合に生

じる復帰信託については、第440条 参照。

b.公 益Ilf酷

本条で述べ られている規則は、財産権が公益信託として譲渡 されたが、その信託が失効 した場合にも適用され

る。

例:

2.Aの 要 請に従い、Eは 、公益目的のための信託 として、甲地をCに 引渡し、その対価10,㎜ ドル

はAがBに 支払った。その公益信託が効力を生 じなかった。Cは 、Aの ための復帰信託として、甲地を

保有する。

旦.敵 人壁寄付者

財産権の購入に用いる基金に2人 以上の者が寄付を行い、寄付者の指示に従って売 り主が財産権を信託として

譲渡したが、その信託が失効した場合、寄付の割合に応じて寄付者のための復帰信託が生じる。第411集 注jと 比
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校せよ。

例:

3.Aは 甲地の所有者で、甲地 を10,㎜ ドルで売却しようと思っている。Bと 兄弟のCは 、甥Dの た

めに甲地につき信託を設定する目的で、各々5,㎜ ドルずつ分担することになった。BとCは 、Aに 用地

の代金を全部支払い、BとCの 指示に従って、Aは 甲地をDの ための信託としてEに 譲渡した。譲渡の

時に、Dが 死亡した。Eは 、BとCそ れぞれ平等の割合をもつ復帰信託にもとついて甲地を保有する。

4.数 人の者が、ある公益 目的のために土地を購入する資金を拠出した。その資金は土地の所有者に

支払われ、資金拠出者の指示に従って、ある公益信託のために、第三者にその土地が引渡 された。公益

目的が予定した公益信託の公益性が否定され、従って可及的近似の原則が適用されない。その場合にお

いて、受託者は、拠出者の出資額に応じ、その土地を復帰信託にもとついて保有することになる。

d.幼 三者が酌因の 一・部しか支貞主材Lい 場合

譲渡人が譲受人から当事者の合意によれば財産権の売買代金の一部にしかならない約因を受領し、その財産権

は信託として譲渡されたが、その信託が失効した場合、各当事者は部分的に委託者になる。このような場合、裁

判所は、衡平法上の処分と同様に財産権の処分を命じるであろう。裁判所は、譲受人はその財産権を譲渡人のた

めの復帰信託に基づき保有するが、譲渡人が受領した金額を譲受人に払い戻すまで、譲受人は第三者のためにそ

の財産権に対して衡平法上の先取特権を有すると命令することができる。あるいは、第三者は失効してしまった

信託の成立時の財産権の価格に対する自己の出資の割合に応じて財産権に持分を有するので、裁判所は譲受人に

その財産権を譲渡人および第三者のための復帰信託に基づき保有することを命令することができる。

例:

5.Aは 甲地の所有者である。Aと その兄Bは 甥Cの ための信託を甲地に設定したいと考え、甲地の

価格は10,㎜ ドルであること、Aが 甲地をCの ための信託としてDへ 譲渡すること、およびBはAに5,

㎜ ドルを支払うことを合意 した。この合意に従 って、Aが 甲地をCの ための信託としてDに 譲渡し、B

はAに5,000ド ルを支払った。Cが 譲渡時に死亡した。裁判所は、DがAお よびBの ための復帰信託に基

づき甲地を各自の割合に応じて保有すること、またはDが 甲地全部をAの 為の復帰信託に基づき保有す

るが、BはAか ら5,㎜ ドルの返還を受けるまで甲地に対 して衡平法上の先取特権を有することを判示す

るだろう。

旦_支 払⊇1因 璽性質

本条で述べ られている規則は、買い主が譲渡の約因として金銭を支払った場合、他の財産権を譲渡した場合ま

たは信用買いをした場合に適用される。第455条 、第456条 と比較。

第425条 信託宣言に対し対価が支払われた場合

財産権の所有者が、その財産権にっき、信託宣言をな したが、信託が効力を有しない場合において、財産権の
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一
所有者が他人からその信託宣言にっいて対価を受領したときは、その対価を支払った者のために復帰信託が成立

する。

注:

且.L私 益稿鎚

財産権の所有者が他人から約因を受領 してその財産権につき信託宣言を行 った場合、信託を設定したのは受託

者ではなくて、約因を支払った者である。それゆえ、信託宣言が適法に行われたが、その信託が失効した場合、

受託者は財産権を保有することは許 されないが、約因を支払った者のための復帰信託に基づき保有することにな

るだろう。この事情は、財産権の所有者がその財産権を売却した対価 を支払った者に譲渡 し、その譲受人が財産

権を信託 として譲渡人に再譲渡したが、その信託が失効した場合に復帰信託が約因を支払った者のために生じる

事情と実質的に同様である。

例:

1.甲 地の所有者Bが 、Aの 要請に従 って、甲地につき、Cの ための受託者 となる信託宣言証書に署

名 した。甲地代金10,000ド ルは、AがBに 支払った。信託宣言の時に、Cが 死亡した。Bは 、Aの ため

の復帰信託にもとついて甲地 を保有する。

≡1益 田,正

本条で述べられている規則は、財産権の所有者が他人から約因を受領してその財産権につき公益信託の受託者

となる旨の宣言をしたが、その信託が失効した場合にも適用される。

例:

2.甲 地 の所有者Bが 、Aの 要請に従って、甲地につき、ある公益信託の受託者となる信託宣言証書

に署名 した。甲地代金101㎜ ドルは、AがBに 支払った。予定した公益信託の公益性が否定された。B

は、Aの ための復帰信託にもとづき甲地を保有する。

c㌔ 無償聖∫註』堕 霞

財産権の所有者が無償で信託宣言を行ったが、その信託が失効した場合、復帰信託は生じない。この場合、受

託者自身が委託者であり、信託が失効 したとしても、受託者に財産権を引き渡すよう強制する者はおらず、信託

と関係なく財産権を保持できる。

第426条 一 般 的指 名 権(generalpowerofappoint皿ent)を 付 与 され た者

の ため の復 帰 信 託

一般的指名権を付与された者が、その権限を行使して信託処分をなしたが、信託が効力を生じなかった場合に

おいて、この権限を付与した者が別段の意思を表示した場合を除いて、権限を付与された者またはその遺産のた

めに復帰信託が成立する。

注:
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旦,」繊 ‖1塾遼皿1範囲

遺言のみ、捺印証書のみの、または遺言もしくは捺印証書による一般的指名権者がいる場合、指名権者は指名

権の目的物 となっている財産権を有 していないとしても、実質的に自己を財産権の所有者とする権利を有する。

その指名権者が信託 としてその財産権に関する権限を行使した場合、その者が委託者であり、信託が失効 した場

合に通常はその者のために復帰信託が生じる。

例:

1.Aが 、残余遺産(residueofhisestate)を 遺贈し、Bが 生存中はBに 、残 りはBが 証書または

遺言で指定した者に渡すことになっていた。遺言によって、BがCに 対し信託処分をしたが、その信託

は、受益者がBの 死亡する前に死亡した り、受益権の受領を拒否したり、あるいは意図された信託が不

確定なものであったために、効力を生じなかった。Cは 、Bの 遺産のための復帰信託にもとづきその財

産権 を保有する。

互L権 嶋 托書聖、随想

一般的指名権者が信託として受託者を指名したが、信託が失効 したとしても、指名権委託者が特段の意思表示

を適法に行っていた場合、復帰信託は指名権者の遣産のために生 じない。指名権を行使しないで指名権者が先行

贈与不動産権消滅後の不動産権設定(giftover)を 行 った事実は、指名権者が信託として権限を行使したが信託

が失効したな らば、その不動産権設定は有効になるとする旨の意思表示では必ず しもない。しかしながら、指名

権委託者が、その財産権に対する受益権が指名権の行使により有効に処分 されないならば贈与は有効であるとす

る旨の意思表示を行った場合、復帰信託が指名権者の遺産のために生じることはないが、先行贈与不動産権消滅

後の不動産権の設定がなされた者がその財産権に対する権原を取得する。

旦,指 名権者亘意思

一般的指名権者が信託として受託者を選任したが、その信託が失効したとしても、指名権者が特段の意思表示

を行った場合、指名権者またはその遺産のために復帰信託は生じない。このような場合、受託者は指名権委託者

もしくはその者の遺産のための復帰信託に基づき保有するか、または指名権を行使しないで第三者に対して先行

贈与不動産消滅後の不動産権の設定が行われた場合には、第三者のための復帰信託に基づき保有する。しかしな

が ら、指名権行使時に指名権者が指名権の目的物を自己所有の財産権であるかのように扱わなかったという事実

だけでは、指名権者またはその遺産のための復帰信託が生じないとする根拠としては不十分である。しかし、こ

の事実は指名権者の行った指名の性質によっては、信託の目的が達成可能な場合のみ指名を有効とする旨の意思

表示ともなり得る。たとえば、遺言者が、残余権に関して遺言または捺印証書による一般的指名権 と共に、他人

に土地を遺贈 し、指名権不行使の場合の先行贈与不動産権消滅後の不動産権を第三者の子に対して設定 し、指名

権者が自己の全財産を公益 目的のために贈与し、その第三者の子のひとりのための信託として指名権を行使して

受託者を指名 したが、その子が指名権者よ りも先に死亡したため、その信託が失効した場合、指名権者は意図し

た受益者が財産権を取得した場合にのみ指名を有効とする意思であったことが推論され、受託者は指名権者の遺

産のためではなくてその第三者の子のうちの生存者のための復帰信託に基づき財産権を保有する。
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d.前{費 参」顯

指名が無効であった場合の効果については、財産法 リステイ トメン ト第365条 参照。

第427条 特 定 的指 名 権(specialpowerofappointment)を 付 与 され た 者

の た め の 復 帰信 託

特定的指名権者が受託者を指名 したが、その信託が失効 し、かっ、その後有効な指名が行われない場合、指名

権委託者またはその遺産のために復帰信託が生 じる。但 し、以下の場合はこの限りではない。

(a)そ の集団に属する全員がその財産権の分配をうける権原を有するとき

(b)指 名権不行使の場合には、他の者にその財産権を贈与することになっているとき

注l

a.復 帰信託が生じる場合

特定的指名権を有する者は、一般的指名権を有する者とは異なり{第426条 参照)、 財産権に対する権利 を実質

的に有することはない。指名権者が信託として財産権を指名した場合、指名権者ではなくて指名権委託者がその

信託の委託者となる。その信託が失効して復帰信託が生じる場合は、指名権者またはその遺産のためではなく、

指名権委託者またはその遺産のために生じる。

例:

1.Aは 、甲地をB生 存中はBに 遺贈したが、その残余権について、Bが 遺言で指定するCの 子供に

与えることになっていた。Bは 、遺言によって、Cの 子供の一人であるEの ための信託として、Dを 受

託者と指定 した。Eお よび他のCの 子供全部が、Bよ りも前に死亡した。Dは 、Aの 遺産のための復帰

信託にもとついて、甲地を保有する。

L本 条で述べ られている規則によれば、指名権が生前行為または遺言によるものであり、指名が遺言によって

行われた場合に、指名権委託者またはその遺産のための復帰信託が生じる。生前行為による指名権のみがあり、

指名権者が信託とし指名を行ったがその信託が失効し、 さらに指名を行う前に指名権者が死亡した場合も同様で

ある。しかしなが ら、指名権者が信託 として生前行為により指名を行ったが、その信託が失効し、その後有効な

指名が行われた場合、指名権委託者またはその遺産のために復帰信託は生じない。

ユ 坦侃酷挺生1三な}]場一壷

指名権者が指名権を行使できなかった場合、または指名が無効であった場合には、特定の集団の構成員のため

の信託を発生させる旨または特定の集団の構成員に対して指名権不行使のときは贈与をする旨の意思表示を指名

権委託者が行 っていたならば、特定の集団の構成員はその財産権に対して平等に権原を有すので、その集団のた

めの信託または贈与が無効とならない限 り、指名権委託者またはその遺産のための復帰信託は生じない。第27条 、

120条 、414条 参 照。同様に、指名権委託者が指名権不行使の際は第三者に対 して贈与を行う旨、しかし、指名権

者が指名権を行使できなかった場合、または指名が無効であった場合は、第三者がその財産権を対する権原を取
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得する旨の意思表示を行 っていた場合、第三者に対する贈与が無効 とならない限 り、指名権委託者またはその遺

産のための復帰信託は生じない。第27条 参 照。

d.趣 麓 書風

指名が無効であった場合の効果については、第365条 参 照。

第428条 既 存 の 信 託 の 受 益 者 に よ り新 た に 設 定 さ れ た 信 託 が 効 力 を有 しな

い 場 合

ある信託の受益者の指図により、受託者がその信託財産を新たな信託として譲渡したところ、その新たな信託

が効力を有しない場合は、前の信託の受益者のために復帰信託が成立する。

注:

旦,_里]」]述樋 亘〕1側燥 益煮.

財産権が単独受益者ために保有されている場合、その受益者は実質的に信託財産の所有者である。その受益者

の指図により、受託者が信託財産を新たな信託に基づき譲渡した場合は、その受益者が委託者となる。その信託

が失効した場合、復帰信託はその受益者のために生じる。

例:

1.Aは 、自己のための信託として、甲地をBに 譲渡した。Aの 指図に従って、Bは 、Dの ための信

託として、その甲地をCに 譲渡した。Dが 受益を拒否した。Cは 、Aの ための復帰信託にもとついて、

甲地を保有する。

2.Aは 、甲地をBに 遺贈し、C生 存中はCに 収益を支払い、C死 亡後は、Dに 甲地を引渡すよう指

示した。Cが 死亡し、Dの 指図に従って、Bは 、ある公益目的のために甲地をEに譲渡した。この公益

信託は、効力を生じなかった。Eは 、Dの ための復帰信託にもとついて、甲地を保有する。

』L」魎iLl匙 撰 数受益者

財産権が複数受益者のために保有されている場合、全受益者の指図により、受託者が新たな信託に基づき財産

権を譲渡したが、その信託が失効した場合、原信託の受益者のための復帰信託が生じる。

旦_斑 剛 直腫ま」た」ま擬捌借鵬 益貴

本条で述べられている規則は、明示信託の受益者が信託を設定した場合と同様、成立している復帰信託または

擬制信託の信託を設定した場合にも適用される。どちらの場合も、失効した信託に基づき譲渡を行うのは受託者

であるが、受託者ではなく受益者がその信託の委託者である。その信託が失効した場合、受益者のために復帰信

託が生じる。

旦L嚢 腫書些剖jLf;随」ヒして爆査社 堂紅燈鷺益粗三よ重蝦丞

財産権が信託として保有され、受益者がその財産権を新たな信託に基づき保有するよう受託者に指示したが、

その信託が失効した場合、受益者がその失効した信託の委託者であるから、受託者はその財産権を受益者のため
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の復帰信託に基づき保有する。

第429条 口頭による権利消滅行為

土地に対する権利の所有者が、その権利を無償で信託譲渡したが、信託が効力を生 じない場合において、それ

により発生する復帰信託は、詐欺防止法の適用がある場合には、復帰信託の受益者が口頭でその受益権を受託者

に譲渡し、または放棄 した場合でも、消滅することはない。

注:

旦._本 規則』⊇適用範皿

信託を示す書面を用いて生前行為により財産権が譲渡されたが、その信託が失効した場合、その財産権が土地

に関する権利であろうとなかろうと、口頭証拠排除原則は復帰信託の推論を覆すための証拠を許容しない(第412

条注g参 照)。 しかし口頭証拠排除原則は、復帰信託を消滅させる事後の行為についての口頭証拠を許容しない

ものではない。しかしながら、その財産権が土地に関する権利であった場合、詐欺防止法によ り、復帰信託の消

滅に関する書面が必要となる。

例:

1.Aは 、記載証書によって、甲地をCの ための信託として、Bに 譲渡 した。Cが 受益を拒否 した。

Aは 、口頭で、Bに 甲地を保管するよう告げた。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて、印地を保有

する。

口頭で復帰信託を消滅させたことに対して受託者が約因を支払っていたとしても、詐欺防止法の要件が満たさ

れていないので、復帰信託は消滅しない。しかし、復帰信託の受益者が復帰信託を強制する場合は、受託者は復

帰信託の受益者から支払った約因の返還を受ける権原を有す。

第3節 明示信託の信託財産に残余が生じた場合

第430条 一般原則

財産権の所有者が、適法に表示された信託にもとづいて無償譲渡し、しかもこその信託が完全に履行された後、

なお信託財産に残余が生じた場合は、受託者は、その残余財産を委託者またはその者の遺産のための復帰信託と

して保有する。ただし、委託者が残余財産にっき、復帰信託を発生させないという意思表示をした場合、その残

余財産にっいての復帰信託は生じない。

注:

a.明 示信託が完全に遂行されても信託財産に残余がある場合に復帰信託を生じさせない旨の意思を表示する事

情については、第431条参照。

b.生 前量f.為}こよる譲渡.

財産権の所有者が信託として無償で財産権を譲渡し、その信託が完全に遂行されたが譲渡された財産権に残余
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がある場合、譲受人はその残余を譲渡人のための復帰信託に基づき保有する。

譲受人または第三者が譲渡に対して約因を支払っていた場合の事情について、第433条、第434条参照。

至」」齢 ⊇ 旦趨甦

財産権の所有者が信託として財産権を遺贈し、その信託が完全に遂行されたが遺贈された財産権に残余がある

場合、受遺者はその残余を委託者の遺産のための復帰信託に基づき保有する。第411条注c参 照。

旦エー」馳1操 上Ω螺鹿棉壁麟 繊

遺言者が受託者としての他人の不動産を遺贈し、その不動産を売却して、売却代金を信託として保有するよう

指示し、その信託が完全に遂行されたが売却代金に残余がある場合、相続人または遺言者の残余遺産の受遺者の

ための復帰信託が生じる。第411条注eと 比較せよ。

-e.州 の止めの復帰信託

財産権の所有者が信託として財産権を遺贈し、その信託が完全に遂行されたが遺贈された財産権に残余があり、

財産権の所有者に相続人または近親者が生存しておらず、かつ残余遺産を処分せずに財産権の所有者が死亡した

場合、受遺者はその残余を州の為の復帰信託に基づき保有する。同様に、財産権の所有者が信託として財産権を

譲渡し、その信託が完全に遂行されたが譲渡された財産権に残余があり、財産権の所有者に相続人または近親者

が生存しておらず＼かつ残余遺産を処分せずに財産権の所有者が死亡した場合、受遺者はその残余を州の為の復

帰信託に基づき保有する。いずれにせよ、州の権利は被相続人の遺産に対する請求に従う。第411条注f参 照。

⊥,_杢規則1が遺風される事螂

本条の法準則は、信託条項からは信託目的の達成に全信託財産が必要か否か分からないが、最終的には全部は

必要ないことが分かった場合(注g参 照)だ けでなく、信託条項に全受益権が処分されないことが明らかである

場合にも適用される。注h参 照。

菖」」樋毛書魎 ま残余が』三じるかで明かでな}・場合

本条で述べられている規則は、財産権の所有者が財産権を他人に譲渡し、特定の目的のための信託であること

を表示したが、信託条項からは全信託財産が目的達成に必要か否か明かでなく、最終的に全部は必要ないことが

分かり、信託が完全に遂行された財産に残余がある場合に適用される。

例l

l.Aは 、信託として10,㎜ ドルをBに 遺贈し、その収益と元本をCの 扶養のためにあてるよう指示

した。助f、 収益と元本のうちの2.㎜ ドルをCの 扶養のために使った後、Cが 死亡した。別段の意思表

示の証拠がなければ、Bは 、元本の残り8,000ドルをAの 遺産のための復帰信託として保有する。

他方、信託目的が達成されていないならば、復帰信託は発生しない。信託が完全に達成されているか否かは信

託目的の範囲にかかっており、通常解釈の問題になる。たとえば、複数人が死亡した聖職者の子の教育のための

信託として基金に寄付をし、その子が信託財産を全て使わずに正規の教育を修了した場合、その子が基金の残余

を受け取る権原を有するか、その子が自分達のための他の方法で用いる権原を有するのか、復帰信託が生じるの

かは、解釈の問題である。
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上」_」目遣巨一∫一から一壷01生 」三⌒ 」」か並幽

本条で述べ られている規則は、財産権の所有者が財産権を他人に譲渡し、その財産権の一部について信託であ

ることを表示す るか、または譲渡された期間より短い期間信託であることを表示 した場合に、財産権の他の部分

または期間について意思が表示 されない場合にも適用される。

例:

2.Aは 、 甲地を信託としてBに 譲渡 し、甲地を売却してその代金を2分 の1をCに 支払 うよう指示

した。代金の2分 の1に つき、Aの ための復帰信託が生 じる。

3.Aは 、信託として10,㎜ ドルをBlこ 遺 贈し、C生 存中はCに その収益を支払うよう指示 した。C

死 亡後は、信託金の元本につき、Aの 相続人または残余権者のための復帰信託が生じる。

4.Aは 、有価証券を信託 としてBに 譲渡し、A死 亡に際し、その収益を生存中のAの 子供連に分配

し、子供連が全部死亡した場合は、元本を特定の受益者に分配するよう指示した。A生 存中は、Aの た

めに、その収益につき復帰信託が存在することもある。第143条 注b参 照。

」一.受JE麹 蹴 産椒が1輌樋 期1}墾1三腱 亘れTい 高場[宣

受託者に譲渡された普通法上の権利が信託期間内に制限 されている場合(第88条 参照)、 委託者またはその相

続人は復帰権的権利を有し、復帰信託は生 じない。

例:

5.甲 地の所有者Aは 、Bと その相続人に、その収益を10年 間Cに 支払う旨の信託として、 甲地を譲

渡 した。信託条項によって、それ以上の権限も義務もBに は与えられていなかった。Bは 、10年 間、甲

地を信託として保有し、Aは 普通法上の復帰権的権利(legalreversiomafyinterest)を 有 する。

6.甲 地所有者のAは 、甲地 をBと その相続人に信託 として遺贈し、C生 存中はCに その収益を支払

うよう指示した。遺 言者Aの 別段の意思表示の証拠がない限り、Bは 、甲地を、C生 存中は信託として

保有し、Aの 相続人または残余権の受遺言ほ、復帰権的権利を有する。

.j.撫 数の寄付者

複数の者が信託として保有 される基金に寄付を行い、その信託が完全に遂行されたが基金に残余がある場合、

受託者がその複数寄付者のために寄付割合に応 じてその残余を復帰信託に基づき保有する。第411条 注 」と比較せ

よ。

例:

7.A・B・Cは 各自1,000ド ルずっ提供し、また、D・Eは それぞれ500ド ル を提供 し、1人 の貧

しい老婦人の生活をささえるための信託として、Tが その基金を保有している。Tは 、その老婦人の生

活費と葬式費用に2,000ド ル を費した。直接にせよ、間接にせよ、その婦人の親類に利益を与えるとい

う寄付者の意思は表示されていない。Tは 、残金2.㎜ ドルにつき、A・B・Cに500ド ルずっ、D・

Eに250ド ルずつ支払 う復帰信託にもとついて保有することになる。

上._非 公益団体のための値購
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非公益団体のための信託として保有 されている財産権の解散時における処分については、第411条 注m参 照。

第431条 復帰信託が発生しない場合

財産権の所有者が、その財産権を信託 として譲渡 し、かっその信託が完全に履行された後になお信託財産に残

余がある場合において、その者が、信託財産に残余があっても復帰信託を発生させない旨の意思を相当な方法を

もって表示したときは、復帰信託は生じない。

注1

.旦エ_残余、を処分すぺき冒の明主の条項

譲渡人が、信託遂行後に残余があるときはその財産権 を一定の方法で処分すべき旨の意思表示を適法に行い、

その処分が有効である場合は、残余につき復帰信託は生じない。第412条 注aと 比較せよ。

b.将 来権の早期実現

財産権の所有者が、複数の者または複数の目的のための信託として財産権を譲渡し、先に遂行されるぺき目的

が完全に遂行されたが信託財産に残余がある場合、将来権が早期に実現され、復帰信託は生じない。第412条 注c

と比較せよ。将来権の早期実現に関する規則については、財産法 リステイ トメント第230条 ～第237条 参照。

至一_受託者が腐金を保有してよ長Σ旨辺 塞思嘉承

財産権の譲渡人が、信託が履行された後になお残余財産が生じて も、受託者がその残余財産を保有すべきであ

るとの意思を表示した場合は、受託者は、信託とは関わりなく、その残余財産を保有し、復帰信託は生じない。

譲渡人がそのような意思表示を行ったか否かを決定する際に重視されまたは重視されるかもしれない事情は以

下の通りである。(1)信 託証書中の文 言、(2)譲 渡人と受託者の関係、(3)受 託者が個人であるか法人であるか、

および法人が公益を目的としているか、(4)残 余が生じる確実性または可能性、(5)信 託 の設定が生前行為によ

る遺言によるか、(6)信 託が遺言により設定され残余の処分が行われない場合について、遺言者が相続人または

近親者のため他に条項 を設けているか、(7)残 余が信託に生じる場合、遺言者が受託者のために他の条項を設け

ているか、(8)信 託が生前行為により設定された場合、委託者が自己に受益権の一部を留保しているか。

旦.枯 託証蔚の正日

信託財産から一・定の支払をするための信託がもし可能であるな らば、そのような信託として財産権が譲渡 され

た場合、その財産権から一定の支払 をなすべき指図と共に財産権が譲渡された場合、またはその財産権から一定

の支払に用いられる財産権が譲渡された場合は、財産権がそのような支払をなすための信託として譲渡 された場

合に比べて、受託者が残余を保有してよい旨の意思表示がなされたと解するのが相当である。これら全ての場合、

譲受人は指示された支払をなすために財産権を用いる義務を負っているので、衡平法上の負担ではなく信託が設

定されている。第10集 注b参 照。しかし信託が完全に遂行 されたが信託財産に残余が生じる場合、信託証書は受

託者がその残余を保持すべき旨の意思表示 として解釈される。信託ではなく衡平法上の負担が設定されている場

合、負担のある財産権に対 して譲受人が受益的な権原を有することが推論される。注i参 照。

719



【第12章 】

皇 藁錘壷上」受託者己関係

受託者が自己の利益のための贈与を委託者から受けるのに当然な関係がある場合は、受託者が他人である場合

に比べて、受託者が残余を保持してよい旨の意思表示がなされたと解するのが相当である。そのような関係とし

ては、血縁、婚姻または当事者間の親密な交友関係がある。委託者と受託者との関係が営業上の関係である場合、

委託者は受託者に対して全く受益権を与える意思のないことが強く推論される。受託者がたとえば信託会社など

の事業会社である場合は、この推論が強く働く。しかしながら、受託者が公益法人である場合は、受託者はその

残余を一一般的な公益目的のために保持すべき旨の意思が推論され易い。

」」_狸壷力望三一じる確実性ま⌒ の効」堪

信託条項から全受益権を処分しないことが明かな場合は、それが明かでない場合に比べて、信託が完全に遂行

された他の財産権の残余を受託者が保持すべき旨の意思表示が行われていることが多い。第430条注g、h参 照。

たとえば、受託者が信託条項により信託財産の半分を特定の受益者に支払い、残りの半分は処分しないことを指

示されていた場合は、受託者が全信託財産を特定の目的のために用いることが指示されており、その目的の達成

にし全信託財産が必要ないことが最終的に判明する場合に比べて、受託者に残りの半分を保持すべき旨の意思表

示が行われていることが多い。

信託条項からは全受益権を処分することが明かでない場合であっても、信託財産の価格が信託目的に費やされ

る金額に比べて大きく、確かでないにしても恐らく残余が生じる場合は、信託設定時に全信託財産が信託目的の

達成のために必要である可能性のあることが明かである場合に比べて、受託者に残余を保持させる旨の意思表示

が行われていることが多い。たとえば、遺言者が多額の金銭を遺贈し、受遺者が少額の年金を第三者に支払うこ

とを指示された場合は、遺言作成時に遺贈される額が年金として支払うには不十分な可能性がある場合に比べて、

受遺者が残余を保持すべき旨の意思表示が行われることが多い。

これらの全ての場合、財産権が信託として譲渡されたという事実から、受託者は全く受益権を享受しないこと

が推論され、残余を保持しようとする受託者は自己が保持することを認める旨の意思表示のあったことを証明し

なくてはならない。委託者が残余の生じることを恐らく予想し難い事情がある場合は、委託者が残余の生じる蓋

然性を認識していたに違いない場合に比べて、受託者が残余に関する委託者の意思表示を証明することは困難で

ある。後者の場合、委託者が残余を処分しないことは、受託者に残余を保持させるぺき旨の意思の表示となる他

の事情がある可能性がある。同様の理由により、信託が完全に遂行された後に残余を受託者に保持させるべき旨

の意思表示は、信託が失効した場合、受託者に信託財産を保持させる旨の意思表示に比べ、行われていることか

が多い。第412条注d参 照。

日工_生龍行麹.星虫u.遺言止」雌 ユ墨 田随

信託が遺言により設定された場合は、信託が生前行為により設定された場合に比べて、信託が完全に遂行され

た後、信託財産の残余を受託者に保持させる旨の意思表示が行われていることが多い。財産権を生前行為により

処分するときに財産権に対する全受益権を放棄しない意思を有する蓋然性よりも、遺言者が自己の全財産権を処

分する意思を有する蓋然性の方が高い。
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不特定財産遺贈または特定財産遺贈により信託が設定され、残余財産が処分されなかった場合、遺言者が相続

人または近親者に遺贈を行ったという事実は、遺贈した額だけを相続させ、信託として遺贈された財産権の残余

について復帰信託を否定する意思表示 となる。

他方、残余財産が信託として遺贈された場合、受託者のために遺言者が遺言により他の処分を行ったという事

実は、受託者に信託財産の残余 を保持させない旨の意思表示である。

h.蓋 置粗 玉奨」益描坦智雌.さ」工,再.1日.金

信託が生前行為により設定 され、信託条項により委託者がその生存中収益を受け取ることができ、および信託

条項により元本の処分を行わないという事実だけでは、委託者が自己の死亡時に元本に対する受益権を受託者に

与える意思であったとの推論は行われない。たとえば、委託者が、 自己の生存中収益を自己に支払うための信託

として他人に有価証券を譲渡 した場合、受託者は委託者またはその遺産のための復帰信託に基づき元本を保有す

る事が推論される。しかしながら、偶語条項により委託者が信託財産の一部に対 して受益権を留保 しているとい

う事実は、委託者がそのような受益権だけを有し、受託者に処分 されない受益権を取得させる意思表示ともな り

得 る。

歴史的経緯1

普通法上では、単純封土権保有者が他人に単純封土権を譲渡人の生存中または数年間、譲渡人のユースのため

に譲渡した場合、恐 らく譲渡人の意思に反することであるが、明示的に設定 された先行するユースは単純封土権

のユースに同化 し、明示的に留保されたユースは消滅するので、譲渡人のための復帰信託は生じなかった。 この

原則は、現代の信託法には適用されない。

⊥L這1,E圭tよぴ稗坪 法上の負担

財産権の所有者が衡平法上の負担を課して財産権を譲渡した場合、譲渡人が特段の意思表示をしない限り、譲

受人は負担付きの財産権に対して自己の利益のために保有する権原を有す。第10条参照。たとえば、遺言者が自

己の土地を自己の債務の弁済という負担付きで遺贈し、債務が受遺者により弁済された場合、受遺者はその土地

に対する楡原を有する。しかし、遺言者が自己の債務の支払のための信託として自己の土地を遺贈し、受遺者が

土地の一部を売却としてその債務を弁済した場合、遺言者が別段の意思表示しない限り、受遺者はその土地を遺

言者の相続人または残余財産の受遺者のための復帰信託に基づき保有する。

上上」ユ頭証拠.燈一計一拝

信託目的遂行後に生じる残余についての復帰信託を否定する譲渡人の意思に関する外部証拠の許容性に関する

規則は、信託が失効された場合に適用される規則と同様である。

第432条 公益信託における残余財産
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財産権の所有者が、その財産権を公益目的の信託 として無償譲渡した場合において、その信託財産を全部費消

せずに信託目的が達成されたときは、受託者は、残余財産を委託者またはその遺産のための復帰信託として保有

する。但 し、次の場合は、この限りでない。

(a)可 及的近似の原則が適用されるとき

(b)委 託者が、残余財産にっき復帰信託を発生させない意思を相当な方法で表示 したとき

注:

且.一_□1及∫白重 似の原則

特定の公益 目的に用いられるため、財産権が信託として譲渡され、その目的が完全に遂行されたが信託財産に

残余が生 じ、かつ委託者が全信託財産を公益目的に充てる旨のより包括的な意思を表示している場合、その残余

について復帰信託が生じることはなく、裁判所が委託者の意思にかなう公益目的のためにその残余 を用いるよう

指示するであろう。第40条 参 照。この場合、可及的近似の原則が適用されたことになる。

他方、委託者が自己の贈与を特定の公益目的に限定する意思表示をし、その目的が完全に達成されたが信託財

産に残余が生じた場合、受託者はその残余を委託者またはその遺産のための復帰信託に基づき保有する。

⊃L復 帰信託坦生じない場二食

委託者が、公益信託遂行後に残余が生じたときは受託者にその残余を他の公益信託または有効な私益信託に基

づいて保有される旨の意思表示を適法に行っていた場合、復帰信託は生じないが、受託者が他の公益信託または

私益信託に基づいてその残余を保有する。

委託者が、公益信託遂行後に残余が生 じたときには受託者にその残余を保持 させ る旨の意思表示を適法に行っ

ていた場合、受託者はその残余を信託 とは関係なく保有し、復帰信託は生 じないぴ受託者が公益法人であるとい

う事実は、委託者が包括的な目的のためにその残余 を用いる権限を授権する意思であった ことを、必ずしも示し

さない。第400条 注c参 照。

c,口 頭 証拠辺1書籍

公益信託遂行後の残余に関して復帰信託を生 じさせない委託者の意思に関する外部証拠の許容性に関する法準

則は、私益信託の場合に適用される規則と同様である。第431条 注j参 照、注e～hと 比較せよ。

旦」_複数.の_寮f趨

複数の寄付者が、公益目的のための信託として保有 される資金に寄付をし、その信託が完全に遂行されたが信

託財産に残余が生じ、可及的近似の原則が適用されない場合、受益者はその残余を各寄付者のために寄付の割合

に応じて、復帰信託に基づき保有する。

寄付が行われた順序は重要でない。信託の遂行 としての基金からの支払は、最初に寄付された金銭から支払わ

れたと考えられ、先に寄付 した者には残余がないか、または後に寄付した者に比べて割合が少なくなることはな

い。しかしながら、受託者が信託目的が完全に遂行されたこと、または目的達成に必要な額を既に受領したこと

を知っていながら、複数の寄付者から寄付を受け付けた場合、それらの者は寄付した額の全額につき返還を受け

る権原を有し、先に寄付をした者が権原を有する金額がそれらの者の寄付により増加することはない。
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確認できない寄付者がいる場合、その者の持ち分につき州のための復帰信託が生じる。

信託が失効 した場合と同様の事情については、第411条 注 」参照。

例:

1.Aは 、新聞に、火事の被害者を救済するための基金への寄付を求める記事を載せた。BはLOO

Oド ル、Cは2,⑭ ドル、Dは3.(葡0ド ルを寄付 した。この信託の目的は、3,㎜ ドルを費消して達成され、

可及的近似の原則は適用されなかった。Aは 、残余財産のうち、Bに 対しては500ド ル、Cに 対しては1,

000ド ル、Dに 対 しては1,500ド ルを、復帰信託にもとついて保有する。

2.事 実 は、信託 目的が完全に達成 されたことをAが 知った後でDが 寄付 をしたという点以外は例1

と同じである。Aは 、3.㎜ ドルを、Dの ための復補 語にもとついて保有する。

第433条 譲受人が譲渡に対 し対価を支払った場合

財産権の所有者が、その財産権を信託として譲渡 し、かっその信託が信託財産を全部費消せずに達成された場

合において、委託者がその譲渡に対する対価の支払いを受けていたときは、残余財産に対し復帰信託は発生せず、

譲受人は、その財産権を信託とは関係なく保有することができる。

注:

旦.,木 条 で述べ られている規則は、財産権が信託として譲渡されたが、その信託が失効した場合に適用される規

則に類似する。第423条 参照。

第434条 第三者が譲渡に対 し対価を支払った場合

財産権の所有者が、その財産権を信託 として譲渡 し、かっその信託が、信託財産を全部費消せずに達成された

場合において、財産権の所有者が第三者から譲渡に対する対価の支払いを受けていたときは、その第三者のため

に残余財産にっき復帰信託が発生する。

注:

a.本 条 に述べ られている規則は、財産権が信託として譲渡され、その信託が失効 した場合に適用される規則に

類似する。第424条 参照。

第435条 信託宣言に対し対価が支払われた場合

財産権の所有者が財産権にっき適法に信託宣言をし、かっその信託が、信託財産を全部費消せずに達成された

場合において、財産権の所有者が他人より信託宣言に対する対価を受けていたときは、対価を支払った者のため

に、残余信託財産にっき復帰信託が発生する。

注:

a上_本 条で述べられている規則は、財産権の所有者が、他人から対価を受けて、その財産権について受託者にな
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第436条 一 般 的指 名 権(generalpowerofappointment)を 付 与 され た者

の た め の 復 帰 信 託

一般的指名権を付与された者が、その権限を行使 した信託処分をし、かっその信託が処分された財産権を全部

費消 しないで達成されたと{きは、この権限を付与した者が別段の定めをな し、または権限を付与された者が別段

の意思表示をした場合を除き、権限を付与された者またはその遺産のための復帰信託が発生する。

注:

a」 本条で述べ られている規則は、財産権が信託として指定されたが、その信託が失効した場合に適用される規

則 と類似する。第426条 参照。

第437条 特 定 的 指 名 権(specialpowerofappointment)を 付 与 さ れ た者

の た め の復 帰 信 託

ある集団に属する人々の間に財産処分をなす権限を付与された者が、その権限を行使して財産権の信託処分を

した場合において、その財産権を全部費消しないで信託が達成されたときは、権限を付与した者またはその遺産

のために復帰信託が発生する。但 し、以下の場合はこの限りでない。

(a)集 団に属する全員がその財産権を分配する権原を有するとき

(b)指 名権不行使の場合には、その財産権は他の人に贈与すぺきものとなっているとき

注:

a,本 条 で述べられている規則は、財産権が信託にもとついて指定されたが、その信託が失効 した場合に適用 さ

れる規則に類似している。第427条 参照。

第438条 既存の信託の受益者により新たに設定された信託

ある信託の受益者の指図により、受託者がその信託財産を新たな信託として譲渡 した場合において、その新た

な信託が信託財産を全部費消せずに達成されたときは、残余財産にっき、前の信託の受益者のために復帰信託が

発生する。

注l

a.本 条で述べ られている規則は、財産権が信託にもとついて譲渡されたが、その信託が失効した場合に適用さ

れる規則と類似する。第428条 参照。

第439条 口頭による権利消滅行為

土地に対する権利の所有者が、その権利を無償で信託譲渡した場合において、その信託が信託財産を全部費消

せずに達成されたときは、それにより発生する復帰信託は、詐欺防止法の適用がある場合に譲渡し、または放棄
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したときでも消滅することはない。

注:

a.本 条 で述べられている規則は、財産権が信託にもとついて譲渡されたが、その信託が失効した場合に適用さ

れる規則 と類似する。第429条 参 照。

第4節 財産権がある人に対して譲渡され、その購入代金が他の者によ

って支払われた場合

総説:

封の譲渡につき何の約因も支払われず、何らの明示ユース設定の意思表示が封譲渡人によりなされなかった場

合に、普通法では、復帰ユースが、単純不動産権の封の譲渡により土地を譲渡 した者のために生じていた。同様

にある者が土地の購入代金を支払い、その者の指示により売主がその土地を他の者に譲渡し、何 らの明示ユース

の意思表示 もなされなかった場合、譲受人は、その土地を購入代金を支払った者のための復帰ユースとして保有

することになった。譲受人への贈与が予定 されていたという推定が働 くので、復帰ユースが無償譲渡の場合に生

じると推定されるという規則は、現代の信託法では適用 されていない。第405条 参 照。他方、復帰ユースは、他の

者の名で購入した場合に生ずると推定されるという規則は、制定法によりそのような推定が廃止されていない州

で今 日、復帰信託に適用されている。この場合、購入者は、譲受人がその財産権に対する受益権を有するという

ことを意図していると推定されるのである。実際に譲受人が自己のための信託として財産権を保有するという意

思表示を購入者がなし、その意思表示が適法ならば、譲受人は、当該財産権を、購入者のための明示信託に基づ

き保有することになる。そしてこのような場合、復帰信託にたよる必要はない。しかしながら購入者は他の者に

譲渡するために購入代金を支払ったという事実から生ずる推定がある場合を除き、たとえ譲受人に贈与をなすわ

けではないという意思表示がない場合でも、当該財産権に対する受益権の権原がある。

本節で述べられている復帰信託は、第2節 および第3節 で述べ られている規則のもとで生 しる復帰信託とは少

し異なる。第2節 と第3節 で述べられている復帰信託は、明示信託設定の意思表示が適法になされたけれども、

その信託が効力を失った り、または完全に達成された場合に、委託者がそういう場合の財産権の処分について何

ら意思表示をしていなかったときに生じる。譲渡は、信託 としてなされているので、譲受人は、その財産権にっ

き何ら受益権を有するものと予定されていないという推定が働 くのである。第4節 で述べられる復帰信託は、明

示信託設定の意思表示は存在せず、買主が、財産権の譲受人に受益権を与えるのではなくて、自己が受益権 を取

得する意図をもっている場合に生じる。第4節 で述べられている規則により生ずる復帰信託を実行するのに裁判

所は、購入者の意図であろうと思われることに効果を与える。第2節 、第3節 で述べられている規則により生ず

る復帰信託を実行するのに裁判所は、もし委託者が信託の失効や信託財産を使いきることなく、信託目的が達成

することを予見したならば有したであろう意図に効果を与えるのである。

擬制信託
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することを予見したな らば有 したであろう意図に効果を与えるのである。

擬制償託

木節で述べられている規則のもとで生じる復帰信託は、同じような状況で生じる擬制信託(constructive

trust}と は区別される。本節で述べられている規則のもとで生じる復帰信託は、財産の買主が、その代金 として

自己の金銭を使用し、しかもその財産を売主から他の人に引渡すことに同意している場合にのみ生じる。しかし

ながら擬制信託は、(1)あ る人の金銭が、その者の同意なしに、他の人によって財産の購入代金に使われた場合、

(2)あ る人の金銭が、その者の同意を得て、他の人による財産購入に使われたが、他の人の名義で、その財産権

に対する権原を取得させることには同意していなかった場合に生ずるのであり、そのように金銭が使われた者は

購入された財産を自己に譲渡するよう強制することができる。更に(3)他 の人と信認関係にある者が、 自己の名

で財産権を購入する際に自己の資金を使い、しかもその購入が、信認関係にある者への義務違反となる場合、

(4)口 頭 で将来当該財産権を所有者に売り戻すので競落に抵抗しないようにといって、ある人が自己の資金で司

法上の売却において財産権を購入する場合、などに生じる。

これらの区別は、Aが 土地の権原を有しているBに 土地を自己に譲渡するよう強制するといった以下の状況に

より説明される。

1.Aは 土地を購入 し、購入代金を売主に支払い、Aの 指示により売主は当該土地をBに 譲渡 した。Bは 、A

のための復帰信託として当該土地を保有する。

2.AはBに 金銭を支払い、その金銭で土地を購入し、Bの 名前で権原を取得するようBに 指示し、Bが その

ようにした。Bは 当該土地 をAの ための復帰信託として保有する。

3.BはAの 金銭をAの 同意を得ずに土地を購入するのに使用した。BはAの ための擬制信託 として当該土地

を保有する。

4.AはBに 金銭を支払い、そのお金で土地を購入し、Aの 名前で権原を取得するよう指示 したが、Bが 誤っ

て自己の名前で権原を取得してしまった。BはAの ための擬制信託として当該土地を保有する。

5.AはBをAの ために土地を購入するのに雇用したが、Bは 受認者としての義務に違反して、自己のために

自己のお金で土地を購入した。BはAの ための擬制信託 として当該土地を保有する。

6.自 己の所有する土地が、司法上の売却を予定されているAは 、Bが 口約束で、その売却で自己が当該土地

を購入し、Aに それを再譲渡するから、当該売却を妨げないようすすめられ、Bは 自己のお金で当該土地を購入

した。BはAの ための擬制信託として当該土地を保有する。

最初の二つの状況では、Aは 取引に同意したにもかかわらず、Bが 当該土地につき受益権を有するということ

を意図していないという推定に基づいて、復帰信託が生 じている。その次の四つの状況では、Aの 意図を実行す

るためではなく、 もしBに 土地を保有することを許容すると、不当利得を生ずることからBに 賦課された擬制信

託が生ずるのである。

他方、もしBがAに は権利がない土地を自己のお金で購入し、購入のため支出した金銭をAが 補填すればAに

土地を譲渡するということに口頭で単に同意した場合は、Bは もしその同意が詐欺防止法のもとで実行不可能な
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らばAに 土地を譲渡するよう強制されえない。 この場合には・復帰信託又 は擬制信託は生しない。しかしなが ら

BがAへ の貸付の方法 として購入代金 を支払ったことが明らかな場合は・本節で述べられている規則に基づき
、

Aの ための復帰信託が生ずる。第448条 参 照。

第440条 一般原則

財産権が或る人に譲渡され・その購入代金は他の人によって支払われた場合には・第441条 、第442条 お よび第

444条 の場合を除いて、代金を支払った者のために復帰信託が晃生する。

注:

旦._購 入代金が或る人によって支払われ、かつ財産権が他の人の名義で取得されていても、復帰信託を生じさせ

ない意図であるという事情に関しては第441条 参 照。

」血1縁者の名で買入れた場合については、第442条 参照。

不法な目的を達成するためになされた買入れに関しては、第444条 参照。

b.人 的耽産

木節で述べ られている規則は、物的財産を譲渡する場合と同様に、人的財産を譲渡する場合にも適用される。

しかしなが らこの規則は人的財産の場合には、非常に重要 というわけではない。なぜならもし購入者が信託を設

定する意思を口頭証拠によってでも表示すれば、詐欺防止法は明示信託の実行を妨げないからである。しかしな

がら立証責任の問題がある場合には重要である。ある者が購入代金を支払い、権原は他の者の名で取得されたと

いう事実以外に意思の証拠が明らかにならない場合に復帰信託が生 じる。

c..詐 欺肱止法

譲渡された財産権が土地の権利であるにもかかわらず、口頭証拠は、支払いが譲受人以外の者によってなされ

たということを証明するのを認容する。そのような証拠の認容は、詐欺防止法又は口頭証拠排除原則によって排

除されない。詐欺防止法として知られるイギ リスの制定法第7条(29CharlesLc.3)で は、土地に関するす

べての信託宣言又は信託設定は、法によりそのような信託を宣言できる当事者が署名した書面により表示され、

証明されると規定 しているにもかかわらず、当該法弟8条 では、法の推定又は解釈で信託が生じる場合には、そ

のような書面は必要ないと規定 されている。これらの規定やアメリカ合衆国における同様の制定法のもとでは、

土地の権利の譲渡が、ある者になされ、購入代金が他の者により支払われた場合、復帰信託が生ずる意思を証明

する覚書は、何 ら要求 されない。

jL譲 匙 人1こよ憂節目塞碁聖艇1廻報

財産権の譲渡がある者へなされ、購入代金が他の者により支払われた場合、それにより財産権が譲渡された証

書に約因が譲受人により支払われたことがたとえ記載されていても復帰信託が生ずる。賄人代金が実際には他の

者により支払われたことを示すのに外部証拠が認められる。

旦旦一譲受ム姪[利Jl1のための韻浬
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財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者により支払われた場合、それにより財産権が譲渡された証

書に譲渡が譲受人自身の利用のために譲受人になされたということが、たとえ記載されていても、復帰信託が生

じる。

」L_譲 受人が繊 を知らなかっ幽 査

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者により支払われた場合、たとえ譲受人が当該譲渡を知 らな

くても復帰信託が生じる。復帰信託が生じるのは、譲受人が当該財産権を信託に基づき保有する意思を有してい

るからではなく、支払者が譲受人への贈与をなす意思ではないことが推定されるか らである。

且L購 ム{8金 の性質

本節で述べられた規則は、購入代金が金銭で支払われなかった場合にも適用される。第455条 参 照。信用による

購入については、第456条 参照。

h.鵠 受人が‖n人代金 を別」亘IH産で宜払ユた墨性

本条で述べ られている規則は、賄人代金が譲受人以外の者により売主に直接支払われた場合だけではなく、購

入代金が譲受人より所有者の同意のもとで、金銭又は別の財産で売主に支払われる場合にも適用される。たとえ

ば財産権の譲渡がある者になされ、その購入代金がその者により他の者の同意のもとで、又は別の財産で支払わ

れた場合には、同意を与えた者のために復帰信託が生 じる。

他の者が購入をなすにつき、その者の金銭又は別の財産権を使用することに同意 しなかった り、購入 した財産

権が譲受人に譲渡されることに同意しない場合には、復帰信託ではなく擬制信託が生じる。

1.制 定法の規定

いくつかの州では、制定により以下のことが規定 されている:土 地の譲渡がある者になされ、約因が他の者に

より支払われた場合、支払いをなした者のためたの信託は生じない、但し譲受人が(1)約 因 を支払った者の同意

なくして又は通知せずに自己の名で譲渡を受けた場合、又は(2)あ る信託に違反し、他の者の金銭又は財産権で

譲渡された財産権を購入した場合は、 この限りではない。 これ らの制定法では、以下のような規定 もされている。

そのような譲渡は、約因の支払者の債権者に対 して詐欺であると推定される、但し詐害意思につき反証がなされ

た場合には、 この限りではない。

これらの制定法のもとでは、単に購入代金が他の者へ譲渡するのにある者により支払われたという事実からは

復帰信託は生じないが、譲受人が支払者のための信託として財産権を保有することにつき明示に同意している場

合は、詐欺防止法による排除がない限り、実行可能な明示信託が設定される。たとえ明示信託が詐欺防止法のた

めに実行できなくても、擬制信託が譲受人の不当利得を妨げるために認められる。

いくつかの州では、以下のように規定されている場合を除いて、上述したのと同様の制定法がある。すなわち、

同意により又は譲渡がなされた当事者が、購入代金又はその一部を支払った者のための信託として、土地又はそ

れについての権利を保有するという詐害意思を有していないことが明 らかな場合には復帰信託が生じる。

他方、いくつかの州では制定法により、物的財産の譲渡がある者になされ、その約因が他の者により、又は他

の者のために支払われた場合は、そのような支払いをなした又はなされた者のための信託が生 じると推定される
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第411条 復帰信託が生じない場合

財産権の譲渡がある人に対してなされ、購入代金は他の人が支払った場合でも、購入代金を支払った者が復帰

信託を発生させない意思を表示 したときは、復帰信託は発生しない。

注:

旦.譲 受ムが受益権 を拉すると噸 思表丞

財産権の譲渡がある人に対してなされ、その購入代金が他の人によって支払われた場合において、もしその代

金を支払った者が、財産権の譲受人にその財産上の受益権を与える意思を有することが明らかならば、復帰信託

は生じさせないという意図である。 このことは、代金を支払った者がその財産権を譲受人に贈与する意図であっ

たり{第447条 参照)、 譲受人に対する貸付として、代金の支払いがなされた場合(第445条 参 照)に は明らかで

ある。また、代金の支払いが譲受人に対して負担する債務の弁済としてなされた場合にも{第446条 参照)、 復帰

信託は発生しない。

臥.譲 母人1こ蛸 与す書意、思寒星

支払者が財産権を譲受人に贈与する意思表示をなしたかどうか決定するに際し、重要な要因は以下のものであ

る。(1)譲 渡前又は譲渡時ないし譲渡後に支払者による意思表示があったか、(2)支 払者と譲受人の関係、(3)

譲 受人は個人であったか、それ とも法人であったか、もし法人ならば公益法人であったか否か、(4)支 払 者と譲

受人の相対的な財政的立場、(5)支 払 者による譲受人に対する贈与が不用意なものであったか否か、(6)受 益権

を与えるためという理 由以外に譲受人の名で権原を取得する相当な理由の存在又は欠如。

財産権の譲渡がある者になされ、膳人代金が他の者により支払われた場合、譲受人に贈与をなす支払者の口頭

による宣言は、たとえ譲渡された財産が土地に関する権利であり、詐欺防止法が有効であっても、譲受人が当該

財産にっき受益権を有するということを支払者が意図したことを示すのに認められる。このような宣言は、譲渡

の前、譲渡時、譲渡後であっても認められる。復帰信託は、口頭証拠により生ずるし、口頭証拠により阻止され

る。

譲受人に贈与をなす支払者の意思は、支払者の意思表示だけでな く、譲渡がなされた状況によっても示 される。

これらの状況は、贈与が予定されていたことを示すものである。譲受人が知らない者である場合より、支払者に

関係がある場合の方が贈与をなす意思を得やすい。譲受人が支払者に関係があって支払者の近親者である場合の

贈与の推定については、第442、443条 参 照。譲受人が営利法人である場合よりも公益法人である場合の方が、贈

与 をなす旨の意思表示がなされたと解するのに相当である。譲受人に対し支払者によりなされる財産権の贈与が

不用意にものである場合よりも、支払者が相当な資産を有する者である場合の方が、贈与をなす旨の意思表示が

なされたと解するのに相当である。受益権を与える以外に譲受人の名において権原を取得する相当な理由である

場合より、ない場合の方が贈与をなす旨の意思表示がなされたと解す るのに相当である。
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c,,封鰻 ムに対レ貸付重座主 童墨壷 垣

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金は譲受人に対する貸付として、他の者により立替払いされた場合、

支払者は譲受人が当該財産の受益権 を有することを意図しているので、復帰信託は生じない(第445条 参照)。 そ

のような意図は、支払者の口頭による意思表示だけでなく、譲渡がなされた状況によっても示 される。

直,鐘 堂人に対する債務呈卜駈力隠避吉永

財産権の譲渡が、ある者になされ、購入代金が譲受人に対する債務の弁済のため他の者により立替払いされた

場合、譲受人が当該財産権につき、受益権を有することを支払者は意図しているので、復帰信託は生じない。第

446条 参照。そのような意図は支払者の口頭による意思表示によってだけでなく、譲渡がなされた状況によって

も示 される。

已.支 払者と他の者の」も同名」鑑玉権原が取得さ_れ土塁査

支払者が財産権に対する権原を自己と他の者の共同名義で取得 したという事実は、支払者の他の者に対する分

割していない権利の単純贈与の意思表示である。そして支払者の別段の意思表示がない場合は、他の者は、支払

者のための復帰信託に基づいて、自己の権利を有しているわけではない。このことは、譲渡が支払者と他の者を

合有不動産権者としてなされた場合にも共有不動産権者 としてなされた場合にもあてはまる。

上。部分{拘に復柵li,舐」些三生上1蕪虹顯古

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者により支払われ、譲受人が当該財産につき部分的受益権を

有するということを支払者が意図したことが示された場合、復帰信託は残 りの受益権につき、支払者のために生

じる。たとえば譲受人が当該財産につき自己の生存中、受益権を有する、又は支払者の死後、受益権を有する、

又は財産権のある部分につき受益権を有するという意思を支払者は表示できる。これらの場合には、譲受人が受

益権を与えられない範囲で、支払者のための復帰信託が存在する。

例:

1.Aは 、Xか ら土地を買い、XはAの 指図に従って、その土地をBに 譲渡した。AとBと の間には、

Bが 生存中はその土地を保有するのだという口頭の約束ができていた。Bは 、B生 存中はBが 受益権 を

享有することを条件に、Aの ための復帰信託に もとついて、その土地を保有する。

2.Aは 、Xか ら土地を買い、XはAの 指図にもとづき、その土地をBに 譲渡した。その譲渡の時、

AはBに 対し、A生 存中はAに 賃料と収益を支払 うが、A死 亡後はその土地をBが 保有 してよいと述べ

た。Bは 、その土地を、A生 存中は、Aの ための復帰信託にもとづき保有する。

3.Aは 、Xか ら土地を買い、XはAの 指図に従って、その土地をBに 譲渡した。その譲渡の時、A

はBに 対し、Aが その土地を半分取得する旨を述べた。Bは 、その土地を、半分はAの ための復帰信託

として保有することになる。

.乱 一停止剥 牛つき{寡〔帰信書}

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者によって支払われ、支払者が特定の出来事が生 じた場合に

のも受益権を有する意図が示されている場合、当該出来事が生じた場合にのみ支払者のための復帰信託が生じる。
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例:

4.Aは 、Xか ら土地を買い、XはAの 指図に従って、その土地をBに 譲渡した。AとBと の間には、

BがAよ り先に死んだ場合にのみAが その土地の所有者となる、という口頭の約束がなされていた。B

がAよ り先に死ねば、Aの ための復帰信託が生 じるが、AがBよ り先に死ねば、Bは そのまま土地を保

有できる。

∪_懸 盤 条件 □」き」塾御出1鯖‖丘

支払者が受益権を有するが、その受益権は特定の出来事が生じたら終了するという意図であることが示された

場合、特定の出来事が生 じたなら譲受人は信託と関係なく財産を保有することができる。

5.Aは 、Xか ら土地を買い、XはAの 指図に従って、Bに その土地 を譲渡した。AとBと の間には、

AがBよ り先に死んだ場合にのみBが 、その土地の所有権 を取得するとの口頭の約束がなされていた。

Aの ための復帰信託が発生するが、AがBよ り先に死亡すれば、Bは その土地を保有できる。

⊥..文 仏書のための1列丞irl並=r達 力憧 挫旦なされた端金

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者によって支払われた場合、譲渡された財産権は支払者のた

めの明示信託 として保有されるという実行可能な合意を支払者と譲受人がなしたという事実は、支払者のための

復帰信託が生 じるのを妨げない。しかし、支払者のための明示信託が存在する。

譲渡された権利が、土地に関するものではなく、譲受人がそれを支払者のための信託として保有することに合

意した場合、たとえその合意が口頭であっても、支払者のため復帰信託ではなく、明示信託が設定される。なぜ

な ら詐欺防止法は、上地に関する権利を除いて、あるゆる財産権の信託宣言又は信託設定は、書面によって表示

又は証明することを要求 していないからである。第52条 参 照。

詐欺防止法の要求に従って、譲受人が自己に譲渡 された土地に関する権利を支払者のための信託として保有す

ることを書面で同意 した場合、譲受人は支払者のための復帰信託ではなく、明示信託に基づきその土地を保有す

る。

土地が譲渡される際によった証書で信託が設定 された場合、又は譲渡前又は譲渡時ないし譲渡後のいずれかに

おいて支払者によって意図された信託条項を示 した覚書が譲受人によ り署名された場合、それで十分である。し

かしなが ら譲受人により署名 された覚書が意図された信託条項を示さない場合、その覚書は支払者を拘束しない

し、支払者は自己と譲受人間の合意が欠如 している場合に生じるような復帰信託 を強いることができる。

j」」 鎮煮」塾±Lめ.の』1丞{高き鑓 』雌£む蔓遮 塁塞 」1が違基{幽 虫立ユ左堰合

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者によって支払われた場合、詐欺防止法又は別な方法の もと

では、譲渡 された財産権は支払者のための明示信託に基づき保有するという合意を支払者 と譲受人がなしたとい

う事実は、支払者のための復帰信託が生じるのを妨げない。このような場合、口頭の合意を実行不可能であるに

もかかわらず阻止されない。逆に譲受人が当該財産につき権利を有するということを支払者は意図しなかったと

いう推定をたすけることになる。

亙L－玄払養吐憧 三者 のため[の堕極 量音量蹴 趣意皐謹三8皇灘 聾になした 登
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財産権の譲渡がある者にな され、購入代金が他の者によって支払われた場合、譲渡された財産権は、第三者の

ための明示信託に基づいて保有 されるという実行可能な合意を支払者と譲受人がなしたという事実は、支払者の

ための復帰信託が生じるのを妨げるが、第三者のための明示信託は存在する。

譲渡された権利が土地に関するものではなく、譲受人がそれを第三者のための信託として保有することを合意

した場合、たとえ合意が口頭であっても、支払者のための復帰信託ではな く、第三者のための明示信託が設定さ

れる。なぜなら土地に関する権利を除いてあらゆる財産権の信託宣言又は信託設定は、書面により表示又は証明

されるということを詐欺防止法は要求していないからである。第52条 参照。

詐欺防止法の要求にしたがって、自己に譲渡された土地に関する権利を第三者のための信託に基づいて保有す

ることを書面で合意した場合、譲受人はその権利を支払者のための復帰信託に基づいてではなく、第三者のため

の明示信託に基づいて保有する。

第三者のための明示信託が適法に示 されたが失効した(第424条 参照)場 合、又は信託財産を使いきることなく

完全に達成された場合(第434条 参照)は 、支払者のための復帰信託が生 じる。

1L.董 三者壁土遊 軍)明示岱灘 の1意星麺[適}梨 こな豊塾 か酬 金

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者によって支払われた場合、詐欺防止法又は別な方法のもと

では実行不可能な譲渡された財産権が第三者のための明示信託に基づいて保有されるという口頭の合意を支払者

と譲受人がなしたという事実は、支払者のための復帰信託が生 じるのを妨げる。しかしもし譲受人が口頭信託の

遂行又はそれを遂行することを保証するのを拒絶した場合、擬制信託が支払者のために生じる。第453条 参照。

しかしながらもし購入代金が第三者への貸付として支払われた場合、第三者が:事実上購入者であって、復帰信

託が購入者のために生じる。第451条 参照。'

第442条 血 縁 者(relative)の 名 で す る 買入

財産権の譲渡がある人に対 してなされ、その購入代金が他の人によって支払われた場合において、譲受人が購

入代金の支払いをした者の妻、子供またはその他の近親者であるときは、購入代金の支払いをした者が、譲受人

にその財産権上の受益権を取得させない意思を表示 しない限り、復帰信託は生じない。

注:

旦 一規,則が適、厘されるr虹鱒二者の一掬用

本条で述べる規則の適用は、関係の親密さ又は支払者と譲受人間の自然な情愛によって決定されない。むしろ

支払者が譲受人に贈与をなすのを意図するのが相当な関係に、譲受人が支払者にあるかどうかが問題である。 も

し譲受人が親族関係にあるので近親者であれば、支払者は贈与をなす意図であることが推定される。

木条で述べ られている規則は、購入代金を支払う者と譲受人 とが、たとえば、それぞれ夫 と妻、父と子、母 と

子、義理の父と子、祖父母と孫というように関係にある場合に適用される。たとえ子供が私生子又は養子であっ

ても親と子の関係が適用される。子供が成人かどうかは重要ではない。購入代金を支払う者が譲受人に対し親代
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わ り(10coparentis)の 立場にたつ場合に適用されるものである。

すなわち支払者が譲受人と関係あろうかなかろうと、譲受人の親代わ りに行動することを引受ける場合に適用

される。

支払者 と譲受人がそれぞれ妻と夫又は子供と親の場合は、適用されない。単に支払者と譲受人がそれぞれ兄と

妹、伯父又は伯母と甥又は姪であるので、支払者が譲受人に対し親代わ りの立場にない場合は適用 されない。

支払者が男性で譲受人と婚約している場合には適用されるが、譲受人がすでに他の者と結婚している場合には

適用 されない。不法に同棲している未婚者には適用されない。

互.一規別口効果

譲受人が妻、子供又はその他の近親者であるという事実は、単に復帰信託の推定を生じさせない傾向にある状

況といって済 まされるものではない。当然に贈与が意図されたという推定が生 じ、復帰信託の強制を求める支払

者が、譲受人に贈与をなす意図ではなかったことの挙証責任を負うのに十分な状況である。第433条 参照。譲受人

が支払者 と関係があるが、支払者に対 し、近親者の関係にない場合、 この状況は贈与が意図されたという推定を

生じるのに十分ではないが、復帰信託が生 じるという推定を生じさせないような別の状況と共に示 されれば十分

なものになる。第441条 注b参 照。

第443条 血縁者に対する贈与の推定が生じない場合

財産権の譲渡がある人に対してなされ、その購入代金は他の人が支払った場合、譲受人が購入代金の支払いを

した者の妻、子供またはその他の近親者であるときに、代金の支払をした者が譲受人にその財産権上の受益権を

与えない意思を表示 した場合には、復帰信託が生 じる。

注:

旦._塑:聾の打職 鷲1辺 さ堂な史1-1颯証拠の容認

ある者が自己の指示により近親者である他の者に譲渡された財産権の購入代金を支払う場合、たとえ譲渡され

た財産権が土地に関する権利で詐欺防止法が有効であっても、譲受人は当該財産権につき受益権を有しないとい

うことを支払者が意図したことを示す口頭証拠が認められる。

代金の支払いをした者の意思が、譲受人に贈与をなすものではないということは、代金を支払った者が口頭で

それを表示する場合だけでなく、たとえば、代金を支払った者が譲受人に贈与することはあ り得ない、という状

況がある場合なども、贈与の意思なしと言える。たとえば支払者にとって、譲受人に贈与をなすことが不用意で

あるという事実は、支払者が贈与をなす意図がなかったことを示している。同様に支払者が譲受人に贈与をなす

以外に他の者の名で権原を取得する理由がある状況では、支払者が贈与をなす意図がなかったことを示 している。

たとえば支払者が当該財産権を購入したことを知られたくない理由がある場合がそうである。

復帰信託が生じるか否かを決するのは、譲渡後ではなく、譲渡時の支払者の意図である。第457条 と比較せよ。

しかしながら譲渡後の支払者と譲受人の行為は、譲渡時に支払者が譲受人に贈与をなす意図ではなかったことを
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示 しているようなものである。たとえば支払者が財産権を管理 し、家賃を集め、税金を支払い、保険をかけ、修

繕や改良にお金を払い、その他、所有者であることを主張 し、その主張にっいて譲受人が黙認 しているという事

実は支払者が譲受人に贈与をなす意思の推定を生じさせない証拠である。

一∪ 附与の推定が部分的に生じない爆音

ある者が自己の指示により近親者である他の者に譲渡させた財産権につき、購入代金を支払い、支払者が当該

財産権につき部分的に権利 を有することが示された場合、復帰信託は、そのような権利についてのみ、支払者の

ために生じる。第441条 注fと 比較。

旦..停 止条]生其1工解曄条件口き鯉締鯖曄

ある者が自己の指示で近親者である他の者に譲渡した財産権の購入代金を支払い、支払者は一定の出来事が生

じたときにのみ受益権を有するという意図が示されている場合、復帰信託は、当該出来事が生 じたときにのみそ

の者のために生じる。 第441条 注gと 比較せよ。同様に支払者が受益権を有することを意図しているが、その受

益権は一定の出来事の発生により、終了することが示 されているな らば、譲受人は、その出来事の発生で当該財

産権を信託とは関係なく保有することができる。第441条 注hと 比較せよ。

⊥_支 払置が第.三者のための1田』封瀞豊を凝足する」意墨魂藁 を.旦 生上る凶 音

ある者が自己の指示で近親者である他の者に譲渡した財産権の購入代金を支払い、第三者のための明示信託を

設定する意思表示を適法になした場合、譲受人は当該財産権を保有できないし、支払者のための復帰信託を生じ

ないが、第三者のための明示信託が存在する。第441条 注kと 比較せよ。第三者のための明示信託を設定する支払

者の意思が適法に表示されず、譲受人が信託を履行すること又は履行の保証をなすことを拒絶した場合、擬制信

託が支払者のために生じる。第441条 注1と 比較せよ。'

第444条 不 法 目的

財産権の譲渡がある人に対してなされ、他の人が不法な目的を達成しようとして購入代金の支払いをした場合

においては、不法に法律行為をなした者に救済を与えないとする政策が譲受人の不当利得を許さないとする政策

に較べて重大であるという事情が存する限り、復帰信託は発生しない。

注:

a.本 条は、第422条と同様の政策のもとにおかれている。財産権の所有者が。不法性のために効力を有しない信

託にもとついて譲渡する場合(第442条 参照)、 あるいは財産権が買入れられ、不法目的を達成するための他の人

の名でその権原が取得される場合には、復帰信託が生じる。但し、復帰信託を強制することが公序良俗に反する

ときは、この限りでない。

予定していた信託が不法のため失効した状況に関しては第60～65条参照。

h」_埴猛者詐害

本条で述べられる原則が適用される最も一般的な状況は、財産権の購入者が、自己の債権者を詐害する目的で
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他の者の名前で権原を取得する場合である。第63条 、第442条 参照。

c.い くっかの州では制定法により土地の譲渡がある者になされ、約因が他の者により支払われた場合、約因を

支払った者につき信託は生 じない(第440条 注i参 照)と 規定 している。またそのような譲渡は、約因を支払った

者の債権者に対する詐害を推定するとも規定している。また信託は、そのような債権者の請求権を支払うのに必

要な範囲で債権者のために生じる。但し詐害意思が反証された場合は、この限 りにあらずと規定している。

実際に当該財産権は、債権者にとって復帰信託よりもむしろ擬制信託の目的となる。

d⊥_固 」_地』呈迫L団 匪屋封土重郷

国公有地 を取得する権原を有しない者が、そのような土地の購入代金を支払い、国を詐害する目的で他の者の

名で当該土地の権原を取得した場合、その者は、たとえ国が当該詐害行為につき取消の手立てを講じていなくて

も、自己のための復帰信託を強制することはできない。

迫,預R正 金軒鎚

ある者がお金を銀行の預貯金勘定に他の者の名で寄託 し、その者がすでに制定法又は銀行法により一人の寄託

者に許容されている最高限度額になってお り、当該寄託が制定法又は法の網を回避する目的で他の者の名でなさ

れたと思われる場合、寄託がなされる時に名を使われた者は、寄託者のための復帰信託につき銀行に請求権を有

する。寄託者の目的が公序良俗に大きく違反するわけではないので、復帰信託を実行するのは妨げない。

f.牙}1耳 占

いくつかの州では制定法により、外国人又は外国人の団体により取得された土地は、州への没収の対象になる

と規定 している。そのような州では、土地信託の外国人受益者の衡平法上の権利も同様に没収の対象となる。第

117条 注b参 照。そのような州では、外国人が土地の購入代金を支払い、その者の指示で支払者が外国人でなけれ

ば復帰信託が生じる状況で、土地が他の者に譲渡された場合、復帰信託が外国人のために生じ、その者の権利は

州への没収の対象になる。

第445条 ～第453条 の総説:

第445条 ～第453条 では、或る人が他の人のために代金を支払う場合に生ずる特別な問題を考慮する。その支払

いとは、(1)譲 受 人のために他人が支払う場合、(2)他 人のために譲受人が支払 う場合、(3)譲 受人以外の者が、

第三者のために支払 う場合である。また、その支払いは、(a)貸 付 として、(b)債 務の弁済として、(C)贈 与 と

してなされる。売主に支払う者をA、 売主がその財産を譲渡する者をB、 もしいれば、その者のために支払がな

される第三者 をCと すると、本節は以下のような状況を扱うことになる。

(1Xa)第445条AがBに 対する貸付 として支払う場合。

(1)(b)第446条AがBに 対する債務の弁済として支払う場合。

(1)(c)第447条AがBに 対する贈与として支払う場合。

(2)(a)第448条BがAiこ 対する貸付 として支払う場合。

(2)(b)第449条BがAに 対する債務の弁済として支払う場合。
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(2)(C)第450条

(3Xa)第451条

(3)(b)第452条

(3Hc)第453条

BがAに 対する贈与として支払う場合。

AがCに 対する貸付として支払う場合。

AがCに 対する債務の弁済として支払う場合。

AがCに 対する贈与として支払う場合。

第445条 代金の支払いが譲受人に対する貸付としてなされた場合

財産権の譲渡がある人に対 してなされ、購入代金が譲受人に対する貸付 として、他の人によって立替払いがな

されたときは、復帰信託は生 じない。

例:

』_.本 条 で述べられている規則は、第441条 で述べられた規則の適用である。財産権の譲渡がある者になされ、購

入代金が他の者によって支払われた場合、購入代金を支払った者が、譲受人に譲渡した財産権の受益権 を有させ、

復帰信託は生 じないという意思表示をするなら、復帰信託は生じない。第441条 参照。たとえ譲渡された財産権が

土地に関する権利であ り、詐欺防止法が効力を有していても、譲受人に受益権を支払者が与える意図であること

を示すのに口頭証拠が容認 される。第441集 注b参 照。それゆえに購入代金を支払った者が譲受人は受益者的に財

産権を保有し、貸 し付けられた購入代金を返済する義務しか負わないことを意思表示するならば、復帰信託は生

じない。

この状況では、まず支払者が借 り主に購入代金 を貸 し、次に借 り主が借 りた金額を売主に支払い、そして譲渡

が売主により借 り主になされるのとあたかも同じ結果 となる。購入代金は借 り主から売主に直接支払われていな

いにもかかわらず、借り主のために購入代金が貸付によ り支払われ、借り主は事実上、購入代金を支払った者で

ある。

例1

1.Bは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。Aが その土地の代金をBの ために支払うことに同意

した。Aは 、Bに 対する貸付としてXに 土地代金を立替払いし、XはBに 甲地を引渡した。復帰信託は

生じない。

b,1約 定担保権

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金が他の者により譲受人に対する貸付 として立替払 いがなされたとき、

支払者と譲受人間に合意がなければ、財産権上に衡平法上の先取特権を有することはできない。しかしなが ら両

者間に立替払いをした者が貸付を担保するために財産上に先取特権を有することが合意されたならば、たとえ財

産権が土地に関する権利であ り、合意が口頭によるものでも、支払者は衡平法上の先取特権を有することができ

る。

第446条 代金の支払いが譲受人に対して負担する債務の弁済としてなされ
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た場合

財産権の譲渡が、ある人に対 してなされ、購入代金が譲受人に対 して負担する債務の弁済として、他の人によ

ってた立替払いがなされたときは、復帰信託は生じない。

例:

a.本 条で述べられている規則は、 第441条 で述べられている規則の適用である。財産権の譲渡がある者になさ

れ、購入金が他の者によって支払われた場合、譲受人が譲渡された財産権上に受益権を有し、復帰信託は生じな

いということを賄人代金を支払った者が意思表示するならば、復帰信託は生 じない。第441条 参照。たとえ譲渡さ

れた財産権が土地に関する権利であり、詐欺防止法が有効であっても、譲受人が財産権上に受益権を有すると支

払者が意図していたことを口頭証拠は示すのを容認する。第441条 注6参 照。それゆえに購入代金を支払った者が

譲受人に対する債務を弁済し、譲受人が受益者的に財産権を保有することを意思表示するならば、復帰信託は生

じない。

この状況では、まず債務者が債務を支払い、そして譲渡が売主により債権者になされるのとあたかも同じ結果

となる。購入代金は、債権者から売主に直接支払われていないにもかかわらず、債権者のために購入代金が債務

者により支払われ、債権者が事実上、購入代金を支払った者である。

例:

1.Bは 、 甲地をXか ら買いたいと思った。AはBに 対 し、その代金に等しい金額の債務を負ってい

た。Bの 要請で、Aは 、Xに 対してその代金をBに 対する債務の弁済として支払い、Xは 甲地をBに 引

渡した。復帰信託は生じない。

第447条 代金の支払いが譲受人に対する贈与としてなされた場合

財産権の譲渡が或る人に対してなされ、購入代金が譲受人に対する贈与としての他の人により支払われたとき

は、復帰信託は生 じない。

注:

旦.一本条で述べられている規則は、第441条 に述べられている規則の適用である。つまり、財産権の譲渡がある人

に対してなされ、購入代金が他の人によって支払われた場合において、その代金を支払った者が、譲受人に財産

権上の受益権を取得させ復帰信託を生じさせない意図をもっているときには、復帰信託は生じない。 第441条 参

照。たとえ譲渡 された財産権が土地に関する権利であり、詐欺防止法が有効であっても、支払者が譲受人に財産

権上の受益権を取得させる意図を示すことを口頭証拠は容認している。第441条 注b参 照。それゆえに購入代金を

支払った者が譲受人に財産権を贈与 として取得させるという意思表示をした場合、復帰信託は生じない。同様に

購入代金を支払った者が譲受人に財産権上の部分的受益権を取得させる意思を表示した場合、復帰信託は残 りの

権利についてのみ生 じる。第441条 注f～h参 照。
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第448条 譲受人が購入代金を他人に対する貸金として支払った場合

財産権の譲渡がある人に対 してなされ、その者が購入代金を他の人に対する貸金の立替払いとして支払ったと

きは、譲受けた財産権にっき、他人のための復帰信託は生ずるが、譲受人は、その貸金の担保 としてその財産権

を保有することができる。

例:

a. _」卿uの 理 由

本条で述べ られている状況では、譲受人がまず借主に購入代金の額 を貸 し、次に借主が借 りたお金を売主に支

払い、そして譲渡が売主から貸主になされるのとあたかも同じ結果 となる。購入代金が直接借主から売主へ支払

われていないにもかかわらず、購入代金は借主のために譲受人により支払われ、借主が事実上、購入代金を支払

った者となる。

例:

1.Aは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。Bが 、その土地の代金をAの ために支払うことに同

意した。BがXに 甲地の代金を支払い、Xは 甲地をBに 譲渡した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとつ

いて甲地を保有する。

L－ 譲受人の約定」11{呈権

譲受人が購入代金 を他の者に貸金として立替払いした場合、譲受人は、その土地を貸付の担保として保有する

ことができる。復帰信託が借主のために生じるにもかかわ らず、譲受人は借主が貸金を返済するまで借主に財産

権を譲渡するよう強制されえない。

例:'

2.Aは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。Bが 、その土地の代金をAの ために支払 うことに同

意した。BがXに 甲地の代金を支払い、Xは 甲地をBに 譲渡した。BはAの ための復帰信託にもとつい

て甲地を保有するが、BはAに 対する貸金の担保 として甲地を保有することができる。

C,競{卍1こ よる購入

本条で述べ られている規則は、税金未納のため、又は抵当実行手続により、又は強制失効により売却される予

定の財産権をある者が所有し、他の者が口頭でその売却で財産権を買うことに同意している場合、貸金の方法で

財産権の所有者に購入代金を立替払いすることになるので適用される。そのような場合、財産権を買う者は、購

入が購入者によりもとの所有者にお金を貸すことによってなされるので、 もとの所有者のための復帰信託に基づ

き、当該財産権を保有することになる。

そのような売却で購入した者が所有者に対する貸金の方法ではなく、購入代金を支払う場合、購入者が不当利

得することを妨げるために擬制信託が賦課される。第44条 注a、 原状回復 リステイ トメント第181条 参 照。

旦⊥_韻其人によ4違ri売の 同意

木条で述べられている状況は、譲受人が他の者に購入代金を貸 してはいないが、単に他の者に財産権を転売す
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うならば、購入者は購入時に他の者に土地を転売することを口頭で同意し、他の者が購入者から土地を買うこと

に同意しているにもかかわ らず復帰信託は生じない。土地の売買契約を実行不能にする詐欺防止法がある場合、

契約は実行不能である。

しかしながら購入者が他の者につき信認関係にあり、受認者 としての義務に違反して財産権を購入した場合は、

擬制信託が生じる。現状回復 リステイ トメント第194条 、199条 参 照。

白一.韻畳Aが 購入代金の一・部分 を黄.Lた 場合

本条で述べ られている規則は、財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部分がその者により他の者への

貸付として立替払いされ、貸 された者が購入代金の残額 を支払 った場合に適用される。

例:

3.Aは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。Bが 、Aの ために、甲地の代金の半分を支払うこと

を約束した。Bが 、甲地代金の半分を支払い、残 りの代金をAがXに 支払って、Xは 、甲地をBに 譲渡

した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有するが、Bは 、Aに 対する貸金の担保として、

甲地を保有することができる。

譲受人が購入代金の一一一部を他の者への貸金という方法で支払い、残額を自己の勘定で支払う場合の状況につい

ては第454条 注k参 照。

第449条 譲受人が購入代金を他人に対して負担する債務の弁済として支払

った場合

財産権の譲渡がある人に対 してなされ、購入代金が譲受人の他の人に対する債務の弁済の立替払いとして譲受

人によって支払われたときは、その財産権にっき、他の人のための復帰信託が生ずる。

旦.本 条で述べられている状況では、譲受人がまず自己の債務を債権者に支払い、次に債権者が受け取った金額

を売主に支払い、そして譲渡が売主により債務者になされたのと、あたかも同じ結果 となる。購入代金は債権者

により直接、売主に支払われていないにもかかわらず購入代金は債権者のため債務者により支払われ、債権者が

事実上、購入代金を支払う者となる。

例:

1.Aは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。BはAに 対し、甲地代金と同額の債務を負っていた。

Aの 要請により、Bは 甲地代金をXに 支払い、それによってAに 対する債務の弁済 とした。Xが 甲地を

Bに 譲渡した。Bは 、Aの ための復帰信託をもとついて甲地を保有する。

第450条 譲受人が購入代金を他人に対する贈与として支払った場合

財産権の譲渡が或る人に対してなされ、購入代金が譲受人によって他人に対する贈与として支払われた場合は、

復帰信託は生じない。
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注:

a,ユ 樵 坦徊皿

購入代金が受贈者又は受贈者のために他の者に渡さなければ購入代金の有効な贈与ではない。金銭が寄贈者に

より、直接、売主に支払われた場合は、有効な贈与ではない。 このゆえに予定されていた受贈者に信託は生じな

い。他の者に財産権を譲渡する意図で自己に譲渡された財産権を購入し、支払をある者がなした場合、贈与の有

効性の必要条件が充足 されなければ、当該贈与は無効である。予定していた受贈者への贈与の目的物又は贈与捺

印証書の目的物が引き渡 されていない場合、そのような贈与は通常、無効である。購入者は受託者となる意思表

示をしなければ、予定 していた受贈者の受託者とはならない。第31条 参照。

購入者が購入した信託財産の受託者であると宣言した場合、そのような信託の設定必要条件が充足されると規

定 されているので、その者は明示信託に基づき財産権を保有する。財産権が土地に関する権利でなければ、詐欺

防止法は信託宣言が書面でなされ、又は主張されることを要求しない。第52条 参照。財産権が土地に関する権利

である場合は詐欺防止法は、信託宣言が書面により表示され又は主張されることを要求する。第40条 参照。

予定していた贈与ないし信託が失効した場合、購入者は財産権を信託に関係なく保有することができる。購入

者は予定していた受贈者のための擬制信託に基づき財産権を保有することを強制されない。なぜなら何の不正 も

受贈者になされていないし、購入者は受贈者を擬制にして不当利得しているわけでもないからである。

例:

1.BがXか ら土地を買い、XとAに 口頭で、その土地をAの ために買い、Aの ためにそれを保有す

ることを述べた。復帰信託は生 じない。

第451条 購入代金が譲受人以外の者により支払われ、その支払いが第三者

に対する貸金としてなされた場合

財産権の譲渡が載る人に対 してなされ、蜻入代金が他人により第三者に対する貸金の立替払いとしてなされた

ときは、第三者のための復帰信託が生ずる。

注:

旦.規 則の理血

本条で述べ られた状況では、まず支払者が購入代金を第三者に貸し、次にその第三者が借りた金額を売主に支

払い、そして譲渡が売主より譲受人になされるのとあたかも同じ結果 となる。購入代金は、借主より直接、売主

に支払われていないにもかかわらず、貸主により借主のために支払われるのであって、借主が事実上、購入代金

を支払った者になる。それゆえに借主のための復帰信託が生じ、貸主のための復帰信託の推定は生 じない。

例:

1.Cは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。AがCの ために土地代金を支払うことを約束した。

AがXに 対し甲地の代金を支払い、Xは 甲地をBに 引渡 した。BはCの ための復帰信託にもとついて甲
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地を保有する。

互._豹 室 担保権

貸主と借主との間に同意がなければ貸主は・貸付を担保する財産権上の権利を何 ら有しない。同意があればそ

れが口頭でなされものでも・財産権上の衡平法の先取特権 を有することになる。第445条 注bと 比較せよ。

第452条 購入代金が、譲受人以外の者により支払われ、その支払が第三者

に対する債務の弁済としてなされた場合

財産権の譲渡がある者に対してなされ、購入代金が他人によって、第三者に対する債務の弁済の立替払いとし

て支払われたときは、第三者のために復帰信託が生じる。

注:

≡L,胴川辺哩 巾

本条で述べられている状況では、まず債務者が自己の債務を第三者に支払い、次に債権者が受け取った金額を

売主に支払い、そして譲渡が売主により譲受人になされるのとあたかも同じ結果となる。購入代金は債権者によ

り直接、売主に支払われていないにもかかわらず、債務者により債権者のために支払われ、債権者が事実上、購

入代金を支払った者となる。

例:

1.Cは 、Xか ら甲地を買いたいと思っていた。Aは 、Cに 対し、甲地代金と同額の債務を負っていた。Cの

要請により、AがXに 対し甲地代金を支払い、それによってAのCに 対する債務の弁済 とした。XはBに 甲地を

引渡した。Bは 、Cの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

第453条 購入代金が譲受人以外の者により支払われ、その支払が第三者に

対する贈与としてなされた場合

財産権の譲渡がある人に対してなされ、購入代金が他の人によって、第三者に対する贈与として支払われた場

合、贈与を受けるぺき第三者のための復帰信託は生じない。

注:

旦L」剛 強 理血

受贈者又は受贈者のために他の者に引き渡されなければ、購入代金の有効な贈与とはならない。お金が寄贈者

により直接売主に支払われ場合、有効な贈与にはならない。このゆえに予定していた受贈者ではなく、寄贈者が

支払者であり、財産権が譲受人に譲渡されたときは、予定していた受贈者に信託は生じない。

互,_範三煮豊丸」塾⊇}虹亘識 睡

自己の指示により他の者に売主によって譲渡された財産権をある者が購入し、購入代金を支払い、購入者が譲

受人は第三者のための信託として財産権を保有するという意思表示をした場合、そのような信託の設定の必要条
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h._第 三 者の食めの1則垣繊 毛

自己の指示により他の者に売主によって譲渡された財産権をある者が購入し、購入代金を支払い、購入者が譲

受人は第三者のための信託として財産権を保有するという意思表示をした場合、そのような信託の設定の必要条

件が充足されることと規定 されているので、譲受人は第三者のための明示信託に基づき財産権を保有する。第44

1条注k参 照。財産権が土地に関する権利でない場合、詐欺防止法は信託設定の意図が書面により表示または主張

されることを要求しない。第52条 参 照。

己_詐 欺1防止法

財産権が土地に関する権利の場合、詐欺防止法は信託の設定が書面により表示又は主張されることを要求する。

第40条 参照。財産権が土地に関する権利で、購入者の信託設定の意思表示が書面によりなされていない場合、予

定 していた明示信託は実行不能である。第三者は購入代金を支払っていないから、復帰信託は第三者のために生

じない。何らの不正も第三者になされていず、譲受人は第三者を犠牲にして不当利得しているわけではないから

擬制信託も第三者のために生 じない。

譲受人が予定していた受益者に、財産権を自発的に譲渡しようとするならば、たとえ購入代金を支払った者の

反対にあっても譲渡することができる。

譲受人が予定していた受贈者のための信託に基づき譲渡された土地を保有するということを承認する覚書に署

名した場合、覚書が詐欺防止法の要求を満たすのに十分なので受贈者は信託を強制できる。

d.支 払逝Pた.め の擬艇曲畦

詐欺防止法 を信頼する譲受人が予定 していた受贈者に財産権を譲渡するのを拒絶し、信託を承認する覚書に署

名 をしない場合、擬制信託が購入代金を支払った者のために生じる。第441条 注1参 照。予定 していた受贈者以外

の者に財産権を譲渡することにより、又は予定していた受贈者以外の者のための信託に基づき財産権を保有する

ことを承認する覚書に署名することにより、購入代金を支払う者ための擬制信託が生じることを譲受人は妨げる

ことができない。

例:

1.Aは 、Xか ら土地を買入れ、Xに 代金を支払った。.Aの 指 図にもとづき、Xは その土地をBに 引

き渡した。代金支払いと引渡の時に、Aは その土地をCの ために買ったことを述べ、Bは 、口頭で、C

のためにその土地を保有することを約束した。Cは 、Bに 対し、その土地をCの もとに引渡すよう強制

することはできない。もし、BがCへ の引渡しを拒否したり、あるいは、Cの ための信託契約書に署名

をするのを拒否した場合には、AはBに 対し、その土地をAの もとに引渡すように強制することができ

る。

第454条 代金の一部支払 い

財産権の譲渡がある人に対してなされ、購入代金の一部が他人によって支払われたときは、支払った額と全部
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の代金額の割合に応じ・支払った者のために復帰信託が生 じる。但 し、支払いをなした者が、復帰信託を全面的

に、または支払額に応ずる限度においても生じさせない意思を表示 したときは、二の限りでない。

旦⊥」鶴里表示がなされ±場合

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部が他の者によって部分的に支払われた場合、購入代金の残 り

は、譲受人により支払われるので、部分的に支払いをなした者は財産権上の受益権を取得する意思、又は支払っ

た金額につき譲受人に贈与又は貸付をなす意思で、又は譲受人への債務を弁済する意図で支払いをなすのである。

部分的な支払いをなす者が譲受人に対 し、贈与をなす意思を表示した場合、復帰信託は生ぜず、譲受人は財産

権を信託とは関係なく保有する。それは購入代金の全部が譲受人に対する贈与の方法で支払われた場合、譲受人

は信託と関係なく財産権を保有するからである。第447条 参照。

部分的な支払いをなす者が譲受人に対 し、貸付をなす意思を表示 した場合、復帰信託は生ぜず、譲受人は財産

権を信託とは関係なく保有する。それは購入代金の全部が譲受人に対する貸付の方法で支払われた場合、譲受人

は信託に関係なく財産権を保有するからである。第445条 参照。そのような場合、部分的な支払いをなす者は、貸

付を担保するために財産権上の衡平法上の先取特権の権原を有する。しかしそれは、その者と譲受人との間に、

そのような先取特権を有することにつき合意がなされていた場合に限る。第445条 注b参 照。

部分的に支払いをなす者が財産権上の受益権 を取得する意思表示をなした場合、支払った額と全部の代金額の

割合に応 じ、復帰信託がその者に生 じる、但しその者が、その割合よりも少ない又は異なる権利を得る意思表示

をなした場合は、この限 りではない。注h～ 」参照。

例l

l.甲 地の所有者Xが 、甲地を10.㎜ ドルで売 りに出した。AとBが 、口頭で、Aが3,000ド ル支払い、

Bが 残代金を支払うことに合意 し、Bが 甲地の所有権を取得した上でその土地を転売し、A・Bそ れぞ

れが負担した割合に応じて売却代金を分けることにした。AとBが 合意通 りらXに 甲地の代金 を支払い、

XがBに 甲地を引渡した。Bは 、甲地の10分 の3に っき、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有

する。

h.何 の意思雄蘂もなされない場合

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部分が他の者によってなされ、部分的支払いをなした者の意

図につき、何ら他の証拠が提供 されない場合、支払った額と全部の代金額の割合に応じ財産権上に受益権 をえる

意図であったことが推定され、その範囲でその者のための復帰信託が生じる。その者がたとえば2分 の1、3分

の1と いった割 り切れる数で購入代金を支払った場合だけでな く、他の割合で支払 った場合に も、 このことはあ

てはまる。その者が財産権上にいくらかの権利を得、譲受人に対する贈与又は貸付 をなす意図ではないという推

定は、29分 の1や124分 の1と いった分数の割合でのみ示 されるよりも、2分 の1、5分 の2と いった分数の割

合で示された場合の方が強 く働 く。しかしながら、いずれにせよ、ある者が財産権上に一致する割合で権利をう

る意図であるというのが推定であり、復帰信託は他の意図を示す証拠が欠如 している場合に、その範囲でその者

に生じる。
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例:

2.甲 地の所有者Xは 、甲地を10.㎜ ドルで売 りに出した。Aは 甲地を買いたいと思ったが、5,500ド

ル しかなかった。AはBに 甲地は掘出し物であることを告げ、その結果、Bは 甲地の残代金を支払うこ

とに同意した。Xは 甲地をBに 引渡した。別段の意思表示がなければ、Bは 、甲地の20分 の11に つ き、

Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

c、 予特定な寮付、.メ其_・殺幽 寸

ある物が財産権をうる目的の基金を取消 し、他の者が時々、資金に寄付をなし、前者がその資金で自己の名で

財産権を購入 した場合、当該状況は後者の側が前者で財産権を取得するのを助けるために前者に贈与をなす意図

であることを示すことになる。 このことは特に寄付された金額が勘定に残っていない場合にあてはまる。 このよ

うな場合、復帰信託は寄付をなした者のために生じない。 しかしながら時々、基金に寄付をなし、金額が変わっ

たという単なる事実は、基金における自己の寄附分で購入 した財産権上に全部の代金額の割合に応じて受益権を

えることを意図していないということを必ずしも示さない。

基金につき同じ割合で受益権 を有するというのが、当事者の意図であると思われる場合、復帰信託は、その基

金で購入した財産の2分 の1に つき生じる。基金は土地に関する権利ではないので、詐欺防止法は適用されない

し、基金に対する寄付の同意は、たとえ口頭であっても有効である。

4.複 数 の者による支払史

本条で述べられている規則は、購入代金の一部がある者によって支払われ、残 りが譲受人によって支払われた

場合だけでなく、購入代金の全部が譲受人以外の複数の者により支払われる場合にも適用される。また購入代金

の一部が譲受人により支払われ、残 りが他の複数の者により支払われた場合も適用される。

例:

3.Xは 、 甲地の所有者である。A・B・CはXか ら甲地 を購入するに際 し、八が代金の2分 の1、

BとCが 各々4分 の1ず つ支払った。A・B・C彼 らの指図に従って、Xは 甲地をDに 引渡 した。別段

の意思表示がない限り、Dは 、Aに ついては、甲地の2分 の1、B・Cに ついては各4分 の1に っき、

復帰信託にもとついて甲地を保有する。

4.事 実関係は、甲地をCへ 引渡したこと以外は、例3と 同じである。別段の意思表示がない限 り、

Cは 、Aに 対しては甲地の2分 の1に つき、Bに 対しては甲地の4分 の1に つき復帰信託として保有し、

甲地の4分 の1に ついては、信託とは関係なく保有することができる。

e.本 条で述べられている規則は、共同で2人 又は数人で所有される基金が財産権のために支払われ、権原が他

の者の同意で1人 の名で又は第三者の名で取得された場合に適用される。そのような場合には、基金における権

利の割合に応じて寄付者のための復帰信託が生じる。

1,一 且 ム其1ホ数.ム唖 趨渡

財産権の譲渡が、購入代金の一部を各々が支払った2人 またはそれ以上の者になされ、支払った割合が平等で

なかった場合、支払った割合に応じて復帰信託が生じる。但し、復帰信託が生じない又はその範囲で生じないと
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いう意思表示をそれ らの者がなした場合は、この限りではない。このような場合、普通法上の権利は、譲渡証書

に別段の規定がない場合に、譲受人により平等の割合で保有される、 しかし各受益権は平等の割合より多かろう

と少なかろうと自己が寄付した金額の割合による。

例:

5.Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか ら甲地を購入し、Aが 代金の3分 の2、Bが 残 りの3

分 の1を 支払った。A・Bの 指図に従って、Xは 甲地をA・Bに 譲渡した。別段の意思表示がなければ、

AとBに ついては3分 の1に つき、復帰信託にもとついて甲地を保有する。

9.同 意Q効 果

譲渡がある者になされ、購入代金の一部を他の者が支払い、両者間に購入代金の一部を支払った者が、その者

により支払われた金額が全部の代金額に占める割合よ りも多い又は少ない割合の権利又はそれと異なった権利に

つき権原を有するということが同意され、その同意が実行可能な場合、第三者は同意 された権利につき楠原を有

する。そのような同意が土地に関する権利以外の権利 に関係がある場合、又はたとえ土地に関する権利について

であっても、詐欺防止法のような制定法に別段の定めがない場合、又は詐欺防止法 に規定されているように同意

が書面による場合、実行可能である。

当事者間の同意が土地に関する権利に関連するもので、口頭でなされてお り、詐欺防止法を充足していないた

めに実行不可能な場合、同意の効果は第三者が別な方法で取得 した{注i参 照)こ とにはならない。

h.笹 分、JL堕少ない部う珪 取笹生憂患埋

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部分が他の者により支払われ、部分支払いをなした者が、購入

代金につき寄与した部分よりも少ない分割していない権利を取得する意思表示をした場合、意図した部分につい

てのみ、復帰信託が生 じる。このような場合、その者が購入代金にっき自己が負担した割合に基づき権利をえる

意図であったという推定は部分的に生じない。

例:

6.Xは 甲地の所有者である。AとBは 甲地をXか ら購入し、代金を各々が2分 の1ず つ支払った。

AとBと の間で、甲地はBに 引き渡され、Aは 、分筆 していない甲地の3分 の1の 所有権を有するもの

との口頭の合意がなされた。Bは 、分筆していない甲地の3分 の1に つき、Aの ための復帰信託にもと

づき甲地を保有 し、残 りの3分 の2に ついては、B自 身のために甲地を保有する。

一輌⊥一隻分.より、以上の部分を」{則日置互違」聞

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部分が他の者により支払われ、両者間に部分的支払いをなした

者が購入代金につき、自己の負担部分よりも多くの全受益権又は分割していない権利 を受け取るという口頭の同

意がなされた場合、復帰信託がその者のために生 じるが、詐欺防止法のためその口頭の合意が実行不能な場合は

その者によって負担された部分についてのみ復帰信託が生じる。

例:

7.Xは 甲地の所有者である。AとBはXか ら甲地を購入し、その代金は、A・Bそ れぞれ2分 の1
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ずつ支払った。AとBと の間で、XがBに 甲地を引渡し、Aが 甲地を全部取得するとの口頭による合意

があった。Bは 甲地を分筆されない半分につき、Aの ための復帰信託にもとづき保有 し、Bは 、残 りの

半分を受益者として保有する。

8.事 実 は、Aが 分筆されない甲地の3分 の2の 権利を有することに合意 したこと以外は例7と 同じ

である。Bは 甲地を分筆されない半分にっき、Aの ための復帰信託にもとついて保有し、残 りの半分に

ついては受益者として保有する。

しかしながら当事者間の信認関係がある場合、信認関係の濫用によって財産権 を取得した場合、購入代金を一

銭も支払っていない者のために財産権のすべてにつき擬制信託が課されるように、なされた寄付で示される部分

よりも多い部分の利益につき擬制信託が課 される。原状回復 リステイ トメント第194条 、199条 参照。

j.全 財産描画 ・部分をjk提 重 る意図

支払者が財産権の特定部分の利益、又は財産権の特定の不動産権を所得するということを支払者 と譲受人で合

意したように思われる場合、支払者が所持すると合意された権利、又は不動産権の範囲で復帰信託がある。

例:

9.Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか ら甲地を買入れ、A'Bそ れぞれの代金の半分ずつを

支払った。AとBの 間には、XがBに 甲地を引渡し、Aが 甲地の北半分を取得し、Bが 甲地の南半分を

保有するものとの口頭による合意がなされた。Xが 甲地をBに 引渡した。Bは 、甲地の北半分をAの た

めの復帰信託にもとづき保有し、南半分を信託とは関わ りな く保有する。

10.事 実 は、Aが 甲地の北4分 の1を 取得し、Bが 南側4分 の3を 保有することに合意した点を除き、

例9と 同じである。甲地の北4分 の1に つきAの ための復帰信託が生じ、'Bは 甲地の南4分 の3に つき、

信託とは関わりなく保有する。

11.事 実 は、Aが 甲地の北4分 の3を 取得 し、Bが 甲地の南4分 の1を 保有するとの合意した点を除

き、例9と 同じである。甲地の北4分 の3に つき、Aの ための復帰信託が生じ、甲地の南4分 の1に つ

いては、Bが 信託とは関わりなく保有する。

12,Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか ら甲地を買入れ、A・Bそ れぞれ代金の半分ずつを支

払った。AとBと の問には、Xが 甲地をBに 引渡し、Aが 甲地に対する生涯権を取得し、Bが 残余権を

取得するものとの口頭による合意がなされた。Xが 甲地をBに 譲渡した。Bは 、甲地をAの 生存中はA

のための復帰信託にもとついて保有し、甲地に対する残余権を、信託とは関わりなく保有する。

13.事 実 は、Bが 甲地上の生涯受益権を取得し、Aが 残余受益権を取得するものと合意した点をのぞ

けば、例12と 同様である。Bは 、B死 亡後はAの ための復帰信託が生じる趣 旨で甲地を保有するが、B

生存中は、その財産上の受益権を取得する。

上コ 譲受ム押競ム代壷口」 部」を他塾 劃二対する丑{・fとして立 、いした 合

本条で述べられている規則は、譲受人が購入代金の一部を他の者に対する貸付の方法で立替払いし、残りを自

己の口座から支払った場合に適用される。 このような場合、借主に貸された金額が購入金額全体に占める割合で
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借主のための復帰信託が生しるが・譲受人は借主が貸付金を返済するまで借主に財産権のどのような部分も譲渡

するよう強制されない。第448条 と比較せよ。

例1

14.Xは 甲地の所有者である。AとBは ・Xか ら甲地を10,000ド ルで買入れた。Bが10.㎜ ドル支払

ったが、AとBと の間には、AがBに5,㎜ ドル支払 うという口頭による舗 がなされていた。X`押 地

をBに 譲渡した。Bは 、分筆されていない甲地の半分 を、Aの ための復帰信託にもとついて保有するが、

Bは 、Aに 対してなした貸金の担保として、甲地を保有することができる。

L.一議童ム斑 趣壁書に書度 互債瑳醐 立垂左睦足蹴 ムf鹸 幽 艘払8⊥し」幽 査

本条で述べられている規則は譲受人が購入代金の一部を他の者への債務を支払うために立替払いし、残 りを自

己の口座から支払った場合に適用される。 このような場合、債務の支払いに立替払いされた金額が全体に占める

割合で債権者のために復帰信託が生じる。第449条 と比較せよ。

例:

15.Xは 甲地の所有者である。AとBはXか ら甲地を10,000ド ルで買入れた。Bが10,㎜ ドル支払っ

たが、AとBと の間には、Bの 支払いは、BがAに 対 して負っている51㎜ ドルの債務の弁済のかわ りに

なされるものであるとの口頭による合意がなされている。XがBに 甲地を譲渡した。Bは 、分筆されな

い甲地の半分を、Aの ための復帰信託にもとついて保有する。

坦、.一_蘭堅人が硝人口強の・三白[圭但璽.者に対す蚤胆.塾とLl∠CJ繊 払題した墨金

譲受人が購入代金の一'部を他の者に対し贈与をなす意図で立替払いし、残 りを自己の口座から支払った場合、

予定していた受贈者のための復帰信託は生じない。第450条 参 照。

』。..譲受込 以外の綿 噛 入代金の二部を第三者のために立替一払いす五輪

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部が第三者への貸付 として他の者により支払われた場合、支払

いが購入代金の全体に占める割合で第三者のための復帰信託が生 じる。第451条 と比較せよ。購入代金の残りが同

じ者により支払われたが、それが自分自身のために支払われた場合、残りの部分につきその者のための復帰信託

が生 じる。残 りの部分が譲受人により支払われた場合、譲受人は当該財産権を第三者ための復帰信託にしたがっ

てのみ保有する。残 りの部分が第三者によって支払われた場合、第三者のために全財産権につき復帰信託が生じ

る。財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部が第三者に対する債務の弁済のために他の者により支払わ

れた場合と結果は同じである。第452条 と比較せよ。しかしなが ら財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一

部が第三者のために予定していた贈与として他の者により支払われた場合、復帰信託は生じない。第453条 と比較

せよ。

.0,改 」甦 生 ぬメは」;地」こ対する負担を弁済宣一直土勘 覧性払.⊇rr左場一食

譲受人が購入代金の金額を支払い、他の者が当該財産権に改良をなす、又は土地に関する負担を弁済するため

立替払いをした場合、本条に述べられている規則は適用されない。このような場合、立替払いをした者は、財産

権の持分につき、自己のための復帰信託を強制させる権原がない。なぜなら購入代金を支払ったわけではないか
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らである。せいぜい立替払いした額にっき財産権に衡平法上の先取特権を有するぐらいである。

恥.」罰犠剤 阻

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部が他の者によって支払われ、当該支払いが金銭によるもので

はない状況については第455条 参照。

第455条 支払いが金銭でなされない場合

財産権の譲渡がある人に対してなされ、購入代金の一部が他の人によって支払われた場合においては、その支

払いが金銭によってなされないときでも、支払いをな した者のために復帰信託が生 じる。但 し、その者が復帰信

託を生じさせない意思を表示 したときは、この限りでない。

注:

己 購ム代金の全額の支鮎 、

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金全額が他の者により支払われた場合、本条で述べられている規則は

適用される。財産権の譲渡が土地、動産又は債権の他の者による約因としてある者に譲渡された場合、本規則は

適用される。譲渡がある権利の放棄の約因としてなされた場合にも適用されるし、債務負担の約因として譲渡が

なされた場合にも適用される。第456条 参照。譲渡が役務放棄の約因としてなされた場合にも適用される。

例:

1.Xは 甲地の所有者である。Aは 、Xか ら甲地を買入れ、対価 として、AがXに 他の土地または動

産を譲渡し、あるいは、XがAに 対して負っている債務の弁済にあてることとした。Aの 指図により、

Xは 甲地をBに 譲渡した。他に別段の意思表示がなければ、Bは 、Aの だめの復帰信託にもとついて甲

地を保有する。

b」_購 入代金の二郵 支払い

本条で述べ られている規則は、財産権の譲渡がある者になされ、購入代金の一部が他の者により支払われた場

合に適用される。本規則は、財産権の譲渡が土地、動産又は債権の譲渡の約因としてなされた場合、適用される。

このような場合、購入代金の一部分が譲受人により支払われ、残りは他の者により支払われるならば一方により

支払われたところの約因に応 じ復帰信託が生じる。

例:

2.Xは 甲地の所有者である。XはAとBに 、甲地を引渡す対価として、Aの 所有する或る動物と、

Bの 所有する他の動物をXに 引渡すことを合意した。それらの動物がXに 引渡され。XはBに 甲地を譲

渡した、Bは 、引渡された動物の価格の割合いに応じ、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有す

る。

旦.数 ムによる支払い

財産権の譲渡がある者になされ、数人が権利を有している他の財産権がその弁済のために売主に譲渡される場
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合・本条で述べられている規則は適用される。このことは譲受人が交換に譲渡された財産権につき権利を有 して

いる者のうちの1人 か否かにかかわらずあてはまる。

例1

3.Xは 甲地の所有者である。Xは 、A・B・Cと 、Aが2分 の1、B・Cが4分 の4ず つの権利を

もっている乙地 と甲地を交換することに合意した。A・B・Cは 、乙地をXに 交換 し、指図に従って、

Xが 甲地をDに 譲渡した。他に別段の意思表示がなければ、Dは 、Aに ついては2分 の1、B・Cに っ

いてはそれぞれ4分 の1ず つにつき、復帰信託にもとついて甲地を保有する。

4.事 実 は、A・E・Cの 指図に従って、Xが 甲地 をBに 譲渡した点を除けば、例3と 同じである。

他に別段の意思表示がなければ、Bは 、甲地の2分 の1に きつAの ための復帰信託にもとついて、甲地

の4分 の1に つきCの ための復帰信託にもとついて甲地を保有し、残 り4分 の1に ついては、自己のた

めに保有することになる。

旦L譲 受ノ、に封ずる支払上

財産権の譲渡がある者になされ、売主に対し、購入代金を譲受人が支払ったことの約因として、他の財産権が

第三者により、そのある者に譲渡された場合、本条で述べられている規則は適用される。

例:

5.Xは 甲地の所有者である。Aは 、Xか ら甲地を10,㎜ ドルで買入れた。AとBは 、Aが10.㎜ ド

ルの価値を有するある動産をBに 引渡し、Bが10.000ド ル をXに 支払い、XはBに 甲地を引渡すことに

口頭で合意 した。Aは 動産をBに 引渡し、BはXに10,000ド ル支払い、Xは 甲地 をBに 引渡した。他に

別段の意思表示がなければ、Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

e」 混合資金からの支払史

財産権の譲渡がある者になされ、購入代金につき部分的寄付として第三者によりその者に別の財産権が譲渡さ

れ、譲受人が売主に購入代金を全額払った場合、本条で述べられている規則は適用 される。このような場合、第

三者により譲受人に譲渡された財産権の合意約因が、売主に支払われた全購入代金に占める割合で第三者のため

に復帰信託が生じる。

例:

6.Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか ら10,000ド ルで甲地を買入れた。AとBは 、口頭で、

AがBに5,000ド ルの価値のある動産を引渡し、BがXに10,000ド ル支払い、XがBに 甲地 を引渡すこ

とに合意した。Aは 動産をB}こ 弓1渡し、BはXに10,㎜ ドルを支払い、XはBに 甲地を引渡 した。別段

の意思表示がなければ、Bは 、甲地の半分につき、Aの ための復帰信託にもとついて保有する。

第456条 信 用 購 入(purchaseoncredit)

財産権の譲渡がある人に対してなされ、他の人が譲渡に際し購入代金を支払う債務を負担したときは、その者
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のための復帰信託が生じる。但し、その者が復帰信託を発生させない意思を表示 したときは、この限りでない。

注:

旦.賄 人者の枯山曲人

本条で述べられている規則は、譲受人以外の者が購入代金支払いのため、売主に対する債務を引き受けた場合

に適用される。

例:

1.Xは 甲地の所有者である。AはXか ら甲地 を買入れ、Xに その代金額の手形を渡し、XはAの 指

図に従って甲地をBに 譲渡 した。他に別段の意思表示がなければ、Bは 、Aの ための復帰信託にもとつ

いて甲地を保有する。

b.現 金 での部分的支払史

譲受人以外の者が購入代金の一部を現金で支払い、残りの支払いのため売主に対し、債務を引き受けた場合、

本条で述べられている規則は適用される。

例1

2.Xl岬 地 の所有者である。Aは 、Xか ら甲地を10,㎜ ドルで買入れ、4.㎜ ドル1賦 金で、6,㎜

ドルは手形で支払った。Aの 指図に従って、Xは 甲地 をBに 譲渡した。他に別段の意思表示がなければ、

Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

忘 、_復固 目託が'{三じない場合

財産権の譲渡がある者になされ、譲渡時に他の者が購入代金支払いのため債務を引き受けた場合、譲受人が財

産権上に受益権を有するという意思表示をその他の者がしたならば、その者ための復帰信託は生じない。たとえ

ば売主に対し、購入代金支払いのため債務を引き受けた者が譲受人が、購入代金を売主に支払うという口頭の合

意を譲受人となし、その合意を履行するため代金を支払った場合、復帰信託は生じない。このような場合、譲受

人が真の購入者であって、他の者は譲受人が賄人できるよう自己の信用を貸したにすぎない。譲受人に対する貸

付 として現金で購入代金をある者が支払うのと状況は類似している。第445条 参照。同様に、ある者が売主に購入

代金を支払うために債務を引受け、譲受人に対する債務弁済のため代金を支払った場合、復帰信託は生じない。

第446条 参照。同様に売主に対 し購入代金を支払うために債務を引受けた者がそれにより、譲受人に贈与をなす意

図である場合にも復帰信託は生 じない。第447条 参照。 これらの状況のそれぞれにおいて復帰信託は生じない。な

ぜなら譲受人が譲渡された財産権上に受益権を有するという意思表示がなされているからである。

d.藁 斑 入の侃川.で購入上_雌 ム意趣譲奨人の世務皇躁狂貴意.レ幽

譲受人が購入代金を支払うため、売主に対し債務を引き受けたが、他の者が購入時に譲受人との間で自分が売

主に対し、購入代金を支払うという合意をなした場合に本条で述べられている規則は適用 される。譲受人が他の

者に対する貸付として現金で購入代金を支払った場合 と状況は類似 している。第448条 参 照。譲受人が貸すかわ り

に信用を貸与しているところが差異である。各場合における真の購入者は借主である。

売主が一部を現金で、あとは信用で売却 し、現金が他の者、又は他の者に対する貸付の方法で譲受人により支
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払われ、譲受人が購入代金の残額につき売主に対し、債務を引受たにもかかわ らず、 もう一方の者が売主に対す

る債務を弁済することに合意した場合と結果は同じである。

購入代金支払いのための売主に対する債務が、譲受人と他の者の共同で引き受けられた場合、双方間の引受が

一方の売主に対する債務弁済である場合は
、結果は同じである。

これらはすべての場合に譲受人は、売主に支払いをなすよう強制 された場合に自己が免責されるよう財産上に

約定担保権を有している。譲受人は他の者が売主に支払 ったり、自分に損害填補保証書を与える又は別の方法で

損失の危険につき、譲受人を担保するまで、その者に財産を譲渡するよう強制 されない。譲受人が売主に支払っ

た場合、他の者が原状回復 をなすまで、その者に財産権を麹渡するよう強制 されない。同様に購入後、譲受人が

支払者のために財産権上の抵当権を実行するか又は修繕、改良、税その他につき支出した場合、譲受人は財産権

上に約定担保権を有する。

例:

3.Xは 甲地の所有者である。AはXか ら甲地を買入れ、その代金を1年 間かけて支払った。AとB

との間には、Bが その代金を手形で払い、甲地をBに 引渡してもらい、AはBの 手形債務をXに 対して

弁済 して、その後にBが 甲地をAに 引渡すという口頭の合意をした。Xは 手形を渡したBに 甲地を引渡

した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて、甲地を保有する。

4.X`押 地の所有者である。AはXカ ・ら甲地を10,㎜ ドルで買入れ、4.㎜ ドルは現金で支払い、残

余については、その土地に抵当権 を設定した。AとBと の間には、口頭によって、Bが 現金で2,㎜ ドル

を前払いし、6,000ド ルのBの 手形をXに 渡して甲地をBに 引渡 してもらい、Aは 、Bの 手形債務をXに

対して弁済 し、その後にBがAに 甲地を引渡すとし・うことに合意 していた。Aは 、a㎜ ドル舶 己資金

でXl岐 払 い、B{賦 金2,㎜ ドルと6,㎜ ドルの手形をXlこ 渡 し、甲地に抵当権を設定し、Xは 甲地を

Bに 引渡した。Bは 、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有するが、AがBの 支払った2,㎜ ドル

と手形の支払いをなすまで、あるいは、Bが 手形の支払 いをなしたときにはAがBに 対し、その金額を

支払うまでは、Aの もとに甲地を引渡すよう強制 されることはない。

5.Xは 甲地の所有者である。Aは 、Xか ら甲地を買入れ、その代金を1年 間かけて支払った。Aと

Bと の間には、口頭によって、A・Bは 共同で手形を振 り出してXに 対する代金支払にあて、甲地はB

に引渡してもらい、Aが その手形の支払をXに 対してなし、その後に、甲地をBか らAに 引渡すという

合意がなされていた。Xは 甲地をBに 引渡 しAとBは 、共同で振 り出した手形をXに 渡した。Bは 、A

のための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

旦L趨 愛ム壁∫庄凪重瑚人をし上」且ム者が趨受人の一一}粗度硝血一

譲受人が購入代金を支払うために売主に対し、債務を引き受けたが、他の者が購入時に譲受人との間で、売主

に対する債務の支払いのため、部分的に寄付するという合意をした場合、支払う合意をした部分が全購入代金に

占める割合でその者のための復帰信託が生じる。

例:
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正.

6.Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか ら甲地を10,000ド ル で買入れ、Bが その金額の手形で

Xに 支払った。その買入れの時に、AとBと の間では、Aが その手形の5.000ド ル分について支払いをす

るという口頭の合意がなされていた。AとBの 指図に従って、Xは 甲地をBに 引渡した。他に別段の意

思表がなければ、Bは 甲地の半分につき、Aの ための復帰信託にもとついて保有する。

7.Xは 甲地の所有者である。AとBは 、Xか らら甲地を10.000ド ルで買入れ、Aが 現金で1,000ド ル、

Bが 現金で3,㎜ ドルを支払い、6,㎜ ドルはBが 手形で支払った。甲地の買入れの際、AとBと の間で

は、Aが その手形の2,㎜ ドルを支払うことに口頭で合意していた。AとBの 指図に従 って、Xは 甲地を

Bに 別段の意思表示がなければ、Bは 、甲地の10分 の3に つき、Aの ための復帰信託にもとついて保有

する。

による』熱

財産権が売却され、購入代金の一部が譲受人以外の者により現金で支払われ、残 りが財産権上の購入代金によ

り担保された場合、譲受人が抵当権を実行 し、残額につき売主に対し債務を引き受けたという事実だけでは、譲

受人に財産権上の受益権を有する権原を与えたことにはならない。 このような場合、真の購入者である他の者は、

抵当実行手続の際、当該財産権が購入代金残額を支払うのに不十分な場合、譲受人が売主に支払 う責任を免除す

るため不足分を負担するという推定が働 く。譲受人が抵当債務を引き受けたにもかかわらず、先在する抵当の目

的物として購入 された場合 と、結果は同じである。

例:

8.Xは 甲地の所有者である。Aは 、Xか 押 地を10,㎜ ドルで買入れ、4.㎜ ドルは現金で支払い、

残金にっいては、甲地に抵当権を設定した。AがXに4.㎜ ドルを支払いvAの}旨 図に従って、Xは 、抵

当権で担保されている代金6.㎜ ドノレを手形で支払ったBに 甲地を引渡した。1也に も証拠がなければ、B

は、Aの ための復帰信託にもとついて甲地を保有するが、Aが 抵当債務の弁済をするまでは、Aに 甲地を

引渡すよう強制されることはない。

菖L支 払匹を虫一すこと堂 人 が北虚した場合.

譲 受人が購入代金を支払うために売主に対し債務を引き受けたが、購入時に他の者が譲受人 との間で、売主に

購入代金を支払う又は支払いの一部を寄付することに合意 した場合、その者のために生じた復帰信託は、その者

が支払いをなすのを失念したことによって消滅しない。しかしながら譲受人は、その者から支払いをうけるまで、

財産権を保有する権原を有する。

例:

9.Xは 甲地の所有者である。AはXか ら甲地を買入れ、その代金を1年 間かけて支払った。AとB

との間では、口頭によって、Bが その代金を手形で支払い、甲地をBに 引渡してもらい、Aは 、その手

形債務をXに 対して弁済し、その後にBがAに 甲地を引渡した。手形の支払 日にAは 支払うことができ

ず、Bが その支払いをした。Bは 、AがBに 対 し、その手形金額に利息をつけて支払った場合にのみ、

甲地をAに 引渡すよう強制 される。
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【第12章 】

.し.膳 ム鯉 箕」鮎 ・

譲受人が購入代金を支払 うために売主に対し債務を負い、購入時に他の者が譲受人との間で売主に対し購入代

金を支払う、又は支払いにつき寄付をすることに合意しない場合、たとえその者が後になって購入代金を支払う

か、支払いのために債務を負ったとしてもその者のための復帰信託は生じない。第457条 参照。

.i.損 皇 基幽 幽 迎{乱111幽 鵬 ム上ユ_盤三遊方腫 醜 唖 務血陸」こ登壇L左 」麗貞

譲受人以外の者が購入代金を支払うために売主に対し債務を負ったが、購入時に第三者が債務 を負った者との

間に売主に購入代金を支払 うことに合意した場合、本条に述べられている規則は適用される。譲受人以外の者が

第三者に対する貸付の方法で購入代金を支払う場合と状況が類似している。第451条 参照。前者は金銭を貸与する

かわ りに信用を貸与したという差異がある。それぞれの場合に、真の購入者は借主である。

例:

10.Xは 甲地の所有者である。Cは 、Xか ら甲地を買いたいと望んでいる。AとCと の間では、口頭

によって、Aが 手形でその代金を支払い、甲地はBに 引渡してもらい、CがAの 手形債務をXに 対 して

弁済したら、BがCに 甲地を引渡すという合意がなされていた。Xが 甲地をBに 引渡 し、AがXに 手形

を渡した。Bは 、Cの ための復帰信託にもとついて甲地を保有する。

第457条 購入後の支払い

財産権の譲渡がある人に対してなされ、他の人がその後に代金を支払い、または支払債務を負担 したことだけ

では、復帰信託は生 じない。

注:

旦.頚 受人 の襯1」によ重岨ム

譲受人が購入代金を支払うために売主に対し債務を負う場合、たとえ支払時に財産権上の受益権を有するとい

う合意がなされても、他の者がその後に購入代金を支払ったという事実だけでは、その者のための復帰信託を設

定するのに十分ではない。購入時に他の者が購入代金を支払う、又は支払いの合意をしない場合、購入代金の支

払いから復帰信託は生 じない。しかしながら購入後に購入代金を支払った者は、売主が購入代金の支払いにつき

有する先取特権を代位する権原を有する。

例:

1.Xは 甲地の所有者である。Bは 甲地をXか ら買入れ、その代金を手形で支払い、その土地に抵当

権を設定した。その手形が不渡 りになった時、AとBと の間で、Bの 手形の支払いをAが なし、甲地を

Aに 引渡す ことに口頭による合意がなされた。AがBの 手形債務を弁済 した。BはAの ための復帰信託

にもとついて甲地を保有するものではないが、Aは 、彼の支払った額に利息を加算 した金額の範囲内で、

甲地に対し、衡平法上の担保権を有する。

上.」星虫塑妻.め刮 目入
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【第12章 】

譲受人が売主に購入代金を支払う場合、購入時に他の者が購入代金又は、その一部を支払う合意をしなかった

ならば、その他の者が後に購入代金の額を譲受人に支払 う、又は支払うことを合意するという単なる事実は、そ

の者のための復帰信託を設定するのに十分ではない。

例:

2.Xは 甲地の所有者である。BはXか ら甲地を買入れ、その代金を現金で支払った。その後、Aと

Bは 、Aが その代金をBに 支払い、BがAに 甲地を引渡すことに口頭で合意 した。AがBに その代金と

同額を支払った。BはAの ための復帰信託にもとづき甲地を保有するものではないが、Aは 、Bに 対し

て支払 った額をAに 返還せ よと請求する権原を有する。

第458条 立証責任

財産権の譲渡がある人に対 してなされ、他の人が代金を支払ったことを理由に、自己のための復帰信託を強制

しようとするときは、その者は、自己が代金を支払ったことの明瞭かっ確実な証拠をもって立証しなければなら

ない。

注:

且,期 ム代金が譲受ム墨書の責によ力支葺、ね肛左場違

代金支払いを立証する場合、その支払いが譲受人への貸付を意図していないことが明白であれば、復帰信託は

生 じる。しかしなが ら金銭は、譲受人に対する貸付の方法で支払われたことを示す証拠が譲受人により提出され

た場合、譲受人に金銭を貸付ていないという立証責任は、代金を支払った者にある。言い換えれば、金銭は自己

のものであり、 自己の金銭として支払われたという事実の最終的な立証責任は、代金を支払った者にある。しか

しもし譲受人が自己の金銭であることを立証したならば、それは譲受人に対する貸付の方法で支払われたという

証拠提出の責任は譲受人の側にある。

h⊥ 購入代金力1譲受人1辿 りL幽 た損金

金銭が売主に対し、譲受人によって支払われた場合、譲受人は自分のための復帰信託に基づき財産権を保有し

ていると主張する第三者は、支払われた金銭は少なくとも実質的に自己の金銭であるということを立証する責任

がある。その第三者は金銭はもとから自分のものであり、自分のもののままであること、又は約因のために立て

替払いしたのであって、単なる予定 していた贈与としてではないことを証明することにな り、その責任を果たす

ことができる。第448条 ～第450条 参照。

旦._血 縁 葦辺名での購入

購入代金がある者により支払われ、譲渡がその者の指図で妻、子供又は他の近親者に対 して売主によりなされ、

支払者が自己のための復帰信託に基づき、そのものを譲受人に保有 させることを望む場合、支払った者は自分が

支払った金銭が自己のものであるということだけでなく、譲受人が財産権上の受益権を有するということを意図

しなかった ことも立証する責任がある。第442条 、443条 参 照。

〔
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【第12章 】

第459条 受益者が禁反言を受ける場合の受託者の債権者の権利

財産権の詰渡がある人に対してなされ、他の人によってその代金が支払われることによって復帰信託が生ずる

場合において、第三者が受託者の有する信託財産についての表見上の所有権を信頼して信用貸をなし、受託者が

その表見上の所有権のために信用供与を受けようとすることを受益者が知り、または知りうべかりしときは、第

三者は、信託財産に対し、その債権の満足を受けるために執行することができる。

注:

a.本 条に述べられている規則は、明示信託に適用される規則と同じである。第313条参照。

第460条 口頭による権利消滅行為

土地に対する権利の譲渡がある人に対してなされ、他の人が口入代金を支払った場合において、その支払いを

なした者のために生じる復帰信託は、その信託の受益者が、口口で、受益権を受託者に譲渡し、または放棄する

ことにより消滅させることができる。

注:

a.こ の ような場合での復帰信託は、代金の支払いがあり、しかも書面が何 もないという事実から生じる。述べ

たように、購入代金の支払いから、復帰信託が生じるという推定は、書面がない場合にくつがえされうる。第

441条 注b参 照。同様に書面がない場合、復帰信託は消滅しうる。

土地に関する信託が書面によって設定 され、かつ、その信託が失効したり、または残余財産をのこして信託が

達成 された場合には、事情は異なる。このような場合、復帰信託は口頭でその発生を阻止できないし、また一度

生じた場合には、書面によらなければ消滅させることはできない。第429条 、第439条 参照。

(完)

755－

L



、

あとがき

米国信託法 リステイ トメント(第2版)の 翻訳が、抄訳からの見直し作業を経て一先ず完了 した。故田中實先

生のこ発案により」972年 慶塵義塾大学大学院の信託法研究会の翻訳活動が始まって、実に25年 、 四分の一世紀を

経ている。 この間、当財団が故田中先生の主宰される研究プロジェクトとしてお手伝 いさせていただいたのは、

同研究会の抄訳が社団法人信託協会の会報 「信託」に19留 年まで連載された後、8年 を経た1990年 か らである。

信託法 リステイ トメント(第2版)は 、アメリカ法律協会が米国における判例か ら帰納的に信託法理を抽出し、

460条 に及ぶ条文に集大成 した、信託研究には不可欠の文献資料、さればこそ抄訳を見直し、翻訳として完成さ

せたいという故田中先生の堅いご意志によるものであった。以来6年 の問に田中先生 と幽明境 を異にする悲しい

出来事を乗 り越え、雨宮先生、新井先生を中心に若手気鋭の研究者の参加を得て、先生のご遺志を継ぐ研究活動

は、営々として続けられた。それぞれに多忙を極められる状況下に、地味な、忍耐力のいる作業、一時は気の遠

くなるように思われた壁への挑戦でもあった。雨宮先生の本書 「序」がその経緯を物語っている。古風な表現だ

が、ご遺志を遂げる弔合戦が終わった。参加された先生方と共に安堵の胸をなで下ろす思いである。

こうして、 とにもかくにも、信託法研究のインフラス トラクチュアの一つが出来上がり、限 られた形ではある

が、世に問うことができるようになった。これによってすでに会報 「信託」173号 か ら183号 まで12回 にわたっ

て連載させていただいたリステイ トメント(第3版)プ ルーデント・インペスター'ル ール{早 川眞一郎先生監

訳)な どとの比較研究への道 も拓かれるであろう。

本書冒頭に記した研究に参加された先生方の真筆のご努力にあらためて深甚の敬意を表 したい。

最後になったが、会報 「信託」に連載 された抄訳の見直 し作業およびその儲果のこのような形での刊行をお許

しいただいた社団法人信託協会に心か ら感謝申し上げる次第である。

1996年3月

故田中實先生のご冥福を祈りつつ

財団法人 トラス ト60
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